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移転価格税制に関する日中比較研究  
 
序章  本研究の課題と構成及び研究方法  
    
1 .本 研 究 の 課 題  
本研 究 は 日中 の 税 制 の 体 系 ・ 沿革 、 日 中 移転 価 格 税制 を 取 り 巻く 税制
体系・沿 革 及 び 現行 条文 並 び に日 本 の 判 例・裁 決と 中 国 の事 例を 通 し て、
日中 移 転 価格 税 制 の 特徴 と 相 違点 を 明 ら かに し 、 納税 者 で あ る企 業 （法
人） の 立 場か ら 日 中 移転 価 格 税制 の 改 善 点に つ い て提 言 す る こと を 研究
目的 と し てい る 。  
なぜ な ら ば、 企 業 の グロ ー バ ル化 が 進 む 中、 日 本 企業 は 海 外 にお ける
現地 法 人 の 数 が 増 加 し 1、これ に 伴 い、日本 企業 と 国 外の 特 殊 関 係企 業（ 又
は 「 国 外 関 連 者 2」 と い う ） と の 取 引 も 増 加 す る 傾 向 に あ る 3。 こ の よ う
に 企 業 は 国外 関 連 者 との 取 引 が盛 ん な 中 、企 業 と 国外 関 連 者 との 取 引に
おけ る 取 引価 格（移 転価 格 4）の適 正 化に つい て 、企業（ 移転 価格 ）と 課
税当 局（ 独 立 企業 間 価格 5）の 意 見 に相 違 があ っ た 場合 に 、移 転価 格 に よ
る追 加 徴 税（ 移 転 価 格課 税 ） が生 じ る こ とに な る 。  
                                                   
1
 200 3 年 の 1 3 , 87 5 社 か ら 2 01 2 年 に は 23 , 351 社 と 約 1 . 7 倍 に 増加 し た 。
国税 庁 ，『 国 税 庁レ ポー ト 2 014』 p .37 を参 考 に した 。    
（ h t tp s : / / ww w.n t a . go . jp / koh yo /k a t s udo u / r e po r t / 201 4 . pd f ）  
2015 年 8 月 20 日 ア クセ ス  
2
 国 外 関連 者 と は、日本 企 業 の直 接 又 は 間接 的 に 持株 関 係 が 50％ 以上 で
ある か 、 又は 実 質 支 配関 係 に ある 外 国 法 人 を い う 。  
3
 売 上 高に 占 め る関 係会 社 取 引率 は 2 0 .3％（ 前 年度 差 0 .3％ポ イン ト 上 昇 ）
仕入 高 に 占め る 関 係 会社 取 引 額は 1 02 兆 67 17 億 円 、 関係 会社 取 引 率は
24 . 6％ （ 前 年度 差 1 . 9％ ポ イン ト 上 昇） であ っ た 。  
日本 経 済 産業 省 『 企 業活 動 基 本調 査 確 報 』 20 11 年 , p . 35  
4
 移 転 価格 と は 、企 業が 国 外 関連 者 と の 取引 に 用 いら れ る 取 引価 格 で 、
特殊 関 係 者間 で の 取 引価 格 と 相違 が あ る 取引 価 格 をい う 。  
5
 独 立 企業 間 価 格と は、 特 殊 関係 を 持 た ない 企 業 間で 用 い る 取引 価 格 を
いう 。  
2 
 
こう い っ た移 転 価 格 課税 は 高 額に 上 る ケ ース が 多 いこ と か ら 、企 業の
経営 戦 略 に 与 え る 影 響は 計 り 知れ な い 。 なぜ な ら ば、 移 転 価 格課 税 に伴
う大 き な キャ ッ シ ュ アウ ト は 企業 の 税 引 前利 益 と 営業 利 益 等 の財 務 指標
を大 き く 変動 さ せ 、 投資 家 の 不信 感 を 募 り、 企 業 の経 営 戦 略 に大 き なダ
メー ジ を もた ら す こ とも あ る から で あ る 。国 際 的 に事 業 を 展 開す る 日本
企業 に と って 、 移 転 価格 税 制 を無 視 す れ ば 、 経 営 戦略 の 成 功 がな い とい
って も 過 言で は な い 。し た が って 、 企 業 にと っ て 移転 価 格 問 題は 避 けて
通れ な い 税務 問 題 の 一つ と な って き て い る。  
19 世 紀 後半 か ら 日 本の み な らず 、世 界 各国 に お いて も 移 転 価格 税 制の
整備 及 び 執行 の 強 化 を実 施 し てき た 。 E r ns t  &  You ng の 調 査 によ る と、
201 2 年移 転 価 格調 査の 未 解 決案 件 の 多 い国  は日 本 が 含ま れて い る 。一
方、 移 転 価格 の 追 加 調整 額 は 中国 が 高 く 、移 転 価 格調 査 に 伴 う税 務 リス
クが 高 い 6と指 摘 さ れ てい る 。こ れ ら の実 情に よ り、日 中 両国 にお け る 移
転価 格 に 伴う 税 務 リ スク が 非 常高 い こ と がわ か る 。こ の よ う な現 状 をよ
そに 、 近 年で は 、 日 本企 業 は 事業 の 存 続 及び 拡 大 を目 指 し 、 中国 に 対す
る進 出 件 数 を 急 増 さ せ 7、 2011 年 に 日中 貿 易額 は 過 去最 高 を 更 新し た 8。  
した が っ て、 日 本 企 業は 中 国 進出 の 経 営 戦略 を 達 成 す る た め に、 日中
両国 に お いて 移 転 価 格調 査 が 強化 さ れ て いる 状 況 を念 頭 に 置 く必 要 があ
る 。 そ こ で、 日 本 と 中国 に お ける 移 転 価 格課 税 の 問題 を 十 分 に認 識 する
には 、 日 中移 転 価 格 税制 の 特 徴お よ び 問 題点 を 把 握す べ き で ある と 筆者
                                                   
6
 『 安 永揭 示转让定 价全 球 性趋势』 中 国财经报 , 20 12 年 9 月 18 日
（ h t tp : / / w w w. 21 cbh . c o m/2 012 / c fen _91 8 /3 9 8925 .h t ml）  
7
 前 掲 注『 国 税 庁レ ポー ト 2 014』 p .37 を参 考 と した 。    
8
 『 2011 年 の日 中 貿 易： 過 去 最高 を 記 録 する も 、 中国 経 済 の 減速 や 震 災
の影 響 で 輸出 の 伸 び が大 幅 鈍 化 』記者 発 表 ,日 本貿 易 振 興機 構 ホ ー ム ペー
ジ参 考 と した 。  
（ h t tp : / / w w w. j e t r o . go . j p /n ew s / r e l ea se s /20 1 2021 60 01 -n ew s）  
2015 年 8 月 20 日 ア クセ ス  
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は 考 え 、 本研 究 に お いて は 日 本と 中 国 に おけ る 移 転価 格 税 制 の法 体 系と
制度 の 変 革、条 文並 びに 日 本 の判 例・裁 決と 中 国 の事 例 9を 総 合的 に 比 較
分析 し 、 両国 の 移 転 価格 税 制 に関 す る 相 違点 お よ び問 題 点 を 紐解 き 、日
中移 転 価 格税 制 に 関 する 改 善 点に つ い て 提言 す る こと を 研 究 目的 と し た。 
こ れ ま で は 、 日 中 両 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 わ る 先 行 研 究 は 条 文 解 釈 、
問題 点 の 分析 及 び 判 例研 究 を 個別 に 研 究 した も の が多 く み ら れる が 、本
論文 の よ うに 、 移 転 価格 課 税 が企 業 に 与 える 影 響 を明 確 に し 、日 中 両国
の移 転 価 格税 制 に か かわ る 法 律体 系 と 条 文研 究 の みな ら ず 、 移転 価 格調
査の 実 態 を表 す 判 例 ・裁 決 （ 日本 ） と 事 例（ 中 国 ）の 研 究 を 踏ま え た総
括的 な 比 較分 析 は 見 当た ら な かっ た 。  
日 中 の 移 転 価 格 税 制 に 係 る 条 文 等 の 不 明 確 さ と 曖 昧 さ に よ り 生 ず る
であ ろ う 問題 点 と そ の相 違 点 を把 握 し 、 条文 に み られ る 問 題 点に 対 応し
た経 営 戦 略（ 価 格 の 取決 め ） を 立 て て も 移転 価 格 課税 を 受 け る可 能 性が
ある 。 ま た、 日 本 に おい て は 、判 例 法 も 法源 の 一 つと な る た めに 、 日中
両国 に お ける 移 転 価 格課 税 の 実例 を 踏 ま え、 両 国 の課 税 当 局 の執 行 上に
おけ る 相 違点 と 問 題 点を 検 討 する こ と に より 、 企 業が 移 転 価 格か ら 生ず
るで あ ろ う税 務 リ ス クを よ り 確実 に 把 握 でき る 。 これ に よ り 、実 際 に中
国に 進 出 する 日 本 企 業と 日 本 に進 出 す る 中国 企 業 にと っ て 、 本研 究 は移
転価 格 課 税の リ ス ク を避 け る ため の 有 用 な研 究 に なる と 筆 者 は考 え 、こ
こに 本 研 究の 意 義 を 置く 。  
本論 文 の 研究 目 的 を 達成 す る ため に 具 体 的に 以 下の 4 つ の 研 究課 題を
明 ら か に する 。  
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 本 論 文に お い て、 中国 の 課 税当 局 に 移 転価 格 に よる 追 加 徴 税 を 受 け た
実例 を 「 事例 」 と し 、 日 本 の 新聞 で 取 り 上げ ら れ た移 転 価 格 課税 の 実例
を「 事 案 」と し 、 日 本の 課 税 当局 の 追 加 徴税 を 受 けた 後 、 不 服審 判 所 ・
地方 裁 ・ 最高 裁 に 係 わっ た 実 例を「 判例・裁 決 」又 は「裁 判 例」と い う 。  
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第 1 に 、 移転 価 格 課 税が 企 業 のキ ャ ッ シ ュフ ロ ー に与 え る 影 響を 明ら
かに す る ため に 、 企 業の 財 務 諸表 の デ ー タを 用 い て、 移 転 価 格課 税 が、
企業 の 税 引前 利 益 、 当期 営 業 利益 へ 与 え る 影 響 を 明確 に し 、 納税 者 であ
る企 業 の 立場 か ら 、 移転 価 格 税制 へ の 対 応の 必 要 性に つ い て 言及 す る。  
第 2 に 、 日本 と 中 国 の 税 制 に 係る 法 律 体 系、 変 遷 及び 日 中 の 移転 価格
税 制 を 取 り巻 く 法 律 体系 、 変 遷 に 関 す る 比較 研 究 を通 し て 、 日中 移 転価
格税 制 の 共通 点 と 相 違点 を 明 らか に す る 。  
第 3 に、有 識 者に よ る 見 解 を 踏ま え ,日 本と 中 国 の移 転 価 格 税制 に 関 す
る現 行 条 文の 特 徴 及 び問 題 点 を独 立 企 業 間価 格 の 算定 方 法 、 移転 価 格調
査と 事 前 確認 制 度 の 3 つ の 側 面か ら 比 較検 討 し 、日 中 の 移 転価 格 税 制に
潜む 共 通 点と そ れ ぞ れの 国 に 発生 す る 独 自の 問 題 点を 明 ら か にす る 。  
第 4 に 、 日本 の 移 転 価格 税 制 に関 す る 判 例・ 裁 決 と中 国 の 移 転価 格税
制に 関 す る事 例 を 比 較分 析 し 、 日 中 の 移 転価 格 課 税に 係 る 取 引種 類 、独
立企 業 間 価格 の 算 定 及び 比 較 対象 法 人 ・ 比較 対 象 取引 に 係 る 相違 点 を明
らか に し 、納 税 者 で ある 企 業 の立 場 か ら 提言 を 行 う。  
 
2 .本 研 究 の 構 成  
 本 論 文 は上 記 の 研 究目 的 を 達成 す る た めに 、以下 の 四 部構 成（ 図 表  序
章 -1）と し た。具 体 的に 、序 章と 第 Ⅰ部（ 1 章 ～ 2 章）、第 Ⅱ 部（ 3 章 ～ 5
章）、 第 Ⅲ 部 （ 6 章 ～ 8 章）、第 Ⅳ 部 （ 9 章～ 11 章 ）、 終 章 で 構成 さ れ る。  
序章 は 、研 究 の 課題 、研究 方 法 及び 先 行 研 究に つ い て述 べ る（ 第 1 章 ）。  
 第 Ⅰ 部（ 1 章 ～ 2 章）は、実 証デ ー タ を用 い て 移転 価 格 課 税が 企 業 に与
える 影 響 、本 研 究 の 重要 性 を 明確 に し た 。第 2 章 に おい て 、 日本 、 中国
と欧 米 に おけ る 移 転 価格 税 制 に関 す る 先 行研 究 を まと め 、 本 研究 の 独自
性（ 本 研 究の 必 要 性 ）を 明 ら かに し た 。  
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第Ⅱ 部 （ 3 章 ～ 5 章 ）は 、 日 本と 中 国 の 移転 価 格 税制 の 沿 革 につ いて
の比 較 研 究で あ る 。  
 第 3 章 で は、 日 本 の法 律 体 系 ・ 変 遷 及 び移 転 価 格税 制 を 取 り巻 く 法律
体系 及 び 沿革 に 関 し て概 観 す る。  
 第 4 章 で は、 中 国 の法 律 体 系 ・ 変 遷 及 び移 転 価 格税 制 を 取 り巻 く 法律
体系 及 び 沿革 に 関 し て概 観 す る。  
 第 5 章 で は、 日 本 と中 国 と の 法 律 体 系 ・変 遷 及 び日 中 両 国 移転 価 格税
制 を 取 り 巻く 法 律 体 系 ・ 沿 革 の比 較 分 析 を行 い 、 その 共 通 点 と相 違 点を
まと め る 。  
 第 Ⅲ 部（ 6 章～ 8 章 ）で は 、有 識者 の 見解 を 踏 まえ 、日 本 と中 国 の 移転
価格 税 制 の現 行 条 文 の相 違 点 と 問 題 点 に つい て 述 べる 。  
 第 6 章 で は、 日 本 の移 転 価 格税 制 の 現 行条 文 を 独立 企 業 間 価格 の 計算
方法 、 移 転価 格 に 関 する 税 務 調査 、 事 前 確認 制 度の 3 項 目 か ら、 そ の条
文の 問 題 点を 有 識 者 の指 摘 を 踏ま え 論 究 する 。  
 第 ７ 章 では 、 中 国 の移 転 価 格税 制 の 現 行条 文 を 独立 企 業 間 価格 の 計算
方法 、 移 転価 格 に 関 する 税 務 調査 、 事 前 確認 制 度の 3 項 目 か ら、 そ の条
文の 問 題 点を 有 識 者 の指 摘 を 踏ま え 論 述 する 。  
 第 8 章 では 、移転 価格 税 制 につ い て 日 本と 中 国 の現 行 条 文 の比 較 を し、
その 類 似 点と 相 違 点 をま と め 、今 後 の 日 本と 中 国 の移 転 価 格 税制 の 改正
の傾 向 を 示唆 す る 。  
 第 Ⅳ 部（ 9 章～ 11 章 ）で は 、日本 の 移 転価 格 税 制に 関 す る 判例・裁 決、
中国 の 移 転価 格 税 制 に関 す る 事例 の 比 較 研究 を 行 い、 こ れ ら の実 例 にみ
られ る 共 通点 と 相 違 点を ま と める 。 そ の 相違 点 を 踏ま え て 両 国の 移 転価
格課 税 の 救済 措 置 の 有用 性 に つい て 検 討 する 。  
 第 9 章 では 、日 本 の移 転 価 格税 制 に 関 する 判 例・裁決（ 1 2 件 ）を 対象
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にし て 、判 示 に 示さ れる 日 本 の移 転 価 格 課税 に 係 る判 断 基 準（取 引 種類 、
独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 、 比較 対 象 法 人・ 比 較 対象 取 引 ） につ い て検
討す る 。  
 第 10 章 では 、 中 国に お け る移 転 価 格 課税 の 事 例（ 4 件 ） を対 象 に し、
中 国 の 移 転価 格 課 税 に関 す る 判断 基 準 （ 取引 種 類 、独 立 企 業 間価 格 の算
定方 法 、 比較 対 象 法 人・ 比 較 対象 取 引 ） につ い て 検討 す る 。  
 第 11 章 で は、日 本の 判 例・裁 決 と中 国の 事 例 の比 較 研 究 を 行 う 。日 本
の判 例 ・ 裁決 に 示 さ れた 移 転 価格 を 計 算 する 際 に 用い ら れ る 判断 基 準 、
中国 に お ける 課 税 当 局が 移 転 価格 を 計 算 する 際 に 用い ら れ る 判断 基 準 を
比較 し 、 納税 者 か ら 見る 移 転 価格 調 査 に 係る 注 意 点の 比 較 を 検討 す る。  
 終 章 で は、 こ れ ま での 日 中 移転 価 格 税 制に 関 す る比 較 研 究 を 総 括 し、
日中 移 転 価格 税 制 に 関す る 相 違点 ・ 問 題 点を 明 ら かに し 、 納 税者 で ある
企業 の 立 場か ら 日 中 移転 価 格 税制 に 関 す る改 善 点 を提 言 す る 。  
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図 表  序 章 - 1 本 論 文 の 構 成   
 
(出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。 )  
1.本研究の研究課題
2.本研究の構成
3.本研究の研究方法
①実証データを用いて、日本企業にとって中国の特殊関係会社との取引の重要性について検討する。
②企業の財務諸表を基に、移転価格課税が納税者である企業の税引前利益及び経常利益への影響を明ら
かにする。
①日本、中国、欧米における移転価格税制に関する研究を整理し、本論文の独自性を明確にする。
①日本の法律体系・沿革及び日本の税制改正における移転価格の導入背景について言及する。
②移転価格税制の改正を模索期(生成期）、発展期と成熟期の3段階に分け、その改正過程の特徴と問題点について検討す
る。
①中国は渉外税制いわゆる外国投資会社に係る税制度を整備すると同時に、税制度体系・徴収管理体制を整えてきた税
制体系・沿革を明らかにし、中国における移転価格税制の導入背景について言及する。
②中国の移転価格税制を認識・模索期(実験期）・成熟期(重点摘発期）
前章の記述に基づき、以下の5つの側面から比較研究を行い、その特徴及び相違点を明確にする。
①日中における税法体系及び税制度の沿革の相違　②日中両国における移転価格税制を取り巻く税制体系の相違③日中
移転価格税制の導入背景の相違　④日中移転価格税制の変遷からみられる相違を明らかにする。
⑤納税者である企業が立場から、法律体系及び導入背景に潜む日中移転価格の問題点について言及する。
現行の日本の移転価格税制を①計算方法②税務調査③事前確認制度に関する規定を整理し、最後に有識者の見解を踏
まえ、その特徴と問題点を明確にする。
現行の中国の移転価格税制を①計算方法②税務調査③事前確認制度に関する規定を整理し、最後に有識者の見解を踏
まえ、その特徴と問題点を明確にする。
①日本と中国の現行条文を比較検討する。有識者による移転価格税制の問題点に関する指摘をまとめ、移転価格税制に潜
む問題点を明らかにする。
②日中移転価格税制の類似点と相違点をまとめ、納税者である企業側から見る今後の移転価格税制のあるべき姿を示唆す
る。
①日本の移転価格税制に係る12つの裁決・判例（法源である判例法に位置づけられる）を研究対象に、取引種類及び判示
に示された移転価格課税の基準（独立企業間価格の算定方法、比較対象取引の選定基準等）を整理する。
①中国の移転価格課税に係る4つの事例を研究対象に、中国における税務当局が移転価格課税の取引対象及び移転価格
課税の基準・傾向性（独立企業間価格の算定方法、比較対象取引の選定基準等）について検討を行う。
①日本課税当局及び中国の税務当局が行った移転価格課税の取引種類及び用いる独立企業間価格の計算方法の比較研
究を行う。
②日本の判例・裁決と中国の事例からみられる移転価格価格課税の基準（比較対象法人・比較対象取引の選定基準）につ
いて比較研究を行う。
比較
第 6章　現行の日本の移転価格税制に関する検討
　       　　　[福岡大学大学院論集　Vlo.41,No.2(有識者見解）、福岡大学大学院論集　Vlo.42,No.2（事前確認制度）を修正]
理論的分析
第 7章　現行の中国の移転価格税制に関する検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　[福岡大学大学院論集　Vlo.44,No.1(有識者見解）を修正]
理論的分析
理論的分析
第8章　現行の日中移転価格税制に関する比較
第
Ⅱ
部
の
沿
革
に
関
す
る
比
較
日
中
移
転
価
格
税
制
第 3章　日本の移転価格税制の沿革　                          　[福岡大学大学院論集　Vlo.41,No.1を修正]
理論的分析
第 4章　中国の移転価格税制の沿革　                        　　[福岡大学大学院論集　Vlo.43,No.1を修正]
理論的分析
第 5章　日中移転価格税制の沿革に関する比較   　  　  [福岡大学大学院論集 Vlo.45,No.1を修正]
比較
第１章　　日中移転価格税制に関する比較研究の重要性
　　　   　 [ 日本経営診断学会第46回全国大会で留学生部門優秀賞を受賞　　日本経営診断学会論集　Vol.13　（査読付き）]
第
Ⅰ
部
の
意
義
に
関
す
る
比
較
研
究
日
中
移
転
価
格
税
制
序章　本研究の課題と構成及び研究方法
実証的分析
理論的分析
第
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部
及
び
有
識
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よ
る
指
摘
の
比
較
日
中
移
転
価
格
税
制
の
現
行
条
文
第2章　日中移転価格税制に関する研究の必要性
終章　本研究の総括と提言
第
Ⅳ
部
判
例
・
事
例
の
比
較
研
究
日
中
移
転
価
格
税
制
に
関
す
る
第 9章　日本の移転価格税制に関する判例・裁決の分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 [福岡大学大学院論集　Vlo.42,No.1を加筆・修正]
理論的分析
第10章　中国の移転価格税制に関する事例の分析
実証的分析
第11章　移転価格税制に関する日本の判例・裁決と中国の事例の比較研究
比較
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3 .本 研 究 の 研 究 方 法  
 本 論 文 の研 究 目 的 は、 日 中 移転 価 格 税 制の 相 違 点及 び 問 題 点を 明 らか
にす る こ とで あ っ た 。  
本論 文 の 研究 方 法 と して 、 理 論的 分 析 と デー タ に よる 実 証 分 析 と の 2
つの 方 法 を用 い て 研 究を 行 う 。 2 つ の 研 究方 法 で 行う 理 由 は 、日 中 の移
転価 格 税 制の 相 違 点 と問 題 点 が、 日 中 の 法律 体 系 や現 行 条 文 、 移 転 価格
調 査 と い う理 論 的 分 析の み な らず 、 日 中 両国 に お ける 移 転 価 格課 税 の執
行状 況 （ 相互 協 議 を 伴う 事 前 確認 制 度 の 報告 書 、 移転 価 格 課 税の 件 数、
更正 税 額 等） と い う 実証 デ ー タに も 現 れ るか ら で ある 。 ま た 、こ れ らの
実証 デ ー タの 比 較 研 究か ら 、 日中 両 国 の 移転 価 格 税制 の 改 正 及び 移 転価
格課 税 の 傾向 を 一 定 程度 に 推 測で き る と 思わ れ る から で あ る 。  
その 結 果 、理 論 的 分 析と 実 証 的分 析 に よ り、 移 転 価格 税 制 の 重要 性を
示し な が ら、 日 中 両 国の 移 転 価格 税 制 の 相違 点 を より 明 確 に 示す こ とが
で き 、 こ れら の 相 違 から 生 じ る 移 転 価 格 によ る 課 税 を 避 け る ため の ひと
つの 目 安 を示 し て い くこ と で 、本 論 文 の 研究 目 的 の達 成 に つ なが っ てい
く と 考 え るか ら で あ る 。  
具体 的 に 、本 論 文 に おい て 以 下の 5 つ の 情報 収 取 と分 析 方 法 を用 いて
いる 。  
 第 1 に 、 日中 移 転 価格 税 制 の沿 革 、 判 例・ 事 例 研究 を 比 較 する に あた
り、 税 法 の歴 史 、 税 制度 の 構 成、 移 転 価 格に 関 す る 規 定 、 税 務調 査 及び
救済 措 置 を比 較 研 究 した 。日 本 の資 料 に 関し て は 、法人 税 法 D H C コンメ
ンタ ー ル 及び LE X /D B イン タ ーネ ッ ト デ ータ ベ ー スに 基 づ い た。 一 方、
中国 の 資 料に 関 し て は、 中 国 の財 務 局 の 担当 者 編 著の 『 中 国 税収 制 度』
及び 国 務 院、 財 政 局 、国 家 税 務局 、 中 国 統計 局 の 公表 資 料 を 用い た 。  
 こ れ ら の資 料 は 筆 者が 再 三 中国 の 北 京 国家 図 書 館に て 資 料 収集 を 行っ
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た 。 ま た 、日 ご ろ 、 中国 の 最 大の 論 文 デ ータ ベ ー ス『 知 網 』 を確 認 し、
新し い 論 文（ 博 士 論 文・ 雑 誌 20 0 本 を 超 える ） を 中国 の 知 人 、学 者 の協
力で 入 手 して い る 。 また 、「 ア メ リ カた ちば な ＆ おち あ い 会 計士 事 務 所 」
の高 野 大 輔会 計 士 、 大分 大 学 井田 知 也 先 生に お 世 話に な っ た 。結 果 とし
て修 士 課 程を 含 め 7 年間 の 月 日を 要 す る こと と な った 。  
 第 2 に 、 日本 と 中 国の 移 転 価格 税 制 に 関す る 現 行条 文 を 比 較す る ため
に、 筆 者 は原 典 で あ る日 本 の 『租 税 特 別 措置 法 』・『施 行 令 』 と中 国 の企
業所 得 税 制に 関 す る『企 業 所得 税 法』『 特 別納 税 実 施弁 法』の 原本 に 基 づ
いて 比 較 研究 を 行 っ た 。  
第 3 に 、 移転 価 格 課 税が 企 業 に与 え る 影 響に 関 す る検 討 は 、 各社 の有
価証 券 報 告書 の デ ー タ、 日 本 の財 務 省 、 中小 企 業 基盤 整 備 機 関国 際 化支
援セ ン タ ー等 の 実 証 デー タ に 基づ い て 検 討し た 。  
第 4 に、 中 国 の移 転価 格 調 査に 関 す る 事例 は 公 表さ れ て い ない た め、
日ご ろ か ら中 国 の 地 方の 国 家 税務 総 局 の ホー ム ペ ージ を 閲 覧 し、 移 転価
格調 査 の 報告 に 係 る デー タ を 収集 し て い る。第 10 章 にお い て 中国 の 移転
価格 課 税 に関 す る 事 例分 析 を する 際 に 、 これ ら の デー タ を 踏 まえ た 分析
を通 し て 、中 国 の 移 転価 格 調 査の 注 意 点 が浮 き 彫 りに な る と 筆者 が 考え
る 。     
第 5 に 、 イン タ ビ ュ ー調 査 を 行っ て い る 。移 転 価 格の ア ン ケ ート 調査
を行 っ た 大分 大 学 の 井田 知 也 先生 、 ア メ リカ の 高 野大 輔 会 計 士の イ ンタ
ビュ ー を 念頭 に 置 き 、考 察 し 提言 を 行 っ た。  
今後 は 、 移転 価 格 税 制の 比 較 研究 を 日 中 間の み な らず 、 さ ら に多 くの
国に つ い ても 資 料 を 収集 し 、 世界 的 視 点 から の 移 転価 格 税 制 の在 り 方及
び多 国 籍 企業 が 全 世 界事 業 を 展開 す る 際 に、 移 転 価格 に よ る 課税 を 回避
して い く ため の 手 法 を実 証 的 分析 に 行 っ てい き た いと 考 え て いる 。   
10 
 
第Ⅰ部  日中移転価格税制に関する比較研究の意義  
 
第 1章  移転価格税制に関する比較研究の重要性  
 
は じ め に  
 移 転 価 格に よ る 事 例が 頻 発 する の は 、 企業 の 国 際化 に よ っ て法 人 税の
奪い 合 い が起 き て い るか ら で ある 。 企 業 グル ー プ は全 体 の 税 負担 を 最小
限に す る ため に 最 適 な納 税 地 を選 択 す る 。 課 税 当 局は 、 こ う した 経 済合
理的 行 動 によ る 法 人 税収 の 減 収を 警 戒 し てい る 1 0。  
しか し、日 本 の企 業 がグ ル ー プの 全 体 的 な利 益 の 40 %以上 を 海外 の 子
会社 が 上 げて い る 今 日は 、 グ ルー プ 企 業 内の 取 引 も大 き な 割 合を 占 めよ
うに な っ てき て い る 。こ の こ とを 背 景 に 、グ ル ー プ企 業 内 の 取引 に 適用
する 移 転 価格 に よ る 税務 更 正 が高 額 に な るケ ー ス が 多 い こ と から 、 しば
しば 新 聞 に取 り 上 げ られ て い た。  
本章 の 第 1 節 に お い て、 企 業 にと っ て の 移転 価 格 税制 の 重 要 性に つい
て検 討 す る。 ま ず 、 日本 企 業 と中 国 と の 関連 者 間 取引 の 状 況 につ い て、
経済 産 業 省が 発 表 す る企 業 活 動報 告 書 の デー タ を 基に 概 観 す る。 次 に、
90 年 代 か ら 20 14 年 まで に 、 自分 に 取 上 げら れ た 移転 価 格 課 税事 例 を整
理し 、 日 本に お け る 移転 価 格 課税 の 傾 向 から 、 移 転価 格 課 税 の企 業 にと
って の 重 要性 を 明 ら かに し た 。そ の 後 、 移転 価 格 課税 に 係 る 移転 価 格課
税を 受 けた 10 社を 対象 に 、有 価 証券 報 告書 の デ ータ を 基 に 、更 正税 額 が
更正 対 象 事 業 年 度 と 更正 事 業 年度 の 税 引 前利 益 、 営業 利 益 に 占め る 割合
につ い て 分析 し 、 移 転価 格 税 制が 企 業 に 与え る 影 響を 明 ら か にす る 。さ
                                                   
1 0
 橘 玲 『マ ネ ー ロン ダリ ン グ 入門  国 際 金融 詐 欺 から テ ロ 資 金ま で 』
2007 年 ，幻 冬 舎 ， p . 200  
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らに 、本章 の 分 析対 象の 10 社 の 中 国に おけ る 子 会社 の 個 数 及び 売 上 の分
析を 通 し て、 中 国 の 関連 者 間 （子 会 社 ） の企 業 グ ルー プ に お ける 重 要性
につ い て 論究 す る 。  
日 本 企 業 に と っ て の 中 国 の 関 連 者 間 に お け る 取 引 の 重 要 性 及 び こ の
よう な 取 引に 係 る 移 転価 格 課 税が 企 業 の 経営 に 与 える 影 響 を 明確 に した
うえ で 、 先行 研 究 を まと め 、 日中 移 転 価 格税 制 に 係る 研 究 の 全体 像 を明
確に す る 。  
 
第 1 節  日 本 企 業 に お け る 国 外 関 連 会 社 間 取 引 の 重 要 性  
2011 年に 経 済 産業 省 が公 表 し た企 業 活 動 基本 調 査 によ る と，日本 企 業
が国 外 子 会社 ・ 関 連 会社 を 保 有す る 比 率 は 右 肩 上 がり の 傾 向 にあ り ，過
去最 高 の 24 .9％ （ 前年 度 より 0 . 5％ 上 昇） と な った 。 ま た 、日 本 企 業の
物の 輸 出 に占 め る 国 外子 会 社・関連 会 社 との 取 引 比率 は 4 2 .3％（前 年 度
よ り 0 .7％ 上 昇 ） で あ り 、 国 外 子 会 社 関 連 会 社 と の 取 引 が 輸 入 額 に 占 め
る 割 合 は 28 .3％（ 前 年度 よ り 0 . 6％上 昇 ）で あっ た 1 1。日 本企 業と 国 外 関
連会 社 （ 以下 、 本 節 にお け る 「 国 外 関 連 会社 」 は 、企 業 の 国 外子 会 社 と
国 外 関 連 会社 を 指 す ）と の 経 済緊 密 化 が うか が え る。  
図 表  1 -1 で示 さ れ て いる よ う に，日 本 企 業の 輸 入 高に 占 め る 国外 関連
会社 と の 取引 金 額 は 25％ 超と な っ て いる 。輸 出 高 に占 め る国 外 関 連会 社
との 取 引 金額 の 割 合 は 40％ 超と な っ て いる 。活 発 に 行わ れ てい る 国 外取
引 の 中 に 関連 会 社 と の取 引 が 大き な 割 合 を占 め て いる た め 、 関連 会 社と
の取 引 を 行う 際 に 、 用い ら れ る価 格 （ 移 転価 格 ） の設 定 に よ って 、 関連
                                                   
1 1
 経 済 産業 省 ホ ーム ペー ジ ，『 企 業 活動 基本 調 査 確報  2011 年度 』p .3 5  
（ h t tp : / / w w w. me t i . g o . j p / s t a t i s t i c s / t yo / k ik a tu / r e su l t -2 / h 23 ka kuh o /p d f /H 23 -a
l lg a ik yo u .pd f）  
2015 年 8 月 20 日 ア クセ ス  
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会社 間 の 利益 （ 売 上 ）配 分 が 大き く 変 動 する こ と があ る の は いう ま でも
ない 。  
図 表  1 - 1 日 本 企 業 の 輸 出 入 金 額 と 国 外 関 連 会 社 と の 取 引 の 内 訳  
                      （ 単 位 ： 万 円 ）   
 
2 0 0 9 年  2 0 1 0 年  
日 本 企 業 の 輸 入 高  ( a )  2 9 3 , 6 7 0  3 5 6 , 0 3 7  
う ち 関 連 会 社  輸 入 高  ( b )  8 1 , 2 0 1  1 0 0 , 8 5 9  
関 連 会 社 占 め る 輸 入 取 引 率  ( b / a )  2 7 . 7 %  2 8 . 3 %  
日 本 企 業 の 輸 出 高  ( d )  6 3 1 , 7 3 7  7 2 2 , 3 5 6  
う ち 関 連 会 社  輸 出 高   ( e )  2 6 5 , 1 5 4  3 0 5 , 8 8 4  
関 連 会 社 占 め る 輸 出 取 引 率  ( d / e )  4 2 . 0 %  4 2 . 3 %  
（出 所 ： 経済 産 業 省 によ る 「 企業 活 動 基 本調 査 確 報  2011 年」 p .35 を
参考 に ， 筆者 が 整 理 した も の であ る 。）   
 
また 、図 表  1 -2 で 示 され て い るよ う に 、日本 の 製 造業 に お け る日 本 企
業と 中 国 との 取 引 金 額に 占 め る関 連 者 間 での 取 引 の割 合 は さ らに 大 き く、
輸入 に お ける 関 連 会 社間 取 引は 50 %超 を 占め 、輸出 に お ける 関連 会 社 間
取引 は 4 0％ 超 を 占 めて い る こと が わ か る。  
この よ う に、 日 本 企 業に と っ て、 海 外 の 関連 会 社 間と の 取 引 （移 転価
格税 制 に おい て は「 関連 者 間 取引 」と い う。）が 全 体の 取 引 に大 き な 割合
を占 め 、 その 重 要 性 はい う ま でも な い 。  
 
図 表  1 - 2 製 造 業 に お け る 日 本 企 業 と 中 国 の 輸 出 入 金 額  
に 占 め る 関 連 会 社 の 状 況 と の 取 引 の 内 訳  （ 単 位 ： 万 円 ）  
 
 
 
 
 
 
 
（ 出 所：経 済 産 業 省 に よ る「 企 業 活 動 基 本 調 査 確 報 2 0 11 年 」デ ー タ か ら 抽
出 し ， 筆 者 が 整 理 し た も の で あ る 。）  
 
 
2 0 0 9 年  2 0 1 0 年  
日 本 企 業 の 輸 入 高  ( a )  2 5 , 1 4 4  3 0 , 9 0 9  
う ち 中 国 の 関 連 会 社  輸 入 高  ( b )  1 5 , 4 5 7  1 7 , 4 5 4  
関 連 会 社 占 め る 輸 入 取 引 率  ( b / a )  6 1 . 5％  5 6 . 5％  
日 本 企 業 の 輸 出 高  ( d )  7 7 , 7 1 7  9 0 , 1 7 1  
う ち 中 国 の 関 連 会 社   輸 出 高  ( e )  3 4 , 2 5 4  3 8 , 6 4 7  
関 連 会 社 占 め る 輸 出 取 引 率  ( d / e )  4 4 . 1％  4 2 . 9％  
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第 2 節  日 本 企 業 の グ ロ ー バ ル 化 と 中 国 拠 点 の 重 要 性  
図 表  1 -3 -① は 、移転 価格 課 税 を受 け た 日 本企 業（ 10 社）を対 象に 、こ
れら の 企 業（ 10 社 ）に関 す る 20 05 年か ら 20 08 年 の 有 価証 券報 告 書 によ
るデ ー タ に基 づ い き 、分 析 した も の であ る。この 10 社の う ち、 8 社 は 連
結総 売 上 に占 め る 国 外子 会 社 の売 上 4 0％を 超 え てい る 。こ れら の 企 業の
国外 支 店 （社 ） 総 数 に占 め る 中国 の 子 会 社数 の 割 合は ， 50％ 超が 2 社，
20％ 超 が 2 社 ， 15％ 超が 3 社 ある 。  
この よ う に、連結 総 売り 上 げ に占 め る 国 外子 会 社 の売 上 4 0%を超 え る
会社 が 大 半で 、 さ ら に中 国 に おけ る 子 会 社数 も 相 当数 あ る 。  
図 表  1 - 3 ① 日 本 会 社 連 結 総 売 上 高 に 占 め る  国 外 子 会 社 総 売 上 高 の 割 合  
 
 
図 表  1 -3 -② と 図 表  1 -3 -③ で 示 さ れて い る よう に 、日 本 の 卸売 業と 小 売
業 の 1 企 業 当た り 保 有す る 子 会社 数 割 合 にお い て 、中 国 は 全 体的 に 高い
割合 を 占 めて い る こ とが 明 ら かで あ る 。 した が っ て、 日 中 両 国に お ける
55.6  
53.8  
21.8  
16.7  12.9  
18.9  
23.5  
15.6  
7.1  
0
10
20
30
40
50
60
70
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 
2009年度 2010年度 海外拠点総数と 
中国の拠点数の割合 
（出 所：1 .各 社 の総 売上 及 び 国外 子 会 社 売上 は 各 社の 有 価 証 券報 告 書 より
抽出 し た。2 .各 社の 海外 拠 点 数及 び 中 国 拠点 数 は 20 14 年 7 月 20 日時 点 の
各社 の ホ ーム ペ ー ジ によ り 抽 出し た 。）  
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親子 会 社 間（ 関 連 会 社間 ） の 取引 を 行 う 際に は 、 適正 な 移 転 価格 の 決定
を念 頭 に 置い た 経 営 戦略 を 立 てる こ と が 重要 で あ る。  
図 表 1 - 3 -② 小 売 業 ： 日 本 の 1 企 業 に 占 め る 子 会 社 保 有 数 割 合  
（ 地 域 別 比 較 ）  
 
図 表 1 - 3 -③ 卸 売 業 ： 日 本 の 1 企 業 に 占 め る 子 会 社 保 有 数 割 合  
（ 地 域 別 比 較 ）  
 
（ 出 所 ： 経 済 産 業 省 に よ る 「 企 業 活 動 基 本 調 査 確 報 2 0 1 4 年 」 p . 1 5）  
 
なぜ な ら ば、 活 発 に 行わ れ る 国外 と の 貿 易取 引 、 また 多 く の 国外 子会
社を 抱 え てい る 日 本 企業 、 そ の国 外 の 子 会社 間 に 行わ れ る 貿 易取 引 で、
どの よ う に取 引 価 格 を設 定 し てい く の か によ っ て 、 グ ル ー プ 企業 の 全体
の利 益 （ 日本 企 業 の 国外 関 連 会社 を 含 め た全 体 利 益） が 変 動 する 可 能性
があ る か らで あ る 。 この 問 題 はま さ に 企 業の 経 営 戦略 に 直 結 する 問 題で
ある 。 し たが っ て 、 国際 間 の 取引 金 額 を 問題 視 し て行 わ れ る 移転 価 格課
2013 
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28.0 
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27.9 
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30.3 
29.6  
28.8  
29.3  
28.1 
27.5 
中国
7,4781社
7,8224社
8,484社
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9,539 社
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36.1  
33.7  
35.1  
34.1  
36.4  
39.1  
42.1  
43.1 
43.7  
.
.
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371社
354社
397社
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税は 企 業 の経 営 戦 略 を達 成 す るた め に 、 避け て は 通れ な い 重 大な 問 題と
認識 す べ きで あ る 。 この 点 に つい て 、 先 行研 究 か らも 移 転 価 格税 制 を重
視し て い るこ と が う かが え る 。  
さら に、図 表  1 -4 か ら見 て 取 れる よ う に 、近 年海 外 取 引に お ける 価 格
決め を す る際 に 、 意 思決 定 要 因と し て 、 法制 度 関 係が ト ッ プ ラン キ ング
を占 め る よう に な っ てい る こ とが わ か る 。  
 
図 表  1 - 4 移 転 価 格 の 決 定 要 因 に 関 す る ア ン ケ ー ト 分 析 （ 先 行 研 究 ）  
 
（ 注：平 均 ス コ ア と は ア ン ケ ー ト の 評 価 基 準 は 1～ 5 ま で の 評 価 点 を も っ て ，重 要 ，
ま あ ま あ 重 要 ，不 重 要 等 の ア ン ケ ー ト 結 果 を 平 均 し た 数 値（ ス コ ア ）あ る 。な お ，
李 ら の 調 査 は 1 0 0％ で 評 価 し て い る 。 こ こ で は 指 標 で 示 さ れ た 順 位 の み 抜 粋 し て
い る 。① Ta n g，R . Y. W，C . K . Wa l t e r  a n d  R .  H . R a y m o n d，  “ t r a n s f e r  p r i c i n g :  J a p a n e s e  
v s .  A m e r i c a n  S t y l e ”，M a n a g e m e n t  A c c o u n t i n g，J a n u a r y，1 9 7 9，p . 1 5  ②  Ta n g，R . Y. W，
“ t r a n s f e r  p r i c i n g  i n  t h e  1 9 9 0 s :  t h e  E m p h a s i s  i s  o n  M u l t i n a t i o n a l  a n d  Ta x  L s s u e s ”  
M a n a g e m e n t  A c c o u n t i n g， F e b r u a r y， 1 9 9 2 年 ， p . 2 5  ③ 前 掲 書 ， 小 畠 信 史 ・ 清 水 史
『 移 転 価 格 の 税 務 と 管 理 』 p . 2 3 1  ④ 井 田 知 也「 日 系 企 業 の 移 転 価 格 問 題 に 関 す る
実 態 調 査 」『 大 分 大 学 経 済 論 集 』 大 分 大 学 経 済 学 会 ， A A o . 5 8（ 3）， 2 0 0 6 年 9 月 ，
p p . 1 0 1 - 1 2 7  ⑤ 李 璟 娜 ・ 上 總 康 行 「 日 本 企 業 の 国 際 移 転 価 格 の 設 定 に 関 す る 実 態
調 査 － 国 外 現 地 法 人 の 業 績 評 価 と 移 転 価 格 税 制 の 側 面 か ら 」『 メ ル コ 管 理 会 計 研 究 』
メ ル コ 学 術 振 興 財 団 ， N o . 2， 2 0 0 9 年 ， p . 11 7 を 参 考 に ， 筆 者 が 作 成 し た 。）  
 
第 3 節  日 本 に お け る 移 転 価 格 課 税 が 企 業 経 営 に 与 え る 影 響  
1 .移 転 価 格 課 税 に 関 す る 事 案 か ら 見 れ る 移 転 価 格 課 税 の 傾 向 及 び そ の
順
位
平均
スコ ア
順
位
平均
スコ ア
順
位
平均
スコ ア
順
位
平均
スコ ア
順
位
平均
スコ ア
わが国の税法やその他諸法令に従うこと 2 3 . 7 8 2
外 国 の 税 法 や そ の 他 諸 法 令 に 従 うこ と 1 3 . 8 8
各国の税制の相違 4 3 . 0 6 2 3 . 4 5 6 3 . 4
一 般 に 認 め ら れ た 会 計 原 則 に 従 うこ と 5 3 . 5 0
海外の各種制度上の制限 5 3 . 6
海外子会社が活躍する国の関税率 6 2 . 9 9 5 3 . 0 4
企 業 グ ル ープ 全 体 の 利 益 を 最 大 に する こ と 1 3 . 9 4 1 4 . 0 4 3 3 . 6 5 1
連 結 ベ ースでの 利 益 最 大 化 3 4 . 1
連 結 ・ 非 連 結 ベ ースでの 利 益 最 大 化 2 4 . 2
グ ル ープ 内 各 企 業 の 自 律 性 を 損 なわ ない こ と 4 3 . 5 9
独立企業間価格での取引を促進すること 6 3 . 0 6
海外子会社の競争的優位の確保 3 3 . 1 6 4 3 . 3 1 1 4 . 4 3
海外子会社の業績評価 5 10 4 3 . 8 4
現 地 資 金 を 調 達 する た め の 海 外 子 会 社 の 要 求 5
利 益 及 び配 当 の 本 国 送 還 に 関 する 規 制 2 3 . 2 4 3 3 . 3 2
価 格 も た ら
す優 位 性
そ の 他
リ ッ カ ート内 容
李 ・ 上 總
（2006）
井田
（2006）
小 畠 ・ 清 水
（1996）
Ta n g
（1990）
Ta n g
（1977）
法制度
関係
グ ル ープ
利益
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影 響   
日本 に お ける 移 転 価 格課 税 の 事例 の 傾 向 は 3 段 階 に分 け る こ とが でき
る 。ま ず 、9 0 年 代 に は在 日 外 資系 企 業 を 中心 に 移 転価 格 課 税 を行 っ てき
た 。次 に 、2 000 年 代 には 日 本 の大 手 企 業 を中 心 に 移転 価 格 調 査を 強 化し
た 。近 年 は (20 10 年 ～ )  、移 転 価 格課 税 は大 手 企 業か ら 中 小 企業 へ 移 行し
てい る 傾 向が あ る 1 2。  
80 年 代 に 、ア メ リ カ にお け る 日系 大 手 企 業へ の 移 転価 格 課 税 が大 きな
波紋 を 呼 んで い た。当時 、日本 側 が 税の 取り す ぎ を認 め 、 10 00 億 円 前後
の 税 収 が 日 本 か ら 米 国 に 移 転 さ れ た ケ ー ス も あ る 。 し か し 、 日 本 側 は 、
「実 効 税 率は 日 本 よ り米 国 が 低い 。 企 業 はむ し ろ 税金 の 高 い 日本 で 利益
を圧 縮 し 、米 国 で 税 を払 お う と考 え る の が普 通 で はな い か 」 と主 張 し、
日 本 企 業 は 過 少 申 告 し て い る ケ ー ス が 多 い と 米 国 に 反 論 し て き た 。 A IU
保険 日 本 支社 に 対 す る本 件 の 移転 価 格 課 税は こ う した 主 張 に 論拠 を 与え
るも の と もい え る 1 3。 その 後 、 9 0 年代 の 日本 に お ける 移 転 価 格 課 税 の 事
例で 、 も っと も 注 目 を浴 び た の は 1 99 1 年に 大 蔵 省・ 国 税 庁 が A IU 保険
日本 支 社 に対 し て 行 った 更 正 処分 で あ る 。  
こ の A IU 保 険日 本 支 社へ の 移 転価 格 課 税 をは じ め、そ の 時か ら移 転 価
格課 税 の 新聞 記 事 へ の登 場 が 目立 つ よ う にな っ た 。本 節 に お いて 、 移転
価格 課 税 に係 る 新 聞 記事 に よ る事 例 を （ 1990～ 2000 年 、 2 00 0~ 2009 年、
2010～ 2014 年 ） 3 段 階に 分 け 、こ れ ら の 事例 か ら みら れ る 日 本の 移 転価
格課 税 の 傾向 性 及 び 救済 措 置 につ い て 検 討す る 。  
                                                   
1 2
 以 下 の資 料 を 参考 にし た 。  
①  太陽 A SG「 わが 国の 移 転 価格 税 制 と 税務 執 行 の歩 み 」『 エグ ゼ ク テ
ィブ ・ ニ ュー ス 』 N o .73， 2 009 年 ， pp .6 -8  
（ h t tp : / / w w w. g r an t th o rn t on . jp /p d f / ne w s l e t t e r / ex /e x_2 009 03 .pd f ）  
②  村 田守 弘 ・ 石川 敏夫 ・ 柴 田篤 著 『 も のづ く り 日本 の 海 外 戦略 ～ 関
税と 移 転 価格 の 波 に もま れ ～ 』千 倉 書 房 ， 20 10 年， pp .25 -2 9  
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（ 1） 90 年 代 に お け る 新 聞 記 事 で 取 り 上 げ ら れ た 移 転 価 格 課 税 事 例 の 分
析 （ 図 表  1 -5）  
前述 の よ うに 、 A IU 保険 日 本 支社 の 移 転 価格 事 例 をは じ め 、 新聞 記事
に課 税 事 例が 掲 載 さ れる こ と が多 く な っ た（ 図 表  1 -5）。1 990 年か ら 1 999
年ま で に 、新 聞に 取 り上 げ ら れた 事 例 は 24 件あ っ た 。こ れら の 事 例に 係
る① 国 外 関連 者 間 と の取 引 に おけ る 親 会 社の 所 在 国、 ② 各 類 型の 取 引が
占め る 件 数、 ③ 更 正 対象 年 度 数、 ④ 企 業 に講 じ ら れた 救 済 措 置及 び その
有用 性 、 ⑤追 徴 更 正 税額 に つ いて 検 討 す る。  
図 表  1 -5 から 見 て わ かる よ う に 、90 年 代 に新 聞 に 取り 上 げ ら れた 事例
にお い て 、① 日 本 に 親会 社 を 置い て い る のグ ル ー プ企 業 は 9 件、 外 国に
親会 社 を 置い て い る のは 15 件 であ る 。 さら に 、 1 994 年 ま での 事 例 はす
べて が 外 国に 親 会 社 を置 く も ので あ っ た 。② 調 査 対象 と な っ た国 外 関連
者間 と の 取引 は 、製 品の 輸 出 入に 関 す る もの は 、 13 件 を占 め 、ロ イ ヤル
ティ に 関 する も の は 4 件 で 、 低利 貸 付 は 1 件 、 保 険料 に 関 する も の は 2
件 を 占 め てお り 、 製 品の 輸 出 入に 係 る も のが 中 心 であ る こ と がわ か る。
③更 正 対 象事 業 年 度 の年 度 数 は 、19 95 年 まで は 最長 3 年 間 で あっ た 。97
年か ら は 5 年 間 か ら 7 年 間 の年 度 数 が 多く 占 め るよ う に な って い る 。④
追徴 税 額 を納 付 後 も 救済 措 置 とし て 、 相 互協 議 を 検討 し た 企 業は 8 件、
この う ち 合意 に 至 っ たの は 3 件で 、 異 議 申立 を し たの は 4 件 、異 議 申立
によ る 更 正税 額 の 減 額処 分 を 受け た の は 1 件 の み であ っ た 。⑤ 更 正 税額
につ い て は、 10 0 億 以上 が 2 社 、 10 0 億 か ら 5 0 億 が 5 社、 5 0 億 か ら 1 0
億 が 9 社 、 10 億 以 下が 8 社 であ っ た 。   
                                                                                                                                                       
1 3
 「 日 米に 新 た な税 金摩 擦 」 1 991 年 3 月 1 日『 日本 経 済 新 聞朝 刊 』 p .3 4  
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図 表  1 - 5 9 0 年 代 移 転 価 格 課 税 に 係 る 新 聞 記 事 一 覧  
 
（ 出 所 ：① デ ー タ ベ ー ス ： 日 経 テ レ コ ン 、 PA P Y R U S 西 日 本 新 聞 記 事 、日 経
B P 記 事 検 索 サ ー ビ ス 、 聞 蔵 Ⅱ ビ ジ ュ ア ル (朝 日 新 聞 記 事 検 索 )を 使 っ て 、 各
社 新 聞 記 事 に よ り 抜 粋 し た 。 ② 前 掲 書 ， 太 陽 A S G「 わ が 国 の 移 転 価 格 税 制
と 税 務 執 行 の 歩 み 」。 ③ 村 田 守 弘 ・ 石 川 敏 夫 ・  柴 田 篤 著 『 も の づ く り 日 本
の 海 外 戦 略 ～ 関 税 と 移 転 価 格 の 波 に も ま れ ～ 』 を 参 考 に 筆 者 が 作 成 し た 。） 
 
年 月 会社名
更正対象
年度数
更正金額
(億円)
更正税額
（億円）
親会社 業種 対象取引 救済措置
所轄
国税局
3 AIU保険日本支社 60 28 米国 保険
再保険料
（支払）
相互協議 東京
4 AIU保険日本支社 140 60 米国 保険
再保険料
（支払）
相互協議 東京
還付（1994年4月）
40
別途20追
3
日本ロシュ
91年3年間 95 38 スイス 医療品
製品
（輸入）
東京
還付（94） 20 相互協議
3 日本コカ・コーラ 380 150 米国 飲料
ロイヤルティ
（過大払い）
相互協議 東京
還付（98） 100 相互協議
4 日本チバガイギー 3年間（90-92） 140 57 スイス 医薬品 製品（輸入） 異議申立 大阪
減額処分あり
9 日本グッドイヤー 2年間（90-91） 13.2 5.7 米国 タイヤ
製品
（輸入・輸出）
相互協議 東京
ヘネシー（JWAS) 3年間（90-93） 160 フランス シンガポール 製品（輸入） 異議申立 東京
11 P&G日本支店 2年間（92-93） 20 8 米国 家庭用品
製品
（輸入・輸出）
大阪
1 出光興産 3年間（90-93） 32 17 日本 石油元売り
アジア子会社を経由
製品（輸入） 大阪
11 日本ロシュ 3年間（92-94） 170 70 スイス 医薬品
抗癌剤の原材料
製品
（輸入）
相互協議
（スイスにて
納税済み）
東京
12 シマノ 3年間（91-93） 20 8 日本
（シンガポール）
自転車部品
製品
（輸入）
異議申立 東京
9 JWS 160 70 フランス 洋酒
製品
（輸入）
東京
フジテック 5年間（90-94） 11 4 日本 技術を提供
村田製作所 5年間（91-96） 137 83.7 日本 電子部品
製品
（輸入・輸出）
大阪
7 日本モンサント 15 3 米国 農薬
製品
（輸入）
相互会議
異議申立
東京
7 山之内製薬 6年間（92-97） 541 242 日本 医薬品
ロイヤルティー
（受け取り）
特許使用料
東京
7 バクスター 150 60 米国 医療機器 製品（輸入） 東京
7 曙ブレーキ 5.8 3.5 日本 自動車部品
ロイヤルティ
（受取）
東京
11 ネスレ日本 3年間半（96-98） 15 7 スイス コーヒー製造
ロイヤルティー
（支払）
大阪
1 日本メドトロニック 120 50 米国 医療機器 製品 東京
ファイザー製薬 45 18 米国 医薬品
低利貸付
（受取）
東京
2 日本チバガイギー 7年間（90-96） 80 30 日本 医療品
製品
（輸入)
備考：94年の更
正の影響
日本石油 11 4.5 日本 石油元売り 債務保証料
12 加ト吉 2年間（95-96） 1.75 0.99 日本
資金の貸付（ア
メリカで）
低利貸付
（受取）
相互協議 東京
分
析
合計：24
相互協議が合意：
　　3件
異議申立による減額処
分：
　　1件
1995年まで：
　2件→2年間
　8件→3年間
1997-99年まで
　1件→7年間
　1件→6年間
　2件→5年間
　3件→
2年間～3年間
親会社割合
日本：9
米国：9
スイス：4
フランス：2
 
 医療機器or
医薬品：
8件
 
 対象取引：
製品　      →13件
ロイヤルティ→4件
低利貸付　→1件
保険料　　 →2件
 救済措置割合
相互協議：8件
異議申立：4件
1991
89年3年
1993
1994
1995
1997
1998
1999
 更正税額：
240億→1社
150億→1社
80億～90億　→1社
70億～80億　→2社
50億～60億　→2社
40億～50億　→1社
30億～40億　→2社
20億～30億　→2社
10億～20億　→2社
10億以下　　 →8社
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（ 2） 20 00 年 代 に お け る 新 聞 記 事 で 取 り 上 げ ら れ た 移 転 価 格 課 税 事 例 の
分 析 （ 図 表  1 -6）  
2000 年 から 2 009 年 まで に 、新 聞に 取 り 上げ ら れ た事 例 は 2 9 件 があ っ
た（ 移 転 価格 課 税 に 関す る 相 互協 議 又 は 異議 申 立 等に よ る 還 付を 除 く）。 
29 件 の 移転 価 格 課 税に 関 す る事 例 の う ち 、ま ず 、①日 本 に 親会 社 を置
いて い る のは 2 8 件 、外 国 に 親会 社 を 置 いて い る のは 2 000 年に １ 件 のみ
であ る 。 ②国 外 関 連 者取 引 の 対象 取 引 に おけ る 製 品の 輸 出 入 に関 す るも
のは 、 ７ 件で あ る 。 技術 指 導 、特 許 権 の 使用 料 等 に係 る ロ イ ヤル テ ィに
関す る も のは 1 9 件 で 、営業 権 に 関す る もの は 1 件で あ る 。③更 正 対 象事
業年 度 の 年度 数 は 明 記さ れ た のは 1 8 件 のみ で あ り、 5 年 間 ～ 6 年間 と な
って い る の は 11 件 、 2 年 間～ 3 年間 と なっ て い るの は 2 件 、 1 年 間と な
って い る のは 5 件 で ある 。 単 年度 に 対 す る更 正 が 見受 け ら れ る。  
次に 、 ④ 追徴 税 額 を 納付 後 も 救済 措 置 と して 、 ほ とん ど の 企 業は 相互
協議 と 異 議申 立 を 行 い、こ のう ち 合 意に 至っ た のは 2 件 ず つ であ る（ 20 13
年に 合 意 され て い る ）。 ⑤ 更正 税 額 につ いて は 、 2 00 億以 上 が 3 社、 10 0
億超 は 7 社 、 50 億 超は １ 社 、 20 億 超 は 10 社、 20 億以 下 は 9 社 で あ る。
更正 税 額 は大 ま か 3 段階（ 100 億 超、 20 億超 100 億以 下 、 20 億以 下 ）に
分け ら れ る 。20 億 は 決し て 低 い金 額 で は ない た め 、この 期 間 にお け る移
転価 格 課 税事 例 の 追 加徴 税 額 の大 型 化 が 指摘 で き る 。ま た 、20 億 円 以下
の課 税 も 一定 の 割 合 を占 め て いる こ と か ら、 日 本 にお け る 移 転価 格 調査
は慎 重 さ が欠 け て い ると は 言 えな い こ と が指 摘 で き る 。   
この よ う に 、20 00 年 代の 日 本 にお け る 移 転価 格 課 税は 、慎 重 な姿 勢 の
中、事 例の 大 型化 、ロイ ヤ ル ティ に 係 る 事例 の 増 加、また 20 13 年 の 裁決
等に よ る 更正 税 額 の 還付 や 相 互協 議 に よ る大 型 の 還付 が 目 立 つ。 し たが
って 、 筆 者は 日 本 に おけ る 移 転価 格 に 関 する 課 税 が大 き な 転 機を 迎 えた
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こと を 指 摘し た い 。  
図 表  1 - 6 2 0 0 0 年 代 の 移 転 価 格 課 税 に 係 る 新 聞 記 事 一 覧  
 
（ 出 所 :「 図 表  1 - 5  9 0 年 代 移 転 価 格 課 税 に 係 る 新 聞 記 事 一 覧 」と 同 様 で
あ る 。）  
 
年 月 会社名
更正対象
年度数
更正金額
(億円)
更正税額
（億円）
親会社 業種 対象取引 救済措置
所轄
国税局
3
ポリグラム＆
ポリドール
260 100 米国 音楽 営業権 東京
4
日本コカ・コー
ラ
6年間半
（93-99）
450 170 米国
ロイヤルティ
（受取）
東京
2002 11 ローランド 3年間（97-99） 10 3.3 日本 電子楽器 製品 大阪
2003 8 太陽誘電 N/A 17 日本 コンデンサー
ロイヤルティ
（受取）
製造技術の対価
異議申立 関東
2004
6 ホンダ 6年間（97-02） 254 130 日本 二輪車
ロイヤルティ
（受取）
異議申立 東京
3 5年間（99-03） 243 127 電子部品 製品（輸出） 大阪
返還 1/3 香港、フィリピン
5 日本金銭機械 6年間（99-04） 34 16 日本 貨幣処理機 製品 大阪
6 ソニー 214 45 日本 電気
ロイヤルティ
（受取）
異議申立 東京
6 5年間(99-03) 213 120 パソコン関連部品
製品
（輸入・輸出）
異議申立 東京
還付（2007） 30 16 国税不服審判
還付（2010） 120 94
1
浜松ホトニク
ス
14 7 日本 光学製品 製品 名古屋
3 ワコール 15 5 日本 アパレル
ロイヤルティ
（受取）
異議申立 大阪
4 カプコン 6年間（00-05） 51 17 日本 ゲームソフト
ロイヤルティ
（受取）
製造販売権
異議申立 大阪
リンナイ 6年間（00-05） 4 1.3 日本 ブランド使用料 異議申立
4 上村工業 5年間（00-04） 24 11 日本 メッキ化学品
ロイヤルティ
（受取）
大阪
6 6年（00-05） 1,223 571 医薬品 異議申立
還付（2012） 572 異議申立
還付（2013） 724 不服審判所
6 ソニー及びSCE 744 279 日本 電気
ロイヤルティ
・製品（受取）
ブランド使用料等
異議申立 東京
7 三菱商事 2000年2月期 50 22 日本 資源
ロイヤルティ・
IGS（受取）
LNGの指導料
異議申立 東京
7 三井物産 2000年3月期 49 25 日本 資源
ロイヤルティ・
IGS（受取）
LNGの指導料
異議申立 東京
12 日本電産 5年（01-05） 69 33 日本 小型モーター
製品（輸入、輸出）
LNGの指導料
（以下同様）
大阪
6 三菱商事 89 36 日本 資源
ロイヤルティ・
IGS（受取）
異議申立 東京
6 三井物産 2001年 82 39 日本 資源
ロイヤルティ・
IGS（受取）
東京
6 エフ・シー・シー 73 34 日本 二輪四輪部品
ロイヤルティ
（受取）
名古屋
12 信越化学工業 233 110 日本 化学製品
ロイヤルティ
（受取）
大阪地裁訴訟 東京
船井電機 191 うち地方税31
4 ホンダ 1,400 800 日本 自動車
ロイヤルティ
（受取）
異議申立 東京
6 三菱商事 2002年3期 116 39 日本 資源
ロイヤルティ・
IGS（受取）
異議申立 東京
6 三井物産 2002年3期 107 47 日本 資源
ロイヤルティ・
IGS（受取）
東京
6 2年間（06） 78 35 日本 エアコン 大阪
還付（2013） 18 （中国）
7 デンソー 6年間(07年） 155 73 日本
還付（2013） 14 多数の国
分
析
合計：29
相互協議が合意：
　　3件
異議申立による減
額処分：
　　2件
18件
　
11件→5年～6年
2件→2年～3年
5件→6年間
5件→1年間
親会社
割合
日本：28
米国：1
対象：製造業
業種：多様化
対象取引：
製品　      →7件
ロイヤルティ→19件
営業権　→1件
救済措置割合
相互協議：3件
異議申立：4件
日本
日本
日本
武田薬品工業
ダイキン工業
2000
2005
京セラ
TDK
2007
2008
名古屋
付加価値のあ
る組立作業
2006
製品（輸出）
技術、ノウハウ
大阪
ロイヤルティ
（特許使用料）
相互協議
自動車部品
ロイヤルティ・
製品
相互協議
 更正税額：
200億超 →3社
100億超 →７社
50億超　 →1社
20億超   →10社
20億以下→9社
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（ 3） 20 10 以 降 に 移 転 価 格 課 税 に 関 す る 事 例 の 傾 向 （ 図 表  1 -7）  
図 表  1 - 7 2 0 1 0 年 以 降 の 移 転 価 格 課 税 に 係 る 新 聞 記 事 一 覧  
 
（出 所 ：「 図 表  1 -5 90 年 代移 転 価 格 課税 に 係 る新 聞 記 事 一覧 」 と 同
様で あ る。）  
 
2010 年 から 2 014 年 まで に 、新 聞に 取 り 上げ ら れ た事 例 は 1 5 件 があ っ
た（ 移 転 価格 課 税 に 関す る 相 互協 議 又 は 異議 申 立 等に よ る 還 付を 除 く）。
15 件 の 移転 価 格 課 税に 関 す る事 例 の う ち 、①日 本 に 親会 社 を置 い て いる
の は 15 件 、外 国 に 親会 社 を 置い て い る のは 0 件 であ る 。② 国外 関 連 者取
引の 対 象 取引 に お け る製 品 の 輸出 入 に 関 する も の は、 9 件 で ある 。 技 術
年 月 会社名
更正対象
年度数
更正金額
(億円)
更正税額
（億円）
親会社 業種 対象取引 救済措置
所轄
国税局
3
4年間（08年
3）
43 19 日本 ブランド使用料 ロイヤルティ
還付（2013）
4 京セラ 5年間（08年） 50 25.7
日本
(シンガポール
香港)
電子部品 製品（輸出） 異議申立 大阪
105 49 日本 製品（輸出・輸入） 相互協議
還付（2013） 20
7 イビデ 3年間(08年) 49 15
日本
（アメリカ、
中国等）
電子・セラミック 製品（輸入・輸出）
異議申立
相互協議
名古屋
9
ダイセル化学
工業
5年間（09年） 34 16
日本
(タイ・米・
フランス）
製造技術料、
販売価格
製品（輸入・輸出） 異議申立 大阪
コマツ 174 26 日本 相互協議
6 メック 5年間（10年） 5.6 2.4
日本
(台湾）
薬品 製品(輸出) 大阪
8 6年間（10年） 44 17
日本
還付（2013） 12 (シンガポール)
2 東洋炭素 5年間(11年) 12 3.6
日本
（中国）
特殊炭素素材 製品（輸出） 大阪
5 日本ガイシ 5年間（10年） 160 80
日本
(アメリカ）
電力機器
技術料
ロイヤルティ
相互協議 名古屋
6 クボタ 6年間(11年） 48
日本
(オーストラリア）
エンジン
トラクター
製品(輸出） 異議申立 大阪
7
東京エレクトロ
ン 6年間(11年） 143 67
日本
(米国・韓国）
装置の
修理や点検
アフターサービ
スのロイヤル
ティ
異議申立 東京
9
キノコのホク
ト
5年間(11年) 9 3 日本 資金貸付
低利貸付（受
取）
関信
2013 6 HOYA 200 33 日本 異議申立 東京
8 オリンパス 5年間（11年） 103 49
日本
(英国）
医療機器 製品（輸出）
異議申立
相互協議
東京
2014
8 ホンダ 還付 75.6
日本
（ブラジル）
東京地裁
分
析
合計：15
相互協議
の合意：
　　　　4件
10件　→
5年間～6年間
2件　→　2年
間
親会社割合
日本：15
外国：０
 
多様化
 
 対象取引：
製品　      →9件
ロイヤルティ→3件
低利貸付　→1件
アジア諸国が対象
である
→6件（11件のうち）
大阪
2012
2010
相互協議 大阪
日本側12億円（＋還付加算金1.9億、豪国側5億）
東京
島津製作所
アシックス
船井三井
 
更正税額：
100億超　→　0件
50億超　 →　2社
20億超 　→ 4社
20億以下　→９社
2011
計測機器 製品（輸出） 相互協議
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指導 、 特 許権 の 使 用 料等 に 係 るロ イ ヤ ル ティ に 関 する も の は 3 件 で 、低
利貸 付 に 関す る も の は 1 件 で ある 。 ま た 、関 連 者 間取 引 の 相 手国 は 中国
を含 む ア ジア 諸 国 と の取 引 に 係る 事 例 が 増加 し て いる こ と が 見受 け られ
る。 取 引 の類 型 も 製 品取 引 に 係る も の が 多い こ と がわ か る 。 ③更 正 対象
事業 年 度 の年 度 数 は 明記 さ れ たの は 12 件の み で あり 、 5 年 間～ 6 年 間 と
なっ て い るの は 10 件 、2 年 間 と なっ て いる の は 2 件 、更 正 の対 象 年 度は
主 に 5 年 間～ 6 年 間 であ る こ とが わ か る 。④ 追 徴 税額 を 納 付 後も 救 済 措
置と し て 、ほ と ん ど の企 業 は 相互 協 議 と 異議 申 立 を行 い 、 こ のう ち 相互
協議 が 合 意に 至 っ た のは 4 件 であ る （ 2 0 13 年 に 合意 さ れ て いる ）。⑤ 更
正税 額 に つい て は 、 100 億超 は 0 件 、 50 億超 は 2 社 、 20 億超 は 4 社 、 2 0
億以 下 は 9 社 で あ る 。大 型 の 移転 価 格 課 税が 減 少 し、 中 小 企 業を 対 象と
した 移 転 価格 課 税 へ シフ ト し てい る こ と が推 察 で きる 。  
前述 の よ うに 、 日 本 にお け る 移転 価 格 事 例の 傾 向 性に つ い て 検討 を行
った 結 果 、3 段 階（ 9 0 年 代、2000 年 代 、2010 年 以降 ）に 分け て見 ら れ た
傾向 は 、 以下 の よ う にま と め るこ と が で きる 。  
まず 、 90 年 代 は 外 国企 業 を 親会 社 と す る企 業 が 対象 で あ り 、特 に 9 4
年ま で は すべ て こ の よう な 会 社で あ っ た 。2 000 年 代は 、日 本 の大 手 製造
業の 会 社 を対 象 と し てい た 。201 0 年 以 降 は中 小 企 業も 課 税 対 象に な って
きて い る 可能 性 が 高 いこ と が わか っ た 。  
次に 、取 引 類型 に お いて は 、9 0 年 代 は主 に製 品 の 輸出 入 取 引 を課 税 対
象と し て いた 。20 00 年代 は 技 術指 導 と い った ロ イ ヤル テ ィ の 提供 に 係る
もの が 増 える 傾 向 に あっ た 。2010 年 以 降 は 、ア ジ ア 諸国 と の 製品 取 引を
課税 対 象 にす る ケ ー スが 増 え たこ と で 、 製品 の 輸 出入 取 引 に 係る 事 例が
半数 以 上 を占 め る こ とに な っ た。  
移転 価 格 によ る 更 正 税額 は 、9 0 年 代 は最 高額 が 2 40 億 で あ り 、この よ
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うな 大 型 課税 事 例 （ 100 億超 ） は半 数 以 上を 占 め てい る 。 2 0 00 年 代 にお
いて は 、 ３極 化 す る よう に な った 、 100 億超 、 20 億 円 超 10 0 億 以下 、 2 0
億円 以 下 はそ れ ぞ れ 同じ 割 合 を占 め る よ うに な っ た。 20 10 年以 降 は 100
億超 の 事 例が な く 、2 0 億 円以 下 の事 例 は 60%以 上を 占 め るよ うに な っ た。
この よ う に、日 本に おけ る 移 転価 格 課 税 は大 型 化 から 小 型 化 へと 移 行 し、
調査 に 慎 重な 姿 勢 を 保っ て い るこ と が わ かる 。  
租税 条 約 に基 づ く 相 互協 議 又 は異 義 申 立 等に つ い ては 、 日 本 は 90 年
にお い て 、相互 協 議 の合 意 に よる 還 付 の 事例 が あ る 。20 13 年 を契 機 に相
互協 議 に よる 還 付 と 異義 申 立 によ る 還 付 が多 く な り、 移 転 価 格に よ る課
税が 新 し い契 機 を 迎 えて い る と指 摘 で き る。  
 
2 .移 転 価 格 課 税 が 企 業 経 営 に 与 え る 影 響 に 関 す る 個 別 事 案 の 検 討  
移転 価 格 税制 に よ る 追徴 税 額 の更 正 を 受 けた 10 社（ 京 セ ラ 、ソニ ー、
T D K、 武 田 製 薬 、 日 本 電 産 、 ホ ン ダ 、 東 レ 、 FC C、 マ ツ ダ 、 カ プ コ ン ）
を対 象 に 、有 価 証 券 報告 書 の デー タ を も とに 、 移 転価 格 税 制 によ る 追徴
税額（ 以 下 、「 更 正 税額 」と い う ）が 更 正対 象 事 業年 度 の 営 業利 益 及 び更
正 対 象 事 業 年 度 ・ 更 正 事 業 年 度 1 4の 当 期 税 引 前 利 益 に 与 え る 影 響 に つ い
て 検 証 す る。  
 租 税 特 別措 置 法 第 66 条の 4 の 17 項 にお い て 、移 転 価 格 課税 を 受 ける
場合 、 更 正時 効 年 度 は 6 年 間 と 規定 さ れ てい る 。 要す る に 、 移転 価 格に
関す る 税 務調 査 を 受 けた 場 合 に、最 大過 去 6 年間（例：ホ ン ダ は 2 00 3 -200 7
の 5 年 間 の更 正 を 受 けて い る。）の国 外 関 連会 社 と の取 引 に 関 する 移 転価
                                                   
1 4
 本 田 技研 の 移 転価 格課 税 事 例に お い て 、 19 97 年か ら 2 002 年ま で の 取
引に 対 し て 、課 税 当 局が 2004 年 度 に移 転価 格 課 税を 行 っ た 。「 1997 年 か
ら 20 02 年 ま で 」の 事業 年 度 は「 更 正 対 象 事 業 年 度」 を い う 、 20 04 年度
は「 更 正 事業 年 度 」 をい う 。  
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格に つ い て、 税 務 調 査を 受 け 、更 正 決 定 がさ れ る 可能 性 が あ る。 そ の結
果、多 額な 更 正 税額 が発 生 す ると 予 想 さ れる 。図表  1 -8 にお いて 、移転
価格 税 制 によ る 更 正 事例 を 会 社ご と に 更 正税 額 が 営業 利 益 、 税引 前 利益
（更 正 事 業年 度 ・ 更 正対 象 事 業年 度 ） へ の影 響 度 を算 出 し た 。  
 
図 表  1 - 8 移 転 価 格 課 税 に よ る 更 正 税 額 が 及 ぼ す 影 響  
 
 
11,786
204,473
更正対象
事業年度
1997 1998 1999 2000 2001 2002
1999～2004
 合計
売 上 高 3,077,724 2,962,170 2,919,840 3,042,022 3,211,186 3,322,719 18,535,661
営業利益 199,256 215,768 139,226 117,010 185,829 144,838 1,001,927 (A)
純 利 益 208,989 249,349 189,689 37,441 175,270 232,018 1,092,756 (B)
1.2%
1.1%
5.8%
更正事業年度(2004年)税引前純利益(D)：
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
(単位:百万）
本田技研（2004年）                                     更正税額（C）  ：
57,080
407,553
更正対象
事業年度
1999 2000 2001 2002 2003 2004
1999～2004
合計
売 上 高 708,470 773,096 779,218 759,968 764,076 784,848 4,569,676
営業利益 175,998 220,633 263,888 263,814 307,707 344,435 1,576,475 (A)
税引前 利 益 161,371 246,071 291,183 304,712 311,766 355,688 1,670,791 (B)
3.6%
3.4%
14.0%
更正事業年度(2006年)税引前純利益（D)： (単位:百万）
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
武田製薬工業（2006年） 2006年更正税額(C)：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
11,794
30,825
更正対象
事業年度
1998 1999 2000 2001 2002
1998～2002
合計
売 上 高 389,349 434,933 457,676 317,811 320,697 1,920,466
営業利益 12,355 19,086 26,084 ▲ 8,507 3,182 60,707 (A)
税引前純利益 36,984 38,303 12,455 ▲ 8,772 1,623 89,365 (B)
19.4%
13.2%
38.3%
更正税額(C)：
更正事業年度(2009年)税引前純利益（D)： (単位:百万）
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
TDK社（2005年）
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31,851
227,526
更正対象
事業年度
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
1998～2004
合計
売 上 高 2,432,690 2,592,962 34,402 30,419 37,176 35,874 2,995,413 8,158,936
営業利益 7,184 ▲ 2,755 994 ▲ 375 1,050 ▲ 867 ▲ 64,662 9,228 (A)
税引前純利益 44,110 34,225 1,023 ▲ 836 1 ▲ 1,235 89,890 169,249 (B)
345.2%
18.8%
14.0%
更正事業年度(2005+2006年)税引前純利益（D)：
ソニー（2005年・2006年）
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
注：2005年度の更正税額は3,951百万，2006年度は27,900百万である。なお、2005年の更正は更正対象年度は1998年度か
ら2000年度であり、ソニー（株）と子会社のの間におけるCDおよびDVDディスク事業に関する取引に対する更正である。
(単位:百万）
更正税額(C)：
12,748
55,883
更正対象
事業年度
1998 1999 2000 2001 2002
1998～2002
合計
売 上 高 453,695 507,802 652,510 499,264 482,834 2,596,105
営業利益 37,690 55,013 92,431 38,364 42,407 265,905 (A)
税引前純利益 51,855 66,140 47,384 51,722 48,575 265,676 (B)
4.8%
4.8%
22.8%
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
京セラ（2004年） 2004年更正税額(C)：
更正事業年度(2004年)税引前純利益（D)： (単位:百万）
2,570
5,923
更正対象
事業年度
1998 1999 2000 2001 2002
1998～2002
合計
売 上 高 494,035 493,271 477,379 531,557 539,320 2,535,562
営業利益 41,222 33,822 39,937 49,432 48,551 212,964 (A)
税引前純利益 97,075 55,883 91,079 80,673 88,847 413,557 (B)
1.2%
0.6%
43.4%
京セラ（2009年） 2009年更正税額(C)：
更正事業年度(2009年)税引前純利益（D)：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
(単位:百万）
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
2,850
23,332
更正対象
事業年度
2000 2001 2002 2003 2004
2000～2004
合計
売 上 高 99,605 124,884 129,164 118,636 130,351 602,640
営業利益 876 4,100 3,520 1,482 2,352 12,330 (A)
税引前純利益 7,075 9,132 6,288 5,095 13,603 41,193 (B)
23.1%
6.9%
12.2%
更正事業年度(2006年)税引前純利益（D)：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
(単位:百万）
更正税額(C)：
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
日本電産（2006年）
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（出 所 ： 各社 有 価 証 券報 告 書 総覧 の デ ー タを も と に筆 者 が 作 成し た 。な
お、売 上高 、営 業 利 益、純 利益 は 赤 字（ ▲）に な っ てい る 場 合、売 上高 、
営業 利 益 、純 利 益 の 合計 額 に 含ま れ て い ない 。）  
 
5,200
▲ 37,600
更正対象
事業年度
2003 2004 2005 2006 2007 2008
2003～2008
合計
売 上 高 442,586 458,845 475,056 499,339 548,214 588,090 3,012,130
営業利益 9,674 24,009 35,422 37,545 42,845 66,121 215,616 (A)
税引前 利 益 4,898 17,000 13,184 26,499 28,952 29,269 119,802 (B)
2.4%
4.3%
N
更正事業年度(2004年)税引前純利益(D)： (単位:百万）
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
東レ（2009年） 2009年更正税額(C)：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響(C/D）：
更正対象
事業年度
2003
売 上 高 1,661,715
営業利益 20,437 20,437 (A)
税引前純利益 5,634 5,634 (B) 58,852 （D）
49.7%
180.4%
17.3%
合計
2005年更正税額(C)：10,166　　(単位:百万）マツダ（2005年）
更正事業年度
2005
1,661,715
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
3,389
8,006
更正対象
事業年度
2002 2003 2004 2005
2002～2005
合計
売 上 高 51,304 49,922 52,614 56,061 209,901
営業利益 4,911 3,846 3,323 3,277 15,357 (A)
税引前純利益 5,358 4,733 4,629 5,135 19,855 (B)
FCC（2008年）
(単位:百万）
                              2008年更正税額(C)  ：
更正事業年度(2008年)税引前純利益(D)：
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
22.1%
17.1%
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ： 42.3%
1,832
5,304
更正対象
事業年度
1999 2000 2001 2002 2003 2004
2000～2004
合計
売 上 高 36,897 37,488 45,015 43,454 45,013 47,542 255,409
営業利益 4,750 3,602 6,187 4,229 5,649 5,598 30,015 (A)
税引前 利 益 4,543 4,322 4,595 ▲ 24,952 ▲ 5,531 5,203 18,663 (B)
2005年更正税額(C)：カプコン（2005年）
①更正税額による更正対象事業年度の営業利益への影響（C/A）：
②更正税額による更正対象事業年度の税引前利益への影響（C/B）：
③更正税額による更正事業年度の税引前利益への影響（C/D) ：
(単位:百万）更正事業年度(2005年)税引前純利益(D)：
6.1%
9.8%
34.5%
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上記 の 10 社 の 分析 を 図 表  1 -9 のよ う にま と め るこ と が で きる 。 図 表  
1 -9 で 示 さ れ た よ う に 、 ① 移 転 価 格 税 制 に よ る 更 正 税 額 が 更 正 対 象 事 業
年度 の 営 業利 益 へ 与 える 影 響 は、 10 社 の うち 、 5 0％ 弱 は １社（マ ツ ダで
ある ）、 25％ 弱 は 2 社、 20％ 弱 が 1 社 、 残り は 10％ 未満 で ある 。 ② 移転
価格 税 制 によ る 更 正 税額 が 更 正対 象 事 業 年度 の 税 引前 利 益 へ 与え る 影響
につ い て は、 18 0％ は 1 社 （ マ ツダ で あ る）、 2 0％ 弱 は 2 社 、 15％ 弱 は 1
社 、 4％～ 10％ 未満 は 4 社 、 4％ 未 満が 3 社 であ る 。 ③ 移 転 価格 税 制 によ
る更 正 税 額が 更 正 事 業年 度 の 税引 前 利 益 へ 与 え る 影響 に つ い ては 、 最大
43 . 4％ （ 1 社、京 セ ラ 20 09 で あ る）で あり 、 45 弱 は計 2 社 、 40％ 弱は 2
社 、 25％ 弱は 1 社 、 10％ ～ 20％は 4 社 、 10％ 以 下 はわ ず か 1 社で あ る。  
図 表  1 - 9 移 転 価 格 税 制 に よ る 更 正 事 例 の ま と め  
 
（出 所：図 表  1 -8 に おい て 算 出し た デ ー タを 基 に、筆 者が 整 理し た も
ので あ る 。な お 、 ソ ニー の 更 正対 象 事 業 年度 に お ける 営 業 利 益が 半 数以
上 赤 字 の た め （ 345 . 2％ と な っ て い る ）、 ま と め 分 析 デ ー タ 対 象 か ら 外 し
49.7% 
18.8% 
43.4% 
0.0% 15.0% 30.0% 45.0% 60.0%
TDK
京セラ … 
京セラ … 
ソニー 
武田 … 
日本 … 
本田 … 
東レ 
マツダ 
FCC
カプコン 
TDK
京セラ
2004
京セラ
2009
ソニー
武田
製薬
日本
電産
本田
技研
東レ マツダ FCC カ プコン
営業利益へ与
える影響
19.4% 4.8% 1.2% 3.6% 23.1% 1.2% 2.4% 49.7% 22.1% 6.1%
対象事業年度
の税引前利益
へ与える影響
13.2% 4.8% 0.6% 18.8% 3.4% 6.9% 1.1% 4.3% 180.4% 17.1% 9.8%
更正事業年度
の税引前利益
へ与える影響
38.3% 22.8% 43.4% 14.0% 14.0% 12.2% 5.8% 17.3% 42.3% 34.5%
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てい る 。）  
移転 価 格 税制 に よ る 更正 税 額 は上 記 3 つ の財 務 指 標に そ れ ぞ れ大 きな
影響 を 与 えて い る こ とが 指 摘 でき る 。 こ のよ う な 多額 な 移 転 価格 に よる
更正 税 額 に伴 う キ ャ ッシ ュ ・ アウ ト フ ロ ーの 増 加 は企 業 の 手 元の フ リー
キャ ッ シ ュを 減 少 さ せ、 企 業 の経 営 戦 略 にか な り の支 障 を も たら す 可能
性が あ る 。  
 
小 括   
本章 で は 、日 本 企 業 にお け る 国外 関 連 者 との 取 引 の重 要 性 、 日本 企業
（多 国 籍 企業 ） に と って の 中 国拠 点 の 重 要性 、 移 転価 格 税 制 によ る 課税
が企 業 の 経営 戦 略 に 与え る 影 響の 3 つ の 側面 か ら 検討 し 、 移 転価 格 税制
に関 す る 日中 比 較 研 究を 行 う 重要 性 に つ いて 論 究 した 。  
第 1 節 で は、 日 本 企 業に お け る 国 外 関 連 者と の 取 引の 重 要 性 につ いて
検討 し た 。  
まず 、 日 本企 業 の 輸 出入 額 に 占め る 海 外 の関 連 会 社と の 取 引 額の 割合
から 、 海 外の 関 連 会 社と の 取 引の 重 要 性 を明 ら か にし た 。 経 済産 業 省に
よる 企 業 活動 調 査 表 のデ ー タ によ る と 、 中国 か ら の輸 入 高 に 占め る 中国
の関 連 会 社と の 取 引 金額 の 割 合は 2 5%超 であ り 、一 方 輸 出高 に占 め る 中
国 の 関 連 会社 と の 取 引金 額 の 割合 は 4 0％超（ 最高 4 2 . 3％ ）とな っ て いる。
さら に 、 製造 業 に お ける 中 国 から の 輸 入 高に 占 め る中 国 の 関 連会 社 との
取引 金 額 の割 合 は 6 0％ 弱 であ り 、一 方 輸出 高 に 占め る 中 国 の 関 連 会 社と
の取 引 金 額の 割 合 は 40％ 超（ 最高 44 .1％）と な って い る。製造 業 に おけ
る中 国 と の関 連 会 社 との 取 引 が占 め る 割 合は さ ら に高 い こ と がわ か る。  
第 2 節 で は、 日 本 企 業の グ ロ ーバ ル 化 と 中国 拠 点 の重 要 性 に つい て検
討し た 。  
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経済 産 業 省の「 2 014 年企 業 活 動基 本 調 査 確保 」のデ ー タ によ ると 、日
本の 小 売 業及 び 卸 売 業が 1 企 業 当た り 保 有す る 子 会社 の 国 別 割合 は 他の
国よ り 中 国が 最 も 多 いこ と が わか っ た 。  
さら に 、日 本 の 課税 当局 よ り 移転 価 格 に 更正 を 受 け た 1 0 社（ 小 松 N T C  、
ダイ セ ル 、東 レ (株 )、京セ ラ 、(株 )ア シ ッ クス 、デ ン ソ ー 、ダ イキ ン 工 業、
三 井 物 産 、武 田 薬 品 、三 菱 商 事） を 対 象 に、 こ れ らの 企 業 の ほと ん どは
日本 を 代 表す る 製 造 業で あ る 。こ れ ら の 日本 の 多 国籍 企 業 に おけ る 連結
総売 り 上 げに 占 め る 海外 子 会 社の 売 上 額 はほ ぼ 40 %を超 え て いる こ とが
わか っ た 。さら に 、これ ら の 会社 は 中 国 にお け る 子会 社 数 の 割合 は 5 0％
超 が 2 社 、 20％ 超 が 2 社 、 1 5％ 超 が 3 社 で あ っ た。 し た が って 、 売 り上
げベ ー ス から 見 れ ば 、日 本 の 多国 籍 企 業 にと っ て 海外 子 会 社 の役 割 が非
常に 重 要 であ り 、 さ らに 、 海 外子 会 社 数 に占 め る 中国 の 子 会 社数 の 割合
が 高 く 、 日 本 の 多 国 籍 企 業 (小 売 業 、 卸 売 業 、 製 造 業 )に と っ て 中 国 の 子
会社 が 重 要な 位 置 づ けに あ る と推 察 で き る。  
第 3 節 で は、日 本に おけ る 移 転価 格 課 税 が企 業 の 経営（ 又は 経営 戦 略 ）
に与 え る 影響 に つ い て論 述 し た。  
前記 の デ ータ 分 析 に より 、日 本 企業 に と って 中 国 の関 連 会 社（ 子 会社）
との 取 引 は非 常 に 重 要で あ る こと が 判 明 した 。 こ のよ う に 、 重要 性 を増
して い る 日中 の 関 連 会社 間 に 行わ れ る 取 引を 対 象 に高 額 な 移 転価 格 課税
によ る 更 正事 例 が 次 第に 注 目 を集 め た 。 なぜ な ら ばこ の よ う な移 転 価格
課税 は 図 表  1 -7 で 示 され て い るよ う に 、すで に 大 手企 業 か ら 中小 企 業へ
推移 し て いる た め 、 移転 価 格 課税 は 事 業 の展 開 ・ 拡大 を 目 指 す多 国 籍企
業（ 大 法 人、 中 小 法 人） に と って 避 け て 通れ な い 問題 で あ る 。な ぜ なら
ば、 高 額 な移 転 価 格 課税 に 伴 うキ ャ ッ シ ュア ウ ト は企 業 の 経 営利 益 及び
税引 前 利 益に 甚 大 な 影響 を 与 える か ら で ある 。  
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日本 企 業 10 社 を 対 象に 移 転 価格 課 税 が 更正 事 業 年度 と 更 正 対象 事業
年度 の 営 業利 益 及 び 税引 前 利 益に 与 え る 甚大 な 影 響を 明 ら か にし た 。こ
れら の 有 価証 券 報 告 のデ ー タ をも っ て 検 討し た 結 果は 以 下 の よう に なっ
てい る 。ま ず 、更 正 税 額が 更 正 対象 事 業 年 度の 営 業 利益 へ 与 え る影 響 は、
10 社 の うち 、50％弱 が１ 社 、2 5％弱 が 2 社 、20％ 弱が 1 社 、残り は 1 0％
未満 で あ った 。 移 転 価格 税 制 によ る 更 正 税額 が 更 正対 象 事 業 年度 の 税引
前利 益 へ 与え る 影 響 につ い て は、 18 0％ は 1 社 （ マ ツダ で あ る）、 2 0％ 弱
は 2 社 、1 5％弱 は 1 社 、4％～ 10％ 未満 は 4 社 、4％ 未 満が 3 社で あ っ た。
移転 価 格 税制 に よ る 更正 税 額 が更 正 事 業 年度 の 税 引前 利 益 へ の影 響 につ
いて は 、最 大 43 .4％ であ り 、 45 弱は 計 2 社、 4 0％弱 は 2 社 、 25％ 弱 は 1
社 、 10％ ～ 20％ は 4 社、 10％ 以下 は わ ず か 1 社 で ある 。  
この よ う に、 経 済 の グロ ー バ ル化 が 進 む 中、 日 本 の多 国 籍 企 業に とっ
て日 中 の 関連 会 社 間 で行 わ れ る取 引 が 非 常に 重 要 であ り 、 移 転価 格 課税
によ る キ ャッ シ ュ ア ウト が 企 業の 経 営 に 与え る 影 響は 大 き い とい え よ う。
さら に 、 日本 に お け る移 転 価 格課 税 は 大 企業 の み なら ず 中 小 企業 も 課税
対象 に な る可 能 性 が 増し て き てい る た め 、移 転 価 格課 税 を 考 慮し た 適正
な取 引 価 格（ 独 立 企 業間 価 格 ）の 設 定 が 重要 で あ ると い え る 。し た がっ
て、 多 国 籍企 業 は 利 益の 最 大 化を 図 る た めに 、 日 本の み な ら ず、 中 国に
ある 関 連 会社 （ グ ル ープ 企 業 ）が そ れ ぞ れの 管 轄 国の 課 税 当 局か ら 移転
価格 課 税 を受 け な い よう に す る必 要 が あ ると い う 観点 か ら 、 日中 移 転価
税制 の 相 違点 を 把 握 しな け れ ばな ら な い 。こ こ に 、日 中 移 転 価格 税 制の
比較 研 究 を行 う 重 要 性が あ る とい え る 。  
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第 2章  移転価格税制に関する比較研究の必要性  
 
は じ め に  
本章 で は 、日 本 、 中 国、 欧 米 にお け る 日 中の 移 転 価格 税 制 及 び日 中の
移転 価 格 制度 の 比 較 研究 を 行 った 先 行 研 究を ま と め、 こ れ ら の先 行 研究
から 見 る 本研 究 の 独 自性 を 明 らか に す る 。  
近年 、 各 国 に お け る 日中 移 転 価格 税 制 に 関す る 先 行研 究 が 多 くみ られ
る。 移 転 価格 税 制 に 係る 研 究 につ い て は 、筆 者 の 調べ る 限 り 、大 き く理
論研 究 、 実証 研 究 及 びモ デ ル 分析 に よ る 研究 の 3 つ の研 究 手 法が 用 いら
れて い る 。詳 し く 分 類す る と 、ま ず 、 理 論研 究 は 条文 解 釈 、 制度 の 問題
点及 び 判 例・ 事 例 研 究に 分 か れ、 次 に 、 実証 研 究 は主 に 移 転 価格 の 決定
要因 に 係 るア ン ケ ー トに よ る 研究 が あ る 。 最 後 に 、モ デ ル 分 析 を 用 いた
研究 は 、 移転 価 格 に よる 企 業 の利 益 が 海 外に 移 転 され る こ と を マ ク ロ経
済 （ 国 の 税収 等 ） と ミク ロ 経 済 （ 企 業 の 利益 へ の 影響 及 び 企 業に 移 転価
格 課 税 を 行う 必 要 性 ） に 与 え る影 響 に 関 する 研 究 に分 類 で き る。  
本章 に お いて 、 日 本 、中 国 、 欧米 に お け る移 転 価 格税 制 に 関 する 先行
研究 を 日 本の 移 転 価 格税 制 と 中国 の 移 転 価格 税 制 及び 日 中 比 較の 3 つの
観点 か ら 、そ れ ぞ れ の国 に お ける 理 論 研 究、 実 証 研究 及 び モ デル 分 析に
よ る 研 究 に分 け 、 先 行研 究 を まと め た 。 その 結 果 、本 研 究 の よう に 、日
中の 税 制 体系 、 日 中 税制 の 沿 革及 び 日 中 移転 価 格 税制 を 取 り 巻く 税 制体
系、 移 転 価格 税 制 の 沿革 、 さ らに 、 日 中 移転 価 格 の現 行 条 文 並び 日 本の
判例 ・ 裁 決（ 12 例 ）と 中 国 の事 例 （ 4 例） を 対 象に 、 総 合 的に 比 較 研究
を行 っ た 先行 研 究 は 、筆 者 の 調べ る 限 り 、中 国 と 欧米 に お い ては な かっ
た。 ま た 、日 本 に お いて は 、 近年 日 中 移 転価 格 税 制に 関 す る 比較 研 究は
あっ た も のの 、 本 研 究の よ う に研 究 対 象 が広 範 に 及び 、 詳 細 に分 析 を行
32 
 
った 先 行 研究 は な か った 。 日 中移 転 価 格 税制 に 関 する 比 較 研 究を 日 中の
税制 度 及 び日 中 の 移 転価 格 税 制に 係 る 税 制体 系 及 び沿 革 、 日 中移 転 価格
税制 の 現 行条 文 及 び 日本 の 判 例・ 裁 決 と 中国 の 事 例を 総 合 的 に、 詳 細に
比較 研 究 し、納 税者 の立 場 に 立ち 、本制 度に 対 す る提 言 を 行 った こ と に、
本研 究 の 独自 性 が あ る。  
第 1 節  日 本 に お け る 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
1 .日 本 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
まず 、 日 本で の 移 転 価格 税 制 に関 す る 研 究は 、 理 論研 究 （ 税 務ア プロ
ーチ ） が 多く み ら れ る。 各 年 度の 移 転 価 格税 制 に 関す る 改 正 内容 に つい
ての 条 文 解釈 が 、 数 多く 見 受 けら れ る 。 現行 条 文 に関 す る 問 題点 の 研究
は大 き く 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 、 事 前確 認 制 度、 シ ー ク レッ ト ・コ
ンパ ラ ブ ル、 幅 の 概 念、 無 形 資産 （ ロ イ ヤル テ ィ を含 む ） 5 つに 分 けら
れる 。  
 岸 英 彦 氏（ 19 97） は独 立 企 業間 価 格 の 算定 方 法 に関 し て 論 究さ れ 、い
ずれ の 算 定方 法 に も 通し て い るこ と は「 精緻 で は ない 」こと を指 摘 さ れ  、
移転 価 格 税制 で 正 確 に所 得 を 配分 す る こ とは 、現時 点 で は不 可能 で あ り、
明確 さ を 求め る と 逆 に所 得 配 分の 精 緻 さ をあ る 程 度犠 牲 に す るこ と とな
るこ と に なる と 指 摘 して い る 。こ の 税 制 自体 が 一 種の 推 計 課 税で あ ると
いう こ と を考 え る と 、執 行 に は慎 重 な 態 度で 各 国 とも 臨 ま な けれ ば なら
な い 1 5と 主 張し て い る 。  
増井 弘 一 氏は コ ン ピ ュー タ ・ プロ グ ラ ム に係 る 対 価を 中 心 に 、 ロ イヤ
ルテ ィ 課 税を め ぐ る 諸問 題 に つい て 研 究 され 、 コ ンピ ュ ー タ ・プ ロ グラ
ムに つ い て「 著 作 権 の使 用 料 」と い う 概 念を 課 税 の根 拠 と す るこ と は適
                                                   
1 5
 岸 英 彦「独 立 企 業間 価格 の 算 定方 法 に 関 する 考 察」『 税 務 大学 校論 叢 』
税務 大 学 校， Vo l . 29， 19 97 年  
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当で は な い 1 6と指 摘 し てい る 。  
事前 確 認 制度 に つ い て、 井 上 博之 氏 （ 2 0 01） は 二 国間 の 紛 争 処理 とし
ての 機 能 を中 心 に 研 究さ れ 、 効率 化 を 図 ると い う 観点 か ら 、 長期 的 な紛
争処 理 手 続の 整 備 が 必要 で あ るこ と  を 指摘 し て いる 。近年 の移 転 価 格税
制に 関 す る 改 正 を 受 け、 企 業 にお け る 移 転価 格 ド キュ メ ン テ ーシ ョ ンの
重 要 性 が 増 し て い る 1 7と も 指 摘 し て い る 。 伏 見 俊 行 氏 （ 201 2） は 「 移 転
価 格 に 関 す る 取 組 状 況 確 認 の た め の チ ェ ッ ク シ ー ト 」 を 提 示 1 8さ れ て い
る 。  
岡直 樹 氏 （ 20 08） は 裁判 例 の 検討 や 比 較 法的 な 分 析を 用 い て 、移 転価
格に 関 す る紛 争 回 避 ・争 点 絞 込み の た め の対 応 と して 、 移 転 価格 リ スク
の評 価 （ リス ク ア セ スメ ン ト ）と 移 転 価 格ド キ ュ メン テ ー シ ョン の 組み
合わ せ に よる 方 法 が もっ と も 有望 で あ る 1 9こと を 論 究さ れ て い る。  
移転 価 格 の問 題 を 論 じる う え で、 O E C D ガイ ド ラ イン は 各 国 の税 制度
の規 範 と され て い る こと が 多 い 。別所 徹 弥氏（ 19 97）は O E C D ガイ ドラ
イン を 参 考に 、日本 の移 転 価 格税 制 に 係 る法 令 改 正事 項 、通 達改 正 事 項  、
不必 要 な 項目 に つ い て提 言 さ れ、 取 引 単 位利 益 法 （売 上 総 利 益率 ） と利
                                                   
1 6
 増 井 弘一「 ロイ ヤ リテ ィ 課 税を 巡 る 諸 問題  〜 コン ピ ュ ー タ・ プ ロ グ
ラム に 係 る対 価 を 中 心と し て 〜」『 税務 大学 校 論 叢』 Vo l .27， 19 96 年  
 無 形 資 産取 引 と し ての ロ イ ヤル テ ィ 取 引又 は ロ イヤ リ テ ィ 取引 と もい
うが 、 移 転価 格 税 制 にお い て ロイ ヤ ル テ ィ取 引 と 表示 さ れ る こと が 多い
ため 、 本 論文 に お い てロ イ ヤ ルテ ィ 取 引 を用 い る こと と し た 。  
無形 資 産 取引 は 、 ロ イヤ ル テ ィ取 引 と 売 却取 引 等 の取 引 形 態 別よ って
異な る 。 浅川 和 仁 「 米国 租 税 法上 の 無 形 資産 の 評 価の 実 情 と 日本 に 対す
る示 唆 ‐ 所得 相 応 性 基準 の 分 析を 中 心 と して ‐ 」 N o .49， 2 00 5 年， p . 329
を参 考 に した 。  
1 7
 井 上 博之 「 移 転価 格税 制 の 事前 確 認 制 度に 関 す る一 考 察」『税 務 大 学
校論 叢 』 税務 大 学 校 ， Vo l .3 6， 20 01 年  
1 8
 伏 見 俊行「 移転 価 格上 の 税 務コ ン プ ラ イア ン ス の維 持 ・ 向 上に 向 け た
取組 」『租 税 研 究』 日本 租 税 研究 協 会 ， N o.75 1， 20 12 年  
1 9
 岡 直 樹「 移 転価 格 税制 に お ける 情 報 義 務と 独 立 企業 間 価 格 の証 明 方 法
に関 す る 考察 ―納 税 者・ 課 税 当局 双 方 の 利益 を 目 指し て ―」『 税務 大 学 校
論叢 』 税 務大 学 校 ， Vol . 59， 2 008 年  
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益 分 割 法 に つ い て 、 用 い る 利 益 率 の 改 正 が 必 要 2 0で あ る こ と を 明 記 さ れ
てい る  。  
 こ の よ うに 、 日 本 にお け る 移転 価 格 税 制に 関 す る税 制 度 の 問題 点 の指
摘は 数 多 く存 在 す る 。  
し か し 、 日 本 に お け る モ デ ル 分 析 に 関 す る 実 証 研 究 は 少 な い 。 大 沢
宏・ 加 藤 慧吉 氏 『 移 転価 格 税 制の 適 用 と 企業 統 治 構造 の 関 係 性に 関 する
実証 研 究』、藤 江 昌 嗣 氏『 移転 価 格税 制 にお け る 繰越 控 除 制 度 の 理 論 的 ・
実証 的 研 究』 が 挙 げ られ る 。  
2 .日 本 に お け る 中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
 日 本 に お け る 中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究 は 主 に 理 論 研 究 で 、 3
種類 に 分 けら れ る 。 まず 、 中 国 国 家 税 務 総局 の 関 係者 に よ る 講演 を まと
めた も の であ る 。 次 に、 大 手 税理 士 事 務 所や 会 計 事務 所 の 実 務家 に よる
中国 の 移 転価 格 税 制 に関 す る 条文 翻 訳 の 書籍 で あ る。 さ ら に 、実 務 家に
よる 中 国 の移 転 価 格 税制 に 関 する 論 文 も 見受 け ら れる 。  
中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 条 文 翻 訳 の 書 類 は 税 理 士 法 人 ト ー マ ツ 、
中央 監 査 法人 、 新 日 本有 限 責 任監 査 法 人 ・新 日 本 アー ン ス ト アン ド ヤン
グ税 理 士 法人 、あ ず さ監 査 法 人中 国 事 業 室・KP MG よ り 出 版 され て い る。  
中国 国 家 税務 総 局 国 際税 務 司 反避 税 処 の 関係 者 に よる 講 演 は 、張 志勇
氏  、 王暁 悦 氏  、 賀 連堂 氏 に よる も の が 挙げ ら れ る。 こ れ ら の講 演 は中
国の 最 新 の『 特 別 納 税実 施 弁 法』 に つ い ての 解 釈 及び 中 国 に おけ る 現在
の移 転 価 格調 査 の 特 徴（ 重 要な 調 査 対象 の説 明 ）に 関 す るも ので あ っ た。  
髙久 隆 太 氏（ 20 12） は、 中 国 の移 転 価 格 調査 に つ いて 、 調 査 手法 とし
て 2  ～  3  社 に つ い てサ ン プ ル調 査 を 行 って 、 そ の結 果 を 見 て一 斉 調査
                                                   
2 0
 別 所 徹弥 「「 国 際 課 税規 範 」 とし て の O E C D 移転 価格 新 ガ イ ドラ イ ン
～独 立 企 業間 価 格 の 問題 を 中 心と し て ～ 」『 税 務 大学 校 論 叢 』税務 大 学 校，
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に 進 む と い う 特 徴 2 1を 指 摘 し て い る 。 そ の ほ か 、 中 国 の 事 前 確 認 制 度  、
独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 、 デー タ ベ ー スの 使 用 等に つ い て 論述 さ れて
い る 。 同 様 に 、 亀 井 廉 幸 氏 （ 2 009） 2 2も 条 文 、 事 前 確 認 制 度 と 移 転 価 格
調査 に つ いて の 中 国 の移 転 価 格税 制 に つ いて 書 か れて い る 。 また 、 中国
の 移 転 価 格 税 制 に お け る 文 書 化 義 務 に つ い て 、 黒 川 兼 氏 （ 20 10） 2 3も 検
討さ れ て いる  。  
 中 国 の 移 転 価 格 に 関 す る 事 例 分 析 を 行 っ て い る の は 、 宇 都 宮 浩 一 氏
（ 20 08） 2 4が 挙 げ ら れ る 。 宇 都 宮 浩 一 氏 は 中 国 の 移 転 価 格 税 制 の 変 遷 を
辿っ た う えで 、 大 連 の M 社（ 管 理 費の 大き な 変 動が あ る 場 合の 事 例）、
と上 海 の S B 社（黒 字か ら 急 激に 赤 字 に 変化 し た 事例 ）に 関 する 事 例 を、
実際 の 会 社の 財 務 諸 表デ ー タ をも っ て 説 明し 、 移 転価 格 課 税 の特 徴 と問
題点 に つ いて 言 及 さ れて い る 。  
 前 述 の よう に 、日 本 に お け る中 国 の 移 転価 格 税 制に 関 す る 先行 研 究 は、
移転 価 格 の制 度 の 解 釈及 び 執 行上 の 問 題 点に 関 す る理 論 的 研 究を 中 心と
して い る 。ま た 、 中 国の 事 例 分析 に 関 す る理 論 分 析は 、 筆 者 の調 べ る限
り宇 都 宮 氏（ 20 08） のみ で あ った 。  
3 .日 本 に お け る 日 中 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 比 較 研 究  
日 中 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 比 較 研 究 （ 図 表  2 -1） は 近 年 少 し ず つ 増 え
てき て い る（ 条 文の 翻訳 を 除 く）。成 立・伏 見 俊之 氏（ 20 05） 2 5は日 中 移
転価 格 税 制の 沿 革 、 独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 、 移転 価 格 調 査、 事 前確
                                                                                                                                                       
Vol . 28， 1 997 年  
2 1
 高 久 隆太「 移 転価 格税 制 を 巡る 諸 問 題（ 1） -移 転 価 格 課税 に係 る 訴 訟
の増 加 の 中で -」『 税 経通 信 』 税務 經 理 協 会， Vo l .6 2， N o .3， 2 007 年  
2 2
 亀 井 廉幸 『 中 国進 出企 業 の 移転 価 格 税 制対 策 』 中央 経 済 社 ， 20 09 年  
2 3
 白 崎 亨・ 黒 川 兼「 中国 新 移 転価 格 ガ イ ドラ イ ン  ｢特 別納 税調 整 実 施
弁法 ｣の要 点 解 説」『 租税 研 究 』日 本 租 税 研究 協 会 ， N o. 713， 2009 年  
2 4
 宇 都 宮浩 一 『 中国 にお け る 移転 価 格 税 制と 移 転 価格 調 査』『立 命 館 経
営学 』 Vo l .46， N o .5， 20 08 年， pp .14 9 -1 70  
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認制 度 に つい て 、比 較研 究 を 行っ て い る  。実 務 の視 点 か ら 日中 移 転 価格
税制 の 問 題点 に つ い て言 及 し てい る 。  
黒川 兼・白 崎 亨氏（ 2010） 2 6は中 国の 200 8 年 の税 制 改正 を 受 け 、公布
され た 『 特別 納 税 調 整実 施 弁 法』 の 諸 条 文と 日 本 の現 行 条 文 の比 較 研究
を行 っ て いる  。  
 ま た 、王家 俊 氏（ 2013）に よる『 日中 移転 価 格 税制 の 研 究  -両 国 の制
度と 執 行 につ い て の 比較 研 究 - 2 7』が あ る 。王氏 は 日 中両 国 の 移転 価 格 制
度 の 比 較 及 び 移 転 価 格 執 行 （ 判 例 ・ 事 例 研 究 を 含 む 2 8） の 比 較 を 行 っ て
いる 。 日 本の 移 転 価 格税 制 を 比較 的 完 備 され た 制 度と し て 評 価し 、 日本
の移 転 価 格税 制 に 鑑 み、 中 国 の移 転 価 格 税制 の 改 善点 に つ い て提 言 して
いる 。 中 国の 税 法 の 改正 を 検 討し た う え で、 中 国 の移 転 価 格 税制 に つい
て論 究 し てい る が 、 日本 に 関 する 研 究 は 税法 の 変 遷に 触 れ ず 、移 転 価格
税制 の 変 遷の み で あ る。  
 さ ら に 、実 務 家 の 安達 友 信 氏（ 20 12） によ る 『 中国 進 出 日 系企 業 に係
る 課 税 問 題 に 関 す る 一 考 察 ‐ 移 転 価 格 税 制 を 中 心 に ‐ 2 9』 と 山 田 ＆ パ ー
トナ ー ズ （ 20 15） に よる 『 中 国進 出 企 業 のた め の 移転 価 格 税 制ハ ン ドブ
ッ ク 3 0』 の 先 行 研 究 に お い て 、 日 中 両 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 制 度 及
び移 転 価 格執 行 （ 判 例を 含 め ず） の 比 較 研究 を 行 って い る 。 実務 家 の視
点か ら 日 中移 転 価 格 税制 の 問 題点 を 明 記 し、 中 国 に進 出 す る 日本 企 業の
注意 点 に つい て 提 言 して い る 。日中 の 移 転価 格 課 税に 関 す る 事例・判 例・
                                                                                                                                                       
2 5
 成 立 ・伏 見 俊 之『 日中 移 転 価格 税 制 』 税務 研 究 会出 版 局 ， 2005 年  
2 6
 黒 川 兼「 移 転 価格 情報  2 010 年度 税 制 改正 後 の 移転 価 格 文 書化 の 再 検
討 - -中 国 文 書 化 規定 を題 材 と して 」『国 際税 務 』 Vo l . 30， N o. 3， 2 010 年  
2 7
 201 3 年 ア ジア 大 学 博 士 論 文 であ る 。  
2 8
 中 国 の 深 圳 の 国 家 税 務 総 局 が 公 表 し て い る 事 例 1 つ を 紹 介 し て い る 。 
2 9
 安 達 友信「中 国 進 出日 系 企 業に 係 る 課 税問 題 に 関す る 一 考 察  ―移 転
価格 税 制 を中 心 に ―」租 税 資 料館 賞 第 2 1 回 入賞 作 品， 20 12 年  
3 0
 山 田 ＆パ ー ト ナー ズ『 中 国 進出 企 業 の ため の 移 転価 格 税 制 ハン ド ブ ッ
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裁決 に 関 する 分 析 ま では 行 っ てい な い 。  
 図 表  2 -1 日 本 に お け る 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 先 行 研 究 ま と め   
 
(出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。 )  
この よ う に、 日 本 に おけ る 移 転価 格 税 制 に関 す る 研究 は 理 論 分析 が最
も多 く み られ 、 実 証 分析 は 管 理会 計 の 視 点か ら ア ンケ ー ト を 用い た 移転
価格 を 決 定す る た め の要 因 分 析が 少 な が らず 存 在 する 。 最 後 に、 モ デル
を用 い た 分析 に 係 る 研究 が 少 ない 。  
日 本 に お け る 中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究 は 実 務 家 に よ る 実 務
の視 点 か らの 研 究 が 多い 。 筆 者の 知 る 限 り、 中 国 の事 例 に 関 する 研 究は
特に 少 な い。 さ ら に 、日 本 に おけ る 日 中 移転 価 格 税制 の 比 較 も実 務 家に
よる 条 文 比較 及 び 移 転価 格 調 査の 特 徴 、 事前 確 認 制度 の 問 題 点の 指 摘の
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比較 に と どま り 、 日 中の 事 例 ・判 例 に よ る分 析 は 、筆 者 の 知 る限 り 少な
い 。  
 近 年 、 日中 移 転 価 格税 制 に 係る 比 較 研 究は 少 し 増え て き た が、 実 務家
の方 （ 成 立・ 伏 見 俊 之 氏 、 亀 井氏 、 安 達 氏、 山 田 ＆パ ー ト ナ ーズ ） は、
日中 の 移 転価 格 税 制 及び 移 転 価格 調 査 に 関す る 問 題点 を 分 析 し、 中 国 に
進出 す る 日本 企 業 の 視点 か ら その 注 意 点 につ い て 言及 し て い る。し かし、
中国 の 事 例紹 介 を 含 めた も の が見 受 け ら れな い 。  
 ま た 、 実務 家 で は なく 、 ア ジア 大 学 の 博士 論 文 とし て 『 日 中移 転 価格
税 制 の 研 究  -両 国 の 制 度 と 執 行 に つ い て の 比 較 研 究 -』（ 王 家 俊 氏 ） は 、
日本 の 移 転価 格 税 制 に鑑 み 、 中国 の 移 転 価格 税 制 の改 善 点 に つい て 提言
して い る 。  
 
第 2 節  中 国 に お け る 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
中国 に お ける 移 転 価 格の 研 究 は、 税 務 マ ネー ジ メ ント （ 理 論 分析 ）と
税法 規 定 に関 す る 研 究（ 理 論分 析、事 例 紹介 ）、モ デル 分 析 の 3 つ に 分け
られ る 。  
1 .中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
中国 で は 中国 の 移 転 価格 制 度 内容 に 関 す る研 究 が 多く み ら れ る。 近 年、
移転 価 格 税制 に 関 す る博 士 論 文も み ら れ る。 税 法 規定 に 関 す る研 究 は吴
旭 東 氏（ 20 01）「 論 価格 与税收 3 1」、赵晋 琳 氏（ 2 004）「 多 国 籍企 業 事 前確
認 制度 研 究 3 2」、 吴 申 軍 氏（ 20 04）「 論 我 国 移転 価 格 的 改 革改 善 3 3」、张学
                                                   
3 1
 移 転 価 格 を 決 定 す る に は 、 企 業 の 内 部 目 標 変 数 要 素 、 行 為 変 数 要 素 、
外部 環 境 変数 要 素 の 影響 を 受 ける こ と を 指摘 し て いる 。  
  吴 旭东「論 価 格 与 税收 」东北财经大 学 （博 士论文）， 2 001 年， 総 1 50
頁  
3 2
 赵晋 琳「 跨 国 公司预约定 价 研究 」暨南 大学 （ 博 士论文 ）， 2 004 年， 総
180 頁  
39 
 
斌 氏 の 『转让定 价 税 制 研 究 3 4』、 刘伟氏 （ 2 009）「 中 国 に あ る 多 国 籍 企 業
の 移 転 価 格 税 制 度 規 制 の 研 究 3 5」 に お い て 、 中 国 に お け る 外 資 企 業 が 移
転価 格 税 制を 利 用 す る必 然 性 を論 述 し た うえ で 、 租税 回 避 の 視点 か ら中
国の 移 転 価格 税 制 の 問題 点 を 指摘 し て い る。 ま た 、独 立 企 業 間価 格 の算
定方 法 に 関す る 研 究 は萧承龄氏 3 6が挙 げ ら れる 。  
また 実 務 書 と し て は 、 朱 青 ・ 湯堅 ・ 宋 興 義 氏 （ 200 3） の 『 企 業移 転価
格税 務 管 理操 作 実 務 3 7』、劉 天 永 氏（ 20 09）の『 中 国移 転 価 格 実務 与 案 例
3 8』、周 自 吉 氏 （ 2011） の 『 移 転 価 格 基礎 理 論 与 実 務 操 作 3 9』が 挙 げ ら れ
る 。 大 手 会計 士 事 務 所に 勤 め る朱 氏 、 劉 氏、 周 氏 は、 実 務 の 視点 か ら諸
外国 の 移 転価 格 税 制 （日 本 を 含む ） の 制 度を 紹 介 しな が ら 、 現行 の 移転
価格 税 制 の問 題 点 に つい て 論 述さ れ て い る。  
中国 に お ける 移 転 価 格に 関 す るモ デ ル 分 析 で は 、陳潔・王 方 華 氏（ 200 5）
『多 国 籍 企業 移 転 価 格決 策 研 究 4 0』が あ る 。  
                                                                                                                                                       
3 3
 呉（ 2 001）は価 格 と税 収 に つい て 論 究 され 、 価 格の 設 定 の 影響 に 与 え
る要 因 の 分析 を 行 っ てい る 。 罰則 規 定 を 提言 し 、 企業 の 移 転 価格 を 通し
た悪 質 脱 税に つ い て 10%の 罰則 規 定 の創 設及 び 課 税当 局 に よ る厳 格 な 監
査シ ス テ ムの 創 設 を 提言 し て いる 。 企 業 の挙 証 責 任義 務 の 強 化を 主 張し
た。  
吴申 軍「 論 我 国移 転 価格 的 改 革改 善 」厦门大 学（ 博 士 論文 ）， 20 04 年，
総 166 頁  
3 4
 张学 斌「转让定价 税制 研 究 」西 南财经大学 （ 博 士博 士 論 文 ） ， 20 02
年 ， 総 1 75 頁  
3 5
 刘伟「 在华跨 国 公 司转让定 价税 收规制 的研 究 」东北财经大 学（ 博士 論
文 ） ， 2009 年 ，総 1 86 頁  
3 6萧承龄「 各国转让定 价法规与 国际利润归属问题」『 税务研 究（ TA X AT IO N  
R E SE A R C H  J O U R N AL）』 ， N o . 4， 19 98 年， pp .34 -3 8  
3 7
 朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理 操 作实务』中 国税务出 版
社 ， 20 03 年  
3 8
 刘 天 永『 中 国转让定价实务与案 例 』 法 律出 版 社 ， 20 09 年  
3 9
 周 自 吉『 移 転 価格 基礎 理 論 与実 務 操 作 』 中 国财政经济出 版 社 ， 2011
年  
4 0
 陈洁・王 方华『跨 国公 司转让定 价 决 策 研究 』 上 海財 経 大 学 出版 社 ，
2005 年  
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2 .中 国 に お け る 日 本 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
 中 国 に おけ る 移 転 価格 税 制 に関 す る 最 初の 書 籍 は王 鉄 軍 の 『转让定价
及 税务处理的 国际惯例』 で あ る。 こ の 書 籍は 管 理 会計 ア プ ロ ーチ の 手法
で、 ア メ リカ と 日 本 の移 転 価 格税 制 が 企 業へ 与 え る影 響 及 び 制度 内 容の
説明 を 行 って い る 。  
 中 国 に おけ る 日 本 の移 転 価 格税 制 に 関 する 研 究 は主 に 独 立 企業 間 価格
の算 定 方 法や 事 前 確 認制 度 と いっ た 簡 単 な条 文 の 翻訳 に と ど まっ て い る。
諸外 国 の 移転 価 格 税 制に 関 す る先 行 研 究 は主 に ア メリ カ 、 オ ース ト ラリ
ア 、日 本 、英国 及 び O E C D ガイ ドラ イ ン を中 心 と した 比 較 研 究が 散 見 さ
れ る 。  
 日 本 の 移転 価 格 税 制を 紹 介 して い る 論 文は戴海先氏（ 20 02）「 日 本 租税
回 避 税 制 及 び 啓 示 4 1」、尹暁宇氏 （ 2 006）「 中 日 移 転 価 格税收管 理 制 度 の
比 較 4 2」、苏莜華 氏 （ 1 992）「 日 本 租 税 回避 税 制の 実 施 手 順 与操 作 4 3」、赵
忠民氏（ 2 000）「 日 米 両国 に お ける 納 税 調 整制 度 の 生成 4 4」、吴晓慧氏（ 200 8）
「 日 本 の 移 転 価 格 税 制 事 務 運 営 指 針 の 特 徴 及 び 最 新 改 正 4 5」 が 挙 げ ら れ
る 。こ れら の 研 究は 、日本 の 移 転価 格 税 制 に関 す る 条文 の 紹 介 が多 い が、
中国 の 蘇 州課 税 当 局 に所 属 す る苏氏 だ け は日 中 移 転価 格 税 制 度を 比 較し
たう え 、 中国 の 移 転 価格 税 制 の改 善 点 を 提言 し て いる 。  
                                                   
4 1
 戴 海 先「 日 本租 税 回避 税 制 及び 啓 示」『安 徽 税务』安 徽省 国税 局 ， 2 00 2
年， pp .61 -6 3  
4 2
 尹 暁 宇「 中 日转让定价 税 收 管理 制 度 之 比较」『涉 外 税务（ I n t e rna t i ona l  
Taxa t io n  i n  C h i na）』 N o. 1， 2 006 年， pp .5 4 -5 8  
4 3
 苏莜 華「日 本 反 避 税税 制 的实施 程 序 与 操作 方 法 」『 涉 外 税务（ In t e rn a t i - 
ona l  Ta xa t io n  i n  C h i n a）』 N o.6， 1 992 年， pp .1 8 -2 1  
4 4
 赵忠 民「 日 美 两国 税收协调制度 的 建 立 」『 涉 外税务（ In t e r n a t i ona l  Tax - 
a t i on  i n  C h ina）』 N o. 1， 2 000 年， pp .3 4 -3 5  
4 5
 吴晓慧「 日 本转让定价 指 南 特点 及 最 新变化 」『涉 外 税务（ I n t e rna t i ona l  
Taxa t io n  i n  C h i na）』 N o.9， 2 008 年， pp .2 6 -2 9  
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3 .中 国 に お け る 日 中 移 転 価 格 税 制 の 比 較 研 究  
中 国 に お け る 日 中 移 転 価 格 の 比 較 は 各 国 の 条 文 を 比 較 分 析 し て い る
の は 前 述 の劉 天 永 、 朱青 、 周 自吉 等 の 大 手事 務 所 に所 属 す る 会計 士 によ
る文 献 の みで あ る 。 日本 の 判 例・ 裁 決 ま で比 較 分 析を 行 っ て いる の はな
い。 な お 、日 本 の 国 税レ ポ ー ト等 に 関 す るデ ー タ を用 い た 研 究は 見 当た
らな い 。  
中国 に お ける 日 中 移 転価 格 税 制に 関 す る 比較 研 究 は、 筆 者 の 知る 限り
は少 な い 。多 く の 博 士号 論 文 は端 的 に 日 本の 移 転 価格 税 制 に 関す る 制度
内容 に 触 れて い る が 、詳 細 な 条文 内 容 比 較が 特 に 少な い 。 日 本の 判 例分
析を 行 っ てい る の は 見受 け ら れな い 。  
図 表  2 - 2 中 国 に お け る 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 先 行 研 究 ま と め  
 
(出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。 )  
 
中国
日本の移転価格税制に関する研究
赵忠民（2000），吴晓慧（2008），戴海先(2006)，周自吉(2011)
中国の移転価格税制に関する研究
刘瑾（2009），刘瑾（2009），刘明霞（2010），边江峰（2012）（その他多数）
事例研究
刘伟（2009)，蓝晓燕（2012）
日中比較に関する研究
徐勤(2007)，劉天永(2009),李晶(2009),吴申军(2004)　　 （条文紹介のみ）
日本の移転価格税制に関する研究
×
中国の移転価格税制に関する研究
吴东旭（先行研究に係る内容に留まる）
日中比較を含む研究
×
日本の移転価格税制に関する研究
×
中国の移転価格税制に関する研究
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第 3 節  欧 米 に お け る 日 本 と 中 国 の 移 転 価 格 に 関 す る 研 究  
 外 国 に おけ る 日 中 両国 の 移 転価 格 税 制 に関 す る 研究 は 条 文 の解 釈 や他
国の 比 較 に関 す る も のが 多 い 。  
1 .欧 米 に お け る 日 本 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
日本 の 移 転価 格 に 関 する 研 究 は 、ま ず 、トウ 氏（ Tang  ，19 7 9）に よる
研 究 が 挙 げら れ る 。 この 研 究 は、 日 本 と アメ リ カ の移 転 価 格 税 の 比 較研
究で 、 日 米に お け る 独立 企 業 間価 格 の 利 用状 況 に 関す る ア ン ケー ト 調査
を 行 っ て い る 4 6。 ト ウ 氏 ら の 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 の 利 用 割 合 に つ
いて の ア ンケ ー ト 調 査は も っ とも は や い 調査 で あ った た め 、 日本 の みな
らず 中 国 の研 究 者 等 に幅 広 く 引用 さ れ て いる 。  
アブ ダ ラ 氏（ A bd a l l a h  ，1 989）は 日本 と 諸外 国 の 移転 価 格 税 制を 比 較
し、 日 本 の独 立 企 業 間価 格 の 算定 方 法 （ 基本 三 法 を指 し て い る） の 当時
のル ー ル は、1 979 年 の O E C D 報告 書 と米 国内 国 歳 入法 第 4 82 によ っ て 採
用さ れ 、 概説 さ れ た もの と 同 様で あ る 4 7と 指摘 さ れ てい た 。  
次に 、 日 本企 業 が 移 転価 格 を 用い る 要 因 分析 の 研 究は バ ッ ク リー 氏 ら
（ B u ck le y） に よ っ て 2 001 年 に 行わ れ てい る 。 この 研 究 で 、日 本 企 業は
高 い 課 税 を 避 け る た め に 移 転 価 格 税 制 を 利 用 し て い る 4 8 と 指 摘 し て い
る  。  
近 年 、 リ ュ ボ フ 氏 （ Li o ubo v， 2 01 2） は 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 は 、
利益 法（ 利 益分 割 法 、 T N MM 法 ）が 徐々 に主 流 に 向か っ て い く傾 向 が あ
                                                   
4 6
 Tan g， R oge r  Y. W. (1 979 )， Tran s fe r  P r ic i ng  P r ac t i ce s  i n  th e  U n i t edS t a t e s  
and  Ja pa n， P r ae ge r  P ub l i she r s  
4 7
 A bda l l ah，W.M . (19 8 9)， In t e rn a t ion a l  Tr a ns fe r  P r i c in g  P o l i c i e s  D ec i s io n : 
Mak i ng  G u ide l i ne s  f o r  Mu l t in a t i on a l  C om p an ie s， G r een w ood  P r e s s， p . 94  
4 8
 B uc k l e y， P e te r  J .  a nd  J a ne  F.  H ug he s（ 2 001） ， “ In cen t i ve s  t o  t r an s fe r  
p ro f i t s :  a  J ap an es e  p e r s pe c t i ve ”， A pp l i ed  E con om i cs， (3 3 )  ， p p . 2 009 -2 01 5  
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る 4 9と主 張 して い る 。  
 こ の よ うに 、 日 本 に関 す る 研究 は 主 に 、米 国 に おけ る 日 本 企業 に 係る
移転 価 格 を用 い る 所 得移 転 の 誘引 に 関 す る研 究 と 条文 の 解 釈 及び 比 較と
なっ て い る。  
2 .中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 研 究  
チン 氏（ C he n， 1 994）は、中 国 で活 動 す るか な り の割 合 の 外 国投 資 企
業 が 損 失 を 出 し て い る と 報 告 し た 5 0。 中 国 の 国 家 税 務 総 局 は 、 外 国 人 投
資 家 が 移 転価 格 を 用 いて 国 外 に に 利 益 を シフ ト さ せて い る と 主張 し てい
る 5 1。し か し、  ラル は（ La l l  ，19 73）（ そ のよ う な ）移 転価 格 の 危険 性 に
つい て の 議論 は 証 拠 がな く 、「単 に 根 拠 のな い ま たは 宣 伝 」とし 5 2、さ ら
に 、 チ ャ ン 氏 ら （ C han  ， 19 97） は 実 証 デ ー タ を 用 い て 、 中 国 に お け る
外国 投 資 企業（ 製造 業）は 国 内企 業 よ り も輸 入 品 に対 し 、平 均 11％よ り
高い 価 格 を支 払 っ て いる 。 こ れら の 企 業 はま た 、 ほぼ 同 じ 割 合で 輸 出に
対し 、通 常 より 高 い 価格 を 請 求し て い る 。こ の結 果 は 、外国 人投 資 家（ 外
国投 資 企 業） は 、 移 転価 格 操 作に よ っ て 、中 国 か ら外 国 に 利 益を 不 正に
移転 し て いる と い う 主張 と 矛 盾し て い る 。し た が って 、 こ れ らの 企 業で
生産 さ れ てい る 商 品 は中 国 国 内で の 対 応 （販 売 ） と比 較 し て 、よ り 高い
品 質 の 製 品 を 生 産 す る 傾 向 が あ る こ と を 示 唆 し て い る 5 3と 指 摘 し て い る 。 
                                                   
4 9
 Li oub o v  P ogo re l o va ,  “Tra de  an d  Tr an s fe r  P r i c i n g ”（ 2 0 1 2 )  ,  I N T E RTA X，
Volu me  4 0 ,  I s sue  1 ,p . 33  
5 0
 C he n， K. ( 199 4 ) ,“ Sh en  zh en  Mo ve s  on  Ta x  E va s io n  b y  Fo re i gn  F i r ms” ，
Sou th  C h i na  Mo rn i ng  P os t， ( Fe b r ua r y  1 9 )  
P o  (O ve r se a s  C h i ne se  D a i l y  N e ws ) (N o ve mb er  29 ) .）  
5 1
  C hen， K. (1 994 ) , “S he n  z hen  M o ves  on  Tax  E va s i on  b y  Fo r e ign  F i r ms ”  
5 2
  La l l， S .  (1 97 3 )， “Tr ans f e r  P r i c i ng  b y  M ul t in a t ion a l  Man uf ac t u r in g  
Fi r ms ”， O x ford  B u l l e t in  o f  E co nom ic s  an d  S t a t i s t i c s (A ug us t )， p .18 5  
5 3
 C ha n， H u ng  K.  a nd  L .  C ho w（ 199 7）， “ In te r na t io na l  Tr an s fe r  P r ic in g  Fo r  
B us in es s  O pe ra t i on s  I n  C h in a :  In du ce me n t s， R e gu la t i on  A nd  P ra c t i ce ”，
Jou rn a l  o f  B u s in es s  F in anc e  & A cco un t in g， 24 ( 9 )， O c t obe r  &  D ece mb er，  
p . 1 287  
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中 国 に お け る 最 初 の 移 転 価 格 税 制 を 取 り ま と め た 通 達 国 税 発 ［ 19 98］
59 号 が 公布 さ れ た 後 、欧米 に お ける 中 国の 移 転 価格 税 制 に 係る 研 究 が見
受け ら れ るよ う に な った 。  
り ー 氏 5 4（ L i， 20 0 1） は 発 展 と 発 展 途 上 国 の 視 点 か ら み た オ ー ス ト ラ
リア 、中国 と ニ ュー ジー ラ ン ドの 移 転 価 格制 度 の 比較 研 究 を 行っ て い る。
各国 の 条 文の 比 較 の みで あ る。さ ら に、チャ ン 氏 ら 5 5（ C han  ， 20 01）は
実証 デ ー タを 用 い て 、中 国 の 投資 環 境 と 中国 に お ける 外 資 企 業の 移 転価
格問 題 に つい て 論 究 して い る 。中 国 政 府 が移 転 価 格問 題 は 中 国の 税 収入
の流 出 を もた ら し 、 国家 の 投 資環 境 に も 悪影 響 を 与え て い る と主 張 して
いる が 、 本研 究 の 実 証デ ー タ では 中 国 政 府が 主 張 して い る こ とに は 事実
でな い こ と指 摘 し て いる 。  
中国 の 移 転価 格 税 制 に関 す る 研究 は 、 近 年改 正 さ れた 条 文 の 解釈 と移
転価 格 調 査が 強 化 さ れて い る 原因 に つ い ての も の があ る 。  
2008 年 に、中 国の 移 転価 格 税 制に 関 す る『特 別 納税 調 整』の 公布 に 伴
って 、、中 国 にお け る 企業 は ど のよ う に 移 転価 格 調 査の 準 備 を する の かに
つい て 、『 移 転 価格 調査 に お ける 企 業 の 自主 的 検 査 5 6』で 整 理 され た 。   
 ま た 、 ダ ニ エ ル 氏 （ D an i e l， 20 02）  は 中 国 の 移 転 価 格 調 査 に つ い て 、
中国 の 税 務調 査 に 各 独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 が 用い ら れ る 可能 性 とそ
の理 由 5 7を 検討 し て い る。  
                                                   
5 4
 L i， J i a n ( 200 7 ) , “Tr a ns fe r  P r i c in g  A u d i t s  i n  A u s t r a l i a， C h i na  a nd  N e w  
Z ea la nd :A D e ve l op ed  V S .  D e ve lo p ing  C o un t r i e s  P e r s pe c t i ve ” , In t e rn a t ion，
pp . 200 9 -20 15  
5 5
 C ha n， H u ng  K.  an d  L .  C h o w ( 200 1 ) , “ C o rp o r a te  E n v i ro n men t s  a nd  
In t e r na t io na l  Tra ns fe r  P r i c in g : an  E mp i r i ca l  S tud y  o f  C h i na  i n  a  D e ve lo p ing  
E con o m y Fr a me wo r k゛ ， A c co un t ing  a nd  B u s ine s s  R es ea rch， 31( 2 )，
pp . 103 -118  
5 6
 “Tran s fe r  p r i c in g  in ves t i ga t io n  ve r s u s  s e l f - i n s pe c t ion ” ,  In t e rn a t io na l  Ta x  
R e v ie w， Vo l .2 3， I s s ue  7（ 20 12 )， p . 38  
5 7  H o， D an ie l  H . K.  an d  P e te r  T.Y.  La u（ 2 00 2）， “ A Tax  S tu d y  O f  Tra ns f e r  
P r i c i ng  In  C h i na” ， The  I n te rna t i ona l  Ta x  Jo ur na l， 28 ( 4 )  
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また 、ア ゼマ ー ル 氏 ら（ A ze ma r l，20 09）は新 興 国 で、日 本 の 親企 業は
高 R＆ D 合弁 事 業 へ の投 資 が 少な い 傾 向 があ る 5 8と 指摘 し て い る。一 方、
日本 は E U 諸国 の 重 要な 投 資 国で あ る 。 また 、 日 本の 親 会 社 は、 研 究開
発集 約 型 企業 で あ る 場合 は 、移 転 価 格を 操作 す る 可能 性 が 高 いと 指 摘 し、
日本 の 国 外関 連 会 社 は外 国 の 課税 当 局 に よる 移 転 価格 課 税 を 受け る 可能
性 が あ る 5 9こと を 示 唆 して い る 。  
り ー の モ デル 分 析 に よる と 、 大手 企 業 と 有形 資 産 の取 引 又 は 資金 調達
を行 っ て いる 比 較 的 に小 規 模 な 企 業 に 対 して 、 中 国 の SAT（ 中国 の 国家
税務 総 局 ） は 移 転 価 格調 査 に 力を 入 れ て いる 6 0。  
次 に 、 デ ・ ソ ウ ザ 6 1（ D e Sou za， 20 13） は 中 国 で は 日 本 企 業 が 移 転 価
格調 査 の 対象 に な り やす い 。 なぜ な ら ば 、中 国 に おけ る 日 本 の関 連 会社
は 比 較 的 低 い 利 益 率 を 用 い て い る 6 2か ら だ と 主 張 し て い る 。 ま た 、 中 国
の移 転 価 格税 制 に 関 する 法 規 等に つ い て の解 釈 を 行っ て い る 研究 が あ る。
チョ ウ 6 3（ Z h a n g， 1 99 9）と N g 6 4（ 20 10）は 中国 に お ける 最 新 法 規『 特 別
                                                   
5 8
 A ze ma r1 ,C . and  G reg o r y  C o r co s ( 200 9 )， M ul t i na t ion a l  F i rm s ’ 
H e t e ro ge ne i t y  in  Ta x  R es pon s iv en es s :  T he  R o l e  o f  Tr an s fe r  P r ic i ng ， T he  
Wor l d  E con o m y,  p .1 3 11 .  
5 9
 A ze ma r l， C . and  G r e go r y  C or co s (20 09 )， Mu l t ina t i ona l  F i rm s ’ 
H e t e ro ge ne i t y  in  Ta x  R es pon s iv en es s :  T he  R o l e  o f  Tr an s fe r  P r ic i ng ， p . 131 5  
6 0
 L i， J i a n ( 200 7 )， “Tr ans f e r  P r i c i ng  A ud i t s  i n  A u s t r a l i a， C h i na  a nd  N e w  
Z ea la nd :A D e ve l op ed  V S .  D e ve lo p ing  C o un t r i e s  P e r s pe c t i ve ” , p . 2 8  
6 1
 D e  S ou za ,G . (20 13 )， “W ha t  the  U N  M an ua l  R ea l l y  M ea ns  f o r  C h i na? ”，
IN TE R TA X， 4 1( 5 )  
6 2
 SAT（中 国 国家 税 務 総局 ） は 、 20 12 年 1 0 月 にお い て税 務 職 員に 対 す
る実 施 し た講 習 に お いて 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 にお い て 、 比較 対 象に
日本 の よ うな 先 進 国 を用 い る 場合 に い く つか の 調 整が 必 要 で ある こ とを
述べ て い た。 な ぜ な らば 、 こ のよ う な 企 業は 全 体 的な 利 益 率 は比 較 的に
低い こ と にあ る か ら であ る 。 D e  So uz a， G . (2 01 3)， “ Wha t  th e  U N  Man ua l  
R ea l l y  Me an s  f o r  C h i na? ”， IN T E R TA X， 4 1(5 )， p .3 33  
6 3
 Z ha ng， X i n (19 99 ) , “ C h i na  I s sue s  N e w R u l e  o n  Tr an s fe r  P r i c ing ”，
IN TE R TA X， Vo l .2 7， I s su e . 2  
6 4
 N g， C hr i s t in a  Y.M .  (20 10 )， “T he  N e w  Tr ans f e r  P r i c i ng  R u le s  and  eg u l -  
a t i on s  in  C h i na  : I mp a c t  o n  Fo r e ig n  In ve s to r s ”， In t e rn a t ion a l  Ta x  J ou rn a l，
Ma rch –A p r i l（ 36）  
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納税 調 整 』に つ い て その 解 釈 と注 意 点 に つい て 述 べて い る 。  
外 国 に お け る 日 中 両 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る も の は 条 文 の 解 釈 や
執行 上 の 問題 点 に 関 する 検 討 が多 く み ら れる 。 し かし 、 税 制 度の 詳 細条
文の 比 較 及び 判 例 研 究を 踏 ま えた 研 究 は 筆者 の 知 る限 り 少 な い。  
この よ う に、 中 国 に おけ る 移 転価 格 税 制 の研 究 は 、中 国 税 制 体制 の整
備状 況 の 不足 点 と 移 転価 格 税 制の 問 題 点 を中 心 と して 、 ま た 経済 学 とし
ての 移 転 価格 の モ デ ル分 析 も 散見 さ れ る 。ま た 、 海外 に お け る日 中 移転
価格 税 制 の研 究 は 単 なる 日 本 と中 国 の 移 転価 格 制 度の 紹 介 及 び移 転 価格
の決 定 要 因に 関 す る 研究 が 主 なも の で あ る。 本 論 文の よ う に 、移 転 価格
税制 が 企 業 の 経 営 に おけ る 重 要性 を 明 確 にし た う えで 、 日 中 移転 価 格税
制に 関 す る変 革 、条 文 、判 例・中国 に お ける 事 例 を総 合 的 に 比較 分 析 し、
納税 者 で ある 企 業 側 の立 場 か ら、 日 中 移 転価 格 税 制に 対 す る 提言 を 行っ
てい る も のは 見 受 け られ な い 、こ こ に 本 研究 の 独 自性 が あ る 。  
 
3 .日 中 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 比 較 研 究  
 外 国 に おけ る 日 中 の移 転 価 格税 制 に 関 する 比 較 研究 は 、 制 度内 容 の比
較に と ど まっ て い る 。例 え ば 、諸 国 の 移 転価 格 税 制 の ガ イ ド ライ ン に 関
わ る 比 較 研 究 は 、 ト ウ 氏 ら （ Ta ng ， 1 992 ） 6 5 、 フ ェ ン ス カ レ イ バ 氏 ら
（ Fe i ns ch re i be r， 20 1 0） 6 6  等 が ある 。  
 
 
 
                                                   
6 5   Tang， R o ge r  Y.W.（ 19 92）， “ Tr an s f e r  P r i c in g  i n  t he  19 90 s :  t he  E mph a s i s  
i s  o n  Mu l t in a t ion a l  a nd  Tax  I s su es” ， M a nag em en t  A cco un t in g， Fe b rua r y  
6 6
 Fe in s ch re ib e r， R .  a nd  Ma rga re t  Ken t (2 01 0 )， “ Wha t  th e  U N  M anu a l  
R ea l l y  Me an s  f o r  C h i na? ”， C or po ra t e  B us i nes s  Ta xa t io n  Mon t h l y  
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図 表  2 - 3 欧 米 に お け る 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 先 行 研 究 ま と め  
 
(出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。 )  
小 括   
 本 章 で 述べ て き た よう に 、 日本 、 中 国 、欧 米 に おけ る 移 転 価格 税制
にか か わ る先 行 研 究 を 理 論 研 究、 実 証 研 究 及 び モ デル に よ る 研究 （ マク
ロ経 済 と ミク ロ 経 済 ）の 3 つ の 研究 手 法 に分 け 検 討し 本 研 究 の独 自 性を
明ら か に した 。  
まず 、 移 転価 格 税 制 に関 す る 制度 の 沿 革 及び 現 行 条文 の 問 題 点に 関わ
る先 行 研 究（ 理 論 研 究） に つ いて 検 討 し た。  
欧米 に お ける 日 本 と 中国 の 移 転価 格 税 制 に関 わ る 比較 研 究 は 、多 数国
に関 す る 移転 価 格 税 制の 現 行 制度 を 紹 介 する 実 務 書の レ ベ ル に留 ま って
いる 。 ま た、 欧 米 に おけ る 日 本と 中 国 の 移転 価 格 税制 に 関 す る判 例 や事
例に 関 す る研 究 は 筆 者の 調 べ る限 り な い 。  
欧米
日本の移転価格税制に関する研究
S. Lall(1973)，S.I. Langbein(1992)，
中国の移転価格税制に関する研究
Yong　Zhang and John Wm. Reifenburg（1991），K. Hung Chanら（1997），Xin　Zhang（1999)，Sun，Hai shun
（1999），Ho，Daniel H.K. and Peter T.Y. Lau（2002），
Jian Li（2007），Ghassemi，Fereidoun and I. White（2007），
Christina Y.M.Ng． (2010)，Feinschreiber，R. and Margaret Kent（2010），Riccardi，Lorenzo (2013)
日中比較に関する研究
Feinschreiber，R.（2000）， McPherson's Printing Group（2009） 　　　　　　　（実務書のみ）
日本の移転価格税制に関する研究
Tang，Roger Y.W.（1979），Tang，Roger Y.W.（1992），Tang，Roger Y.W.（1993）
中国の移転価格税制に関する研究
×
日中比較を含む研究
Tang，Roger Y.W.（1992）　　　                       　　　（移転価格の決定要因分析）
日本の移転価格税制に関する研究
×
中国の移転価格税制に関する研究
K. Hung Chan and Lynne Chow(2001), Agnes W. Y. Lo, Raymond M. K. Wong, and Michael Firth8(2010)
日中比較を含む研究
×
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日本 に お ける 日 中 の 移転 価 格 税制 に 関 す る研 究 は 近年 増 え て きた 。主
に、税 理士 の 実務 家 であ る 亀 井氏（ 20 09）、安 達 氏（ 2011）及 び山 田 ＆ パ
ート ナ ー ズ（ 20 15） が書 か れ た『 日 中 移 転価 格 税 制に 関 す る 比較 』 が挙
げら れ る 。こ れ ら の 研究 は 実 務家 の 視 点 から 移 転 価格 税 制 に 係る 法 体系
と変 遷 及 び現 行 条 文 の比 較 を して い る 。 しか し 、 これ ら の 研 究は 日 中の
移転 価 格 税制 に 関 す る事 例 ・ 判例 ・ 裁 決 に触 れ て いな い 。 さ らに 、 王家
俊 氏 （ 20 1 3） に よ る 「 日 中 移 転 価 格 税 制 の 研 究  -両 国 の 制 度 及 び 執 行 に
つい て の 比較 研 究 -」が挙 げ ら れる 。王氏 は日 本 の 移転 価 格 税 制を 取 り ま
とめ た う えで 、 中 国 の移 転 価 格税 制 の 制 度及 び 執 行上 の 問 題 点に つ いて
言及 し 、 さら に 制 度 とし て 優 れて い る 日 本の 移 転 価格 税 制 の 制度 を 参考
に中 国 の 税制 度 及 び 執行 に 係 る改 善 点 に つい て 提 言を 行 っ て いる 。  
 中 国 に おけ る 日 本 の移 転 価 格税 制 に 関 する 研 究 は筆 者 の 調 べる 限 り、
少な い 。 多く の 実 務 家の 研 究 と博 士 論 文 にお い て は、 他 国 の 移転 価 格税
制に 関 す る研 究 の 中 で、 日 本 の移 転 価 格 税制 の 現 行制 度 に つ いて 紹 介を
行っ て い る。 同 じ く 、日 本 の 判例 ・ 裁 決 まで 踏 ま えた 研 究 は 見当 た らな
い 。  
 次 に 、 移転 価 格 税 制に 係 る 実証 研 究 に つい て 検 討し た 。 移 転価 格 税制
に係 る 実 証研 究 は 管 理会 計 の 視点 か ら 企 業が 取 引 価格 （ 移 転 価格 ） の決
定 要 因 に 係 る ア ン ケ ー ト 調 査 が あ る 。 こ の 研 究 は 、 ト ウ 氏 ら （ Tang，
1979 ,1 992 ,1 997）の 研 究 は も っと も 早 か った 。日本 で はこ の 研究 を 基 に、
自ら ア ン ケー ト を 行 った 研 究 はい く つ か （井 田 氏 、梅 田 氏 、 小畠 氏 ら、
李氏 ら ） が見 受 け ら れた 。 中 国に お い て は、 ト ウ 氏ら に よ る 研究 を 引用
され た 例 はみ ら れ る が、 自 ら アン ケ ー ト 調査 を 行 った 研 究 が なか っ た。
した が っ て、 ト ウ 氏 ら に よ る 実証 研 究 は 、移 転 価 格税 制 に 係 る実 証 研究
を代 表 す るも の で あ ると い え る。  
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最後 に 、 モデ ル に よ る分 析 の 研究 は 、 移 転価 格 課 税が マ ク ロ 経済 とミ
クロ 経 済 に与 え る 影 響の 視 点 から の 二 つ のア プ ロ ーチ に 分 け られ る 。ミ
クロ 経 済 から の ア プ ロー チ と は多 国 籍 企 業に お け る移 転 価 格 の設 定 が企
業グ ル ー プの 全 体 の 収益 へ の 影響 に 関 す るも の で ある 。 一 方 、マ ク ロ経
済か ら の アプ ロ ー チ とは 企 業 の移 転 価 格 によ る 利 益の 移 転 は 国の 税 収へ
の影 響 を 指す 。 こ う した 経 済 学か ら の ア プロ ー チ はア メ リ カ の諸 外 国で
1980 年 に盛 ん に 行 われ て き た 。し か し 、日本 と 中 国に お け る研 究 は 少な
がっ た 。  
上述 の よ うに 、 欧 米 、日 本 及 び中 国 に お いて 、 い ずれ も 本 研 究の よう
に、 日 中 の税 制 改 正 の沿 革 、 移転 価 格 税 制の 沿 革 、現 行 条 文 及び 日 本の
判例 ・ 裁 決と 中 国 の 事例 を 踏 まえ 、 総 合 的に 両 国 の制 度 及 び 執行 に 比較
研究 の 上 、両 国 の 制 度及 び 執 行の 問 題 点 を明 ら か にし 、 さ ら に提 言 を行
った 研 究 は見 当 た ら ない 。 こ こに 本 研 究 の独 自 性 があ る 。  
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第Ⅱ部  日中移転価格税制の沿革の比較  
 
第 3章  日本の移転価格税制の沿革  
 
は じ め に  
日本 の 移 転価 格 税 制 は、 1986 年 に『 租 税 特別 措 置 法』に おい て条 文 化
され て い る 。移転 価 格税 制 の 創設 ま で の 経緯 は 、まず 19 77 年に 衆 議 院外
務委 員 会 にお い て 、 外国 に あ る親 子 会 社 との 間 に 行わ れ る 取 引に お ける
振替 価 格 （移 転 価 格 ）を 利 用 した 所 得 移 転に よ る 租税 回 避 等 を規 制 する
措置 に つ いて の 検 討 が行 わ れ 、そ の 後幾 度の 検 討 を経 て 1 98 6 年 に条 文 化
され た と いう も の で ある 。  
移転 価 格 課税 の 歴 史 的な 流 れ を 辿 る と 、 ①移 転 価 格税 制 導 入 前、 ②移
転価 格 税 制の 導 入 、 ③移 転 価 格課 税 の 開 始、 ④ 移 転価 格 課 税 の強 化 と各
国 と の 税 金 摩 擦 の 発 生 、 ⑤ 移 転 価 格 課 税 の 一 定 水 準 で の 安 定 と 相 互 協
議・ 事 前 確認 の 増 加 、 ⑥ 相 互 協議 ・ 事 前 確認 の 定 着、 と い う 流れ で まと
める こ と がで き る よ う 6 7。  
大 河 原 健 氏 は 、 日 本 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 重 要 な 改 正 に つ い て 、
1986 年 の制 度 創 設、1991 年 の税 制 改 正（ 更正 期 限 の延 長、課 税当 局 の 調
査期 限 の 創設 及 び 国 外関 連 者 に対 す る 寄 付金 の 全 額不 算 入 等 ）及び 2004
年の 独 立 企業 間 価 格 の計 算 方 法と し て T N MM の 導 入 6 8を挙 げ てい る 。  
また 、 和 波英 雄 氏 は 上記 の 変 遷か ら は 、 先ず 、 移 転価 格 調 査 にも とづ
く更 正 処 分が 可 能 な 期間 が 3  年 か ら 6 年へ と 延 長さ れ 、調 査対 象 法 人と
                                                   
6 7
 前 掲 書， 成 立 ・伏 見俊 之 『 日中 移 転 価 格税 制 』 p .2 4  
6 8
 大 河 原健『 移転 価 格分 析 の 課題 と 改 善 策の 研 究 』中 央 公 論 事業 ， 200 5
年 ， pp .67 -6 8 を 参 考 にし た 。  
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取引 関 係 のな い 同 業 比較 対 象 企業 へ の 質 問検 査 権 が付 与 さ れ る等 、 権限
の及 ぶ 範 囲が 拡 大 さ れて い っ た経 緯 が 読 み取 れ る 。ま た 、 移 転価 格 税制
に 基 づ く 情 報 申 告 と し て 確 定 申 告 に 添 付 が 義 務 付 け ら れ て い る 別 表 1 7  
の 3「 国 外関 連 者 に 関す る 明 細書 」 の 記 載事 項 の 様々 な 追 加 がさ れ てい
っ た 流 れ 、 取 引 単 位 営 業 利 益 法 （ T N MM） を は じ め と す る 新 た な 移 転 価
格の 算 定 方法 が 追 加 され て い った 変 化 等 、移 転 価 格税 制 の 強 化を 図 るた
めの 多 く の税 制 改 正 がみ ら れ る。 さ ら に は、 国 際 的二 重 課 税 を自 動 的に
発生 さ せ る移 転 価 格 課税 は 、 課税 当 局 ど うし の 相 互協 議 に よ って 、 その
解消 が 図 られ る こ と が多 い が 、協 議 が 長 期間 に 及 ぶ点 を 勘 案 して 、 この
間の 納 税 を猶 予 す る 制度 も 施 行さ れ て い る 6 9と述 べ られ て い る 。  
 そ こ で 、筆 者 は 日 本の 移 転 価格 税 制 の 沿革 は 、 移転 価 格 税 制の 導入
から 現 行 条文（ 2 014 年）ま での 改 正 過程 を、大 きく 日 本 の移 転価 格 税 制
の「 模 索 期（ 生 成 期 ）」、「 発展 期」「 成 熟 期」 の 3 段 階に 分 け るこ と がで
き る と 考 える 。  
第 1 段 階 （ 19 86～ 2 0 01） は 、 日本 の 移 転 価格 税 制 の模 索 期 で ある 。第
1 段 階で は、移 転 価 格に 関 す る基 本 的 な 計算 方 法（ 基 本三 法 、詳 細 は第 3
章 第 3 節 で詳 解 す る 。） 等 の規 定 が 設け られ た 。第 2 段 階 （ 2002～ 200 7）
年は 、 日 本の 移 転 価 格税 制 の 「発 展 期 」 であ り 、 この 期 間 に おい て 、企
業の 経 済 グロ ー バ ル 化の さ ら なる 進 展 の 影響 を 受 け、 国 外 関 連会 社 との
取 引 パ タ ー ン の 多 様 化 に 対 応 し た 無 形 資 産 や 役 務 提 供 に 係 る 計 算 方 法
（取 引 単 位利 益 法 、 利益 分 割 法、 詳 細 は 第 1 章 第 4 節で 詳 解 する ） の導
入等 が 図 られ た 。第 3 段 階（ 2 00 8～ 201 3）は 、日本 の 移 転価 格税 制 の「成
熟期 」で あ り、こ の 期間 に お いて 国 外 関 連会 社 と の取 引 に 係 る書 類 の「文
書化 」 が 義務 化 付 け られ 、 さ らに 、 独 立 企業 間 価 格の 算 定 方 法の 選 定に
                                                   
6 9
 太 陽 A SG エ グゼ ク ティ ブ ・ ニュ ー ス  2 009 年 3 月  第 73 号  
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おい て 、優 先順 の 廃 止（最 も 適 切な 方 法 を適 用 す る ）の 改 正 が行 わ れ た。
第 3 段 階 で は移 転 価 格税 制 の 国際 的 整 合 性が 図 ら れ、 世 界 基 準へ の 歩み
寄り が 見 られ た 。  
本章 で は 、ま ず 日 本 の法 律 体 系及 び 日 本 の税 制 改 正を 概 観 す る。 次に
日本 の 移 転価 格 税 制 が税 制 改 正の 全 体 に 占め る 位 置づ け を 明 確に す る。
さら に 、 日本 の 移 転 価格 税 制 の沿 革 を 上 記の 3 段 階 に分 け 、 各段 階 にお
ける 移 転 価格 税 制 の 特徴 に つ いて 論 究 す る。  
 
第 1 節  日 本 の 税 法 に 係 る 体 系 と 日 本 の 税 制 改 正  
1 .租 税 法 律 主 義  
日 本 国 憲 法第 3 0 条 は、「 国民は、法律の定めるところにより、納税
の義務を負う。」 と 規 定 し て い る。 こ の 規 定は 法 的 効果 に お い て、 国 民
は法 律 の 定め に よ ら ずし て 、 納税 の 義 務 を負 う こ とは な い 旨 を宣 明 する
も の 7 0で あ る 。又 、同 法第 84 条 で「 あ ら たに 租 税 を課 し 、ま たは 現 行 の
租税 を 変 更す る に は 、法 律 ま たは 法 律 の 定め る 条 件に よ る こ とを 必 要と
す る 7 1。」 と 規 定 し 、 租 税 法 律 主 義 を 明 確 に し て い る 。 ま た 、 同 法 第 41
条 で 「 国 会 は 国 権 の 最 高 機 関 で あ っ て 、 国 の 唯 一 の 立 法 機 関 で あ る 7 2」
と 規 定 さ れて い る 。  
した が っ て、 日 本 に おけ る 租 税の 根 拠 は 「租 税 法 律主 義 」 と 憲法 に明
記さ れ て おり 、 ま た 国会 は 国 権の 最 高 機 関で あ り 、国 の 唯 一 の立 法 機関
であ る こ とも 憲 法 に おい て 規 定さ れ て い る。  
これ に よ って 、 行 政 機関 が 自 由裁 量 に よ り課 税 を 行う こ と を 排除 して
いる の で ある 。 し た がっ て 、 日本 の 税 務 行政 は 、 必ず 法 律 に 基づ い たも
                                                   
7 0
 金 子 宏『 租 税 法〔 第 19 版〕』弘 文 堂 ， 2014 年 ， p . 20  
7 1
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .7 3  
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ので あ り 、法 律 に 定 めら れ た とこ ろ に よ り執 行 す るも の で な けれ ば なら
な い 7 3。  
2 .租 税 原 則  
税制 の 準 拠す べ き 一 般的 基 準 を課 税 原 則 とい う 。 この 課 税 原 則と し て、
一般 的 に 「公 平 」「 中立 」「簡 素」「 国 際 的整 合 性 」が 挙 げ ら れる 7 4。  
3 .日 本 租 税 法 の 法 源  
 (1 )  税 法 の 種 類 と そ の 内 容  
租税 法 （ 税法 ） の 法 源に は 、 憲法 ・ 法 律 ・命 令 ・ 条例 ・ 規 則 等の 国内
法源 と 条 約・ 交 換 公 文等 の 国 際法 源 と が ある 。 こ の 中 で も 最 も重 要 なの
は、 法 律 であ る 7 5。 ま た、 判 例 も租 税 法 の 法源 の 一 種で あ る 7 6。  
その 他 、 国税 庁 長 官 また は 国 税局 長 が 、 国家 行 政 組織 法 第 1 4 条 第 2
項に 基 づ き下 部 機 関 や職 員 に 対し て 発 す る職 務 上 の命 令 で あ る通 達 と事
務運 営 指 針が 挙 げ ら れる 。通 達 7 7は 、国 税 庁で は 税 法解 釈 の 統 一を 行 い 、
                                                                                                                                                       
7 2
 憲 法第 41 条  
7 3
 『 税 法入 門  平成 26 年 度 版』 税 務 大 学校 ， 2014 年 ， p .20  
7 4
 森 信 茂樹 『 日 本の 税制 』 岩 波書 店 ， 2 0 10 年 ， p .8  
7 5
 金 子 宏『 租 税 法〔 第 15 版〕』弘 文 堂 ， 2010 年 ， p . 93  
7 6
 金 子 氏は「 裁 判 所 の判 決 は 、具体 的 な 訴訟 の 解 決を 目 的 と する が 、そ
の理 由 中 に示 さ れ た 法の 解 釈 が合 理 で あ る場 合 に は、 そ れ は 先例 と して
尊重 さ れ 、や が て 確 立し た 解 釈と し て 一 般的 に 承 認さ れ る よ うに な る。
この よ う な一 般 的 な 承認 を 受 ける に 至 っ た裁 判 所 の解 釈 を 判 例と い う が、
判例 も 租 税法 の 法 源 の一 種 で ある 。」と 指摘 し て いる 。  
前掲 書 ， 金子 宏 『 租 税法 〔 第 19 版〕』 p . 108  
7 7
 税 務 通達 の 存 在に つい て は 、い わゆ る［ 通達 行 政 ］と いわ れ るよ う に 、
その 弊 害 が指 摘 さ れ るこ と が 多い が 、 税 務官 庁 内 部に お け る 解釈 の 統一
（課 税 の 公平 ） を 図 るた め に は不 可 欠 で あろ う 。 問題 は 、 そ の存 在 が納
税者 側 に も容 認 さ れ るも の （ 理論 的 に 容 認さ れ る もの ） で あ って 、 かつ
その 存 在 が納 税 者 側 の法 的 安 定性 と 予 測 可能 性 に 資す る も の であ る こと
が必 要 で ある 。  
品川 芳 宣『 租税 法 律 主義 と 税 務通 達 -税 務通 達 を めぐ る ト ラ ブル の 実践
的解 決 』 ぎょ う せ い ， 20 04 年， p .11  
課 税 要 件 法 定 主 義 の 趣 旨 か ら す れ ば 、 法 源 に あ た ら な い 税 務 通 達 は 、
法令 の 解 釈事 項 に 限 定さ れ 、 その 域 を 出 るこ と は ない 。 し か しな が ら、
税務 通 達 にお い て は 、時 に は 、法 令 の 根 拠が 不 明 であ っ た り 、法 令 の規
定に 代 替 する （ あ る いは 法 令 の規 定 に 反 する ） よ うな 規 定 も まま 見 受け
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長 官 が 下 部 機 関 に 命 令 し て 税 務 職 員 が 行 う 税 法 運 用 の 統 一 を 図 る 7 8た め
のも の で あり 、 事 務 運営 指 針 は仕 事 の や り方 を 示 した 通 達 で ある 。 これ
ら は 法 源 では な い が 、実 際 に 極め て 重 要 な機 能 を 果た し て い る 7 9。  
日本 の 税 法は 、 内 国 税の 場 合 、各 税 目 に つい て そ れぞ れ 単 独 の形 で定
め ら れ て い る 。 税 目 別 で 直 接 税 、 間 接 税 と そ の 他 （ 流 通 税 等 ） 8 0に 分 け
られ る 。 法人 税 法 は 直接 税 関 係に 含 ま れ る。  
また 、 税 法の 内 容 を まと め て みる と 、 次 の四 つ に 分類 さ れ る 。① 各税
目ご と に 課税 用 件 な どを 規 定 する 実 体 法 、② 賦 課 徴収 な ど 租 税債 権 の実
現の た め の手 続 き を 規定 す る 手続 法 、 ③ 不服 申 し 立て や 訴 訟 など 、 納税
者の 権 利 救済 を 規 定 する 救 済 法、 ④ 税 法 違反 に 対 する 罰 則 等 を規 定 する
処罰 法 が ある 8 1。  
実体 法 は 課税 物 件 の 相違 に よ って 、収得 税（ 所 得 税・法 人税 、住 民 税 ・
事業 税 ）・ 財 産 税（ 相続 税 ・ 贈与 税 ・ 地 価税 ・ 固 定資 産 税）・消 費 税 （酒
税・ 関 税 ）及 び 流 通 税（ 登 録 免許 税 ・ 印 紙税 ・ 不 動産 取 得 税 ）の 4 種に
                                                                                                                                                       
られ る 。  
前掲 書 ，品 川 芳宣『 租税 法 律 主義 と 税 務 通達 -税 務 通 達 を め ぐる ト ラブ
ルの 実 践 的解 決 』 p . 15  
7 8
 前 掲 書，『税 法 入 門  平 成 26 年 度 版』 p .25  
7 9
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 15 版〕』 p .9 3  
 法 律 、 政令 、 省 令 の全 部 を 総称 し て 「 法令 」 と いう 言 葉 が 使わ れ てい
る。「 政令 」 は 、内 閣が 制 定 する も の を 言い 、「省 令 」 は各 省大 臣 が 定め
るも の を いう 。  
前掲 書 ，『 税 法 入門  平 成 26 年 度 版』 p .22  
「通 達 」 は、 そ れ 自 体に 法 的 規範 力 が あ るわ け で はな い 。 し かし 、納
税者 が こ れら の 通 達 で示 さ れ たか い す や く赤 椅 子 役に 従 っ て いる 限 り後
日更 正 を 受け な い と いう 意 味 で、 実 務 上 大き な 影 響力 を 有 し てい る 。  
川田 剛『 五訂 版  基 礎か ら 学 ぶ法 人 税 法 』大 蔵 財 務協 会 ，20 0 9 年，p . 21  
8 0
 「直 接 税」に は、所得 税 法、法 人 税法 、相 続 税法 、地 価 税 法が 含 ま れ
る。「 間接 税 」 には 、酒 税 法 、消 費 税 法 、揮 発 油 税法 、 地 方 揮発 油 税 法、
石油 石 炭 税法 、 石 油 ガス 税 法 、航 空 機 燃 料税 法 、 電源 開 発 促 進税 法 、煙
草税 法 が 含ま れ る。「 そ の 他 （流 通 税 等 ）」 に は、 登 録 免許 税法 、 印 紙税
法、 自 動 車重 量 税 法 が含 ま れ る。  
8 1
 前 掲 書，『税 法 入 門  平 成 26 年 度 版』 p .22  
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大 別 す る こ と が で き る 8 2。 租 税 手 続 法 と は 租 税 の 確 定 及 び 徴 収 の 手 続 き
に関 す る 法律 を い う 。租 税 手 続法 の 法 源 は、 国 税 につ い て は 、国 税 通則
法 8 3と 国 税 徴 収 法 で あ る 。 地 方 税 の 確 定 と 徴 収 に つ い て は い う ま で も な
く、 地 方 税法 が 必 要 な定 め を なし て い る 8 4。  
租税 法 律 関係 に 関 す る訴 訟 を 租税 訴 訟 と いい 、 租 税訴 訟 に 関 する 法を
租税 訴 訟 法と い う 。 租税 訴 訟 は、 行 政 庁 への 不 服 申し 立 て と 訴訟 か らな
る 8 5。  
図 表  3 -1 にあ る よ う に、日本 の 法 人税 法 に関 す る 体系 は 本 則 規定・課
税所 得 計 算の 特 例 規 定・ 手 続 法に 分 け る こと が で きる 。 さ ら に、 本 則規
定に は 、 法源 で あ る 法人 税 法 ・法 人 税 法 施行 令 ・ 法人 税 法 施 行規 則 があ
り、 法 源 でな い 法 人 税法 取 扱 い通 達 が 含 まれ る 。 課税 所 得 計 算の 特 例規
定と し て 、法 源 で あ る租 税 特 別措 置 法 ・ 特別 措 置 法施 行 令 ・ 特別 措 置法
施行 規 則 及び 法 源 で ない 特 別 措置 法 通 達 が含 ま れ る。 最 後 に 、手 続 法と
して 、 法 源 で あ る 国 税通 則 法 ・国 税 通 則 法施 行 令 ・国 税 通 則 法施 行 規則
及び 法 源 でな い 国 税 通則 法 通 達が 含 ま れ る 。図 表  3 -1 で 示 さ れて い るよ
うに 、 日 本の 移 転 価 格税 制 は 法人 税 法 （ 本法 ） に 規定 さ れ て おら ず 、租
税特 別 措 置法 に 規 が を設 け ら れて い る 。 また 、 移 転価 格 調 査 の基 本 方針
を規 定 す る移 転 価 格 事務 運 営 要領 （ 事 務 運営 指 針 とも 呼 ぶ ） は課 税 庁の
調査 に 極 めて 重 要 で ある の に もか か わ ら ず、 法 源 でな い た め 、法 的 拘束
力を 有 し ない 。  
 
                                                   
8 2
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 15 版〕』 p .1 63  
8 3
 こ の 法 律 は 、 国 税 に つ い て の 基 本 的 な 事 項 及 び 共 通 的 な 事 項 を 定 め 、
税法 の 体 系的 な 構 成 を整 備 し 、か つ 、 国 税に 関 す る法 律 関 係 を明 確 にす
ると と も に、 税 務 行 政の 公 正 な運 営 を 図 り、 持 っ て国 民 の 納 税義 務 の席
生活 円 滑 な履 行 に 資 する こ と を目 的 と す る。（ 国税 通 則 法第 1 条 ）  
8 4
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 15 版〕』 p .6 67  
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図 表  3 - 1 日 本 の 法 人 税 法 に 係 る 体 系  
法律
レベル
本則
規定
課税所得計算の
特例規定
手続法
法律
効力
法律 法人税法
租税特別措置法
（措法66-4、66-5）
国税通則法
(例：国税通則法　第69条）
政令 法人税法施行令
特別措置法施行令
（措法令39-12）
国税通則法施行令
省令 法人税法施行規則
特別措置法施行規則
(租税特別措置法施行規則第22条)
国税通則法施行規則
判例
通達 法人税法取扱通達
特別措置法通達
（例：措通66-4（1）-②）
国税通則法通達
（移転価格事務運営要領）
法源
でない
法源
×
 
（出 所：前 掲 書、金 子宏『 租税 法〔第 1 5 版〕』pp .9 3 -163 を 参考 に 筆 者
が 加 筆 し 作 成 し た 。 な お 、（ ） 内 は 移 転 価 格 税 制 に 関 連 す る 条 文 番 号
とな っ て いる 。）  
4 .日 本 の 税 制 改 正 の 沿 革 と 国 際 課 税 の 発 展  
日本 の 税 制は 、 律 令 時代 に は 中国 の 租 ・ 庸・ 調 の 税制 を 模 範 とし てい
た 8 6。 し た が っ て 、 歴 史 的 に 日 本 の 税 制 は 中 国 の 税 制 に 大 き な 影 響 を 受
けて い た こと が わ か る。 し か し、 戦 後 の 日本 の 税 制は シ ャ ウ プ博 士 によ
るシ ャ ウ プ勧 告 の 影 響が 大 き かっ た 。 本 論文 は 戦 後の 日 本 の 税制 を 中心
に歴 史 的 な変 遷 に つ いて 検 討 する 。  
戦後 の 租 税制 度 の 発 達は 、 (1 )終 戦か ら 昭 和 2 4 年（ 194 9 年） まで の 転
換期 、 (2 )昭 和 2 5 年 （ 19 50 年 ） にシ ャ ウプ 税 制 が確 立 し 、 それ が 比 較的
純粋 な 形 で存 続 し て いた 昭 和 27 年 （ 1 9 52 年 ） ま での 時 期 、 ( 3 )昭 和 28
年（ 195 3 年 ）以降 の シャ ウ プ 税制 が な し くず し 的 に修 正 さ れ 、そ れ が 徐々
に形 骸 し た時 期 、 (4 )昭 和 6 2 年 度 （ 1 98 7 年） 以 降 の 抜 本 的 税 制改 革 の始
まっ た 時 期の 4 つ の 時期 に 分 ける こ と が でき る 8 7。  
 
                                                                                                                                                       
8 5
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 15 版〕』 p .8 03  
8 6
 山 内 進 「 日 本 の 税 務 会 計 ハ イ ブ リ ッ ド 」 宮 崎 産 業 経 営 大 学 研 究 紀 要 ，
1998 年 ， p . 3  
8 7
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .5 2  
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 (1 )  転 換 期 （ 1 945 年 ～ 1949 年 ）  
 こ の 時 期の 改 正 で 最も 重 要 なの は 、昭 和 22 年の 日 本 国憲 法の 施 行 に伴
う 税 法 の 全面 的 制 度 改革 8 8で あ る。  
 (2 )  シ ャ ウ プ 税 制 確 立 期 （ 195 0 年 ～ 1 952 年 ）  
 19 47 年に は じ ま った 税 制 の基 本 的 転 換の 試 み は、 そ の 後 、 19 50 年に、
シ ャ ウ プ 勧 告 に 基 づ く 税 制 の 全 面 的 改 革 に よ っ て 完 成 さ れ た 8 9。 シ ャ ウ
プ勧 告 の 基本 方 針 は ①公 平 な 租税 制 度 の 確立 ② 租 税行 政 の 改 善 ③ 地 方税
制の 強 化の 3 点 に 要 約す る こ とが で き る 9 0。  
 (3 )  シ ャ ウ プ 税 制 修 正 期 （ 195 3 年 ～ 1 984 年 ）  
 シ ャ ウ プ税 制 は、昭和 28 年 の 改 正ま では 、その 基 本 形を 維持 し て いた 。
しか し 、昭 和 28 年 以 降、そ れは 種 々 の基 本的 修 正 を受 け 、そ れに 伴 っ て、
日本 の 税 制は 、シ ャ ウプ 税 制 とは 相 当 に 違っ た も のに な っ て いっ た 。（た
だし 、 シ ャウ プ 税 制 の骨 格 は 維持 さ れ て きた と い えよ う 9 1。）  
 (4 )  抜 本 的 税 制 改 革 期 （ 1985 年 ～ ）  
 シ ャ ウ プ勧 告 か ら の 脱 離 の 途を 歩 み な がら 、 経 済の 急 速 な 成長 と 発展
につ れ て 、 日 本 の 税 制は 著 し く複 雑 化 し また 不 公 平化 し た 。 その 結 果、
それ は 次の 4 つ の 基 本的 課 題 に直 面 す る こと に な った 。 ① 税 制な い し租
税法 の 簡 素化 と 明 確 化の 問 題 、 ② 制 度 ・ 執行 の 両 面に わ た っ てい か にし
て税 制 の 公平 か つ 中 立的 で ゆ がみ や ひ ず みの 少 な いも の に す るか と いう
課題 、 ③ 安定 的 な 税 収を 確 保 する と い う 問題 、 ④ 経済 活 動 の 急速 な 国際
化と と も に、 日 本 の 経済 も 国 際経 済 秩 序 の 中 に 組 み込 ま れ つ つあ る こと
                                                   
8 8
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .52 を 参考 に し た。  
8 9
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .5 4  
9 0
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .5 5  
9 1
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .6 0  
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に 鑑 み 、 いか に し て 税制 の 国 際的 調 和 を 図る か と いう 問 題 9 2で ある 。  
 昭 和 60 年 （ 1 983 年） 9 月 20 日 に 、 税制 審 議 会は 、 総 理 大臣 か ら 税制
全般 の 見 直し に つ い ての 諮 問 を受 け 、そ れ以 降 、「 公平 」、「 公 正」、「簡 素 」、
「選 択 」、「活 力 」、「 中立 性 」、「国 際 性 」 等の 視 点 から 、 日 本 の税 制 のあ
り方 と 内 容に つ い て 全般 的 検 討を 重 ね た が、 昭 和 61 年 （ 19 8 4 年 ） 10 月
28 に、『 税制 の 抜 本 的見 直 し につ い て の 答申 』 を まと め 、 こ れを 総 理大
臣に 提 出 する と と も に、 一 般 に公 表 し た 9 3。  
 平 成 21 年 度 （ 20 0 9 年 ） の 改正 は 「公 平・ 透 明 ・納 得 」 の 3 原 則 を 税
制改 正 の 基本 と す る こと 、（ 2）「 支え 合 い」の 視 点の 重 視、（ 3）税 制 と 社
会保 障 制 度の 一 体 的 改革 （ 4） グ ロ ーバ ル化 へ の 対応 と 税 制 の国 際 協 調、
及 び（ 5）地 域主 権 の 確立 す る ため の 税 制 、の 5 点 を そ の要 点 に 挙 げ た 9 4。  
 上 記 の 日本 の 税 制 改正 を 概 観す る と 、 経済 グ ロ ーバ ル 化 に 対応 し た国
際課 税 へ の取 り 組 み は 19 83 年 か ら であ るこ と が わか る 。ま た、図 表  3 -2
から わ か るよ う に 、 国際 課 税 の一 つ と し て、 日 本 の移 転 価 格 税制 は 日本
の抜 本 的 の税 制 改 革 期に お い て 、1 986 年 に租 税 特 別措 置 法 に おい て 創設
され た 。 この よ う な 税制 改 正 に伴 い 、 日 本の 税 務 にお け る 移 転価 格 税制
等が 国 際 的基 準 に 対 応し て き たこ と は 、 日本 の 税 務が 世 界 の 大勢 に だん
だ ん 近 づ い て い る の は 確 か 9 5で あ っ た と 指 摘 で き る 。 し た が っ て 、 当 時
の移 転 価 格税 制 に 関 する 改 正 は、 日 本 の 税制 に 国 際的 整 合 性 を持 た せる
ため に 行 われ た 改 正 であ る こ とが 推 察 で きる 。  
  
                                                   
9 2
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .62 を 参考 に し た。  
9 3
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .6 2  
9 4
 前 掲 書， 金 子 宏『 租税 法 〔第 19 版〕』 p .6 5  
9 5
 山 内 進「 ハイ ブ リ ッド 税 制 に関 す る 一 考察 ―税 法 の 移転 メ カニ ズ ム の
比較 研 究 」福 岡 大 学 論叢 ， 2005 年 ， p .41 9  
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図 表  3 - 2 日 本 税 制 改 正 の 沿 革  
日本税制の
改正段階
特徴
国際課税関連条文
導入時期
転    換    期
（1945年～1949年）
日本憲法の制定に伴う全面的制度改革
シャウプ税制確立期
（1950年～1952年）
①公平な租税制度の確立②租税行政の改善③地方税制の強化
シャウプ税制修正期
（1953年～1984年）
シャウプ税制の骨格は維持しながら、大きな改正
1953年
外国税額控除
1978年
外国子会社合算税制
抜本的税制改革期
（1985年～）
1983年
　「公平」、「公正」、「簡素」、「選択」、「活力」、「中立性」、
「国際性」　等の視点からの考慮（首相諮問）
2003年
　企業活動の活性化、中小企業の支援等の目的
2009年
　①「公平・透明・納得」の3原則を税制改正の基本とすること、②
「支え合い」の視点の重視、③税制と社会保障制度の一体的改革④グ
ローバル化への対応と税制の国際協調、及び⑤地域主権の確立するため
の税制
1986年
移転価格税制
1992年
過少資本税制
（出 所 ： 前掲 書 、 金 子宏 『 租 税法 〔 第 1 9 版〕』 p p .2 0 -62 を参 考に 、 筆 者
が作 成 し た。 な お 、 国際 課 税 関連 条 文 導 入時 期 に つい て 、 筆 者が 税 制改
正を 参 考 に整 理 し た もの で あ る。）  
 
第 2 節  日 本 移 転 価 格 税 制 の 創 設 背 景  
 既 述 し たよ う に、日本 で は、 19 86 年 の 税制 改 正 にお い て、租税 特 別 措
置法 第 66 条の 5（ 国 外関 連 者 との 取 引 に かか わ る 課税 の 特 例 ）が創 設さ
れた 。 こ れ が い わ ゆ る日 本 の 移転 価 格 税 制で あ る 。  
日本 で は 、国 外 関 連 会社 間 と の取 引 に お ける 所 得 移転 に 対 す る規 制の
必要 性 に つい て は、昭和 52 年（ 19 77 年 ）6 月 8 日の 衆 議 院 外務 委 員 会 に
おい て は 「外 国 籍 企 業間 に お ける 親 子 関 係あ る い は本 支 店 間 の場 合 にお
ける 振 替 価格 操 作 等 によ る 租 税回 避 等 に 関す る 規 制措 置 を 再 検討 す るこ
と」 と 述 べら れ 、 議 題と な っ たの で あ る 。  
その 後 、 昭和 5 6 年 （ 19 81 年） 3 月 25 日衆 議 院 大蔵 委 員 会 附帯 決 議 で
は「 所 得 の海 外 移 転 に適 応 し た税 制 及 び 執行 体 制 の整 備 に つ いて 検 討す
60 
 
る こ と 」 が 指 摘 さ れ 、 適 切 な 規 制 が 必 要 で あ る 9 6と の 議 論 が 行 わ れ て い
た 。   
以 上 197 6 年 か ら 1 9 86 年 ま での 10 年 近 く に 及 ぶ 論議 の も と に、 税制
調査 会 の「 19 86 年 度 の税 制 改 正に 関 す る 答申 」にお い て、以 下の よ う に
述 べ ら れ 、移 転 価 格 税制 が 本 格的 に 導 入 され た 。  
「 近 年 、 企 業 活 動 の 国 際 化 の 進 展 に 伴 い 、（ 中 略 ） 移 転 価 格 の 問 題 が
国際 課 税 の分 野 で 重 要と な っ てき て い る が、 現 行 法で は 、 こ の点 に つい
ての 十 分 な対 応 が 困 難で あ り これ を 放 置 する こ と は、 適 正 ・ 公平 な 課税
の見 地 か ら 、問 題 の ある と こ ろで あ る 。また 、諸 外 国に お い て 、すで に 、
こう し た 所得 の 海 外 移転 に 対 処す る た め の税 制 が 整備 さ れ て いる こ とを
考え る と、日 本 にお いて も 、こ れ ら 諸外 国と 共 通 の基 盤 に 立 って 、（ 中 略）
規定 を 整 備す る と と もに 、 資 料収 集 等 、 制度 の 円 滑な 運 用 に 資す る ため
の措 置 を 講ず る こ と が適 当 で ある 。」  
この 税 制 調査 会 の 論 議か ら 、 日本 の 移 転 価格 税 制 が創 設 さ れ た理 由を
挙げ る な らば 、（ 1） 企業 活 動 の国 際 化 の 進展 、（ 2）日 本 の 課 税当 局 が 当
時 の 現 行 法を 用 い て 対応 す る 限界 、（ 3） 諸外 国 と の税 制 度 の 整合 性 を取
る必 要 性の 3 つ と 考 え ら れ る 。  
そ の 1 つ 目と し て 、 日本 企 業 の活 動 の 国 際化 に 関 して は 、 財 政金 融統
計月 報 の 統計 に よ る と、 日 本 の対 外 直 接 投資 届 出 実績 は 、 昭 和 5 0 年度
（ 19 75 年～ 1984 年 ）が 3、 280 百万 ド ル、 昭 和 60 年度 （ 1 985 年 ～ 199 4
年 ）が 1 2、 217 百 万 ドル 、 1986 年 度が 2 2、 320 百万 ド ル と大 幅な 増 加 と
なっ て い た 。昭和 5 0 年 代か ら 海外 取 引 が増 大 し 、取 引相 手 国に 現 地 法人
を創 設 す る形 で の 海 外進 出 が 増加 し て い た 9 7。  
                                                   
9 6
 羽 床 正秀 ・ 古 賀洋 子『 移転 価 格 税制 詳 解 』大蔵 財 務 協会 ， 2 004 年， p . 4  
9 7
 矢 内 一好 『 移 転価 格税 制 の 理論 』 中 央 経済 社 ， 1 999 年 ， p . 188  
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この よ う な背 景 の 下 に 、当 時 米国 の IR S から 日 系 の大 手 製 造 業者 を 対
象と し た 移転 価 格 に よる 更 正 事例 が 増 え てき た 9 8。中 で も 、19 8 5 年 3 月 、
IR S は ト ヨ タ、 日 産 両社 が 米 国の 子 会 社 に車 を 適 正価 格 よ り 高価 格 で卸
し、 米 国 内の 法 人 税 支払 い を 逃れ て い る とし て 税 務調 査 を 行 った 結 果、
仮更 正 処 分と し て 、 計 9 億 ド ル 強の 追 徴本 税 額 を通 知 し た 事例 9 9が 大 き
な波 紋 を 呼ん だ の で ある 。 こ のよ う な 状 況に 対 応 する た め 、 日本 の 課税
当 局 は わ が国 の 税 源 確保 の た めに 移 転 価 格税 制 の 整備 を 必 要 と し た とい
える 。  
そ の 2 つ 目の 理 由 と して 、 当 時、 日 本 で は 課 税 当 局が 現 行 法 を用 いて
対応 す る のに 限 界 が あっ た こ とで あ る 。 当時 の 所 得移 転 に 係 る法 律 ・規
定と し て（ 1）課 税 所得 計 算 の通 則 的 規 定、（ 2）寄 附 金課 税 規定 、（ 3）同
族会 社 の 行為 の 否 認 に関 す る 規定 、（ 4）外国 子 会 社合 算 税 制（ タ ック ス ・
ヘイ ブ ン 対策 税 制 ） があ る 。 これ ら 当 時 の 法 律 ・ 規定 は 、 法 人間 の 不当
な所 得 移 転を 規 制 す るも の で あり 、 特 殊 関係 に あ る関 連 会 社 間に お ける
単な る 価 格操 作 に よ る所 得 の 移転 に 対 し ては 、 十 分な 規 制 と はい え なか
っ た 1 0 0。   
(1 )  課 税 所 得 計 算 の 通 則 的 規 定 1 0 1  
課 税 所 得 計 算 の 通 則 的 規 定 は 無 償 に よ る 資 産 の 譲 渡 ま た は 役 務 の 提
供に か か る収 益 の 額 の益 金 算 入に 関 す る 規定 で あ り、 そ の 対 応対 象 は無
                                                   
9 8
 ① 1 98 7～ 1988 に は 、トヨ タ 自 動車 約 3 4 0 億 円、 日 産自 動 車 約 620 億 円
を米 国 内 国歳 入 庁（ Ｉ R S）に 支 払 っ た 。② 1990 年 の春 に IR S は 松 下 電 器、
日立 製 作 所、 東 芝 の 米国 子 会 社に 総 額 5 00 億 円 以上 を 追 徴 課税 し た 。③
1990 年 11 月に IR S は、 富 士 通の 米 国 子 会社 に 総額 87 億 円 の追 徴 課 税 を
行っ て い た。  
日経 産 業 新聞 ， 19 9 4 年 12 月１ 日 ， p .2  
9 9
 守 永 誠 治 「 国 際 取 引 」『 日 税 研 論 集 』 日 本 税 務 研 究 セ ン タ ー ，Vo l . 2 2，
1992 年 ， p . 16 1  
1 0 0
 大 崎 満『 移 転 価格 税 制 』大 蔵 省印 刷 局 ，1 988 年，p . 210 を参 考 にし た 。  
1 0 1
 法 人 税法 第 22 条  
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償に よ る 資産 の 譲 渡 また は 役 務の 提 供 で あり 、 恣 意的 な 価 格 操作 を 通じ
た低 額 譲 渡を 規 制 で きな い 。  
(2 )  寄 附 金 限 度 額 ま で の 損 金 算 入 に 関 す る 規 定  
「寄 附 」 と価 格 操 作 によ る 所 得の 移 転 と は概 念 的 に異 質 な も ので あ
る。 ま た 、限 度 額 ま で寄 附 金 算入 と な る ため 、 十 分に 所 得 の 海外 移 転が
規制 で き ると は 言 い 難い （ 現 在、 外 国 関 連会 社 へ の寄 附 金 は 全額 損 金不
算入 で あ る。）。  
(3 )  同 族 会 社 の 行 為 計 算 の 否 認 に 関 す る 規 定 1 0 2  
同族 会 社 と国 外 関 連 会社 と の 適用 対 象 の 範囲 の 相 違が あ る う えに 、同
族会 社 の 行為 計 算 の 否認 は 「 納税 者 の 取 引等 を 経 済人 の 行 為 とし て の不
合理 ・ 不 自然 」 を も って 否 認 する 規 定 で あり 、 価 格に よ る 所 得の 移 転 が
不合 理・不 自 然 な取 引に な ら ない 場 合 は 、十 分 に規 制 で きな い面 が あ る。  
(4 )  外 国 子 会 社 合 算 税 制 （ タ ッ ク ス ・ ヘ イ ブ ン 対 策 税 制 ） 1 0 3  
タッ ク ス ・ヘ イ ブ ン 対策 税 制 の対 応 対 象 は 、 特 定 外国 子 会 社 との 留保
所得 金 額 であ る 。 価 格操 作 に よ っ て 海 外 に移 転 さ れる 所 得 を 直接 に 規制
でき な い 問題 が あ る 。  
3 つ 目 の 理由 と し て 、諸 外 国 との 税 制 度 の整 合 性 が挙 げ ら れ る。 経済
の国 際 化 に伴 っ て 、各国 の 税 制に お い て も、「 相 互に 類 似 性 の強 い 税 制の
方 へ 各 国 とも 進 ん で いく 1 0 4」 べ きと さ れ る 。  
当時 、 諸 外国 の 多 く がす で に 移転 価 格 税 制を 整 備 して い た 。 特に 米国
は昭 和 43 年 （ 1 96 8 年） に 内 国歳 入 法 4 82 条の 関 連 規制 を 整備 し 、 同制
度の 積 極 的な 運 用 に 取り 組 ん でい る 。 西 独は 、 昭 和 47 年 （ 1 972 年 ）に
                                                   
1 0 2
 法 人 税法 第 37 条  
1 0 3
 法 人 税法 大 31 2 条  
1 0 4
 木 下 和夫『税 制 調 査会 － 戦 後税 制 改 正 の軌 跡 －』税 務 経理 協会 ，1 99 2
年 ， p . 534  
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国際 取 引 課税 法 1 条 に移 転 価 格に 関 す る 規定 を 設 け、昭和 58 年に 関 連通
達を 整 備 し た 。  
また 、 O E C D や 国 連 の場 に お いて 活 発 な 論議 が 行 われ る よ う にな って
き た 1 0 5。そ の 結果 、 19 79 年 に 、世界 的 な 多 国籍 企 業 につ い て 、経済 協 力
開 発 機 構 （ O E C D ） よ り “Tr an s fe r  P r i c i n g  G u ide l i ne s  Fo r  M ul t i na t io na l  
E n t e rp r i s e s  A n d  Tax  A d min i s t r a t ion s ”（「 多国 籍 企 業と 課 税 当 局の た め の移
転価 格 算 定に 関 す る 指針 」、（中 略 ）“O E C D ガイ ドラ イ ン ”）が 公表 さ れ 1 0 6、
同 年 5 月 、 加盟 各 国 に対 し 、 この 指 針 の 内容 を 考 慮す べ し と の勧 告 がな
され た 。  
さら に 、1984 年 6 月 に O E C D は、移 転 価 格問 題 に 関連 し て 対 応的 調整
と相 互 協 議手 続 き 、 多国 籍 銀 行に 対 す る 課税 上 の 取り 扱 い 及 び本 部 経費
の配 布 問 題に つ い て の報 告 書 を公 表 し 、 O E C D ガイ ドラ イ ン と同 様 に各
国に 考 慮 する よ う 勧 告を 行 っ てい る 1 0 7。  
こ の よ う に 諸 外 国 に お い て も 移 転 価 格 税 制 の 整 備 及 び 移 転 価 格 課 税
を強 化 し たこ と 並 び に O E C D に よる 移 転 価格 税 制 の導 入 に 関 する 勧 告を
受け 、 日 本も 移 転 価 格税 制 の 創設 を 余 儀 なく さ れ た。 こ の よ うな 背 景か
ら日 本 に おけ る 国 際 課税 の 調 和化 （ 国 際 的整 合 性 ）及 び 日 本 の課 税 権の
確保 の た めに 、 移 転 価格 税 制 が創 設 さ れ たが い え る。  
 
第 3 節  日 本 移 転 価 格 税 制 の 模 索 期 （ 模 索 期 1986～ 20 01）   
1 . 1 986 年 移 転 価 格 税 制 の 創 設  
( 1 )  移 転 価 格 税 制 の 概 要  
                                                   
1 0 5
 川 田 剛『 国 際 課税 の基 礎 知 識』 税 務 経 理協 会 ， 1 992 年 ， p . 83  
1 0 6
 税 理 士法 人 ト ーマ ツ『 日中 移 転 価格 税 制ガ イ ド ブッ ク』中 央経 済 社 ，
2005 年 ， p . 4  
1 0 7
 土 方 晋「移 転 価 格税 制の 実 務 研究 」『 税経 通信 』税 務 経理 協 会 ， Vo l .4 1，
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前 節 で 述 べた 移 転 価 格税 制 の 導入 背 景 に より 、 租 税特 別 措 置 法改 正案
の 第 66 条 の 5① で 移転 価 格 税制 1 0 8が 規 定 され た 。す な わち 、グル ー プ 企
業内 や 、 特殊 関 係 企 業間 の 商 品売 買 、 サ ービ ス 供 与、 資 金 供 与な ど に伴
う取 引 で 、取 引 当 事 者が 異 な る課 税 国 に 所在 す る 場合 は 、 そ の取 引 価格
の設 定 い かん に よ っ ては 、 一 方の 国 の 所 得が 減 少 し、 租 税 収 入も 減 少す
るこ と と なり 、 そ の 分だ け 、 他方 の 国 の 所得 、 租 税収 入 が 増 加す る こと
とな る 。  
こ れ は 特 殊 関 係 企 業 間 の 取 引 価 格 操 作 に よ る 国 際 間 の 利 益 操 作 で あ
り、 所 得 減少 国 か ら 見れ ば 明 らか に 課 税 権の 侵 害 であ る 1 0 9。  
そこ で 同 法に お い て 、「 法 人が 、 1 98 6 年 4 月 1 日 以降 に 開 始 する 各事
業年 度 に おい て 、 国 外関 連 者 との 取 引 を 独立 企 業 間価 格 に 比 して 低 下ま
たは 高 価 で行 っ た こ とに よ り 、そ の 法 人 の所 得 が 減少 す る 場 合に は 、そ
の取 引 は 独立 企 業 間 価格 で 行 われ る も の とみ な し て課 税 所 得 を計 算 する
1 1 0」と 明 記 され た 。  
この よ う に、 国 家 間 の課 税 権 の問 題 を 解 決す る た め、 こ の 移 転価 格税
制 の 創 設 によ り 、 移 転価 格 税 制の 課 税 概 要と な る ①国 外 関 連 者、 ② 対象
とな る 取 引及 び 課 税 計算 の 基 準と な る 独 立企 業 間 価格 が 明 確 にさ れ た。
以上 が 移 転価 格 税 制 の創 設 の 趣旨 と い え る。  
                                                                                                                                                       
N o.10， 1986 年 ， p .1 26  
1 0 8
 さ ら に、 細 か く分 類す れ ば 、移 転 価 格 が外 国 と の間 に 発 生 する 取 引
形態 と し ては 二 通 り があ る 。  
一つ は 日 本の 親 会 社 が製 品 を 在外 子 会 社 に輸 出 、 販売 す る 場 合で 、
所在 外 国 から い え ば 日本 親 会 社の 販 売 価 格が 過 大 であ り 、 従 って 在 外子
会社 の 利 益が 過 少 に 圧縮 さ れ ると 、 外 国 当局 が 問 題と す る も ので あ る。  
もう 一 つ は外 国 の 親 会社 か ら 日本 の 子 会 社に そ の 製品 が 輸 入 、販 売
され る 場 合で 、 外 国 の親 会 社 の販 売 価 格 が過 大 で あり 、 従 っ て日 本 の子
会社 の 利 益が 過 少 に 圧縮 さ れ ると 逆 に 、 これ は 日 本当 局 が 問 題と す るも
ので あ る  。  
1 0 9
 前 掲 書， 土 方 晋「 移転 価 格 税制 の 実 務 研究 」 p .1 23  
1 1 0
 『 国 税速 報 』 大蔵 財務 協 会 ，第 4 018 号， 19 87 年 ， p .6  
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(2 )  国 外 関 連 者 の 範 囲  
国 外 関 連 者 と は 、 法 人 と の 特 殊 の 関 係 に あ る 外 国 法 人 で あ る 。（ 措 法
66 の 5① ）  
次の 関 係 があ る 場 合 に法 人 間 に特 殊 の 関 係が あ る とさ れ る。（措 令 39
の 12① ）  
①  一 方 の 法 人 が 他 方 の 法 人 の 発 行 済 み 株 式 の 総 数 ま た は 出 資 金 額
（発 行 済 み株 式 等 ） の 5 0％以 上 の 株式 の数 ま た は出 資 の 金 額（ 株 式 等）
を直 接 ま たは 間 接 に 保有 す る 関係 に あ る 場合 に 定 める も の で ある 。 これ
には 間 接 的な 保 有 関 係も 考 慮 され る の で 、た と え ば、 親 会 社 と孫 会 社の
関係 も 含 まれ る 。  
②  二 つ の法 人 が 同 一の も の （当 該 者 が 個人 の 場 合に は 、 個 人と その
親族 関 係 者等 ）に よ って そ れ ぞれ そ の 発 行済 み 株 式等 の 5 0％以 上 の 株式
等を 直 接 また は 間 接 に保 有 さ れる 関 係 。 これ は 、 法 人 と 外 国 法人 と が姉
妹会 社 関 係に あ る 場 合を 定 め たも の で あ る。  
 次 に 掲 げる 事 実 そ の他 こ れ に類 す る 事 実が 存 在 する こ と に より 一 方の
法人 が 他 方の 法 人 の 事業 の 方 針の 全 部 ま たは 一 部 につ き 実 質 的に 決 定で
きる 関 係 。  
ⅰ  他 方 の法 人 の 役 員の 2 分の 1 以 上 ま たは 代 表 権を 有 す る 役員 が、
一 方 の 法 人 の 役 員 も し く は 使 用 人 を 兼 務 し て い る か 又 は か つ て 一
方の 法 人 の役 員 も し くは 使 用 人で あ っ た こと  
ⅱ  他 方 の 法 人 が そ の 事 業 活 動 の 相 当 部 分 を 一 方 の 法 人 と の 取 引 に依
存し て 行 って い る こ と  
ⅲ  他 方 の 法 人 が そ の 事 業 活 動 に 必 要 と さ れ る 資 金 の 相 当 部 分 を 一方
の 法 人 か ら の 借 入 れ に よ り 、 又 は 一 方 の 法 人 の 補 償 を 受 け て 行 っ
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てい る こ と 1 1 1  
(3 )  対 象 と な る 取 引 の 種 類  
資産 の 販 売、 資 産 の 購入 、 役 務の 提 供 そ の他 の 取 引が 本 税 制 の対 象と
なる （ 措法 66 の 5 の① ）。こ の 規 定か ら類 推 し て次 の 取 引 に本 税 制 の適
用が あ る 1 1 2と思 わ れ る 。  
①  棚卸 資 産 の販 売 、 購 入  
②  棚卸 資 産 以外 の 有 形 資産 （ た とえ ば 固 定 資産 の ） 販売 、 購 入 等  
③  無形 資 産 （た と え ば 特許 権 ） の譲 渡 等  
④  役務 の 提 供等  
(4 )  独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法  
 独 立 企 業間 価 格 の 算定 方 法 は 、次の 二 つの 取 引 ごと に 定 め られ て い る。 
① 棚 卸 資 産の 販 売 又 は購 入  
ⅰ独 立 価 格比 準 法  
ⅱ再 販 売 価格 基 準 法  
ⅲ原 価 基 準法  
ⅳ  ⅰ 、 ⅱ、 ⅲ に 準 ずる 方 法 その 他 政 令 で定 め る 方法  
②  ① 以 外の 取 引  
ⅰ  ① の ⅰ、 ⅱ 、 ⅲ と同 等 の 方法  
ⅱ  ① の ⅳと 同 等 の 方法  
上 記 ① の ⅰ 独 立 価 格 比 準 法、 ⅱ 再 販 売 価 格 基 準法 及 び ⅲ 原 価 基 準法
を総 じ て 基本 三 法 と 一般 的 に 呼ば れ る 。  
ⅳ  そ の 他の 方 法  
                                                   
1 1 1
 小 田 嶋 清 治 「 国 外 関 連 者 と の 取 引 に か か る 課 税 の 特 例 」『 税 務 弘 報 』
中央 経 済 社， Vo l .35， N o. 12， 1 987 年， p p .7 99 -80 0   
1 1 2
 白 須 信弘「 移 転価 格 税制 の 仕 組み と 対 策 」『 税 経 通信 』税 務経 理協 会 ，
Vol . 41， N o. 4， 19 86 年， p . 100  
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 そ の 他 政令 の 定 め によ り 独 立企 業 間 価 格を 算 定 する 方 法 が 具体 的 にど
のよ う な もの か 現 在 のと こ ろ 不明 1 1 3で あ る と白 須（ 19 86）の 指 摘に 対 し、
土方 （ 198 6） は 租 令 39 の 12⑧を あ げ てい る 。  
「 国 外 関 連 取 引 に 係 る 棚 卸 資 産 の 当 該 法 人 又 は そ の 国 外 関 連 者 に よ
る購 入 、 製造 、 販 売 その 他 の 行為 に 係 る 所得 が 、 当該 棚 卸 資 産に 係 るこ
れら の 行 為の た め に これ ら の もの が 支 出 した 費 用 の額 、 使 用 した 固 定資
産の 価 格 その 他 こ れ らの も の が当 該 所 得 の発 生 に 寄与 し た 程 度を 推 測す
るに 足 り る要 因 に 応 じて 当 該 法人 及 び 当 該国 外 関 連者 に 帰 属 する も のと
して 計 算 した 金 額 を もっ て 当 該法 人 及 び 当該 国 外 関連 取 引 の 対価 の 額と
す る も の で あ る 1 1 4。」 要 す る に 法 人 と 国 外 関 連 者 の 所 得 の 発 生 に 寄 与 し
た程 度 に 応じ て 利 益 を配 分 し よう と す る もの で あ る。  
 
2 . 1 9 8 7 年 改 正 （ 延 滞 税 と 還 付 加 算 金 に 関 す る 規 定 と 確 認 方 式 の 創 設 ） 
( 1 )  延 滞 税 の 免 除 に つ い て の 規 定  
1987 年 の改 正 で は、延滞 税 の 免除 に つ い ての 規 定（ 租税 特 別 措置 法 第
66 条 の 5 第 9 項 ） が新 設 さ れた 。 そ の 内容 は 以 下の と お り であ る 。  
租 税 特 別 措 置 法 第 6 6 条 の 5 第 9 項  
第 1 項 の 規定 の 適 用 があ る 場 合に お い て 、法 人 と 当該 法 人 に 係る 国外
関連 者 （ 法人 税 法 第 139 条 に 規定 す る 条約 （ 以 下の こ の 項 にお い て 「租
税条 約 」 とい う 。） の規 定 に より 条 約 の 日本 以 外 の締 約 国）（以 下 こ の項
にお い て「 条 約 相手 国」と いう 。）の 居住 者又 は 法 人と さ れ る もの に 限 る。）
との 間 の 国外 関 連 取 引に 係 る第 1 項 に 規 定す る 独 立企 業 間 価 格に つ き、
大蔵 大 臣 が当 該 条 約 相手 国 の 権限 あ る 当 局と の 間 で当 該 租 税 条約 に 基づ
                                                   
1 1 3
 前 掲 書， 白 須 信弘 「移 転 価 格税 制 の 仕 組み と 対 策」 p . 101  
1 1 4
 前 掲 書， 土 方 晋「 移転 価 格 税制 の 実 務 研究 」『税 経 通 信』 p .13 2  
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く合 意 を した こ と そ の他 の 政 令で 定 め る 条件 を 満 たす と き は 、国 税 局長
又は 税 務 署長 は 、 政 令で 定 め ると こ ろ に より 、 当 該法 人 が 同 項の 規 定の
適用 に よ り納 付 す べ き法 人 税 に係 る 延 滞 税の う ち 、そ の 計 算 の基 礎 とな
る期 間 で 大蔵 大 臣 が 当該 条 約 相手 国 の 権 限あ る 当 局と の 間 で 合意 を した
期間 に 対 応す る 金 額 を免 除 す るこ と が で きる 1 1 5。  
つ ま り 、 国 外 関 連 者 間 取 引 に お い て 、 適 用 さ れ る 独 立 企 業 間 価 格 は 、
租税 条 約 に基 づ く 権 限あ る 当 局間 の 合 意 が成 立 す ると き 、 一 定の 要 件の
下で そ の 合意 し た 期 間に 対 応 する 部 分 の 延滞 税 を 免除 す る こ とと さ れ た。 
この 一 定 の要 件 に つ いて は 、 上記 規 定 の 創設 と と もに 、 租 税 特別 措置
法施 行 令第 39 条の 12⑫ 及 び第 39 条の 12⑬ に 創 設さ れ 、そ の内 容 は 以下
のよ う に なっ て い る 。  
 法 第 66 条の 5 第 9 項 に規 定 する 政 令 で定 め る 要件 は 、次 に掲 げ る 要件
と す る （ 措令 第 39 条の 12⑫）。  
① 法 第 66 条の 5 第 9 項 に規 定 する 国 外 関連 取 引 に係 る 同 項 に規 定 す
る租 税 条 約の 日 本 以 外の 締 約 国の 権 限 あ る当 局 と の間 で 当 該 租税 条 約に
基づ く 合 意を し た こ と。  
② 前 号 の 日本 以 外 の 締約 国 が 、同 号 の 合 意に 基 づ き法 第 66 条の 5 第
9 項 に 規 定す る 国 外 関連 者 に 係る 租 税 を 減額 し 、 かつ 、 そ の 減額 に より
還付 を す る金 額 に 、 還付 加 算 金に 相 当 す る金 額 の うち 、 そ の 計算 の 基礎
とな る 期 間で 大 蔵 大 臣と 当 該 日本 以 外 の 締約 国 の 権限 あ る 当 局と の 間で
合意 を し た期 間 に 対 応す る 部 分に 相 当 す る金 額 を 付さ な い こ と。  
 法 第 6 条の 5 第 9 項に 規 定 する 納 付 す べき 法 人 税に 係 る 延 滞税 は 、同
条 第 1 項 の 規定 を 適 用し た 場 合に 納 付 す べき 法 人 税の 額 か ら 同項 の 規定
の適 用 が なか っ た と した 場 合 に納 付 す べ き法 人 税 の額 に 相 当 する 金 額を
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控除 し た 金額 に か か る延 滞 税 とす る （ 措 令第 39 条 の 12⑬ ） 1 1 6。  
 要 す る に、 法 人 が 国外 関 連 会社 と の 取 引で 、 独 立企 業 間 価 格に め ぐっ
て、 更 正 処分 を 受 け たと き に 、日 本 の 課 税当 局 と 条約 相 手 国 との 間 で、
租税 条 約 に基 づ く 合 意さ れ た とき に 、 合 意さ れ た 期間 に 対 応 する 減 額部
分に 還 付 加算 金 を 付 さな い こ とと さ れ た 。  
(2 )  「 確 認 方 式 」 の 創 設   
確 認 方 式 と は 法 人 が 採 用 し よ う と す る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 を
課税 当 局 に申 し 出、課税 当 局 は法 人 が 提 出し た 資 料等 に 基 づ いて 検 討 し、
これ に 確 認を 与 え る とい う も ので あ る 1 1 7。これ は 今 日 、移 転 価 格問 題 に
注目 さ れ る「 事 前 確 認制 度 」 の前 身 で あ る。  
この 移 転 価格 税 制 の 確認 方 式 につ い て は 、1 987 年 4 月 24 日 付査 調 5 -1
ほ か 2 課 共同「 独 立 企業 間 価 格の 算 定 方 法と の 確 認に つ い て 」通達 1 1 8が
出さ れ 、 この 通 達 の 公表 に よ り法 人 が 課 税当 局 に 対し て 確 認 でき る 対象
が 明 確 に され た の で ある 。  
法 人 の 国 外 関 連 取 引 の 全 部 ま た は 一 部 の 取 引 の 独 立 企 業 間 価 格 の 算
定方 法 に 関し て 、 次 に掲 げ る 事項 を 確 認 の対 象 と する 。  
①当 該 法 人が 採 用 す る最 も 合 理的 な 独 立 企業 間 価 格の 算 定 方 法。  
② ① を 証 明す る た め に必 要 な 資料 1 1 9  
移転 価 格 税制 に お い て、適 正な 独 立企 業 間価 格 の 算定 は、法 人に と っ
ても 、 課 税当 局 に と って も 、 当時 で は 新 しい 概 念 であ る 。 そ こで 本 税制
の円 滑 な 執行 を 図 る ため に 確 認方 式 が 創 設さ れ た わけ で あ る 。  
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70 
 
こ の よ う に 、 1 98 7 年 の 改 正 は 、 延 滞 税 の 免 税 及 び 確 認 方 式 の 導 入 と
いう 日 本 にと っ て は 画期 的 な 改正 で あ っ た。  
3 .1 991 年 の 改 正 の 概 要 （ 国 外 関 連 者 の 寄 付 金 損 金 不 算 入 ）  
1991 年 に次 の 5 点 につ い て 改正 が 行 わ れた 。  
( 1 )  法 人 が 各 事 業 年 度 に お い て 支 出 し た 寄 附 金 の 額 （ 中 略 ） の う ち 、
当該 法 人 に係 る 国 外 関連 者 に 対す る も の （中 略 ） は当 該 法 人 の各 事 業年
度の 所 得 の金 額 （ 中 略） の 計 算上 損 金 の 額に 算 入 しな い 1 2 0。  
( 2 )  移 転 価 格 税 制 に 基 づ い て 行 わ れ る 法 人 税 の 更 正 決 定 及 び 加 算 税 の
賦課 決 定 の除 斥 期 間 が 3 年 から 6 年 に 延 長さ れ た 。  
( 3 )  移 転 価 格 税 制 の 適 用 に よ り 納 付 す る こ と と な る 法 人 税 に つ い て は 、
徴収 権 の 時効 が 1 年 間進 行 し ない こ と と され た 。  
( 4 )  移 転 価 格 税 制 に 関 す る 税 務 調 査 に お い て は 、 税 務 職 員 は 、 法 人 の
国外 関 連 者と の 取 引 に係 る 事 業を 営 む 者 （比 較 対 象企 業 ） に 対し 、 質問
又は 検 査 をす る こ と がで き る こと と さ れ た。   
( 5 )  国 外 関 連 者 に 関 す る 明 細 書 の 記 載 事 項 に 国 外 関 連 者 の 直 近 の 事 業
年度 の 営 業収 益 、 営 業費 用 、 営業 利 益 及 び税 引 き 前利 益 の 額 が追 加 され
た 1 2 1。  
上 記 5 点 の改 正 か ら 、移 転 価 格課 税 に 対 する 日 本 課税 当 局 の 本格 的な
取り 組 み が 強 化 さ れ たこ と が わか る 。 こ の 5 点 の 改 正の 背 景 をま と めて
みる と 、 主に 以 下 の よう で あ る。  
( 1 )  国 外関 連 者 に対 する 寄 附 金損 金 不 算 入の 導 入 の経 緯  
｢内 国 法人 か ら 国外 関連 者 に 対す る 所 得 の移 転 に つい て 、取 引を 通 じ
る所 得 の 移転 が あ っ た場 合 に は移 転 価 格 税制 が 適 用さ れ 、 独 立企 業 間価
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格と の 差 額が 全 額 損 金不 算 入 とさ れ る 一 方、 単 な る金 銭 の 贈 与や 債 務の
免除 に つ いて 一 定 の 限度 内 で 損金 算 入 が 認め ら れ てい た 。 同 じ所 得 の海
外移 転 で あり な が ら 、両 者 の 課税 上 の 取 扱に ア ン バラ ン ス が 生ず る とい
う問 題 が あり 、 国 外 関連 者 へ の寄 附 金 に つい て は 全額 損 金 不 算入 と する
こと に よ り制 度 上 の 整合 性 を 取っ た も の であ る 1 2 2。  
ただ し 、 海外 子 会 社 の解 散 、 経営 権 の 譲 渡等 に 伴 う財 務 の 引 き受 けに
よる 損 失 や 業 績 不 振 の子 会 社 に対 す る 無 利息 融 資 など に つ い ては 、 従来
どお り 、 一定 の 条 件 の下 で 寄 附金 と し て は取 り 扱 わず 、 事 業 上の 損 失と
して 損 金 に算 入 す る こと が 認 めら れ る こ とに な る 1 2 3。  
( 2 )  賦 課決 定 期 間制 限の 延 長  
日 本 に お い て は 更 正 ま た は 賦 課 決 定 の 期 間 制 限 は 原 則 と し て ３ 年 間 と
なっ て い る。 し か し 移転 価 格 課税 に お い ては 、 そ の申 告 の 適 正・ 妥 当性
を判 断 し よう と す れ ば国 内 課 税に 比 べ て 、比 較 対 象取 引 の 選 定、 独 立企
業間 価 格 の算 定 等 の 複雑 性 、 困難 性 に 加 えて 、 国 外関 連 者 か らの 資 料情
報の 入 手 に相 当 の 日 数を 要 す るも の と 思 われ る 。 また 、 前 述 した よ うに
納税 者 が 非協 力 的 な 場合 、 直 ちに 推 定 課 税を 適 用 する こ と へ の疑 問 もあ
り、 執 行 当局 サ イ ド から は 更 正等 の 期 間 制限 の 延 長を 要 望 す る声 が 強 か
っ た 1 2 4こ と から 、 今 回 の改 正 が なさ れ た と 考え る 1 2 5。  
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って い る ので 、 新 条 約の 締 結 に当 た っ て は更 正 の 期間 制 限 を 設け て ほし
いと い う 経済 界 の 要 望は 強 い も の が あ っ た  
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(3 )  国 税の 徴 収 権の 消滅 時 効 の改 正  
国税 の 徴 収権 は 、 原 則と し て 法定 納 期 限 から 5 年 で時 効 に よ り消 滅す
るが 、 記 述の よ う に 、移 転 価 格事 案 に 限 って は 、 更正 決 定 等 を行 え る期
間 が 6 年 に 延長 さ れ たの で 徴 収権 の 時 効 が完 成 す る期 間 に つ いて も 法定
納期 限 から 6 年 に 延 長 1 2 6され る こと に な っ た。  
( 4 )  比 較対 象 企 業に 対す る 質 問・ 検 査 権 限規 定 の 創設  
移転 価 格 税制 は 、 大 量か つ 頻 繁に 行 わ れ てい る 関 係会 社 間 の 取引 の価
格の 妥 当 性を 問 題 と する 税 制 だけ に 、 そ れを 精 査 する た め に は、 ど うし
ても 類 似 の事 業 を 営 むも の か ら、 第 三 者 との 取 引 価格 や 利 益 率等 に 関す
る情 報 収 集が 必 要 と なる 。19 91 年 の 改 正 では 、移 転 価格 税 制 の執 行 に不
可欠 で あ る比 較 対 象 企業 か ら の情 報 収 集 に法 的 根 拠を 与 え る こと と し、
比較 対 象 企業 の 受 忍 義務 違 反 に対 し て は 刑罰 を 科 する 1 2 7こ と と した 。  
これ は 、取 引の 相 手 方で あ る 国外 関 連 者 には 、日 本 の調 査 権 限は 及 ば な
いた め 、 執行 を 円 滑 にす る た めの 措 置 1 2 8で あっ た 。  
小田 嶋 （ 1 991） は 1 991 年の 改 正の 背 景 につ い て、「 最 近の 米国 に お け
る外 資 系 企業 に 対 す る情 報 提 供義 務 の 強 化策 に み られ る よ う に、 移 転価
格問 題 に つい て は 世 界各 国 の 課税 当 局 が 強い 関 心 を示 し て お り、 日 本と
して も 、 制度 導 入 後 の執 行 の 経験 か ら 見 て、 こ れ ら諸 外 国 と 共通 の 基盤
に立 っ て 適正 な 国 際 課税 の 実 現を 図 る た めに は 、 なお 制 度 面 の整 備 が必
要 と 考 え ら れ 、 今 日 所 要 の 見 直 し を 行 う こ と と し た も の で あ る 1 2 9。」 と
指摘 し て いる 。   
この よ う に 、19 91 年 改正 は 寄 付金 に 関 す る改 正 以 外は 、ほ と んど が 執
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行面 で の 改正 で あ っ たこ と が わか る 。  
4 .1 99 2 年 の 改 正 （ 条 文 整 理 ）  
第 6 6 条 の 5 第 1 項 中「 第 6 項 」を 「 第 7 項 」 に 改め 、 同 条 第 3 項 中
「 第 66 条 の 5 第 3 項 」を「 第 66 条 の ４第 3 項 」に改 め 、同条 第 16 項 中
「 第 66 条 の 5 第 16 項」 を 「第 66 条の 第 16 項」 に 改 め、 第 3 章 第 7 節
の２ 中 同 条を 第 66 条の 4 と する 。  
 こ の 改 正は 、 条 文 の整 理 に よる も の で ある 1 3 0。  
5 . 1 996 年 の 改 正 （ 条 文 整 理 ）  
第 66 条の 4 第 1 項 中「 第 2 条第 1 項 第 2 号 に 規定 す る 」 及び 「（以 下
この 条 に おい て 「 外 国法 人 」 とい う 。）」 を削 る 。  
すな わ ち 、租 税 特 別 措置 法 第 2 条 第 2 項 の 、第 3 章（法 人 税 法の 特 例）
にお け る 定義 規 定 に 「外 国 法 人」 の 定 義 が規 定 さ れた こ と に 伴い 、 規定
の整 備 が 行わ れ た 1 3 1。  
6 .1 999 年 の 改 正 （ 移 転 価 格 事 務 運 営 要 領 の 改 正 ）  
（ 1） 本条 の 規 定中 「大 蔵 大 臣」 が 「 財 務大 臣 」 に改 め ら れ た 1 3 2。  
（ 2）19 87 年の「 確 認」通 達（確 認 方式 ）は 1 999 年 10 月 2 5 日 付で「 独
立企 業 間 価格 の 算 定 方法 と の 確認 に つ い て（ 事 務 運営 指 針 ） に改 めら
れて い る 。  
7 .2 000 年 の 改 正  
第 66 条 の 4 第 6 項 中「 国 外 関連 者 及 び 」を 「 国 外関 連 者、」に 改 め、
「内 国 法 人」 の 下 に 「及 び 当 該国 外 関 連 者と 特 定 信託 （ 法 人 税第 2 条第
29 号 の 3 に 規 定す る特 定 信 託を い う 。 以下 こ の 項に お い て 同じ 。）の 信
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託財 産 と の間 に 第 6 8 条の ３ の 5 第 1 項 に規 定 す る特 殊 の 関 係が あ る 場合
にお け る 当該 特 定 信 託の 受 託 者で あ る 内 国法 人 （ 当該 特 定 信 託の 信 託財
産に か か わる 当 該 取 引を 行 う 場合 に 限 る 。）」を 加え 、同 条第 16 項 中「 前
条の 規 定 」を 「 が 前 条」 に 、「 前 条 及び 」を 「 が 前条 及 び 」 に、「 」の 規
定」」 を「 ）」 と 、「 、前 条 及 び同 項 」」 に改 め る 。  
すな わ ち 、標 記 の 法 律に よ り 特定 目 的 信 託及 び そ の他 の 新 た な信 託が
創設 さ れ 、こ れ に 伴 い、 法 人 税法 で は 「 特定 信 託 」と し て 定 義し 、 これ
から 生 ず る所 得 に 対 し 法 人 税 を課 す こ と とさ れ た 。こ れ を 受 けて 、 国外
関連 者 と 特殊 の 関 係 のあ る 内 国法 人 に 加 え、 同 様 の特 殊 の 関 係を 有 する
特定 信 託 の受 託 者 で ある 内 国 法人 に 加 え 、同 様 の 特殊 の 関 係 を有 す る特
定信 託 の 受託 者 で あ る内 国 法 人を 規 定 し たも の で ある 1 3 3。  
8 .2 001 年 の 改 正  
(1 )  第 66 条の 4 第 2 項中「 各 号 に掲 げ る 方法 」を「 各 号に 定 め る方 法 」
に改 め 、同 項第 1 号 中「 法 人税 法第 2 条 第 21 号に 規 定 する 棚卸 資 産（ 以
下こ の 項 にお い て 「 棚卸 資 産 」と い う。）」を 「 棚 卸資 産 」 に 改め 、 同条
第 7 項 中 「法 人 税 法 第 2 条 第 20 号 に規 定す る 」 を削 り 、「 同条 第 43 号」
を「 法 人税 法 第 2 条 第 43 号」に 改め 、同条 第 16 項 中「 第 7 1 条」を「第
71 条 第 1 項 」 に、「 同項 中 」 を「 同 法 第 70 条第 5 項中 」 に、「 同条 中 」
を「 同 法第 71 条第 1 項 中」 に 改め る 。  
また 、 第 66 条 の 4 第 7 項中 「 書 類若 し くは 帳 簿 又は こ れ ら の写 し 」
を「 帳 簿 書類 （ そ の 作成 に 加 えて 電 磁 的 記録 （ 電 子的 方 式 、 磁気 的 方式
その 他 の 人の 知 覚 に よっ て は 認識 す る こ とが で き ない 方 式 で 作ら れ る記
録で あ っ て、 電 子 計 算機 に よ る情 報 処 理 の用 に 供 され る も の にい う ）の
作成 が さ れて い る 場 合に お け る当 該 電 磁 的記 録 を 含む 。 次 項 、第 9 項及
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び 第 12 項 第 2 号に おい て 同 じ。） 又は その 写 し 」に 改 め 、 同条 第 8 項及
び 第 9 項 中 「 書類 若し く は 帳簿 又 は こ れら の 写 し」 に 改 め 、同 条 第 12
項 第 2 号 中「 記 載 」 の下 に 「 又は 記 録 」 を加 え る 1 3 4。  
( 2 )  199 9 年の 「 独 立 企業 間 の 算定 方 法 等 の確 認 に つい て （ 事 務運 営指
針）」は 2001 年 6 月 1 日 付 けで 「 移 転 価格 事 務 運営 要 領 の 制定 に つ いて
（事 務 運 営指 針 ）」 に改 め ら れて い る 。  
 
第 4 節  日 本 移 転 価 格 税 制 の 発 展 期 （ 20 02～ 2 007）  
1 . 2 002 年 の 改 正  
( 1 )  移 転 価 格 調 査 に 伴 う 加 算 税 の 賦 課 決 定 の 期 間 制 限  
2002 年 の改 正 で は、移転 価 格 税制 に 従 い 、自主 的 に 修正 申 告 を提 出 す
る場 合 に おけ る 加 算 税の 賦 課 につ い て も 、国 税 通 則法 に 対 す る特 則 とし
て、 納 税 義務 の 成 立 する 日 から 6 年 を 経 過す る 日 まで と す る こと が でき
るこ と と され た 1 3 5。  
この 改 正 は、 移 転 価 格に 対 す る税 務 調 査 の煩 雑 性 や困 難 性 等 を考 慮し
た結 果 で あり 、 移 転 価格 税 制 の適 用 が あ る場 合 に 限り 、 更 正 等の 期 間制
限に 特 例 を設 け 、 課 税当 局 が 移転 価 格 調 査に 基 づ いて 行 わ れ る更 正 ・決
定も し く はそ の 更 正 ・決 定 等 に伴 う 加 算 税の 賦 課 決定 の 行 わ れる 期 限が
3 年 又は 5 年か ら 6 年に 延 長 1 3 6され た も の であ る 。  
(2 )  国 外 関 連 者 判 定 基 準 の 改 正  
内 国 法 人 の 国 外 関 連 者 に 該 当 す る か ど う か の 判 定 を 行 う 場 合 の 発 行
済株 式 の 総数 又 は 出 資金 額 に つい て は 、 法律 の 規 定に お い て 自己 が 有す
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る自 己 の 株式 又 は 出 資を 除 い て判 定 す る こと が 明 らか に さ れ た 1 3 7。  
 
2 . 2 004 年 の 改 正  
 20 04 年の 改 正 で は 、外国 法 人 であ る 信託 会 社 の特 定 信 託 と国 外 関 連者
との 取 引 が 、 特 定 信 託に 係 る 国外 関 連 者 との 取 引 に係 る 課 税 の特 例 制度
（措 法 6 8 -3⑤ ）の 対 象と さ れ たた め に、本制 度 の 非関 連 者 に 含ま れ な い
者の 範 囲 に、 国 外 関 連者 と の 間に 特 殊 の 関係 の あ る外 国 法 人 であ る 信託
会社 の 特 定信 託 を 含 める こ と とさ れ た 1 3 8も ので あ る 。  
 ま た 、同 年 の税 制 改正 に お いて 、取 引 単位 営 業 利益 法 が 措 令第 39 条 の
12 第 8 項二 号 、 三 号に 規 定 され た 1 3 9。  
 取 引 単 位営 業 利 益 法と は 、 再販 売 価 格 基準 法 及 び原 価 基 準 法が 売 上総
利益 を も とに 原 価 の 額又 は 売 上金 額 を 算 出す る 方 法で あ る の に対 し て、
営業 利 益 を基 に し て 原価 の 額 また は 売 上 金額 を 算 出す る 方 法 とさ れ てい
る 。  
取引 単 位 営業 利 益 法 は外 国 関 連者 と の 取 引に 際 し 、無 形 資 産 に寄 与す
る部 分 の 利益 配 分 が 適正 に 評 価で き な い 場合 に 適 用さ れ る 算 定方 法 であ
る 。  
 
3 . 2 005 年 国 外 関 連 者 の 範 囲 に つ い て の 改 正  
2005 年 の改 正 で は 政令 第 1 03 号 に よ り 、国 外関 連 者の 範 囲 に次 の もの
が加 え ら れた 。  
( 1 )  内 国 法 人 等 と 外 国 法 人 と の 間 に 、 実 質 支 配 関 係 （ 事 業 方 針 を 実 質
的に 決 定 でき る 関 係 ）と持 株 関 係（発 行 済株 式 総 数の 5 0％ 以上 を 保 有す
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る関 係 ） との 連 鎖 又 は実 質 支 配関 係 の み によ る 間 接の 支 配 関 係が あ る場
合の 外 国 法人  
( 2 )  内 国 法 人 等 と 外 国 法 人 と が 同 一 の 者 に よ っ て 、 実 質 支 配 関 係 と 持
株関 係 又 は実 質 支 配 関係 の み によ り 直 接 又は 間 接 に支 配 さ れ る関 係 があ
る場 合 の 外国 法 人 1 4 0  
2005 年 度の 改 正は 国 外関 連 者 の適 用 の 範 囲拡 大 を 意味 す る 改 正で あ っ
た 。  
4 . 2 006 年 推 定 課 税 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 に つ い て の 改
正  
2006 年 度の 改 正 （ 新租 税 特 別措 置 法 ６ ６の 4⑦ ） では 、 独 立企 業 間価
格の 算 定 に必 要 な 帳 簿書 類 の 提出 が な い 場合 の 推 定課 税 に お ける 独 立企
業間 価 格 の算 定 方 法 に、 次 の 方法 が 追 加 され た 。  
①  国 外 関 連 取 引 に 係 る 事 業 に 係 る 連 結 利 益 調 査 対 象 法 人 と 国 外 関 連
者と の 間 で分 割 し て 算定 す る 方法  
②  類 似 に 事 業 を 営 む 法 人 の 当 該 事 業 に 係 る 営 業 利 益 を 基 に 算 定 す る
方 法 1 4 1  
2006 年の 改 正 前で は、 措法 66 の 4⑦ の規 定 に おい て 、 法 人が 独 立 企
業間 価 格 を算 定 す る ため に 必 要と 認 め ら れる 帳 簿 書類 ま た は その 写 しを
課税 当 局 の要 求 後 延 滞な く 提 示又 は 提 示 しな か っ た場 合 、 推 定に よ る課
税が 適 用 とさ れ て い る。 そ の 推定 に よ る 課税 の 独 立企 業 間 価 格の 算 定方
法は 再 販 売価 格 基 準 法又 は 原 価基 準 法 又 はこ れ ら と同 等 の 方 法と 規 定さ
れて い た 。  
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改正 後 で は推 定 に よ る課 税 の 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 に お いて 、上
記再 販 売 価格 基 準 法 又は 原 価 基準 法 又 は これ ら と 同等 の 方 法 を用 い るこ
とが で き ない 場 合 に 限り 、 次 の算 定 方 法 を用 い る こと が で き るこ と とさ
れた 。  
ⅰ  利 益 分割 法 に 対 応す る 方 法  
法 人 及 び そ の 法 人 の 国 外 関 連 取 引 に 係 る 国 外 関 連 者 の 属 す る 企 業 団
体の 財 産 及び 損 益 の 状況 を 連 結し て 記 載 した 計 算 書類 （ 連 結 財務 諸 表又
はこ れ に 類似 す る も の） に お ける 国 外 関 連取 引 に 係る 事 業 に 係る 所 得に
つい て 、 国外 関 連 取 引に 係 る 事業 に 係 る 費用 の 額 、使 用 し た 固定 資 産の
額そ の 他 その 所 得 の 発生 に 寄 与し て 程 度 を推 測 す るに 足 り る 要因 に 応じ
てそ の 法 人及 び 国 外 関連 者 に 帰属 す る も のと し て 計算 し た 金 額を も って
国外 関 連 取引 の 対 価 の額 と す る方 法 。  
ⅱ  取 引 単位 営 業 利 益法 に 対 応す る 方 法  
ⅲ  ⅱ に 掲げ る 方 法 に準 ず る 方法  
ⅳ  ⅱ 、 ⅲに 掲 げ る 方法 と 同 等の 方 法 1 4 2  
こ の よ う に 利 益 分 割 法 に よ る 独 立 企 業 間 価 格 の 計 算 が 明 ら か に な っ
たの で あ る。  
 
第 5 節  日 本 移 転 価 格 税 制 の 成 熟 期 （ 20 08~ 2 013）  
1 . 2 0 08 年 国 外 関 連 者 に 対 す る 寄 附 金 改 正 （ 事 務 運 営 指 針 2 - 19）  
 20 0 8 年 に は 、国 外関 連 者 に対 す る 寄 付金 に つ いて 調 査 対 象の 範 囲 は、
次の よ う な改 正 が 図 れた 。 移 転価 格 税 制 に係 る 調 査に お い て は、 国 外関
連者 に 対 して 資 産 の 販売 、 金 銭の 貸 付 、 役務 提 供 その 他 の 取 引を 行 い、
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かつ 当 該 資産 の 販 売 等に 係 る 収益 の 計 上 を行 っ て いな い 場 合 にお い て、
当該 資 産 の販 売 等 が 金銭 そ の 他の 資 産 又 は経 済 的 な利 益 の 贈 与又 は 無償
の供 与 に 該当 す る と き（事 務 運営 指 針 2 -19）と さ れた 。す な わち 、移転
価格 税 制 の適 用 対 象 は棚 卸 資 産取 引 か ら 資産 取 引 への 変 更 が なさ れ 、調
査対 象 の 範囲 は 拡 大 した こ と が明 文 さ れ た。  
 
2 .2 010 年 推 定 課 税 の 明 瞭 化 を 図 ら れ た 改 正 （ 文 書 化 の 義 務 付 け ）  
移 転 価 格 調 査 に お け る 納 税 者 の 協 力 が 得 ら れ な い 場 合 の 推 定 課 税 規
定に お い て提 示 ま た は提 出 を 求め ら れ て いる 書 類 の範 囲 に つ いて 、 明確
化が 図 ら れた 。 ま た 、罰 則 に つい て 、 所 要の 見 直 しが 行 わ れ た 1 4 3。   
（ 国 外 関 連 者 と の 取 引 に 係 る 課 税 の 特 例 ）租 税 特 別 措 置 法 施 行 法 規 の 改
正   
第 二 十 二 条 の 十   措 法 6 6 -4⑥ に 規 定 す る 財 務 省 令 で 定 め る 書 類 は 、 次
に掲 げ る 書類 と す る 。   
一  法 第 六 十 六 条 の 四 第 一 項 に 規 定 す る 国 外 関 連 取 引 （ 以 下 こ の 項
に お い て 「 国 外 関 連 取 引 」 と い う 。） の 内 容 を 記 載 し た 書 類 と し て 次
に掲 げ る 書類  
イ  当 該 国 外 関 連 取 引 に 係 る 資 産 の 明 細 及 び 役 務 の 内 容 を 記 載 し た
書 類  
ロ  当 該 国 外 関 連 取 引 に お い て 措 法 66 - 4⑥ の 法 人 及 び 当 該 法 人 に 係
る 国 外 関 連 者 が 果 た す 機 能 並 び に 当 該 国 外 関 連 取 引 に お い て 当 該 法
人及 び 当 該国 外 関 連 者が 負 担 する リ ス ク （為 替 相 場の 変 動 、 市場 金利
の変 動 、 経済 事 情 の 変化 そ の 他の 要 因 に よる 当 該 国外 関 連 取 引に 係る
利益 又 は 損失 の 増 加 又は 減 少 の生 ず る お それ に い う） に 係 る 事項 を記
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載し た 書 類  
ハ  措 法 6 6 -4⑥ の 法 人 又 は 当 該 法 人 に 係 る 国 外 関 連 者 が 当 該 国 外 関
連 取 引 に お い て 使 用 し た 無 形 固 定 資 産 そ の 他 の 無 形 資 産 の 内 容 を 記
載し た 書 類  
ニ  当 該国 外 関 連取 引に 係 る 契約 書 又 は 契約 の 内 容を 記 載 し た書 類  
ホ  措 法 6 6 -4⑥ の 法 人 が 、 当 該 国 外 関 連 取 引 に お い て 当 該 法 人 に 係
る 国 外 関 連 者 か ら 支 払 を 受 け る 対 価 の 額 又 は 当 該 国 外 関 連 者 に 支 払
う 対 価 の 額 の 設 定 の 方 法 及 び 当 該 設 定 に 係 る 交 渉 の 内 容 を 記 載 し た
書 類  
へ  措 法 6 6 -4⑥ の 法 人 及 び 当 該 法 人 に 係 る 国 外 関 連 者 の 当 該 国 外 関
連取 引 に 係る 損 益 の 明細 を 記 載し た 書 類  
ト  当 該 国 外 関 連 取 引 に 係 る 資 産 の 販 売 、 資 産 の 購 入 、 役 務 の 提 供
そ の 他 の 取 引 に つ い て 行 わ れ た 市 場 に 関 す る 分 析 そ の 他 当 該 市 場 に
関す る 事 項を 記 載 し た書 類  
チ  措 法 6 6 -4⑥ の 法 人 及 び 当 該 法 人 に 係 る 国 外 関 連 者 の 事 業 の 方 針
を記 載 し た書 類  
リ  当 該 国 外 関 連 取 引 と 密 接 に 関 連 す る 他 の 取 引 の 有 無 及 び そ の 内
容を 記 載 した 書 類  
二   措 法 66 -4⑥ の 法 人が 国 外 関連 取 引 に 係る 独 立 企業 間 価 格（ 同条 第一
項 に 規 定 す る 独 立 企 業 間 価 格 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。） を
算定 す る ため の 書 類 とし て 次 に掲 げ る 書 類  
イ  当 該 法 人 が 選 定 し た 法 第 六 十 六 条 の 四 第 二 項 に 規 定 す る 算 定 の
方法 及 び その 選 定 の 理由 を 記 載し た 書 類 その 他 当 該法 人 が 独 立企 業 間価
格を 算 定 する に 当 た り作 成 し た書 類（ロ から ホ ま でに 掲 げ る 書類 を 除 く。） 
ロ  当 該 法 人 が 採 用 し た 当 該 国 外 関 連 取 引 に 係 る 比 較 対 象 取 引 （ の
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選定 に 係 る事 項 及 び 当該 比 較 対象 取 引 等 の明 細 を 記載 し た 書 類  
ハ  当 該 法 人 が 施 行 令 第 三 十 九 条 の 十 二 第 八 項 第 一 号 に 掲 げ る 方 法
又 は 同 項 第 四 号 に 掲 げ る 方 法 ニ  当 該 法 人 が 複 数 の 国 外 関 連 取 引 を
一 の 取 引 と し て 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 を 行 っ た 場 合 の そ の 理 由 及 び
各取 引 の 内容 を 記 載 した 書 類  
ホ  比 較 対 象 取 引 等 に つ い て 差 異 調 整 を 行 っ た 場 合 の そ の 理 由 及 び
当該 差 異 調整 等 の 方 法を 記 載 した 書 類  
 こ の よ うに 、201 0 年の 改 正 によ っ て 、独立 企 業 間価 格 算 定 の範 囲 と準
備書 類 の 明確 化 が 図 れた 。 今 回の 背 景 に 関し て 、 田中 （ 201 0）は 次 のよ
うに 指 摘 して い る 。  
 「 移 転 価格 税 制 は 、（ 中 略） 多 種 多様 な要 因 に より 決 定 さ れ（ 中 略）、
納税 者 の 協力 が な け れば 、 課 税庁 に お い て移 転 価 格税 を 適 正 に執 行 する
こと は 、相 当 な困 難 を伴 う も のと な ら ざ るを 得 な い。（ 中 略）納税 者 か ら
資料 を 得 られ な い 場 合に 限 り 、推 定 課 税 の適 用 を 認め る こ と とし 、 納税
者側 の 資 料提 供 の 協 力を 担 保 し、 適 正 公 平な 執 行 を確 保 す る こと と して
い る 1 4 4。」  
3 .2 011 年 算 定 方 法 の 優 先 順 位 の 是 正 に 関 す る 改 正   
2011 年に は O E C D 移転 価 格 ガイ ド ラ イ ンの 改 定 に伴 い 、独 立企 業 間 価
格の 算 定 方法 の 適 用 上の 優 先 順位 を 廃 止 、個 々 の 事案 の 状 況 に応 じ て独
立企 業 間 原則 に 一 致 した 最 も 適切 な 方 法 を選 定 す るこ と と す る仕 組 みへ
と改 正 さ れた 1 4 5。   
 
                                                   
1 4 4
 田 中 義人 「 国 際課 税関 係 の 改正 」『税 務弘 報 』 Vo l . 58， N o. 7， 中 央経
済社 ， 2010 年 ， p .75  
1 4 5
 前 掲 書， 武 田 昌輔 『 D H C コン メ ン ター ル法 人 税 』 p .49 71 の 14  
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小 括  
第 3 章 に おい て 、 日 本の 税 制 体系 及 び 税 制改 正 の 大ま か な 流 れを 概観
し、 日 本 の移 転 価 格 税制 が 税 制体 系 に 占 める 位 置 づけ を 明 ら かに し た。
さら に 移 転価 格 税 制 の改 正 を 三段 階 に わ け、 そ の 特徴 に つ い て述 べ た。  
第 3 章 で は、 日 本 の 法律 体 系 及び 日 本 の 税制 改 正 を概 観 し 、 日本 の移
転価 格 税 制が 税 制 改 正の 全 体 像に 占 め る 位置 づ け を明 確 し た 。さ ら に、
上 記 3 段 階 に分 け ら れ、 改 正 を経 た 移 転 価格 税 制 の沿 革 か ら 見ら れ る特
徴に つ い て論 究 し た 。  
日 本 は 租 税 法 律 主 義 の 下 に 、「 公 平 」「 中 立 」「 簡 素 」「 国 際 的 整 合 性 」
4 つ の 基 本原 則 に 基 づい て 税 制改 正 を 進 めて き た 。法 律 体 系 は法 律 、法
規、 通 達 3 段階 に 分 けら れ る が、 法 律 と 法規 は 法 源 で あ る 。 また 、 通達
は 課 税 当 局が 事 務 処 理上 、遵守 す る 重要 な規 則 で あ る が 、法 源で は な い。  
日本 で は 戦後 シ ャ ウ プ勧 告 に よっ て 画 期 的な 税 制 改革 が 行 わ れ、 直接
税を 中 心 、申告 納 税 を中 心 に すえ た 課 税 体系 が 構 築さ れ た 。1980 年 ごろ
に 、 税 制 の国 際 的 整 合性 を 掲 げ、 税 制 改 正が 行 わ れ、 移 転 価 格税 制 等と
いっ た 国 際課 税 の 整 備が な さ れた 。  
日 本 が 移 転価 格 税 制 を導 入 し た背 景 に は 、諸 外 国 にお い て 移 転価 格税
制の 整 備 及び 移 転 価 格課 税 を 強化 し て い る影 響 及び O E C D に おけ る 移転
価格 税 制 の導 入 に 関 する 勧 告 を受 け た 点 が挙 げ ら れる 。 さ ら に、 日 本に
おけ る 当 時の 法 人 税 法で は 移 転価 格 を 用 いて 所 得 移転 を 規 制 する こ とが
十分 に で きな い こ と から 、国際 課 税の 調 和を は か り（ 国際 的 整合 性 ）、日
本の 課 税 権の 確 保 を 考慮 し 、 移転 価 格 税 制を 創 設 した こ と が いえ る 。  
本章 に お いて 、 日 本 の移 転 価 格税 制 の 改 正 を 「 模 索期 」「発 展期 」「成
熟期 」 の 三段 階 に 分 けで 説 明 した 。「模 索期 」（ 19 86～ 2 001）に は 大 きな
改 正 を 3 つ あげ る こ とが で き る。 1 つ目 は、 19 86 年 の制 度 導入 、 2 つ目
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は 19 87 年 の「 確認 方式 」（現 事 前 確認 制度 の 前 身で あ る。）の導 入 、 3 つ
目は 、19 91 年 の 国 外 関連 会 社 の寄 付 金 全 額不 算 入・比較 対 象 企業 に 対す
る質 問 、 また は 検 査 権限 ・ 申 告別 表 に お ける 国 外 関連 者 関 連 内容 の 付加
であ る 。「 模 索 期 」にお い て は 、日 本 は 基本 三 法 を 中 心 に 適 用し 、移 転価
格調 査 の 長期 化 問 題 に配 慮 し 、移 転 価 格 課税 の 調 査が ス ム ー ズに 行 える
よう な 法 体系 の 構 築 を行 っ た とい え る 。  
「発 展 期」（ 2 00 2～ 2 006） には 、 大 きな 改正 が 3 つ あ った 。 1 つ 目は 、
2004 年 の取 引 単 位 営業 利 益 法の 導 入 、2 つ 目は 、2005 年 の 国外 関 連 者の
範囲 の 拡 大（ 実質 支 配判 定 基 準）の導 入 、最 後は 2006 年 の 推定 課 税 にお
ける 利 益 分割 法 と 取 引単 位 営 業利 益 法 の 導入 で あ る。「 発 展 期 」にお いて
は、 企 業 の取 引 パ タ ーン の 複 雑化 に 鑑 み 、基 本 三 法以 外 の 方 法の 導 入が
図 ら れ た 。日 本 に お ける 移 転 価格 課 税 に 関す る 事 案が 増 え て いた 時 期で
ある 。「成 熟 期」（ 2 0 07～ 20 13）に は 、 大 きな 改 正 は 2 つあ っ た。 1 つ目
は、 企 業 に対 し 、 国 外関 連 会 社と の 取 引 に関 す る 資料 の 文 書 化を 義 務付
けた 。 2 つ目 は 、 計 算方 法 の 優先 順 位 の 廃止 で あ る（ 基 本 三 法を 優 先適
用か ら も っと も 適 切 な方 法 を 選定 す る こ とと し た。）「 成 熟期 」にお い て、
さら に 国 際的 な 整 合 性を 持 た せる 改 正 と なっ た 。  
 
述 べ て き た 日 本 に お け る 移 転 価 格 税 制 の 沿 革 を ま と め る 図 表  3 -3 の
よう に な る。   
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図 表  3 - 3 日 本 に お け る 移 転 価 格 税 制 の 変 遷  
改 正 趣 旨  年 度  制 度 の 変 遷  
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（
1
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0
0
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）
 
1 9 8 6 年  移 転 価 格 税 制 の 創 設  
1 9 8 7 年  ① 租 税 条 約 に 基 づ く 合 意 さ れ た と き に 、 合 意 さ れ た 期 間 に 対 応 す る 延 滞
税 ま た は 還 付 加 算 金 を 付 さ な い こ と と さ れ た 。  
② 確 認 方 式 の 創 設  
1 9 9 1 年  ① 法 人 が 各 事 業 年 度 に お い て 支 出 し た 寄 附 金 の 額 （ 中 略 ） の う ち 、 当 該
法 人 に 係 る 国 外 関 連 者 に 対 す る も の （ 中 略 ） は 当 該 法 人 の 各 事 業 年 度
の 所 得 の 金 額 （ 中 略 ） の 計 算 上 損 金 の 額 に 算 入 し な い こ と と さ れ た 。  
② 移 転 価 格 税 制 に 基 づ い て 行 わ れ る 法 人 税 の 更 正 決 定 及 び 加 算 税 の 賦 課
決 定 の 除 斥 期 間 が 3 年 か ら 6 年 に 延 長 さ れ た 。  
③ 移 転 価 格 税 制 の 適 用 に よ り 納 付 す る こ と と な る 法 人 税 に つ い て は 、 徴
収 権 の 時 効 が 1 年 間 進 行 し な い こ と と さ れ た 。  
④ 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 税 務 調 査 に お い て は 、 税 務 職 員 は 、 法 人 の 国 外
関 連 者 と の 取 引 に 係 る 事 業 を 営 む 者 （ 比 較 対 象 企 業 ） に 対 し 、 質 問 又
は 検 査 を す る こ と が で き る こ と と さ れ た 。  
⑤ 国 外 関 連 者 に 関 す る 明 細 書 の 記 載 事 項 に 国 外 関 連 者 の 直 近 の 事 業 年 度
の 営 業 収 益 、 営 業 費 用 、 営 業 利 益 及 び 税 引 き 前 利 益 の 額 が 追 加 さ れ た 。 
1 9 9 2 年  条 文 整 理  
1 9 9 6 年  外 国 法 人 の 定 義 が 規 定 さ れ た こ と に 伴 い 、 規 定 の 整 備 が 行 わ れ た 。  
1 9 9 9 年  「 大 蔵 大 臣 」 が 「 財 務 大 臣 」 に 改 め ら れ た 。  
2 0 0 0 年  特 定 信 託 の 受 託 者 で あ る 国 内 法 人 が 特 殊 関 係 者 に 加 え ら れ た 。  
2 0 0 1 年  条 文 整 理  
独
立
企
業
間
価
格
算
定
方
法
の
導
入
 
無
形
資
産
取
引
、
役
務
提
供
取
引
等
に
対
応
し
た
 
日
本
移
転
価
格
税
制
の
発
展
期
（
2
0
0
2
～
2
0
0
7
）
 
2 0 0 2 年  ① 移 転 価 格 調 査 に 伴 う 加 算 税 の 賦 課 決 定 の 期 間 制 限 6 年 に 延 長 さ れ た 。  
② 国 外 関 連 者 判 定 基 準 の 改 正  
自 己 が 有 す る 自 己 の 株 式 又 は 出 資 を 除 き 判 定 す る こ と と さ れ た 。  
2 0 0 4 年  ① 特 殊 の 関 係 の あ る 外 国 法 人 に 信 託 会 社 の 特 定 信 託 を 含 め る こ と と さ れ
た 。 （ 措 法 6 8 - 3⑤ ）  
② 取 引 単 位 営 業 利 益 法 の 導 入 （ 措 令 3 9 - 1 2⑧ ）  
2 0 0 5 年  国 外 関 連 者 の 範 囲 の 追 加 （ 政 令 第 1 0 3 号 ）  
① 実 質 支 配 関 係 と 持 株 関 係 と の 連 鎖 又 は 実 質 支 配 関 係 の み に よ る 間 接 の
支 配 関 係 が あ る 場 合 の 外 国 法 人  
② 内 国 法 人 等 と 外 国 法 人 と が 同 一 の 者 に よ っ て 、 実 質 支 配 関 係 と 持 株 関
係 又 は 実 質 支 配 関 係 の み に よ り 直 接 又 は 間 接 に 支 配 さ れ る 関 係 が あ る
場 合 の 外 国 法 人  
2 0 0 6 年  推 定 課 税 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 に 、 次 の 方 法 が 追 加 さ れ
た 。  
① 国 外 関 連 取 引 に 係 る 事 業 に 係 る 連 結 利 益 調 査 対 象 法 人 と 国 外 関 連 者 と
の 間 で 分 割 し て 算 定 す る 方 法 （ 利 益 分 割 法 ）  
② 類 似 に 事 業 を 営 む 法 人 の 当 該 事 業 に 係 る 営 業 利 益 を 基 に 算 定 す る 方 法
（ 取 引 単 位 営 業 利 益 法 ）  
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国
際
標
準
と
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日
本
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期
（
2
0
0
8
～
2
0
1
3
）
 
2 0 0 8 年  事 務 運 営 指 針 2 - 1 9  （ 国 外 関 連 者 に 対 す る 寄 附 金 ）  
 調 査 に お い て 国 外 関 連 者 に 対 し て 資 産 の 販 売 、 金 銭 の 貸 付 、 役 務 提 供
そ の 他 の 取 引 を 行 い 、 か つ 当 該 資 産 の 販 売 等 に 係 る 収 益 の 計 上 を 行 っ て
い な い 場 合 に お い て 、 当 該 資 産 の 販 売 等 が 金 銭 そ の 他 の 資 産 又 は 経 済 的
な 利 益 の 贈 与 又 は 無 償 の 供 与 に 該 当 す る と き  
 （ 移 転 価 格 税 制 の 適 用 対 象 の 拡 大  棚 卸 資 産 取 引 →資 産 取 引 ）  
2 0 1 0 年  移 転 価 格 調 査 に お け る 納 税 者 の 協 力 が 得 ら れ な い 場 合 の 推 定 課 税 規 定 に
お い て 提 出 又 は 提 示 を 求 め て い る 書 類 に つ い て 、 そ の 範 囲 が 次 の 区 分 に
基 づ い て 明 確 化 さ れ ま し た 。 （ 措 規 2 2 の 1 0① ）  
イ  国 外 関 連 取 引 の 内 容 を 記 載 し た 書 類  
ロ  国 外 関 連 取 引 に つ い て 法 人 が 算 定 し た 独 立 企 業 間 価 額 に 係 る 書 類  
2 0 1 2 年  O E C D 移 転 価 格 ガ イ ド ラ イ ン の 改 定 に 伴 い 、独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 の
適 用 上 の 優 先 順 位 を 廃 止 、 個 々 の 事 案 の 状 況 に 応 じ て 独 立 企 業 間 原 則 に
一 致 し た 最 も 適 切 な 方 法 を 選 定 す る こ と と し た 。  
（ 出 所 ： 武田 昌 輔 著『 D H C コ ン メン タ ー ル法 人 税 』を 参考 に 、筆 者が 作
成し た 。 ）  
 
本 章 に お いて 、 日 本 の移 転 価 格税 制 度 の 創設 の 趣 旨及 び 移 転 価格 税制
の沿 革 か らそ の 課 税 制度 の 問 題点 を 抽 出 し、 検 討 した 。  
昭 和 6 1 年に 移 転 価 格税 制 が 導入 さ れ た 趣旨 は 国 際課 税 に 際 して 日本
の課 税 権 を確 保 す る こと で あ った 。 こ の 日本 の 移 転価 格 税 制 の創 設 は諸
外国 の 移 転価 格 税 制 の導 入 や O E C D の 勧 告の 影 響 を受 け た も ので あ っ た。 
又、 移 転 価格 税 制 が 導入 さ れ 、適 切 な 独 立企 業 間 価格 の 設 定 は最 も重
要な 論 点 とさ れ て き た。 そ の 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 で あ る基 本 三法
は創 設 当 初か ら 各 国 と同 様 の 規定 が 掲 げ られ て い た。 こ れ は 移転 価 格税
制が 、 国 際ビ ジ ネ ス に関 す る 税制 の 規 定 であ る と いう 項 目 的 な特 徴 であ
ろう 。  
これ ま で 述べ て き た 各年 度 の 改正 に は 、 移転 価 格 税制 に 係 る 独立 企業
間価 格 の 算定 の 明 文 化及 び 執 行面 を 考 慮 した 改 正 であ っ た が 、そ の 中で
移転 価 格 調査 に 大 き な影 響 を 与え う る 改 正は 、 以 下の 4 つ に 指摘 で きる
と考 え る 。  
そ の 1 つ は、 1986 年 の改 正 で ある 。この 年 の 改 正 は、移 転価 格調 査 の
長期 化 問 題を 配 慮 し 、権 限 あ る当 局 間 の 合意 が 成 立し た と き 、合 意 した
86 
 
期間 に 対 応す る 部 分 の延 滞 税 及び 還 付 加 算金 の 免 除及 び 事 前 確認 方 式を
導入 し た もの で あ る 。  
さら に 、 199 1 年 の 改 正が 挙 げ られ る 。こ の年 の 改 正は 移 転 価 格調 査 の
長期 化 問 題を 配 慮 し 、更 正 決 定及 び 加 算 税の 賦 課 決定 の 除 斥 期間 が 3 年
か ら 6 年 に 延長 し 、 移転 価 格 税制 の 適 用 によ り 納 付す る こ と とな る 法人
税に つ い ては 、徴収 権の 時 効が 1 年 間 進 行し な い こと と し た もの で あ る。 
次に 、 200 4 年及 び 200 6 年 の 改 正で あ る。 こ の 改正 は 多 国 籍企 業 の 国
際投 資 の 活性 化 に 伴 い、 無 形 資産 取 引 や 役務 提 供 取引 が 増 加 した こ とに
対応 す る ため の 改 正 だっ た 。 これ ら の 取 引の 独 立 企業 間 価 格 の算 定 方法
とし て 、 利益 分 割 法 の明 記 化 が図 ら れ 、 取引 単 位 営業 利 益 法 の導 入 が実
施さ れ た 。こ れは 他 国の 移 転 価格 の 算 定 方法 と の 調和 1 4 6を 図 っ たも の で
あっ た 。  
最後 に 、 2 012 年の 独 立企 業 間 価格 の 算 定 方法 の 優 先順 位 の 廃 止に つ い
ては 、 や はり 国 際 標 準と の 整 合性 を 取 る ため の 改 正で あ っ た 。  
以 上 、 筆 者 は 移 転 価 格 税 制 の 沿 革 に つ い て 検 討 を 試 み た 。 次 に 移 転 価
格税 制 の 沿革 を 踏 ま え、 こ の 制度 の 問 題 点に と し て、 独 立 企 業価 格 の算
定 基 準 に つい て で あ ると 指 摘 でき る 。 移 転価 格 税 制は 国 を 跨 ぐ各 国 の課
税権 に 巡 る争 奪 戦 に 係る 争 い であ り 、 国 際的 に 統 一さ れ た 独 立企 業 間価
格の 算 定 基準 を 検 討 する こ と は急 務 で あ る。  
しか し 、 新し い 企 業 が登 場 し 、新 し い 製 品が 開 発 され 、 従 来 、考 えも
及ば な か った よ う な 価格 の 決 定も あ る 。 この よ う に、 ビ ジ ネ スは 変 化を
遂げ る た め、 筆 者 は 統一 さ れ た独 立 企 業 間価 格 の 算定 基 準 の 決定 は 困難
だと 考 え る。 平 成 1 6 年 及び 平成 18 年 の改 正 は ビジ ネ ス で 無形 資 産 取引
が登 場 し 、新 し い 算 定基 準 が 決定 さ れ た よう に 新 しい 取 引 が 生じ る 可能
                                                   
1 4 6
 前 掲 書， 税 理 士法 人ト ー マ ツ『 日中 移 転価 格 税 制ガ イ ド ブ ック 』p .2 5  
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性は 永 久 的継 続 す る から で あ る。 こ こ に 移転 価 格 税制 の 難 し さが あ ると
いえ る 。 本来 な ら ば 、規 定 が あり 、 執 行 がな さ れ てい く 。 し かし 、 移転
価格 税 制 の難 し さ か ら完 全 か つ詳 細 な 規 定が で き るよ う に す るこ と は不
可能 で あ る。 こ の よ うな 問 題 を補 う た め には 、 既 述し た 第 1 の事 前 確認
制度 等 の 重要 性 が 増 して く る と筆 者 は 考 える 。  
移転 価 格 税制 が 創 設 した 翌 年 の昭 和 6 2 年（ 19 83 年） に 事 前確 認 制度
が導 入 さ れ、 独 立 企 業間 価 格 の算 定 が 確 実に 行 う ため に 、 こ の事 前 確認
制度 の 活 用が 欠 か せ ない と い える 。 な ぜ なら ば 、 事前 に 取 引 価格 の 確認
をす る こ とで 、 将 来 年度 に 係 る税 務 調 査 のリ ス ク を回 避 す る こと が でき
るか ら で ある 。 し た がっ て 、 事前 確 認 制 度を い か に円 滑 に 行 うか が 後々
移転 価 格 税制 の 執 行 上の 問 題 や、 納 税 者 と執 行 者 との ト ラ ブ ルを 生 じさ
せな い た めに も 重 要 なポ イ ン トで あ る と 筆者 は 考 える 。   
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第 4章  中国の移転価格税制の沿革  
 
は じ め に  
1979 年 、中 国 が 打ち 出し た「 改革 開 放 」の経 済 政 策に 伴 い 、積極 的 に
外国 の 直 接投 資 を 誘 致し 、 海 外と の 取 引 に対 し 優 遇し た 政 策 を採 っ てい
た。 長 い 間、 外 資 企 業は 中 国 経済 の 牽 引 力で あ っ たこ と に 違 いな い 。さ
らに 、 200 0 年中 国 の W TO 加盟 に より 、各 国 よ り中 国 へ の 直接 投 資 が急
増し て い た。 近 年 、 中国 は 安 価の 労 働 力 を提 供 す る世 界 の 工 場か ら 脱変
し 、世界 か ら 注目 さ れる 経 済 大国 へ 歩 み 進め 、さ ら に 中国 の 12 億 た る消
費市 場 の 開拓 は 世 界 各国 の 大 企業 が 進 出 する も う ひと つ の 狙 いで あ る。  
この よ う な経 済 背 景 の下 で 、日 中貿 易 も 例外 な く 、順調 に 伸 びて き た。
2011 年に 日 中 貿易 額 は過 去 最 高を 更 新 し てい る（日 本 貿 易振 興機 構 デ ー
タに よ り）。し か し 、日中 の 租 税制 度 の 相 違が 企 業 の経 済 活 動 の妨 げ にな
って い る 。特 に 、 国 際課 税 の 一環 と し て の移 転 価 格税 制 に 対 して は 、日
中両 国 が 税制 改 正 を 繰り 返 し 、そ の 調 査 を強 化 し て き た 。  
本章 に お いて 、 中 国 の移 転 価 格税 制 を 取 り巻 く 税 制体 系 お よ び中 国の
本制 度 に 関る 沿 革 か ら、 中 国 の移 転 価 格 税制 の 特 徴お よ び 問 題点 に つい
て論 及 す る。  
  
第 1 節  中 国 の 法 律 体 系 と 中 国 の 税 制 改 正  
1 .租 税 法 律 主 義  
『中 華 人 民国 憲 法』（以 下 、 中国 憲 法 と する 。）第 56 条 に お いて 、「中
国公 民 は 法律 を 遵 守 する 義 務 があ る 」 と 規定 し て いる 。 中 国 『憲 法 』に
おい て は 税収 の 法 律 規定 は 、 この 憲 法 第 56 条 の みで あ る 。 憲 法 の 第 56
条は 税 収 にお い て 次 のよ う に 解釈 で き よ う。ま ず、 .税収 法 定 原則（ 日本
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の租 税 法 律主 義 と 同 義） す な わち 国 家 は 法律 に 依 り徴 税 で き 、公 民 も法
律に 依 り 納税 す る 。 次に 、 国 民は 法 律 に 従い 納 税 する 義 務 を 規定 す ると
同時 に 、 法律 根 拠 な しの 納 税 しな い 権 利 を規 定 し てい る 。 さ らに 、 この
規定 は 税 法と そ の 他 の部 門 法 の税 収 条 文 立法 の 根 拠で あ る 1 4 7。  
2 .租 税 原 則  
中国 に お ける 税 制 は 税収 制 度 （又 は 税 収 法律 制 度 をい う ） の 略称 であ
り 、国 家 各 種の 税 収 法令 と 徴 収弁 法 を 含 む 1 4 8。税 制 は 国家 税 収 法律 、行
政法 規 、 部門 規 定 と 規範 性 文 書の 総 称 で ある 。 中 国に お け る 税制 の ４大
原則 、 現 代の 税 収 制 度（ 税 法 ）の 制 定 す ると き に 、次 の 4 つ の原 則 を順
守す べ き であ る 。 ① 税収 負 担 の公 平 合 理 性、 ② 中 立性 、 経 済 への 干 渉を
避け る こ と、 ③ 徴 税 の効 率 性 （徴 収 過 程 にか け る コス ト を 最 小限 に する
こ と ）、 ④ 徴 収 管 理 の 簡 便 性 で あ る 1 4 9。 税 収 制 度 は 国 家 税 収 法 律 、 行 政
法規 、 部 門規 定 と 規 範性 文 書 の総 称 で あ る。 中 国 の税 制 は 経 済を 支 える
柱の 一 つ であ る 1 5 0。  
 
3 .中 国 の 税 法 の 法 源  
( 1 )  中 国 の 税 制 体 系  
税収 は 経 済学 の 概 念 であ り 、 税法 は 法 学 概念 で あ る。 蓋 地 （ 2001）税
法は 権 限 を持 つ 国 家 機関 が 制 定し 、 税 収 分配 を 調 整過 程 の 中 で形 成 され
る権 利 と 義務 間 の 法 律規 範 （ 法律 法 規 等 ）で あ る 。税 法 は 広 義と 狭 義の
概念 が 存 在す る 。 広 義の 税 法 とは 、 税 収 に関 す る 各種 法 律 等 のま と めで
                                                   
1 4 7
 賈 諶 編『 中国税收制 度（ 2011）』中 国財 政 経済 出 版 社，2 012 年，序 文，
p .1 4  
1 4 8
 蓋 地 『税务会计与 納税 筹 划 』东北财经大学 出 版 社， 20 01 年， p . 10  
1 4 9
 前 掲 書， 蓋 地 『税务会计与 納税 筹 划 』 p .1 2  
1 5 0
 前 掲 書， 賈 諶 編『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 序 文， p . 1  
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あり 、 税 収実 体 法 、 税収 程 序 （手 続 ） 法 、税 収 訴 訟法 で 構 成 され る 法律
体系 を 指 す。 立 法 レ ベル で 分 ける と 、 国 家最 高 権 利機 関 す な わち 全 国人
民代 表 大 会（ 日 本 の 国会 に 相 当） に お い て正 式 に 公布 し た 税 収法 律 や、
国務 院 制 定す る 税 制 行政 法 規 又は 省 人 民 代表 大 会 にお い て 公 布す る 地方
税収 法 規 や、 関 連 す る政 府 部 門又 は 地 方 政府 （ 日 本の 県 庁 に 相当 ） が公
布す る 税 収規 章 な ど が含 ま れ る。 狭 義 の 税法 と は 、国 家 最 高 権力 機 関が
正式 に 公 布す る 税 収 法律 を 指 す 。例 え ば 、個人 所 得 税法 、企 業所 得 税 法、
車船 税 法 、税収 徴 収 管理 法 等 が挙 げ ら れ る。（ 略 ）税 法 実 体 法は 、税 法の
中 心 部 分 であ り 、 税 収実 体 法 がな け れ ば 、税 法 体 系の 形 成 は 不可 能 であ
る。 税 収 手続 法 は 、 又税 収 行 政手 続 法 を いう 。 税 務機 関 と 税 務行 政 に関
連す る 者 が業 務 執 行 中の 権 利 と義 務 を 規 範す る 法 律規 範 の 総 称で あ る。
すな わ ち 、税 収 プ ロ セス と 関 連す る 法 律 規範 で あ れば 、 法 律 根拠 の 所在
を問 わ ず 、税 収 手 続 法の 範 疇 であ る 。 例 えば 、 行 政処 罰 、 行 政許 可 の法
律規 範 も 同様 税 収 行 政行 為 に 対し て 、 拘 束力 を 持 つの で あ る 。  
(2 )  税 法 立 法 1 5 1プ ロ セ ス  
                                                   
1 5 1
 中 国 の税 収 立 法は 2 つ の特 徴 があ る 。  
（ 1）単 一 性 国家 の 特 徴と 一 致 し、 税 収 立 法は 基 本 的に 単 一 体 制を 用 い る。
すな わ ち 税収 立 法 は 中央 （ 国 家） 集 権 体 制で あ り 、地 方 は 立 法権 限 を持
たな い 。  
（ 2）税 法 立 法は 立 法 権利 の 委 任を 手 法 手 段と す る 。立 法 権 利 の委 任 と は、
国家 立 法 は法 律 に 依 り権 利 の 移転 で あ る 。権 利 レ ベル 同 等 の 国家 行 政機
関又 は 所 轄下 級 国 家 行政 機 関 に税 収 通 達 の制 定 権 利の 委 任 等 を含 む 。全
国人 民 代 表大 会 全 体 会議 は 年 に一 回 、 全 国人 民 大 会常 務 委 員 会で 全 体会
議は 年 に 6 回 しか 開 かな い 。 中国 の 経 済 発展 に と って 、 特に 1978 年 改 革
開放 に 過 程の な か で は経 済 活 動の 飛 躍 的 に活 発 化 にな り 、 市 場主 体 が増
え、 国 家 最高 権 力 機 関の み に 立法 権 を 行 使さ せ る だけ で は 、 社会 全 体的
な必 要 に 対応 で き な い。 よ り 広い 範 囲 に おい て 、 最高 レ ベ ル の国 家 行政
機関 に 税 収立 法 の 権 利を 委 任 する 必 要 不 可欠 で あ った 。 第 6 回全 国 人大
に『 国 務 院経 済 体 制 改革 と 対 外開 放 に 係 る暫 定 規 定或 は 条 例 を制 定 する
権限 を 委 任す る 決 定 』を 公 布 した 。 こ の 決定 に お いて 、 国 務 院は 経 済体
制改 革 と 対外 開 放 に 係る 暫 定 条例 を 制 定 でき る 一 方、 実 践 を 経て 、 条件
整え た 場 合に 全 国 人 大又 は 常 務委 員 会 に 置い て 法 律を 制 定 す ると し てい
る 。  
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中国 の 法 学の 解 釈 に おい て 、 立法 プ ロ セ スに は 広 義と 狭 義 の 定義 があ
る。 広 義 の立 法 プ ロ セス と は 、中 央 と 地 方立 法 主 体（ 国 家 権 力機 関 、行
政機 関 、軍 事機 関 又 は権 利 委 任を 受 け た 機関 ）は  法 律 、通 達を 制 定 、改
正、 補 填 、解 釈 又 は 廃止 す る 際に 遵 守 す べき 手 順 、規 則 を 指 す。 狭 義の
立法 プ ロ セス と は 、 立法 機 関 は立 法 権 限 を行 使 し 、法 律 ・ 通 達を 制 定、
改正 、 補 填、 解 釈 又 は廃 止 す るプ ロ セ ス をい う 1 5 2。  
全国 人 大 及び 常 務 委 員会 の 立 法プ ロ セ ス は具 体 的に 4 段 階 に 分け ら れ、
法律 議 案 を提 出 、法 律草 案 の 審議 、法 律 草案 の 議 決 、法 律 の 公布 で あ る 1 5 3。 
国務 院 の 税収 立 法 プ ロセ ス と は、 税 収 行 政法 規 草 案を 起 草 し 、草 案の
国務 院 法 制機 構 で 審 査と 認 定 し、 行 政 法 規の 公 布 （国 務 院 公 報に 刊 行す
る） の 三 つの 段 階 が ある 1 5 4。  
その 他 主 体の 立 法 プ ロセ ス の その 他 主 体 とは 、 法 定地 方 権 力 を持 つ機
関 、法 定 地 方人 民 政 府と 国 務 院各 部・委 員会・直 轄 機構 を 指 す 1 5 5。（（ 2）
と同 様 ）  
ま た 、 立 法 さ れ た 法 律 等 は 備 案 1 5 6し な け れ ば い け な い 。『 立 法 法 』 第
五章 の 規 定に よ る と 、備 案 は 法定 プ ロ セ スで あ る 。行 政 法 規 、地 方 性法
規 、地方 政 府 規章 、部門 規 章 は公 布 後 3 0 日 後に 管 轄機 関 に 原本 保 管 する
こと で あ る。 こ の プ ロセ ス は 越権 法 律 の 創設 や 下 位法 律 が 上 位法 律 と矛
盾す る ・ 同位 法 律 の 相違 及 び 不適 切 な 規 定の 創 設 を防 ぎ 、 こ れら の 事項
によ っ て もた ら す 重 大な 悪 影 響を 抑 制 す る。  
                                                                                                                                                       
前掲 書 ， 賈諶 編 『 中 国税 收 制 度（ 2011）』 p .15 を参 考 に した 。  
1 5 2
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .1 8  
1 5 3
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国税收制度 （ 2011）』 p .19 よ り 抜粋 し た。  
1 5 4
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国税收制度 （ 2011）』 p .19 よ り 抜粋 し た。  
1 5 5
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国税收制度 （ 2011）』 p .19 よ り 抜粋 し た。  
1 5 6
 備 案 とは 原 文 保管 であ り 、 要す る に 公 表さ れ た 法律 の 原 本 を保 管 す
るこ と で ある 。  
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(3 )  税 法 の 源 1 5 7  
税法 の 源 とは 、 税 収 法律 規 範 が存 在 と 表 す方 法 を 指す 。 中 国 にお いて
は憲 法 の もと に 、 す べて の 法 律、 行 政 法 規、 規 章 ・通 達 な ど 以下 に 示す
6 つ はす べ て法 源 と なる 。  
1 つ 目 に は、 法 律 が 挙げ ら れ る。 こ こ の 法律 は 狭 義の 法 律 で ある 。国
家最 高 権 力機 関 す な わち 全 国 人大 （ 中 国 でい う 全 国人 民 代 表 大会 の 略称
であ り 、 日本 の 国 会 に相 当 す る） 及 び 常 務委 員 会 は立 法 プ ロ セス に 従い
規範 性 条 文を 制 定・公布 す る。『 中 華 人 民共 和 局 立法 法 』（ 以下『 立 法 法』
にい う ） の規 定 に よ って 、 税 収の 基 本 制 度に つ い て、 全 国 人 大及 び 常務
委員 会 の み が 法 律 を 制定 す る 権限 を 持 つ 。未 制 定 の法 律 に つ いて は 、全
国人 大 及 び常 務 委 員 会は 国 務 院に 委 任 し 、行 政 法 規を 制 定 す るこ と がで
きる 。 中 国現 行 税 法 には 、 法 律は 『 中 国 個人 所 得 税法 』、『 中 国企 業 所得
税法 』、『 中国 車 船 税 法』 と 『 中国 税 収 徴 収管 理 法 』の 四 つ で ある 。  
全国 人 大 及び 常 務 委 員会 の 決 議、 決 定 、 又は 全 国 人大 常 務 委 員会 にお
ける 法 律 解釈 は 、 全 国人 大 及 び常 務 委 員 会で 公 布 した 法 律 と 同じ 法 律効
力を 持 ち 、税 法 の 源 に含 ま れ る。（ 略）  
2 つ 目 に は、 行 政 法 規と 規 範 性文 件 （ 通 達） が 挙 げら れ る 。 中国 の現
行税 法 の 大部 分 は 国 務院 が 制 定す る 行 政 法規 と 規 範性 通 達 で ある 。 以下
の種 類 に まと め る こ とが で き る  
a .税 収 の 基 本 制 度 。 全 国 人 大 及 び 常 務 委 員 会 の 委 任 を 受 け た 未 制 定 の
法 律 で あ る。 例 え ば 、現 行 増 値税 等 は 国 務院 が 制 定す る 税 収 暫定 条 例で
ある 。  
b .国 務 院 が 制 定 す る 法 律 実 施 条 例 又 は 細 則 。 全 国 人 大 及 び 常 務 委 員 会
                                                   
1 5 7
 税 法 の源 に つ いて の解 釈 は 、前掲 書 ， 賈諶 編『 中 国税收制 度（ 2 011）』
pp . 14 -15。  
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で制 定 さ れた 個 人 所 得税 法 、 記号 所 得 税 法、 車 船 税法 、 税 収 徴収 管 理法
に対 し て、国 務 院は これ ら の 法律 に 対 応 する 実 施 条例 と 細 則 を制 定 す る。 
c .税 収 の 基 本 制 度 で な い も の 。 国 務 院 は 実 際 の 必 要 に 応 じ て 制 定 す る
規範 性 通 達。国 務院 もし く は 国務 院 事 務 庁が 公 布 する 通 知、決定 等 。（ 略）  
d .国務 院 は 税収 行 政 法規 に 関 する 解 釈 。例え ば 、 2 004 年 2 月 国務 院 事
務庁 が 公 布し た 『 中 国都 市 維 持建 設 暫 定 条例 』 の 第五 条 解 釈 に対 す る複
函（ 回 答）（ 国 弁函 [ 2004 ] 23 号 ） が 挙げ られ る 。  
e .国 務 院 に 所 属 す る 部 門 が 公 布 す る 。 国 務 院 の 許 可 を 得 た 通 達 は 国 務
院通 達 と 同等 と さ れ る 。  
 3 つ 目 には 、 国 務 院に 所 属 する 財 税 を 管理 部 門 制定 す る 規 章と 通 達が
挙げ ら れ る。 国 務 院 に所 属 す る財 税 の 管 理部 門 と は、 主 に 財 政部 （ 日本
の財 務 省 に相 当 ）、国家 税 務 総局（ 日 本 の国 税 庁 に相 当 ）と 海関 総 署（ 日
本の 税 関 に相 当 ） が 含ま れ 、 法律 と 国 務 院行 政 法 規ま た は 通 達の 要 請に
従い 、 こ れら の 管 理 部門 に お いて 制 定 す る税 収 に 関す る 規 章 と通 達 、命
令 、通 知 、公告 、通 告 、批 複（ 回答 ）、意見 、函 等 の文 書 方 式を も っ て公
布し た も のも 税 法 の 重要 な 源 であ る 。  
具体 的 に 、ま ず 、 行 政法 規 の 委任 に よ っ て、 制 定 する 行 政 法 規の 実 施
法則 、 次 に、 税 収 法 律又 は 行 政法 規 を 施 行す る 期 間中 に お い て、 こ れら
の規 定 に 関す る 補 て ん、 条 文 解釈 及 び 施 行方 法 の 解釈 、 最 後 に部 門 権限
範囲 内 に 公布 す る 税 収政 策 と 税収 徴 管 具 体事 項 に 関す る 規 定 又は 通 達が
含ま れ る 。  
4 つ 目に は 、地 方 性 法規 、 地 方政 府 規 章 及び 通 達 が挙 げ ら れ る。  
5 つ 目に は 、自治 条 例と 特 別 地区 の 特 別 公布「 単 行（ 単独 施 行 ）条 例 」
が挙 げ ら れる 。  
6 つ 目に は 、条 約 、 協定 、 税 収事 前 確 認 が挙 げ ら れる 。  
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図 表  4 - 1 中 国 の 税 法 に 関 す る 体 系  
法律
レベル
本則規定 手続法
法律
効力
法律
中国企業所得税法
(第6章　特別納税調整
中国税収徴収管理法
行政法規
(国務院）
(国家税務総局）
中国企業所得税法実施細則
中国税収徴収管理法
実施細則
規章、通達
(財務部）
（国家税務総局）
(地方政府）
特別納税実施弁法
法源
 
（出 所 ： 前掲 書 ， 賈 諶編 『 中 国税 収 制 度 （ 20 11）』 p p . 14 -15 を参 考 に ，
筆者 が 作 成し た 。）  
(4 )  税 収 徴 収 機 関  
国家 税 務 総局 （ 日 本 の国 税 庁 に相 当 ） の 職責 と 組 織構 造 の 変 遷を 述べ
てい く 。 19 50 年 1 月 1 日 、政 務 院 の許 可を 受 け、中 国 は財 政部 税 務 総局
を 設 立 し 、中 国 に お いて 初 の 国家 に 係 る 税金 徴 収 を管 轄 す る 機構 が 設立
され た 。 19 88 年、国 家行 政 機 構の 改 革 に 伴い 、国務 院 は 国家 税務 局 を 創
設 し た 。 国家 税 務 総 局は 国 務 院の 直 轄 部 署（ 副 部 級） で あ り 、財 政 部に
管理 管 轄 範疇 に 属 す る。 主 要 な職 能 は 中 国中 央 政 府、 国 務 院 の方 針 ・政
策・ 関 連 する 指 示 、 決定 を 遵 守・ 執 行 し 、全 国 の 税種 法 律 ・ 法令 と 徴収
管理 制 度 を起 草 し 、 国家 財 政 収入 の 構 造 を確 保 し 、税 収 を 経 済へ の マグ
ロ調 整 機 能の 手 段 と して 働 か せる 。199 3 年 、さ ら に 行政 構 造 の改 革 を推
進し 、 国 家税 務 総 局 を設 立 し 、国 務 院 の 直轄 部 署 （正 部 級 ） であ り 、国
務院 の 管 理範 疇 に 入 る。 全 国 の税 務 機 構 は国 家 税 務総 局 、 省 （自 治 区、
直轄 市 ） 税務 局 、 地 方（ 市 、 州、 盟 ） 税 務局 、 県 （市 、 旗 ） 税務 局 の 4
級（段 階 ）から な る 。 1 994 年に 、税 務 機 構は 国 家 税務 局 と 地 方税 務 局に
分け ら れ る。（ 中略 ） 19 9 8 年 、 中 国は 政府 機 構 に対 し 大 き な改 革 を 行っ
た 。  
中国 の 税 務行 政 組 織 は、 国 務 院の 下 に 国 家税 務 総 局と い う も のが あ り、
その 下 に 各省 、 市 、 県と い っ た地 方 の 国 税を 徴 収 する 部 門 と 地方 税 を徴
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収す る 部 門が あ る 。 国家 税 務 総局 と い う のは 、 日 本で い え ば 国税 庁 にあ
たる 。 そ の下 部 組 織 は、 日 本 で言 え ば 各 国税 局 、 その 下 に 税 務署 が ある
のと 類 似 して い る 1 5 8。  
国 家 税 務総 局 の 構 造 は 、 図 表  4 -2 で 示 す よ う に 国 家 税 務 総 局 には 1 3
の機 構 （ 正局 級 ） を 設け い る 。そ の 中 に は、 事 務 庁、 政 策 法 規司 、 貨物
と労 務 税 司 、所 得 税 司 、財産 と 行為 税 司 、国 際税 務 司 、収入 企画 監 査 司、
納税 サ ー ビス 司 、徴 管と 技 術 発展 司（ 大 企業 税 収 管理 司 ）、査察 司 、財 務
管理 司 、 督察 内 部 監 査司 、 人 事司 が 含 ま れる 。  
図 表  4 - 2 中 国 の 税 務 行 政 組 織  
（出 所 ：劉 佐 著『 中 国税 制 概 覧 』中 国経 済科 学 出 版社 ，2 004 年，p .4 26）  
                                                   
1 5 8
 藤 森 浩一 郎「 中国 の移 転 価 格税 制 に つ いて 」『租 税 研 究 』日本 租 税 研
究協 会 ， N o .61 8， 20 01 年 ， p .91  
国家税務総局
省、自治区、直轄市
国家税務局
地区、市、区、盟、州
国家税務局
国務院
省、自治区、直轄市役所
省、自治区、直轄市
地方税務局
地区、市、区、盟、州
地方税務局
地区、盟行政公署
市、区、州役所
県、市、区、旗
地方税務
税務分局（所） 税務分局（所）
注：
　　１．国家税務総局は国家税務局体系的に全体に対して、垂直管理を行っている。国家税務総局は省
　　ベルの役所と同様に省レベルの地方税務局に対し管理し、指示を出せる。
　　2．省以下の地方税務局は上の税務機関と同級役所から指示を受け、管理される。また、主に上の税
　　務機関による直接指示による管理システムをとる。
　　3．2004年はじめでは、全国省レベルの税務局61、副省レベルの税務局30、地（市、区、州、盟）税務
　　局1000、県（市、区、旗）税務局5227、基礎の税務分局（所）は40228。全国税務系統計85.2万人、そ
　　のうち国家税務局に所属は46.3万人、地方税務局に所属38.9万人。
県、市、区、旗役所
県、市、区、旗
国家税務
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4 .中 国 の 税 制 改 正 の 沿 革  
 中 国 の 税制 改 革 は 中国 の 経 済発 展 に 応 じる た め に、 3 つ の 発展 段 階を
経て 、 現 行制 度 に 至 って い る 。 1 つ 目 に は、 中 国 建国 後 の 計 画経 済 体制
に対 応 す るた め に 、 税制 度 の 修正 、 改 革 、税 目 の 簡略 化 を 図 る段 階 であ
る（ 社 会計 画 経 済体 制下 で の 税制 期 ）。 2 つ目 に は、計 画 的商 品経 済 体 制
の必 要 に 応じ て 、 2 段階 に 分 けた 「 利 改 税」 の 改 革及 び 税 制 度の さ らな
る調 整 段 階で あ る（ 計画 性 商 品経 済 体 制 下で の 税 制期 ）。 3 つ 目に は 、社
会主 義 市 場経 済 の 構 築及 び 改 善す る た め の税 制 度 の全 面 的 改 革段 階 であ
る（ 社 会 主義 市 場 経 済体 制 下 での 新 税 制 期） 1 5 9。  
(1） 社 会 計 画 経 済 体 制 下 で の 税 制 （ 19 49～ 197 7）  
① 1950 年 の 建 国 後 の 税 制 改 正  
旧政 府 時 代に 用 い ら れた 旧 税 制を 廃 止 し 、税 法 の 統一 化 と 税 収政 策の
統一 化 を 図り 、新た な税 制 制 度と 税 務 組 織機 構 を 立て 直 す。その た め に、
1950 年 1 月 前 に、政 務院 は『全 国 税 収を 統一 化 に 関す る 決 議 』、『 全 国税
制実 施 要 則』 と 『 全 国各 省 、 地方 等 税 務 機構 暫 定 組織 規 定 』 を公 布 し、
建国 後 の 中 国 の 税 制 政策 、 税 制度 と 税 務 組 織 機 構 等に 関 す る 一連 の 新設
は中 国 の 税制 度 改 正 目的 を 明 確に し た。『全 国 税 制実 施 要 則 』に お い て、
14 の 税 種目 を 設 け た 1 6 0。  
② 1953 年 の 税 制 改 正  
1953 年 中国 は 国 民 経済 発 展 の第 一 回 目 の五 年 計 画経 済 期 間 に入 り 、経
済情 勢 は 大き な 変 化 をも た ら した 。 税 制 改正 の 成 果は 、 税 負 担を 維 持す
るう え で 、税 目を 1 4 種 に簡 素 化し 、当 時の 経 済 情勢 に 適 合 した と 解 され
                                                   
1 5 9
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .3  
1 6 0
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .3 を参 考 に した 。  
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る 1 6 1。  
③ 1958 年 の 税 制 改 正  
1958 年 には 、税制 改 正の 目 的 は「 基 本的 に税 負 担 率を 維 持、適切 に 税
制度 の 簡 略化 」 の 中 央の 指 導 指針 に 従 う もの で あ った 1 6 2。  
1958 年 6 月 に 『中 国農 業 税 条例 』、納 税者 、 徴 税範 囲 、 農 業収 入 の 計
算 、税 率 、優遇 減 免 及び 徴 収 管理 等 に つ いて の 規 定を 明 確 化 した 。各 省、
自治 区 、 直轄 市 人 民 委員 会 に 各地 の 具 体 的な 状 況 に合 わ せ て 、農 業 税徴
収実 施 弁 法を 制 定 す る権 限 を 与え る 。同 時に 、国 務 院は『 各 省 、自治 区 、
直轄 市 農 業税 平 均 税 率に 関 す る規 定 』 を 公布 し た 。  
今回 の 税 制改 正 を 通 して 、 根 本的 に 多 数 の税 種 、 多プ ロ セ ス にお いて
徴収 す る 税制 度 を 変 更し 、初め て 流 通税 を中 心 と した 税 制 度 構造 に な り、
税制 度 は 14 税 種か ら 9 税 種 に減 り 、税 制度 の 経 済調 整 機 能 が弱 く な りつ
つあ る 1 6 3。  
④ 1973 年 の 税 制 改 正  
単一 計 画 経済 体 制 の 影響 を 受 け、 税 収 入 の機 能 は 資金 累 積 と して の機
能が 重 要 視さ れ 、 経 済調 整 と して の 機 能 の重 要 性 が失 い つ つ ある 。 その
ため 、19 73 年 に は 統 合さ れ て いた 税 制 度 をさ ら に 統合 を 図 っ た 。工 商税
制の 簡 略 化を 図 っ た 結果 、国営 企 業 から 徴収 す る 税種 は 1 つ のみ で あ り、
集団 企 業 に対 し て 工 商税 と 工 商所 得 税 だ けを 徴 収 する 。 こ の 期間 に おい
て、 農 業 税制 は 相 対 的に 安 定 して い る が 、中 国 の 税制 度 は 建 国の 複 合税
制か ら 幾 度の 改 正 の 末、 単 一 税と な っ た 1 6 4。  
                                                   
1 6 1
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .3 を参 考 に した 。  
1 6 2
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .3  
1 6 3
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .4  
1 6 4
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .4  
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(2 )  計 画 性 商 品 経 済 体 制 下 で の 税 制 度 （ 1978～ 19 91） 1 6 5  
1978 年 以来 、中国 は 対内 改 革 、対 外 開放 政策（ 国 内企 業 に対 する 改 革 、
海外 資 金 導入 の 開 放 政策 ） を 実施 し 、 中 国経 済 領 域に お い て 大き な 変化
をも た ら し、 多 く の 経済 実 体 、経 営 方 式 が存 在 す るよ う に な った 。 単一
税の 税 制 度は 税 種 が 少な す ぎ るた め 、 多 種類 の 経 済実 体 が 並 存す る 新情
勢に 適 合 せず 、 対 外 開放 政 策 の執 行 を 妨 げる 。 そ のう え 、 税 収徴 税 の範
囲が 狭 い ため 、 税 収 入の 源 が 普遍 性 に 欠 け、 税 負 担が 不 公 平 で、 集 団商
業と 個 人 工商 業 者 （ 個人 販 売 業者 ） の 税 負担 が 重 すぎ 、 経 済 実体 の 公平
的な 競 争 に不 利 で あ る。 そ の ため に 、 経 済環 境 の 変化 に 合 わ せ、 税 制 度
の改 革 を 推し 進 め る 。  
① 1980 年 の 渉 外 税 制 （ 外 資 企 業 に 適 用 す る 税 法 ） の 新 設 と 改 善  
1980 年 9 月 に 、全国 人民 代 表 大会 で は『 中国 中 外 合資 経 営 企 業所 得 税
法 1 6 6』と『 中 国個 人 所 得税 法 』を 、 19 81 年 さら に『 中 国外 国 企 業所 得 税
法』 を 公 布し た 。 同 時に 、 渉 外企 業 に 対 して 引 き 続き 改 正 後 の工 商 統一
税を 適 用 し、 そ の 後 、全 国 人 民代 表 大 会 常務 委 員 会に お い て 上述 の 税法
に対 し 徐 々に 改 正 を 加え 、 優 遇税 制 を 拡 大し 、 外 国企 業 か ら の中 国 への
資金 投 資 、技 術 誘 致 を促 し 、 外国 と の 経 済交 流 を 拡大 さ せ る 国策 で あっ
た 。 中 国 にお い て 、 税法 に 係 わる 法 律 は 外資 企 業 に適 用 す る 『中 国 外国
企業 所 得 税法 』 は 内 資企 業 に 適用 す る 税 法よ り 早 く公 布 さ れ た。 な お、
中国 に お ける 国 際 課 税に つ い ての 条 文 は 1 98 0 年外 国 税 額 控除 に 係 る規
定で あ る 。  
 ② 1983 年 の 第 1 回 目 の 利 改 税 実 施  
                                                   
1 6 5
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .4  
1 6 6
 『 中华人民 共 和国 中外 合资经营企业所 得税 法 施 行细则』第 22 条 に 外
国所 得 税 額控 除 に つ いて の 規 定を 設 け て いる 。  
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 19 83 年、中国 に お いて 、税 制 改 正の 第 一歩 と し て利 改 税 改 革を 実 施 し、
税収 を 通 して 国 家 と 国営 企 業 の利 益 分 配 関係 を 規 範す る 。 す なわ ち 、従
来国 営 企 業か ら 純 利 益の 全 額 を国 に 納 付 する こ と から 、 所 得 税を 徴 収す
るこ と へ 改正 し 、 略 して 利 改 税（「 利」 改「 税 」） で あ る。 その 内 容 は：
黒字 の 国 営大 中 型 企 業に 対 し て 、一 律 5 5％の 税 率 を適 用 し 、税引 き 後利
益 は 多 形 式 を 通 し て 国 に 納 付 す る 。 黒 字 の 国 営 小 規 模 企 業 に 対 し て 、 8
段階 に 分 けて 累 進 課 税税 率 を 適用 し 、 税 引き 後 利 益原 則 的 に 企業 は 自由
に支 配 で きる 。 第 一 回目 の 利 改税 改 革 は 、企 業 の 生産 積 極 性 ・活 発 的に
生産 活 動 を行 う こ と を一 定 程 度の 促 す 目 的に つ な がっ た 。  
 ③  19 84 年 の 第 2 回 目 の 利 改 税 改 革  
 19 84 年中 国 は第 2 回 目の 利 改税 改 革 を実 施 し 、同 時に 工 商税 制 に 対し
全面 的 な 改革 を 行 っ た。 第 2 回 目の 利 改 税を 終 え 、国 家 と 企 業の 利 潤分
配関 係 を 整理 し 、 法 律を 用 い て国 家 と 企 業の 利 潤 分配 関 係 の 構図 を 固 め
た。 そ の 結果 、 企 業 の自 主 限 が拡 大 し 、 企業 の 活 発化 を 促 し 、国 家 財政
の安 定 的 な増 加 が 図 られ た 。 一方 、 流 通 税と 所 得 税を 中 心 と した 税 収体
系は 初 め て確 立 で き た。  
⑤  工 商 税 制 を 再 度 改 善  
 2 回 目 の利 改 税 と 工商 税 制 を全 面 改 革 のも と に 、中 国 で は 相次 ぐ 新税
種を 設 け 、さ ら に 工 商税 を 改 善し 、 適 用 廃止 の 従 来の 税 種 を 復活 さ せ、
これ ら の 徴収 管 理 方 法と 政 策 を改 進 し 、 一部 の 税 種の 徴 収 範 囲と 税 率を
調整 し た 。そ の た め 、多 数 の 税種 、 多 数 のプ ロ セ ス、 多 数 の 段階 調 整の
複合 税 制 の体 系 が 初 めて 形 成 され 、 税 収 によ る 資 金の 蓄 積 機 能と 経 済調
整機 能 を 強化 し た 1 6 7。  
 
                                                   
1 6 7
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .5  
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(3 )  社 会 主 義 市 場 経 済 体 制 下 で の 新 税 制 の 創 建 （ 199 2～ 2 013）  
 ① 1994 年 税 制 改 正  
 199 2 年 1 6 8中 国共 産 党の 14 回 人民 代 表 大会 が 開 会さ れ 、 社 会主 義 市 場
経済 体 制 の 構 築 を 改 革目 標 の 旗を 捧 げ、『 社会 主 義 市場 経 済 体 制を 構 築す
るた め の 若干 問 題 に 関す る 決 議』 の 要 求 に従 い 、 税制 統 一 、 税負 担 の公
平化 、 税 制の 簡 略 化 、徴 収 権 利分 権 の 合 理化 、 分 配関 係 を 整 理、 財 政収
入の 確 保 の税 制 改 正 の目 的 を 達成 す る た めに 、 中 国の 税 制 度 の全 面 改正
を行 っ た 1 6 9。  
 19 94 年税 制 改 正 の内 容：流 通税 と 所 得税 の 改 革を 重 点 的 に行 っ た 。所
得 税 の 改 革に お い て は、 企 業 所有 制 形 式 によ り 異 なる 税 制 度 を適 用 する
方法 を 取 止め 、 国 営 企業 所 得 税、 集 団 企 業所 得 税 、私 営 企 業 所得 税 を企
業所 得 税 に一 本 化 し 、統 一 し た内 資 企 業 所得 税 を 適用 す る 。 同時 に 税収
徴管 水 準 の根 本 的 な 向上 を さ せ、 科 学 的 ・厳 密 的 な税 収 徴 収 管理 体 系を
構築 し 、税 法 の 完璧 な実 施 を 確保 し 、正 常な 税 収 秩序 を 作 り 出す た め に、
税収 徴 収 管理 制 度 を 改正 し た 1 7 0。   
1994 年 の税 制 改 正 を行 っ た こと に よ り 、中 国の 税 収制 度 の 国際 税 収慣
例へ の 歩 み寄 り が 図 れた こ と も、 世 界 銀 行と 国 際 貨幣 基 金 組 織の 高 い評
価を う け た。その た め、外 国資 本 は継 続 的に 大 幅 な増 加 率 を 維持 し た 1 7 1。 
②  20 00 年 税 制 改 正  
2000 年 、 中国 は 「 九五 」（第 五 回目 5 年計 画 ） の期 間 に お いて 、 各種
類の 優 遇 税制 を 集 中 的に 整 理 し 、2 001 年 は施 行 期 限が 到 来 し た優 遇 税制
                                                   
1 6 8
 92 年に な って 社 会 主義 市 場 経済 が 前 面 に打 ち 出 され た が 、 これ は 価
格改 革 と 密接 に 結 び つい て い る価 格 を 国 が厳 し く 統制 し た ま まで 、 市場
経済 を 発 展さ せ る こ とは で き ない 。 藤 本 昭『 中 国 の市 場 経 済 への 転 換』
日本 貿 易 振興 会 ， 1 9 94 年 ， p .57  
1 6 9
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p p . 4 -5  
1 7 0
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .5 を参 考 に した 。  
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の全 面 的 な整 理 を 行 った 1 7 2。  
 一 部 の 地域 に お い ては 、 勝 手に 「 先 納 付後 還 付 」政 策 を 施 行す る やり
方に 歯 止 めを か け ・ 正す こ と がで き る。「九 五 （ 第九 回 目 の 五年 計 画）」
の後 期 に おい て 、 地 方政 府 は 企業 の 経 営 困難 と 外 資の 誘 致 の ため 、 それ
ぞれ 異 な る「 先 納 付 後還 付 」 のや り 方 を 取り 入 れ 、そ の 影 響 がよ り 大き
くな っ て きて い る 。 統計 に よ る と 、 各 地 「先 納 付 後還 付 」 の 税額 還 付は
400 億 元 を超 え た 。 この や り 方は 国 家 税 収法 律 と 政策 を 無 許 可の 違 法解
釈で あ り 、変 貌 し た 減免 税 で あり 、 そ の 結果 は 徴 税ル ー ル を 乱し 、 公平
な競 争 へ 悪影 響 を 与 える う え で、 財 政 収 入の 減 少 の原 因 と な り、 徹 底的
に取 り 締 まる べ き で ある 。 そ のた め に 、 国務 院 は 『国 務 院 地 方の 税 額先
徴後 返 政 策の 矯 正 に 関す る 通 知』 を 公 布 した こ と は、 越 権 減 免税 制 度と
変貌 減 免 税を 牽 制 し 、税 収 秩 序の 規 範 化 に重 要 な 役割 を 果 た した 1 7 3。   
③  20 04 年 税 制 改 正  
200 4 年 以 降 、中 国 共産 党 の 第 1 6 回 3 中総 会 に おい て 決 議 され た 指 針
と社 会 主 義市 場 経 済 体制 を 改 善す る 必 要 性に 応 じ て、「 簡 税 制・寛 税 基 ・
低税 率 ・ 厳徴 管 （ 税 制度 の 簡 素化 ・ 税 源 を広 げ ・ 税率 の 低 減 ・徴 収 管理
を厳 格 化 」の 新 た な 税制 改 正 の基 本 原 則 に従 い 、 国際 経 験 を 参考 し 、税
制改 正 と 税政 創 建 を 健全・積 極 的に 推 し 進め 、19 94 年 の 税 制 改正 の 成果
を保 ち 、 さら な る 改 善を 目 指 す。   
④  20 07 年 税 制 改 正  
内外 資 企 業の 所 得 税 制度 を 統 一し た 。 今 回の 税 制 改正 の 背 景 には 中国
の税 制 度 は優 遇 税 制 、源 泉 徴 収等 に 関 す る政 策 の 面に お い て 、外 資 企業
に緩 く（外 資 企業 に とっ て は 低税 率 を 意 味す る ）、内資 企 業 に厳 し い（ 税
                                                                                                                                                       
1 7 1
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .6  
1 7 2
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .8  
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負担 が 大 きい ） 問 題 が存 在 す る現 状 で は 、内 資 企 業の 平 均 税 負担 が 外資
企業 よ り 高く 、 各 業 種の 企 業 にと っ て 競 争環 境 は 不公 平 で あ るこ と が挙
げら れ る 。異 な る 業 種の 企 業 に統 一 ・ 公 平・ 規 範 化さ れ た 税 収政 策 環境
を提 供 す るた め に 、中国 共 産 党の 第 16 回 3 中 総 会の「 統 一 各種 類 の 企業
税収 政 策 」指 針 に よ り、 長 年 に渡 り 企 業 所得 税 の 立法 に 関 す る検 討 を踏
まえ 、2 007 年 3 月 1 6 日、第 10 回 全国 人 民大 会 に おい て『中 国企 業 所 得
税法 』（以 下 、「 新 税 法 」と い う 。序 章 ）が公 表 さ れた 。同年 11 月 28 日、
国務 院 は 『中 国 企 業 所得 税 法 実施 条 例』（以 下 、「 実 施 条例 」と い う 。序
章）を 公表 し た。新 税法 と 実 施条 例 と も に 20 08 年 1 月 1 日 に施 行 し、そ
の内 容 は「 四統 一・一移 行 」：① 企 業所 得税 制 を 統一 し 、内 外資 企 業 に適
用し 、 法 人税 制 を 実 施す る 。 ②企 業 所 得 税率 を 統 一し 、 か つ 適宜 に 低減
税率 を 適 用す る 。法 定税 率 は 33％ から 2 5％ に 低減 す る 。源 泉徴 収 税 の徴
収方 法・基 準 を 統一 、規 範 化す る 。③ 優 遇税 制 を 統一 し 、「 産 業優 遇 為 主・
区域 優 遇 為補 」（ 主 に産 業 優 遇政 策 を 適 用し・地 域 的 な優 遇 政策 は 補 てん
的に 適 用 する 。 ④ 新 税制 が 公 布す る 前 に 設立 し た 企業 に 対 し て、 法 定の
優遇 税 制 を享 受 し て いる 場 合 に 一 定 の 移 行期 限 を 設け る 。 新 税法 と 実施
条例 の 施 行は 、 中 国 の内 外 資 企業 所 得 税 制の 分 け て設 け る 現 状に 終 止符
を打 ち 、 中国 に お い て各 種 の 企業 所 得 税 は法 制 度 上の 統 一 化 を実 現 し、
中国 税 制 現代 化 の 創 建プ ロ セ スに お い て 重大 な 意 味を 持 ち 、 中国 社 会主
義市 場 経 済体 制 は 成 熟化 ・ 規 範化 へ の 前 進し た シ ンボ ル で あ る 1 7 4。  
輸出 還 付 政策 を 調 整 し、 外 国 との 取 引 方 法の 転 換 を促 進 さ せ る。 輸出
品の 税 額 還付 制 度 体 制を 改 善 し、 中 国 に おけ る 長 年に わ た り 輸出 還 付制
度が 蓄 積 して き た 問 題点 を 有 効に 解 決 す るた め に 、国 務 院 は 2 00 4 年 1
                                                                                                                                                       
1 7 3
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .5 を参 考 に した 。  
1 7 4
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .9  
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月 1 日 よ り 、還 付 税 率の 構 造 改正 を 行 う 上に 、 中 央と 地 方 と もに 負 担す
る新 体 制 を実 行 す る 1 7 5。（ 一 部略 ）  
 20 05 年は 、高 エ ネ ルギ ー 、高 汚染 と 資 源性 産 品 の輸 出 を 抑 制す る ため
に、 輸 出 還付 率 を 低 減又 は 廃 止す る 。  
 20 06 年 9 月 1 5 日 に再 度 貿 易摩 擦 が 起 こし や す い産 品 の 大 口取 引 と輸
出還 付 を 廃止 が 適 切 でな い 産 品の 還 付 率 を低 減 す る。 技 術 性 高い 産 品と
農産 物 を 原料 と し た 加工 品 の 輸出 還 付 率 を高 く 調 整す る 。 輸 出還 付 を廃
止す る 産 品を 加 工 貿 易禁 止 目 録に 入 れ る 。  
 20 07 年 7 月 1 日 に、 28 31 項 目 の 産 品の 輸 出 税額 還 付 制 度を 調 整 した。
553 項 目 の「 高 エ ネ ルギ ー ・ 高汚 染 ・ 資 源性 」 産 品の 輸 出 税 額還 付 を廃
止し 、22 68 項目 の 貿 易摩 擦 が 起こ し や す い産 品 の 輸出 税 額 還 付を 低 減し
た 。 10 項 目 の 産品 を 免税 商 品 に改 訂 し た 。こ の 改正 を 経 て、輸出 還 付 率
を 5％ 、 9％ 、 11％、 13％ 、 17％の 5 段 階 に改 正 し た 。今 回 の 改正 は 輸 出
還付 政 策 にお け る も っと も 大 きな 改 正 と なっ た 。  
 国 際 金 融危 機 の 衝 撃に 対 処 する た め に 、2008 年に 4 回 に わ たっ て 輸出
還付 率 を 高く 改 正 し 、 20 09 年 に 3 回に わ たっ て 、労 働 密 集型・技 術 性及
び付 加 価 値の 高 い 産 品の 輸 出 還付 率 を 高 くし た 。 輸出 税 額 還 付政 策 の調
整は 、 対 外貿 易 の 産 業構 造 の 転換 を 促 し た 1 7 6。  
5．「 十 二 五 （ 12 回 5 年 計 画 ）」 期 間 中 の 税 制 改 革 の 展 望  
 『 中 国 国民 経 済 と 社会 発 展第 12 回 5 年企 画 要 綱』 は 中 国 の『 十 二 五』
期間 中 の 税収 制 度 改 革・改 善 す る企 画 と 規定 を 明 確化 し た 。その 内 容 は：
① 税 制 構 造の 最 適 化 ・税 負 担 の公 平 ・ 分 配関 係 の 規範 化 ・ 徴 税権 限 の分
配改 善 す る目 的 に 従 い、 税 制 体系 の 健 全 を図 り 、 徴税 の 法 制 度化 を 強化
                                                   
1 7 5
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .11  
1 7 6
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .11 を 参考 に し た。  
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する 。（略 ）地方 税 体系 の 健 全化 を 図 り 、省 政 府（県 庁 ）に 適宜 な 税 政管
理権 限 を 与え る 1 7 7。  
  
                                                   
1 7 7
 前 掲 書， 賈 諶 編 『 中国 税 收 制度 （ 2011）』 p .11  
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 図 表  4 - 3 中 国 の 税 制 改 正 の 沿 革  
特徴
中国税制における
国際課税への取り
込み
1950   建国後、税制度新設
1953 税負担維持、税目の改正
1958注1
税目の簡略化、税制度の経
済調整機能の低下
1973
税目簡略化、工商税一本
化、税収権限地方委任。単
一税制への後退
1980
①公平な租税制度の確立
②租税行政の改善
③地方税制の強化
『中国中外合資経営
企業所得税』
1981 『中国外国企業所得税』
1983 利改税　新設
1984
流通税と所得税を中心とす
る税制体制の構築
『国営企業所得税』
『国営企業調整税』
1985 『集団企業所得税』
1988 『私営企業所得税』
1992
内外資企業にそれぞれ違う
税制を適用し、企業競争を
激しくした。
2000
一部地域の「先納付後還
付」政策を徹底的に取り締
まり、全国的に優遇税制を
整理する
2004
税制度簡略、税収源拡大、
低税率、徴収管理強化
2009
貿易取引の発展方向性の転
換を図った
第6章　特別納税調
整
内資企業に
適用する税制
外資企業に
適用する税制
計画経済体制(1949～1978)
文化大革命の経済後退期
『全国実施要則』
『各省、自治区、直轄市
農業税平均税率の規定』
計画性商品経済体制(1978～1992)
経済の対外開放の初期
第4章
「関連企業業務往
来」についての規定
第10条
関連企業間往来につ
いての規定
『中国個人所得税法』
『中国企業所得税法』
1991注2
外資企業に適用する税制の
統一
1994
税制統一、税負担の公平
化、税制の簡略化、徴収権
利分権の合理化、分配関係
を整理、財政収入の確保
『中国所得暫定条例』
『外商投資企業と
外国企業所得税法』
社会主義市場経済体制（1992～2014）
本格社会主義市場経済の経済高度発展期
 
注 1： 19 58 年 と 1 97 3 年 は中 国 の文 化 大 革命 の 影 響を 受 け て いた 。  
注 2： 明 確に 制 度 の 国際 化 を 目標 と し 、 為替 レ ー トの 切 り 下 げに よ って
国に よ る 輸出 補 助 金 を廃 止 、 平等 な 競 争 、自 主 経 営、 損 益 自 己負 担 が図
られ た 。 市場 に お け る商 品 価 格統 制 が 本 格的 に 撤 廃し た 。  
（出 所：賈 諶編『 中 国税 収 制 度（ 20 11）』を 参考 に ，筆 者が 訳し ，整 理 し
たも の で ある 。）  
統  
合  
統
合  
統  
合  
統  
合  
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第 2 節  中 国 移 転 価 格 税 制 の 創 設 背 景   
1 .中 国 の 脱 税 防 止 業 務 へ の 取 り 組 み  
中 国 に お いて は 、19 80 年 代 半ば か ら 脱 税を い か に防 止 す る かと い う問
題が 注 目 され 、 国 家 税務 総 局 は各 級 税 務 機関 に 対 して 脱 税 防 止業 務 の展
開を 要 求 して き た 。 当時 の 脱 税防 止 の 重 点は 、 外 国投 資 企 業 が関 連 企業
間 取 引 を 利 用 す る こ と に よ っ て 利 益 を 移 転 す る 脱 税 行 為 に 置 か れ た 1 7 8。
（現 在 、 外国 投 資 企 業が 関 連 企業 間 取 引 を移 転 価 格に よ る 関 連企 業 間の
取引 を 呼 ぶ ）また 、その 税 務 調査 は 1 98 5 年 に深 圳 税務 局 が 初め て 実 施し
たと 言 わ れて い る 1 7 9が 、1987 年 深圳 市 人 民 政府 が 初 めて『 深 圳 経済 特 区
外 商 投 資 企 業 と 関 連 企 業 間 取 引 の 業 務 管 理 に 関 す る 暫 定 弁 法 1 8 0』（ 以 下
『深 圳 経 済特 区 関 連 企業 間 取 引暫 定 弁 法 』に い う ）を 公 布 し 、導 入 目的
は深 圳 経 済特 区 に お ける 中 外 合資 企 業 、中外 合 作 企業 、外 商 独資 企 業（以
下外 商 投 資企 業 と 略 称す る ） が関 連 会 社 と行 う 取 引と そ の 他 の業 務 に関
する 税 務 管理 を 強 化 する た め であ っ た 。  
この よ う に 、19 91 年 に中 国 は 移転 価 格 税 制が 導 入 され る 前 に から 、す
でに 脱 税 防止 と い う 目的 で 、 外国 投 資 企 業に 重 点 をお い た 移 転価 格 課税
によ る 税 務調 査 が 行 われ て い たこ と が わ かる 。 こ のよ う な 税 務調 査 によ
り、 中 国 に お け る 課 税 当 局 の モデ ル 実 験 的な も の であ っ た が 、中 国 の移
転価 格 税 制の 導 入 が 1 98 0 年代 の 早 い 段階 で 検 討さ れ て い たこ と が わか
る。 本 制 度導 入 へ の 準備 が 行 われ て い た と考 え ら れる 。  
2 .1 991 年 に 移 転 価 格 税 制 が 導 入 さ れ た 趣 旨 及 び 背 景  
中国 に お ける 移 転 価 格税 制 は 、1 991 年 1 8 1の 税制 改 正 にお い て 、初め て
                                                   
1 7 8
 前 掲 書， 成 立 ・伏 見俊 之 『 日中 移 転 価 格税 制 』 p .3 1  
1 7 9
 前 掲 書， 成 立 ・伏 見俊 之 『 日中 移 転 価 格税 制 』 p .3 2  
1 8 0
 深 圳经济特 区 外商 投资企业与关联公 司 交易业务税务管 理 的暂行办法  
1 8 1
 199 1 年 4 月 9 日 公 布  
107 
 
『中 華 人 民共 和 国 外 国投 資 企 業及 び 外 国 企業 所 得 税法 』（以 下、『 外資 企
業所 得 税 法 』に い う ）第 13 条「関 係 企 業 間の 取 引 1 8 2」に盛 り 込 まれ た 。  
1991 年 に中 国 に お いて 、移 転 価格 税 制 が導 入 さ れた 背 景 に は 、移 転価
格を 通 じ た租 税 回 避 によ る 税 収の 減 少 や 投資 環 境 の整 備 等 経 済へ の 悪影
響に 対 す る懸 念 1 8 3あ っ たと 指 摘 され て い る 。  
通達 で は 、 関 係 企 業 間 に お け る中 国 国 外 への 利 益 移転 の た め に行 われ
る積 極 的 価格 調 整 は 中国 当 局 に対 す る 課 税所 得 の 減額 を 意 味 する の みで
なく 、 外 国投 資 家 に 対し て 中 国投 資 環 境 の否 定 的 イメ ー ジ を 導く こ とも
ある と 明 言し て い る 1 8 4。しか し 、中 国の 国 家税 務 総 局に よ る 外 国投 資 家
が 移 転 価 格 を 通 じ て 所 得 を 海 外 に 移 転 し て い る と の 指 摘 に 対 し 、
La l l (1 97 3 ) は 「 単 に 根 拠 の な い ま た は 宣 伝 」 で あ り 、 又 は K.H u ng  
C han (1 997 )は 、中国 企業 は「 高 価格 」（ 平均 11%）で 部品 輸 入し 、同 じ レ
ベル の 「 高価 格 」 で 輸出 し て いる た め 、 移転 価 格 を用 い た 利 益の 移 転が
ない と 指 摘し て い る 1 8 5。  
しか し、中 国 の移 転 価格 税 制 は当 時 中 国 にお け る 外資 企 業 の 60 %が 赤
字で あ っ たこ と に 起 因し て い るた め 、 中 国の 移 転 価格 税 制 の 導入 も 日本
と同 様 に 、自 国 の 課 税権 を 確 保す る た め に導 入 さ れた と い え る。  
                                                   
1 8 2
 『 税 收 徴収 管 理法 』第 24 条 ｢関連 企 業 間の 取 引 にお け る 合 理的 調 整 ｣
にお い て も『 外国 投 資企 業 及 び外 国 企 業 所得 税 法 』第 13 条 と同 じ 内 容が
規定 さ れ てい る 。  
1 8 3
 白 崎 亨・ 黒 川 兼『 中国 新 移 転価 格 ガ イ ドラ イ ン ｢特 別 納税 調整 実 施 弁
法 ｣の 要点 解 説 』『租 税研 究 』日 本 租 税研 究協 会 ， N o .71 3， 20 09 年 ， p .27 0  
1 8 4
 簗 瀬 正人 ・ 斉 藤公 彦『 中 国 税務 ・ 会 計 ハン ド ブ ック 』 東 洋 経済 新 報
社 ， 20 06 年 ， p p . 423 -42 4  
1 8 5
 C ha n， H u ng  K.  a nd  C ho w，L. (2 001 )， “ C orp o ra te  E n v i ron me n t s  an d  In -  
t e r na t io na l  Tran s fe r  P r i c in g  : an  E mp i r i ca l  S t ud y  o f  C h in a  in  a  D e ve l op in g  
E con o m y Fr a me wo r k” ， A c co un t ing  a nd  B u s ine s s  R es ea rch， 31( 2 )，
pp . 103 -118；La l l， S .  (19 73 )，“ Tr an s f e r  P r i c in g  b y  M u l t i na t i on a l  M an uf ac - 
t u r in g  F i r ms” ， O x f o rd  B u l l e t in  o f  E co nom ic s  an d  S t a t i s t i c s  (A u gus t ) ,  
pp . 95 -17 3  
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その 経 済 背景 に は 当 初の 中 国 は対 外 経 済 改革 開 放 を掲 げ 、 外 国に よる
投資 を 積 極的 に 取 り 込も う と して い た こ とが あ る 。し か し 、 外資 企 業は
欠損 会 社 が大 半 で あ り、 中 国 の投 資 環 境 に負 の 影 響を 与 え る こと を 懸念
し、 中 国 は移 転 価 格 税制 の 導 入に 踏 み 込 んだ と 考 えら れ る 。 この よ うな
経済 背 景 の影 響 を 受 け、 中 国 での 移 転 価 格税 制 の 導入 が 行 わ れた 。  
 
第 3 節  中 国 移 転 価 格 税 制 の モ デ ル 的 実 験 期 （ 198 7～ 1 990）  
1 .独 立 企 業 間 価 格 原 則 の 初 公 表 、 モ デ ル 実 験 都 市 で の 実 行  
 中 国 の 経済 発 展 は 地域 に よ る格 差 が 存 在す る た め、 新 た に 制度 を 導入
する 前 に 、試 行 す る モデ ル 都 市を 選 定 し 、新 制 度 の施 行 を 試 みる こ とが
あ る 1 8 6。  
198 7 年 深 圳 市 税 務 局 は 外 商 投 資 企 業 が 移 転 価 格 を 利 用 し 租 税 回 避 す
る問 題 を 題名 に し た 報告 書 を 提示 し 、 租 税回 避 を 防ぐ 提 案 を した 。 深圳
市政 府（日 本 では 県 庁と 同 様 であ る 。）は法 制 局・司 法局 と 税務 局 等 の部
門に 合 同 研究 、 実 務 に即 し た 法案 の 制 定 する こ と を委 任 し た 。国 際 慣習
及び 深 圳 市の 実 情 に 応じ て 、1 987 年 11 月 19 日深 圳 人 民政 府が『 深 圳経
済特 区 外 商投 資 企 業 と関 連 公 司取 引 業 務 管理 に 関 する 暫 定 弁 法』（深 圳市
人民 政 府 〔 19 87〕 4 6 4 号 ） 公 布し た 。 中 国に お け る移 転 価 格 を用 い て関
連企 業 間 との 取 引 を 利用 し て 、不 当 な 所 得移 転 を 規制 す る 規 定は 初 めて
導入 さ れ たの で あ る 。本 暫 定 弁法 は 地 方 規章 で あ り、 そ の 適 用対 象 は深
圳経 済 特 区内 に 行 わ れる 関 連 会社 と の 取 引に 対 し て適 用 さ れ る。 本 暫定
                                                   
1 8 6
 現 在 ，中 国 に おい て固 定 資 産税 の 導 入 はモ デ ル 実験 都 市 と して 上 海
と重 慶 と なっ て い る 。ま た 二 つの 実 験 都 市で も 異 なる 制 度 の 試み が なさ
れて い る。中 国税 網：贾康「 掲 載再谈房产税 的 作 用改 革 方 向 与路 径 要领」
『国 家 行 政学 院 学报』 20 14 年 1 月 15 日
h t t p : / / w w w.c ta xn ew s . co m.c n /x in w en / sd fx / s d fx t / 201 40 1 / t 201 4011 4_16 00 625 .
h t m  
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弁法 は 1 988 年 より 施行 し 、そ の 後 深圳 市に お い て専 門 の 税 務管 理 企 業を
設け 、租 税 回避 を 防 ぐ税 務 調 査が 実 施 さ れた 1 8 7。深 圳 経済 特 区 外商 投 資
企業 と 関 連企 業 間 取 引の 業 務 管理 に 関 す る暫 定 弁 法で は 以 下 のよ う に規
定が さ れ てい た 。  
深 圳 経 済 特 区 外 商 投 資 企 業 と 関 連 企 業 間 取 引 の 業 務 管 理 に 関 す る 暫 定 弁 法  
(以 下 、『 深 圳 経 済 特 区 関 連 企 業 間 取 引 暫 定 弁 法 1 8 8』 と い う ）  
 第 1 条  深圳 経 済 特区 に お ける 中 外 合 資企 業 、 中外 合 作 企 業、 外 商独
資企 業 （ 以下 外 商 投 資企 業 と 略称 す る ） が関 連 会 社と 行 う 取 引と そ の他
の業 務 に 関す る 税 務 管理 を 強 化す る た め に、 中 国 渉外 企 業 所 得税 法 の関
連規 定 に 基づ い て 、 深圳 経 済 特区 の 実 情 に鑑 み 、 本弁 法 を 制 定す る 。  
 第 2 条  本弁 法 で いう 関 連 会社 と は 、 2 つ 或 い は 2 つ 以 上 の会 社 の間
に、 管 理 、支 配 及 び 資本 等 に おい て 直 接 また は 間 接な 関 係 を 持つ 会 社を
さす 。  
 第 3 条  外商 投 資 企業 と 関 連会 社 間 に おけ る 取 引は 独 立 企 業間 取 引原
則を 従 う こと 。 独 立 企業 間 取 引原 則 と は 外商 投 資 企業 と 関 連 企業 で な い
企業 間 と 行う 取 引 を さす 。  
 第 4 条  関連 会 社 間の 取 引 は独 立 企 業 間取 引 原 則を 従 わ な い場 合 は、
税務 機 関 は本 弁 法 に 基づ く 利 潤を 算 定 し 、徴 税 す るこ と が で きる 。  
 第 5 条  外商 投 資 企業 は 、 通常 取 引 価 格よ り 高 い価 格 で 関 連会 社 から
商品 を 購 入し 、 通 常 取引 価 格 より 低 い 価 格で 関 連 会社 へ 商 品 を販 売 する
場合 は 、 税務 機 関 は 以下 の い ずれ の 方 法 を用 い て 、利 潤 （ 売 上利 益 ）を
算定 し 徴 税す る こ と がで き る 。   
                                                   
1 8 7
 前 掲 書，張 学斌『转让定价税制研究』西 南財 経 大 学（ 博 士論 文 ），p .12 3  
1 8 8
 『 深 圳经济特 区外 商投资企业与 关联公 司交 易业务税务管 理 的暂行办
法 』  
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 ( 1 )  類 似 製 品 の 市 場 公 開 の 通 常 取 引 価 格 、 す な わ ち 被 支 配 企 業 間 取 引
価格 （ 独 立企 業 間 価 格） を 用 いて 利 潤 （ 売上 利 益 ）を 算 定 し 徴税 す る。  
 ( 2 )  原 価 プ ラ ス 利 益 （ 原 価 基 準 法 ） を 用 い て 売 上 利 益 を 算 定 し 、 売 上
利益 率 は 最低 5％ で ある 。  
 ( 3 )  その 他 合 理な 方法 を 用 いて 利 益 を 算定 し 徴 税す る 。  
 第 6 条  外商 投 資 企業 が 関 連会 社 或 は 関連 会 社 と関 連 す る 金融 機 関正
常業 務 借 入金 に よ る 利息 、 そ の利 息 率 は 借入 金 の 金融 機 関 の 利息 率 を超
えた 部 分 の支 払 い は 認め ら れ ない 。  
 第 7 条  外資 投 資 企業 と 関 連企 業 と の 間で 行 わ れる 役 務 提 供は 、 一般
的に 役 務 提供 時 に 実 際に 発 生 する 費 用 に 基づ い て その 支 払 い 或は 受 取を
行わ な け れば な ら な い。  
 第 8 条  外商 投 資 企業 と 関 連会 社 の 間 にお い て 、特 許 権 の 譲渡 、 専有
技術 及 び 財産 の 貸 付 によ る 支 払う 費 用 は 、そ の 支 払い 基 準 は 非関 連 会社
間の 水 準 と同 一 レ ベ ルで な け れば な ら な い。  
 第 9 条  外商 投 資 企業 は 国 外の 支 配 機 関に 支 払 う管 理 費 用 は、 税 務機
関に 現 地 の登 録 会 計 士に よ っ て作 成 し て 関連 書 類 を提 出 し な けれ ば なら
ない 。 関 連書 類 は 、 支配 機 関 によ っ て 提 供す る 関 連管 理 指 導 の内 容 、管
理費 用 の 証憑 、 会 計 報告 及 び 管理 費 用 の 配分 方 法 。生 産 及 び 経営 に 関連
する 合 理 的な 管 理 費 用の 支 払 いは 認 め ら れる 。  
 第 10 条  華 僑、 香港 、 マ カオ 、 台 湾 の投 資 企 業は 本 弁 法 を適 用 す る。 
 第 11 条  本弁 法 は深 圳 市 税務 局 に よ って 解 釈 する 。  
 第 12 条  本 弁法 は 19 88 年 1 月 1 日 より 施 行 する 。  
こ の 深 圳 市 の 地 方 規 章 に 関 す る 内 容 を 要 約 す る と 図 表  4 -4 の よ う に
なる 。  
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図 表  4 - 4 『 深 圳 経 済 特 区 関 連 企 業 間 取 引 暫 定 弁 法 』 一 覧 表  
本弁法は華僑、香港、マカオ、台湾の投資企業に適用する。
条文解釈は深圳市税務局によって行われる。
商品の購入及び販売に関する独立企業間価格の算定方法
　(1)独立価格比準法
　（2）原価基準法
　（3）その他合理的な方法
関連企業間における借入金利息の支払
　借入企業の提携金入機関の通常利息率を用いる、超える部分の支払損金不算入
役務提供に関する支払
　実際発生費用に基づく原則(中国現地支払い基準に準ずることと解される）
特許権使用と財産の貸付に関する支払
非関連会社間の水準に基づくこと。関連政府部門の認定が必要とされる。
支配関連会社に支払う管理費用の支払
　支配企業の指導内容との資料作成および地元会計士による関連書類の作成が必
要とされる。
適用範囲
　直接または間接に資本関係、支配関係
独立企業間価格原則に準ずる原則
　独立企業間価格とは外商投資企業と関連企業でない企業間で行う取引価格をさ
す。
税務機関の徴税権限について（独立企業間価格に準じて徴税できる）
第10
第11
第5条
第6条
第7条
第8条
第9条
第1条
条文導入目的
　中外合資企業、中外合作企業、外商独資企業（以下外商投資企業と略称する）
が関連会社と行う取引とその他の業務に関する税務管理を強化する
第2条
第3条
第4条
 
（出 所：『 深 圳経 済 特 区外 商 投 資企 業 と 関 連公 司 取 引業 務 管 理 に関 す る暫
定弁 法 』 に基 づ い て 、筆 者 が 作成 し た。）  
  
1987 年 深圳 市 人 民 政府 に よ って 公 布 し た『 深圳 経 済 特区 外 商投 資 企 業と
関連 公 司 取引 業 務 管 理に 関 す る暫 定 弁 法 』に は 深 圳市 経 済 特 区に お ける
外 資 投 資 企 業 と そ の 関 連 会 社 間 に 行 わ る 取 引 (商 品 の 購 入 及 び 販 売 )は 独
立企 業 間 価格 に 準 じ て、 取 引 価格 を 算 定 する こ と を決 め て い た。 ま た、
商品 の 総 売上 利 益 率 は 5％ 以 上で な け れ ば い け な いこ と を 明 記し て い る。
その 他 の 取引 種 類 は 借入 金 の 利息 支 払 、 役務 提 供 、特 許 権 、 財産 の 貸付
（不 動 産 の貸 付 と 推 定で き る）、管 理 費 の 支払 に つ いて も 、規 定し て い る。
詳細 な 独 立企 業 間 価 格の 算 定 方法 の 算 定 方式 が 明 記さ れ て い ない も の の、
取引 の 種 類は 幅 広 く 規定 し て いる こ と が 図表  4 -4 から 読 み 取 れる 。  
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2 .1 98 9 年  『 深 圳 経 済 特 区 関 連 企 業 間 取 引 暫 定 弁 法 』 の 全 国 適 用  
 『 深 圳 経 済 特 区 関 連 企 業 間 取 引 暫 定 弁 法 』 が 施 行 さ れ た 翌 年 の 19 89
年に 、 国 家税 総 局 は 全国 的 に 適用 す る と の通 達 を 公布 し 、 中 国全 域 にお
いて 関 連 企業 間 で 行 われ る 取 引に 対 し 、 本弁 法 を 用い て 対 応 でき る よう
にな っ た 。  
 
第 4 節  中 国 移 転 価 格 税 制 の 創 設 初 期 （ 1991～ 19 97）  
1 . 1 991 年 中 国 に お け る 移 転 価 格 税 制 の 創 設（『 外 資 企 業 及 び 外 国 企 業 所 得
税 法 』）  
中国 に お ける 移 転 価 格税 制 は 、1 991 年の 改正 さ れ た『中 華 人 民共 和 国
外国 投 資 企業 及 び 外 国企 業 所 得税 法』第 13 条「 関 係 企業 間 の 取引 」にお
いて 次 の よう に 規 定 され た 。  
第 13 条  関 係 企 業 間 の 取 引 （『 外 資 企 業 所 得 税 法 』）  
外 国投 資 企 業ま た は 外 国企 業 が 中国 国 内 に 設立 し た 生産 ・ 経 営 に従
事す る 機 構・ 場 所 と その 関 係 企業 間 の 業 務取 引 は 、独 立 し た 企業 間の
業務 取 引 とし て 代 金 、費 用 の 受取 ま た は 支払 い を 行う も の と する 。独
立 し た 企 業 間 の 業 務 取 引 と し て で は な く 代 金 、 費 用 の 受 け 払 い を し 、
課税 所 得 額を 減 少 さ せた も の につ い て は 、税 務 機 関は 合 理 的 な調 整を
行う 権 限 を有 す る も のと す る 1 8 9。  
すな わ ち 、中 国 に 進 出し た 外 国企 業 は そ の関 連 企 業と の 取 引 にお いて
は、 独 立 企業 間 価 格 をも っ て 、取 引 し な けれ ば な らな い 。 独 立企 業 間価
格に よ ら ない で 取 引 され 、中国 に お いて の課 税 所 得を 減 少 さ せた 場 合 に、
課税 庁 は この 取 引 を 独立 企 業 間価 格 で 取 引さ れ た もの と み な して 、 中国
                                                   
1 8 9
 中 央 監査 法 人 『日 中対 訳  中国 最 新 税 制法 規 集 』日 本 国 際 貿易 促 進
協会 ， 1996 年 ， p .16 1  
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の課 税 当 局が 合 理 的 な調 整 を 行う 権 利 を もつ 。  
こ こ で い う 「 関 連 企 業 」 及 び 「 独 立 企 業 間 取 引 」 の 定 義 に つ い て は 、
以下 の 『 外国 投 資 企 業及 び 外 国企 業 所 得 税法 実 施 細則 』（以 下、『 外資 企
業所 得 税 法実 施 細 則 』に い う ）の 第 52 条及 び 第 53 条 にお いて 、 明 記さ
れて い る。さ らに 、独立 企 業 間価 格 の 計 算方 法 に つい て は、第 54 条に お
いて 規 定 され た 。  
第 52 条  関 連 企 業 （『 外 資 企 業 所 得 税 法 実 施 細 則 』 1 9 0）  
税法 第 13 条 に いう「 関 連企 業 」と は 、企業 の 間 に次 の い ず れか の 関
係が あ る 会社 ・ 企 業 及び そ の 他の 経 営 組 織を 意 味 する 。  
( 1 )  資 金 、 経 営 、 売 買 等 に 関 し て 、 直 接 あ る い は 間 接 的 に 支 配 関 係
があ る も の。  
( 2 )  直 接あ る い は間 接的 に 第 三者 の 所 有 、ま た は支 配 を受 け るも の 。 
( 3 )  そ の他 に 利 益上 の相 関 関 係が あ る も の。  
第 53 条  独 立 し た 企 業 間 の 業 務 取 引 （『 外 資 企 業 所 得 税 法 実 施 細 則 』）  
 税 法 第 13 条 に い う「 独 立 した 企 業 間 の業 務 取 引」 と は 、 支配 関係
の な い 企 業 間 に お い て 公 平 な 契 約 価 格 及 び 通 常 の 商 習 慣 に 基 づ い て
行わ れ る 業務 上 の 取 引を 意 味 する 。  
 企 業 は その 関 連 企 業と の 間 の業 務 取 引 につ い て 、当 該 所 在 地の 税務
機関 に 対 して 該 当 す る価 格 、 費用 基 準 等 の資 料 を 提供 す る 義 務が あ る。  
第 54 条  関 連 企 業 間 の 売 買 業 務 の 価 格 の 算 定 と 調 整  
 企 業 と 関 連 企 業 の 間 の 売 買 業 務 に お い て 独 立 し た 企 業 間 の 業 務 取
引と し て 価格 を 定 め ない も の に対 し て 、 当該 所 在 地の 税 務 機 関は 次の
                                                   
1 9 0
 199 1 年 6 月 30 日 中華 人 民 共和 国 国 務 院令 85 号 『 中 和人 民共 和 国 外
国投 資 企 業・ 外 国 企 業所 得 税 法実 施 細 則 』  
前掲 書 ， 中央 監 査 法 人『 日 中 対訳 中 国 最 新税 制 法 規 』 p . 171， pp .1 93 -1 95  
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順位 と 確 定し た 方 法 に従 っ て 調整 を 行 う こと が で きる 。  
( 1 )  独 立 し た 企 業 間 で 同 様 ま た は 類 似 の 業 務 活 動 を 行 う 価 格 を 基 準
とす る 。（ 独 立 価格 比準 法 ）  
( 2 )  支 配 関 係 の な い 第 三 者 に 対 し て 再 販 売 す る 価 格 に よ り 取 得 さ れ
るべ き 利 益水 準 を 基 準と す る。（ 再 販売 価格 基 準 法）  
( 3 )  原 価に 合 理 的な 費用 及 び 利益 を 加 算 した も の を基 準 と す る。（原
価基 準 ）  
( 4 )  そ の他 の 合 理的 な方 法 を 基準 と す る 。  
この よ う に、 中 国 の 移転 価 格 税制 は 19 9 1 年 に 初 めて 導 入 さ れ、 その
定義 は 『 外資 企 業 所 得税 法 』 にお い て 定 めら れ て いた 。 ま た 、適 用 対象
と独 立 企 業間 価 格 の 算定 方 法 等に つ い て は、『外 資 企 業所 得 税 法実 施 細 則』
にお い て 規定 さ れ て いた 。  
1991 年 の『外 資 企業 所得 税 法 実施 細 則 』にお い て 規定 さ れ た 対象 範 囲
は関 連 会 社と の 国 外 取引 の み であ る こ と がわ か る 。また 、19 91 年 に おい
ては 、独立 企 業 間価 格の 算 定 方法 に つ い て、適 用順 位 は 得率 価格 比 準 法、
再販 売 価 格基 準 法 、 原価 基 準 、そ の 他 の 方法 の 順 番に 適 用 す るこ と を規
定し て い るも の の 、 その 詳 細 な計 算 方 法 等の 公 布 はさ れ て い なか っ た。  
2 .1 992 年 国 務 院 に よ る 細 則 の 発 行 （ 法 規 ）  
『 国 家 税 務 局 関 連 企 業 間 業 務 取 引 税 務 管 理 実 施 弁 法 』 国 税 発 （ 19 92）
237 号、『 国 家 税務 局〈関 連 企業 間 業 務取 引税 務 管 理実 施 弁 法 〉を 貫 徹す
るこ と に 対す る い く つか の 具 体的 問 題 通 知』 国 税 発（ 19 92） 242 号 にお
いて も 移 転価 格 課 税 が規 定 さ れて い る 1 9 1。その 内 容 は 、1 991 年 に公 布 さ
れた 『 外 資企 業 所 得 税法 』、『 外資 企 業 所 得税 法 実 施細 則 』 の 内容 と 類似
                                                   
1 9 1
 成 立「中 国 移 転価 格課 税 の 税務 調 査 へ の対 応 」『 租 税 研究 』日本 租 税
研究 協 会 ， N o. 645， 2003 年 ， p . 95  
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して い る 。   
3 .1 993 年 国 内 資 本 企 業 に 移 転 価 格 税 制 の 導 入  
1993 年 に 公布 さ れ た『 企 業 所得 税 暫 行 条例 』 第 10 条 で 、 内資 系 企業
の関 連 企 業間 取 引 に つい て も 独立 企 業 の 原則 を 用 いる こ と と され 、 移転
価格 税 制 が内 資 系 企 業の 企 業 所得 税 に ま で範 囲 が 拡大 さ れ た 。ま た、『企
業所 得 税 暫行 条 例 実 施細 則 』第 51 条 に おい て 、関 連 企業 の 認定 条 件 と税
務機 関 が 税収 徴 収 管 理法 等 の 規定 に 基 づ き合 理 的 に調 整 を 行 うこ と が規
定さ れ た 1 9 2。  
この よ う に法 律 の 中 、で は 国 内資 本 企 業 に対 し て も関 連 企 業 間取 引な
どの 規 定 はあ る が 、 実際 に 移 転価 格 の 調 整を 行 っ た例 は 非 常 に少 な いの
が実 情 で ある と 指 摘 され て い る 1 9 3。  
4 .1 994 年 改 正  
 『 増 値 税』 及 び 『 営業 税 』 の内 容 に お いて も 移 転価 格 税 制 の内 容 が盛
り込 ま れ た 1 9 4。  
 
第 5 節  中 国 移 転 価 格 税 制 の 発 展 期 （ 19 98～ 2 006）  
1 . 1 998 年 改 正  『 国 税 発 59 号 』  
1993 年 の『 国 税発 2 37 号 』で詳 細 な 規定 が導 入 さ れ、さ ら に 、移転 価
格税 制 の 執行 を 強 化 する こ と を目 的 と し て 、1 998 年 には 相 次 いで 2 つの
規定 が 出 され た 。  
1 つ 目の 規 定 は、 19 98 年 2 月 に 公 布さ れた 『 国 税発 25 号 』で あ る 。
この 規 則 の名 称 は、『 移転 価 格 税収 管 理 強 化に 関 す る通 知 』と いう も の で、
                                                   
1 9 2
 前 掲 書， 成 立 ・伏 見俊 之 『 日中 移 転 価 格税 制 』 p .9 1  
1 9 3
 張 志 勇「 中 国 国家 税務 総 局 との 意 見 交 換会 」『租 税 研 究 』日本 租 税 研
究協 会 ， N o .66 7， 20 05 年 ， p .16 8  
1 9 4
 前 掲 書， 簗 瀬 正人 ・斉 藤 公 彦『 中 国 税 務・ 会 計 ハン ド ブ ッ ク』 p . 355  
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タイ ト ル だけ を と っ てみ て も 中国 当 局 の 移転 価 格 税制 を 強 力 に執 行 して
いこ う と いう 意 思 が 読み 取 れ る。  
2 つ 目の 規 定 は、 19 98 年 4 月 に 施 行さ れた 『 国 税発 59 号 』で 、 中 国
の移 転 価 格税 制 を 語 る上 で 最 も重 要 な 規 則で あ る と考 え て い るも の であ
る。 こ こ では 移 転 価 格に 関 す る税 務 調 査 はこ の よ うに や り な さい と いう
よう な 形 で、 細 か い 規定 が 数 多く 盛 り 込 まれ て い る 1 9 5。  
この 他 、『 中 華 人民 共和 国 税 収管 理 法 』 第 38 条に お い て課 税回 避 防 止
条文 を 規 定、 同 法 第 25 条に お い て税 務申 告 制 度、 会 計 申 告制 度 を 規定 、
同法 第 35 条 に おい て課 税 所 得額 の 検 証 制度 を 規 定、 同 法 第 36 条に お い
て関 連 企 業間 取 引 に よる 所 得 の評 価 制 度 を規 定 す ると と も に 、税 務 機関
内部 に お いて 課 税 回 避防 止 部 署を 設 け 、 事前 確 認 制度 を 普 及 し、 租 税検
査制 度 を 制定 し て い る 1 9 6。管理 規 則 はこ れ まで の 規 定を 集 大 成 した 規 定
であ り 、 移転 価 格 課 税の 重 要 な根 拠 と な って い る 1 9 7。  
『国 税 発 59 号 』 の 第７ 章 で は、 独 立 価 格比 準 法 によ る 関 連 企業 間の
移転 価 格 の調 整 に つ いて 既 に 明確 に 規 定 され て い るが 、 利 益 法（ 利 益比
準法 、 利 益分 割 法 、 純利 益 法 ）に よ る 関 連企 業 間 の移 転 価 格 の調 整 につ
いて の 明 確な 規 定 は 今年 の 年 末に 公 布 さ れる と 見 込ま れ る 。 さら に 国家
税務 総 局 は、 グ ル ー プ会 社 間 の管 理 費 、 サー ビ ス 費、 研 究 開 発費 等 の配
賦問 題 に つい て 、 調 査と 研 究 を行 っ て い る 1 9 8。  
2 .2 001 年 の 改 正  『 税 収 征 管 法 』 に 関 る 移 転 価 格 税 制 の 改 正  
国家 税 務 総局 が 2 00 1 年 1 月 8 日に 公 布 した 国 税 発［ 200 1］ 3 号『 租 税
                                                   
1 9 5
 前 掲 書， 藤 森 浩一 郎「 中国 の 移 転価 格 税制 に つ いて 」『 租 税 研究 』p .8 7  
1 9 6
 成 立「 W TO 加 盟後 の 中 国 税 務の 動 向」『 租税 研 究 』日本 租 税 研究 協 会 ，
N o.63 8， 20 02 年 ， p p .81 -8 2  
1 9 7
 前 掲 書 ， 成 立 「 中 国 移 転 価 格 課 税 の 税 務 調 査 へ の 対 応 」『 租 税 研 究 』
日本 租 税 研究 協 会 ， p .9 5  
1 9 8
 前 掲 書， 成 立「 W TO 加盟 後の 中 国 税務 の動 向 」『租 税 研 究 』 pp . 81 -8 2  
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情報 交 換 管理 規 定 』 では 、 各 国と 租 税 情 報交 換 を 実施 し 政 府 間の 業 務協
力の 強 化 が規 定 さ れ てい る 。 これ は 中 国 が国 境 を 越え る 課 税 回避 行 為の
調査 に さ らに 力 を 入 れて い く こと を 表 明 して い る 1 9 9。  
2001 年 に 、中 国 は 新 しい『 税 収 征 管法 』を発 布 し たが 、こ れ を機 会 に 、
移転 価 格 につ い て 幾 つか の 改 正を 行 っ た 。  
１つ 目 は 、関 連 企 業 の取 引 に おけ る 資 料 の提 供 義 務に つ い て の改 正で
あ る 。 以 前は 、 関 連 企業 間 の 取引 に お け る資 料 の 提出 に 関 し て色 々 な規
定が あ っ たが 、 あ ま り詳 し く 規定 さ れ て いな か っ た。 新 法 で は、 こ の内
容に つ い て詳 し く 規 定し た 。  
2 つ 目の 改 正は 、 事 前確 認 制 度を 正 式 に 決め た こ とで あ る 。  
3 つ 目の 改 正は 、移 転価 格 調 査に つ い て 遡る 期 間 を決 め た こ とで あ る。
新し い 征 管法 で は 、 移転 価 格 調査 で 遡 る 期間 は 3 年 間に な り 、た だ し、
特例 と し て、 10 年 間遡 っ て 調査 す る こ とが で き る 2 0 0。  
3 .2 004 年 改 正  
2004 年 公布 の 国 税 発 [ 20 04 ]  118 号 『 関 連企 業 間 取引 事 前 確 認実 施 規則
（試 行 ）』 を 公 布し た。  
 
第 6 節  中 国 移 転 価 格 税 制 の 成 熟 期 （ 20 07～ 2 013）  
1 . 2 007 年 『 企 業 所 得 税 法 』 に お け る 特 別 納 税 調 整 を 設 け る  
中国 で は 、1 991 年以 来適 用 さ れて き た 外 国投 資 企 業・外 国 企 業所 得 税
法に 代 え て、 2008 年 より 、外資 、内資 企 業に 共 通 して 適 用 す る企 業 所 得
税法 が 実 施さ れ 、 そ れま で の 外資 企 業 の みに 認 め られ る 優 遇 制度 が 原則
廃止 さ れ まし た 。 こ の企 業 所 得税 法 の 中 、で は 、 新た に 優 遇 制度 、 移転
                                                   
1 9 9
 前 掲 書， 成 立「 W TO 加盟 後の 中 国 税務 の動 向 」『租 税 研 究 』 pp . 81 -8 2  
2 0 0
 賀 連 堂「 中国 に お け る移 転 価 格税 制 の 実 施規 則 に つい て 」『 租 税研 究 』
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価格 の 文 書化 義 務 、 組織 再 編 税制 な ど が 規定 さ れ 、納 税 者 企 業の 関 心を
集め て い る。 税 金 の 徴収 に 当 たっ て は 、 国税 税 務 総局 の 下 に 位置 す る地
方の 国 家 税務 局 と 、 地方 税 務 局に よ っ て 税目 ご と に分 担 さ れ てお り 、外
資系 企 業 の企 業 所 得 税は 、 国 家税 務 局 が 担当 し て いる 2 0 1。  
図 表  4 - 5 中 国 の 企 業 所 得 税 法 に お け る 移 転 価 格 税 制 の 諸 規 定  
 
（出 所 ： 中国 の 『 企 業所 得 税 法 』 を 参 考 に、 筆 者 が作 成 し た 。）  
 
図 表  4 -5 で示 さ れ て いる よ う に、『 企 業 所得 税 法』の第 6 章 で第 41 条
から 第 47 に お いて 、特 別納 税 調 整に 関 する 規 定 が盛 り 込 ま れ 、移転 価 格
税制 が 規 定さ れ て い る。 な お 、移 転 価 格 の定 義 に つい て も 、 以前 よ り内
容は 明 白 なも の と な って い る 。  
『 企 業 所 得 税 法 』 第 41 条  
企業 と そ の関 連 者 と の間 の 取 引が 独 立 取 引の 原 則 に従 っ て お らず 、企
業或 い は 関連 者 の 課 税収 入 ま たは 所 得 額 を減 少 さ せた 場 合 、 税務 機 関は
合理 的 な 方法 に よ り 調整 を 行 う権 限 を 有 する 。  
企業 と そ の関 連 者 が 共同 で 開 発し た か 、 譲渡 を 受 けた 無 形 資 産、 ある
いは 共 同 で提 供 し た か、 提 供 を受 け た 役 務に よ り 発生 し た 原 価は 、 課税
                                                                                                                                                       
日本 租 税 研究 協 会 ， N o.66 5， 20 05 年 ， p . 168  
2 0 1
 斉 藤 正浩「 世界 税 制事 情  中国 」『 税 経通 信 』税 務 経 理協 会，Vo l .65，
N o.8， 2 010 年， p . 14 6  
 
企業所得税法 要約
第41条 独立企業間価格の原則に準ずること
第42条 事前確認制度の内容
第43条 年度関係事業取引報告書作成すること
第44条 推定課税(企業が挙証責任を果たせない場合)
第45条 不足分の利益加算
第46条 税務機関の調査権限
第47条 追徴課税および加算税
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所得 額 を 計算 す る と きに 、 独 立取 引 の 原 則に 基 づ いて 分 担 し なけ れ ばな
らな い 。  
2 .2 009 年 改 正  国 税 発 [2 009 ]  2 号 『 特 別 納 税 調 整 実 施 弁 法 （ 試 行 ）』  
2009 年 1 月 8 日 付 で、国 税発 [2 009 ]２ 号の『 特別 納 税調 整 実施 弁 法（ 試
行）』 が公 布 さ れた ｡本弁 法 は 、従 来 か ら 関連 企 業 間取 引 に 関 する 実 務管
理 規 定 と し て 定 め ら れ 運 用 さ れ て き た 『 関 連 企 業 間 取 引 税 務 管 理 規 定 』
（国 税 発 [19 98 ] ]59 号及 び [2 004 ] 143 号 で一 部 修 正） に 置 き 換わ る べ く、
先行 し て 公布 し 実 施 され た 企 業所 得 税 法 及び 同 実 施条 例 の 「 第 6 章  特
別納 税 調 整 」の 実 務 運営 規 定 とし て 公 布 され た も ので 、公 布 が 20 09 年 1
月に ず れ 込ん だ に も かか わ ら ず 、2 008 年 1 月 1 日か ら 実 施 する こ と と定
めら れ て いる 。  
本弁 法 の 実施 に 伴 い 、従 来 の 関連 企 業 間 取引 税 務 管理 規 定 等 移転 価格
に関 す る 規定 や 規 則 は同 時 に 廃止 さ れ て いる 2 0 2。  
本弁 法 は 企業 の 移 転 価格 、 事 前確 認 、 コ スト シ ェ アリ ン グ 、 被支 配外
国企 業 、 過少 資 本 及 び一 般 租 税回 避 防 止 等の 特 別 納税 調 整 事 項に 対 する
税務 機 関 の管 理 に 適 用す る  （ 第 2 条） とさ れ て いる 。  
2009 年 の『特 別 納 税 調整 実 施 弁法（ 試 行 ）』が 公 布さ れ た こ とに よ り、
中国 の 国 際課 税 に 関 する 諸 規 定は す べ て 第 6 章 「 特 別納 税 調 整」 に まと
めら れ た こと が わ か った 。  
 こ れ は 中国 が 国 際 課税 に 力 を入 れ て い ると 認 識 でき る 。 さ らに 移 転価
格税 制 を 筆頭 に 規 定 され て い るこ と か ら 、今 後 移 転価 格 税 制 への さ らな
る取 り 組 み強 化 が み られ る と 筆者 は 指 摘 し た い 。  
2009 年 4 月 16 日に 国税 函 [2 009 ] 188 号 にお い て、『 移 転価 格の 追 跡 調
査管 理 を 強化 す る に 関す る 通 知』 を 公 布 した 。  
                                                   
2 0 2
 亀 井 廉幸 『 中 国進 出企 業 の 移転 価 格 税 制対 策 』 中央 経 済 社 ， p .12 2  
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200 9 年 7 月 6 日 に 国税 函 [2 009 ] 36 3 号 を公 布 し 、以 下 の 3 項目 の 内 容
につ い て 規定 し て い る。  
1 つ 目 は 、単 一 機 能 の生 産 機 能、 分 担 販 売と 契 約 に基 づ く 研 究開 発な
ど、 限 ら れた 機 能 又 はリ ス ク をも っ て 活 動を す る 企業 に と っ て、 金 融危
機な ど 市 場又 は 経 営 戦略 の 決 定が も た ら すリ ス ク は負 う こ と がで き な い。
機能 リ ス クの 分 析 と 利益 分 割 の基 準 に 準 じた 移 転 価格 の 原 則 に基 づ き、
合理 的 な 利益 水 準 を 維持 す べ きで あ る と した 。  
2 つ 目 は 、上 記 企 業 は当 期 に 損失 の 計 上 又は 同 期 資料 に 記 載 した 利益
水準 を 足 せな か っ た 場合 に 、 損失 の 計 上 を行 っ た 年度 の 同 期 資料 と その
関連 す る 書類 を 6 月 20 日ま で に、所 轄 の税 務 機 関に 提 出 し なけ れ ば なら
ない 。  
3 つ 目 は 、各 地 税 務 機関 は 外 国関 連 取 引 に関 す る 管理 を 強 化 し、 あら
ゆる 手 段 を通 し て、国外 に あ る関 連 会 社 の営 業 損 失（ 潜 在な 損失 も 含 む）
を中 国 の 国内 に 移 転 させ る こ と、 ま た は 中国 の 企 業の 利 益 を 不当 に タッ
クス ヘ イ ブン 地 区 に 移転 さ せ るこ と を 重 点に 調 査 すべ き で あ る。 機 能と
リス ク の 分析 及 び 比 較可 能 性 の分 析 を 強 化し 、 合 理的 な 独 立 企業 間 価格
の計 算 方 法を 選 択 し 、企 業 の 利益 水 準 を 保た せ る 。  
 
小 括  
中国 の 移 転価 格 税 制 を検 討 す るう え で 、 中国 の 税 制改 正 に お ける 移転
価格 税 制 の 位 置 づ け を明 白 に する 必 要 が ある 。 そ のた め 、 本 章に お いて
中国 の 企 業所 得 税 法 の変 遷 を 概観 し 、 中 国に お け る移 転 価 格 税制 を 取り
巻く 法 的 枠組 み と 中 国の 税 務 行政 組 織 の 状況 に つ いて 検 討 し た。  
中国 の 法 体系 に お い ては 、 中 国憲 法 に お ける 「 中 国公 民 は 法 律を 遵守
する 義 務 があ る 」と は、税 務機 関 が 行う 徴税 は 法 律を 遵 守 す べき で あ り、
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企 業 は 納 税す る 義 務 を負 う こ とと 解 さ れ る（ 租 税 法律 主 義 と 類似 概 念で
ある と 理 解で き る。）。  
図 表  4 -3 から み て と れる よ う に、中 国 の 税制 改 正 には 2 つ の 特徴 があ
った 。 その 1 つ 目 に は、 外 資 企業 に 適 用 する 税 制 に係 る 法 律 体系 を 筆頭
に整 え ら れて い た こ とで あ る 。そ の 2 つ 目に は 、 企業 形 態 に より 、 適用
する 税 制 度が 違 う 時 期か ら 、 これ ら の 税 制度 を 段 階的 に 統 一 化す る とき
も外 資 企 業に 適 用 す る税 制 度 から 着 手 し たこ と が 指摘 で き る 。  
中国 の 税 制改 正 は 社 会主 義 を もと に 、 中 国に お け る経 済 発 展 を 3 段階
に分 け る と、 各 段 階 にお い て 重要 な 改 正 が以 下 の よう に 行 わ れて い たこ
とが わ か る。  
まず 、 第 1 段 階 の 計 画経 済 体 制（ 19 49～ 1977） に おけ る 戦 後 の文 化大
革命 の 経 済後 退 期 で ある 。 第 1 段階 で は 文化 大 革 命の 影 響 を 受け 、 徴収
税目 が 単 一化 し 、 税 収の 経 済 調整 機 能 の 極度 に 低 下し た 。  
次に 、 第 2 段 階 の 計 画性 商 品 経済 体 制 （ 1978～ 199 1） に お け る経 済の
対外 開 放 の初 期 で あ る。 第 2 段 階に お い ては 、 改 革開 放 を 受 け、 ま ず、
外資 企 業 に適 用 す る 税制 に 係 る法 律 体 系 を整 え 、 その 後 、 内 資企 業 に対
する 税 国 の政 策 で あ った た め 、数 多 く の 優遇 税 制 が施 行 さ れ てい た 。大
きな 税 制 改正 は 1 99 1 年 にお い て『 中 外 合資 経 営 企業 所 得 税 』と『 外 国企
業所 得 税 』を 『 外 商 投資 企 業 と外 国 企 業 所得 税 法 』に 統 一 し たこ と が挙
げら れ る 。  
最後 に 、第 3 段 階 の 社会 主 義 市場 経 済 体 制（ 19 92～ 20 13） に おけ る社
会主 義 の 市場 経 済 に よる 経 済 高度 発 展 期 に分 け ら れる 。 第 3 段階 に おい
て、 企 業 形態 の 相 違 によ っ て 、適 用 す る 税制 度 ・ 税率 も 違 う ため に 、市
場競 争 に おけ る 不 公 平が 問 題 視さ れ 、1 9 94 年 に 内資 企 業 に 適用 す る『中
国所 得 暫 定条 例 』 を 公布 す る こと に よ り 、『 国 営企 業 所 得税 』『国 営 企業
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調節 税 』『 集 団企 業 所得 税 』『 私 営 企 業 税』が 一 本化 さ れた 。さ ら に、20 08
年に 、『中 国 企 業所 得税 法 』が 公布 さ れ 、内資 企 業 に適 用 す る『中 国 企 業
所得 暫 定 条例 』 と 外 資企 業 に 適用 す る 『 外商 投 資 企業 と 外 国 企業 所 得税
法 』を 一 本 化し た 。 2008 年 をも っ て 、中 国に お い て 、企 業 形 態に よ っ て
異な る 税 制度 を 適 用 する 時 代 に終 止 符 を 打っ た 。  
また 、 中 国で は 19 9 1 年 の 『 外商 投 資 企 業と 外 国 企業 所 得 税 法』 の公
布に よ り 、初 め て 国 際課 税 に 関す る 条 文 の明 文 化 がみ ら れ た 。そ の 内容
は移 転 価 格に 関 す る 関連 企 業 の取 引 に つ いて の も ので あ っ た 。そ の 後、
1994 年 に 、内 資 企 業 に適 用 す る税 制 度 を 一本 化 す ると と も に 、移転 価格
税制 の 内 容を 取 り 込 んだ 。最後 に 、 20 07 年に 、内資 企 業 と外 国投 資 企 業
に適 用 す る税 制 度 の 統一 に 伴 い、 国 際 課 税に 関 す る内 容 は 『 中国 企 業所
得税 法 』の第 6 章 に おい て 、『 特 別 納税 調整 』の 規 定を 設 け た 。し た が っ
て、 中 国 の国 際 課 税 に関 す る 規制 は 移 転 価格 税 制 を重 点 に 整 備さ れ てい
るこ と が いえ る 。  
また 、 中 国の 移 転 価 格税 制 を 取り 巻 く 法 的な 枠 組 みは 、 法 律 法規 のレ
ベル か ら 3 つ の 階 層 があ る 。 この 各 段 階 にお い て 、 規 定 を 置 いて い る 。  
第 1 階 層 であ る 「 法 律」 に は 『企 業 所 得 税法 』、『 税収 徴 収 管 理法 』が
挙げ ら れ 、こ の 二 法 が中 国 の 移転 価 格 税 制の 主 た る法 的 根 拠 とな る 。第
2 階 層 の 「法 規 」 に は『 企 業 所得 税 法 の 実施 条 例』、『 税 収 徴 収管 理 法実
施細 則 』 挙げ ら れ る 。そ し て 、第 3 階 層 の「 規 範 性通 達 」 は 国家 税 務総
局か ら 公 布さ れ 、中 国の 移 転 価格 税 制 の 詳細 な 規 定に 関 す る 通達 で あ る。 
 さ ら に、中 国 では 徴税 及 び 税収 確 保 の ため に 1 994 年 の税 制改 正 に あた
って 分 税 制を 導 入 さ れ、 財 源 別に 中 央 税 （国 家 ）・ 地 方 税（ 地方 ）・中 央
地方 是 共 通税 に 分 け られ て い る。中 国の 移転 価 格 税制 は 、中 央税 に 属 し、
所管 税 務 局は 国 家 税 務局 で あ る（ 深 圳 の みは 所 管 税務 局 は 地 方税 務 局で
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あ る 2 0 3）。  
 し た が って 、中 国 の移 転 価 格税 制 は『 企業 所 得 税法 』（ 日 本の 法 人 税法
本法 に 相 当す る ） に 規定 さ れ てい る こ と がわ か る 。ま た 、 中 国の 移 転価
格調 査 は 国家 税 務 局 主管 と な り、 中 国 に とっ て 移 転価 格 税 制 は法 人 税法
の本 法 に 規制 さ れ た 主要 な 税 目の 一 つ で ある と 筆 者は 考 え る 。  
中国 の 移 転価 格 税 制 に関 す る 変遷 は 4 段 階に 分 け るこ と が で きる 。  
 
図 表  4 -6 中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 重 要 な 変 遷  
 
（出 所 ： 中国 に お け る移 転 価 格税 制 の 法 律、 法 規 等 に 基 づ い て、 筆 者が
作成 し た。）  
 
第 1 段 階 は、 中 国 移 転価 格 税 制の モ デ ル 的実 験 期 （ 19 87～ 1 9 90） であ
                                                   
2 0 3
 前 掲 書， 簗 瀬 正人 ・斉 藤 公 彦『 中 国 税 務・ 会 計 ハン ド ブ ッ ク』 p . 7  
改正趣旨 年度 法律根拠 改正内容
1987年 『深圳経済特区関連企業間取引暫定弁法』(地方法規）
独立企業間価格原則の初公表
モデル実験都市での実行
1988年 『深圳経済特区関連企業間取引暫定弁法』を全国適用
1991年
『外国投資企業及び外国企業所得税法』第13条
『中華人民共和国税収徴収管理法』第24条
移転価格税制の創設（法律）
1991年
『外国投資企業及び外国企業所得税法実施細則』　第52条～第58条
『中華人民共和国税収徴収管理法実施細則』　　　　第36条～第41条
法規等の発行
1993年 『企業所得税暫行条例』 国内資本企業に移転価格税制の導入
1998年 「国税発59号」 事前確認制度の導入
2001年 「税収征管法」 移転価格に関する改正
2004年 ｢関連企業間取引事前確認実施規則(試行)｣ 「国税発59号」の改正
2008年 外資、内資企業に共通して適用する「企業所得税法」に伴う改正
第6章　特別納税調整
　移転価格税制、過少資本税制、コスト
シェアリング等の国際課税に関する規定を
設けた。
2009年 ｢特別納税調整実施弁法(試行)｣ 93年「59号」と04年「118号」の集大成
中国移転価格税制
創設初期
（1991～1997）
関連企業間取引
暫定弁法
モデル実験都市選
定実行期
（1987～1990）
中国移転価格税制
発展期
（1998～2006）
中国移転価格税制
成熟期
（2007～2013）
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る。 第 2 段 階は 中 国 移転 価 格 税制 の 創 設 初期 （ 199 1～ 19 97） であ る 。第
3 段 階 は、 中 国移 転 価格 税 制 の発 展 期 （ 1998～ 200 6） で あ る 。第 4 段 階
は、 中 国 移転 価 格 税 制の 成 熟 期（ 20 07～ 2013） で ある 。  
第 1 段 階 の中 国 移 転 価格 税 制 のモ デ ル 的 実験 期 に おい て 地 方 政府 であ
る深 圳 人 民政 府 に よ り『 深 圳 経済 特 区 関 連企 業 間 取引 暫 定 弁 法』 が 公布
され 、 初 めて 深 圳 経 済特 区 に おい て 行 わ れる 関 連 会社 間 と の 取引 は 、取
引価 格 が 独立 企 業 間 価格 に 準 ずる こ と を 明記 し た 。独 立 企 業 間価 格 の算
定方 法 は 、独 立 基 準 法、 原 価 基準 法 及 び その 他 の 方法 と し て いる 。 この
時、 詳 し い規 定 及 び 解釈 が 公 布さ れ て い ない 。  
第 2 段 階 の中 国 移 転 価格 税 制 の創 設 初 期 にお い て 、大 き な 改 正が 2 つ
ある 。  
1 つ 目に は、199 1 年 に中 国 外 商投 資 企 業 と外 国 企 業所 得 税 法 実施 細 則』
にお い て 移転 価 格 税 制の 導 入 であ る 。 こ の『 実 施 細則 』 に お いて 、 対象
範囲 は 国 外取 引 の み であ り 、 また 詳 細 な 計算 方 法 の公 布 も な され て いな
かっ た 。  
2 つ 目に は 、 19 94 年 公布 さ れ た中 国 の 内 資企 業 に 適用 す る 『 企業 所得
暫定 条 例 実施 細 則 』 にお い て 移転 価 格 税 制に 関 す る内 容 の 導 入で あ る。
今回 の 税 制改 正 に よ り、中 国の 移 転 価格 税制 の 対 象範 囲 は 国 外取 引 か ら、
国内 の 税 率が 異 な る 地域 間 に おけ る 取 引 も対 象 と なっ た 。  
第 3 段 階 であ る 中 国 移転 価 格 税制 の 発 展 期に お い ては 、 中 国 移転 価格
税 制 を 完 備 す る 規 定 (通 達 )が 次 々 と 公 布 さ れ た 。 こ の 期 間 に お け る 大 き
な改 正 は 4 つ あ る 。  
1 つ 目に は 、 1 998 年 2 月公 布 さ れた 『 国税 発 2 5 号 』 で あ る。 こ の 改
正は 税 務 調査 の 対 象 企業 を 明 確に し た 。  
2 つ 目に は 、 1 998 年 4 月に 公 布 され た 『国 税 発 98 号 』 で ある 。 こ の
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改正 に お いて 、 関 連 企業 に お ける 申 告 書 類の 明 文 化及 び 企 業 の挙 証 責任
につ い て 規定 さ れ て いた 。  
3 つ 目に は 、 20 01 年 の『 中 国 徴収 管 理 法 』に お け る事 前 確 認 制度 の正
式導 入 で ある 。  
4 つ 目 に は、『関 連 企業 間 取 引事 前 確 認 実施 規 則 (試 行 )』の 明文 化 で あ
る 。  
第 4 段 階 の中 国 移 転 価格 税 制 の成 熟 期 に おい て は 、移 転 価 格 税制 にお
いて 最 も 重要 な 改 正 であ る 。『 中国 企 業 所得 税 』の 公 布に 伴 い、国 際課 税
の総 体 を 取り ま と め 、第 6 章 に 『特 別 納 税調 整 』 が公 布 さ れ 、翌 年 に、
通達 『 中 国特 別 納 税 調整 』 に 関す る 通 達 が公 布 さ れ。 現 行 の 移転 価 格税
制に 係 る すべ て の 解 釈が な さ れて い る 。  
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第 5章  沿革による日中移転価格税制の比較考察  
  
本章 に お いて 、 第 3 章及 び 第 4 章 で 述 べ た日 中 の 法律 体 系 、 日中 税法
改正 及 び 日中 移 転 価 格税 制 の 変遷 の 特 徴 を取 り ま とめ 、 さ ら に、 日 中両
国の 法 律 体系 、税法 改正 及 び 移転 価 格 税 制の 変 遷 の相 違 点 を 明確 に し た。 
第 3 章 に おい て 、 日 本の 税 制 体系 及 び 税 制改 正 の 大ま か な 流 れを 概観
し、 日 本 の移 転 価 格 税制 に 関 する 改 正 が 税制 体 系 に占 め る 位 置づ け を明
らか に し 、さ ら に 移 転価 格 税 制の 改 正 を 三段 階 に わけ 、 そ の 特徴 に つい
て述 べ た 。  
日 本 は 租 税 法 律 主 義 の 下 に 、「 公 平 」「 中 立 」「 簡 素 」「 国 際 的 整 合 性 」
4 つ の 基 本原 則 に 基 づい て 税 制改 正 を 進 めて き た 。租 税 法 に 関す る 法律
体系 は 法 律、 法 規 、 通達 3 段 階 に分 け ら れる が 、 法律 と 法 規 は法 源 とな
るが 、 通 達は 課 税 当 局の 事 務 処理 上 に 遵 守す る 重 要な 規 則 で あり 、 法源
では な い 。  
日本 で は 戦後 シ ャ ウ プ勧 告 に よっ て 画 期 的な 税 制 改革 が 行 わ れ、 直接
税 、申 告 納 税を 中 心 にす え た 課税 体 系 を 構築 で き た 。19 80 年 ごろ の 税制
改 正 に お いて 、 税 制 の国 際 的 整合 性 を 図 るた め に 、国 際 課 税 の一 環 とし
て 移 転 価 格税 制 が 導 入さ れ た 。  
日本 の 移 転価 格 税 制 の改 正 は 「模 索 期」「発 展 期」「 成 熟期 」の 三 段 階
に分 け る こと が で き る。「 模索 期」（ 198 6～ 20 01） には 大 き な 改正 は 3 つ
あげ る こ とが で き る 。 1 つ 目 は、 1986 年 の制 度 導 入、 2 つ 目 は 19 87 年 の
「確 認 方 式」（ 現事 前確 認 制 度の 前 身 で ある 。）の 導 入 、 3 つ目 は 、 1 991
年の 国 外 関連 会 社 の 寄付 金 全 額不 算 入 ・ 比較 対 象 企業 に 対 す る質 問 また
検査 す る 権限・申 告 別表 に お ける 国 外 関 連者 関 連 内容 の 付 加 であ る 。「模
索期 」 に おい て は 、 日本 は 基 本三 法 を 中 心に 適 用 し、 移 転 価 格調 査 の長
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期化 問 題 を配 慮 し 、 移転 価 格 課税 の 調 査 がス ム ー ズに 行 わ れ る よ う な法
体系 の 構 築が で き た とい え る 。  
「発 展 期」（ 20 02～ 20 06）では 、大 き な改 正も 3 つ あっ た 。1 つ目 に は 、
2004 年 の取 引 単 位 営業 利 益 法の 導 入 、2 つ 目に は 、2 005 年 の国 外 関 連者
の範 囲 の 拡大 （ 実 質 支配 判 定 基準 ）、最 後に は 2 006 年 の推 定課 税 に おけ
る利 益 分 割法 と 取 引 単位 営 業 利益 法 の 導 入で あ る。「発 展 期」にお い て は、
企業 の 取 引パ タ ー ン の複 雑 化 に鑑 み 、基 本三 法 以 外の 方 法 の 導入 が 図 れ、
日本 に お ける 移 転 価 格課 税 に 関す る 事 案 が増 え て いた 。「成 熟期 」（ 20 07
～ 20 13） では 、 大 き な改 正 は 2 つ あっ た 。 1 つ 目に は 、企 業 に対 し 、 国
外関 連 会 社と の 取 引 に関 す る 資料 の 文 書 化を 義 務 付け た 。 2 つ目 に は、
計算 方 法 の優 先 順 位 の廃 止 で ある （ 基 本 三法 を 優 先適 用 か ら もっ と も適
切な 方 法 を選 定 す る こと と し た。）「 成 熟 期」 に お いて 、 さ ら に国 際 的な
整合 性 を 持た せ る 改 正と な っ た。ま た、 2008 年 より 、移転 価 格課 税 の 対
象は 大 企 業か ら 中 小 企業 へ 推 移し た と 推 測さ れ た 。  
第 4 章 に おい て 、 外 資企 業 に 適用 す る 税 制度 の 整 備と 中 国 の 税制 改正
（中 国 の 法体 系 を 含 む） に お ける 重 要 性 を明 ら か にし 、 さ ら に移 転 価格
税制 が 導 入さ れ た 目 的を 明 確 にし た 。 最 後に 、 中 国の 移 転 価 格税 制 の沿
革を 通 し て、 中 国 の 移転 価 格 制度 の 特 徴 につ い て 論究 す る な か国 の 法体
系に お い ては 、 中 国 憲法 に お ける 「 中 国 公民 は 法 律を 遵 守 す る義 務 があ
る 」 と は 、税 務 機 関 が行 う 徴 税は 法 律 を 遵守 す べ き で あ り 、 企業 は 納税
する 義 務 を負 う こ と と解 さ れ る。（租 税 法 律主 義 と 類似 概 念 で ある と 理解
でき る 。）  
図 表  4 -3 から み て と れる よ う に、中 国 の 税制 改 正 には 2 つ の 特徴 があ
った 。 その 1 つ 目 に は、 外 資 企業 に 適 用 する 税 制 に係 る 法 律 体系 を 筆頭
に整 え ら れて い た こ とで あ る 。そ の 2 つ 目に は 、 企業 形 態 に より 、 適用
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する 税 制 度が 違 っ て いた た め 、こ れ ら の 税制 度 を 段階 に 統 一 化す る とき
には 、 外 資企 業 に 適 用す る 税 制度 か ら ま ず着 手 し たこ と を 指 摘し た 。  
中国 の 税 制改 正 は 社 会主 義 を もと に 、 中 国の 経 済 発展 の 3 段 階に おい
て、以 下の よ う な重 要な 改 正 が以 下 の よ うに 行 わ れて い た こ とを 述 べ た。 
まず 、 第 1 段 階 の 計 画経 済 体 制（ 19 49～ 1977） に おけ る 戦 後 の文 化大
革命 の 経 済後 退 期 で ある 。 第 1 段階 で は 文化 大 革 命の 影 響 を 受け 、 徴収
税目 が 単 一化 し 、 税 収の 経 済 調整 機 能 は 極度 に 低 下し た 。  
次に 、 第 2 段 階 の 計 画性 商 品 経済 体 制 （ 1978～ 199 1） に お け る経 済の
対外 開 放 の初 期 で あ る。 第 2 段 階に お い ては 、 改 革開 放 を 受 け、 ま ず、
外資 企 業 に適 用 す る 税制 に 係 る法 律 体 系 を整 え る とと も に 、 外資 企 業に
対し 、数 多 く の優 遇 税制 が 施 行さ れ て い た 。大き な 税 制改 正 は 19 91 年 に
おい て 『 中外 合 資 経 営企 業 所 得税 』 と 『 外国 企 業 所得 税 』 を 『外 商 投資
企業 と 外 国企 業 所 得 税法 』 に 統一 し た こ とが 挙 げ られ る 。  
最後 に 、第 3 段 階 の 社会 主 義 市場 経 済 体 制（ 19 92～ 20 13） に おけ る社
会主 義 の 市場 経 済 に よる 経 済 高度 発 展 期 に分 け ら れる 。 第 3 段階 に おい
ては 、企業 形 態 の相 違に よ っ て、適 用す る税 制 度 や税 率 が 異 なる た め に、
市 場 競 争 に お け る 不 公 平 が 問 題 視 さ れ 、 199 4 年 に 内 資 企 業 に 適 用 す る
『中 国 所 得暫 定 条 例 』を 公 布 する こ と に より 、『国 営 企 業所 得税 』『国 営
企業 調 節 税』『 集 団 企業 所 得 税』『 私 営 企業 税 』が 一本 化 さ れた 。さ ら に、
200 8 年に 、『 中 国 企 業所 得 税 法』 が 公 布 され 、 内 資企 業 に 適 用す る 『中
国企 業 所 得暫 定 条 例 』と 外 資 企業 に 適 用 する 『 外 商投 資 企 業 と外 国 企業
所得 税 法 』を一 本 化 した 。 2008 年 を もっ て 、中 国 に おい て 、企業 形 態 に
よっ て 異 なる 税 制 度 を適 用 す る時 代 に 終 止符 を 打 たれ た 。  
他に も 、 中国 で は 1 991 年 の 『外 商 投 資 企業 と 外 国企 業 所 得 税法 』の
公布 に よ り、 初 め て 国際 課 税 に関 す る 条 文の 明 文 化が み ら れ る。 そ の内
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容は 移 転 価格 に 関 す る関 連 企 業の 取 引 に つい て の もの で あ っ た。そ の後、
1994 年 に 、内 資 企 業 に適 用 す る税 制 度 を 一本 化 す ると と も に 、内資 企業
の税 制 度 の中 に 移 転 価格 税 制 の内 容 を 取 り込 ん だ。そ の後 、2 007 年に は、
内資 企 業 と外 国 投 資 企業 に 適 用す る 税 制 度の 統 一 に伴 い 、 国 際課 税 に関
する 内 容 は『中 国 企 業所 得 税 法 』の 第 6 章に 規 定 され た『 特 別納 税 調 整』
の中 に 詳 細に 明 記 さ れた 。 し たが っ て 、 当時 中 国 の国 際 課 税 に関 す る規
制は 移 転 価格 税 制 を メイ ン に 整備 さ れ て いる こ と がい え る 。  
また 、 中 国の 移 転 価 格税 制 を 取り 巻 く 法 的な 枠 組 みは 法 律 法 規の レベ
ルか ら 3 つの 階 層 が ある 。  
第 1 階 層 であ る 租 税 法に 関 す る「 法 律 」 には 『 企 業所 得 税 法 』、『 税収
徴収 管 理 法』が 挙げ られ 、中国 の 移 転価 格税 制 の 主た る 法 的 根拠 と な る。
第 2 階 層 の 「法 規 」 には 『 企 業所 得 税 法 の実 施 条 例』、『 税 収 徴収 管 理法
実施 細 則 』挙 げ ら れ る。 そ し て、 第 3 階 層の 「 規 範性 通 達 」 は国 家 税務
総局 か ら 公布 さ れ 、 中国 の 移 転価 格 税 制 の詳 細 な 規定 に 関 す る通 達 であ
る 。  
 さ ら に 、中国 で は 徴税 及 び 税収 確 保 の ため に 、1994 年 の 税 制改 正 で分
税制 を 導 入さ れ 、 財 源別 に 中 央税 （ 国 家 ）・ 地 方税 （ 地 方）・ 中央 地 方是
共通 税 に 分け ら れ て いる 。 中 国の 移 転 価 格税 制 は 、中 央 税 に 属し 、 所管
税務 局 は 国家 税 務 局 であ る（ 深 圳 のみ は 所管 税 務 局は 地 方 税 務局 2 0 4で あ
る）。  
 し た が って 、中 国 の移 転 価 格税 制 は『 企業 所 得 税法 』（ 日 本の 法 人 税法
本法 に 相 当す る ） に 規定 さ れ てい る こ と がわ か る 。ま た 、 中 国の 移 転価
格調 査 は 国家 税 務 局 主管 と な り、 中 国 に とっ て 移 転価 格 税 制 は法 人 税法
の本 法 に 記載 さ れ て いる 主 要 な税 目 の 一 つで あ る と筆 者 は 考 える 。  
                                                   
2 0 4
 前 掲 書， 簗 瀬 正人 ・斉 藤 公 彦『 中 国 税 務・ 会 計 ハン ド ブ ッ ク』 p . 7  
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中国 の 移 転価 格 税 制 に関 す る 変遷 は 4 段 階に 分 け るこ と が で きる 。  
第 1 段 階 は、 中 国 移 転価 格 税 制の モ デ ル 的実 験 期 （ 19 87～ 1 9 90） であ
る。 第 2 段 階は 中 国 移転 価 格 税制 の 創 設 初期 （ 199 1～ 19 97） であ る 。第
3 段 階 は、 中 国移 転 価格 税 制 の発 展 期 （ 1998～ 200 6） で あ る 。第 4 段 階
は、 中 国 移転 価 格 税 制の 成 熟 期（ 20 07～ 2013） で ある 。  
第 1 段 階 であ る 国 移 転価 格 税 制の モ デ ル 的実 験 期 にお い て は 、地 方政
府で あ る 深圳 人 民 政 府に よ り 『深 圳 経 済 特区 関 連 企業 間 取 引 暫定 弁 法』
が公 布 さ れ、 初 め て 深圳 経 済 特区 に お い て行 わ れ る関 連 会 社 間と の 取引
は、 取 引 価格 が 独 立 企業 間 価 格に 準 ず る こと を 明 記し た 。 独 立企 業 間価
格の 算 定 方法 は 、独 立基 準 法、原 価 基準 法及 び そ の他 の 方 法 とし て い る。
この 時 、 詳し い 規 定 及び 解 釈 が公 布 さ れ てい な い 。  
第 2 段 階 であ る 国 移 転価 格 税 制の 創 設 初 期に お い ては 、 大 き な改 正が
以下 の 2 つあ る 。  
1 つ 目に は、199 1 年 に中 国 外 商投 資 企 業 と外 国 企 業所 得 税 法 実施 細 則』
にお い て 移転 価 格 税 制の 導 入 であ る 。 こ の『 実 施 細則 』 に お いて 、 対象
範囲 は 国 外取 引 の み であ り 、 また 詳 細 な 計算 方 法 の公 布 も な され て いな
かっ た 。  
2 つ 目に は 、 19 94 年 公布 さ れ た中 国 の 内 資企 業 に 適用 す る 『 企業 所得
暫定 条 例 実施 細 則 』 にお い て 移転 価 格 税 制に 関 す る内 容 の 導 入で あ る。
今回 の 税 制改 正 に よ り、中 国の 移 転 価格 税制 の 対 象範 囲 は 国 外取 引 か ら、
国内 の 税 率が 異 な る 地域 間 に おけ る 取 引 も対 象 と なっ た 。  
第 3 段 階 であ る 中 国 移転 価 格 税制 の 発 展 期に お い ては 、 中 国 移転 価格
税制 を 完 備す る 規 定 (通 達 )が次 々 と 公布 され た 。大 き な 改正 は 4 つ あ る。  
1 つ 目に は 、 1 998 年 2 月公 布 さ れた 『 国税 発 2 5 号 』 で あ る。 こ の 改
正は 税 務 調査 の 対 象 企業 を 明 確に し た 。  
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2 つ 目に は 、 1 998 年 4 月に 公 布 され た 『国 税 発 98 号 』 で ある 。 こ の
改正 に お いて 、 関 連 企業 に お ける 申 告 書 類の 明 文 化及 び 企 業 の挙 証 責任
につ い て 規定 さ れ て いた 。  
3 つ 目に は 、 20 01 年 の『 中 国 徴収 管 理 法 』に お け る事 前 確 認 制度 の正
式導 入 で ある 。  
4 つ 目 に は、『関 連 企業 間 取 引 事 前 確 認 実施 規 則 (試 行 )』の 明文 化 で あ
る 。  
第 4 段 階 中国 移 転 価 格税 制 の 成熟 期 に お いて は 、 移転 価 格 税 制に おい
て最 も 重 要な 改 正 で ある 。『 中 国企 業 所 得税 』の公 布 に伴 い 、国 際 課税 の
総体 を 取 りま と め 、 第 6 章 に 『 特別 納 税 調整 』 が 公布 さ れ 、 翌年 に 、 中
国企 業 所 得税 法 の 第 6 章 で あ る「 中 国 特別 納 税 調整 」 に 関 する 『 特 別納
税調 整 実 施弁 法 』 で ある 通 達 が公 布 さ れ 、現 行 の 移転 価 格 税 制に 係 るす
べて の 解 釈が な さ れ てい る 。  
 第 3 章 と第 4 章 の 内容 を 総 括す る と 、 日中 の 税 制体 系 、 移 転価 格 税制
の変 遷 か ら見 ら れ る 相違 点 が 以下 の 7 点 に纏 め る こと が で き る 。  
( 1 )  ま ず 、 日 本 と 中 国 に お け る 移 転 価 格 税 制 の 導 入 時 期 に つ い て は 、
両国 と も O E C D ガイ ドラ イ ン を準 拠 し て 、規 定 され て いる 。図表  5 -2 か
らわ か る よう に 、日 本に お い ては 1 986 年に 移 転 価格 税 制 を 租税 特 別 措置
法に 導 入 して い た 。 中国 に お いて 移 転 価 格に 関 す る規 定 を 国 家法 律 レベ
ル（ 法 律）に 導入 し たの は 1 99 1 年 であ った 。日本 は 中 国よ り 5 年 も 早
く導 入 さ れた 。し か し 、19 87 年に 中 国 の 経済 開 発 特区 の 1 つ であ る 深圳
にお い て 、地 方 法 規 であ る 「 深圳 経 済 特 区外 商 投 資企 業 及 び 関連 企 業取
引業 務 管 理の 暫 定 弁 法」（ 以下 「 1 98 7 深 圳暫 定 弁 法」 に い う ）が 公 布さ
れて い る 。1 988 年 国 家税 務 総 局は 全 国 的 に深 圳 に おい て 公 布 した「 19 87
深圳 暫 定 弁法 」 に 準 拠し 、 移 転価 格 税 制 によ る 租 税回 避 調 査 に取 り 込む
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よう 、 通 知を 発 令 し た。  
した が っ て、 日 中 両 国に お い て、 多 国 籍 企業 の 経 済活 動 に 関 する 移転
価格 問 題 への 取 り 込 む時 期 は ほと ん ど 変 わり な い と考 え ら れ る。  
また 、図 表  5 -1 の 記 載で わ か るよ う に 、日本 の 移 転価 格 税 制 は法 人 税
法本 法 に おい て 規 定 され て お らず 、租税 特別 措 置 法に 規 定 を 設け て い る。
一方 、 中 国に お い て は、 移 転 価格 税 制 を 導入 し た のは 遅 か っ たが 、 企業
所得 税 、 税収 徴 収 管 理法 と いう 2 つ の 法 律の 実 施 規則 ・ 条 例 と関 連 通達
にお い て 、全 部 移 転 価格 税 制 に関 す る 規 定を 設 け てい る 。  
図 表  5 - 1 日 中 現 行 税 制 体 系 の 比 較  
 
（出 所：① ≪『中 国 税制 』“中 国 税 務司 の担 当 者 が編 著 さ れ 、中国 で 最 も
包 括 的 に 税 制 に 係 る 内 容 を ま と め た 本 で あ る 。” pp .3 -2 2 ② 矢 吹 晋 『 一
目 で わ か る 中 国 経 済 地 図 』 蒼 蒼 社 ， 20 1 0 年 ， p . 44 ③ 金 子 宏 『 租 税 法 』
2010 版 、 pp .8 -19 を 参照 に 、 筆者 が 作 成 した 。）  
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財政を管理部門（財政部、国家税務総
局、海関総署）制定する規章と通達
地方法規・規章・通達
自治条例等
国際条約・協定
○
中国日本
法律
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(2 )  導 入背 景 及 び目 的を み る と、 日 本 の 移転 価 格 の改 正 は 3 段 階 に 分
ける こ と がで き る 。  
初期 の 日 本の 移 転 価 格税 制 （ 1 98 6 年～ 2 001 年 ） は施 行 上 の 煩雑 さを
考慮 し 、諸 外 国 の国 際 課 税 と の調 和 を 図 って い た。な ぜ なら ば、 1980 年
代の 日 本 企業 は ア メ リカ で の 現地 法 人 の 創設 が 増 加し た の に 伴い 、 アメ
リカ の IR S か ら 日 系 企業 の 大 手製 造 業 者 に対 し て 、移転 価 格 によ る 調査
が強 化 さ れた 。ト ヨ タ、日 産の ア メリ カ 支社 に お いて は IR S から 高 額 な
移転 価 格 によ る 仮 更 正処 分 を 受け た こ と によ り 、 初の 日 米 国 家税 務 総局
で移 転 価 格に 関 す る 相互 協 議 が行 わ れ た 。  
第 2 の 段階 （ 2 002 年～ 20 06 年 ） は無 形資 産 取 引、 役 務 提 供取 引 等 に
対応 し 、 独立 企 業 間 算定 方 法 の導 入 時 期 であ っ た 。多 国 籍 企 業の 経 済活
動の 活 発 化に 伴 い 、 商品 売 買 取引 や 役 務 提供 、 無 形資 産 に 関 する 取 引と
いう よ う に取 引 内 容 が多 様 化 した た め に 、独 立 企 業間 価 格 の 算定 を どの
よ う に 行 うか が 移 転 価格 税 制 の中 心 的 問 題と な っ てい る 。  
第 3 段 階（ 2007 年 ～ 20 12 年 ） は 国際 標準 と の 整合 性 を 確 保、 納 税 者
の予 測 可 能性 を 重 視 し 、 再 検 討を 行 っ た 時期 と い える 。 こ の 時期 に は、
基本 三 法 の優 先 適 用 を廃 止 し 、レ ン ジ の 適用 の 明 確化 と 同 時 文書 化 の義
務化 の 改 正が 行 わ れ た。  
一方 、 中 国は 改 革 開 放の 経 済 政策 に 伴 い 、企 業 所 得税 の 改 正 も欠 かせ
ず、 改 正 を重 ね 整 備 され て き た。 中 国 の 移転 価 格 税制 は 大 き な改 正 は 3
つあ っ た 。  
1 つ 目は 、 1 991 年 に 『外 資 企 業及 び 外 国 企業 所 得 税法 』 に 移 転価 格税
制に 関 す る規 定 の 初 期導 入 で あっ た 。 し かし 、 その 7 年 前 の 1987 年に
「 19 87 深 圳暫 定 弁 法」 が 公 布さ れ 、 さ らに 19 88 年末 、 国 家税 務 総 局の
指示 を 受 け、 税 務 部 門は 上 海 、広 州 、 ア モイ 市 に おい て 外 資 投資 企 業を
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対象 に 調 査を 行 っ た 。調 査 結 果に よ る と 、 50％ を 超え る 赤 字 の外 資 投資
企業 が 本 来は 黒 字 企 業で あ る こと が 判 明 した 。 こ れら の 企 業 は、 関 連企
業と の 取 引に お い て 移転 価 格 を利 用 し 、租税 回 避 を図 っ て い る 2 0 5とい わ
れて い る 。し た が っ て、 中 国 は経 済 開 放 に伴 い 、 外国 か ら の 直接 投 資が
増え た も のの 、 こ れ らの 外 国 投資 企 業 は 移転 価 格 の設 定 を 通 し、 外 国の
関連 会 社 へ不 正 に 企 業の 収 益 を流 出 さ せ てい る と 考え ら れ る 。し た がっ
て、 中 国 の移 転 価 格 税制 は 自 国の 課 税 権 を確 保 す ると と も に 、租 税 回避
を防 ぐ た めに 導 入 さ れて い る と指 摘 で き る。 こ の 時期 は 、 計 算方 法 の具
体的 な 通 達を 出 し て いな か っ た。  
2 つ 目 は 、 19 98 年 に おけ る 国 税発 [ 199 8 ] 5 9 号 に よ る改 正 であ った 。 こ
の通 達 59 号 に おい て 、詳細 的 な 規定 が 盛り 込 ま れて い る 。基本 三 法 につ
いて 詳 細 に計 算 方 法 を規 定 し てい る が 、 その 他 の 方法 に つ い て、 利 益比
準法 、 利 益 分 割 法 と 取引 単 位 営業 利 益 法 を列 挙 し てい る の み であ っ た。  
3 つ 目 は 、中 国 で は 、国 内 資 本企 業 と 外 資投 資 企 業、 外 国 企 業に 適用
する 所 得 税法 を 一 本 化し 、『 中 国企 業 所 得 税法 』の公 布 を 行っ た。同 時に 、
その 第 6 章 の「 特 別 納税 調 整 」に お い て 移転 価 格 税制 に 関 す る規 定 を整
備し て い る。 さ ら に 、 20 0 9 年 に 国税 発 [ 2009 ] 2 号『 特 別 納 税調 整 実 施弁
法』を 公 布し 、同 期 資料 の 義 務化 、幅 の 概念（ レ ンジ ）、事 前確 認 の 手続
き、 コ ス トシ ェ ア リ ング に つ いて も 規 定 して い る 。独 立 企 業 間価 格 の算
定方 法 も 初め て 、 算 式を 明 記 し、 基 本 三 法か ら 利 益分 割 法 、 取引 単 位営
業利 益 法 まで 全 部 盛 り込 ん で いる 。 し か し、 利 益 比準 法 に つ いて 触 れて
いな い 。  
中国 に お いて 租 税 回 避を 防 止 する た め に 、移 転価 格 税制 の 執 行を 強化
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 邓秀 珍『 中 国 内地转让定 价 税制 研 究 』暨南 大 学 修士 論 文 ， 2008 年 ，
p .3 8  
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し続 け て きた 。 第 6 章の 「 特 別納 税 調 整 」は 、 こ れま で の 移 転価 格 に関
する 諸 法 律、 法 規 及 び通 達 の 集大 成 と な って い る 。基 本 三 法 の適 用 優先
順位 の 廃 止、 利 益 比 準法 を 規 定か ら 除 外 し、 そ の 他の 内 容 の 具体 化 が図
られ た 。  
( 3 )  移 転価 格 税 制に おけ る 国 外関 連 者 の 対象 範 囲  
日 本 の 移 転 価 格 税 制 で は 国 外 関 連 者 と の 特 殊 関 係 の 範 囲 と は 、「 持 ち
株関 係 は 50％と し てい る 」（ 特 別 措置 法施 行 令 39 -12① 、 措 令 39 -1 2②）。
中国 の 移 転価 格 税 制 にお け る 、外 国 の 関 連会 社 と の関 連 関 係 （日 本 でい
う特 殊 関 係）と は、企業 が 他 方の 企 業 の 持ち 株 割 合が 2 5％ であ る 。し た
がっ て 、 中国 の 国 外 関連 会 社 の対 象 は 日 本よ り 広 いこ と が 指 摘で き る。  
( 4 )  独 立企 業 間 価格 の算 定 方 法に つ い て  
日本 に お ける 独 立 企 業間 価 格 の算 定 方 法 は ① 独 立 価格 比 準 法 、 ② 再販
売価 格 比 準法 、 ③ 原 価比 準 法 、 ④ ① ～ ③ に準 ず る 方法 そ の 他 政令 で 定め
る方 法（ 利 益分 割 法 、取引 単 位 利益 法 ）が挙 げ ら れる 。昭和 61 年 移 転価
格税 制 を 導入 し て か ら、 ① ～ ③の 基 本 三 法を 優 先 に適 用 す る 仕組 み は、
平 成 23 年 の 改 正に よっ て 廃 止さ れ 、個 々の 事 案 の状 況 に 応 じて 独 立 原則
に一 致 し た最 も 適 切 な方 法 を 選択 す る こ とに な っ た。 日 本 に おい て 、そ
の他 の 算 定方 法 と し て取 引 単 位営 業 利 益 法（措 令 3 9 -12⑧ ）導 入し 、20 06
年に 利 益 分割 法 （ 措 法 66 -4⑦ ）を 導 入 し てい る 。  
中国 に お いて 、1991 年に 移 転 価格 税 制 の 導入 時 、独 立企 業 間 価格 の 算
定方 法 は 「 ① 独 立 価 格比 準 法 、 ② 再 販 売 価格 基 準 法、 ③ 原 価 基準 法 、 ④
その 他 合 理的 な 方 法 」（ 中 国外 資 企 業所 得税 法 実 施細 則 第 5 4 条 ）と し て
いた 。 こ れら の 算 定 方法 を ① ～④ の 順 番 で順 次 に 適用 と な っ てい る 。こ
の優 先 順 位は 2 002 年の 税 収 徴収 管 理 法 実施 細 則第 55 条に よっ て 、 優先
順位 を 廃 止す る こ と とな っ た 。徴 収管 理 法実 施 細 則第 5 5 条 にお い て 、上
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記 ① ～ ④ まで の 算 定 方法 に よ って 税 引 前 所得 額 を 計算 す る こ とと 改 正さ
れて い る 。  
200 4 年 に 国 税発 [ 20 04 ] 14 3 通達 に お い ては 、 基 本三 法 の 算 定方 法 の解
釈を 明 記 して い る 。 中国 に お ける 第 ④ の 計算 方 法 とし て 、 利 益比 準 法、
利益 分 割 法、 取 引 単 位営 業 利 益法 を 含 む と規 定 し てい る が 、 これ ら の算
定方 法 の 詳細 な 解 釈 はな か っ た。 こ の 通 達に お い て、 第 ④ の その 他 の合
理的 な 方 法は 基 本 三 法が 適 用 でき な い と きに 適 用 する と 規 定 して い る。  
2009 年 の『 特 別 納税 調整 実 施 弁法 』の 第 四章「 移 転価 格 方 法（ 独立 企
業間 価 格 の算 定 方 法 ）」に お いて 、合 理 的 な算 定 方 法を 適 用 す ると し てい
る。 計 算 方法 は 基 本 三法 、 取 引単 位 営 業 利益 法 、 利益 分 割 法 とそ の 他独
立取 引 原 則に 準 拠 す る方 法 が 含ま れ て い る。  
した が っ て、 中 国 は 日本 よ り 算定 方 法 の 優先 順 位 を廃 止 し た のは 早 い。
これ は そ の他 の 先 進 国の や り 方を 参 考 し た結 果 で ある と 考 え られ る 。ま
た、 中 国 では 利 益 比 準法 を 適 用で き る が 、日 本 は 取引 単 位 営 業利 益 法を
重 視 し 、 いま だ に 利 益比 準 法 の導 入 し て いな い 。 利益 比 準 法 はア メ リカ
が最 も 早 く導 入 し て いる 、 世 界各 国 は こ の方 法 を 適用 す べ き でな い とし
てい る 国 が多 く 、 こ の点 は 中 国の 移 転 価 格税 制 が アメ リ カ に 近い と 指摘
でき る 。  
また 、 日 本に お い て 算定 方 法 の解 釈 は 中 国よ り 明 瞭で あ る こ とが わか
る。 な ぜ なら ば 、 中 国 19 91 年 移転 価 格 税制 導 入 して か ら 、 2004 年 にな
って 、 や っと 通 達 を 通し て 、 算定 方 法 の 解釈 を 行 って い る か らで あ る。  
( 5 )  事 前確 認 制 度  
日本 で は 移転 価 格 税 制の 円 滑 な執 行 を 考 慮し 、 世 界各 国 を 先 駆け て移
転価 格 税 制を 導 入 し た翌 年 の 19 87 年に 確認 方 式（ 現 行 の事 前確 認 制 度の
前身 ） 通 達を 設 け た 。日 本 の 確認 方 式 は アメ リ カ の事 前 確 認 制度 が 導入
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する ま で 、活 用 さ れ てい な か った と 指 摘 され て い る。 ア メ リ カで の 制度
導入 に 伴 い、 相 互 協 議を 伴 う 事前 確 認 制 度の 利 用 が世 界 的 な 広が り を見
せた 。  
中国 の 事 前確 認 制 度 は 、国 税 発 [19 88 ]59 号通 達 の第 48 条に おい て 、初
めて が 導 入さ れ て い る。 し か し、 具 体 的 な申 請 方 法、 必 要 書 類、 確 認の
もつ 有 効 年数 等 に つ いて 言 及 され て い な い。  
した が っ て、 中 国 の 事前 確 認 制度 は 日 本 より 遅 れ て導 入 さ れ 、し かも
普及 ま で の期 間 が 長 かっ た こ とが わ か る 。  
( 6 )  幅 の概 念  
日本 に お ける 平 成 2 3 年 （ 2 011 年 ）の 改 正で は 幅 の概 念 （ レ ンジ ） に
関し て 、以 下 のよ う に規 定 さ れた 。「 国 外関 連 取 引の 価 格 等 が、レ ンジ の
中に あ る 場合 に は 移 転価 格 課 税を 行 わ な いこ と 、 また 、 レ ン ジの 外 にあ
る場 合 に は比 較 対 象 取引 の 平 均値 に 加 え 、そ の 分 布状 況 等 に 応じ た 合理
的な 値 を 用い た 独 立 企業 間 価 格の 算 定 も でき る こ とを 運 用 に おい て 明確
にす る 2 0 6」。  
一方 、 中 国で は 2 00 9 年 の特 別 納税 調 整 実施 弁 法第 41 条に 「税 務 機 関
は四 分 位 分析 に よ っ て、 企 業 の利 益 水 準 を算 定 し 、企 業 利 益 水準 は 比較
対象 企 業 の利 益 区 間 中位 値 よ り低 い 場 合 、原 則 的 に中 位 値 よ り低 く 調整
して は な らな い 。」 と規 定 し てい る 。  
中国 の 独 立企 業 間 価 格設 定 は 、比 較 対 象 企業 の 利 益を 四 分 位 分析 によ
る中 位 値 以上 に し な けれ ば な らな い 。 こ れに 比 べ て、 日 本 は レン ジ の中
にあ る 場 合は 移 転 価 格に よ る 調整 し な い とし て い る。 し た が って 、 中国
は日 本 よ り厳 し い 規 定と な っ てい る こ と がわ か る 。幅 の 概 念 につ い て、
日本 よ り 中国 の 方 が 条文 化 す るの は 2 年 ほど 早 か った 。  
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(7 )罰則 規 定  
日 本 に は 、 移 転 価 格 税 制 に 関 し て は 加 算 税 の 罰 則 の み を 設 け て い る 。
なぜ な ら ば、 日 本 に おけ る 加 算税 は 国 税 通則 法 に すべ て 書 か れて い る か
らで あ る 。た だ し 、 財務 省 令 で定 め る 書 類を 延 滞 なく 提 示 ま たは 提 出し
ない 場 合 には 、 課 税 庁は 推 定 課税 を 適 用 し、 シ ー クレ ッ ト ・ コン パ ラブ
ル課 税 方 式で 更 正 す るこ と が でき る と し てい る 。 要す る に 、 納税 者 に知
りえ な い 情報 の も と で独 立 企 業間 価 格 を 計算 す る こと が で き るこ と とし
てい る 。  
一方 、 中 国に お け る 移転 価 格 税制 は 租 税 回避 を 防 止す る た め の税 制度
のた め 、 導入 す る 当 時か ら 、 納税 者 が 期 限内 に 課 税庁 に 求 め られ る 資料
を提 出 で きな い 場 合 にの 罰 金 に処 す る 規 定を 設 け てい る（『 関 連企 業 間業
務往 来 税 務管 理 実 施 弁法 』 国 税 発 [ 199 2 ] 2 37 第 6 条）。  
日本 と 中 国の 移 転 価 格税 制 規 定の 変 遷 を 図表  5 -2 のよ う に ま とめ るこ
とが で き る 。  
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図 表  5 - 2 日 中 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 沿 革 の 比 較  
 
（出 所 :筆 者が 作 成 した 。）   
年度 日本 中国
1986年
移転価格税制創設
　　　　　　　　　　　(租法66条の5)
1987年
確認方式(事前確認制度)導入
「深圳特区外商投资企业及び関連企業
取引業務税務管理の暫定弁法」
     　　　　　地方法規　深圳市人民政府
深圳暫定弁法に準拠し、全国的に移転価格
による租税回避調査する通知を公布
　　　　　　　　　　　中国国家税務総局
1991年 国外関連者への寄付金の損金不算入制度 移転価格税制創設
　(外国投資企業及び外国企業所得税法)
1993年
国内資本企業に移転価格税制導入
                      (企業所得税暫定条例)
1998年 事前確認制度導入　　　（国税発　59号）
2001年
推定課税の導入
2002年 加算税の付加決定の期間制限6年に延長
①資料の提供義務
②事前確認制度に関して正式導入
③遡及期間3年、特例10年可能
　　　　　　　　　　　　　　　（税収徴管法）
2004年 取引単位営業利益法導入(措令39の12⑧)
幅の概念について、言及したが、詳しい通
達なし
（関連企業間業務往来事前確認実施規則）
2005年 国外関連者の範囲拡大
2006年 推定課税に利益分割法導入(措法66の4⑦)
2007年
（内資、外資適用所得税法の一本化
『企業所得税法』創設）
2009年
移転価格税制
事前確認制度
コストシェアリング
被支配外国企業
過少資本税制
一般租税回避防止規定
　　　　　（通達　特別納税調整実施弁法）
2010年
移転価格調査における納税者の協力が得られない場
合の推定課税規定において提出又は提示を求めてい
る書類について、その範囲が次の区分に基づいて明確
化されました。(措規22の10①)
 イ　国外関連取引の内容を記載した書類
 ロ　国外関連取引について法人が算定した独立企業
間価額
 に係る書類
2012年
OECD移転価格ガイドラインの改定に伴い、独立企業間
価格の算定方法の適用上の優先順位を廃止、個々の
事案の状況に応じて独立企業原則に一致した最も適切
な方法を選定することとした。
2013年
事務運営指針2-19　(国外関連者に対する寄付金)
　調査において国外関連者に対して資産の販売、金銭
の貸付、役務提供その他の取引を行い、かつ当該資産
の販売等に係る収益の計上を行っていない場合におい
て、当該資産の販売等が金銭その他の資産又は経済
的な利益の贈与又は無償の供与に該当するとき
　(移転価格税制の適用対象の拡大　棚卸資産取引→
資産取引)
特徴
（最高立法レベル）
　租税特別措置法
(1986年～1991年)
　諸外国課税制度との調和
(2002年～2006年)
　無形資産取引、役務提供等に対応
(2007年～2013年）
　国際標準との整合性を図り、納税者の納税の予測可
能性を確保する
(最高立法レベル)
　企業所得税法(日本法人税法本法相当)
(その他)
　外資企業に適用する税制度の改正に伴っ
て、移転価格税制も改正を重ねてきた。租
税回避の目的で導入され、特別納税調整実
施弁法の導入に伴って、詳細規定が導入
し、整備された。
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第Ⅲ部  現行条文による日中移転価格税制の比較  
 
第 6章  日本の移転価格税制における現行条文に関する検討  
は じ め に  
 日 本 の 移転 価 格 税 制で は 、 企業 が 国 外 関連 者 と 取引 を 行 う 際に 用 いる
価格 と 、 独立 企 業 間 価格 と 相 違あ る 場 合 に、 独 立 企業 間 価 格 を用 い て取
引を 行 っ たと み な し 、課 税 所 得を 計 算 す るこ と と なっ て い る 。し た がっ
て 、日本 の 移 転価 格 税制 に お いて は 独 立 企業 間 価 格の 算 定 は 中核 2 0 7で あ
る 。  
し か し 、 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に は 、「 専 門 的 ・ 技 術 的 側 面 が 強 い た
め 2 0 8」、 企 業 と 課 税 庁 の 意 見 が 分 か れ 、 移 転 価 格 に よ る 税 務 更 正 を 受 け
るケ ー ス も少 な く な い。  
企業 が 移 転価 格 に よ る税 務 更 正（ ま た は 移転 価 格 調査 ） を 避 ける ため
に、 国 外 関連 者 と の 取引 に 用 いる 価 格 の 適性 を 証 明す る 必 要 があ る 。そ
のた め に 、自 ら 当 該 取引 の 取 引価 格 に 関 する 取 り 決め の 書 類 （ 同 時 書類
文書 化 ）を準 備 する 必要 が あ る。 2011 年 の税 制 改 正に お い て は、こ の 同
期資 料 に 関す る 内 容 が明 確 に され た 。 こ れら の 同 期資 料 を 作 成す る こと
が義 務 付 けら れ 、 企 業に と っ ては 移 転 価 格調 査 を 避け る た め の重 要 な根
拠と も な る。  
さら に 、 課税 当 局 は 企業 が 移 転価 格 に よ る税 務 更 正を 受 け 、 経済 的な
国際 二 重 課税 を 避 け るた め に 、相 互 協 議 を伴 う 事 前確 認 制 度 が最 も 有用
                                                   
2 0 7
 独 立 企業 間 価 格が 、日 本 の 移転 価 格 税 制に お い ても 中 核 の 概念 と な
って い る 。  
浜田 明 子 「移 転 価 格 税制 に お ける 比 較 可 能性 の 限 界」『 税務 大学 校 論
叢』 税 務 大学 校 ， Vo l . 36， 2 001 年 ， p . 309  
2 0 8
 藤 巻 一男「 日 本の 移転 価 格 税制 に お け る推 定 課 税つ い て」『 税務 大 学
校論 叢 』 税務 大 学 校 ， Vo l . 4 2， 20 03 年 ， p .5 8  
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な解 決 手 段と し て 推 奨し て い る。 し か し 、 相 互 協 議を 伴 う 事 前確 認 制度
が決 着 す るま で に 長 期間 （ 最低 2 年 間 が 要す る と いわ れ て い る） を 要す
るな ど 等 の問 題 点 を 抱え て い る。     
前述 の 移 転価 格 税 制 に係 る 諸 問題 を 考 え 、納 税 者 であ る 企 業 にと って
は移 転 価 格に よ る 国 際的 二 重 課税 を 防 ぐ ため に 、 課税 当 局 に よる 独 立企
業間 価 格 の算 定 及 び 移転 価 格 調査・更 正 にお け る 特徴 と 問 題 点を 理 解 し、
課税 当 局 が推 奨 す る 移転 価 格 課税 の 解 決 方法 で あ る事 前 確 認 制度 の 利用
方法 と 問 題点 を 把 握 する 必 要 があ る と 筆 者は 考 え る。  
そこ で 、 本章 に お い ては 日 本 の移 転 価 格 税制 に 関 する 独 立 企 業間 価格
の算 定 、 移転 価 格 調 査、 及 び 事前 確 認 制 度の 3 つ の 側面 に つ いて 、 日本
の移 転 価 格税 制 に 関 する 現 行 条文 及 び 課 税当 局 が 公布 し た「 A PA レポー
ト」 の デ ータ を 分 析 し、 日 本 の移 転 価 格 税制 の 特 徴を 明 確 に 上で 、 有識
者 の 見 解 に 基 づ き 、 理 論 と 実 証 （「 A PA レ ポ ー ト 」 を 用 い た 分 析 ） の 両
面か ら 日 本の 移 転 価 格税 制 の 問題 点 を 明 らか に す る。  
 
第 1 節  日 本 の 移 転 価 格 税 制 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法  
 日 本 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 と は 、 企 業 (法 人 )の 行 う 国 外 関 連 取 引 が
（略 ） 当 該国 外 関 連 取引 の 内 容及 び 当 該 国 外 関 連 取引 の 当 事 者（ 法 人）
の果 た す 機能 そ の 他 の事 情 を 勘案 し て 、 当該 国 外 関連 取 引 が 独立 の 事業
者の 間 で 通常 取 引 の 条件 に 従 って 行 わ れ ると し た 場合 に 当 該 国外 関 連取
引に つ き 支払 わ れ る べき 対 価 の額 を 算 定 する た め の最 も 適 切 な方 法 によ
り算 定 し た金 額 を い う（ 措 法 66 -4② ）。  
 移 転 価 格税 制 の 課 税要 件 と して は 次 の 3 点 挙 げら れ る。要件 そ の １は 、
法人 で あ るこ と 。 要 件そ の 2 は 、国 外 関 連者 と の 取引 で あ る こと 。 要件
そ の 3 は 、 国外 関 連 取引 の 対 価の 額 （ 移 転価 格 ） が独 立 企 業 間価 格 と相
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違 で あ る こと 2 0 9が 挙 げ られ る 。  
要件 そ の 1 と 条 件 そ の 2 は 事 実が 満 た せ ば、 移 転 価格 税 制 の 対象 とな
る。 し た がっ て 、 要 件そ の 1 と そ の 2（ 企業 構 成 の事 実 条 件 ）は 移 転価
格課 税 の 基礎 要 件 で ある 。 要 件そ の 3 に おい て 、 独立 企 業 間 価格 の 計算
は 移 転 価 格 税 制 に お け る 最 も 重 要 な 課 税 要 件 2 1 0と な る こ と が 指 摘 で き
る。 し た がっ て 、 移 転価 格 税 制に お け る 独立 企 業 間価 格 の 算 定は 最 も重
要で あ る 。     
日 本 の 移 転価 格 税 制 にお け る 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 は 措 法の 6 6 -4
② に お い て、 規 定 さ れて い る 。 移 転 価 格 税制 の 課 税対 象 と な る取 引 は 大
きく 棚 卸 資産 の 販 売 また は 購 入及 び そ の 他の 取 引 に分 け ら れ てい る 。 こ
れら の 課 税対 象 と な る取 引 に 適用 す る 独 立企 業 間 価格 の 計 算 方法 は 、(1 )  
棚卸 資 産 の販 売 ま た は購 入 に おけ る 基 本 三法 （ 独 立価 格 比 準 法、 再 販売
価格 、原価 基 準 法）、基本 三 法 に準 ず る 方 法及 び そ の他 政 令 で 定め る 方 法、
(2 )  そ の 他 の 取 引 は 棚 卸 資 産 の 販 売 ま た は 購 入 と 同 等 の 方 法 を 用 い る こ
と と さ れ てい る 。 し たが っ て 、独 立 企 業 間価 格 の 算定 方 法 は 棚卸 資 産の
売買 取 引 とそ れ 以 外 の取 引 と に区 分 し て 定め ら れ てい る 2 1 1。  
                                                   
2 0 9
 移 転 価格 税 制 の要 件と し て 、 4 つ の 要 件が 明 ら かに な っ た 。「 ① 法 人
であ る こ と、 ② そ れ が何 ら か の国 外 関 連 取引 を し てい る こ と 、 ③ 取 引の
相手 方 が 国外 関 連 者 であ る こ と、 そ し て 、 ④ こ の 国外 関 連 取 引の 対 価の
額（ 移 転 価格 ） が 独 立企 業 間 価格 と 異 な るこ と 。  
今村 隆「 移 転価 格 税 制に お け る独 立 企 業 間価 格 の 立証 -最 近 の裁 判 例 を素
材に し て -」『 租税 研 究』 租 税 研究 協 会 ， N o. 71 5， 20 09 年 ， p . 247 を参 考
にし た 。  
2 1 0
 独 立 企業 間 価 格が 、日 本 の 移転 価 格 税 制に お い ても 中 核 の 概念 と な
って い る 。  
浜田 明 子 「移 転 価 格 税制 に お ける 比 較 可 能性 の 限 界」『 税務 大学 校 論
叢』 税 務 大学 校 ， Vo l . 36， 2 001 年 ， p . 309  
2 1 1 前 掲 書 ，武 田 昌 輔 『 D H C コン メ ン ター ル法 人 税 』 p .49 7 3 の 17  
 〔 同 等 の方 法 の 意 義〕  
 措 置 法第 66 条の 4② に 規定 す る [同 等 の方 法 ]とは 、 有 形 資産 の 貸 借取
引、 金 銭 の取 引 、 役 務の 取 引 、無 形 資 産 の使 用 許 諾又 は 譲 渡 の取 引 等、
棚卸 資 産 の売 買 以 外 の取 引 に おい て 、 ぞ れぞ れ の 取引 の パ タ ーン に 応じ
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本節 に お いて 、 基 本 三法 及 び その 他 政 令 で定 め る 方法 に つ い て検 討す
る 。  
1 .棚 卸 資 産 の 販 売 ま た は 購 入 に お け る 基 本 三 法   
( 1 )  独 立 価 格 比 準 法 （ C o mp a r a b l e  U n c o n t ro l l e d  P r i c e  M e t h o d： C U P） 
 独 立 価 格比 準 法 と は、 特 殊 な関 係 に な い売 手 と 買手 が 、 国 外関 連取
引 に 係 る 棚 卸 資 産 と 同 種 の 棚 卸 資 産 を 当 該 国 外 関 連 取 引 と 取 引 段 階 、
取 引 数 量 そ の 他 が 同 様 の 状 況 の 下 で 売 買 し た 取 引 の 対 価 の 額 に 相 当
する 金 額 をも っ て 当 該国 外 関 連取 引 の 対 価の 額 と する 方 法 を いう （ 措
法 66 - 4②  １ 号 の イ ）（ 図 表  6 -1）。  
図 表  6 - 1 独 立 価 格 比 準 法 （ 日 本 ）  
(日本) (外国)
A社 B社
（国外関連者)
非関連者 非関連者
販売者 購入者独立企業間価格取引B：　売上150円
           国外関連取引:   売上120円
独立企業間価格取引A：　売上150円
移転価格調整後
150円※
 
 
※  独立 企 業 間価 格 ＝ 1 5 0 円  
（ 出 所：成 立・伏 見 俊 行 著『 日 中 移 転 価 格 税 制 』税 務 研 究 会 出 版 ，2 0 0 5 年 ，
p . 5 3 を 参 考 に 、 筆 者 が 作 成 し た 。）  
 
(2 )  再 販 売 価 格 基 準 法 (R e sa l e  P r i ce  M et hod： R P） (輸 入 取 引 )  
再販 売 価 格基 準 法 と は、 国 外 関連 取 引 に 係る 棚 卸 資産 の 買 手 が特 殊な
関係 に な い者 に 対 し て当 該 棚 卸資 産 を 販 売し た 対 価の 額（ 以 下 、「 再 販売
価 格 」 と いう ） か ら 通常 の 利 益の 額 （ 当 該再 販 売 価格 に 政 令 で定 め る通
常の 利 益 率 2 1 2を乗 じ て 計算 し た 金額 に い う ）を 控除 し て 計算 し た金 額 を
                                                                                                                                                       
て同 項 第 ① 号 に 掲 げ る方 法 に 準じ て 独 立 企業 間 価 格を 算 定 す る方 法 をい
う。（ 前掲 書 ， 武田 昌輔 『 D H C コ ン メン ター ル 法 人税 』 p .4 9 71 の 9）  
2 1 2
 同 種 又は 類 似 の棚 卸資 産 を 、特 殊 の 関 係に な い 者か ら 購 入 した 者 が
当該 同 種 又は 類 似 の 棚卸 資 産 を非 関 連 者 に対 し て 販売 し た 取 引（「 又 は比
非 関 連 者 間 取
引  
関 連 者 間 取 引  
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もっ て 当 該国 外 関 連 取引 の 対 価の 額 と す る方 法 を いう（ 措 法 66 - 4②  １
号 の ロ ）（ 図 表  6 -2）。  
図 表  6 - 2 再 販 売 価 格 基 準 法 （ 日 本 ）  
(日本) （外国）
C社 A社 B社
（国外関連者）
非関連者 非関連者 非関連者
再販売
国外関連取引
仕入105円売上150円
再販売価格
　　　輸入仕入160円再販売
売上200円
移転価格調整後
140円※
 
※   国 外 関 連 者 に よ る 仕 入  
独 立 企 業 間 価 格 ＝  売 上
日本における再販売
 － （ 売 上
日本における再販売
×通 常 の 利 益 率 ※ ）  
        ＝ 2 0 0 円 -（ 2 0 0 円 ×
円
円円
150
105-150
） ＝ 1 4 0 円  
 ※ 通 常 利 益 率 ＝ 非 関 連 者 間 取 引 の 売 上 高 売 上 総 利 益 率 で あ る 。  
（ 出 所 ： 成 立 ・ 伏 見 俊 行 著 『 日 中 移 転 価 格 税 制 』 税 務 研 究 会 出 版 ， 2 0 0 5 年 ， p . 5 7
を 参 考 に 筆 者 が 作 成 し た 。）  
 
(3 )  原 価 基 準 法 (C os t   P lu s   M e thod： C P）  
原価 基 準 法と は 、 国 外関 連 取 引に 係 る 棚 卸資 産 の 売手 の 購 入 、製 造そ
の他 の 行 為に よ る 所 得の 原 価 の額 に 通 常 の利 益 の 額（ 当 該 原 価の 額 に政
令で 定 め る通 常 の 利 益率 を 乗 じて 計 算 し た金 額 に いう ） を 加 算し て 計算
した 金 額 をも っ て 当 該外 国 関 連取 引 の 対 価の 額 と する 方 法 を いう（ 措法
66 - 4②  １ 号 の ハ ）（図 表  6 -3）。  
 
 
                                                                                                                                                       
較対 象 取 引」 と い う 。） に 係 る当 該 再 販 売者 の 売 上総 利 益 の 額の 当 該収
入金 額 の 合計 額 に 対 する 割 合 とす る 。 た だし 、 各 企業 が 果 た す機 能 その
他に お い て差 異 が あ る場 合 に は、 そ の 差 異に よ り 生ず る 割 合 の差 に つき
必要 な 調 整を 加 え た 後の 割 合 とす る 。 （ 措令 39 -12⑥ よ り抜 粋）  
非 関 連 者 間 取 引  
関 連 者 間 取 引  
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図 表  6 - 3 原 価 基 準 法 （ 日 本 ）  
(日本) （外国）
C社 A社 B社
（国外関連者）
非関連者 非関連者 非関連者
加工費20円
　　輸出売上200円
 国外関連取引
　　売上180円仕入100円
仕入150円
移転価格調整後
225円※
 
※   独 立 企 業 間 価 格 ＝ 仕 入
日本における仕入原価
+（ 仕 入
日本における仕入原価
×通 常 の 利 益 率 ※ ）  
       ＝ 1 5 0 円 +（ 1 5 0 円 ×
円円
円円円
20100
)20(100-180


） ＝ 2 2 5 円  
 
※ 通 常 利 益 率 ＝ 非 関 連 者 間 取 引 の 原 価 売 上 総 利 益 率 で あ る 。  
（ 出 所 ： 成 立 ・ 伏 見 俊 行 著『 日 中 移 転 価 格 税 制 』税 務 研 究 会 出 版 ， 2 0 0 5 年 ， p . 6 0
を 参 考 に 筆 者 が 作 成 し た 。）  
 
独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 と して 、 独 立 価格 比 準 法、 再 販 売 価格 基準
法、 原 価 基準 法 は 基 本三 法 と 呼ば れ て い る。 基 本 三法 は 棚 卸 資産 の 販売
また は 購 入を 中 心 に 規定 し て いる 。 ま た 、基 本 三 法の 中 で 、 再販 売 価格
基準 法 と 原価 基 準 法 は非 関 連 者間 の 取 引 で用 い ら れる 取 引 価 格に よ って
算出 さ れ る売 上 高 売 上総 利 益 率（ 再販 売 価格 基 準 法）・原 価 売上 総 利 益率
（ 原 価 基 準 法 ） を も っ て 独 立 企 業 間 価 格 を 算 定 す る 方 法 で あ る 。 し た が
って 、 基 本三 法 に お いて は 取 引の 売 上 総 利益 率 の 適否 は 独 立 企業 間 価格
の最 も 重 要な 決 定 要 因と な る こと が 指 摘 でき る 。  
2 .そ の 他 政 令 で 定 め る 方 法  
 そ の 他 政令 で 定 め る方 法 と して 利 益 分 割法 （ 比 較利 益 分 割 法、 寄 与度
利益 分 割 法、 残 余 利 益分 割 法）、 取 引単 位営 業 利 益法 が あ る 。  
(1 )  利 益 分 割 法 (P ro f i t   Sp l i t   M et hod）  
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利益 分 割 法と は 、 法 人に 係 る 国外 関 連 者 によ る 購 入、 製 造 そ の他 の行
為に よ る 取得 及 び 販 売（ 以 下「販 売 等」とい う 。）に 係る 所 得が 、次 に掲
げる 方 法 によ り こ れ らの 者 に 帰属 す る も のと し て 計算 し た 金 額を も って
当該 国 外 関連 取 引 の 対価 の 額 とす る 方 法 であ る 。（ 措 令 39 -12⑧ ）  
 ① 比 較 利 益 分 割 法 （ 図 表  6 -4）  
 比 較 利 益分 割 法 と は、 当 該 国外 関 連 取 引に 係 る 棚卸 資 産 と 同種 又 は類
似の 棚 卸 資産 の 非 関 連者 に よ る販 売 等（ 以下 、「比 較 対 象取 引 」とい う。）
に係 る 所 得の 配 分 に 関す る 割 合（ 当 該 比 較対 象 取 引と 当 該 国 外関 連 取引
に係 る 棚 卸資 産 の 当 該法 人 及 び当 該 国 外 関連 者 に よる 販 売 等 とが 当 事者
の果 た す 機能 そ の 他 にお い て 差異 が あ る 場合 に は 、そ の 差 異 によ り 生ず
る割 合 の 差に つ き 必 要な 調 整 を加 え た 後 の割 合 ） に応 じ て 当 該法 人 及び
当該 国 外 関連 者 に 帰 属す る も のと し て 計 算す る 方 法で あ る。（ 措 令 3 9 - 12
⑧  1 号 の イ ）  
 分 割 対 象 利 益 等 に は 、 原 則 と し て 、 原 則 と し て 、 当 該 法 人 に 係 る 営
業 利 益 又 は 営 業 損 失 に 当 該 国 外 関 連 者 に 係 る 営 業 利 益 又 は 営 業 損 失
を加算した金額を用いる ものとする （ 措 法 通 達 6 6 - 4⑤  1 号 ）。  
図 表  6 - 4 比 較 利 益 分 割 法 （ 日 本 ）  
(日本) （国外）
非関連者 A社 B社 非関連者
（Aの国外関連者）
非関連者① 非関連者② 非関連者③ 非関連者④
の
算
定
営
業
利
益
率
取
引
非
関
連
者
間
取
引
関
連
者
間
営業利益　200 営業利益　100
非関連者（企業）①～④において、企業①から部品を仕入れ、企業②、③でそれぞれ加工作業
をし、最終企業④へ販売とする。非関連者②と③の合計営業利益は300円である。
営業利益　75円
輸出売上200円
非関連者間②、③
営業利益率（割合）
A社、B社移転価格調整後
営業利益率（割合）
A社
　150円÷（150+75）＝2/3
B社
75円÷（150+75）＝1/3
＝
非関連者　②
　200円÷（200+100）＝2/3
非関連者　③
100円÷（200+100）＝1/3
移転価格調整後
220円※
営業利益 130円
営業利益 150円
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（出 所 ： 伊藤 雄 二 ・ 萩谷 忠 『 全訂 第 2版  図 説 移 転価 格 税 制 』税 務 研 究会
出版 局 ， 2 012年 ， p . 83を 参 考 に筆 者 が 作 成し た 。）  
比較 利 益 分割 法 は 、図表  6 -4 で示 さ れ て いる よ う に取 引 に 係 る営 業利
益に 着 目 する 価 格 の 計算 方 法 であ る 。 A 社と 国 外 関連 者 B 社 との 一 連 の
取引 か ら 生じ る 総 営 業利 益 が 両社 へ の 配 賦割 合 は 、特 殊 関 係 を持 た ない
類似 取 引 して い る 非 関連 者 ② と③ は 同 じ 割合 で な けれ ば な ら ない 。 した
がっ て 、非 関連 者（ 会 社 ）② と ③ と同 じ 営 業利 益 率 にす る た め に 、図表  6 -4
で は A 社 の 営 業利 益 130 円を 150 円 に 修正 す る につ れ 、A 社の 輸 出 売上
は 200 円 から 2 50 円 へ調 整 さ れる こ と に なる 。  
 ② 寄 与 度 利 益 分 割 法 (C on tr i bu t ion   A pproa ch）  
 当 該 国 外関 連 取 引 に係 る 棚 卸資 産 の 当 該法 人 及 び当 該 国 外 関連 者 に よ
る販 売 等 に係 る 所 得 の発 生 に 寄与 し た 程 度を 推 測 する に 足 り るこ れ ら の
者が 支 出 した 費 用 の 額、使 用 した 固 定 資 産の 価 額 その 他 こ れ らの 者 に 係る
要因 に 応 じて こ れ ら の者 に 帰 属す る も の とし て 計 算す る 方 法 であ る 。（措
令 39 -12⑧  1号 の ロ ）（ 図 表  6 -5）  
 図 表  6 - 5 寄 与 度 利 益 分 割 法 （ 日 本 ）  
b社
(Bの非関連者）
A社
B社
(Aの国外関連者)
①分割対象利益の計算
　＝売上③-仕入①-（A社の営業費用+B社の営業費用）=A社営業利益+B社営業利益
　＝600円-210円-（100円+50円※）＝240円
②分割割合の算定＝A社、B社が本取引に関連する支出費用、従業員の人数等の要因等を
勘案して算定する（ここでA社/B社＝2/1で考える※）
③移転価格調整後の売上②の計算
　＝210+240×2/3＝370円
※営業費用の割合と分割割合は一致させている。
(日本) （国外）
a社
(Aの非関連者)
売上②
   350円（輸出）
移転価格調整後
370円※
仕入①
210円
売上③
600円
 
（出 所 ： 伊藤 雄 二 ・ 萩谷 忠 『 全訂 第 2版  図 説 移 転価 格 税 制 』税 務 研 究会
出版 局 ， 2 012年 ， p . 85を 参 考 に、 筆 者 が 作成 し た。）  
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分割 対 象 利益 等 に は 、原 則と し て、 当該法人に係る営業利益又は営業
損失に当該国外関連者に係る営業利益又は営業損失を加算した金額を
用いるものとする 。（措 法 通 達 6 6の 4⑤  1号 ）  
 寄 与 度 利益 分 割 法 は、 図 表  6 -5で 示 さ れて い る よう に 、 A社と 国 外 関連
者 で あ る B社 と の 一 連 の 取 引 に お け る 営 業 利 益 の 合 計 額 を 計 算 し た 上 で 、
A社 と B社 がそ れ ぞ れ当 該 取 引に 果 た す 機能 （ 実 際発 生 す る 費用 、 雇 用す
る従 業 員 数等 を 検 討 する 要 因 とす る ）の 割合 に 応 じて 、合 計 営業 利 益 を分
割し 、 A社の 輸 出 売 上金 額 を 計算 す る 方 法で あ る 。  
 ③ 残 余 利 益 分 割 法 (R e s idu a l   A pp ro ac h）（ 図 表  6 -6）  
残余 利 益 分割 法 に よ る計 算 は 以下 の よ う な手 順 に 沿っ て 計 算 しな け れ
ばな ら な い。  
そ の 1、「 比 較 対象 取引 」 に 係る 必 要 な 調整 を 加 えな い も の とし た 場 合
のこ れ ら の規 定 に よ る割 合 に 基づ き 当 該 法人 及 び 当該 国 外 関 連者 に 帰 属
する も の とし て 計 算 した 金 額  
そ の 2、 当該 国 外関 連取 引 に 係る 棚 卸 資 産の 当 該 法人 及 び 当 該国 外 関 連
者に よ る 販売 等 に 係 る所 得 の 金額 と そ の 1に 掲 げる 金 額 の合 計額 と の 差額
（そ の 2に お い て「 残余 利 益 等」 と い う 。） が 、 当該 残 余 利 益等 の 発 生に
寄与 し た 程度 を 推 測 する に 足 りる こ れ ら の も の が 支出 し た 費 用の 額 、使用
した 固 定 資産 の 価 額 その 他 こ れら の も の に係 る 要 因に 応 じ て これ ら の 者
に帰 属 す るも の と し て計 算 し た金 額 。 （ 措 令 39 -12⑧  1号 の ハ ）  
 図 表  6 -6で 示さ れ てい る よ うに 、残 余 利益 分 割 法を 用 い て 独立 企 業 間価
格の 計 算 は次 の 4つ の手 順 が ある 。そ の 1、特 許 権 等の 特 殊 の無 形 資 産や 製
造ノ ウ ハ ウの 提 供 を 行っ て い ない 比 較 対 象取 引 で 用い ら れ る 価格 を 基 に
基本 利 益 率 ① を 算 出 する 。 そ の 2、 国外 関連 会 社 間取 引 に 用 いら れ る 価格
に基 本 利 益率 ① を か けて 、関 連 会 社間 取 引の 基 本 利益 ② を 算 出す る 。そ の
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3、 国 外関 連 会 社間 取引 の 総 営業 利 益 ③ から 基 本 利益 ② を 差 し引 い て 、残
余利 益 ④ を算 出 す る 。そ の 4、 国 外 関連 会社 間 取 引に 係 る 各 企業 が 果 たす
機能 に 応 じて 残 余 利 益を 按 分 する 。 そ の 5、 独 立企 業 間 価格 の計 算 を する
（日 本 企 業の 基 本 利 益＋ 残 余 利益 ）。  
図 表  6 - 6 残 余 利 益 分 割 法 （ 日 本 ）  
（国外）
非関連会社 非関連会社
非関連者①
(日本)
A社の営業利益　200円
原材料等購入50円
製造総費用100円
製造総費用150円
製品X売上900円
原材料等購入100円
製造総費用100円
第三者
（小売店約200社）
A社
B社
（A社の国外関連者）
製品Xの製造販売業者
非関連者②
B社の営業利益　400円
製品Xの製造販売業者
製品Xの主要部品
輸出売上　350円
非関連者②
総費用利益率1/3
営業利益100円
非関連者③
売上高利益率1/3
営業利益200円
非関連者③
製品販売売上600円
主要部品の提供、輸出
300円
移転価格調整後400
特許権及び製造ノウハウ
特許権及び製造ノウハ
ウの提供なし
①　A社、B社の営業利益額の算定（A社は特許権をB社に使用許諾する）
A社＝150円　B社＝400円
②　類似取引をしている非関連会社②の総費用営業利益率、③の売上高営業利益率の算定
　　　　X：非関連会社②の総費用営業利益率＝1/3
　　　　Y：非関連会社③の売上高営業利益率＝1/3
③　A社、B社の基本利益の計算
　　　　A社の基本利益＝X×A社総費用＝1/3×150円＝50円
　　　　B社の基本利益＝Y×B社の売上高＝1/3×900円＝300円
④残余利益
　　　　A社の営業利益ーA社の基本利益＝200円-50円＝150円
　　　　B社の営業利益ーB社の基本利益＝400円－300円＝100円∴残余利益＝250円
⑤残余利益（総額250円を分割要因によって、算定する）
　　　ここではA社とB社の分割割合は、4/5と1/5であるとする。
　　　　A社＝250×4/5＝120円
　　　　B社＝250×1/5＝80円
　　考慮する要因は　・支出する営業費用、広告宣伝、研究開発費、営業、広告宣伝・研究開発に係る従業
員の数
∴A社輸出　独立企業間価格＝50円＋100円+50円+200円＝400円  
（出 所 ： 伊藤 雄 二 ・ 萩谷 忠 『 全訂 第 2版  図 説 移 転価 格 税 制 』税 務 研 究会
出版 局 ， 2 012年 ， p . 85。『 移転 価 格 税制 の適 用 に あた っ て の 参考 事 例 集 』
p .4 0を 参 考 に、 筆 者 が作 成 し た。）  
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前述 し た よう に 、日 本の 利 益 分割 法 は 比 較利 益 分 割法 、寄 与 度利 益 分 割
法と 残 余 利益 分 割 法 の 3つ に分 け ら れる 。日 本 に おい て 利 益 分割 法 は 、関
連者 間 取 引か ら 生 じ る営 業 利 益の 分 割 割 合に 注 目 して 移 転 価 格を 調 整 す
る計 算 方 法で あ る 一 方、そ れ ぞれ 営 業 利 益を 分 割 する 調 整 ポ イン ト に 相違
が見 ら れ る。比 較 利 益分 割 法 は類 似 す る 非関 連 者 間取 引 と の 営業 利 益 率と
同じ 割 合 にし な け れ ばい け な い。寄 与 度 利益 分 割 法は 特 に 営 業利 益 に 係る
費用 の 分 担の 割 合 に 注目 を 当 てて い る 。最 後 に 残 余利 益 分 割 法は 特 に 特許
権ま た は 製造 ノ ウ ハ ウの 使 用 許諾 に 係 る 利益 が 考 えら れ る 場 合に 、こ れら
の技 術 が 売上 へ の 貢 献度（ 利 益率 に 占 め る割 合 ）を算 出 し 、独立 企 業 間価
格を 計 算 する 方 法 と なっ て い る。  
( 2 )  取 引 単 位 営 業 利 益 法 （ Trans ac t io na l N et M ar g i n   M e tho d）  
 国 外 関 連取 引 に 係 る棚 卸 資 産の 売 手 の 購入 、製 造そ の 他 の 行為 に よ る取
得の 原 価 の額（ 以下 、「 取得 原 価 の額 」とい う 。）に、イ に 掲げ る 金 額に ロ
に掲 げ る 金額 の ハ に 掲げ る 金 額に 対 す る 割合 を 乗 じて 計 算 し た金 額 及 び
イ ② に 掲 げる 金 額 の 合計 額 を 加算 し た 金 額を も つ て当 該 国 外 関連 取 引 の
対価 の 額 とす る 方 法 であ る 。  
イ  次 に掲 げ る 金額 の合 計 額  
①  当 該取 得 原 価の 額  
②  当 該国 外 関 連取 引に 係 る 棚卸 資 産 の 販売 の た めに 要 し た 販売 費 及
び一 般 管 理費 の 額  
ロ  当 該比 較 対 象取 引に 係 る 棚卸 資 産 の 販売 に よ る営 業 利 益 の額 の
合計 額  
ハ  当 該比 較 対 象取 引に 係 る 棚卸 資 産 の 販売 に よ る収 入 金 額 の合 計
額か ら ロ に掲 げ る 金 額を 控 除 した 金 額（ 措 令 39 -12⑧  3号 ）（ 図表  6 -7、
図 表  6 -8）。  
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 取 引 単 位営 業 利 益 法に お け る ② の ロ に 掲げ る 営 業利 益 に 関 する 指 標 は
① 売 上 高 営業 利 益 率 と ② 総 費 用営 業 率 を 用い て 営 業利 益 を 算 出し 、独 立企
業間 価 格 を計 算 す る 方法 の 2通 り あ る。  
 図 表  6 - 7 取 引 単 位 営 業 利 益 法  （ 売 上 高 営 業 利 益 率 を 用 い る 方 法 ）  
(日本) （外国）
C社 A社 B社
（国外関連者）
非関連者 非関連者 非関連者
再販売に係る販管費　15円
　　　輸入仕入170円
国外関連取引
仕入105円売上150円
売上200円
再販売価格
販管費　10円
移転価格調整額 10円
➡ 独立企業間価格 160円
 独
立 企 業 間 価 格 ＝ 2 0 0 円 -（ 2 0 0 円 ×独 立 企 業 間 取 引 に お け る 売 上 営 業 利 益 率 ）  
        ＝ 2 0 0 円 -｛ 2 0 0 円 ×〔
円
円）円円
150
15(105-150 
＝ 2 0％〕｝＝ 1 6 0 円  
（出 所 ： 前掲 書 ， 伊 藤雄 二 ・ 萩谷 忠 『 全 訂第 2 版  図説 移 転価 格 税 制』
p .97 を 参考 に 筆 者が 作成 し た。）  
図 表  6 - 8 取 引 単 位 営 業 利 益 法  （ 総 費 用 営 業 利 益 率 を 用 い る 方 法 ）  
(日本) （外国）
C社 A社 B社
（国外関連者）
非関連者 非関連者 非関連者
　　　 　  輸出売上200円
 国外関連取引
売上180円仕入100円
仕入150円
販管費　　20円
営業利益　60円
総費用営業利益率
（180-100-20）/100+20＝50％
販管費　　10円
営業利益　60円
総費用営業利益率
（200-130-10）/150+10＝7/8
移転価格調整
225円※
 
※   独 立 企 業 間 価 格 ＝ 1 5 0 円 +（ 1 5 0 円 ×通 常 の 利 益 率 ※ ）  
       ＝ 1 5 0 円 +｛ 1 5 0 円 ×〔
円円
円円円
20100
)20(100-180


＝ 2 0％ 〕｝ ＝ 2 2 5 円  
（出 所 ： 前掲 書 ， 伊 藤雄 二 ・ 萩谷 忠 『 全 訂第 2 版  図説 移 転価 格 税 制』
p .99 を 参考 に 筆 者が 作成 し た。）  
取 引 単 位 営 業 利 益 法 は 独 立 企 業 間 価 格 を 計 算 す る 場 合 に 、 用 い ら れ る
営業 利 益 率は 売 上 営 業利 益 率 と総 費 用 営 業利 益 率の 2 つ の 方法 が あ る。
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また 、 2013 年 に ベ リー 比 率 を用 い る 方 法も 認 め られ た 。  
 前 述 の よう に 、 日 本に お け る独 立 企 業 間価 格 の 算定 に お い ては 、 売上
に係 る 利 益率 が 重 要 であ る こ とが わ か る 。日 本 に おけ る 独 立 企業 間 価格
の算 定 に 用い る 利 益 率は 、 図 表  6 -9 の よ うに ま と める こ と が でき る 。  
図 表  6 - 9 各 算 定 方 法 に お け る 用 い る 利 益 率  
用いる利益率 比較対象取引となる条件 参考算式
図表6-1
売上高売上総利益率 図表6-2
売上原価総利益率 図表6-3
比較利益分割法 営業利益 図表6-4
寄与度利益分割法 営業利益 図表6-5
残余利益分割法
総費用営業利益率
売上総利益率
図表6-6
売上高営業利益率 図表6-7
総費用営業利益率 図表6-8
べりー比率
独立価格比準法
再販売価格基準法
原価基準法
独立企業間価格の算定方法
基
本
三
法
利
益
分
割
法
で
定
め
る
方
法
そ
の
他
政
令
取引単位営業利益法
売手の果たす機能等に差異
がある場合、その際調整が認
められる（措法関係通達66-4
②　1号（2））
 
（出 所 ： 本章 に 記 述 した 内 容 に基 づ き 、 筆者 が 作 成し た 。）  
3 .A PA レ ポ ー ト か ら み る 独 立 企 業 間 価 格 の 計 算 方 法 の 利 用 傾 向  
ここ で 国 税庁 が 公 布 して い る 相互 協 議 の 状況 （ ま たは A PA レポ ー ト）
の デ ー タ を も と に 、 日 本 の 独 立 企 業 間 価 格 の 計 算 方 法 の 利 用 傾 向 に つ い
て検 討 す る。  
(1 )   独 立 企 業 間 価 格 の 計 算 方 法 の 利 用 傾 向  
図表  6 -1 0 で 示さ れ てい る よ うに 、 200 5 年ま で に は A PA に おい て 基 本
三法 を 中 心に 行 っ て いる こ と がわ か る 。 200 6 年 よ り 昨年 度 の相 互 協 議を
伴 う 事 前 確 認 に お い て 、 取 引 単 位 営 業 利 益 法 は 独 立 企 業 間 価 格 の 計 算 方
法と し て 2 006 年 よ り急 増 し 、 20 13 年 の A PA レポ ート で は最 も 利 用件 数
が 多 い こ と が わ か っ た 。 独 立 企 業 間 価 格 の 計 算 方 法 は 近 年 、 利 益 法 （ 利
益分 割 法 、 T N M M 法） は 徐 々に 主 流 に 向か っ て いく 傾 向 に ある 2 1 3と の 指
                                                   
2 1 3
 P ogo re lo va， Li o ubo v. (2 012 )，“Tr ade  and  Tra ns fe r  P r i c i ng”，IN TE R TA X，
Vol . 40， I s su e . 1， p . 3 3  
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摘と 合 致 する 。  
図 表  6 - 1 0 A PA レ ポ ー ト に よ る 独 立 企 業 間 価 格 の 計 算 方 法 の 利 用 傾 向  
 
（出 所：各 年度 の A PA レポ ート を 参 考に し 、筆者 が 作成 し た 。図 表の
マー ク は 利用 件 数 の 頻度 を 表 して い る 。 なお 、 独 立価 格 比 準 法（ C U P
法）、再販 売 価 格基 準法（ R P 法）、原 価 基準 法（ C P 法）、利 益分 割 法（ P S
法）、取引 単 位 営業 利益 法（ T N MM 法 ）処理 事 案 1  件 に つ いて 複 数 の算
定方 法 が 使用 さ れ て いる 場 合 には 、い ず れの 算 定 方法 も 内 訳 の件 数 に含
めて い る。）  
なお 、日 本 に おけ る 相互 協 議 を伴 う 事 前 確認 の 処 理事 案 に お いて 、利 益
分割 法 の 用い ら れ た 件数 が 最 も多 い の は 2011年 の 26件 で ある 。取引 単 位 営
業利 益 法 が用 い ら れ た件 数 の 1 / 3に 過 ぎ ない 。  
 
(2 )  A PAに お け る 取 引 種 類 の 推 移 の 傾 向  
移転 価 格 に関 す る 事 前確 認 の 利用 件 数 は 、図 表  6 -11の 示 す とお り に 右
肩上 が り に増 加 し て いる 。処 理 件 数の 詳 細か ら 見 ると 、今 ま で棚 卸 取 引は
50％ 前 後 の割 合 を 占 め、 近 年 は 50％ 弱 の 割合 を 占 めて い る 。 2005年 よ り 、
役務 提 供 取引 と 無 形 資産 取 引 の処 理 件 数 は増 加 傾 向に あ り 、近年 で は 両者
CUP法
独立価格
比準法
RP法
再販売価
格基準法
CP法
原価
基準法
PS法
利益
分割法
TNMM法
取引単位
営業利益法
その他
2000年
2001年
2002年
2003年
2004年
2005年 4 22 20 12 9 RP法
2006年 13 25 22 7 25 0 RP法、TNMM法
2007年 15 8 11 7 50 0 TNMM法
2008年 5 4 17 5 61 TNMM法
2009年 8 2 7 18 61 14 TNMM法
2010年 19 3 13 8 78 17 TNMM法
2011年 4 1 5 26 70 15 TNMM法
2012年 8 0 3 16 97 19 TNMM法
16
31
7
23
23 23
24 27
件数最大
計算方法
基本三法 その他政令で定める方法
事務
年度
24 5
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とも 処 理 件数 の 30％ 弱を 占 め てい る 。  
した が っ て 、筆者 は 日本 の 移 転価 格 税 制 を初 期 、発 展 期と 成 熟期 に 分 け
た 。  
図 表  6 - 11 移 転 価 格 に 関 す る 事 前 確 認 制 度 に お け る 各 取 引 種 類 の 推 移  
 
 
 
 
（出 所：各 年 度の 事 前確 認 状 況  A PAレ ポー ト を もと に 筆 者 が整 理 し たも
ので あ る 。なお 、取 引に 関 す るそ の 他 と は 、ロ イ ヤ ルテ ィ 、グロ ー バ ルト
レー デ ィ ング に 係 る 取引 で あ る 。 1件 の 処理 事 案 につ い て 、複数 の 取 引が
対象 と な って い る 場 合が あ る。）  
 
まず 、棚 卸取 引 を中 心と す る 移転 価 格 税 制の 初 期 は 19 87年 か ら 20 01年 で
ある 。次 に 、役 務 提 供取 引 の 台頭 し た 時 期は 日 本 の移 転 価 格 税制 の 発 展期
事業年度 その他 合計
1987～99年 69
2000年 29
2001年 24 54.5% 9 20.5% 11 44
2002年 31 50.0% 20 32.3% 11 62
2003年 27 48.2% 15 26.8% 14 56
2004年 53 72.6% 12 16.4% 8 73
2005年 55 52.4% 30 28.6% 20 19.0% 105
2006年 73 54.5% 24 17.9% 30 22.4% 7 134
2007年 67 55.4% 26 21.5% 28 23.1% 121
2008年 82 55.0% 31 20.8% 36 24.2% 149
2009年 79 48.5% 45 27.6% 39 23.9% 163
2010年 99 44.8% 71 32.1% 51 23.1% 221
2011年 94 45.6% 61 29.6% 51 24.6% 207
2012年 108 45.0% 66 27.5% 66 27.5% 240
69
29
棚卸取引 役務提供取引 無形資産取引
0
50
100
150
200
250
その他 
無形資産取引 
役務提供取引 
棚卸取引 
合計 
移 転 価 格 課 税  
初 期  
 
棚 卸 取 引 を 中
心  
移 転 価 格 課 税  
成 熟 期  
 
役 務 提 供 取 引  
無 形 資 産 の 増
加  
移 転 価 格 課
税 発 展 期  
 
役 務 提 供 取
引 の 台 頭  
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とい え る （ 20 02年 か ら 20 05年 まで ）。最 後に 、 役 務提 供 取 引 と無 形 資 産取
引が 本 格 的に 増 加 し た移 転 価 格税 制 の 成 熟期 で あ る（ 200 6年 から 20 12年ま
で）。 これ は 、 第Ⅱ 部に お け る日 本 の 沿 革見 ら れ た特 徴 （ 日 本の 移 転 価格
税制 の 発 展期 は 200 2 ~ 2006で あ る） と ほ ぼ一 致 し てい る 。  
 
第 2 節  日 本 の 移 転 価 格 調 査 に 関 わ る 諸 条 文  
1 .  国 外 関 連 取 引 に 関 す る 書 類 文 書 化 及 び 推 定 課 税（ 国 外 関 連 者 と の 取
引 に 関 す る 書 類 を 提 示 す る 義 務 ）  
国税 庁 の 当該 職 員 又 は法 人 の 納税 地 の 所 轄税 務 署 若し く は 所 轄国 税 局
の当 該 職 員が 、法 人 にそ の 各 事業 年 度 に おけ る 国 外関 連 取 引 に係 る 独 立企
業間 価 格 を算 定 す る ため に 必 要と 認 め ら れる 書 類 とし て 以 下 の財 務 省 令
で定 め る もの 又 は そ の写 し の 提示 又 は 提 出を 求 め た場 合 に お いて 、当 該法
人が こ れ らを 遅 滞 な く提 示 し 、又 は 提 出 しな か っ たと き は 、 税務 署 長 は 、
独立 企 業 間価 格 と 推 定し て 、決定 を す る こと が で きる（ 措 法 6 6条 ‐ 4⑥ ）。  
上記 の 財 務省 令 で 定 める も の とは 措 置 法 施行 規 則 2 2 -10① 及 び措 置 法 施
行規 則 22 -10② に お いて 規 定 され て い る （以 下 、 措置 法 施 行 規則 を 措 規と
いう ）。  
(1 )  国 外 関 連 者 間 に 行 わ れ る 取 引 に 関 す る 次 の 内 容 を 記 載 し た 書 類（措
規 22条 -10① ）  
イ  当 該 国外 関 連 取 引に 係 る 資産 の 明 細 及び 役 務 の内 容 を 記 載し た 書
類  
ロ  当 該 国外 関 連 取 引に お い て措 法 66 -4⑥の 法 人 及び 当 該 法 人に 係 る
国外 関 連 者（ 以 下 、法人 又 は 国外 関 連 者 にい う ）が果 た す 機 能並 び に 当該
国外 関 連 取引 に お い て当 該 法 人及 び 当 該 国外 関 連 者が 負 担 す るリ ス ク（為
替相 場 の 変動 、市 場 金利 の 変 動 、経済 事 情の 変 化 その 他 の 要 因に よ る 当該
国外 関 連 取引 に 係 る 利益 又 は 損失 の 増 加 又は 減 少 の生 ず る お それ に い う ）
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に係 る 事 項を 記 載 し た書 類  
ハ  法 人 又は 国 外 関 連者 が 当 該国 外 関 連 取引 に お いて 使 用 し た無 形 固
定資 産 そ の他 の 無 形 資産 の 内 容を 記 載 し た書 類  
ニ  当 該 国外 関 連 者 を記 載 し た書 類  
ホ  措 法 6 6 -4⑥ の 法 人が 、当 該 国 外関 連 取引 に お いて 当 該 法 人に 係 る 国
外関 連 者 から 支 払 を 受け る 対 価の 額 又 は 当該 国 外 関連 者 に 支 払う 対 価 の
額の 設 定 の方 法 及 び 当該 設 定 に係 る 交 渉 の内 容 を 記載 し た 書 類  
へ  法 人 及び 国 外 関 連者 の 当 該国 外 関 連 取引 に 係 る損 益 の 明 細を 記 載
した 書 類  
ト  当 該 国外 関 連 取 引に 係 る 資産 の 販 売 、資 産の 購 入 、役務 の提 供 そ の
他の 取 引 につ い て 行 われ た 市 場に 関 す る 分析 そ の 他当 該 市 場 に関 す る 事
項を 記 載 した 書 類  
チ  法 人 及び 国 外 関 連者 の 事 業の 方 針 を 記載 し た 書類  
リ  当 該 国外 関 連 取 引と 密 接 に関 連 す る 他の 取 引 の有 無 及 び その 内 容
を記 載 し た書 類  
 
（ 2） 措 法 66 - 4⑥ の 法 人 が 国 外 関 連 取 引 に 係 る 独 立 企 業 間 価 格 を 算 定 す る
た め の 書 類 （措 規 22条 -1 0② ）  
イ  当 該 法人 が 選 定 した 措 法 6 6 -4②に 規 定す る 算 定の 方 法 及 びそ の 選
定の 理 由 を記 載 し た 書類 そ の 他当 該 法 人 が独 立 企 業間 価 格 を 算定 す る に
当た り 作 成し た 書 類 （ロ か ら ホま で に 掲 げる 書 類 を除 く 。）  
ロ  当 該 法人 が 採 用 した 当 該 国外 関 連 取 引に 係 る 比較 対 象 取 引の 選 定
に係 る 事 項及 び 当 該 比較 対 象 取引 等 の 明 細を 記 載 した 書 類  
ハ  利 益 分割 法 及 び 取引 単 位 営業 利 益 法 を選 定 し た場 合 に お ける こ れ
らの 方 法 によ り 当 該 法人 及 び 当該 法 人 に 係る 国 外 関連 者 に 帰 属す る も の
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とし て 計 算し た 金 額 を算 出 す るた め の 書 類（ ロ 及 びホ に 掲 げ る書 類 を 除
く。）  
ニ  当 該 法人 が 複 数 の国 外 関 連取 引 を 一 の取 引 と して 独 立 企 業間 価 格
の算 定 を 行っ た 場 合 のそ の 理 由及 び 各 取 引の 内 容 を 記 載 し た 書類  
ホ  比 較 対象 取 引 等 につ い て 差異 調 整 を 行っ た 場 合、そ の理 由及 び 当 該
差異 調 整 等の 方 法 を 記載 し た 書類  
図 表  6 - 1 2 日 本 に お け る 国 外 関 連 取 引 に 係 る 書 類 文 書 化 す べ き 内 容  
イ 資産の明細及び役務の内容
ロ
果たす機能並びに負担するリスク
（為替相場の変動、市場金利の変動、経済事情の変化、その他当該国外関連取引に係る利
益又は損失の増加又は減少に与えるその他の要因）
ハ 使用した無形固定資産その他の無形資産の内容
二 取引に係る契約書又は契約の内容
ホ
支払を受ける又は支払う対価の額の設定の方法及び当該設定に係る交渉の内容を記載した
書類
へ 取引に係る損益の明細
ト
資産の販売、資産の購入、役務の提供その他の取引について行われた市場に関する分析そ
の他当該市場に関する事項
チ 事業の方針
り 国外関連取引と密接に関連する他の取引の有無及びその内容
イ
独立企業間価格に関する算定の方法及びその選定の理由を記載した書類その他当該法人が
独立企業間価格を算定するに当たり作成した書類
ロ 比較対象取引の選定事由
ハ
利益分割法、取引単位営業利益法を用いるとき、国外関連者に帰属するものとして計算し
た金額を算出するための書類
二
法人が複数の国外関連取引を一の取引として独立企業間価格の算定を行つた場合のその理
由及び各取引の内容を記載した書類
ホ
比較対象取引等について差異調整（基本三法を用いる際）を行った場合のその理由及び調
整方法を記載した書類
日本A社と国外関連者B社における国外関連取引が行われた時に準備すべき書類
                                                                                                                       （措法施行規則22-10①）
日本A社と国外関連者B社における国外関連取引が行われた時に
　　独立企業間価格を算定するに当たり作成する書類（措法施行規則22-10②）
A
社
の
処
理
A
社
B
社
が
含
ま
れ
る
 
（出 所 ： 措規 22 -1 0① 及 び 措 規 22 -1 0② を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。）  
  
図 表  6 -1 2で 示 さ れ てい る よ うに 、 日 本 にお け る 国外 関 連 取 引に 係 る 書
類文 書 化 の内 容 に つ いて は 、 筆者 は 大 ま かに 以 下 の 5点 にま とめ る こ とが
でき る と 考え る 。一 つ目 に は 、国 外関 連 取引 に 関 わる 日 本 企 業及 び そ の関
連会 社 の 資産 状 況（ 固定 資 産 と無 形 資 産 を含 む ）で ある 。二 つ目 に は 、取
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引に 係 る 契約 内 容 で ある 。三 つ 目 には 、企業 の 果 たす 機 能 及 び負 担 す るリ
スク で あ る 。四 つ 目 には 、比 較 対象 の 選 定事 由 で ある 。五 つ 目に は 、計 算
方法 の 選 定事 由 及 び 差異 調 整 に関 す る 書 類で あ る 。こ れ ら の 内容 は 企 業が
国外 関 連 取引 に 係 る 利益（ 売 上総 利 益 、営 業利 益 ）の配 分 を 決 定す る 際 に、
重要 な 判 断要 件 で あ る と 指 摘 した い 。  
2 .企 業 が 帳 簿 書 類 又 は そ の 写 し の 入 手 に 努 め る 義 務  
措 法 66 -4⑦ に おい て 、企 業が 国 外 関連 者 との 取 引 に係 る 帳 簿 書類 等 の 提
示を 国 税 庁の 職 員 に 求め ら れ たと き に 速 やか に 提 示又 は 入 手 する 義 務 に
つい て 以 下の よ う に 規定 し て い る 。  
国税 庁 の 当該 職 員 又 は法 人 の 納税 地 の 所 轄税 務 署 若し く は 所 轄国 税 局
の当 該 職 員は 、法 人 と当 該 法 人に 係 る 国 外関 連 者 との 間 の 取 引に 関 す る調
査に つ い て必 要 が あ ると き は 、当 該法 人 に対 し 、当 該 国外 関 連者 が 保 存す
る帳 簿 書 類（ そ の 作 成又 は 保 存に 代 え て 電磁 的 記 録の 作 成 又 は保 存 が され
てい る 場 合に お け る 当該 電 磁 的記 録 を 含 む。 以 下 この 条 に お いて 同 じ。）
又は そ の 写し の 提 示 又は 提 出 を求 め る こ とが で き る。 こ の 場 合に お い て 、
当該 法 人 は 、当該 提 示又 は 提 出を 求 め ら れた と き は 、当該 帳 簿書 類 又 はそ
の写 し の 入手 に 努 め なけ れ ば なら な い （ 措 法 66 -4⑦ ）。   
3 .同 種 の 事 業 を 営 む 者 に 質 問 権 限 及 び 帳 簿 書 類 を 検 査 等 す る 権 限    
国税 庁 の 当該 職 員 又 は法 人 の 納税 地 の 所 轄税 務 署 若し く は 所 轄国 税 局
の当 該 職 員は 、法 人 が第 六 項 に規 定 す る 財務 省 令 で定 め る も の又 は そ の写
しを 遅 滞 なく 提 示 し 、又 は提 出 し なか つ た場 合 に おい て 、当 該法 人 の 各事
業年 度 に おけ る 国 外 関連 取 引 に係 る 第 一 項に 規 定 する 独 立 企 業間 価 格 を
算定 す る 必要 が あ る とき は 、そ の 必要 と 認め ら れ る範 囲 内 に おい て 、当 該
法人 の 当 該国 外 関 連 取引 に 係 る事 業 と 同 種の 事 業 を営 む 者 に 質問 し 、当該
事業 に 関 する 帳 簿 書 類を 検 査 し、 又 は 当 該帳 簿 書 類 （ そ の 写 しを 含 む。）
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の提 示 若 しく は 提 出 を求 め る こと が で き る（ 措 法 66条 ‐ 4⑧ ）。  
4 .更 正 期 間  
日本 の 場 合は 移 転 価 格の 更 正 決定 に つ い ては 、 法 人税 の 法 定 申告 期限
か ら 7 年 を 経過 す る まで 更 正 する こ と が でき る 。 偽り そ の 他 不正 の 行為
によ り 納 税を 免 れ て いる 場 合 には 7 年 間 更正 決 定 でき る こ と とさ れ てい
る 2 1 4。  
5 .罰 則 規 定  
次の い ず れか に 該 当 する 者 は 、三 十 万 円 以下 の 罰 金に 処 す る 。   
措 法 66条 -4⑧ によ る 当該 職 員 の質 問 に 対 して 答 弁 せず 、若 し くは 偽 り の
答弁 を し 、又 は 同 項 の規 定 に よる 検 査 を 拒み 、妨 げ、若 し く は忌 避 し た者  
（措 法 66 -4⑫  一 ）  
措 法 66条 -4⑧ の規 定 によ る 帳 簿書 類 の 提 示又 は 提 出の 要 求 に 対し 、正 当
な理 由 が なく こ れ に 応じ ず 、又は 偽 り の 記載 若 し くは 記 録 を した 帳 簿 書類
（そ の 写 しを 含 む。）を 提 示 し、 若 し く は提 出 し た者 （ 措 法 66 -4⑫  二 ）  
 
6 .推 定 規 定 又 は 同 業 者 に 対 す る 質 問 検 査 規 定 の 適 用 に 当 た っ て の 留 意
事 項 （ 移 転 価 格 事 務 運 営 要 領 2 - 5）   
 法 人 に 対し 措 法 6 6 -4⑥（ (推 定規 定 )に 規定 す る 独立 企 業 間 価格 を 算 定す
るた め に 必要 と 認 め られ る 書 類と し て 財 務省 令 で 定め る も の 又は こ れ ら
の写 し（ 以下 2 -5に おい て「 第 6項に 規 定す る 書 類」と い う 。）  の 提 示又 は
提出 を 求 めた 場 合 に おい て 、 当該 法 人 が 第 6項 に規 定 す る書 類を 遅 滞 なく
提示 又 は 提出 し な か った と き には 、同 項 又は 同 条 第 8項  （ 同 業者 に 対 する
質問 検 査 規定 ）  の 規定 を 適 用す る こ と がで き る ので あ る が 、こ れ ら の規
                                                   
2 1 4
 前 掲 書， 本 庄 資・ 川田 剛 『 国際 課 税 の 理論 と 実 務第 5 巻 移 転価 格 税
制 』 pp .11 6 -117  
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定の 適 用 に当 た っ て は、 次 の 事項 に 配 意 する 。  
( 1 )  独 立企 業 間 価格 を算 定 す るた め に 、 第 6項 に規 定 す る書 類の 提 示 又
は提 出 を 求め る 場 合 には 、 法 人に 対 し、「当 該 書 類が 遅 滞 な く提 示 又 は提
出さ れ な いと き に は 、措 置 法 第 66条 の 4第 6項 又は 同 条 第 8項 の適 用 要 件を
満た す 」旨 を 説明 す ると と も に 、当該 説 明を 行 っ た事 実 及 び その 後 の 法人
から の 提 示又 は 提 出 の状 況 を 記録 す る 。  
また 、 法 人が 第 6項 に規 定 す る書 類 を 遅 滞な く 提 示又 は 提 出 した か ど う
かは 、当 該書 類 の 提 示又 は 提 出の 準 備 に 通常 要 す る期 間 を 考 慮し て 判 断す
る 。  
( 2 )  ( 1 )の 提 示又 は 提 出を 求 め る場 合 に は 、独 立 企業 間 価格 の 算定 に 必 要
と認 め ら れる 範 囲 内 にお い て 、法 人 に 対 し期 日 を 定め て 当 該 提示 又 は 提出
を求 め る 。  
また 、当 該 期 日は 、当該 法 人 の意 見 を 聴 取し た 上 で当 該 提 示 又は 提 出 の
準備 に 通 常要 す る 期 間を 斟 酌 して 定 め る こと と し 、当 該 期 日 まで に 当 該提
示又 は 提 出が な い 場 合で 、当 該法 人 が こ れを で き なか っ た こ とに つ き 合理
的な 理 由 が認 め ら れ ると き に は 、当該 法 人の 意 見 を再 聴 取 し 、改 めて 期 日
を定 め る 2 1 5。  
( 3 )  法 人か ら 第 6項 に 規定 す る 書類 に 該 当 する も の とし て 提 示 又は 提 出
                                                   
2 1 5
 注 意 書き ： 1 法 人 が独 立 企 業間 価 格 を 算定 し て いる 場 合 に は、 当
該法 人 が 当該 算 定 に 用い た 書 類に 基 づ き 独立 企 業 間価 格 の 算 定が で きる
かど う か を検 討 し 、 当該 書 類 以外 の 書 類 の提 示 又 は提 出 を 求 める 必 要が
ある か ど うか を 判 断 する 。  
2 当 該提 示 又 は提 出に 係 る 期日 の 再 設 定を 繰 り 返し 行 っ た 結果 、 当 初
の期 日 か ら相 当 の 期 間が 経 過 した 場 合 に おい て 、 それ 以 後 の 書類 の 提示
又は 提 出 が見 込 ま れ ない と き には 、 法 人 に対 し 、 「第 6 項 に 規定 す る書
類が 遅 滞 なく 提 示 又 は提 出 さ れな か っ た ため 措 置 法第 6 6 -4⑥ 又は 同 条第
8 項 の適 用 要件 を 満 たす 」 旨 を説 明 す る 。  
3 法 人が 定 め られ た期 日 ま でに 当 該 提 示又 は 提 出を で き な かっ た こ と
につ き 合 理的 な 理 由 が認 め ら れる 場 合 に は、 例 え ば、 当 該 法 人が 災 害に
より こ れ をで き な か った 場 合 が該 当 す る 。  
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され た 書 類を 総 合 的 に検 討 し て独 立 企 業 間価 格 の 算定 が で き るか ど う か
を判 断 す るの で あ る が 、当該 判 断 の結 果 、当 該書 類 に 基づ き 独立 企 業 間価
格を 算 定 する こ と が でき ず 、 かつ 、 措 法 66 -4⑥又 は 同 条第 8項の 規 定 の適
用が あ る 場合 に は 、 当該 法 人 に対 し そ の 理由 を 説 明す る 。  
  な お、 当 該 書類 を総 合 的 に検 討 し た 結果 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 がで
きる 場 合 には 、 措 法 66 -4⑥又 は 同 条第 8項の 規 定 の適 用 は な いこ と に 留意
す る 2 1 6。  
( 4 )  措 法 66 -4⑧ の 規 定を 適 用 して 把 握 し た非 関 連 者間 取 引 を 比較 対 象
取引 と し て選 定 し た 場合 に は 、当 該選 定 のた め に 用い た 条 件 、当 該比 較 対
象取 引 の 内容 、 差 異 の調 整 方 法等 を 法 人 に対 し 十 分説 明 す る ので あ る が 、
この 場 合 には 、 国 税 通則 法 第 1 26条 （職 員の 守 秘 義務 規 定 ） の 規 定 に 留意
する と と もに 、 当 該 説明 を 行 った 事 実 を 記録 す る 。  
 要 す る に 、企業 に 対す る 移 転価 格 調 査 を行 う 際 、国 税 庁 の 職員 が 必 要書
類の 提 示 を求 め 、そ の場 で 提 示で き な い 場合 に は 、提 示で き るま で の 猶予
期間 が 与 えら れ る 。しか し 、国 税 庁の 職 員に よ る 再び 提 示 の 要求 に 応 えら
れな い 場 合、企 業 が 提示 で き るま で の 期 間に つ い て国 税 庁 の 職員 の 総 合判
断に 委 ね られ る 。こ の事 務 運 営指 針 の 内 容に よ っ て 、日本 に おけ る 移 転価
格に よ る 推定 課 税 に 対し て 、 慎重 に 取 り 組む 姿 勢 がう か が え る。  
第六 項 に 規定 す る 関 連あ る 書 類に 関 し て 、企 業 側 は準 備 す る 義務 があ
り、 課 税 当局 に 求 め られ た と きに 所 定 の 期日 内 に 提示 で き な い又 は 延滞
して 提 示 した 場 合 に 、課 税 当 局に 推 定 課 税さ れ る こ と を 規 定 して い る。  
                                                   
2 1 6  注 意 書き ： 当 該書 類が 不 正 確な 情 報 等 に基 づ き 作成 さ れ た もの で あ
る場 合 に は、 当 該 書 類の 提 示 又は 提 出 に つい て 、第 6 項 に 規 定す る 書類
の提 示 又 は提 出 に は 該当 し な い。  
この 場 合 には 、 当 該 法人 に 対 し、 正 確 な 情報 等 に 基づ き 作 成 した 書
類を 速 や かに 提 示 又 は提 出 す るよ う 求 め るも の と する 。  
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第七 項 で は、 独 立 企 業間 価 格 の算 定 に あ たる 資 料 につ い て 、 国外 関連
者に 関 す る書 類 を 入 手す る 努 力義 務 を 負 う規 定 で あり 、 こ の 資料 を 保存
する こ と も定 め て い る。  
第八 項 で は、 課 税 当 局が 独 立 企業 間 価 格 の算 定 に 際し 、 第 三 者企 業に
質問 検 査 権を 行 使 す るこ と が でき る 規 定 とな っ て いる 。  
 
図 表  6 - 1 3 移 転 価 格 調 査 に 係 る 諸 規 定  
内容 条文番号及びポイント
文書化 措法66条-4⑥、措規22-10①、措規22-10②
企業が帳簿書類等の入
手に努める義務
措法66条‐4⑦
課税庁が同種事業者に
質問・検査権等
措法66条‐4⑧
更正期間 7年間
罰則規定
次のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。
措法66条‐4⑧による当該職員の質問に対して答弁せず… （措法66-4⑫
一）
措法66条‐4⑧の規定による帳簿書類の提示に正当な理由がなくこれに応
じず…（措法66の４⑫　二）
留意事項
推定規定又は同業者に対する質問検査規定の適用に当たっての留意事項
(移転価格事務運営要領2-5)
（出 所：租 税 特 別 措 置法 及 び 事務 運 営 要 領に お け る移 転 価 格 調査 に 関 する
諸条 文 を 参考 に 、 筆 者が 作 成 した 。）  
 
第 3 節  日 本 の 事 前 確 認 制 度  
 本 節 で は日 本 の 事 前確 認 制 度（ A d va nc e  P r i c i ng  A g re e men t、以 下 A PA
をい う ） につ い て 、 事前 確 認 制度 の 定 義 、制 度 改 正の 変 遷 、 事前 確 認制
度の 種 類 及び 手 続 き 、並 び に 事前 確 認 制 度の 執 行 状況 に つ い て論 究 し、
日本 の 事 前確 認 制 度 を分 析 し 、そ の 特 徴 と問 題 点 を明 ら か に する 。  
1 .事 前 確 認 制 度 の 定 義   
( 1 )  事 前 確 認 制 度 の 概 念  
日本 の 事 前確 認 制 度 の定 義 は 、移転 価 格 事務 運 営 要領（ 事 務 運営 指 針）
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にお い て 規定 さ れ て いる 。  
事前 確 認 制度 と は 、 税務 署 長 又は 国 税 局 長が 、 法 人が 採 用 す る最 も合
理的 と 認 めら れ る 独 立企 業 間 価格 の 算 定 方法 及 び その 具 体 的 内容 等 （以
下、「 独立 企 業 間価 格の 算 定 方法 等 」 と いう 。）に つ い て確 認を 行 う こと
をい う （ 移 転 価 格 事 務 運 営 要 領 1 - 1㊲ ）。  
つま り 事 前確 認 制 度 とは 、 企 業が 将 来 年 度に お け る国 外 関 連 者と の取
引の 独 立 企業 間 価 格 につ い て 、自 ら 課 税 当局 に 対 して 申 請 を 行い 、 事前
に合 意 を 取り 付 け る 制度 で あ る。 事 前 確 認制 度 の 波及 効 果 と して 、 納税
者（ 企 業 ）は 課 税 当 局が 承 認 した 内 容 に 基づ き 申 告を 行 っ て いる 限 り、
移転 価 格 課税 は 行 わ れな い こ とと な る 。 なお 、 調 査着 手 後 に 事前 確 認の
申出 が あ って も 、 移 転価 格 調 査は 中 断 さ れな い 。 事前 確 認 の 信頼 性 を確
保す る た め、 審 査 の 過程 で 納 税者 か ら 入 手し た 資 料は 、 事 実 に関 す るも
の（ 財 務 諸表 、 資 本 関係 図 、 事業 概 況 書 等） を 除 き、 調 査 で は使 用 しな
い 2 1 7。  
した が っ て、 事 前 確 認制 度 と はま ず 、 企 業側 （ 納 税者 ） が 自 ら独 立企
業間 価 格 の算 定 方 法 を決 め 、 課税 当 局 に この 算 定 方法 の 確 認 の申 請 をす
るこ と で ある 。 そ の 確認 内 容 は将 来 年 度 の価 格 の 算定 方 法 で ある こ と。
次に 、 申 請期 間 中 に は移 転 価 格課 税 の 調 査は 行 わ れな い 。 ま た、 課 税当
局に 確 認 され た 内 容 に基 づ き 申告 を 行 え ば、 移 転 価格 課 税 は 行わ れ ない
こと で あ る。 な お 、 事前 確 認 に提 出 し た 資料 は 、 守秘 義 務 に より 移 転価
格調 査 に 使用 し て は なら な い 。  
(2 )  事 前 確 認 の 方 法 及 び 手 続 き  
 日 本 の 事前 確 認 制 度は 大 きく 2 種 類 に 分け ら れ 、相 互 協 議 を伴 わ ない
                                                   
2 1 7
 「 200 7 .事 務 年度 の「 相互 協 議 を伴 う 事 前 確認 の 状 況（ A PA レポ ―ト）」
につ い て 」国 税 庁 相 互協 議 室 ， 20 08 年 ， p .6 を 参 考 にし た。
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事 前 確 認 制 度 2 1 8（ 以 下 、「 ユニ A PA」 と い う ） と 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確
認制 度 2 1 9（ 以下 、「 B A PA」とい う ）と が あ る。  
相 互 協 議 と は 租 税 条 約 の 規 定 に 基 づ く 日 本 の 権 限 あ る 当 局 と 外 国 の
権 限 あ る 当 局 と の 協 議 を い う （ 移 転 価 格 事 務 運 営 要 領  1 - 1㉞ ）。 租 税 条
約と は 日 本が 締 結 し た所 得 に 対す る 租 税 に関 す る 二重 課 税 の 回避 又 は脱
税の 防 止 のた め の 条 約を い う（ 移 転 価 格 事 務 運 営 要 領 1 - 1㉜ ）。し た がっ
て、 相 互 協議 は 租 税 条約 を 締 結し て い る 一方 又 は 双方 の 締 約 国の 課 税当
局に よ る 課税 処 分 等 によ り 、 一方 又 は 他 方の 企 業 がそ の 租 税 条約 の 規定
に『 適 合 しな い 』 課 税を 受 け た場 合 又 は 受け る 恐 れが あ る 場 合に 、 その
適 合 し な い 課 税 を 回 避 す る た め に 行 わ れ る 課 税 当 局 間 の 協 議 2 2 0で あ り 、
従来 の 相 互協 議 は 企 業が 行 っ た関 連 会 社 間取 引 に つい て 、 課 税当 局 によ
り課 税 処 分を 受 け 、 この 課 税 処分 が 国 際 的二 重 課 税と な り う る場 合 に、
課税 当 局 に申 請 を 行 い、 権 限 ある （ 所 轄 ）課 税 当 局間 に 行 わ れる 協 議で
ある （ 本 論文 に お い て、 取 引 後相 互 協 議 をい う ）   
                                                                                                                                                       
（ h t tp : / / w w w. n ta .go . j p / koh yo /p r e s s /p re s s /2 009 / sog o_ k yo g i / pd f /0 2 .p d f ）。  
2 1 8
 相 互 協議 を 伴 わな い事 前 確 認制 度 又 は ユニ ラ テ ラル 方 式 事 前確 認 制
度（「 U n i la t e r a l  A PA（ユニ A PA）」）、一か 国 事前 確 認 制度 と 呼 ば れて い る 。  
2 1 9
 相 互 協議 を 伴 う事 前確 認 制 度は バ イ ラ テラ ル 方 式事 前 確 認 制度
（「 B i la t e ra l  A PA（ B A PA）」）とも い う 。相互 協 議 に係 る 国 の 数に よ っ て、
二か 国 事 前確 認 制 度 また は 多 国事 前 確 認 制度 が 含 まれ る 。 本 論文 に おい
て総 称 相 互協 議 を 伴 う事 前 確 認制 度 を 用 いる 。  
2 2 0
 前 掲 書， 羽 床 正秀 ・大 橋 時 昭『 移 転 価 格税 制 詳 解』 p . 41  
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図 表  6 - 1 4 相 互 協 議 を 伴 わ な い 事 前 確 認 制 度 （ ユ ニ A PA）  
 
（ 出 所 ：「 事 前 確 認 の 状 況  A PA レ ポ ー ト 」 国 税 庁 相 互 協 議 室 ， 2003
年 ， p .2 を 参 考に 、 筆者 が 加 筆し 筆 者 が 作成 し た。）  
移転 価 格 税制 に お け るユ ニ A PA とは 、 図表  6 -1 4 で 示 され てい る よ う
に、 租 税 条約 に 基 づ いて 、 企 業が 相 互 協 議の 申 請 を行 わ ず 、 所在 国 のみ
にお い て 所轄 課 税 当 局に 独 立 企業 間 価 格 の算 定 方 法に つ い て 事前 確 認を
行う こ と であ る 。 さ らに 、 将 来年 度 に 行 われ よ う とす る 取 引 の独 立 企業
間価 格 に つい て 、 日 本企 業 も しく は そ の 関連 会 社 がそ れ ぞ れ の所 轄 課税
当局 に 確 認す る 制 度 であ る 。  
一 方 、 B A PA（ 図 表  6 -1 5） と は 、 将 来 年 度 に 行 う 予 定 で あ る 日 本 企 業
と国 外 関 連者 間 取 引 に係 る 独 立企 業 間 価 格に つ い て、 日 本 企 業と そ の国
外関 連 者 がそ れ ぞ れ の所 轄 課 税当 局 に 対 し、 相 互 協議 の 申 請 を行 い 、両
国の 所 轄 課税 当 局 の 交渉 に よ り、 企 業 が 用い ら れ る取 引 価 格 の適 合 性を
検 討 す る こと で あ る 。 し た が って 、 B A PA は将 来 に 行 わ れ る 予 定 で ある
取引 価 格 を事 前 に 課 税当 局 に 合意 を 求 め 、課 税 当 局間 の 協 議 によ り 価格
を協 議 す る制 度 で あ る。   
　
　　　　
租税条約に基づく
日本課税当局と国外関連者の所轄国外課税当局
の間で行う交渉なし
日本の企業は日本において
相互協議を伴わない事前確認を行う
　　　相互協議なし
関連会社が外国において
相互協議を伴わない
事前確認を行う
日本の課税当局
A社関連会社
国外の課税当局
A社
独立企業間価格について
A社が課税当局
に確認を取る
独立企業間価格について
関連会社と国外課税当局
に確認を取る
将来年度取引
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図 表  6 - 1 5 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 （ B A PA）  
 
（出 所：「 事前 確 認 の 状況  A PA レポ ー ト 」国 税 庁相 互 協 議室 ，200 3 年 ，
p .2 を参 考 に 、筆 者 が加 筆 し 作成 し た。）  
 
図 表  6 -1 4 及 び 図 表  6 -15 か ら見 て 取 れ るよ う に 、ユ ニ A PA と B A PA
の相 違 と は日 本 の 課 税当 局 と 外国 の 課 税 当局 に よ る相 互 協 議 の有 無 にあ
る 。  
 
2 .事 前 確 認 制 度 の 変 遷  
( 1 )  事 前 確 認 制 度 の 創 設 背 景  
日本 で は 、1 986 年に 移転 価 格 税制 が 創 設 され た 際 、課税 当 局 は移 転 価
格税 制 の 執行 に あ た り、 そ の 煩雑 さ か ら 次の よ う な懸 念 を 抱 いて い た。  
第 一 に 、 移 転 価 格 税 制 で 用 い ら れ る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 は 、 専 門
的・ 技 術 的な 側 面 が 強く 、 算 定が 困 難 で ある 上 に 、税 務 調 査 や判 例 の数
が欠 け 、 基準 と な る 資料 が な い状 況 に あ る。 企 業 側か ら み る と国 外 輸出
に際 し て 、適 正 な 取 引価 格 を 設定 し て い るに も か かわ ら ず 、 課税 当 局が
勝手 な 価 格（ 独 立 企 業間 価 格 ）を 決 め 、 それ に 基 づい て 課 税 され た 可能
性も あ り 、企 業 と 課 税当 局 の 見解 が 異 な る可 能 性 が高 か っ た 。第 二 に、
　　　　　　　　　
租税条約に基づく
日本課税当局と国外関連者の所轄国外課税当局
の間で行う交渉あり
相互協議
日本の課税当局
外国 A社関連会社
外国の課税当局
日本A社
将来年度の取引
の独立企業間価格
A社は日本の課税当局
に相互協議の申請
将来年度の取引
の独立企業間価格
関係会社は外国課税当局
に相互協議を申請
将来年度取引
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移転 価 格 調査 や 課 税 を受 け た 場合 の 相 互 協議 は 長 時間 に わ た るた め 、企
業、 課 税 当局 双 方 に とっ て 大 きな 負 担 と なっ て い た。 第 三 に 、移 転 価格
課 税 の 金 額は 大 き く 、企 業 の リス ク が 大 きい 2 2 1こ と であ っ た 。  
取引 相 手 国は 世 界 に 及び 、国 の 文化 、ビ ジネ ス 慣 行の 違 い も 存在 す る。
それ だ け でな く 、 製 品の 種 類 も多 く 、 移 転価 格 の 算定 を 一 層 困難 に して
いる 。 よ って 、 独 立 企業 間 価 格の 設 定 に つい て 課 税当 局 と 企 業の 見 解が
分か れ る こと も 考 え られ る 。  
した が っ て、 経 団 連 は「 あ ら かじ め 課 税 当局 の 判 断を 聞 き 、 不安 材料
をな く し てお き た い 」と公 正 な 執行 を 要 望に 応 じ て 、19 87 年 に移 転 価格
税制 の 円 滑な 執 行 、 移転 価 格 課税 に 関 連 する 企 業 の事 務 負 担 の軽 減 、企
業経 営 の 予測 可 能 性 の確 保 、 つま り 移 転 価格 に 関 する 二 重 課 税の リ スク
の未 然 の 防止 の た め 2 2 2に確 認 方 式（ P C S :  P re -C o nf i r ma t io n  S ys t e m・ 相互
協議 を 伴 わな い 事 前 確認 制 度 のひ な 型 で ある ） が 創設 さ れ た 。な お 、当
時の 事 前 確認 は 、 一 国内 で の 事前 確 認 を 念頭 に 置 いた も の で ある 2 2 3。  
(2 )  事 前 確 認 制 度 の 変 遷  
198 7 年に 日 本 にお ける 事 前 確認 制 度 （ 確認 方 式 ）の 導 入 後 、 19 9 1 年
に、米 国内 国 歳 入庁（ IR S）が 米国 内 国 歳入 手 続き 91 -22 に より 事 前 確認
（ A d van ce  P r i c i ng  A gr ee me n t） を 導入 し た。 続 い て、 カ ナ ダ （ 19 94 年）、
ニュ ー ジ ーラ ン ド（ 1 994 年）、オ ー スト ラ リア（ 1 995 年）、メキ シコ（ 1 995
年 ）が 同 制 度を 導 入 した 。さ ら に 、19 95 年に O E C D 移 転 価格 ガイ ド ラ イ
ンに お い て事 前 確 認 が取 り 上 げら れ た こ とに 伴 い 、そ の 後 、 韓国 （ 1996
年）、 ブラ ジ ル （ 19 9 7 年）、 中 国（ 199 8 年）、 フラ ン ス （ 19 9 9 年）、 イギ
                                                   
2 2 1
 前 掲 書， 伏 見 俊行 ・成 立 『 日 中 移 転 価 格 税 制 』 p p . 2 1 3 - 2 1 4。 前 掲 書 ，
土 方 晋 「 移 転 価 格 税 制 の 実 証 研 究 」『 税 経 通 信 』 p . 1 3 5 を 参 考 し て い る 。 
2 2 2
 土 方 晋「 事 前 確認 につ い て ―事 前確 認 審査 を 中 心に ―」『 租税 研 究 』
日本 租 税 研究 協 会 ， N o.70 5， 20 08 年 ， p . 129   
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リス（ 19 99 年 ）、フ ラン ス（ 1999 年）、オラ ン ダ（ 1 999 年）、ドイ ツ（ 200 0
年） 等 で も導 入 さ れ 、事 前 確 認は 世 界 的 な広 が り を見 せ 2 2 4、 B A PA の執
行が 行 え る土 台 が 構 築さ れ た とい え る 。  
日本 の 事 前確 認 制 度 につ い て、福 島 節 子 氏（ 2000 年 ）は 次 の よう に 指
摘し て い る。「事 前 確 認制 度 が 日本 に 導 入 され て し ばら く は あ まり 多 き動
きが な か った が 、 ア メリ カ の 導入 で 大 き く変 わ っ た。 ア メ リ カで の 事前
確認 制 度 導入 以 降 、 過去 の 移 転価 格 調 査 に対 応 す るた め に 事 前確 認 制度
を遡 及 的 に適 用 す る とい う 方 向が 一 挙 に 大き な 流 れと な っ た 。そ し て、
最近 は 事 前に 対 応 し て以 降 、 過去 の 問 題 だけ の 解 決だ け で は なく 将 来の
問題 に つ いて も 事 前 確認 制 度 をも っ て リ スク を 回 避し て い こ うと い う積
極的 な 姿 勢が み ら れ る 2 2 5」。  
した が っ て、 筆 者 は 日本 の 事 前確 認 制 度 の変 遷 は 大き く 2 つ の段 階に
分け ら れ ると 考 え る 。第 1 段 階 は 、 19 8 7 年 の 事前 確 認制 度 （確 認 方 式）
の導 入 か ら事 前 確 認 制度 の 正 式導 入 後 の 19 93 年 ま で の期 間で あ る。こ の
段階 に お いて は 、 世 界各 国 に おけ る 事 前 確認 制 度 が導 入 前 の 時期 で ある
ため 、日本 国 内 にお ける 確 認 制度 の 時 代 であ っ た。第 2 段階 は、 1994 年
の事 務 運 営要 領 の 公 布か ら 現 在に 至 る ま での 期 間 であ る 。 世 界各 国 にお
ける 事 前 確認 制 度 の 整備 が 行 われ 、相 互 協議 を 伴 う事 前 確 認 制度（ B A PA）
が増 加 し た 2 2 6。  
第 1 段 階（ 198 7～ 1 993） にお い て は、 日本 は 19 87 年 に 世 界を 先 駆 け
                                                                                                                                                       
2 2 3
 前 掲 書， 伏 見 俊行 ・成 立 『 日中 移 転 価 格税 制 』 p .2 14  
2 2 4
 「 事 前確 認 の 状況 A PA レポート 200 3 年 9 月 」国 税 庁 相互 協 議室 ，p . 3
（ h t tp : / / w w w. n ta .go . j p / sh i r a be ru / i ppa n joh o /p a mph /h o j in /0 3 . pd f）  
 
2 2 5
 福 島 節子「 事 前確 認 制度（ A PA）を 巡る O E C D 及び 各国 の 最 近 の動 向 」
『租 税 研 究』 日 本 租 税研 究 協 会 ， N o.6 08， 20 00 年， p . 100  
2 2 6世界 的 な 関心 の 高 ま りを 背 景 に、 A PA の 申出 件 数 は増 加 し 、 1994 年
頃か ら 日 本に お い て も MA P /A PA の申 出 件数 が 増 加し た 。  
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て事 前 確 認制 度 （ 確 認方 式 ） を創 設 し た （ 19 8 7 年 4 月 2 4 日付 査 調 5 -1
外 2 課 共 同「 独立 企 業間 価 格 の算 定 方 法 等の 確 認 につ い て」通達 ）。日 本
では 事 前 確認 制 度（ 確認 方 式）が 19 87 年に 導 入 され た 後、しば ら く はあ
まり 大 き な動 き が な かっ た 2 2 7。当 時の 事 前 確認 制 度（ 確認 方 式 ）は、国
内執 行 手 続き で あ り 、外 国 の 課税 に 対 し ては 何 ら の効 力 を 及 ぼさ な いも
の 2 2 8であ っ た 。その た め 、企業 が 事 前確 認 制度 に 消 極的 で あ る 2 2 9こ と が
指摘 さ れ てい た 。  
第 2 段階 （ 199 4～ 20 13） で は 、日 本 に お いて B A PA が 導入 さ れ、 諸 外
国に お い て B A PA の 整備 に 伴 い、 企 業 が 事前 確 認 制度 の 活 用 が大 幅 に増
加し た 。  
② 日 本 に お け る B A PA の 整 備  
図 表  6 -16 事 前 確 認 制 度 の 変 遷  
 
（ 出 所 ： 国 税 庁 ホ ー ム ペ ー ジ （ h t tp : / / ww w.n ta .g o . jp /） を 参 考 に 、 筆
者が 作 成 した 。）  
 
前述 の よ うに 、事 前 確認 制 度 の活 用 は「 世界 的 な 広が り を 背 景に 1994
年頃 か ら 日本 に お い ても B A PA の申 出 件 数が 増 加 して き た 2 3 0」。 19 99 年
には 、B A PA を推 奨 する「 独 立企 業 間 価 格算 定 方 法等 の 確 認 につ い て（事
                                                                                                                                                       
前掲 書 ，「 事 前 確認 の状 況 A PA レポ ー ト  20 03 年 9 月 」 p . 3  
2 2 7
 福 島 節子「 事 前確 認 制度（ A PA）を 巡る O E C D 及び 各国 の 最 近 の動 向 」
『租 税 研 究』 p . 188  
2 2 8
 前 掲 書， 大 崎 満『 移転 価 格 税制 -日 本 と欧 米 の 制度 比 較 -』 p .29 3  
2 2 9
 小 畠 信史 ・ 清 水孝『 移転 価 格 の税 務 と 管 理』税 務経 理 協 会， 1 996 年，
p .1 60   
2 3 0
 「 2 009 事 務年 度 の 「相 互 協 議を 伴 う 事 前確 認 の 状況 」 国 税 庁相 互 協
議 室 ， 2010 年 ， p .1  
日付 課税根拠 通達名称
1987年 通達　査調5-1ほか2課共同 「独立企業間価格の算定方法等の確認について」
1999年 移転価格事務運営要領（事務運営指針） 「独立企業間価格の算定方法等の確認について」
2001年 移転価格事務運営要領（事務運営指針） 「独立企業間価格の算定方法等の確認について」
2007年 移転価格事務運営要領（事務運営指針） 連結納税に関する事前確認制度
170 
 
務運 営 要 領）」 を公 布し た 。 この 内 容 は その 後 2 001 年 6 月 1 日 付「 移 転
価 格 事 務 運 営 要 領 の 制 定 に つ い て 」 に 継 承 さ れ 、 現 在 に 至 っ て い る 2 3 1。 
この 通 達 によ り 、 事 前確 認 制 度は 、 移 転 価格 税 制 に関 す る 税 務調 査を
補完 す る 手段 か ら 、 徐々 に 移 転価 格 税 制 執行 の 重 要な 手 段 と 判断 さ れる
よう に な って き て い る。 し か し、 企 業 の 国際 二 重 課税 を 防 ぐ 重要 な 手段
とし て 、各 国 制 度上 及び 制 度 執行 上 の 統 一を 図 る 必要 性 が あ ると 考 え る。
なぜ な ら ば、 移 転 価 格税 制 は 各国 の 課 税 権の 主 張 を前 提 と す るか ぎ り、
各国 は 事 前確 認 制 度 にお い て 移転 価 格 を 妥当 と 判 断し て い る ので は な く、
自国 の 税 収を 承 認 し てい る に すぎ な い 。 それ ゆ え 、国 際 間 で 膨大 な 費用
を投 じ て まで 移 転 価 格を 承 認 し合 う こ と の意 義 な らび に 必 要 性が 改 め て
問わ れ る こと と な る 2 3 2とい う 見 解も あ り 、今日 に お いて も 事 前 確認 に 慎
重な 態 勢 を持 つ 企 業 が多 い 現 状に あ る か らで あ る 。  
3 .事 前 確 認 制 度 の 手 続 き  
日本 の 事 前確 認 手 続 きに つ い て、 20 01 年 6 月 25 日 付 「相 互協 議 の 手
続き に つ いて （ 事 務 運営 要 領）」 に おい て、 明 確 化さ れ た 2 3 3。  
2001 年 度に は 、事務 運営 要 領 の改 正 に よ り事 前 確 認の 定 義 、目的 及 び
手続 が 明 文化 さ れ 、 幾度 の 改 正が な さ れ 、事 前 確 認に お け る 事前 相 談の
定義 及 び 必要 性 を 明 確に 規 定 して い る 。  
 ( 1 )  事 前 相 談 の 意 義  
事前 確 認 が移 転 価 格 税制 に 係 る法 人 の 予 測可 能 性 を確 保 し 、 当該 税制
の適 正 ・ 円滑 な 執 行 を図 る た めの 手 続 で ある こ と を踏 ま え 、 日本 の 課税
権の 確 保 に十 分 配 意 しつ つ 、 事案 の 複 雑 性・ 重 要 性に 応 じ た メリ ハ リの
                                                                                                                                                       
（ h t tp : / / w w w. n ta .go . j p / koh yo /p r e s s /p re s s /2 010 / sog o_ k yo g i / pd f /0 1 .p d f ）  
2 3 1
 前 掲 書『 事 前 確認 の概 要 』 相互 協 議 室 ， 20 09 年， p . 3  
2 3 2
 前 掲 書， 小 畠 信史 ・清 水 孝 『移 転 価 格 の税 務 と 管理 』 pp . 1 59 -162 を
参 考  
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ある 事 前 確認 審 査 を 的確 ・ 迅 速に 行 う 。 また 、 事 前確 認 手 続 にお け る法
人の 利 便 性向 上 及 び 事前 確 認 手続 の 迅 速 化を 図 る ため 、 事 前 相談 に 的確
に対 応 す る（ 移 転 価 格 事 務 運 営 要 領  5 - 1）。  
(2 )  事 前 相 談 の 手 続 き  
事前 相 談 5 -10 に お いて は 、事 前相 談 の 手続 に つ いて 以 下 の よう に 明記
され て い る（ 図 表  6 -17）。  
図 表  6 - 1 7 事 前 確 認 の 流 れ  
事前相談
納税者が
(1)～(3)を選択
申　　出
事前確認手続
(1)BAPA
(3)申出しない
(2)ユニAPA
課税当局の説明事項
・添付書類の作成要領
・審査のポイント
企業の相談内容
・事前確認の必要性
・審査に必要な資料
・独立企業間価格の算定方法等
・相互協議の必要性 等
 
（ 出 所 ： 田 畑 健 隆 著 「 移 転 価 格 税 制 の 執 行 に つ い て 」『 財 務 省 広 報 フ
ァイ ナ ン ス』 国 立 印 刷局 ， 2007 年 ， N o. 4 99， p . 36）  
 
ⅰ .局 担当 課 は 、法 人か ら 事 前相 談 が あ った 場 合 に は 、 こ れ に 応 ず る 。
この 場 合 、局 担 当 課 から の 連 絡を 受 け 、庁担 当 課（相 互 協 議 を伴う
事前 確 認 に係 る 相 談 にあ っ て は、庁 相互 協議 室 を 含む 。）は 、原 則
とし て 、 これ に 加 わ る。  
ⅱ .局 担当 課 （ 事前 相談 に 加 わる 庁 担 当 課を 含 む 。） は 、 事 前相 談 が
事前 確 認 手続 に お け る法 人 の 利便 性 向 上 及び 事 前 確認 手 続 の 迅速
                                                                                                                                                       
2 3 3
 前 掲 書，「 20 09 事 務年 度 の 「相 互 協 議 を伴 う 事 前確 認 の 状 況」  
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化に 資 す るこ と に 留 意の 上 、確 認申 出 法 人の 事 前 確認 の 申 出 に係 る
事務 の 軽 減及 び 申 出 後の 事 前 確認 審 査 の 円滑 化 が 図ら れ る よ う 、次
の点 に 配 意し て 相 談 に応 ず る 。  
イ  確 認 申出 書 の 添 付資 料 の 作成 要 領、提出 期 限 など 、事前 確認 手
続に 必 要 な事 項 を 事 前相 談 時 に十 分 に 説 明す る 。  
ロ  相 談 対象 の 国 外 関連 取 引 の内 容 を 的 確に 把 握 し、事 前確 認の 申
出を 行 う かど う か、どの よ う な申 出 を 行 うか に つ いて 当 該 法 人が
適切 に 判 断で き る よ う必 要 な 情報 の 提 供 に努 め る 。  
ⅲ .局 担当 課 は、相 談 を行 お う とす る 法 人 が提 示 ま たは 提 出 し た資 料の
範囲 内 で 事前 相 談 に 応ず る 。  
なお 、 事 前相 談 の内 容に 応 じ 必要 と な る 資料 の 提 示又 は 提 出 が無 い
場合 に は 、当 該 法 人 に対 し 十 分な 相 談 に 応じ る こ とが で き な い旨 を説
明す る 。  
ⅳ .ⅰ の事 前 相 談 に おい て 、事 務 運営 要 領 5 -3（ 図 表  6 -18）に規 定 す る
資料 の 添 付に 係 る 相 談が あ り 、確 認 申出 書の 提 出 期限 ま で に 当該 資
料 の 一 部 を 提 出 で き な い こ と に つ い て 相 当 の 理 由 が あ る と 認 め ら
れ る場 合 に は、 5 -3（ 2） 2 3 4の規 定 に 準 じ て 取り 扱 う （ 移 転 価 格 事 務
運 営 要 領  5 -10）。   
                                                   
2 3 4
 5 -3（ 2）当該確認申出法人に対し当該提出猶予期間を明示すると
ともに、その間事前確認審査を保留するかどうかについて説明す
る。  
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図 表  6 - 1 8 日 本 に お け る 事 前 確 認 に 必 要 す る 書 類 （ 事 務 運 営 要 領 5 - 3）  
 
（出 所 ： 事務 運 営 要 領 5 -3 を も と に、 作 成し た 。）  
 
上記 事 務 運営 要 領 5 - 10 か ら わか る よ う に、そ の ⅰ に は、事 前相 談 の担
当部 署 が 局担 当 課 で ある こ と が分 か る 。 その ⅱ に は、 事 前 相 談は 納 税者
（企 業 ） の利 便 性 の 向上 及 び 事前 確 認 手 続き の 迅 速化 を 図 り 、企 業 の事
務負 担 の 軽減 を 目 的 とし 、 確 認申 出 書 の 添付 資 料 等の 説 明 に 応じ 、 企業
が事 前 確 認の 申 し 出 を行 う か どう か に つ いて 判 断 でき る よ う に必 要 な状
況の 提 供 に努 め る 。 その ⅲ に は、 事 前 相 談は 企 業 の提 出 資 料 のみ に 基づ
いて 、 相 談に 応 じ る こと が 明 らか に さ れ た。  
 ( 3 )  事 前 確 認 の 申 出  
事前 確 認 の申 出 に 際 して 、 取 引価 格 が 確 認で き る 事業 年 度 及 び申 込期
間 等 に つ い て は 移 転 価 格 事 務 運 営 要 領  5 -2（ 2） に お い て 以 下 の よ う に
規定 さ れ てい る 。  
イ　確認対象取引及び当該確認対象取引を行う組織等の概要を記載した資料
ロ　事前確認を求めようとする独立企業間価格の算定方法等及びそれが最も合理的であることの説明を記載した資料
ハ　事前確認を行い、かつ、事前確認を継続する上で前提となる重要な事業上又は経済上の諸条件に関する資料
ニ　確認対象取引における取引及び資金の流れ、確認対象取引に使用される通貨の種類等確認対象取引の詳細を記載した資料
ホ　確認対象取引に係る国外関連者と確認申出法人との直接若しくは間接の資本関係又は実質的支配関係に関する資料
ヘ　確認対象取引において確認申出法人及び当該国外関連者が果たす機能に関する資料
ト　確認申出法人及び当該国外関連者の過去3事業年度分の営業及び経理の状況その他事業の内容を明らかにした資料（確認対象取引が新規
事業又は新規製品に係るものであり、過去3事業年度分の資料を提出できない場合には、将来の事業計画、事業予測の資料等これに代替するも
の）
チ　当該国外関連者について、その所在地国で移転価格に係る調査、不服申立て、訴訟等が行われている場合には、その概要及び過去の
課税状況を記載した資料
リ　事前確認の申出に係る独立企業間価格の算定方法等を確認対象事業年度前3事業年度に適用した場合の結果等確認申出法人が申し出た独
立企業間価格の算定方法等を具体的に説明するために必要な資料
ヌ　その他事前確認に当たり必要な資料注１
(2) 　確認申出法人が確認申出書に（1）に掲げる資料の添付を怠った場合には、5-15（4）及び5-15（5）の規定に基づき独立企業間価格の算定方
法等を事前確認できない旨の通知を行うのであるが、（1）に掲げる資料の一部につき添付がなかったことについて相当の理由があると認めら
れるときには、局担当課は、当該資料の作成に通常要すると認める期間を限度として当該通知を行わないことができる。
　この場合において、局担当課は、当該確認申出法人に対し当該提出猶予期間を明示するとともに、その間事前確認審査を保留するかどうかに
ついて説明する。
(1)
注1：ト及びリに掲げる資料については、確認対象取引に係る製品のライフサイクル等を考慮した場合に、3事業年度分に係る資料では十分な事前確
認審査を行うことができないと認められるときには、局担当課は、確認申出法人に対し、これらに加え、その前2事業年度分に係る資料の提出を求め
る。
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図 表  6 - 19 「 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 等 の 確 認 に 関 す る 申 出 書 」
 
（出 所：国 税庁「 独 立企 業 間 価格 の 算 定 方法 等 の 確認 に 関 す る申 出 書」 
h t t p : / / w w w.n ta .g o . jp / sh i r a be ru /z e ih o -ka i sh aku / j i mu -u ne i /h o j i n /0 1060 1 /pd
f /02 .p d f）  
 
事前 確 認 の申 出 は 、 事前 確 認 を受 け よ う とす る 事 業年 度 の う ち、最
初の 事 業 年度 開 始 の 日の 前 日 まで に 、確 認対 象 事 業年 度 、国 外関 連 者、
事 前 確 認 の 対 象 と な る 国 外 関 連 取 引 及 び 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法
等 を 記 載 し た 「 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 等 の 確 認 に 関 す る 申 出 書 」
（ 図 表  6 -19）を そ の 国外 関 連 者の 所 在 地 国ご と に 法人 の 納 税 地の 所轄
税 務 署 長 に 提 出 す る こ と に よ り 行 う も の と す る 。（ 移 転 価 格 事 務 運 営
要 領  5 - 2（ 2））  
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（ 4） 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 の 手 続 き （ 図 表  6 -2 0）  
相 互 協 議 手 続 き は 租 税 条 約 に 基 づ い て 行 わ れ る そ れ ぞ れ の 国 の 課 税
当局 間 の 協議 で あ る 。こ の 手 続き は 国 内 法に 基 づ く ① 課 税 当 局（ 税 務署
長等 ） へ の異 議 申 立 、② 国 税 不服 審 判 所 への 審 査 請求 、 ③ 裁 判所 へ の訴
訟 提 起 2 3 5と は 別 に 課 税 当 局 に 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 の 申 し 立 て
する こ と がで き る 2 3 6。  
図 表  6 -20 で 示 さ れ る よ う に 、 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 の 手 続 き
は 4 段階 に 分 けら れ 、第 1 段 階は 企 業 に よる 事 前 確認 制 度 の 申出 で あ る。
第 2 段 階 は 、外 国 の 課税 当 局 から の 相 互 協議 の 申 し入 れ を 条 件と し た課
税当 局 間 によ る 協 議 であ る 。第 3 段 階 で は、 課 税 当局 間 の 協 議結 果 の企
業へ の 通 知で あ る 。 第 4 段 階 で は、 企 業 が協 議 結 果に 合 意 す る場 合 に、
課税 当 局 によ る 合 意 文書 の 作 成及 び 企 業 への 事 前 確認 に 関 す る最 終 通知
が行 わ れ る こ と で あ る 2 3 7。  
した が っ て、 相 互 協 議を 伴 う 事前 確 認 制 度が 最 終 結果 に 至 る まで に は、
課税 当 局 間に お け る 独立 企 業 間価 格 の 算 定の 合 意 、企 業 の 相 互協 議 の結
                                                   
2 3 5
 前 掲 書， 伏 見 俊行 ・成 立 『 日中 移 転 価 格税 制 』 p .7 5  
2 3 6
 日 中 租税 条 約第 25 条相 互 協 議（ 1）を 参考  
 い ず れ か一 方 の ま たは 双 方 の締 約 国 の 措置 に よ りこ の 協 定 の規 定 に態
号し な い 課税 を 受 け たと 又 は 受け る こ と にな る と 認め る も の は、 当 事案
につ い て 、当 該 帝 国 国の 法 令 に定 め る 救 済手 段 と は別 に 、 事 故が 居 住者
であ る 締 約国 の 権 限 のあ る 当 局に 対 し て （中 略 ） 申し 立 て を する こ とが
でき る 。  
2 3 7
 「 事 前確 認 の 概要 」相 互 協 議室 ， 201 0 年 ， p . 8  
相互 協 議 を伴 う 場 合 の事 前 確 認手 続 は 概 ね以 下 の とお り 、 (1 )事前 確
認の 申 出 及び 相 互 協 議の 申 立 て、 ( 2 )国 税 局担 当 課 での 審 査 、 (3 )相互 協
議及 び 合 意、 ( 4 )年 次 報告 書 の 審査 等 の 4 段階 に 分 ける こ と が でき る 。確
認法 人 は 、事 前 確 認 の確 認 通 知を 受 け た 後、 確 認 対象 事 業 年 度の 各 年の
確定 申 告 書の 提 出 期 限又 は あ らか じ め 定 めら れ た 期間 内 に 、 申告 内 容が
事前 確 認 の内 容 と 合 致し て い るか 否 か を 明ら か に する 年 次 報 告書 を 提出
しな け れ ばな ら な い 。  
（ h t tp : / / w w w. n ta .go . j p / koh yo /p r e s s /p re s s /2 010 / sog o_ k yo g i / pd f /0 2 .p d f ）   
2015 年 5 月 22 日  
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果に 対 し ての 合 意 が 必要 で あ る。 ど の 段 階に お い ても 、 煩 雑 な手 続 きが
伴い 、 従 来の 企 業 の 戦略 に 基 づき 決 定 さ れた 取 引 価格 は 最 終 的に そ れぞ
れの 課 税 当局 の 意 見 に左 右 さ れる こ と に なる 。  
図 表  6 - 2 0 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 の 手 続 き  
 
 
第 4 節  有 識 者 の 見 解 に よ る 日 本 移 転 価 格 税 制 の 問 題 点 の 検 討  
近年 、 日 本の 移 転 価 格税 制 は 国際 課 税 の 一環 と し て注 目 を 浴 びて い る。
企業 の 戦 略と し て 合 理的 な 価 格を 設 定 し てい る に もか か わ ら ず、 そ の移
転価 格 に つい て 課 税 当局 が 独 立企 業 間 価 格と し て 認め な い 事 例も あ る。  
その 理 由 は、 移 転 価 格税 制 に おい て は 、 企業 側 と 課税 当 局 の 視点 が違
納税者
国税庁担当課
相互協議室
　申入れ
事案登録、事案担当者決定
事案検討
ポジションペーパー作成
直接協議
（税務当局間による内容の合意）
納税者の同意
　１ 合意文書作成
　2 確認通知
終了
(出所：国税庁『事前確認の状況APAレポート2005』，平成17年，P.12)
　1 国税局審査部局からの審査結果受領
　2 情報収集及び納税者との面接
外国税務当局からの相互協議
相互協議を伴う事前確認制度の手続き
税務署長は APA に係る相互協議申立書を収受
（相互協議申立書…署長あて、事前確認申出書…署長又は局長あて）
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うた め 独 立企 業 間 価 格の 計 算 も違 う か ら であ る 。 しか も 、 各 国が 自 国の
税収 を 確 保し た い た め、 取 引 相手 国 の 課 税と の 調 整も あ り 移 転価 格 税制
はよ り 複 雑な も の と なっ て い る。  
 本 節 に おい て は 有 識者 の 見 解を も と に 、日 本 に おけ る 移 転 価格 税 制の
問題 点 を 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 、 移 転価 格 調 査及 び 事 前 確認 制 度の
3 つ の側 面 から 論 述 する 。  
1 .日 本 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に あ た る 問 題 点  
独立 企 業 間価 格 の 算 定に あ た る問 題 点 と して 、 基 本三 法 に お ける 問題
点と そ の 他の 算 定 方 法の 問 題 点に つ い て 有識 者 の 見解 を も と に考 察 す る。 
(1 )  基 本 三 法 に お け る 問 題 点  
有識 者 の 見解 を 基 に 、次 の 3 つ の側 面 か ら 分 析 を 試み る 。 ① 税制 度本
質が も た らす 問 題 、 ②比 較 対 象取 引 の 選 定及 び 差 異調 整 の 問 題 、 ③ 独立
企業 間 価 格の 算 定 に あた る 事 務処 理 上 の 問題 に つ いて 、 そ れ ぞれ 検 討す
る 。  
まず 、 ① 企業 か ら み る移 転 価 格税 制 の 制 度趣 旨 か らも た ら す 問題 につ
いて 検 討 する 。  
日本 の 移 転価 格 税 制 にお い て は、 申 告 納 税制 度 で ある た め 、 独立 企業
間価 格 の 計算 は 企 業 自身 に 計 算を 強 い て いる 。 し かし な が ら 、独 立 企業
間価 格 の 計算 は 企 業 にと っ て 難問 と い え る 。なぜ な ら ば、「 移 転価 格 問題
が究 極 的 に国 家 間 の 税源 配 分 の問 題 で あ りな が ら 、企 業 は 自 らの 判 断で
移転 価 格 を算 定 し な けれ ば な らな い 2 3 8が 、独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 の
不明 確 さ 2 3 9から 、企 業 が自 ら 独 立企 業 間 価 格の 算 定 が困 難 で あ ると い わ
                                                   
2 3 8
 前 掲 書， 浜 田 明子「 移転 価 格 税制 に お ける 比 較 可能 性 の 限 界」『 税 務
大学 論 叢 』 p .28 3  
2 3 9
 移 転 価格 算 定 方法 に関 す る 明確 な 規 定 がな い こ とに 伴 う 課 税当 局 と
企業 と の 理解 差 違 が 国際 的 二 重課 税 の 最 も大 き な 要因 と な っ てい る こと
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ざる を 得 ない か ら で ある 。  
日 本 の 移 転 価 格 税 制 の 基 本 的 な ス タ ン ス は 、「 基 本 三 法 或 い は そ の 他
の方 法 の 適用 に あ た って は 、 原則 と し て 取引 ベ ー ス（ 合 理 的 範囲 内 で種
類の 異 な る製 品 の 括 りは 認 め る）」で の 比 較可 能 性 を追 求 す る こと に より
ベス ト な 比較 対 象 取 引を 選 定 した 上 で そ れに 基 づ き独 立 企 業 間価 格 を算
定す る と いう も の で ある 2 4 0。  
亀 井 氏 （ 2 009） は 「 伝統 的 な 取引 基 準 法 であ る 基 本三 法 は 、 関連 取引
と比 較 可 能な 非 関 連 取引 の 価 格そ の も の に注 目 し て差 異 を 調 整 2 4 1」する
方法 で あ ると 述 べ ら れて い る 。し た が っ て、 比 較 対象 取 引 の 選定 及 び差
異調 整 の 問題 は 独 立 企業 間 価 格の 算 定 の 重要 な ポ イン ト で あ る。  
比較 対 象 取引 の 比 較 可能 性 に つい て 、 岸 氏（ 19 97）は 「 比 較 可能 性と
は曖 昧 な 概念 で し か なく 、 移 転価 格 調 査 にお い て 、課 税 当 局 と企 業 との
間で 大 い に議 論 さ れ ると こ ろ であ ろ う 。 調査 等 で は、 課 税 当 局及 び 企業
とも あ る 意味 で は 都 合の よ い 比較 対 象 取 引を 互 い に示 す こ と とな り かね
ず 、 大 変 恣 意 性 が 高 く な る 危 険 性 が あ る 2 4 2。」 と 述 べ ら れ 、 差 異 調 整 に
あた り 、 企業 と 課 税 当局 と の 意見 の 食 い 違い が 生 じや す く 、 二重 課 税の
リス ク を 指摘 さ れ て いる 。  
②比 較 対 象取 引 の 選 定及 び 差 異調 整 の 問 題 、 並 び に③ 独 立 企 業間 価格
の算 定 に あた る 事 務 処理 上 の 問題 に は 、 3 つ の問 題 点が あ る 。  
ま ず 、 比 較対 象 取 引 の選 定 及 （ 1 つ 目 ） び差 異 調 整 （ 2 つ 目 ） が 難し
いこ と で ある 。  
                                                                                                                                                       
は疑 う べ くも な い 。  
宮嶋 大 輔「 海 外取 引 にお け る 独立 企 業 間 価格 」『 税 務弘 報』中 央経 済 社 ，
2001 年 ， p . 59  
2 4 0
 羽 床 正秀「国 際 課 税 の現 状 」『 税経 通 信』税務 經 理 協会 ， Vo l . 5 5， N o .1 0，
2000 年 ， pp .4 8 -49  
2 4 1
 前 掲 書， 亀 井 廉幸 『中 国 進 出企 業 の 移 転価 格 税 制対 策 』 p p .47 -4 8  
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羽 床 氏 （ 20 00） は 、「 基 本 三 法 が 適 用 で き る よ う な 比 較 対 象 取 引 を 容
易に 発 見 でき な い 。 さら に 、 発見 で き た とし て も 調整 は 容 易 なこ と では
ない 」 と 比較 可 能 な 比較 対 象 取引 を 選 定 する 難 し さ を 指 摘 し て い る 。こ
の問 題 は 課税 当 局 の みな ら ず 、納 税 者 で ある 企 業 側も 同 じ 問 題に 直 面し
てい る と 考え ら れ る 。  
なぜ な ら ば「 関 連 者 取引 と 同 一の 市 場 で 同一 の 製 品の 取 引 を 見つ ける
必要 が あ るが 、 完 全 競争 市 場 では 理 論 上 はと も か く現 実 的 に はほ と んど
存在 し な い 2 4 3ため 」で ある 。さ ら に「 独 立 企業 間 価 格は 、取 引 に関 連 し
た様 々 な デー タ を 収 集 ・ 分 析 した 上 で 算 定す る の で実 際 に 算 定さ れ た価
格の 妥 当 性に つ い て は企 業 と 課税 当 局 の 評価 が 分 かれ る こ と が十 分 に予
想さ れ る 2 4 4」と の 実 情 から 独 立 企業 間 価 格 の計 算 を 難し く し て いる 。  
そ の 上 に 、 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に あ た り 、 差 異 調 整 が 必 要 と さ れ 、
この 点 に つい て 、 亀 井 氏 （ 200 9） は 「 伝 統的 な 取 引基 準 法 で ある 基 本三
法は 、 関 連取 引 と 比 較可 能 な 非関 連 取 引 の価 格 そ のも の に 注 目し て 差異
を調 整 し 、そ の 差 異 を取 引 価 格そ の も の に反 映 す る方 法 で あ り、 両 者の
間 に 相 当 厳 密 な 比 較 可 能 性 を 要 求 す る も の で あ る 2 4 5」 と 指 摘 し て い る 。
加え て 「 個々 の 取 引 やグ ル ー プ単 位 の 取 引を 比 べ て、 そ の 差 異を 分 析し
て合 理 的 に調 整 し 、 価格 に 反 映さ せ る こ とは き わ めて 困 難 か つ手 間 のか
かる 作 業 であ り 、内 部比 較 取 引で も な い 限り 困 難 なこ と が 多 い 2 4 6」こ と
が問 題 視 され て い る 。  
                                                                                                                                                       
2 4 2
 前 掲 書， 岸 英 彦「 独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 に 関す る 考 察 」 p .20 8  
2 4 3
 前 掲 書， 岸 英 彦「 独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 に 関す る 考 察 」 p .20 4  
2 4 4
 高 山 政信「 移 転 価格 税制 ―国 外 関 連者 と の取 引 に かか る 課 税 の特 例 ―」
『税 務 弘 報』 中 央 経 済社 ， 2007 年 ， p .81  
2 4 5
 前 掲 書， 亀 井 廉幸 『中 国 進 出企 業 の 移 転価 格 税 制対 策 』 p p .47 -4 8  
2 4 6
 前 掲 書， 亀 井 廉幸 『中 国 進 出企 業 の 移 転価 格 税 制対 策 』 p p .47 -4 8  
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さら に 、浜 田 氏（ 2 0 01）も「 比 較対 象 取 引 2 4 7の判 定 にあ た り、（中 略 ）
現実 に は まっ た く 同 一の 取 引 は存 在 し 得 ない 」 2 4 8と し 、逆に 多 くの 相 違
点が あ る こと か ら 、 差異 調 整 の必 要 性 を 次の よ う に指 摘 さ れ てい る 。  
「相 違 点 につ い て は 、価 格 あ るい は 利 益 に多 大 な 影響 を 及 ぼ しえ るも
の、 若 干 の影 響 を 及 ぼす も の 、又 、 ほ と んど 影 響 を及 ぼ さ な いも の もあ
る。 独 立 企業 間 価 格 の計 算 に あた っ て 、 多大 な 影 響を 及 ぼ す 相違 点 は無
視す る こ とは で き な いし 、 影 響を 及 ぼ さ ない 相 違 点は 考 慮 す る必 要 はな
い。 取 引 にお け る そ れぞ れ の 要素 が ど の 程 度 の 影 響を 及 ぼ す のか を 具体
的に 分 析 する こ と が 、重 要 な ので あ る 2 4 9」。  
以上 に よ り、 独 立 企 業間 価 格 の計 算 に あ たっ て 、 比較 対 象 取 引と の相
違に つ い て調 整 の 重 要性 、 ま たこ の 差 異 調整 に あ たっ て 煩 雑 な作 業 が伴
う （ 3 つ 目 ）こ と が わか っ た 。  
前述 の よ うに 、 ま っ たく 同 じ 比較 対 象 取 引は 現 実 に存 在 し え ない 。独
立企 業 間 価格 の 算 定 にお い て は、類 似比 較対 象 取 引を 用 い る 必要 が あ り、
そこ で 対 象取 引 と 比 較対 象 取 引の 差 異 調 整が 必 須 項目 と な る 。差 異 調整
の項 目 は、措 置 法関 係通 達 66 の 4（ 2） -3 2 5 0に お いて 12 項 目 規 定さ れ て
                                                   
2 4 7
 独 立 企業 間 価 格の 概念 を 適 用す る に は 、取 引 さ れる 資 産 の 種類 、 比
較さ れ る べき 取 引 の 態様 に 応 じて 異 な る 価格 算 定 方法 が 必 要 とな る 。さ
らに 、 価 格算 定 方 法 の適 用 に あた っ て は 、独 立 企 業の 原 則 の 理念 自 体が
問題 取 引 と比 較 対 象 取引 と の 間の 比 較 可 能性 を 問 題と す る こ とか ら 、比
較可 能 性 の程 度 す な わち 類 似 性の 程 度 が 重要 な ポ イン ト と な る。  
佐藤 正 勝「租 税 回避 規制 ① 4 移 転価 格 税 制」『税 経 通 信』税 務 經理 協 会 ，  
Vo l . 55， N o. 10， 2 00 0 年 ， p . 71  
2 4 8
 前 掲 書， 浜 田 明子「 移転 価 格 税制 に お ける 比 較 可能 性 の 限 界」『 税 務
大学 論 叢 』 p .31 3  
2 4 9
 前 掲 書， 浜 田 明子「 移転 価 格 税制 に お ける 比 較 可能 性 の 限 界」『 税 務
大学 論 叢 』 p .31 3  
2 5 0
 比 較 対象 取 引 の選 定に 当 た って 検 討 す べき 諸 要 素に つ い て 、租 税 特
別措 置 法 関係 通 達 6 6 の 4（ 2）-3 に お い て、 次 の よう に 掲 げ られ て い る。  
① 棚 卸 資 産の 種 類 ・ 役務 の 内 容等 、 ② 取 引段 階 、 ③取 引 数 量 、 ④ 契 約条
件 、 ⑤ 取 引時 期 、 ⑥ 売手 又 は 買手 の 果 た す機 能 、 ⑦売 手 又 は 買手 の 負担
する リ ス ク、 ⑧ 売 手 又は 買 手 の使 用 す る 無形 資 産 、 ⑨ 売 手 又 は買 手 の事
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いる 。  
これ ら の 項目 を 1 つ ず つ 調 整し て い く には 、 内 部デ ー タ は もち ろ ん、
外部 公 開 デー タ を 用 いた 分 析 が必 要 と な る。多 くの 学 者 は差 異（ 相 違点 ）
調整 が 煩 雑な 作 業 を 伴い 、 そ の難 し さ を 指摘 し て いる 。 さ ら に、 こ れら
の調 整 す べき 項 目 の 調整 基 準 は詳 し く 規 定さ れ て いな い た め 、企 業 と課
税当 局 の 判断 の ず れ が生 じ た とき は 、 国 際的 二 重 課税 が 生 ず るこ と にな
る 。  
その 上 に 、移 転 価 格 税制 に お いて は 取 引 ごと に そ の独 立 企 業 間価 格を
算定 し な けれ ば な ら ない 。 個 々の 取 引 は その 取 引 環境 及 び 取 引状 況 が異
なる た め 、ま っ た く 同じ 取 引 を見 つ け る のは 困 難 であ る と 考 えら れ る。
その た め に 、 企 業 と 課税 当 局 と判 断 の 違 いで 、 独 立企 業 間 価 格が 違 って
くる と 考 えら れ る 。 また 、 比 較対 象 取 引 の選 定 に おい て 、 調 整す べ き項
目（ 取 引 環境 や 取 引 状況 が も たら す 差 異 ）が 多 数 存在 し 、 さ らに 、 複雑
かつ 日 々 変貌 す る 国 際取 引 に おい て 、 通 達 6 6 の 4（ 2） -3 に 規定 す る比
較対 象 取 引の 選 定 に あた っ て 検討 す べ き 諸要 素 の 調整 を 果 た した か らと
いっ て 、 比較 可 能 性 があ る と 言い 切 れ な いと 筆 者 は考 え る 。   
                                                                                                                                                       
業戦 略 ⑩ 売手 又 は 買 手の 市 場 算入 時 期 ⑪ 政府 の 規 制、 ⑫ 市 場 の状 況  
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図 表  6 - 2 1 基 本 三 法 の 問 題 点  
（出 所 ： 有識 者 の 見 解を 参 考 に筆 者 が 作 成し た 。）  
(2 )  そ の 他 の 政 令 で 定 め る 算 定 方 法 の 問 題 点  
日本 企 業 のグ ロ ー バ ル化 の 進 展に 伴 い 、 企業 が 国 外関 連 者 と の取 引が
複雑 化 、 多様 化 す る なか で 移 転価 格 課 税 の問 題 と なっ て い る 取引 は 、棚
卸資 産 な どの 有 形 資 産取 引 と いう よ り は 、特 許 権 、ブ ラ ン ド など の 無形
資産 取 引 であ る と 思 われ る 。 その た め 、 基本 三 法 とい っ た 取 引ベ ー スの
移転 価 格 算定 方 法 を 適用 す る こと は 極 め て困 難 2 5 1と なっ て き た 。  
「こ れ は 、多 国 籍 企 業が 有 す る無 形 資 産 、中 で も ユニ ー ク な 、し かも
価値 の あ る無 形 資 産 から 高 収 益が あ た っ てい る こ とが 背 景 に ある 2 5 2（ ユ
                                                   
2 5 1
 望 月 文夫 『 日 米移 転価 格 税 制の 制 度 と 適 用 -無 形 資 産 取 引 を 中 心 に -』
大蔵 財 務 協会 ， 200 7 年 ， p . 434 を 参考 にし た 。  
2 5 2
 高 久 隆太 「 移 転価 格課 税 に おけ る 無 形 資産 の 使 用に よ り 生 じた 利 益
の帰 属 及 びそ の 配 分 」『 税 務大 学 校 論叢 』税務 大 学 校， 20 05 年， Vo l . 4 9，
課税方式 条文上の問題 比較対象取引の選定
対象取引と非関連者間
取引の比較可能性
差異調整 事務処理
田中氏
明確な規定がないこ
とに伴う税務当局と
納税者との理解差違
が国際的二重課税の
最も大きな要因
浜田氏
納税 者自
らの 判断
によ り課
税
まったく同一の取引は
存在し得ない 検討の対象となっている
取引と比較対象取引の間
には多くの相違点がある
はずである
差異分析して合理的に
調整することの困難
取引におけるそれぞれ
の要素がどの程度の影響
を及ぼすのかを具体的に
分析する必要
岸氏
関連者取引と同一の市
場で同一の製品の取引
を見つける必要、現実
的にはほとんど存在し
ない
比較可能性とは曖昧な概
念でしかなく、税務当局
と企業との間で大いに議
論される
藤巻氏
専門的・技術的側面
が強い
高山氏
取引に関連した様々な
データを収集・分析した
上で算定するので実際に
算定された価格の妥当性
その差異を分析して合理
的に調整し、価格に反映
させることはきわめて困
難
手間のかかる作業で
ある
亀井氏
取引の価
格そのも
のに注目
相当厳密な比較可能性を
要求する
差異を分析して合理的に
調整し、価格に反映させ
る
困難かつ手間のかか
る作業である
佐藤氏
比較可能性の程度すなわ
ち類似性の程度が重要な
ポイント
羽床氏
比較対象取引を容易に
発見できない
比較可能性を追求するこ
とによりベストの比較対
象取引を選定する
調整は容易なことではな
い
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ニー ク な 無形 資 産 は 企業 の 高 収益 を も た らし て い る）」 と高 久 氏 （ 200 5）
は述 べ て いる 。 加 え て「 無 形 資産 取 引 で は棚 卸 資 産取 引 に 比 べ比 較 対象
取引 を 見 出す こ と が 極め て 困 難で あ る こ とか ら 、 関連 会 社 間 では 恣 意的
に所 得 移 転が 行 わ れ る可 能 性 があ り 、 各 国課 税 当 局が 注 目 し てい る とこ
ろで あ る 2 5 3。」 と 高久 氏（ 20 08）が 指 摘 し てい る 。  
 近 年 、 日本 の 取 引 形態 は 無 形資 産 取 引 を伴 う 国 外取 引 は 増 加し 、 かつ
無形 資 産 によ る 高 収 益は 移 転 価格 税 制 の 注目 を 集 めて い る の がわ か っ た。
個々 の 無 形資 産 の 特 殊性 か ら 、比 較 対 象 取引 を 見 出す こ と は 棚卸 資 産よ
りも 難 し く、基 本的 に基 本 三 法を 用 い る こと は 困 難で あ る と され て い る。 
また 、 無 形資 産 取 引 に適 用 可 能な 方 法 と して は 、 比較 可 能 性 を前 提と
する 方 法 であ る 取 引 単位 営 業 利益 率 法 、 利益 比 準 法、 及 び 比 較可 能 性を
前提 と し ない 方 法 で ある 利 益 分割 法 が 挙 げら れ る 2 5 4。  
さら に 、 無形 資 産 取 引に か か って は 、 算 定方 法 の 選出 基 準 は 、重 要な
知的 財 産 がな け れ ば 取引 単 位 営業 利 益 法 、重 要 な 知的 財 産 が あれ ば 残余
利益 分 割 法と い う よ う に 実 務 上や っ て い る 2 5 5とい う 指摘 が あ る 。  
ここ で は 利益 分 割 法 （寄 与 度 利益 分 割 法 、残 余 利 益分 割 法 ） と取 引単
位営 業 利 益法 に つ い て検 討 す る。   
① 寄 与 度 利 益 分 割 法 （ 貢 献 度 利 益 分 割 法 ）  
 宮 嶋 氏 （ 20 01） は 「寄 与 度 利益 分 割 法 は、 法 人 及び 国 外 関 連者 が 有す
る内 部 情 報の み で 分 析す る こ とが 可 能 で ある と い う特 徴 が あ る。 そ のた
め課 税 当 局が 国 外 関 連者 間 取 引に お け る 利益 配 分 の状 況 を 簡 易に 検 証す
                                                                                                                                                       
p .3 6  
2 5 3
 前 掲 書， 高 久 隆太 「移 転 価 格課 税 に お ける 無 形 資産 の 使 用 によ り 生
じた 利 益 の帰 属 及 び その 配 分」『 税 務大 学校 論 叢 』 p .36  
2 5 4
 前 掲 書， 高 久 隆太 「移 転 価 格課 税 に お ける 無 形 資産 の 使 用 によ り 生
じた 利 益 の帰 属 及 び その 配 分」『 税 務大 学校 論 叢 』 p .81  
2 5 5
 高 久 隆太 「 知 的財 産と 移 転 価格 税 制」『租 税 研 究』 租 税 研 究協 会 ，  
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る 際 に よ く 用 い ら れ て い る 2 5 6。」 と 述 べ ら れ 、 寄 与 度 利 益 分 割 法 に つ い
ては 企 業 の内 部 情 報 のみ で 分 析で き る と のメ リ ッ トを 指 摘 し てい る 。  
その 反 面 、岸 氏 （ 1 9 97） は 「 寄与 度 分 析 は、 関 連 者間 の 損 益 計算 書及
び貸 借 対 照表 の 作 成 にあ た っ ては 、 か な り頻 繁 に 按分 計 算 を 行な う こと
にな る た め、 そ の 数 値に は 理 論を 支 え る ほど の 精 緻さ は な い 。あ る 分割
要 素 を 使 用 し て あ る 比 率 で 分 割 さ れ た 結 果 は 無 数 に 存 在 す る の で あ る
2 5 7」と述 べ 、寄与 度 分 析に か か って は 、煩 雑な 按 分 計算 が 必 要 な上 、分
割要 素 に 用い る 比 率 は計 算 結 果を 左 右 す ると 指 摘 して い る 。  
高 久 氏 （ 2 005） は 「 関連 者 双 方に 価 値 の ある 無 形 資産 が あ ま り存 在し
ない 場 合 に双 方 合 算 利益 を 切 り出 し 、 そ れを 貢 献 度（ 或 い は 寄与 度 とも
いう ） に 応じ て 双 方 の当 事 者 に利 益 分 割 する 。 日 本で は 利 益 分割 法 とし
ては 専 ら 貢献 度 利 益 分割 法 が 適用 さ れ て きた 。 貢 献度 を 数 値 化す る に際
して は 、 通常 、 広 告 宣伝 、 販 売促 進 、 市 場調 査 、 ネー ミ ン グ 、販 売 シス
テム 等 の 機能 分 析 を 行い 、 貢 献度 を 算 出 する こ と とな る 。  
 当 方 法 は、 イ ン カ ムク リ エ ーシ ョ ン が 発生 せ ず 、企 業 だ け の資 料 に基
づき 行 な える と い う 長所 を 有 する が 、 一 方、 貢 献 度を 数 値 化 する こ とは
極め て 困 難で あ る ほ か、 共 通 経費 の 配 賦 が困 難 、 合算 利 益 の 計算 が 困難
等の 問 題 点も あ る 2 5 8。」と 指 摘 され て い る 。  
 寄 与 度 利益 分 割 法 のメ リ ッ トと し て は 、企 業 内 部の デ ー タ によ り 独立
企業 間 価 格の 計 算 が でき る こ とで あ る。一方 、寄与 度 の 分析 にお い て は、
国内 企 業 と国 外 関 連 者が 各 取 引に 対 す る 寄与 度 に もと づ い て 、財 務 諸表
                                                                                                                                                       
N o. 70 9， 20 08 年 ， p . 163  
2 5 6
 前 掲 書 ， 宮 嶋 大 輔 「 海 外 取 引 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 」『 税 務 弘 報 』
p .5 4  
2 5 7
 前 掲 書， 岸 英 彦「 独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 に 関す る 考 察 」『 税 務 大
学校 論 叢 』 p .21 5  
2 5 8
 前 掲 書， 高 久 隆太 「移 転 価 格課 税 に お ける 無 形 資産 の 使 用 によ り 生
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の按 分 計 算す る 必 要 があ る 。 また 、 こ れ らの 寄 与 度計 算 は ま た煩 雑 な作
業を 必 要 とさ れ る こ とも 問 題 であ る 。  
さら に 、 寄与 度 利 益 分割 法 は 、関 連 者 双 方に 価 値 ある 無 形 資 産が 存在
しな い 場 合に 用 い ら れる こ と にな っ て い るこ と が わか っ た 。  
② 残 余 利 益 分 割 法  
 残 余 利 益分 割 法 は 合算 利 益 を「 経常 利 益」と「 非経 常 利 益（ 残余 利 益）」
に分 類 し 、二 段 階 で 利益 分 割 を行 な う 方 法で あ る 。手 続 き 的 に最 も 複雑
な方 法 で ある 。 残 余 利益 分 割 法は 無 形 資 産の 存 在 をカ バ ー と した 方 法で
ある と い う特 徴 を 有 する 2 5 9。  
 残 余 利 益分 割 法 は 「重 要 な 無形 資 産 を 特定 し 、 それ を 評 価 する 必 要が
ある が 、 困難 で あ る 。評 価 が 困難 な 場 合 は、 通 常 研究 開 発 費 等無 形 資産
形成 に 貢 献し た 費 用 の支 出 額 を資 産 化 し て用 い る こと と な る が、 無 形資
産の 開 発 に要 し た 費 用は 、当該 資 産 の市 場価 値 に 関連 す る と は限 ら な い。
残余 利 益 分割 法 を 適 用す る に は相 当 な デ ータ が 必 要で あ る 。 この よ うな
問題 点 に 対処 す る と なる と 、 かな り 複 雑 なも の と なり 、 移 転 価格 算 定方
法 と し て 妥 当 で な く な る 恐 れ が あ る 2 6 0。」 と 高 久 氏 （ 2 00 5） が 指 摘 し て
いる 。  
 残 余 利 益分 割 法 は 、無 形 資 産取 引 を 伴 う国 際 取 引に 対 応 で きる 独 立企
業間 価 格 の算 定 方 法 であ る 。 しか し 、 残 余利 益 分 割法 に は 、 取引 に 占め
る無 形 資 産に よ っ て 生ず る 収 益を 個 別 に 特定 す る 必要 が あ る が、 無 形資
産の 特 殊 性か ら 、そ の価 値 の 特定 は 困 難 であ る と 推測 で き る 。そ の ため 、
計算 上 に おい て 要 す るデ ー タ の数 も 増 え 、さ ら に デー タ 分 析 の手 続 も他
                                                                                                                                                       
じた 利 益 の帰 属 及 び その 配 分」『 税 務大 学校 論 叢 』 p .89  
2 5 9
 前 掲 書 ， 宮 嶋 大 輔 「 海 外 取 引 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 」『 税 務 弘 報 』
pp . 58 -59  
2 6 0
 前 掲 書， 高 久 隆太 「移 転 価 格課 税 に お ける 無 形 資産 の 使 用 によ り 生
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の計 算 方 法よ り 煩 雑 であ る こ とが 分 か る 。  
③ 取 引 単 位 営 業 利 益 法  
水 野 氏（ 20 05）は「 2004 年 度税 制 改 正 によ り 取 引単 位 営 業 利益 法 が導
入さ れ た 。こ の 方 法 は利 益 率 に着 目 し て 無形 資 産 の対 価 を 算 定す る とい
う意 味 に おい て 、い わゆ る イ ンカ ム ア プ ロー チ の 一種 で あ る 。（ 他 者 の利
益と の 比 較と い う 意 味に お い ては マ ー ケ ット ア プ ロー チ の 一 種と し ての
面も も つ ） 2 6 1」と 述 べ 、取引 単 位 営業 利 益 法は 無 形 資産 取 引 に 適用 で き
る計 算 方 法で あ る と 指摘 さ れ てい る 。  
さ ら に 、 水 野 氏 （ 20 05） は 取 引 営 業 利 益 法 の 問 題 点 に つ い て 、「 取 引
単位 営 業 利益 法 の 考 え方 に お いて は 、 現 地の 利 益 率は 一 定 で 、そ の 残り
の利 益 は 本社 に 帰 属 すべ き と いう 考 え 方 にあ る 。 一方 、 子 会 社の 利 益率
を 一 定 に 保 つ こ と は 実 務 上 困 難 で あ る こ と は 想 像 に 難 く な い 2 6 2。」 と の
意見 を 述 べて い る 。  
一 方 、 高 久 氏 （ 20 05） は 、「 取 引 単 位 営 業 利 益 率 法 は 、 子 会 社 が 重 要
な無 形 資 産を 有 し な い場 合 に 、子 会 社 の 比較 対 象 取引 を 見 つ け出 し 、子
会社 の 適 切な 営 業 利 益を 算 定 する の で 有 効で あ る。」 さ らに 、「具 体 的に
は、 日 本 企業 が 国 外 へ製 造 機 能を 移 転 し 、製 造 子 会社 か ら ロ イヤ ル ティ
を収 受 す る一 方 、 現 地で 製 造 され た 製 品 を直 接 第 三国 へ 輸 出 する ケ ース
で使 用 す るこ と が 適 当で あ る 。た だ し 子 会社 が 価 値の あ る 無 形資 産 を有
す る 場 合 に は 不 適 で あ る 2 6 3。」 と 指 摘 し て い る 。 要 す る に 、 無 形 資 産 を
                                                                                                                                                       
じた 利 益 の帰 属 及 び その 配 分」『 税 務大 学 校論 叢 』p p . 92 -94 を 参照 に し た。 
2 6 1
 水 野 正夫「 無 形資 産取 引 と 役務 提 供 取 引」『 税務 弘 報 』中 央経 済 社 ，
2005 年 ， Vol .5 3， N o .13， p p . 105 -1 06  
2 6 2
 前 掲 書， 水 野 正夫 「無 形 資 産取 引 と 役 務提 供 取 引」『 税務 弘報 』
pp . 105 -1 06  
2 6 3
 前 掲 書， 高 久 隆太 「移 転 価 格課 税 に お ける 無 形 資産 の 使 用 によ り 生
じた 利 益 の帰 属 及 び その 配 分」『 税 務大 学校 論 叢 』 p .96  
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伴う 取 引 で日 本 の 企 業が 重 要 な無 形 資 産 を有 し 、 国外 関 連 者 に価 値 ある
無形 資 産 が有 し な い とき に 取 引単 位 営 業 利益 法 は 有用 で あ る 。  
さら に 、 高久 氏 （ 2 0 08） は 取 引営 業 利 益 法に 関 す る計 算 上 の 難し さに
つい て 次 のよ う に 述 べて い る。「 日 本 で は 、取引 単 位 営業 利 益法 に 関 して
法令 上 の 制限 が あ り 、売 上 高 営業 利 益 率 が多 い が 、使 用 す る 指標 に よっ
て通 常 の 利益 が 大 き く異 な る 。無 形 （ 知 的） 資 産 の持 分 比 率 をど う やっ
て決 め る のか と い う と、 実 際 は貢 献 度 に よっ て 決 定さ れ る 。 しか し 、貢
献度 を 適 格に 測 る の は難 し い よう で あ る 。実 務 的 には 費 用 を 資産 化 した
りす る 。 いつ の 時 点 の費 用 を どれ だ け 集 計す る か 非常 に 難 し い問 題 があ
る 2 6 4。」  
した が っ て、 取 引 営 業利 益 法 にお い て も 、無 形 資 産の 価 値 を 測定 する
必要 が あ る。 測 定 す るに あ た り、 や は り 寄与 度 （ 貢献 度 ） の 概念 に 基づ
いて 計 算 する こ と に なる 。 寄 与度 利 益 分 割法 の 問 題点 と 共 通 する と ころ
があ る と 思わ れ る 。  
  
                                                   
2 6 4
 前 掲 書， 高 久 隆太 「知 的 財 産と 移 転 価 格税 制 」『 租 税 研究 』 p .16 4  
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図 表  6 -2 2 そ の 他 政 令 で 定 め る 算 定 方 法 の 問 題 点  
 寄与度利益分割法  
（貢献度利益分割法）  
残余利益分割法  取引単位営業利益法  
宮
嶋
氏 
内部情報のみで分析するこ
とが可能。  
課税当局が国外関連者間取
引における利益配分の状況を
簡易に検証する際によく用い
られている。  
手続き的に最も複雑
な方法である。残余利益
分割法は無形資産の存
在をカバーとした方法
であるという特徴を有
する。  
  
岸
氏 
寄与度分析は按分計算を行
なうことになるため、その数
値には理論を支えるほどの精
緻さはない。  
    
高
久
氏 
1．関連者双方に価値のある無
形資産があまり存在しない場
合使用。  
2．企業だけの資料に基づき行
える。  
3．貢献度を数値化することは
極めて困難であるほか、共通
経費の配賦が困難、合算利益
の計算が困難等の問題点もあ
る。  
使用する指標によっ
て通常の利益が大きく
異なる。  
1．子会社が重要な無形資産を有しない
場合に、子会社の比較対象取引を見つ
け出し、子会社の適切な営業利益を算
定するので有効である。  
2．子会社が価値のある無形資産を有す
る場合には不適である。  
3．使用する指標によって通常の利益が
大きく異なる。  
水
野
氏 
    
１．利益率に着目して無形資産の対価
を算定する。  
2．現地の利益率は一定で、その残りの
利益は本社に帰属すべきという考え方
にある。一方、子会社の利益率を一定
に保つことは実務上困難である。  
（出 所 ： 有識 者 の 見 解を 参 考 に 、 筆 者 が 作成 し た。）  
図 表  6 -23 で 示 す よ う に 、 前 述 し た 日 本 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 問 題
点の 分 析 をま と め る こと が で きる 。 日 本 の移 転 価 格税 制 に お ける 独 立企
業間 価 格 の算 定 方 法 の問 題 点は 3 つ あ げ られ る 。  
１つ 目 は 、い ず れ の 計算 方 法 であ っ て も 精緻 で は ない こ と で ある 。  
2 つ 目 は 、課 税 当 局 が独 立 企 業間 価 格 の 算定 に 用 いる 比 較 対 象取 引に
関す る 明 確な 数 値 な どは 納 税 者に 公 示 さ れず 、 具 体的 な 基 準 は納 税 者が
把握 す る 余地 が な い こと で あ る 。   
3 つ 目 は 、利 益 分 割 法、 取 引 単位 利 益 法 にお い て 、取 引 か ら 生じ る営
業利 益 を 各企 業 に 割 り当 て 計 算を 行 わ な けれ ば い けな い 。 し かし 、 利益
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分割 の 割 合に お い て 、無 形 資 産等 に 係 る 評価 ・ 寄 与度 等 の 査 定が 極 めて
恣意 性 が 入り や す い ため 、 独 立企 業 間 価 格の 計 算 の難 し さ が さら に 増す
こと で あ る 。  
図 表  6 - 2 3 算 定 方 法 の 問 題 点  
算定方法  問題①  問題②  問題点③  共通問題  
基本三法  
比較対象取引  
比 較 対 象 取
引 を 選 定 す る
こ と が 基 本 で
あり、まったく
同 じ な 比 較 対
象 取 引 が 存 在
しえない。  
差異調整  
措通 66 の 4（2）-3 にお
いて 12 項目を規定してい
るが、調整基準は規定され
ていないため、企業側と課
税当局との判断がずれた
場合、二重課税のリスクが
大きい。  
 １．各計算方法
は す べ て 精 緻
ではない。  
2．比較可能性
（再調整）の概
念 に 何 ら 明 確
数 値 で 表 現 す
る 具 体 的 な 基
準 与 え ら れ て
いない。  
3．利益分割法、
取 引 単 位 利 益
法において、利
益分割時点、無
形 資 産 等 に お
ける評価・寄与
度 等 の 査 定 が
極 め て 恣 意 性
入りやすい、企
業 側 と 課 税 当
局 と 意 見 分 か
れやすい、二重
課 税 の リ ス ク
が大きい。  
利
益
分
割
法  
寄
与
度
利
益
分
割
法  
無 形 資 産 を
伴 う 取 引 に 適
用できない。  
メリット  
企業内部のデータによ
る独立企業間価格を算定
することができる  
寄与度の策定難  
国内企業と国外
関連者が各取引
に対して寄与度
の按分計算をす
る必要がある。煩
雑な作業が必要
である。  
残
余
利
益
分
割
法  
無 形 資 産 を
伴 う 取 引 に 適
用できる。  
重要無形資産の評価問題  
 無形資産取引を伴う国
際取引における重要な無
形資産を特定し、評価する
必要とするため、算定の複
雑さと難しさが増す。  
 
取引単位
利益法  
無 形 資 産 の 価
値 を 測 定 す る
必要がある。  
寄与度利益分割法との類
似問題  
測定に際し、寄与度（貢
献度）の概念に基づいて計
算する。  
 
（出所：有 識者 の 見 解を 参 考 に 筆者が作成した。）  
 
 
2 .日 本 に お け る 移 転 価 格 調 査 に 関 す る 問 題 点  
まず 、 課 税当 局 の 視 点か ら 、 移転 価 格 税 制に お け る執 行 限 界 及び シー
クレ ッ ト ・コ ン パ ラ ブル 課 税 によ る 独 立 企業 間 価 格の 算 定 の 必要 性 と問
題点 に つ いて 検 討 す る。  
190 
 
（ 1） 課 税 当 局 に よ る 移 転 価 格 税 制 の 執 行 上 の 問 題 点  
課税 当 局 によ る 移 転 価格 税 制 の執 行 に 関 して 、 課 税当 局 か ら 見た 移転
価格 税 制 の本 質 及 び 移転 価 格 税制 度 の 不 完全 性 及び O E C D ガ イド ラ イン
の問 題 点 から 、 移 転 価格 税 制 の執 行 の 限 界に つ い て論 及 す る 。  
① 課 税 当 局 か ら み た 移 転 価 格 の 本 質  
移転 価 格 税制 は 、 法 人と 国 外 関連 者 の 取 引を 通 じ た所 得 の 国 外移 転に
対処 す る ため の 税 制 であ る 。（ 事 務 運 営 指 針 2 -1③ ）  
堀 口 氏 （ 20 01） は 移 転 価 格 の 本 質 に つ い て 次 の よ う に 指 摘 し て い る 。
「移 転 価 格税 制 は 、 単に 国 際 取引 が 対 象 にな っ て いる か ら で はな く 、関
連す る 納 税者 間 （ 企 業） 及 び 課税 当 局 間 の利 害 が 相反 す る と いう そ の本
質か ら の 、国 際 課 税 問題 で あ る。 さ ら に 、そ の 結 果が グ ル ー プ利 益 配分
を直 接 左 右す る 、 グ ルー プ 企 業経 営 戦 略 に直 結 す る税 制 で あ る 2 6 5」。  
また 、 浜 田 氏 （ 200 1）は 「 各 国の 移 転 価 格税 制 の ター ゲ ッ ト は、 自国
に帰 属 す べき 所 得 の 流出 で あ る 2 6 6」と 指 摘 し 、移 転 価 格税 制 は この よ う
な性 質 を もつ た め、「 本 国に お い て税 務 調査 を 受 ける 確 率 よ りも 、本 国 以
外 で 税 務 調 査 を 受 け る 累 計 的 な 確 率 が 高 い と 解 釈 す べ き で あ る 2 6 7」。 と
述べ 、 移 転価 格 税 制 にお け る 二重 課 税 の リス ク を 提起 し て い る。  
この よ う に、 日 本 の 移転 価 格 税制 は 、 日 本企 業 に 帰属 す べ き 所得 の国
外流 出 を 防止 す る た め、 言 い 換え る と 国 の課 税 権 確保 す る た めに あ ると
いえ る 。 また 、 移 転 価格 税 制 は国 際 課 税 の一 環 と して 、 二 重 課税 の リス
クが 大 き いと い え る 。  
                                                   
2 6 5
 堀 口 大介「 税 務リ スク マ ネ ジメ ン ト と 移転 価 格 税制 」『税 務弘 報 』中
央経 済 社 ， Vol .5 1， N o.1， 2 001 年， p . 12 3   
2 6 6
 前 掲 書，浜 田 明子「 移転 価 格 税制 に お ける 比 較 可能 性 の 限 界」『 税 務
大学 論 叢 』 p .33 4  
2 6 7
 前 掲 書， 浜 田 明子「 移転 価 格 税制 に お ける 比 較 可能 性 の 限 界」『 税 務
大学 論 叢 』 p .28 3  
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現 実 に 、 移 転 価 格 税 制 に お い て は 、「 実 際 の 執 行 に あ た っ て 、 企 業 と
課税 当 局 との 交 渉 力 の差 に よ って 、 独 立 企業 間 価 格を は じ め 様々 な 重要
事項 が 決 めら れ る と いう こ と にな る で あ ろう 2 6 8」と 岸 氏（ 19 97）は課 税
当局 の 執 行上 に お け る問 題 点 につ い て 指 摘し て い る。  
大 曲 氏（ 20 07）は 執 行上 の 問 題点 に つ い て次 の よ うに 述 べ て いる 。「日
本の 移 転 価格 税 制 で は、 こ の よう な 事 態 に対 応 す るた め 、 更 正期 間 制限
の延 長 が 図ら れ て い る。 一 方 これ を 法 人 の視 点 か ら見 る と 、 移転 価 格に
関す る 課 税関 係 が 、 長期 間 に わた っ て 不 安定 な 状 況に 置 か れ るこ と にな
ると い う 問題 が 存 在 する 2 6 9」。  
第 6 章 第 1 節 に お い て、 移 転 価格 税 制 に おけ る 独 立企 業 間 価 格は 中核
的な 問 題 であ る こ と につ い て 言及 し た 。 ここ に お いて 、 移 転 価格 税 制の
執行 に 際 して 、 独 立 企業 間 価 格の 決 定 が 、 企 業 と 課税 当 局 の 交渉 力 に頼
って い る こと は 問 題 であ る こ とを 指 摘 し たい 。  
北 野 氏 （ 2 005） は 「 移転 価 格 税制 に つ い ては 何 が 「適 正 価 格 」で ある
かに つ い て実 務 に お いて 行 政 当局 の 恣 意 が介 入 し ない よ う に する た め に、
国内 法 又 は租 税 条 約 にお い て 客観 的 な 具 体的 基 準 が明 示 ・ 整 備さ れ るべ
きで あ る 。さ ら に 各 国が そ の 課税 主 権 に 基づ い て その 国 の 移 転価 格 税制
を適 用 し その 国 の 納 税者 の 行 った 取 引 行 為を 否 認 して 「 適 正 価格 」 に置
き換 え て 課税 す る こ とは 許 さ れる 。 こ れ は当 該 国 の国 内 問 題 であ る 。そ
のよ う な 課税 を 受 け たか ら と いっ て 、 相 手国 の 政 府が 当 然 に 当該 分 の租
税を 返 還 しな け れ ば なら な い かは 個 別 の 問題 で あ る。」 と指 摘し て い る。
筆者 は 、 多 国 企 業 が 一段 と 増 加し た 今 日 の国 際 社 会の 諸 事 情 に鑑 み ても
                                                   
2 6 8
 前 掲 書， 岸 英 彦「 独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 に 関す る 考 察 」『 税 務 大
学校 論 叢 』 p .23 0  
2 6 9
 大 曲 伸拡「更 正 期 間 等の 特 例 、差 額 是 正 に伴 う 経 理処 理 」『 税 経通 信 』
税務 經 理 協会 ，  Vo l . 62， N o. 1， 200 7 .年 ， p .10 8  
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移転 価 格 税制 が 適 用 され た 場 合の 、 相 手 国の 対 応 的調 整 税 制 の在 り 方は
個別 に 検 討さ れ る べ きで あ る と考 え て い る。 な ぜ なら 対 応 的 調整 税 制に
基づ く 租 税の 返 還 は 法的 二 重 課税 の 排 除 では な く 、経 済 的 二 重課 税 の排
除で あ る から で あ る 。そ れ だ けに 対 応 的 調整 税 制 とそ の 運 用 のあ り 方が
慎重 で な けれ ば な ら ない 2 7 0。   
② 移 転 価 格 税 制 度 の 不 完 全 性 及 び OE C D ガ イ ド ラ イ ン の 問 題 点  
移転 価 格 税制 が で き た経 緯 に つい て 、 高 久氏 は 「 日本 の 移 転 価格 税制
は 、1 980 年 代米 国 に おい て 日 本企 業 の 現 地販 売 子 会社 が 親 会 社と 行 なっ
た取 引 に 対す る 移 転 価格 課 税 が行 な わ れ たこ と を 契機 に 、 移 転価 格 課税
の経 験 も ない 中 、ま た 、短 期 間 に米 国 財 務省 規 則や O E C D 移 転価 格 ガ イ
ドラ イ ン（ 以下 O E C D ガイ ドラ イ ン にい う ）を 参 考 に策 定 さ れた 経 緯 を
有す る 。」 と 述 べら れて い る 。  
O E C D ガイ ドラ イ ン が「 各 国 課税 当 局 の “バ イ ブル ”とも な っ てい る 2 7 1
とも 言 わ れ、 O E C D ガイ ド ラ イン の 位 置 づけ の 重 要性 を 明 確 にし て いる
ｃ。」 と言 及 さ れて いる 。  
さら に 、別 所（ 1 997）は 日本 の 移 転価 格 税制 及 び O E C D ガイ ドラ イ ン
の欠 点 に つい て 次 の よう に 指 摘さ れ て い る。  
「日 本 に は、 独 立 企 業間 価 格 の算 定 の た めに 置 か れて い る 規 定は 、少
ない 。 O E C D 新 ガ イ ドラ イ ン につ い て も 、具 体 的 な指 針 に 欠 け、 そ の適
用の た め に日 本 の 規 定の 整 備 が必 要 な 点 が少 な く ない 。 こ れ に加 え て、
O E C D 新ガ イド ラ イ ンは そ の 国際 的 な ル ール と し ての 性 格 上 、細 部 まで
規定 し て いな い と い う問 題 点 もあ る 。 こ れに よ り 、 O E C D 新 ガイ ド ライ
                                                   
2 7 0
 北 野 弘久 『 税 法問 題事 例 研 究』 勁 草 書 房， 20 05 年 ， p p . 141 -14 2  
2 7 1
 小 田 嶋清 治 「 租税 特別 措 置 法（ 移 転 価 格税 制 関 係） の 一 部 改正 に つ
いて 」『税 経 通 信』 税務 經 理 協会 ， Vo l . 4 1， N o .8， 1 986 年， p .99  
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ンは 、 あ くま で も、「」（ カギ カ ッ コ） つき の 国 際課 税 規 範 、す な わ ち制
限な 規 範 とし て し か 機能 し な いの で あ る 2 7 2」。   
前述 の よ うに 、 日 本 には 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 のた め に 置 かれ てい
る規 定 は 、少 ない た め、「 課 税当 局 が 移 転価 格 課 税を 行 な う 際に 移 転 価格
通達 に 大 きく 依 存 し てい る 2 7 3。」  
日本 の 移 転価 格 税 制 の内 容 は 米国 財 務 省 規則 や O E C D ガ イ ド ライ ンを
参考 に し てで き て い る。 ま た 、 O E C D ガ イド ラ イ ンが 各 国 の 移転 価 格税
制に 影 響 を与 え て い ると い え る。 一 方 、 O E C D ガイ ドラ イ ン は国 際 的な
ルー ル で ある が う え に、 細 部 まで 規 定 し てお ら ず 、ま た 制 限 的な 規 範と
して し か 機能 で き な いの が 欠 点で あ る 。  
(2 )  移 転 価 格 税 制 に よ る 推 定 課 税 の 問 題 点  
①第 六 項 （文 書 化 義 務に よ る 推定 課 税 ） 及び 第 七 項（ 国 外 関 連会 社に
関す る 資 料提 出 の 努 力） に 関 する 問 題 点  
移転 価 格 税制 導 入 時 の立 法 担 当者 は 、 日 本の 推 定 規定 の 意 義 につ いて
以下 の よ うに 説 明 し てい る 。第 一 に 最終 的な 推 定 課税 の 可 能 性を て こ に、
企業 に 間 接的 に 情 報 義務 の 履 行（ 特 に 独 立企 業 間 価格 の 算 定 に必 要 な情
報で 国 外 関連 者 の 支 配下 に あ るも の ） を 求め る た めの も の で あり 、 第二
に、 公 平 原則 に 照 ら し、 企 業 が非 協 力 の 場合 に も 課税 当 局 の 証明 責 任を
軽減 す る こと に よ り 移転 価 格 税制 を 適 用 する た め の規 定 で あ る。第 三に、
訴訟 法 的 には 課 税 当 局に よ る 推定 課 税 が 行わ れ た 場合 、 企 業 に独 立 企業
間価 格 の 証明 責 任 を 転換 す る 規定 で あ る 2 7 4。  
                                                   
2 7 2
 別 所 徹弥「「国 際 課 税規 範 」と して の O E C D 移転 価格 新 ガ イ ドラ イ ン
～独 立 企 業間 価 格 の 問題 を 中 心と し て ～ 」『 税 務 大学 校 論 叢 』税務 大 学 校，
Vol . 28， 1 997 年， p . 532  
2 7 3
 前 掲 書，高 久隆 太「移 転 価 格税 制 を 巡 る諸 問 題（ 1） -移 転 価格 課 税 に
係る 訴 訟 の増 加 の 中 で -」『税 経 通 信』 p .2 8  
2 7 4
 岡 直 樹「 移 転 価格 税制 に お ける 情 報 義 務と 独 立 企業 間 価 格 の証 明 方
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第六 項 で は、 企 業 が 課税 当 局 に自 己 の 独 立企 業 間 価格 の 算 定 に用 いた
デー タ が 不適 切 と 認 めら れ る 場合 に は 、 独立 企 業 間価 格 の 算 定に 必 要と
認め ら れ る書 類 を 提 示し た こ とに は な ら ない と さ れる の で 、 この 場 合も
同様 に 第 七項 又 は 第 八項 の 要 件が 満 た さ れる 2 7 5。  
した が っ て、 こ の 規 定に は 罰 則の 適 用 は ない が 、 企業 が 要 求 され た資
料の 提 出 がな い 場 合 には 、 推 定課 税 を 行 うこ と が でき る と さ れて い るこ
とに よ り 間接 的 な 履 行強 制 が 図ら れ 2 7 6、従 来は 課 税 当局 側 に あ る（移 転
価格 ） 立 証責 任 は 企 業に 切 り 替え て い る と解 さ れ る。 よ っ て 、企 業 側か
ら見 る と 国外 関 連 者 との 取 引 デー タ の 保 存は 重 要 であ る 。 ま た、 積 極的
に国 外 関 連会 社 の 保 有す る 資 料が 入 手 で きる よ う な措 置 を し てお か なけ
れば な ら ない 。  
一方 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 に用 い た デ ータ は 適 切か ど う か の判 断基
準が 公 表 され て い な いた め 、 課税 の 公 平 性か ら 、 企業 側 が 不 利 な 立 場に
ある と 考 えら れ る 。  
(3 )  シ ー ク レ ッ ト ・ コ ン パ ラ ブ ル 課 税 の 問 題 点  
シー ク レ ット ・ コ ン パラ ブ ル とは 、 課 税 当局 が 、 類似 の 取 引 を行 う第
三者 か ら 提出 さ れ た 申告 書 や 調査 に お い て入 手 し た情 報 、 質 問検 査 によ
り入 手 し た情 報 等 の 非公 開 情 報に 基 づ い て比 較 対 象取 引 を 証 明す る こと
をい う 。 シー ク レ ッ ト・ コ ン パラ ブ ル は 、独 立 企 業間 価 格 の 算定 に あた
り課 税 当 局の み が 用 いる こ と がで き る 方 法で あ る 2 7 7。  
                                                                                                                                                       
法に 関 す る考 察  ～ 納税 者 ・ 課税 当 局 双 方の 利 益 を目 指 し て ～」『税 務大
学校 論 叢 』税 務 大 学 校， Vo l . 5 9， 2008 年 ， p .67 0  
2 7 5
 前 掲 書 ，藤 巻 一男「 日本 の 移 転価 格 税 制 にお け る 推定 課 税 つ いて 」『 税
務大 学 校 論叢 』 p .6 5  
2 7 6
 川 田 剛「移 転 価 格へ の実 務 的 対応 」『 税経 通信 』税 務 經理 協 会 ， Vo l .5 5，
N o.14， 2000 年 ， p .1 57  
2 7 7
 前 掲 書， 岡 直 樹「 移転 価 格 税制 に お け る情 報 義 務と 独 立 企 業間 価 格
の証 明 方 法に 関 す る 考察 ―納 税 者 ・課 税 当局 双 方 の利 益 を 目 指し て ―」
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要 す る に 、 第 八 項 の も と で 、「 第 三 者 に 対 す る 質 問 検 査 権 の 行 使 」 に
より 入 手 する 資 料 に 関し て 、 職員 が 守 秘 義務 に 基 づい て 行 わ れる 推 定課
税が 、 い わゆ る シ ー クレ ッ ト ・コ ン パ ラ ブル 課 税 であ る 。  
シー ク レ ット ・ コ ン パラ ブ ル 課税 に つ い て、 賛 否 両論 が み ら れる 。  
ま ず 、「 移 転 価 格 税 制 の 有 す る 性 格 か ら は 、 シ ー ク レ ッ ト ・ コ ン パ ラ
ブ ル を 用 い る こ と は や む を え な い 。 (中 略 )こ の 点 に つ い て は 、 日 本 だ け
でな く 、 いく つ か の 国に お い ても 同 様 の 課税 方 法 が採 用 さ れ てい る こと
から も 、 その 正 当 性 が一 応 は 認め ら れ る こと に な るの で あ る 」と シ ーク
レッ ト・コ ン パ ラブ ル課 税 の 正当 性 を 認 める べ き であ る と の 意見 が あ る。 
一 方 で 、「 企 業 及 び 諸 外 国 か ら シ ー ク レ ッ ト ・ コ ン パ ラ ブ ル 批 判 は 、
課税 当 局 が安 易 に こ れを 使 用 して い る と の認 識 に 基づ く 部 分 もあ る ので
はな い か と思 わ れ る 。」と 指 摘さ れ 、独 立 企業 間 価 格の 算 定 に シー ク レッ
ト・ コ ン パラ ブ ル 課 税を 用 い ると 、 課 税 当局 に よ る恣 意 性 の 高い 価 格算
定に 成 り かね な い 。  
さら に 、 この 問 題 に 対し て 、「 移 転 価格 調査 の 過 程で 第 8 項適 用 に 至
った 理 由 が詳 し く 説 明さ れ る こと は 少 な いの で は なか ろ う か 。課 税 当局
側は 、そ れ を十 分 説 明し 、場 合 によ っ て は 、企 業 が 提出 し な かっ た こ と、
又は 、 提 出し た も の の何 が 不 十分 で あ っ たか を 文 書で 交 付 し 、シ ー クレ
ッ ト ・ コ ン パ ラ ブ ル の 正 当 性 を 主 張 す べ き か も し れ な い 2 7 8 ｣と 高 久 氏
（ 20 07） は指 摘 し て おら れ る 。  
岡氏 （ 200 8） が 民 間 企業 等 か らは 、 ① 課 税当 局 が シー ク レ ッ ト・ コン
パラ ブ ル で独 立 企 業 間価 格 を 証明 し た 場 合、 納 税 者（ 企 業 側 ）か ら 見て
外的 に 存 在す る 指 標 （外 部 コ ンパ ラ ） に 基づ く 課 税所 得 の 計 算な の で、
                                                                                                                                                       
『税 務 大 学校 論 叢 』 p .6 60  
2 7 8
 高 久 隆太「移 転 価 格税 制 を 巡る 諸 問 題（ 2）-移 転 価 格課 税 に係 る 訴 訟
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それ が い かに 客 観 的 な指 標 で あっ た と し ても 必 然 的に 不 意 打 ち的 で あ り、
予測 可 能 性が 損 な わ れる と い った 批 判 や 、 ② 更 正 処分 の 基 礎 とな っ た比
較対 象 取 引に つ い て の情 報 の 開示 は 、 公 務員 の 守 備義 務 に よ る制 限 を受
ける た め 、反 論 可 能 性が 制 約 を受 け る 、 とい っ た 懸念 表 明 が なさ れ てい
る。 ま た 、 ③ 比 較 対 象取 引 選 定過 程 に お ける 恣 意 性の 排 除 （ いわ ゆ るチ
ェリ ー ピ ッキ ン グ ） の問 題 が ある 2 7 9。  
また 、 高 久 氏 （ 200 7）は 「 納 税者 （ 企 業 側） が 入 手で き な い 第三 者情
報を 課 税 当局 が 職 権 で入 手 し て課 税 に 用 いる こ と につ い て は 、予 測 可能
性・ 法 的 安定 性 と い った 点 で 問題 も あ る が、 現 行 法上 課 税 当 局に 与 えら
れて い る 権限 を 用 い ての 入 手 であ る こ と から 課 税 は正 当 で あ ると 考 えら
れて い た 。シ ー ク レ ット ・ コ ンパ ラ ブ ル の使 用 に 対し て 、 移 転価 格 課税
を受 け た 企業 及 び 相 互協 議 を 行な っ た 相 手国 の 権 限あ る 当 局 から 非 難が
続出 し た ほか 、 O E C D 租税 委員 会 に おい ても そ の 適否 に つ い て討 議 さ れ
たこ と も ある 2 8 0」 と 述 べら れ て いる 。  
「相 互 協 議に お い て は相 手 国 の権 限 当 局 にシ ー ク レッ ト ・ コ ンパ ラブ
ル開 示 で きる が 、 訴 訟に お い ては 裁 判 所 にこ れ を 開示 で き な いの で はな
いだ ろ う か。 前 者 が 非公 開 で 、か つ 、 租 税条 約 に よっ て 権 限 ある 当 局に
守秘 義 務 が課 さ れ て いる 点 で 、公 開 の 訴 訟と 異 な る結 果 と な るも の で、
これ に つ いて は や む を得 な い もの と 考 え る。  
しか し 、 裁判 所 に 対 して シ ー クレ ッ ト ・ コン パ ラ ブル 情 報 を 開示 しな
いこ と に より 、 課 税 当局 が 敗 訴す る こ と とな る 事 態が 生 ず る よう で あれ
                                                                                                                                                       
の増 加 の 中 で -」『 税 経通 信 』税務 經 理 協 会， Vo l .6 2， N o . 4， 2 007 .年 ， p .3 1  
2 7 9
 前 掲 書， 岡 直 樹「 移転 価 格 税制 に お け る情 報 義 務と 独 立 企 業間 価 格
の証 明 方 法に 関 す る 考察 ―納 税 者 ・課 税 当局 双 方 の利 益 を 目 指し て ―」
『税 務 大 学校 論 叢 』 pp . 662 -6 63  
2 8 0
 前 掲 書， 高 久 隆太「移 転 価格 税 制を 巡 る諸 問 題（ 2）-移 転 価格 課 税 に
係る 訴 訟 の増 加 の 中 で -」『税 経 通 信』 p .2 7  
197 
 
ば 、税制 改 正に よ り 、裁 判所 に 限っ て 守 秘義 務 を 解除 し 、シ ーク レ ッ ト ・
コン パ ラ ブル 情 報 を 開示 す る こと を 検 討 すべ き で ある 2 8 1」。  
シー ク レ ット ・ コ ン パラ ブ ル 課税 は 守 秘 義務 に よ り、 デ ー タ の公 開は
でき な い 。課 税 の 公 平性 か ら いう と 、 企 業側 に と って は 不 公 平で あ る。  
この よ う な欠 点 が あ るた め 、 現在 で は シ ーク レ ッ ト・ コ ン パ ラブ ル課
税の 適 用 は少 な く な って き て いる よ う で ある 2 8 2。  
世界 各 国 で、 シ ー ク レッ ト ・ コン パ ラ ブ ル課 税 を 用い る 国 も 多数 存在
する 。 し たが っ て 、 移転 価 格 税制 に お い てシ ー ク レッ ト ・ コ ンパ ラ ブル
課税 は 一 応正 当 性 を もつ 課 税 方式 で あ る と指 摘 し てい る 学 者 もい る 。筆
者は 、 守 秘義 務 に 基 づき 企 業 側の 入 手 で きな い 、 かつ 企 業 に 公開 で きな
いデ ー タ を用 い る シ ーク レ ッ ト・ コ ン パ ラブ ル 課 税は 著 し く 課税 の 公平
性を 阻 害 する 恐 れ が ある と 考 える 。  
上述 の よ うに 、 シ ー クレ ッ ト ・コ ン パ ラ ブル は 日 本の み な ら ず他 の国
でも 適 用 され て い る こと が わ かっ た 。 日 本で も 独 立企 業 間 価 格の 算 定に
際し て 、 公開 情 報 が 十分 で な いと き 、 課 税当 局 も第 8 項 に 基 づく 第 三者
に対 す る 質問 検 査 権 の行 使 に より 得 た 情 報で 、 独 立企 業 間 価 格の 計 算を
する し か ない と 思 わ れる 。 し かし 、 自 由 競争 の 市 場状 況 で 決 める べ き国
際取 引 の 価格 は こ の よう な 手 段で 計 算 さ れる の は 正当 で な い と筆 者 は考
える 。  
一方 、 移 転価 格 税 制 は企 業 が 国外 関 連 会 社間 と の 国際 取 引 価 格に 着目
し、 非 関 連会 社 と の 取引 で 用 いら れ る 独 立企 業 間 価格 に 引 き なお す 税制
度で あ る 。公 開 デ ー タに よ る 独立 企 業 間 価格 の 算 定が 不 可 能 の場 合 は第
8 項 を 活 用し て 、 第 三者 企 業 の調 査 が 必 要と な る ため 、 シ ー クレ ッ ト・
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 前 掲 書， 高 久 隆太「移 転 価格 税 制を 巡 る諸 問 題（ 2）-移 転 価格 課 税 に
係る 訴 訟 の増 加 の 中 で -」『税 経 通 信』 p .3 1  
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コン パ ラ ブル 課 税 を 用い る 必 然性 が で て くる 。 し たが っ て 、 シー ク レッ
ト・ コ ン パラ ブ ル 課 税を 避 け るた め に は 、こ れ か ら課 税 当 局 によ る 独立
企業 間 価 格の 算 定 に 必要 と す るデ ー タ の 公開 が 重 要で あ る と 筆者 は 考え
る 。  
図 表  6 - 2 4 シ ー ク レ ッ ト ・ コ ン パ ラ ブ ル 課 税 の 問 題 点  
課税当局に  
おける守秘義務  
課税当局が第三者企業より収集した資料は守秘義務により、提示
することができないため、企業はいかに計算されているかわからな
いまま更正かけられるリスクは依然として存在。 
第三者に  
対する罰則規定  
課税当局は推定課税における第三者への質問権が与えられ、第三
者により拒否及び偽りのデータを提示された場合に 30 万円以下の
罰金とする。 
課税当局はこのように入手した資料に基づいて独立企業間価格
を算定することができる。第三者より入手した資料は守秘義務によ
り、他の企業に提示を禁ずる。  
（出 所 ： 有識 者 の 見 解を 参 考 に 、 筆 者 が 作成 し た。）  
 
3 .日 本 に お け る 事 前 確 認 制 度 の 問 題 点  
日本 に お ける 事 前 確 認制 度 の 問題 点 に つ いて 、 事 前確 認 に 係 る事 前相
談及 び ユニ A PA と B A PA について そ れ ぞ れに つ い て検 討 す る 。  
まず 、200 1 年 に 事務 運営 要 領 を改 正 し た こと に よ り 、事 前 相 談の 規 定
が明 文 化 され た こ と につ い て 検討 す る 。  
2001 年 にお け る 事 前相 談 の 導入 は「 画 期的 な 前 進の 刻 印 で ある 」と高
く評 価 さ れて い た 。その 背 景 には 、「 主 要国 で 移 転価 格 税 制 の整 備 が 進め
られ る 状 況に 鑑 み 、 諸外 国 と 共通 の ル ー ルを 基 盤 とし て 適 正 な国 際 課税
を実 現 す る必 要 が あ った 」 こ とに あ っ た 。さ ら に 「課 税 当 局 の極 め て限
られ た 人 的資 源 の 有 効利 用 と いう 行 政 の 効率 性 と 有効 性 を 追 求す る 観点
から 期 待 寄せ ら れ て いた 2 8 3」。  
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 前 掲 書， 亀 井 廉幸 『中 国 進 出企 業 の 移 転価 格 税 制対 策 』 p . 102  
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 本 庄 資「 移 転 価格 事務 運 営 要領 の 制 定 で変 わ る 実務 の 留 意 点（ 上 ）」
『税 務 弘 報』 中 央 経 済社 ， Vo l .49， N o .11， 20 01 年， p . 55  
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この 事 前 相談 を 行 う こと に よ り、 企 業 に とっ て は 、申 出 時 に 必要 な資
料作 成 事 務を 効 率 的 に行 う こ とが で き 、 また 課 税 当局 に お い ては 申 出後
の審 査 の 円滑 化 ・ 迅 速化 の 効 果が 期 待 さ れる た め 、事 前 相 談 窓口 を 設け
るな ど の 体制 整 備 や 事前 相 談 の対 外 周 知 を図 る こ とと し た 2 8 4。した が っ
て、この 200 1 年 の 改 正は 主 に 課税 当 局 の 円滑 な 執 行を 考 慮 し た改 正 とい
えよ う 。  
一方 で 、 事前 相 談 は 次の 2 つ の問 題 点 を 抱え て い る。  
１つ 目 は 、企 業 に と って は 、 事前 相 談 に 関し て 、 課税 当 局 の 指導 によ
り、 必 要 な書 類 を 提 出す る 必 要が あ り 、 従来 、 公 表さ れ て い る資 料 によ
る 独 立 企 業間 価 格 の 設定 が か なり 難 し い 点に つ い て、 今 後 、 改善 す べき
点は 残 る と考 え ら れ る。  
2 つ 目は 、資 料 の提 出が 不 足 して い る 場 合は 猶 予 期間 を 与 え られ る が、
その 猶 予 期間 内 に 書 類を 準 備 でき な い 場 合は 、 こ の事 前 相 談 は予 期 の機
能を 果 た せな く な る 可能 性 さ えあ る と い える 。 し かも 、 現 在 注目 を 浴び
る事 前 確 認制 度 は 、 課税 当 局 の運 営 の 仕 方に あ た る事 務 運 営 要領 に 載せ
られ て い るこ と か ら 、本 制 度 は本 当 に 企 業側 の 立 場に な っ て いる の かど
うか と い う疑 問 を 抱 かざ る を 得な い 。  
次に 、事 前 確認 制 度 をユ ニ A PA と B A PA の 2 つの 側 面 から それ ぞ れ の
問 題 点 を 概 観 す る 。 一 つ 目 に は 、 事 前 確 認 制 度 の う ち 、 ユ ニ A PA は 、
企業 と 課 税当 局 と が 協議 を 重 ね、 合 意 に 至る も の は初 め て 効 力を も つも
ので あ る 。課 税 当 局 にと っ て は、 事 前 確 認は 行 政 上の 事 実 行 為で あ り、
法令 上 根 拠が あ る も ので は な いが 、 課 税 当局 は 、 信義 則 上 、 それ に 拘束
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 田 畑 健隆「 移 転 価格 税制 の 執 行に つ い て 」『財 務 省広 報 フ ァイ ナン ス 』
国立 印 刷 局， N o.4 99， 20 07 .年 ， p .1 88   
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され る も のと 解 さ れ てい る の であ る 2 8 5。こ のよ う に 、課税 当 局 側の 行 政
上の 行 為 とし て 事 前 確認 制 度 が存 在 す る ため 、 企 業に と っ て 事前 確 認制
度は 、 利 用し に く い もの と な って い る と いえ よ う 。  
 2 つ 目 に は、 移 転 価格 課 税 を避 け る 方 法と し て 、課 税 当 局 は B A PA の
利 用 を 推 奨し て い る が 、 B A PA につ い て 、 以 下 の 問題 点 を 抱 え て い る。
① B A PA は国 際 間 に お け る 課 税当 局 同 士 の 協 議 に 頼っ て い る た め 、 この
協議 に は 国間 に お い て租 税 条 約を 結 ん で いる こ と が前 提 条 件 とし て い る。
② B A PA に係る 相 互 協議 は 長 時間（ 現在 2 年 間前 後 ）を 要 す るこ と か ら、
企業 の 経 営戦 略 に 多 大な 影 響 を与 え う る 。  
B A PA は国 際 間 に お け る 課 税 当局 同 士 の 協 議 に 頼 って い る た め 、 この
協議 に は 国間 に お い て租 税 条 約を 結 ん で いる こ と を前 提 条 件 とし て い る。
相 手 国 の 課 税 当 局 と の 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 に 関 し て は 、 井 上
（ 20 01） は以 下 の よ うに 指 摘 し て い る 。  
「 相 互 協 議 は 、（ 租 税 ） 条 約 の 規 定 の 執 行 に あ た っ て 締 約 国 間 で 生 ず
る紛 争 に 関す る 、 条 約の 委 任 に基 づ く 処 理手 続 き に他 な ら ず 、相 互 協議
の合 意 は 、行 政 当 局 また は 行 政協 定 と 位 置づ け ら れる 。 つ ま り相 互 協議
の合 意 は 、条 約 の 範 囲内 で 実 施し 得 る 国 際約 束 た る行 政 協 定 であ り （中
略） 日 本 国と 外 国 と の間 の 合 意の 性 質 を 有す る 2 8 6」。  
さ ら に 、 井 上 （ 2 001） は 、「 相 互 協 議 に あ た り そ れ ぞ れ の 国 内 で A PA
の審 査 が 行わ れ た 場 合、 理 論 的に は 、 最 適な 独 立 企業 間 価 格 の算 定 方法
は一 つ で ある の で 、 両国 の 移 転価 格 税 制 がま っ た く同 じ で あ れば 、 それ
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 水 野 忠恒『 国 際課 税の 制 度 と理 論 ―国 際租 税 法 の基 礎 的 考 察 ―』有 斐
閣出 版 ， 2 004 年 ， p . 210  
2 8 6
 井 上 博之「 移 転価 格税 制 の 事前 確 認 制 度に 関 す る一 考 察」『 税務 大 学
校論 叢 』 税務 大 学 校 ， Vo l .3 6， 20 01 年 ， p .411  
201 
 
ぞ れ の 国 内の A PA の内 容 は 一致 し 、MA P A PA 2 8 7のた め の 相 互協 議 は そ
れを 国 と 国と の 間 で 確認 す る だけ の 手 続 でし か な い。（ 中略 ）そし て 、（ 中
略） お 互 いの 移 転 価 格税 制 が 一致 し な い 場合 、 相 互協 議 に お いて は その
相 違 を 調 整 し な け れ ば 合 意 に 達 す る こ と が で き な い 場 面 も 発 生 す る 2 8 8」
と述 べ て いる 。  
よっ て 、 相手 国 の 課 税当 局 と の相 互 協 議 によ る 事 前確 認 は 有 用な 方法
とし て 推 奨さ れ て い るが 、 こ の相 互 協 議 は、 租 税 条約 に 基 づ いて 権 限あ
る当 局 の 話し 合 い で 調整 す る もの で あ り 、確 実 に 相互 協 議 に よっ て 移転
価格 課 税 を回 避 す る こと が で きる と は 言 えな い 。 この 不 確 実 性か ら 、そ
の実 用 性 は如 何 な る もの か 、 また 検 討 の 余地 が あ ると 筆 者 は 考え る 。  
 
小 括  
多国 籍 企 業に お け る 経済 活 動 の活 発 化 に よっ て 、 その 取 引 形 態も 多様
化し て き た。 特 に 、 役務 提 供 と無 形 資 産 に係 る 関 連企 業 間 の 取引 の 独立
企業 間 価 格の 算 定 は 、煩 雑 な 計算 が 伴 う こと と な る。 厳 し い 市場 競 争に
勝ち 抜 こ うと す る 企 業と 、 課 税権 を 確 保 しな け れ ばな ら な い 課税 当 局の
立場 は 大 きく 異 な っ てい る 。 この 立 場 の 相違 か ら 、独 立 企 業 間価 格 の算
定に あ た る見 解 の 食 い違 い は 生じ や す い と筆 者 は 考え る 。 さ らに 、 条文
が不 明 確 であ る こ と から 、 企 業の 二 重 課 税の リ ス クが 大 き い とい え る。  
本章 に お いて 、 日 本 の移 転 価 格税 制 に 関 する 現 行 条文 及 び 国 税庁 が公
布し た A PA レポ ー トの 実 証 デー タ に 基 づい て 、課 税当 局 に よる 独 立 企業
間価 格 の 計算 及 び 移 転価 格 調 査の 特 徴 を 明ら か に し、 最 後 に 有識 者 の見
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 多 国 A PA のこと で ある 。 相 互協 議 に 係 る国 は 3 つ又 は 3 つ 以上 で あ
るこ と 。  
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 前 掲 書， 井 上 博之 「移 転 価 格税 制 の 事 前確 認 制 度に 関 す る 一考 察 」
『税 務 大 学校 論 叢 』 p .4 06  
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解に よ る 日本 の 移 転 価格 税 制 に関 す る 問 題点 の 分 析を 試 み た 。  
第 1 節 に おい て 、 日 本の 移 転 価格 税 制 に おけ る 独 立企 業 間 価 格の 計算
方法 に 係 る現 行 条 文 及び A PA レポ ー ト のデ ー タ の分 析 か ら 、以下 3 つの
特徴 が 挙 げら れ る 。  
１つ 目 は 、日 本 に お ける 独 立 企業 間 価 格 の算 定 方 法は い ず れ も棚 卸資
産 の 販 売 ま た は 購 入 と い う 有 形 資 産 取 引 を 対 象 に 規 定 を 設 け て い る 。
2008 年 の事 務 運 営 指針 の 改 正に お い て 、移 転価 格 税 制の 調 査対 象 は 有形
資産 取 引 から 資 産 取 引に 改 正 が行 わ れ 、 調査 対 象 の範 囲 が 拡 大さ れ た。  
 2 つ 目 は、 独 立 企 業間 価 格 の算 定 方 法 とし て は 、基 本 三 法 （独 立 価格
比準 法 、再 販 売価 格 基準 法 、原 価 基準 法 ）、基 本 三 法に 準 ず る方 法 と その
他政 令 で 定め る 方 法（ 利益 分 割 法（ 寄 与 度利 益 分 割法 、比 較 利益 分 割 法、
残余 利 益 分割 法 ） と 取引 単 位 営業 利 益 法 ）が あ る 。  
 基 本 三 法は ま た 取 引基 準 法 と呼 ば れ る こと が あ り、 国 外 関 連者 取 引に
用い る 取 引価 格 を 独 立企 業 間 価格 に 引 き 直す と い う直 接 取 引 価格 を 調整
する 方 法 であ る 。 そ の他 政 令 で定 め る 方 法は 関 連 者間 取 引 に 係る 費 用と
利益 を 調 整す る 方 法 であ る 。 いず れ の 方 法も 取 引 に係 る 利 益 率と 密 接に
関係 す る こと が わ か った （ 図 表  6 -2 5）。  
 商 品 開 発、 部 品 調 達、 製 造 、販 売 、 ア フタ ー サ ービ ス 等 の 一連 の 企業
活動 を 適 切に 評 価 し 、商 品 の 取引 に 係 る 各企 業 と の機 能 を 分 析し 、 合理
的な 利 益 率で 利 益 の 配分 が 行 われ て い る か否 か の 判断 は 極 め て難 し いと
いえ る 。  
3 つ 目は 、 A PA レポ ート の デ ータ を み れ ば 、 2 004 年 より B A PA におけ
るそ の 他 政令 で 定 め る方 法 の 利用 件 数 が 詳細 に 報 告さ れ る よ うに な っ た。
なお 、 近 年、 基 本 三 法は 右 肩 下が り で あ る一 方 、 取引 単 位 営 業利 益 法の
利用 が 右 肩上 が り で ある 。20 05 年に は 利 益分 割 法 の利 用 は 盛 んに な った
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時期 が あ った が 、近 年利 用 件 数が 伸 び て いな い こ とが わ か っ た 。20 13 年
にお け る B A PA にお ける 利 用 件数 は 、取 引単 位 営 業利 益 法 が 全体 の 6 0％
超を 占 め てい る 。 企 業の 移 転 価格 税 制 に よる 経 済 的国 際 二 重 課税 を 避け
る 方 法 と して 、 B A PA が推 奨 さ れ て い る た め 、 取 引単 位 営 業 利 益 法 は独
立企 業 間 価格 の 算 定 に占 め る 重要 な 役 割 を無 視 す るこ と が で きな い と筆
者が 考 え る。  
図 表  6 - 2 5 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に お け る 利 益 率 及 び 算 定 に 用 い る 利 益
率 (日 本 )  
売上高 －
売上原価
(販管費を除く）
－ 販管費 －
比較利益分割法
寄与度利益分割法
残余利益分割法
基
本
三
法
利
益
分
割
法
取引単位営業利益法
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
方
法
　内部・外部データによる算定可能
（国外関連者に特殊な無形資産を有しない場合に適用である）
営業利益率
　内部・外部データのみによる算定可能
（重要な無形資産が存在する国外関連取引が対象である）
営業利益率
営業外損益
(無形資産占める価値）
売上総利益率
　内部データのみによる算定可能
独立比準法
再販売基準法
原価基準法
内部・外部
比較対象取引
データによる算定
営業利益率
 
（出 所 ： 措 法 66 -4②  イ 号 、措 令 39 - 12⑧ に 基 づい て 、 筆 者が 作 成し
まし た 。）  
第 2 節 に おい て 、日 本に お け る移 転 価 格 調査 に 係 る現 行 条 文 を整 理 し、
以下 の 2 点を 指 摘 す るこ と が でき た 。  
1 点 目 は 、企 業 の 国 外関 連 者 との 取 引 形 態の 多 様 化に 伴 い 、 独立 企業
間価 格 の 算定 を 複 雑 化す る な か、 企 業 内 部デ ー タ のみ で の 独 立企 業 間価
格の 算 定 がで き な い 場合 、 課 税当 局 は 6 項に 基 づ いて 類 似 取 引を 行 う第
三者 へ の 質問 権 を 行 使し 、 入 手し た デ ー タに よ り 独立 企 業 間 価格 の 算定
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を行 う こ とが で き る 。な お 、 課税 当 局 は 守秘 義 務 があ る た め 、第 三 者の
デ ー タ を 企業 に 公 開 す る こ と がで き な い 。 た だ し 、 B A PA が行 わ れ る際
に、こ のデ ー タ を相 手国 課 税 当局 に 公 示 する こ と がで き る と され て い る。 
2 点 目 は 、企 業 は 自 ら取 引 価 格の 正 当 性 につ い て 課税 当 局 が 求め る資
料の 提 出 がで き な い 場合 に 、 8 項 に 基 づ いて 推 定 課税 （ シ ー クレ ッ ト・
コ ン パ ラ ブル 課 税 ） を行 う こ とが で き る 。  
第 3 節 に おい て は 、 事前 確 認 制度 の 創 設 背景 、 定 義及 び 日 本 にお ける
事前 確 認 制度 の 変 遷 及び 手 続 につ い て 考 察し た 。 事前 確 認 制 度と は 、企
業側 が 国 際取 引 に お いて 、 あ らか じ め 課 税当 局 に 取引 価 格 が 適正 な 価格
（独 立 企 業間 価 格 ） であ る か どう か を 確 認す る 制 度で あ る 。 日本 の 事前
確認 制 度 につ い て 考 察し た 結 果以 下 の 3 点に ま と める こ と が でき る 。  
1 点 目 は 、事 前 確 認 制度 の 創 設背 景 に つ いて 述 べ たこ と で あ る。 日本
の事 前 確 認制 度 は 、 課税 当 局 の移 転 価 格 課税 の 円 滑な 執 行 及 び企 業 の課
税の 予 測 可能 性 を 確 保す る た めに 、 事 前 確認 制 度 の前 身 で あ る確 認 方式
が創 設 さ れた 。当 時 の確 認 方 式は 現 行 制 度で あ る ユニ A PA とし て の 役割
を中 心 に 考慮 し た 制 度で あ っ た。  
2 点 目 は 、 日 本 に お け る 事 前 確 認 制 度 （ A PA） の 活 用 は 世 界 各 国 の 制
度の 導 入 を受 け い る こと で あ る 。日 本 で は 、19 87 年に 世 界 に 先駆 け て確
認制 度 を 導入 し た が 、詳細 な 規 定を 設 け られ て お らず 、199 9 年ま で に大
きな 改 正 が見 ら れ な かっ た 。199 9 年 に 事 前確 認 制 度の 世 界 的 な広 が りを
背景 に 、「 独立 企 業 間価 格 の 算定 方 法 等 の確 認 に つい て」が 公布 さ れ、そ
の 中 で 初 め て 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 の 利 用 が 推 奨 さ れ た 。 B A PA
の活 用 の 環境 が 整 え たこ と に より 、 日 本 にお け る B A PA の 申 込件 数 の増
加も 見 ら れた こ と で ある 。  
3 点 目は 、 2 001 年 の 制度 の 改 正に よ り 、 事前 相 談 の手 続 き も 明文 化さ
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れ 、事 前 確 認の 申 出 手続 が 初 めて 明 確 に され た と いえ る 。2 0 01 年 の 改正
で導 入 さ れた 事 前 相 談は 、 企 業の 事 務 負 担の 軽 減 及び 課 税 当 局に よ る事
前確 認 の 円滑 な 執 行 を考 慮 し 、部 内 外 （ 課税 当 局 及び 企 業 ） にそ の 手続
きの 詳 細 が把 握 で き るこ と が 目的 と さ れ てい た 。 その 他 、 事 前相 談 の担
当部 署 が 当局 担 当 課 であ り 、 事前 相 談 は 企業 の 提 出資 料 の み に基 づ いて
相談 に 応 じる と な っ てい る 。  
事前 相 談 の制 度 化 に より 、 企 業に と っ て の利 便 性 の向 上 が 図 れ、 課税
当局 に よ る事 前 確 認 手続 き の 迅速 化 に 役 立て ら れ 、高 く 評 価 を受 け てい
た。 し か し、 筆 者 は 、企 業 に とっ て は 、 事前 相 談 を通 し て 課 税当 局 の指
導を 受 け 、必 要 な 書 類の 提 出 が要 求 さ れ 、公 表 資 料で の 書 類 の作 成 （独
立企 業 間 価格 の 設 定 ）が 難 しい た め 改善 され た と は言 い が た いと 考 え る。 
また 、 資 料の 提 出 が 不足 し て いる 場 合 は 猶予 期 間 を与 え ら れ るが 、そ
の猶 予 期 間内 で の 書 類の 準 備 がで き な い 場合 、 こ の事 前 相 談 が企 業 の予
測可 能 性 を阻 害 す る と思 わ れ る。 結 果 、 国外 の 関 連会 社 と の 取引 に 対す
る経 営 戦 略上 の 意 思 決定 が 遅 延す る こ と とな る 。  
第 4 節 に おい て 有 識 者の 見 解 をも と に 、 日本 に お ける 移 転 価 格税 制も
問題 点 を 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 、 移 転価 格 調 査（ 課 税 当 局の 執 行）
及び 事 前 確認 制 度 の 3 つ の 側面 か ら 論 述し た 。  
1 つ 目 は 、企 業 側 と 課税 当 局 の両 者 の 視 点か ら 、 日本 の 移 転 価格 税制
に潜 む 問 題点 を 明 ら かに す る こと に あ っ た。  
移転 価 格 税制 は 、 法 人と 国 外 関連 者 の 取 引を 通 じ た所 得 の 国 外移 転を
規制 す る 税制 度 で あ る。 要 す るに 、 移 転 価格 税 制 は自 国 の 課 税権 を 確保
する た め の制 度 で あ って 、 国 外関 連 者 間 取引 に お ける 取 引 価 格は 独 立企
業間 価 格 を 満 た さ な い こ と に よっ て 、 日 本の 企 業 に帰 属 す べ き利 益 が国
外に 移 転 され て い る 可能 性 が ある 場 合 に 、 移 転 価 格税 制 の 調 査対 象 とな
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るこ と で ある 。  
一方 、 企 業側 （ 納 税 者） の 視 点か ら い う と、 取 引 価格 は 本 来 自由 な市
場競 争 に 勝ち 抜 く た めに 企 業 側が 柔 軟 性 を持 ち 、 設定 す る も ので あ る。
これ は 移 転価 格 税 制 の本 質 が もた ら す 課 税当 局 と 企業 側 の 視 点の 違 いで
ある た め 、企 業 が 適 正な 価 格 が設 定 し て いる に も かか わ ら ず 、課 税 当局
から 移 転 価格 課 税 に よる 更 正 され る リ ス クが 存 在 した 。  
また 、国 際 的な 規 範 とし て 利 用さ れ る O E C D ガイ ドラ イ ン は 各国 の 移
転価 格 税 制の 模 範 的 な存 在 で ある が 、 規 制で き る よう な 機 能 をも て ない
こと が わ かっ た 。ま た 、日 本 の 移転 価 格 税制 は 米 国及 び O E C D ガイ ドラ
イン の 影 響を 受 け 、 創設 さ れ てい る が 、 租税 特 別 措置 法 で は 規定 さ れて
いな い 部 分が 多 く 、 課税 当 局 は 移 転 価 格 通達 に 頼 って い る こ とも わ かっ
た 。  
そこ で 、 独立 企 業 間 価格 の 算 定に あ た っ て、 基 本 三法 及 び そ の他 の方
法（ 利 益 分割 法 、 取 引単 位 営 業利 益 法 ） につ い て 検討 し 、 企 業側 か らみ
た以 下 の 4 つ の 問 題 点を 指 摘 した 。  
基本 三 法 に関 す る 問 題点 に つ いて 、 第 一 に、 独 立 企業 間 価 格 の算 定方
法 は 、 明 確な 算 定 基 準が 規 定 され て い な いこ と で ある 。 こ れ によ り 、企
業側 は 明 確な 算 定 基 準が な い まま 、 取 引 価格 を 自 ら算 定 し な けれ ば なら
ない た め 、取 引 市 場 の状 況 等 を考 慮 し た 合理 的 な 価格 設 定 は 課税 当 局に
否定 さ れ る可 能 性 が ある こ と 。第 二 に 、 比較 対 象 取引 の 選 定 は容 易 では
ない こ と 。国 際 取 引 の多 様 性 から 、 ま っ たく 同 じ の比 較 対 象 取引 は 存在
し得 な い と考 え ら れ るか ら で ある 。 第 三 に、 類 似 した 取 引 を 比較 対 象取
引に す る 場合 は 、は っき り し た差 異 調 整 の判 断 基 準が な い こ と。最 後に 、
比較 対 象 取引 の 選 定 及び 差 異 調整 は 煩 雑 な計 算 が 必要 で あ り 、企 業 の事
務 負 担 が かか る こ と があ げ ら れる 。  
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 そ の 他 の方 法 （ 利 益分 割 法 と単 位 取 引 利益 法 ） に関 す る 問 題点 は 次の
とお り で ある 。  
 1 つ 目 は、 利 益 分 割法 は 、 ある 時 点 で 利益 を 企 業と 国 外 関 連会 社 の両
者に 帰 属 分を 分 け る 必要 が あ る。 両 者 に 帰属 分 の 計算 に 当 た って 、 費用
及び 利 益 に影 響 を も たら す 要 因分 析 が 必 要で あ り 、こ れ ら の 分析 は 明確
な判 断 基 準が な く 、 また 煩 雑 な計 算 が 必 要と な る こと で あ る 。そ し て、
取引 単 位 利益 法 も 費 用分 析 が 必要 で あ り 、利 益 分 割法 の 計 算 上の 問 題と
類似 す る とこ ろ が あ るこ と で ある 。  
 全 て の 算定 方 法 に 共通 す る のは 、 独 立 企業 間 価 格 の 算 定 に あた っ て、
どの 方 法 もは っ き り とし た 判 断基 準 が 規 定さ れ て いな い た め 、ど う して
も煩 雑 な デー タ 分 析 が必 要 で あり 、 企 業 に対 し て 過大 な 事 務 負担 が 必要
とな る こ とで あ る 。 さら に 、 比較 対 象 取 引の 比 較 可能 性 の 判 断（ 基 本三
法） や 、 費用 と 利 益 の分 割 時 点の 判 断 （ その 他 政 令で 定 め る 方法 ） など
は客 観 的 なも の で な く、 課 税 当局 と 企 業 側の 意 見 が分 か れ や すく 、 国際
的な 二 重 課税 の リ ス クが 大 き いと 考 え ら れる 。  
2 つ 目は 、 課税 当 局 から み る 移転 価 格 税 制の 執 行 上の 問 題 で ある 。  
課税 当 局 とし て は 、 移転 価 格 税制 が 自 国 の課 税 権 を確 保 す る ため にあ
る。 し た がっ て 、 課 税当 局 は 企業 が 行 わ れる 国 際 取引 の 取 引 価格 は いか
なる 理 由 があ っ て も 、独 立 企 業間 価 格 に 引き な お し、 課 税 を 行う 立 場に
ある の で ある 。 こ の よう に 各 国と の 課 税 権の 問 題 が移 転 価 格 税制 を より
煩雑 に し てい る 。  
しか し 、 通常 の 市 場 価格 の も とで 行 な わ れて い る 国内 で の 取 引と 異な
り 、各 取 引 内容 に よ る移 転 価 格の デ ー タ とい っ て も 、製 品 の 種類 、特 質、
取引 の 背 景等 に よ り 、取 引 が 全て 異 な っ てい る た め、 課 税 当 局と し ては
デー タ 収 集の 難 し さ があ ろ う 。こ の 場 合 に、 独 立 企業 間 価 格 は公 開 デー
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タに よ る 算定 が 不 可 能で あ る とき 、 課 税 当局 は 措 法 66 条 4  ⑧第 三 者企
業に 検 査 権の 行 使 に よる デ ー タ収 集 が で きる が 、 この デ ー タ は公 開 さて
いな い 。  
企 業 側 は 自 分 の 設 定 し た 価 格 の 正 当 性 を 証 明 で き る 書 類 の 提 示 が な
い時 に は 、課 税 当 局 の調 べ た デー タ に よ る計 算 さ れた 独 立 企 業間 価 格を
もっ て 、 シー ク レ ッ ト・ コ ン パラ ブ ル 課 税（ 推 定 課税 ） が 執 行さ れ る。
独立 企 業 間価 格 の 算 定に お け る難 し さ を 考慮 す れ ば、 課 税 当 局は 第 8 項
に基 づ い てデ ー タ を 取得 し 、 その 上 で シ ーク レ ッ ト・ コ ン パ ラブ ル 課税
を行 う 必 然性 と 正 当 性が あ る とい わ ざ る を得 な い 。  
この シ ー クレ ッ ト ・ コン パ ラ ブル 課 税 は 企業 側 が 入手 で き な いデ ー タ
を使 用 す るた め 、 課 税の 公 平 と課 税 の 予 測可 能 性 から み て 、 企業 側 は不
利な 立 場 にあ る 。  
3 つ 目は 、 事前 確 認 制度 の 問 題点 に つ い て検 討 し た。  
事前 確 認 制度 に お け る問 題 点 につ い て、事前 相 談、ユニ A PA 及び B A PA
の 3 つ の 観点 か ら そ れぞ れ 抱 える 問 題 点 につ い て 検討 を 行 っ た。  
まず 、 事 前相 談 に 次 の 2 つ の 問題 点 を 抱 えて い る 。一 つ 目 は 、企 業は
事前 相 談 に関 し て 、 課税 当 局 の指 導 の 下 で必 要 な 書類 を 提 出 する 必 要が
あり 、 従 来公 表 資 料 での 独 立 企業 間 価 格 の設 定 が かな り 難 し い点 に つい
て、 今 後 、改 善 す べ き点 は 残 ると 考 え ら れる 。 二 つ目 は 、 資 料の 提 出が
不足 し て いる 場 合 は 猶予 期 間 を与 え ら れ るが 、 そ の猶 予 期 間 内に 書 類を
準備 で き ない 場 合 は 、こ の 事 前相 談 は 予 期の 機 能 を果 た せ な くな る 可能
性さ え あ ると い え る 。 し か も 、現 在 注 目 を浴 び る 事前 確 認 制 度は 、 課税
当局 の 運 営の 仕 方 に あた る 事 務運 営 要 領 に載 せ ら れて い る こ とか ら 、本
制度 は 企 業側 の 立 場 にな っ て いる か と い う疑 問 を 抱か ざ る を 得な い 。  
次に 、 ユニ A PA と B A PA の問題点 は 次 の とお り で ある 。  
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１つ 目 に は、事 前 確 認制 度 は 、企 業 と 課 税当 局（ ユニ A PA）若し くは
移転 価 格 課税 に 係 る 企業 を 所 轄す る 各 国 間の 課 税 当局 間 が 協 議を 重 ね、
合 意 に 至 るも の は 初 めて 効 力 をも つ も の であ る 。 すな わ ち 、 事前 確 認は
協議 の 結 果次 第 で あ る。 必 ず 移転 価 格 課 税の リ ス クを 回 避 で きる と は限
らな い 。 その 不 確 実 性が 高 い とい わ ざ る を得 な い 。  
 2 つ 目 には 、 移 転 価格 に よ る国 際 二 重 課税 を 回 避す る た め に、 課 税当
局 は B A PA の利 用 を 推奨 し て いる が 、 B A PA につい て 、 以下 の問 題 点 を
抱 え て い る。 B A PA は 国 際 間 にお け る 課 税 当 局 同 士の 協 議 に 頼 っ て いる
ため 、 こ の協 議 に は 国家 間 に おい て 租 税 条約 を 結 んで い る こ とが 前 提条
件と し て いる こ と と 、B A PA に係る 相 互 協議 は 長 時間（ 現在 2 年 間前 後 ）
を要 す る こ と か ら 、 企業 の 経 営戦 略 に 多 大な 影 響 を与 え う る 。  
以上 の 問 題か ら 、 事 前確 認 制 度の 実 用 性 を高 め る ため に は 、 どう すべ
きか 検 討 の余 地 が あ ると 筆 者 は考 え る 。   
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図 表  6 -2 6 課 税 当 局 側 と 企 業 側 か ら み ら れ る 移 転 価 格 税 制 の 問 題 点  
課税  
当局側  
問題点  企業側  本来目的と問題点  
課
税
当
局
か
ら
見
る
移
転
価
格
課
税 
の
本
質 
（自国課税権確保）  
移転価格課税は日本企業に帰属す
べき所得の国外流出を防止する規
定である  
企
業
間
価
格
と 
移
転
価
格
独
立 
の
相
違 
（企業の個別事情を考慮すべき）  
移転価格とは自由な市場競争を
勝ち抜くために企業側が合理的に
設定すべきもの。その正当性は他の
企業と比較され、更正を受けてしま
うことに疑問を抱く  
移
転
価
格
税
制
度
の
不
完
全
性 
（規範的な OECD ガイドラインの
欠点）  
各国課税当局のバイブルである
OECD ガイドライン、細部まで規定
しておらず、制限的な規範としてし
か機能できない  
資
料
入
手
・
独
立
企
業
間
価
格
計
算
過
程
に
係
る
事
務
費
用
、 
シ
ー
ク
レ
ッ
ト
・
コ
ン
パ
ラ
ブ
ル
制
度
に
お
け
る
企
業
側
の
不
利
な
立
場 
（資料入手不可能）  
 課税当局は第三者への質問権が与
えられているため、企業側は他の企
業のこのような機密データ入手が不
可能である  
資
料
提
示 
の
義
務 
2013 年改正により、同時文書化
義務付けられた。立証責任は完全に
企業側にあるとされ、提出できない
場合に課税当局により推定課税さ
れる  
（文書化義務付けの曖昧さ）  
外国は企業の文書化を義務付ける
明文条が存在。日本は「課税当局に
求められたときに政令に定める書類
の提出義務がある」と間接的にしか
規定していない  
シ
ー
ク
レ
ッ
ト
・ 
コ
ン
パ
ラ
ブ
ル
課
税 
（罰則規定）  
課税当局は推定課税における第
三者への質問権が与えられ、第三者
により拒否及び偽りのデータを提
示された場合に 30 万円以下の罰金  
課税当局はこのように入手した
資料に基づいて独立企業間価格を
算定することができる。第三者より
入手した資料は守秘義務により、他
の企業に提示を禁ずる  
（課税当局の守秘義務） 
 課税当局が第三者企業より収集し
た資料は守秘義務により、提示する
ことができないため、企業側はどの
ような計算されているかわからない
まま更正をかけられるリスクは依然
として存在する  
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）   
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第 7章  中国の移転価格税制における現行条文に関する検討  
 
は じ め に  
中国 に お ける 移 転 価 格調 査 は 、1 987 年深 圳市 が 公 布し た「 深 圳特 区 外
商投 資 企 業及 び 関 連 企業 取 引 業務 税 務 管 理の 暫 定 弁法 」（以 下、「 深圳 移
転価 格 暫 定弁 法 」 と いう ） を 法的 根 拠 に スタ ー ト して い る 。 翌年 度 、本
地方 法 規 であ っ た 「 深圳 移 転 価格 暫 定 弁 法」 は 全 国適 用 と さ れた 。 独立
企業 間 価 格の 算 定 等 に関 す る 規定 が な い まま 、 中 国の 移 転 価 格調 査 が先
行し た と いえ る 。  
同様 に 、 中国 の 移 転 価格 に 係 る事 前 確 認 制度 も 20 04 年 度 ま でに は大
きな 地 域 性が あ っ た もの と 推 測で き る 。 なぜ な ら ば 、 中 国 事 前確 認 制度
報告 書 （ 以下 、 中 国 A PA レポー トに いう ） に よれ ば 、 1 9 98 年 から 200 4
年の 間 に 、中 国 の 一 部の 地 方 税務 機 関 は 企業 と ユニ A PA（ 一 ヶ国 事 前確
認制 度 ） を結 ぶ こ と を試 み た 。こ の 期 間 にお い て 全国 的 に 統 一し た 具体
的な 規 範 条文 は な く 、各 地 方 税務 機 関 の 多く は 定 款を 簡 略 し 、企 業 の機
能分 析 と 比較 可 能 性 分析 が 不 十分 で あ る 問題 を 抱 えて い た 。 その た め、
2009 年 に公 布 さ れ た事 前 確 認報 告 書 に は 、これ ら の デー タ を加 え な いこ
とと し て いた 。  
こ の よ う に 中 国 の 移 転 価 格 税 制 の 制 度 の 完 備 は 日 本 よ り 遅 れ て い る
が、 移 転 価格 課 税 は 日本 と 異 質的 な と こ ろが み ら れる 。 要 す るに 、 中国
は法 律 の 明文 化 が 図 れな い ま まで 、 移 転 価格 課 税 が行 わ れ て きた と いえ
る 。200 9 年 に 、中 国 では 移 転 価格 課 税 に 係る 詳 細 な条 文 が 規 定さ れ た『特
別納 税 調 整』 の 公 布 がさ れ る とと も に 、 中国 に お ける 移 転 価 格課 税 に係
る法 律 の 明文 化 が 図 れた こ と は、 中 国 の 移転 価 格 課税 に と っ て大 き な意
味を も つ 。  
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中国 の 移 転価 格 税 制 にお い て も、 関 連 者 間取 引 は 独立 取 引 原 則に 準拠
すべ き と し、 関 連 者 間取 引 の 取引 価 格 は 市場 の 通 常取 引 と さ れる 独 立企
業間 価 格 で行 わ な け れば な ら ない と し て いる 。 し たが っ て 、 中国 に おい
ても 、 移 転価 格 税 制 の中 心 的 問題 は 独 立 企業 間 価 格の 計 算 と いえ る 。本
章に お い ては 、 中 国 にお け る 独立 企 業 間 価格 の 計 算、 事 前 確 認制 度 を中
心に 現 行 条文 （ 特 別 納税 実 施 弁法 を 中 心 に）、 中国 A PA レポ ート の デー
タ及 び 有 識者 見 解 に 基づ い て 、中 国 に お ける 移 転 価格 税 制 の 特徴 及 び問
題点 に つ いて 論 述 す る。  
 
第 1 節  中 国 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法  
1 .関 連 取 引 の 対 象 範 囲  
 中 国 に おけ る 移 転 価格 税 制 に係 る 関 連 取引 の 対 象範 囲 は 2 009 年 に中
国国 家 税 務総 局 が 公 布し た『 特別 納 税調 整実 施 弁 法（ 試 行）』 (以 下、『実
施弁 法 』と いう ）の 第 10 条に 規 定 され てい る 。詳 しく は 、以下 の 類 型が
含ま れ る 。  
( 1 )  有 形 資 産 の 購 入 ま た は 販 売 、 譲 渡 及 び 使 用 、 例 え ば 、 建 物 、 車 両
運搬 具 、 機械 器 具 、 工具 、 商 品、 製 品 等 の有 形 資 産の 購 入 ま たは 販 売、
譲渡 及 び 賃貸 業 務  
( 2 )  無 形資 産 の 譲渡 及び 使 用、例 えば 、土地 の 使 用権 、著 作 権、特 許、
商標 、 顧 客リ ス ト 、 販売 網 、 ナン バ ー 権 、商 業 機 密と 特 有 技 術等 の 特許
権、 並 び に工 業 品 の 概観 設 計 と実 用 新 案 等の 工 業 産品 権 利 の 所有 権 譲渡
と使 用 権 の提 供 業 務  
( 3 )  資 金 融 資 ， 例 え ば 、 各 種 長 期 、 短 期 資 金 の 貸 し 借 り 、 担 保 及 び 各
種利 息 計 算、 前 払 金 と未 払 金 等  
( 4 )  役 務 提 供 ， 市 場 調 査 、 営 業 、 管 理 、 行 政 事 務 、 技 術 サ ー ビ ス に 関
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する 指 導 、ア フ タ ー サー ビ ス 、設 計 、 代 理、 技 術 開発 、 法 律 、会 計 処理
等の サ ー ビス 提 供  
2 .独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法  
 中 国 の 移転 価 格 税 制に お け る独 立 企 業 間価 格 の 算定 方 法 に つい て 、『実
施弁 法 』 の第 四 章 第 23 条か ら第 27 条 にお い て 規定 を 設 け てい る 。  
(1 )  可 非 比 受 控 价 格 法 （ 以 下 、「 独 立 価 格 比 準 法 」 と い う ）  
独立 価 格 比準 法 と は 、関 連 者 間取 引 と 同 様ま た は 類似 し た 業 務活 動を
する 非 関 連者 間 で 行 われ る 取 引に お い て 受領 し た 価格 を も っ て関 連 者間
取引 の 独 立企 業 間 価 格と す る 方法 で あ る ｡（実 施 弁 法  第 23 条 ）  
図 表  7 - 1 独 立 価 格 比 準 法 （ 中 国 ）  
（中国） （中国or外国）
A社 B社
（関連者)
非関連者 非関連者
販売者 購入者独立企業間価格取引B：　売上150元
           国外関連取引:   売上120元
独立企業間価格取引A：　売上150元
移転価格調整後
150元※
 
※   独 立 企 業間 価 格 ＝ 150 元  
（出 所 ： 図表  6 -1 を 参考 に 筆 者が 作 成 し た。）  
 
(2 )  再销售 价 格 法 （ 以 下 、「 再 販 売 価 格 基 準 法 」 と い う ）  
再 販 売 価 格 基 準 法 と は 、  関 連 者 が 仕 入 れ た 商 品 を 非 関 連 企 業 に 再 販
売す る 価 格か ら 、 比 較可 能 な 独立 企 業 間 取引 の 売 上総 利 益 を 控除 し た金
額を も っ て関 連 者 か ら仕 入 れ る商 品 の 独 立企 業 間 価格 と す る 方法 で あ る ｡
算式 は 次 のと お り で ある （ 実 施 弁 法  第 24 条 ）。  
独立 企 業 間価 格  
＝ 非 関 連 者 企 業 へ の 再 販 売 価 格 ×（ １ － 比 較 可 能 な 非 関 連 取 引 の 売 上
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粗利 総 利 益率 2 8 9）  
比較 可 能 な非 関 連 取 引の 売 上 総利 益 率  
＝ 比 較 可 能 な 非 関 連 取 引 の 売 上 総 利 益 ／ 比 較 可 能 な 独 立 企 業 間 取 引
の売 上 高 × 1 00％  
図 表  7 - 2 再 販 売 価 格 基 準 法 （ 中 国 ）  
（中国） （中国or外国）
C社 A社 B社
（非関連者） （関連者）
非関連者 非関連者 非関連者
再販売
関連者間取引
仕入105元売上150元
売上200元
再販売価格
　　　仕入160元移転価格調整後
140元※
 
※   独 立 企 業 間 価 格 ＝ 2 0 0 元 ×（ 1－ 非 関 連 取 引 の 売 上 総 利 益 率 ）   
   ＝ 2 0 0 元 ×（ 1－
元
元元
150
105-150 ） ＝ 2 0 0 元 － （ 2 0 0 元 ×
元
元元
150
105-150 ） ＝ 1 4 0 元  
（出 所 ： 図表  6 -2 を 参考 に 筆 者が 作 成 し た。）  
 
(3 )  成 本 加 成 法 （ 以 下 、「 原 価 基 準 法 」 と い う ）  
原価 基 準 法と は 、 関 連取 引 に おい て 発 生 した 合 理 的な 原 価 に 比較 可能
な非 関 連 取引 の 売 上 総利 益 を 加算 し た 金 額を も っ て、 独 立 企 業間 価 格と
する 方 法 であ る ｡そ の算 式 は 次の と お り であ る （ 実 施 弁 法  第 25 条 ） ｡  
独立 企 業 間価 格  
   ＝ 関 連 取 引 の 合 理 的 な 原 価 ×（ １ ＋ 比 較 可 能 な 非 関 連 取 引 の コ ス
トマ ー ク アッ プ 率 ）  
比較 可 能 な非 関 連 取 引の コ ス トマ ー ク ア ップ 率  
 ＝ 比 較 可 能 な 非 関 連 取 引 の 売 上 総 利 益 ／ 比 較 可 能 な 非 関 連 取 引 の
原 価 × 10 0％   
                                                   
2 8 9
 毛 利 率计算 公 式 ：  
毛利 率 ＝ 毛利 /营业收入 × 10 0%  
＝（营业收入〈 売 上 〉－营业成本〈 売 上 原価 〉）/营业收 入〈 売上 〉× 100 %  
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図 表  7 - 3 原 価 基 準 法 （ 中 国 ）  
(中国) （中国or外国）
C社 A社 B社
（関連者）
非関連者 非関連者 非関連者
加工費20元
　      　売上200元
 関連者間取引
　　売上180元仕入100元
仕入150元
移転価格調
整後225元※
 
独 立 企 業 間 価 格 ＝ 関連 取引 の 合 理的 な 原 価 ×（ 1 +非 関 連 取 引 の 売 上 総 利 益 率 ）   
   ＝ 1 5 0 元 ×（ 1  +  
元
元元
120
120-180 ） ＝ 1 5 0 元 +（ 1 5 0 元 ×
元
元元
120
120-180 ） ＝ 2 2 5 元  
（ 出 所 ： 図表  6 -3 を 参 考 に 筆 者 が 作 成 し た ）。  
 
(4 )  交 易净利润法 （ 以 下 、「 取 引 単 位 営 業 利 益 法 」 と い う ）  
取 引 単 位 営 業 利 益 法 と は 、  比 較 可 能 な 非 関 連 取 引 の 利 益 率 指 標 を 用
いて 、関連 取 引 の営 業利 益 を 算定 す る 方 法で あ る ｡利 益 水準 指標 に は 資産
収益 率 、売 上 利益 率 、フ ル コス ト マー ク アッ プ 率、  ベ リ ー 比率 等 が 含ま
れる （ 実 施 弁 法  第 26 条 ） ｡  
図 表  7 - 4  中 国 取 引 単 位 営 業 利 益 法 に 用 い ら れ る 利 益 指 標  
利益率 算式
資産収益率　 （当期純利益÷総資産）×100％
売上利益率 （経常利益÷ 売上高）×100％
フルコストマークアップ率 [営業利益　÷（生産コスト+費用）]×100％
ベリー比率 （営業利益+営業外利益）÷（営業費用+営業外費用）  
(出 所：劉 天永『 中 国转让定 价实务与 案 例 』法 律出 版 社 、2 009 年 、p p .2 3 -24
を参 考 に 、筆 者 が 作 成し た 。 )  
 
（ 5） 利 潤 分 割 法 （ 以 下 、「 利 益 分 割 法 」 と い う ）  
利 益 分 割 法 で は 、  企 業 と そ の 関 連 者 の 関 連 取 引 に よ り 生 じ た 合 算 利
益を 貢 献 度に 応 じ 各 者に 分 配 すべ き 利 益 額を 計 算 する ｡利益 分割 法 は、一
般利 益 分 割法 及 び 残 余利 益 分 割法 に 分 け られ る ｡  
一般 利 益 分割 法 は 、 各関 連 当 事者 が 果 た す 機 能 、 負担 す る リ スク 及び
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使用 す る 資産 に 基 づ き、 各 者 の取 得 す べ き利 益 を 確定 す る ｡  
残 余 利 益 分 割 法 は 、  関 連 取 引 の 合 算 利 益 か ら 各 関 連 者 に 分 配 す べ き
通常 利 益 額を 控 除 し た残 額 を 残余 利 益 と して 、 こ れを 各 者 の 貢献 度 に基
づき 再 分 配を 行 う （ 実 施 弁 法  第 27 条 ） ｡  
利益 分 割 法に よ る 算 定方 法 は 貢献 度 分 割 法（ 一 般 利益 分 割 法 ）と 残余
度利 益 分 割法 に 分 け るこ と が でき る 。  
(6 )  そ の 他 の 方 法 （ そ の 他 の 独 立 企 業 間 原 則 に 合 致 す る 方 法 ）  
所得 税 法 実施 条 例 第 101 条 によ る と 、 独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 は独
立価 格 比 準法 、 再 販 売価 格 基 準法 、 原 価 基準 法 、 取引 単 位 営 業利 益 法、
利益 分 割 法と そ の 他 の独 立 企 業間 原 則 に 合致 す る 方法 が 含 ま れる（ 実施
弁 法  第 21 条 ）。  
前述 の よ うに 、 実 施 弁法 は 第 22 条 から 第 27 条に お い て、 独立 価 格 比
準法 、 再 販売 価 格 基 準法 、 原 価基 準 法 、 取引 単 位 営業 利 益 法 、利 益 分割
法を 規 定 して い る が 、そ の 他 独立 企 業 間 原則 に 合 致す る 方 法 につ い て、
詳細 な 規 定を 設 け て いな い 。 その 他 の 方 法と し て 、事 前 確 認 に用 い られ
た算 定 方 法の 1 つ で ある 取 引 単位 営 業 利 益法 （ 営 業利 益 率 を 用い る ）と
利 益 比 準 法 2 9 0など が 考 えら れ る 。  
なぜ な ら ば 、19 98 年 に国 家 税 務総 局 が 公 布し た 国 税発 5 9 号 の第 28 条
にお い て 、そ の 他 の 方法 と し て利 益 比 準 法、 利 益 分割 法 、 取 引単 位 営業
利益 法 、 さら に 企 業 の申 告 に 基づ い て 、 所轄 の 税 務機 関 の 許 可を 得 て、
事前 確 認 方法 を 用 い るこ と が でき る（ 国 税 発［ 1998］5 9 号 2 9 1 第 7 章 第
                                                   
2 9 0
 そ の 他の 方 法 とし て 利 益 比 準法 が 考 え られ る 。 O E C D で も 日本 で も
利益 比 準 法 は 取 引 実 態を 反 映 しに く い と して 、 そ の使 用 は 認 めら れ てい
ない 。 し かし 、 一 般 公表 デ ー タの 活 用 を 重視 す る 米国 で は 使 用さ れ るこ
とが 多 い 。 前 掲 書，亀井 廉 幸『中 国 進出 企業 の 移 転価 格 税 制 対策 』 p .1 32   
2 9 1
 国 税 発［ 200 6］ 62 号の 公 布 に伴 い 、 2 0 06 年 4 月 30 日 に 本 規定 が 廃
止さ れ た 。  
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28 条 ）と規 定 し てい るか ら で ある 。本規 定は 廃 止 され た も の の、利 益比
準の 適 用 を禁 じ ら れ ては い な い。  
3 .中 国 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 の 利 用 傾 向 （ 事 前 確 認 制 度
を 中 心 に ）  
図 表  7 - 5 中 国 に お い て 事 前 確 認 制 度 で 用 い ら れ る 計 算 方 法  
計算に用いる
利益率
2003
算定
方法
件数注1
(割合)
適用取引の対象範囲
優
先
順
位
5(6%) すべての類型の関連取引
売上総利益率 2(3%)
実質的な付加価値加工を加えず、簡単な加工あるい
は単純な売買業務のみを行う場合
売上総利益率 26(33%)
有形資産の売買、譲渡と使用、
役務提供及び資金賃借の関連取引
営業利益率
売上総利益率
ROA率
ベリー比率
一般利益分割法 営業利益率
残余利益分割法 営業利益率
その他（2003） 46(58%)
利益比準法（2003） 36(46%)
独立企業原則に
合致する方法
（2008）
4(4%)
優
先
順
位
な
し
(
2
0
1
4
年
）
独立企業間価格
の算定方法
独立価格比準法
再販売価格基準法
原価基準法
利益分
割法
4(5%)
6(7%)
合
致
す
る
方
法
独
立
企
業
原
則
に
取引単位営業利益法
2005-2012
算定方法
件数注2
（割合）
4(4%)
1(1%)
17(18%)
3(3%)
31(34%)
1(1%)
－
関連取引の統合性が高くかつ各当事者の取引結果を
単独で評価し難い関連取引
有形・無形資産の譲渡と使用、
有形資産の売買、役務提供
32(35%)
 
注 1：調 査 対 象は 7 9 件 、中 小 企 業及 び 技 術的 な 無 形資 産 の 必 要が 低 い企
業 が 中 心 。一 つ の 調 査対 象 に 複数 の 計 算 方法 を 用 いる こ と が ある 。  
注 2：中 国 国家 税 務 総局 『 中 国预约定 价 安排 年 度报告  （ 20 1 2）』 p . 21 を
参考 に 筆 者が 作 成 し た。）  
（ 出 所 ： 朱青 ・汤坚・宋兴义『企业转让定价 税务管理 操 作实务』 中 国税
务出 版 社 、 20 03 年 、 pp .2 40 -2 41 参 考 に 、筆 者 が 作成 し た。）  
 
中 国 の 独 立 企 業 間 価 格 算 定 方 法 は 『 特 別 納 税 調 整 実 施 弁 法 』 の 第 21
条に お い て、 独 立 価 格比 準 法 、再 販 売 価 格基 準 法 、原 価 基 準 法、 取 引単
位営 業 利 益法 、 利 益 分割 法 と その 他 の 独 立企 業 間 原則 に 合 致 した 方 法を
含む と 規 定 さ れ て い る。図 表  7 -5 か ら見 てと れ る よう に 、中 国に お い て、
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課税 当 局 が税 務 調 査 にお い て 用い る 計 算 方法 の 傾 向は 変 わ っ てき て いる
こと が わ かる 。  
中国 で は 、従 来 、独 立価 格 比 準法 、再 販 売価 格 基 準法 及 び 原 価基 準 法、
いわ ゆ る 基本 三 法 の 適用 が 優 先的 に 検 討 され て き た ( 19 91 年 ～ 20 0 8 年 )。
統計 に よ れば 、 中 国 にお い て 決着 し た 移 転価 格 調 査に お い て 、独 立 価格
比準 法 、 再販 売 価 格 基準 法 は ほと ん ど 使 われ て い ない 。 あ ず さ監 査 法人
中国 事 業 室・ KP MG（ 200 9）  は 、2004 年以 前 に 中国 国 家 税 務総 局 が ほぼ
例外 な く 採用 し て き たの は 、原 価基 準 法 であ る 2 9 2と 指摘 し 、ま た朱 青 氏
ら （ 20 03）の 調 査 に よる と 原 価基 準 法 の 使用 率 は 算定 方 法 の 全体 に 占め
る割 合 の 33％ (図 表  7 -5 )で ある 。 さ らに 、 図 表  7 -5 か ら わか るよ う に 、
原価 基 準 法が 用 い ら れる 取 引 種類 は 「 中 小企 業 及 び技 術 的 な 無形 資 産の
必 要 性 が 低い 企 業 が 中心 」 で あり 、 す な わち 簡 単 な組 み 立 て 作業 及 び単
純な 売 買 業務 を 行 う 中小 企 業 に適 用 さ れ るこ と が 多い と 指 摘 でき る 。  
 次 に 、 利 益 比 準 法 に 関 し て は 、 図 表  7 -5 か ら 見 て 取 れ る よ う に 2 00 3
年ま で の 取引 を 対 象 に 朱 青 氏 らが 行 っ た 統計 に よ ると 、 算 定 方法 の 全体
割合 の 3 分 の１ 以 上 を占 め て いる 。 利 益 比準 法 の 課税 根 拠 と して 、 国税
発 [ 19 98 ]59 号第 28 条 が 挙 げ られ る 。国 税発 [ 199 8 ] 59 号で は その 他 の 算定
方法 と し て、 利 益 比 準法 、 利 益分 割 法 、 取引 単 位 営業 利 益 法 の適 用 がで
きる と 列 挙し て い る だけ で あ った 。 し か し、 こ れ らの 算 定 方 法に つ いて
の詳 細 な 解釈 は な か った 。 そ の後 、 200 9 年 か ら 実施 さ れ た 『実 施 弁 法』
にお い て 、利 益 比 準 法に つ い て触 れ て い ない 。 計 算方 法 は 利 益分 割 法、
取引 単 位 法と そ の 他 合理 的 な 方法 と 規 定 して い る ため 、 独 立 比準 法 の使
用は 排 除 され て い な いこ と に 注意 が 必 要 であ る 。 中国 課 税 当 局が 使 用 す
                                                   
2 9 2
 あ ず さ監 査 法 人中 国事 業 室 ・ KP MG『 中国 移 転 価格 税 制 の 実務 』中 央
経済 社 ， 2 009 年 ， p . 60 -61  
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る 算 定 方 法は も っ と も実 務 上 の経 験 を 重 視す る こ とが あ る 。  
 
第 2 節  移 転 価 格 調 査 に 関 す る 現 行 条 文 の 検 討  
1 .  関 連 取 引 に 関 す る 同 時 書 類 文 書 化（ 準 備 す べ き 書 類 及 び 適 用 範 囲 の
明 文 化 ）  
 中 国 で は「 企 業 は 所得 税 実 施条 例 第 11 4 条 の規 定 に従 い 、 納税 事 業 年
度に 係 る 関連 取 引 の 書類 文 書 化を 準 備 、 保存 し 、 税務 機 関 の 要求 通 りに
提示 し な けれ ば な ら ない （ 実 施 弁 法 第 1 3 条 ）」 と さ れて い る 。  
図 表  7 - 6 中 国 の 同 時 書 類 文 書 化 の 内 容  
 
（出 所 ： 特別 納 税 実 施弁 法 第 14 条 より 、筆 者 が 翻訳 整 理 し た。）  
(1 )  中 国 の 同 時 文 書 化 に 関 連 す る 内 容 （ 図表  7 -6）  
中国 の 移 転価 格 税 制 にお け る 同時 文 書 化 が必 要 と され る 書 類 の内 容 は、
実施 弁 法 の第 1 4 条 に規 定 さ れ、①組 織 機構 、②生 産 経営 状 況、③ 関連 取
（一）
組織機構
1.所属関係グループの組織機構および持ち株割合
2.本年度における関連関係の変化状況
3.関連会社に関する情報
4.各関連会社が適用する所得税の税収、税率及び受けれらる優遇税制
（二）
生産経営状況
1企業の業務概況
2.企業の主たる業務構成、営業利益が総収入に占める比率、営業利益が税引き前利益に
占める比率
3.企業が本業界の地位及び市場競争環境に関する分析
4.企業内部の組織構造
5.グループ企業の連結財務諸表
（三）
関連取引状況
1.関連取引の類型、かかる企業、時間、金額、決済貨幣、取引条件
2.関連取引に用いる取引方式、前年度との変更点及び理由
3.関連取引の業務プロセス、各段階の情報源、物流及び資金の流れ、また、非関連取引
との相違点
4.関連取引における無形資産及び価格決定への影響
5.関連取引に関する契約及び協議付録、履行状況の説明
6.移転価格に影響を与える主要な経済及び法律要素の分析
7.関連取引及び非関連取引の売上、原価、費用の配分状況、配分できない部分は合理的
な比例によって配分する。その比例を決める理由を説明し、『企業年度関連取引財務状
況分析表』を記入する。
（四）
比較可能性分析
1.比較可能性の分析に考えられる考慮要素
2.比較対象企業が果たす機能、負担するリスク及び使用する資産等の情報
3.比較関連取引の説明
4.比較情報の情報源、選択条件及び理由
5.比較データの再調整及び理由
（五）
独立企業間価格
の算定方法の選
択及び適用
1.算定方法の選択及び理由
2.比較情報はいかに企業が用いる移転価格の適当性を証明できるかを説明
3.比較対象取引の用いる価格又は利益を確定するときに行う想定及び判断を確認
4.合理的な移転価格方法及び比較可能性分析の結果を用いて、独立企業間原則を遵守
し、独立企業間価格又は利益を算定する。
5.自社の取引価格の正当性を証明できるその他の資料
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引の 状 況 、 ④ 比 較 可 能性 分 析 、 ⑤ 独 立 企 業間 価 格 の 算 定 方 法 の選 択 と使
用と な っ てい る 。  
 ( 2 )  同 時 文 書 化 が 義 務 付 け さ れ な い 企 業  
 実 施 弁 法の 第 15 条に お い て、以 下の 企業 は 同 時文 書 化 の 義務 が 課 せら
れな い 。  
①  当 該事 業 年 度に おけ る 取 引金 額 （ 来 料加 工 業 務は 輸 出 入 に関 す
る通 関 価 格で 計 算 ） が 2 億 人 民元 以 下 で 、そ の 上 、そ の 他 の 関連 取引
金額 （ 関 連企 業 に よ る借 入 金 の金 利 を 含 む） は 4 000 万 人民 元以 下 で
あ る 企 業 。た だ し 、 当該 事 業 年度 に お け るコ ス ト シェ ア リ ン グ又 は事
前確 認 制 度に 関 わ る 取引 金 額 を除 く  
②  関 連 取引 が 事 前確 認制 度 の 範疇 に 属 す る 企 業  
③  外 資持 ち 株 率 が 50％ 以 下 、国 内関 連 会社 の み と取 引 し て いる 企 業
2 9 3（実 施 弁 法  第 15 条 ）  
図 表  7 - 7  《 特 別 納 税 実 施 弁 法 （试行 ） 》  証 憑 単 表  
証憑 単 表 1  
企業 機 能 とリ ス ク 分 析表 2 9 4  
A 企業 名称（ 印 ）：                  納 税者 認 証 号：□□ □□ □□ □□□ □□ □□ □□  
B 1 企 業名 称 ：                         B 2 企 業 名称 ：  
分類  调查项目  A 企業  B1 企業  B2 企業  
一、  
研究開発  
（一）中心技術開発        
1．関連者企業によって開発されたか        
2．第三者に開発を依頼したか        
3．研究開発の所有権はどの企業にあるか        
                                                   
2 9 3
 特 別 納税 実 施 弁法 第 15 条  
2 9 4
 記 入 説明  
一、 本 弁 法の 規 定 に より 、 同 期資 料 を 準 備す る 企 業は こ の 表 を記 入 しな
けれ ば な らな い 。  
二、 本 表 は企 業 機 能 及び リ ス ク分 析 の 模 範で あ り 、具 体 内 容 は実 際 の取
引に よ り 調整 す る こ とが で き る。  
三、 本 表 に用 い る A 企業 は 被調 査 企業 で、 B 1 企 業  、 B 2 企業 等 は A 企
業の 関 連 企業 で 、 関 連企 業 数 は実 情 に よ り増 減 す るこ と が で き る 。  
四、 記 入 記号 ： “✓ ”は機 能 リ スク を も つ こと を 意 味し 、 “× ”は機 能 リ ス
クを も た ない こ と を 意味 す る 。  
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分類  调查项目  A 企業  B1 企業  B2 企業  
4．研究開発結果を享受する権利があるか        
5．研究開発の負担者はどの企業か        
6．研究開発の成果があったか        
7．予期収益の享受者はどの企業か        
8．関連者と使用許可の契約はあるか        
9．第三者と使用許可の契約はあるか        
10．コストシェアリングの契約はあるか        
11．特許権の申請はあるか        
12．研究開発のリスクの負担者はどの企業か        
13．研究開発の過程でリードするものはどの企業か        
14．独自の無形資産であるか        
15．研究開発がもたらす競争有利性があるか        
（二）生産及びデザイン設計        
1．自主的に設計できたか        
2．設計したのはどの企業か        
3．技術の所有者はどの企業か        
4．従来の設計をしたのはどの企業か        
5．設計費の負担者はどの企業か        
6．設計したことに成果があったか        
7．予期収益の享受者はどの企業か        
8．関連者と使用許可の契約はあるか        
9．第三者と使用許可の契約はあるか        
10．コストシェアリングの契約はあるか        
11．特許権の申請はあるか        
12．設計のリスクの負担者はどの企業か        
13．製品の設計及び修正に時間を注いだか        
14．独自の無形資産であるか        
（三）包装及びラベル        
1．関連者企業によって包装したか        
2．第三者に包装を依頼したか        
3．包装費用の負担者はどの企業か        
4．コストシェアリングの契約はあるか        
5．特許権の申請はあるか        
6．完全な自主権はあったか        
7．包装のリスクの責任者はどの企業か        
8．関連者と使用許可の契約はあるか        
9．第三者と使用許可の契約はあるか        
（四）品質管理コントロール        
1．品質管理方法を決めたのはどの企業か        
2．製品の品質標準と過程を決めたのはどの企業か        
3．品質管理の責任者はどの企業か        
4．品質管理技術と設備の提供者はどの企業か        
5．費用の負担者はどの企業か        
6．コストシェアリングの契約はあるか        
7．特許権の申請はあるか        
8．関連者と使用許可の契約はあるか        
9．第三者と使用許可の契約はあるか        
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分類  调查项目  A 企業  B1 企業  B2 企業  
10．品質管理のリスクの責任者はどの企業か        
二、生産  
  
（一）調達        
1．調達企画をするのはどの企業か        
2．調達機能を果たすのはどの企業か        
3．調達費用の負担者はどの企業か        
4．調達決定は関連企業の許可はいるか        
5．関連企業より調達したか        
6．第三者より調達したか        
7．市場リスクの負担者（原材料価格の変動）はどの企業か         
（二）生産設備及び計画        
1．生産設備を調達したのはどの企業か        
2．生産設備の修理を担当するのはどの企業か        
3．調達費用の負担者はどの企業か        
4．生産計画をするのはどの企業か        
5．関連企業より生産設備を調達したか        
6．第三者より生産設備を調達したか        
7．組立作業の生産機能のみか        
8．生産リスクの責任者はどの企業か        
9．投資、設備等の損失リスクの責任者はどの企業か        
（三）品質管理        
1．品質管理方法を決めたのはどの企業か        
2．製品の品質標準と過程を決めたのはどの企業か        
3．品質管理の責任者はどの企業か        
4．品質管理技術と設備の提供者はどの企業か        
5．費用の負担者はどの企業か        
6．コストシェアリングの契約はあるか        
7．特許権の申請はあるか        
8．品質管理のリスクの責任者はどの企業か        
（四）在庫        
1．在庫を保存する企業はどの企業か        
2．在庫の水準をコントロールするのはどの企業か        
3．在庫の水準のコントロール方法を決めたのはどの企業か        
4．在庫の費用の負担者はどの企業か        
5．在庫リスクの責任者はどの企業か        
（五）運送        
1．製品の運送を手配したものはどの企業か        
2．運送費用を負担したものはどの企業か        
3．運送リスクの責任者はどの企業か        
三、  
卸売り  
（一）販売戦略        
1．市場調査を実施したのはどの企業か        
2．販売戦略を立てたのはどの企業か        
3．販売の責任者はどの企業か        
4．販売リスクの責任者はどの企業か        
（二）販売方法        
1．販売方法を決定するのはどの企業か        
2．販売費用の負担者はどの企業か        
（三）商品名及び知名度        
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分類  调查项目  A 企業  B1 企業  B2 企業  
1．商品名及び知名度の特許権の所有者はどの企業か        
2．商品名及び知名度の使用権の所有者はどの企業か        
3．商品名及び知名度使用に関する  
コストシェアリングの契約はあるか        
4．特許権の費用の支払い及び受け取りがあるか        
5．特許権の使用費用の内容及び比例を決めたものはどの企業か        
6．そのリスクの責任者はどの企業か        
四、販売  
及び小売  
（一）販売及び小売        
1．販売方法を決定するものはどの企業か        
2．販売費用の負担者はどの企業か        
3．関連者への販売はどの企業か        
4．注文を受けるものはどの企業か        
5．領収書を出すものはどの企業か        
6．市場リスクの負担者（原材料価格の変動）はどの企業か        
（二）在庫        
1．在庫を保存する企業はどの企業か        
2．在庫の水準をコントロールするものはどの企業か        
3．在庫の費用の負担者はどの企業か        
4．在庫リスクの責任者はどの企業か        
（三）運送        
1．商品の運送を手配したものはどの企業か        
2．運送費用を負担したものはどの企業か        
3．運送リスクを負担したものはどの企業か        
（四）設置及びアフターサービス        
1．アフターサービスを提供した企業はどの企業か        
2．アフターサービスの費用を負担した企業はどの企業か        
3．アフターサービスのリスクの責任者はどの企業か        
五、  
管理及び  
その他の  
サービス  
（一）一般管理        
1．管理機能を完備しているか        
2．管理費用を負担しているか        
3．管理リスクを負担しているか        
（二）価格決定の戦略        
1．製品の価格設定を決めたものはどの企業か        
2．価格設定戦略を決定したものはどの企業か        
3．そのリスクの負担者はどの企業か        
（三）融資        
1．どこから（関連企業から）借入金をしたか        
2．借入金の利息を払っているか        
3．どこから（関連企業から）ローンをしたか        
4．ローンの利息を払っているか        
5．融資費用の負担者はどの企業か        
6．借り入れ契約はあるか        
7．財務リスクの負担者はどの企業か  
（為替レート及び利率の変動リスク）        
8．信用リスクの負担者はどの企業か        
（四）人事        
1．関連企業より人員の派遣をしているか        
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分類  调查项目  A 企業  B1 企業  B2 企業  
2．派遣人員の給料の負担者はどの企業か        
3．社員研修を提供あるいは受けることあるか        
4．研修費用の負担者はどの企業か        
（五）財産リース        
1．財産をリースしているか        
2．リース費用の負担者はどの企業か        
3．リースリスクの責任者はどの企業か        
企業 責 任 者名 ：                                     記 入 日付 ：  
 
図 表  7 - 8   企 業 年 度 関 連 取 引 財 務 状 況 分 析 表 2 9 5  
証憑 単 表 2  
企業 年 度 関連 取 引 財 務状 況 分 析表  
企業 名 称（印 ）：               納 税者 認 識 号：□□ □□ □ □□□ □□ □□ □□ □  
                         単 位 ： 人民 元  
項     目  
xxxx 年  
国外  
関連取
引  
国内  
関連取
引  
国外  
非関連
取引  
国内  
非関連
取引  
合計  
（1）売上       
（2）売上原価       
（3）納付税額、その他       
（4）営業利益=（ 1）－（ 2）－（3）       
（5）営業利益率=（4） /（1）       
（6）販売費用       
（7）管理費用       
（8）税引前利益=（4）－（ 6）－（7）       
（9）税引前利益率=（ 8） /（1）       
（10）財務費用（営業外費用）       
（11）営業純利益=（8）－（10）       
（12）営業純利益率=（11） /（1）       
（13）その他業務利益       
（14）投資利益       
（15）補助金収入       
（16）営業外収入       
（17）営業外支出       
（18）総利益金額=（11）+（13）+（ 14）+      
                                                   
2 9 5記入 説 明  
一、 本 弁 法に 従 っ て 、同 期 資 料 （ 同 時 資 料文 書 化 ） を 準 備 す る企 業 は、
この 表 を 記入 し な け れば な ら ない 。  
二、 欠 損 は負 号 “－ ”を用 い て 記入 す る こ と。  
三、 本 表 は年 度 別 に 記入 す る こと 。  
四、 企 業 は国 外 関 連 企業 へ の 支払 う 労 務 費、 技 術 使用 料 、 商 標使 用 料、
商標 、 ま たは そ の 他 の費 用 の 具体 内 容 、 相手 企 業 名称 及 び 支 払い 基 準、
付 記 を 説 明し な け れ ばな ら な い。 非 関 連 企業 間 取 引に つ い て の原 価 及び
費用 の 配 分方 法 の 説 明を 説 明 しな け れ ば なら な い 。  
225 
 
（15）+（ 16）－（17）  
（19）総利益率=（18） /（1）       
   関連者企業への費用支払       
（20）国外関連企業への労務費支払       
（21）国内関連企業への労務費支払       
（22）国外関連企業への技術指導料支払       
（23）国内関連企業への技術指導料支払       
（24）国外関連企業への商標使用料支払       
（25）国内関連企業への商標使用料支払       
（26）国外関連企業へのその他費用支払       
（27）国内関連企業への商標使用料支払       
関連企業へ支払費用の合計       
企業 責 任 者名 前 ：                                 記 入 日 付：  
 
2 .同 種 の 事 業 を 営 む 者 を 調 査 権 力 及 び 関 連 書 類 を 求 め る 権 利  
 所 得 税 法第 43 条 第 2 款 及び 所 得 税法 実施 条 例 第 11 4 条 の 規定 に よ って 、
税務 機 関 は移 転 価 格 調査 を 行 うと き に 、 企業 及 び 関連 企 業 、 並び に 関連
取 引 の 調 査に 関 連 す るそ の 他 の企 業（比 較可 能 企 業と 略 称 す る）に 対し 、
関連 資 料 の提 供 を 求 める 権 利 があ り 、『 税務 事 項 通知 書 』を 送付 す る（ 実
施 弁 法  第 33 条 ）。  
 ま た 、 関連 資 料 の 提出 は 『 税務 事 項 通 知書 』 の 規定 す る 期 限内 に 提出
しな け れ ばな ら な い 。提 出 で きな い 場 合 に は 、 課 税当 局 に 延 期す る 申請
を す る こ とが で き る 。最長 30 日間 の 猶 予申 請 が でき る。ま た、課 税当 局
が企 業 に 求め る 書 類 の提 出 の 準備 期 間 は 一般 的 に 60 日 以内 であ る 2 9 6。  
3 .更 正 期 間  
( 1 )  10 年 間 の 更 正 可 能 期 間   
企業 が 行 う関 連 取 引 が、 独 立 企業 間 原 則 に従 わ な い場 合 、 も しく は企
業 が 合 理 的な 目 的 を 持た な い 場合 に 、 税 務機 関 （ 課税 当 局 ） は、 当 該取
引が 行 わ れた 納 税 年 度か ら 10 年 間 以内 に調 整 を 行う 権 利 が ある 2 9 7。（企
                                                   
2 9 6
 特 別 納税 実 施 弁法 第 33 条第 １ 款 及び 第 2 款 を 参考 に し た 。  
2 9 7
 中 国 企業 所 得 税法 実施 条 例  
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業 所 得 税 法 実 施 条 例 第 123 条 ）  
(2 )  5 年 間 に 及 ぶ 追 跡 管 理 及 び 追 跡 期 間 中 に お け る 同 時 文 書 化 の 提 出
義 務  
課税 当 局 は、 企 業 に 対し て 移 転価 格 に よ る税 務 更 正を 行 っ た 後、 更正
の対 象 と なっ た 最 終 事業 年 度 の翌 年 か ら 5 年 間 に わた り 追 跡管 理 を 実施
する 。追跡 管 理期 間 中、企 業は 、追 跡 年 度の 翌 年の 6 月 20 日ま で に 税務
機関 に 追 跡年 度 に 係 る同 時 文 書化 を 提 出 しな け れ ばな ら な い 。課 税 当局
は、 同 時 文書 化 と 納 税申 告 書 類に 基 づ き 、以 下 の 内容 を 重 点 的に 分 析、
評価 す る 。 ① 企 業 の 投資 、 経 営状 況 及 び その 変 化 状況 、 ② 企 業の 納 税申
告額 の 変 化状 況 、 ③ 企業 の 経 営成 績 の 変 化、 ④ 関 連者 取 引 の 変化 等 を重
点的 に 分 析、 評 価 す る。 課 税 当局 は 、 独 立企 業 間 価格 の 算 定 等に 問 題 が
発 見 さ れ 次第 、随 時 指摘 と 指 導を す る こ とと し て いる 。（『 実 施 弁 法 』 第
45 条 ）。  
4 .罰 則 規 定  
( 1 )  企 業 年 度 関 連 取 引 往 来 報 告 書 及 び 同 時 書 類 文 書 化  
 企 業 は 実施 弁 法 に 従い 課 税 当局 に 企 業 年度 関 連 取引 往 来 報 告書 を 提出
して い な い場 合 、 も しく は 同 時書 類 文 書 化又 は 関 連す る 書 類 を保 存 して
いな い 場 合に は 、 徴 管法 第 6 0 条と 第 6 2 条に 従 っ て処 分 さ れる 2 9 8。（ 実
施 弁 法  105 条 ）  
(2 )  独 立 企 業 間 価 格 と 移 転 価 格 の 差 額 に 係 る 税 務 更 正 額 を 配 当 金 の 配
分 と み な さ れ る  
 企 業 は 関連 企 業 間 との 関 連 取引 に お け る、 移 転 価格 税 制 に よる 税 務 更
                                                   
2 9 8
 関 連 帳簿 及 び 証憑 の保 存 を して い な い 、又 は 期 限内 に 課 税 当局 に 提
出し な い 場合 に 、 課 税当 局 が 企業 に 正 し く修 正 す る期 限 を 設 け、 2 , 000
元以 下 の 罰金 に 処 す る。 厳 重 な場 合 に は 、 2 ,000 元 以上 10 , 00 0 元 以下 の
罰金 に 処 する 。 『 徴 管法 』 第 60 条 及び 第 62 条よ り 抜 粋し 、翻 訳 し た。  
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正 の 対 象 とな る 所 得 金額 （ 利 息、 家 賃 も 経済 特 区 特許 権 使 用 費等 の 所得
を含 ま ず ） が あ っ て も 、 企 業 は税 務 更 正 に従 い 、 関連 企 業 よ り当 該 所得
金額 の 受 取を 行 っ て いな い 場 合は 、 そ の 国外 関 連 企業 に 受 取 る べ き 金額
は、 配 当 金の 配 分 と して 所 得 税を 徴 収 す る、 ま た 、所 得 税 に 係る 免 税の
優 遇 制 度 の対 象 と な らな い 。（『 関 連 企 業 間 業 務 往 来 移 転 価 格 税 収 管 理 に
関 す る 問 題 の 通 知 』 国 税 函 ［ 200 6］ 9 01 号 ）  
 上 述 の よう に 、 中 国で は 移 転価 格 税 制 に違 反 す る直 接 な 罰 則規 定 を設
けて い な い 2 9 9。  
5 .単 純 な 委 託 加 工 企 業 に 関 す る 規 定  
関連 企 業 によ り 依 頼 され た 注 文に 従 い 、加工 製 造（組 立 ）の みを 行 い、
経営 の 意 思決 定 、 商 品の 研 究 開発 、 販 売 等の 機 能 を持 た な い 企業 は 、 一
定の 利 益 率を 保 た な けれ ば な らな い 。 当 該企 業 は 、経 営 戦 略 の失 敗 、生
産ラ イ ン の不 完 全 稼 働、 商 品 の売 れ 行 き の影 響 を もた ら す リ スク 及 び損
失が 負 わ され て は い けな い 。 当該 企 業 は 赤字 に な った 場 合 に は、 税 務機
関は 企 業 の経 済 状 況 を分 析 し たう え で 、 比較 取 引 及び 独 立 企 業間 価 格を
決め 、企業 の 利益 水 準を 決 め るこ と が で きる 。（『 実 施 弁 法 』 第 39 条 ）  
 
第 3 節  事 前 確 認 制 度  
1 .事 前 確 認 制 度 の 定 義   
事前 確 認 管理 と は、税務 機 関 は企 業 が 将 来事 業 年 度に お け る 関連 取 引 の
価格 を 決 める 原 則 及 び計 算 方 法に 対 し て 審査 及 び 評価 し 、企 業と 協 議 の上 、
事前 確 認 を結 ぶ こ と の総 称 で ある （ 実 施 弁 法  第 4条 ） 。  
企業 は 企 業所 得 税 法 の第 4 2 条 及 び所 得 税法 実 施 条例 第 113 条並 び に 徴
管法 実 施 細則 第 53 条の 規 定 に従 い 、将 来 事 業 年 度の 関 連 取 引の 価 格 を決
                                                   
2 9 9
 朱 青 『国 際 税 收』 中国 人 民 大学 出 版 社 ， 20 09 年， p . 246  
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める 原 則 及び 計 算 方 法に つ い て課 税 当 局 と事 前 確 認を 結 ぶ こ とが で き る。
事前 確 認 のプ ロ セ ス は予 備 会 談、 正 式 申 請、 審 査 検討 、 会 談 、事 前 確認
の締 結 、 執行 を 監 督 の 6 段 階 に分 け ら れ る（ 実 施 弁 法  第 4 6 条 ）。  
なお 、 事 前確 認 は 企 業が 正 式 な申 出 を 提 出し た 事 業年 度 の 翌 年度 より
3 年 ～ 5 年 の 連続 事 業年 度 の 関連 取 引 に 適用 で き る（ 実 施 弁 法  第 48 条 ）。 
(1 )  事 前 確 認 制 度 を 申 出 す る 条 件 及 び 課 税 当 局 の 優 先 受 理 さ れ る 要 因  
 ① 中 国 に お け る 事 前 確 認 申 出 の 条 件  
企 業 は 中 国 に お い て 事 前 確 認 制 度 を 申 し 出 る と き は 同 時 に 以 下 の 条
件を 満 た す必 要 が あ る。  
(ⅰ )  当 該 事 業年 度 の 関連 取 引 金額 が 4 ,00 0 万 元以 上 であ る こ と。  
(ⅱ )  法 規 定 に従 い 申 告義 務 を 履行 す る こ と。  
(ⅲ )  規 定 に 従い 、同 時文 書 化 書類 を 準 備 、保 存 及び 提 供 する こと 。（実
施 弁 法  第 48 条 ）。  
② 中 国 に お け る 事 前 確 認 申 出 の 優 先 的 に 受 理 さ れ る 要 因  
 中 国 に おけ る 事 前 確認 事 案 とし て 優 先 的に 受 理 され る 要 因 は 以 下 の 4
つ が 挙 げ られ る 。  
(ⅰ )  企 業 が 事前 確 認 の申 請 書 を提 出 す る 時間 的 順 位。  
(ⅱ )  申 請 の 質 。例 え ば 、提 出 資 料の 完 備 度 、事 前 確 認に 用 い る価 格 決
めの 原 則 及び 計 算 方 法の 適 切 性等 。  
(ⅲ )  案 件 が 業界 及 び 地域 等 の 特殊 性 を 有 する か 否 か。  
(ⅳ )  相 互 協 議を 伴 う 事前 確 認 の申 出 に 対 して 、相 互協 議 に係 る相 手 国
の協 議 意 欲及 び 本 案 件に 対 す る重 視 度 を 考慮 す る 必要 性 等 が ある 。  
上述 の 4 つの 要 因 の うち 、 事 前確 認 申 出 の質 が 最 も重 要 で あ る。 事前
確認 申 出 に係 る 取 引 は革 新 的 な方 法 を 用 いる 場 合 、ま た は 高 度な 無 形資
産、 原 価 の節 約 も し くは 株 価 の時 価 変 動 の量 的 分 析を 有 す る とき に 、優
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先的 に 受 理さ れ る 3 0 0。  
(2 )  事 前 確 認 の 方 法 及 び 相 互 協 議 の 概 念  
事前 確 認 は関 与 す る 国家 税 務 所轄 当 局 の 数に よ っ て、 一 か 国 、二 か国
と多 国 の 三種 類 に 分 ける こ と がで き る （ 本論 文 に おい て 、 一 か国 事 前確
認を 「 相 互協 議 を 伴 わな い 事 前確 認 制 度 」と 称 す る。 二 か 国 及び 多 国事
前確 認 制 度を 「 相 互 協議 を 伴 う事 前 確 認 制度 」 と 称す る 。）  
企 業 が 一 か国 の 課 税 当局 と 結 ぶ事 前 確 認 を、 相 互 協議 を 伴 わ ない 事前
確認 を い う。 相 互 協 議を 伴 わ ない 事 前 確 認は 、 企 業が 一 か 国 にお け る関
連取 引 の 価格 を 取 り 決め の 原 則（ 独 立 企 業間 価 格 原則 ） と 算 定方 法 の安
全性 を 確 保す る こ と がで き る が、 国 外 関 連者 が 所 轄す る 国 外 の課 税 当局
によ る 移 転価 格 課 税 にさ ら さ れる 危 険 性 があ る 。 した が っ て 、相 互 協議
を伴 わ な い事 前 確 認 制度 は 国 際的 二 重 課 税を 避 け るこ と が で きな い  
企 業 が 二 か国 ま た は 3 つ 以 上の 国 家 課 税当 局 と 結ぶ 事 前 確 認は 相 互協
議を 伴 う 事前 確 認 制 度 と い う 。相 互 協 議 を伴 う 事 前確 認 は 関 連す る 各国
の課 税 当 局 が 国 を 跨 る関 連 取 引の 価 格 を 取り 決 め の原 則 と 算 定方 法 につ
いて の 見 解が 一 致 す る必 要 が ある た め に 、国 際 的 二重 課 税 を 避け る こと
に有 効 で あり 、 企 業 の移 転 価 格問 題 を 解 決で き る 3 0 1。  
2 .事 前 確 認 制 度 の 変 遷  
( 1 )  事 前 確 認 制 度 の 位 置 づ け  
中国 国 家 税務 総 局 は 税収 の 確 保の 管 理 を 強化 す る と同 時 に 、 納税 者へ
の質 問 応 答や サ ー ビ スの 重 要 性を 強 調 し てい る 。 故に 、 中 国 国家 税 務総
局は 管 理 、サ ー ビ ス 、調 査 の 3 つの 側 面 にお い て 画一 な 管 理 を図 り 、租
税回 避 を 防止 す る 体 系を つ く るこ と に 力 を注 い で いる 。 事 前 確認 制 度は
                                                   
3 0 0
 中 国 国家 税 務 総局『 中国预约定价 安 排 年度报告（ 2 012）』（『中 国 に お
ける 事 前 確認 制 度 報 告書 （ 201 2）』） 201 3 年 ， p . 2， 筆 者 が訳 した も の  
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この 体 系 にお い て サ ービ ス 向 上の 中 心 的 内容 で あ る 3 0 2。  
(2 )  事 前 確 認 制 度 の 変 遷 （ 図 表  7 -9）  
中国 で は 、 19 9 8 年 に事 前 確 認を 「 独 立 企業 間 価 格の 算 定 方 法の う ち、
その 他 の 合理 的 な 方 法と し て『 関 連 企業 間業 務 往 来税 務 管 理 規程（ 試行 ）』
（国 税 発 ［ 19 98］ 5 9 号 ）第 28 条 」 に 規定 を 設 けた 。 199 8 年 に、 課 税当
局は 企 業 と初 の 相 互 協議 を 伴 わな い 事 前 確認 を 結 んだ 。  
200 2 年 、『中 国 徴管 法実 施 細 則』（ 国務 院令 第 36 2 号  第 5 3 条 ） に お
いて 、 事 前確 認 制 度 を正 式 に 導入 し 、 事 前確 認 は 独立 企 業 間 価格 の 算定
方法 か ら １つ の 制 度 とし て 改 正さ れ た 。  
2004 年 に、国 家税 務 総局 は『 関連 企 業間 業務 往 来 事前 確 認 実 施規 則（ 試
行）』（国 税 発 ［ 2 00 4］ 11 8 号 を 公 布し 、 事 前 確認 制 度 を 結 ぶ プ ロ セス 、
要件 及 び 企業 の 事 前 確認 に 基 づく 取 引 の 監督 等 の 手続 き に つ いて 詳 細に
規定 し 、 中国 の 事 前 確認 制 度 の執 行 を 規 範し た 。 1 998 年 か ら 20 04 年末
まで に 、 中国 に お け る一 部 の 地方 課 税 当 局は 企 業 と相 互 協 議 を伴 わ ない
事前 確 認 を結 ぶ 試 み をは じ め 、こ の 段 階 にお い て 、全 国 的 に 統一 し た具
体的 な 執 行プ ロ セ ス に欠 け て いる た め 、 各地 に お いて 結 ん だ 事前 確 認は
項目 が 簡 略化 し 、 機 能分 析 及 び比 較 可 能 性分 析 が 不十 分 等 の 問題 が 生じ
てい た 。 した が っ て 、事 前 確 認制 度 報 告 書に は 、 この 期 間 の デー タ が含
まれ て い ない 。  
2005 年 に 、中 国 国家 税務 総 局 は事 前 確 認 制度 の 監 査・管 理 制 度を 実 施
した 。 要 する に 、 各 地の 課 税 当局 に お け る 相 互 協 議を 伴 わ な い事 前 確認
は 企 業 か らの 事 前 確 認の 申 し 出、 課 税 当 局に よ る 審査 等 と い った 段 階を
踏ん で 税 務総 局 に 報 告及 び 審 査の 申 出 す る必 要 が ある 。 同 時 に、 各 地 課
                                                                                                                                                       
3 0 1  前 掲 書 ，中 国 国 家 税務 総 局『 中国预约定价 安 排 年度报告（ 2012）』p . 3  
3 0 2  前 掲 書，中国 国 家 税務 総 局『 中 国预约定价 安 排 年度报告（ 2012）』序
231 
 
税 当 局 に 事前 確 認 を 推進 す る とと も に 、 厳格 に 関 連 規 定 を 遵 守し 、 事前
確認 制 度 の規 範 レ ベ ルを ア ッ プす る な か 国の 事 前 確認 の 管 理 は 革 新 的な
飛躍 を 遂 げた 。 2 005 年 4 月 に、日 中 両国 の課 税 当 局の 間 で、中国 に と っ
て初 の 相 互協 議 を 伴 う事 前 確 認が 合 意 に 至っ た 。  
200 9 年に 、『 企 業 所 得税 法 』 及び 関 連 実 施条 例 の 実施 に 合 わ せ、 国家
税務 総 局 は『 特 別 納 税調 整 実 施弁 法 （ 試 行）』（ 国 税発 ［ 200 9］ 2 号 ）を
公布 し 、 その 第 6 章 にお い て 、中 国 の 事 前確 認 制 度及 び 課 税 当局 の 事務
運営 要 領 が 明 文 化 さ れた 3 0 3。  
図 表  7 - 9 中 国 の 事 前 確 認 制 度 の 変 遷  
 
（出 所 ： 中国 の 事 前 確認 制 度 を取 り 巻 く 諸法 律 法 規及 び 規 範 性通 達 （ 1）
中国 政 府 と他 の 国 (地区 )政 府と A PA 協定す る と きに 関 す る 規定（ 2）『 中
国企 業 所 得税 法 』第 42 条（ 3）『 中 国企 業 所得 税 法 実施 条 例 』第 113 条（ 4）
『中 国 税 収徴 収 管 理 法実 施 細 則』第 53 条（ 5）『 特 別納 税 調 整 実施 弁 法 (試
行 )』（国 税 発 ［ 20 09］ 2 号） 第 6 章 及び 関連 規 定 を参 考 に 、 筆者 が 作 成
した 。）  
 
3 .事 前 確 認 制 度 の 手 続 き  
前述 の よ うに 、 実 施 弁法 第 4 6 条 で は 、 事前 確 認 のプ ロ セ ス は予 備会
談、 正 式 申請 、 審 査 検討 、 会 談、 事 前 確 認 の 締 結 、執 行 の 監 督の 6 段階
に分 け ら れ、 さ ら に 、予 備 会 談及 び 正 規 申請 に お いて 、 提 出 書類 に つい
て明 文 化 され て い る 。中 国 にお け る 予備 会談 は 匿 名 で 行 う こ とが で き る。 
（ 1）  相 互 協 議 を 伴 わ な い 事 前 確 認 の プ ロ セ ス  会 談 の 意 義  
                                                                                                                                                       
文 pp .1 -2 を参 考 にし た。  
3 0 3  前 掲 書 ，中 国 国 家税 務総 局『 中 国预约定 价安 排 年 度报告（ 201 2）』p p .5 - 6  
年度 法令等番号 通達名称 詳細
1998年 国税発　［1998］59号 第28条 『関連企業間業務往来税務管理規程（試行）』
・独立企業間価格の算定方法の1つとして、明文化され
た。
・同年、初の相互協議を伴わない事前確認を合意する事例が
行われた。
2002年 国務院令　第362号 第53条 『中国徴管法実施細則』 　事前確認制度として制度化された。
2004年 国税発　［2004］118号 『関連企業間業務往来事前確認実施規則（試行）』 　事前確認のプロセス・要件等の明確化を図れた。
2005年
国家税務総局が事前確認を管理及び審査するように
なった。（地方の課税当局による事前確認の合意がなさ
れた場合、上級の課税当局に報告及び審査をうけるよう
になった。）
　初の相互協議を伴わう事前確認を合意する事例が行われた。
2009年 国税発　［2009］2号 第6章 『特別納税調整実施弁法』 　事前確認に関する諸規定の詳細を明文化した。
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図 表  7 - 1 0 相 互 協 議 を 伴 わ な い 事 前 確 認 の プ ロ セ ス  
 
(出 所 ：劉 天永『 中 国转让定 价实务与 案 例 』法 律 出 版社 、 20 09 年 、 p .119 )  
（ 2 ） 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 の プ ロ セ ス 図 表  7 -10 及 び 図 表  
7 -11 か らわ か る よう に 、中 国 に おけ る 事 前確 認 制 度は 、相 互 協議 を 伴 わ
ない 場 合 と相 互 協 議 を伴 う 場 合と の 相 違 点は 主 に 2 点 挙 げ ら れる 。まず、
相互 協 議 を伴 う 事 前 確認 制 度 場合 は 、 事 前確 認 の 申出 に 関 す る書 類 を提
出機 関 は 所轄 地 方 の 課税 当 局 に提 出 す る とと も に 、国 家 課 税 当 局 に も提
出す る 必 要が あ る。次に 、提出 書 類 は相 互協 議 を 伴わ な い 事 前確 認 よ り、
3 種 類の 書 類（ 図 表  7 -11 の 太 字 で表 示 され た 内 容で あ る。）を 提 出 する
予備会談
税務当局と企業とは会談し、
『事前確認会談記録』を記入
予想される期間：30日
15日間以内
正式申請
3か月
時間の延期の申請ができる
審査評価
審査は150日間が
必要
最長240日間まで
延長できる
審査内容：
1.過年度の経営状況
2.機能リスク状況
3.比較データ
4.仮説条件
5.独立企業間原則及び算定方法
6.予測の独立企業間価格および利益の幅
話合
総局に提出報告
30日以内に
事前確認を結び
監督執行
（事前確認の履行を監督）
1.すべての資料を保存する
2.税務機関定期的に検査(半年）
3.即時審査結果に対し調整を行う
4.事前確認を結んだ後、30日内に報告書を提出、60日内に事前確認に伴う
調整を終える
5.事前確認の有効期限が終わる90日間前に、事前確認が継続する手続きを
する。
『相互協議伴わ
ない事前確認協
議書』を結ぶ
主要内容：
1.事前確認の適用年度
2.事前確認に係わる関連会社および関連取引
3.企業は以前年度の生産経営状況
4.事前確認に係わる各関連会社が果たす機能と負うリスクの説明
5.事前確認は以前事業年度に適用の有無
6.その他説明必要な状況
申告不可の場合
当局は理由説明 1.関連するグループの組織構造、企業の内部構造、関連関係、関連
　取引状況
2.企業のここ3年の財務諸表、商品の効能、資産（有形・無形資産を含む）
に関する資料
3.事前確認に係わる関連取引の類別と納税年度
4.関連企業間の機能とリスク分担割合、組織、従業員、費用、資産等の分
担を含む
5.事前確認が適用する独立企業間原則と計算方法、および企業が用いる計
算方法の適当性を証明する昨日リスク分析と比較可能性分析と市場状況分
析
6.事情状況の説明、業界の発展方向性と競争環境
7.事前確認が適用する機関の年度経営規模、経営収益予測および経営企画
等
8.事前確認に関する関連取引、経営企画及び収益率等の財務方面の情報
9.二重課税の問題の有無
10.国内と国外において、関連する法律、租税条約
『事前確認
正式申請書』
を提出
課税当局は15日
内に返答しない
場合、同意とみ
なす
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必要 が あ る。 最 後 に 、中 国 の 国家 課 税 当 局と 関 連 企業 を 所 轄 する 国 税局
との 相 互 協議 が あ る こと で あ る。  
図 表  7 - 11 中 国 に お け る 相 互 協 議 を 伴 う 事 前 確 認 制 度 の プ ロ セ ス  
 
(出 所 ：劉 天 永『 中 国转让定 价实务与 案 例』法 律出 版 社、 20 09 年 、 p . 120 )  
(3 )  中 国 に お け る A PA の 状 況  
図 表  7 -12 か ら 見て 取れ る よ うに 、20 05 年か ら 2 010 年 にお いて 、中国
の事 前 確 認制 度 が 行 われ た 件 数は 10 件 前後 で あ るこ と が わ かる 。 ま だ、
初期 段 階 にあ る こ と がい え る 。中 国 は 国 内取 引 に おい て も 、 移転 価 格調
予備会談
同時に国家税務総局と
所轄税務機関に相互協
議を申請する書類を提
出し、国家税務総局組
織と企業が予備会談を
行う
予想される期間：30日
15日間以内
正式申請
3か月
審査評価
協議による話合
総局に提出報告
30日以内に
所轄課税庁は相互協議を伴わなう事前確認に従って、企業と『相互協議を
伴う事前確認執行協議書』を結ぶ
監督執行
（事前確認の履行を監
督）
国家税務総局と租税条
約の締結相手国の所轄
当局による相互協議を
行い、協議での意見が
一致する場合に協議備
忘録により事前確認草
案を作成。
時間の延期の申請
ができる
審査期間：5か月
最長8か月まで延長で
きる
審査内容：
1.過年度の経営状況
2.機能リスク状況
3.比較データ
4.仮説条件
5.独立企業間原則及び算定方法
6.予測の独立企業間価格および利益の幅
事前確認を結び
1.すべての資料を保存する
2.税務機関定期的に検査(半年）
3.即時審査結果に対し調整を行う
4.事前確認を結んだ後、30日内に報告書を提出、60日内に事前確認に伴う
調整を終える
5.事前確認の有効期限が終わる91日間前に、事前確認が継続する手続きを
する。
主要内容：
1.事前確認の適用年度
2.事前確認に係わる関連会社および関連取引
3.企業は以前年度の生産経営状況
4.事前確認に係わる各関連会社が果たす機能と負うリスクの説明
5.事前確認は以前事業年度に適用の有無
6.その他説明必要な状況
7.相手国の所轄課税当局に予備会談の申請書類等を提出
8.関連会社に関する威前年度の生産経営状況及び関連取引状況
9.企業が事前確認に用いる移転価格算定方法の提示
申出が却下
された場合
当局は理由説明
1.関連するグループの組織構造、企業の内部構造、関連関係、関連
　取引状況
2.企業の直近3年の財務諸表、商品の効能、資産（有形・無形資産を含む）
に関する資料
3.事前確認に係わる関連取引の類別と納税年度
4.関連企業間の機能とリスク分担割合、組織、従業員、費用、資産等の分
担を含む
5.事前確認が適用する独立企業間原則と計算方法、および企業が用いる計
算方法の適当性を証明する機能リスク分析と比較可能性分析と市場状況分
析
6.事情状況の説明、業界の発展方向性と競争環境
7.事前確認が適用する機関の年度経営規模、経営収益予測および経営企画
等
8.事前確認に関する関連取引、経営企画及び収益率等の財務方面の情報
9.二重課税の問題の有無
10.国内と国外において、関連する法律、租税条約
課税当局は15日内に返
答しない場合、同意と
みなす
『事前確認申請書』と
『申請起動書』を同時
に国家税務総局と所轄
当局に提出
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査を 受 け るこ と が あ るた め 、一 か国 A PA の利 用 も 視野 に 入 れ るべ き であ
ると い え る。  
図 表  7 - 1 2 中 国 A PA の 状 況  
相互協議を伴わない
事前確認
一か国APA 二か国APA 多国APA
2005 13 1 0 14
2006 10 0 0 10
2007 7 3 0 10
2008 6 1 0 7
2009 5 7 0 12
2010 4 4 0 8
相互協議を伴う事前確認
年度 合計
 
（出 所：前 掲 書 ，中 国国 家 税 務総 局『中国预约定价安排年度报告（ 20 12）』
pp . 5 -6 を 参 考に し て 、筆 者 が 作成 し た。）  
 
第 4 節  有 識 者 の 見 解 に よ る 中 国 移 転 価 格 税 制 の 問 題 点 の 指 摘  
特別 納 税 調整 で は 、 移転 価 格 の中 心 原 則 が「 独 立 取引 原 則 」 であ るこ
とを 明 記 して い る 。 独立 取 引 原則 と は 、 非関 連 企 業間 で 用 い る公 平 的な
取引 価 格 （日 本 で い う独 立 企 業間 価 格 で ある ） 及 び遵 守 す べ き原 則 をい
う 3 0 4。よ っ て 、中 国 の 移転 価 格 税制 に お い ては 、独 立 企業 間 価 格の 計 算
が中 心 的 課題 で あ る 。  
 こ こ で は独 立 企 業 間価 格 の 算定 、 比 較 対象 の 選 択、 関 連 取 引の 対 象範
囲 の 3 つ の側 面 か ら 、そ の 特 徴及 び 問 題 点に つ い て検 証 す る 。  
1 .中 国 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に あ た る 問 題 点  
( 1 )  中 国 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に お け る 問 題 点  
中 国 に お け る 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に お け る 問 題 点 は ３ 点 挙 げ ら れ
る 。  
一 つ 目 は 、 独 立 価 格 比 準 法を用いる場 合に、製品及び取 引条件に高
                                                   
3 0 4  李 晶『 最 新企业所 得税 疑难解答 』东北财经大 学 出版 社 ，20 09 年 ， p . 1 2
を参 照 に した 。  
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い比較可能性が必要であり、再販売基準法と利益分割法は、企業に十
分な取引と取引価格の決定に関する情報の提供が必要であるため、こ
れ ら の 方 法は 実 務 に お い て 使用 率 が 低 い と い う状 況 を も た ら し た 3 0 5。 
二 つ 目 は 、「 中 国 の 立 法 に あ た っ て の 原 則 と し て は 、 合 理 的 な 方 法 で
あ れ ば い か な る 方 法 も 排 除 し な い と い う 原 則 3 0 6」 を 使 用 し て い る た め 、
その 他 の 方法 に 関 し ては 、『 特別 納 税 調 整実 施 弁 法 』にお い て利 益 比 準法
を明 記 し てい な い も のの 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 にお け る 最 後の 手 段と
して 利 益 比準 法 を 適 用さ れ る 可能 性 が あ るこ と で ある 。  
この よ う な規 定 上 の 不透 明 さ は納 税 者 で ある 企 業 にと っ て 、 独立 企業
間価 格 の 決定 に お け る不 安 要 素で あ る と 思わ れ る。中 国 国家 税務 総 局 は、
製造 、 流 通な ど に 属 する 企 業 の関 連 者 取 引価 格 が 、特 許 権 や ブラ ン ド使
用料 の 合 理性 を 分 析 する た め 、中 国 税 務 局は 、 移 転価 格 調 査 にお い て積
極的 に 利 益分 割 法 を 適用 す る こと を 考 慮 して い る。中 国 国家 税務 総 局 は、
移転 価 格 調整 額 に の み焦 点 を 当て 、 調 整 方法 の 妥 当性 に つ い ては 考 慮し
ない と い った ケ ー ス もあ る 。  
最後 に 、 中国 に お け る独 立 企 業間 価 格 の 操作 可 能 性（ 実 務 運 営上 の実
用性 ）に欠 け て いる 。独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 の 解釈 は 具 体 性に 欠 け、
価格 の 算 定に 利 用 し にく い 3 0 7。  
前述 の よ うに 、 各 計 算方 法 に 関す る 詳 細 な実 務 運 営上 の 説 明 （日 本に
おけ る 実 務運 営 指 針 にお け る 事例 集 の 公 開等 ） が ない 上 に 、 原価 基 準法
の規 定 の 不完 全 の 点 、明 確 な 規定 の な い 利益 比 準 法の 適 用 等 の特 徴 を勘
                                                   
3 0 5
 前 掲 書，中 国国 家 税務 総 局『中 国 事 前 確認 制 度 年度 報 告（ 2012）』p . 22  
3 0 6
 張 志 勇・ 王 暁 悦「 中国 国 家 税務 総 局 と の意 見 交 換会 」『租 税研 究 』日
本租 税 研 究協 会 ， N o .66 7， 2005 年 ， p p .115 -116  
 な お 、 利益 比 準 法 に関 し て は 20 07 年 の管 理 規 定 14 3 号 文 書の 中 で 具体
的な 規 定 がな さ れ て いる 。  
3 0 7
 张颖・白亚男「我国转让定价税制的缺陷及对策」『合作经济与科技
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案す れ ば 、中 国 に お ける 移 転 価格 税 制 調 査は 規 定 に従 っ て 調 査を お こな
って い る より も 、 中 国の 課 税 当局 は 調 査 に関 す る 実践 に よ る 経験 に 頼る
傾向 が あ る。 し た が って 、 企 業は ど の 基 準で 独 立 企業 間 価 格 を選 定 すれ
ばよ い の かわ か ら な い状 況 で 、そ の た め 、実 務 で よく 使 わ れ る算 定 方法
を明 確 に 規定 し な い 限り 、 企 業の 移 転 価 格対 策 も 定ま る こ と がで き ない
と考 え ら れる 。 納 税 者に と っ て、 移 転 価 格調 査 に 関す る 課 税 の予 測 可能
性が 確 保 でき な い こ とが 指 摘 でき る 。  
し か し 、『 特 別 納 税 調 整 実 施 弁 法 』 は 、 原 価 基 準 法 を 適 用 す る 通 常 の
ケー ス と して 、 有 形 資産 の 購 入、 販 売 、 譲渡 及 び 使用 、 役 務 提供 、 融資
等の 取 引 を挙 げ て い るが 、 特 に製 造 や 組 み立 て 活 動の 分 析 に 適し た 方法
を直 接 的 にも 間 接 的 にも 規 定 して い な い 3 0 8。一方 、再 販 売価 格 基準 法 は
「 簡 単 な 加工 あ る い は単 純 な 売買 業 務 の みを 行 う 場合 の 関 連 取引 」 を対
象に 適 用 でき る と 規 定し て い るが 、 原 価 基準 法 も 同様 に 規 定 し、 原 価基
準法 を 適 用す る の に 相応 し い 取引 の 種 類 やそ の 性 質等 に 関 し て注 釈 をも
っと 明 記 すべ き で あ る。  
独立 企 業 間価 格 の 計 算方 法 に おい て は 、 中国 で は 原価 基 準 法 と利 益比
準法 が 比 較的 に 利 用 され や す いこ と が わ かる 。 し かし 、 利 益 比準 法 は条
文上 に 明 確に 規 定 さ れて い な いば か り か 、原 価 基 準法 は 単 純 の組 立 作業
等に 適 用 する と の 規 定も な い ので あ る （ 一方 、 再 販売 基 準 法 にお い ては
単純 な 組 立生 産 の 取 引に と 規 定し て い る ）。  
(2 )  比 較 対 象 の 選 択 に お け る 問 題 点  
独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に 際 し て 、 適 正 な 取 引 価 格 を 計 算 す る た め に 、
                                                                                                                                                       
（ C op e ra t i ve  E co no m y &  S c ie nce）』 N o. 42 7， 2 011 年， p . 76  
3 0 8
 前 掲 書， あ ず さ監 査法 人 中 国事 業 室 ・ KP MG『 中 国移 転 価 格税 制 の 実
務 』 p . 56  
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膨大 な デ ータ の 分 析 が必 要 で ある 。 企 業 内部 資 料 によ る 分 析 だけ で は、
説得 力 に 欠け 、 公 開 され た 外 部資 料 に よ る客 観 的 なデ ー タ に 基づ い た分
析も 必 要 だか ら で あ る。  
とこ ろ が 、比 較 対 象 取引 の 比 較可 能 性 の 判断 な ど は必 ず し も 客観 的な
もの で な く 、中国 の 課税 当 局 と企 業 側 の 意見 が 分 かれ や す 3 0 9い との 指 摘
があ る 。 基本 三 法 を 例に 比 較 対象 取 引 に おけ る 問 題点 に つ い て以 下 のよ
うに 指 摘 され て い る 。  
基本 三 法 のう ち 、 ま ず、 独 立 価格 比 準 法 にお い て は、 企 業 の 取引 と比
較対 象 に され る 取 引 との 「 比 較可 能 要 因 を選 別 す る必 要 が あ る。 価 格の
差異 を も たら す 要 因 を判 断 す る必 要 が あ るた め に 、価 格 の 相 違を も たら
す要 因 の 調整 が 重 要 3 1 0であ る と 」指 摘 さ れ てい る 。  
再販 売 基 準法 に お い ても 、 比 較可 能 な 取 引に 関 す る合 理 的 な 売上 総利
益の 算 出 が重 要 な 問 題で あ る 。一 方 、 比 較可 能 な 取引 （ 売 上 総利 益 ）の
判断 は 主 観性 が 強 く 、そ の た め、 正 確 性 を保 つ こ とで き な い 。  
原価 基 準 法で は 、 関 連取 引 に おい て は 、 原価 に 利 益を プ ラ ス し、 販売
価格 を 決 定す る 方 法 であ る た め 、 利 益 の 算定 に お いて は 主 観 性が 強 く、
各費 用 （ 原価 ） の 計 算は 中 国 税法 及 び 会 計に 関 連 する 準 則 を 従う 必 要が
あ る 3 1 1。  
国家 税 務 総局 は 、 税 務を 執 行 する 各 地 の 移転 価 格 調査 官 に 対 して 、移
転価 格 調 査に は で き るだ け 公 開情 報 を 用 い、 十 分 な公 開 情 報 が入 手 でき
ない 場 合 にの み 非 公 開情 報 を 使用 す る よ う指 導 し てい る 3 1 2。  
                                                   
3 0 9
 拙 著「 日本 に おけ る移 転 価 格税 制 に 関 する 一 考 察」『 福岡 大学  大 学
院論 集 』 福岡 大 学 大 学院 論 集 慣行 委 員 会 ， 20 10 年  
3 1 0
 王 暁 莉「 我 国 关联交易转让定价问题研 究」『 会计师（ A cc ou n t an t）』，
N o. 8， 2 012 年， p . 32  
3 1 1
 前 掲 書， 王 暁 莉「 我国 関 連 取引转让定价问题研究」 p . 32  
3 1 2
 前 掲 書， あ ず さ監 査法 人 中 国事 業 室 ・ KP MG『 中 国移 転 価 格税 制 の 実
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しか し 、 申告 す る 企 業に と っ ては 、 非 公 開情 報 を 手に 入 れ る こと は容
易な こ と では な い 。 これ は 利 用で き る 情 報の 公 平 性か ら 問 題 が残 る 。具
体的 に い うと 、 中 国 国家 税 務 総局 で は 、 200 4 年 全 世 界 の 35 , 000 社 の上
場会 社 の 財務 デ ー タ を含 む ベ ルギ ー の B V D デー タベ ー スを 購入 し 、20 07
年 6 5 ,0 00 社 の 上 場 会 社 の 財 務 デ ー タ を 含 む 米 国 の プ ア ー ズ デ ー タ ベ ー
スを 購 入 した 。 さ ら に、 税 収 協定 （ 租 税 条約 ） を 締結 す る 国 との 情 報交
換シ ス テ ムを 作 成 し た 3 1 3とい う 。この よ う に 、企 業 が 入手 で き る非 公 開
情報 と 調 査を 行 う 中 国の 課 税 当局 が 入 手 でき る 非 公開 情 報 は 量的 に も質
的に も 違 って く る こ とが 考 え られ る 。  
また 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 にお い て 、 高度 な 技 術を 要 す る ため 、専
門家 に 頼 らざ る を 得 ない 状 況 にあ る と い われ て い る。 こ の よ うに 、 企業
は非 公 開 情報 を 手 に 入れ る の が難 し い こ とに 加 え 、独 立 企 業 間価 格 の算
定に 伴 う 煩雑 な 事 務 処理 及 び 膨大 費 用 の 発生 は 企 業に と っ て 大き な 負担
にな る と 思わ れ る 。 独立 企 業 間価 格 の 算 定で は 比 較対 象 の 選 定に お いて
大き な 問 題が あ る と 指摘 で き る。  
中国 に お ける 独 立 企 業間 価 格 の算 定 の 問 題点 と し て、 以 下 の 点に まと
める こ と がで き る 。  
まず 、 立 法上 に お い て合 理 的 な方 法 で あ れば い か なる 方 法 も 排除 しな
いと い う 原則 に た っ てい る た め、 課 税 当 局に よ る 独立 企 業 間 価格 の 算定
の不 明 確 さを 拡 大 さ せ、 調 整 方法 の 妥 当 性に つ い て考 慮 し な いと い った
ケー ス も ある と 懸 念 され る 。  
次に 、 比 較可 能 な 取 引の 選 定 判断 は 主 観 性が 強 く 、そ の 正 確 性を 保つ
する こ と がで き な い 。  
                                                                                                                                                       
務 』 p . 69  
3 1 3
 前 掲 書， 亀 井 簾幸 『中 国 進 出企 業 の 移 転価 格 税 制対 策 』 p . 203  
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さら に 、 国家 税 務 総 局は デ ー タベ ー ス に よる 情 報 の収 集 を 行 うこ とが
多く 、 企 業と 課 税 当 局が 入 手 でき る 情 報 は質 的 、 量的 に 相 違 がみ ら れ、
企業 が 不 利な 立 場 に ある 。  
最 後 に 、 中 国 に 計 算 方 法 に 関 す る 有 識 者 の 検 討 は ま だ 少 な い 。 特 に 、
利益 分 割 法と 取 引 単 位営 業 利 益法 に つ い ては わ ず かで あ る 。  
図 表  7 - 1 3 中 国 の 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 に 関 す る 問 題 点  
条文上の問題
比較対象取引の選
定
対象取引と非関連者間
取引の比較可能性
及び差異調整
事務処理
张颖
白亚男
(2011)
独立企業間価格の算定
方法の解釈は具体性を
欠け、価格の算定に利
用しにくい。
王暁莉
(2012)
比較可能な取引に
関する合理的な売
上総利益の算出が
重 要 な 問 題 で あ
る。
比較可能な取引（売上総
利益）の判断は主観性が
強く、そのため、正確性
を保つすることできな
い。
亀井
(2009)
企業にとって非公
開情報を手に入れ
ることは容易なこ
とではない。
あずさ監査
法人中国事
業室・KPMG
(2009)
国家税務総局は、十分な
公開情報が入手できない
場合にのみ非公開情報を
使用するよう指導してい
るが、BVDデータベースと
プアーズデータベースを
使用する場合もある。そ
のため、企業と課税当局
が入手できる情報は量的
質的に相違がある。
張志勇
王暁悦
(2005)
中国の立法にあたって
の原則としては、合理
的な方法であればいか
なる方法も排除しない
という原則
移転価格調整額にのみ焦
点を当て、調整方法の妥
当性については考慮しな
いといったケースもあ
る。
（出 所 ： 上記 有 識 者 の見 解 を 参考 に 、 筆 者が 作 成 した 。）  
 
2 .中 国 に お け る 移 転 価 格 調 査 の 問 題 点  
( 1 )  中 国 に お け る 移 転 価 格 調 査 を 強 化 し た 背 景  
中国 で は 移転 価 格 調 査に つ い て 、19 98 年 に 、中 国 の 国家 税 務 総局 は 国
税発［ 1 998］25 号 の 通達 に お いて「 移転 価格 の 税 収管 理 業 務 の推 進 は 国
際税 収 管 理の 重 要 な 内容 で あ るこ と を 認 識す べ き であ り 、 中 国の 渉 外税
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収管 理 の 重点 で あ る 3 1 4」と指 摘 し 、国 際 課 税の 一 環 とし て 、移 転価 格 税
制が 置 か れて い る 重 要な 位 置 づけ を 明 ら かに し た 。  
さら に 、 中国 では 2 008 年 に 公 布し た 『 企業 所 得 税法 』 の 第 6 章 に設
けら れ た 特別 納 税 調 整に 関 す る規 定 が、「 中国 の 企 業所 得 税 法 の租 税 回避
を取 り 締 まる 規 定 で あり 、 そ の目 的 は 、 租税 回 避 を取 り 巻 く 法律 体 系を
健全 化 す ると と も に 、国 際 の 歩調 に 合 わ せ、 中 国 の徴 税 権 限 を確 保 する
た め 3 1 5」に あ ると 解 さ れる 。こ の よう に 、中国 は 移 転価 格 税 制 にお け る
税制 改 正 を重 ね 、 積 極的 に 税 務調 査 を 実 施し て い る背 景 に は 2 つ の 要因
があ る と 指摘 さ れ て いる 。  
まず 、 中 国に お い て 国有 企 業 改革 と 不 良 債権 処 理 、分 税 制 導 入に よる
中央 財 源 の縮 小 及 び イン フ ラ 整備 資 金 調 達が も た らす 逼 迫 し た財 政 事 情
が挙 げ ら れる 。 次 に 、外 資 投 資企 業 に 対 して は 優 遇税 制 が 適 用さ れ てい
るこ と 、 さら に 外 資 投資 企 業 は欠 損 会 社 の割 合 が 多い こ と か ら、 外 資投
資企 業 に よる 徴 税 の 低迷 が 問 題さ れ て い た 3 1 6と指 摘 され て い る 。20 04 年
の企 業 の 申告 に よ る と、 外 資 企業 の 損 失 額は 1 ,2 00 億元 に 達 して い る。
中 で は 中 国に け る 直 接投 資 を 有す る 外 資 企業 が 6 0％ を 占 め てい る 3 1 7。  
この よ う な背 景 か ら 、中 国 国 家税 務 総 局 の移 転 価 格調 査 は 、 当初 は年
間 1 , 000 件 にも 上 る 少額 の 課 税処 分 3 1 8で あ った が 、調査 対 象 を 絞り 込 み、
                                                   
3 1 4
 199 8 年 2 月 20 日 に中 国 お 国家 税 務 総 局が 公 布 し、「 一」 から 「 九 」
まで の 九 項目 が 含 ま れ、 そ の 先頭 に 書 か れて い る 内容 で あ る 。  
3 1 5
 前 掲 書， 李 晶 『最 新企业所 得税 疑难解 答』 p . 12 を 参 照  
3 1 6
 前 掲 書， 簗 瀬 正人 ・齊 藤 公 彦『 中 国 税 務・ 会 計 ハン ド ブ ッ ク  第 3
版 』 pp .42 5 -426 を 参 照  
3 1 7
 何 建 国・赵澄 「我 国跨 国 公 司转移 定 价问题研 究」『财会通讯（ C o m-  
mun i ca t io n  o f  F i n an c e  a nd  A c cou n t i ng）』 湖北 省 会计学 会 ， vo l . 17， N o .6
（中 ） ， 2 011 年， p . 46  
3 1 8
 199 8 年 以 来毎 年 （ 中略 ） 実 際に 調 整 （ 移転 価 格 調査 ） を 受 けた 企 業
の数 は 毎年 1 , 000 社 ぐら い あ った 。 こ こ 1 年 間 から 2 年 間 は も う 少 し多
く て 1 ,5 00 社ぐ ら い ，若 し く はそ れ よ り も少 し 多 くの 企 業 が 調整 を 受 け
て い る 。  
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調査 開 始 件数 を 大 幅 に減 少 さ せる 一 方 、 1 件 当 た りの 所 得 調 整額 を 大幅
に増 加 し てい る 傾 向 にあ る 。 2 007 年 を 例に す れ ば、 調 査 終 了件 数 は 174
件で 、 追 徴税 額 が 1 , 000 万元 を 超え た も のは 2 9 件 3 1 9だ と い わ れ て い る 。 
中国 国 家 税務 総 局 は 移転 価 格 税制 の 導 入 され た 当 初、 全 国 的 に移 転価
格調 査 件 数を 増 や し てい た の は、 移 転 価 格税 制 の 運営 に 関 す る各 地 方税
務局 の 知 識、 経 験 の 蓄積 を 主 な目 的 に し てい た も のと 思 わ れ るが 、 その
後、 税 制 の整 備 及 び その 執 行 知識 ・ 経 験 の蓄 積 と とも に 、 本 格的 な 調査
を進 め る 段階 に 入 っ たも の と 考え る こ と がで き る 3 2 0。  
 し た が って 、 中 国 は中 央 財 源を 確 保 す るた め 、 外資 投 資 企 業を タ ーゲ
ット と し た国 際 課 税 が強 化 さ れて き た こ とが わ か る。 そ の 中 でも 、 移転
価格 税 制 はよ り 重 要 視さ れ て いる 。  
(2 )  中 国 に お け る 移 転 価 格 調 査 に 関 す る 重 点 調 査 対 象  
『実 施 弁 法』 に お い て地 方 課 税当 局 は 、 以下 の 企 業を 移 転 価 格調 査対
象と し て 重点 的 に 選 択す る べ きで あ る と 規定 し て いる 。 ① 関 連取 引 金額
が大 き い か関 連 取 引 種類 が 多 い企 業 、 ② 長期 欠 損 企業 及 び 利 益僅 少 ある
いは 利 益 変動 の 大 き い企 業 、 ③同 業 企 業 に比 べ て 利益 水 準 が 低い 企 業、
④ そ の 引 き受 け た 機 能や リ ス ク 3 2 1に比 べ て 、利 益水 準 が 不釣 り 合い な 企
業 、⑤ 租 税 回避 港 3 2 2に いる 関 連 者と 取 引 を 行う 企 業 、⑥規 定 に 基づ い て
関連 申 告 また は 同 時 文書 化 の 準備 を 行 っ てい な い 企業 、 ⑦ そ の他 明 らか
                                                                                                                                                       
前掲 書 ， 張志 勇 ・ 王 暁悦 「 中 国国 家 税 務 総局 と の 意見 交 換 会 」『 租 税
研究 』 pp . 102 を 参考  
3 1 9
 賀 連 堂・ ス ペ ンサ ー・ チ ョ ン・ 宮 嶋 大 輔「 中 国 の最 近 の 移 転価 格 税
制を め ぐ る動 向 」『 租税 研 究 』日 本 租 税 研究 協 会 ， N o. 705， 2008 年 ，
pp . 150  
3 2 0
 前 掲 書，あ ず さ監 査法 人 中 国事 業 室 ・ KP MG『 中 国移 転 価 格税 制 の 実
務 』 p . 77  
3 2 1
 こ こ でい う 機 能及 びリ ス ク とは 、 商 品 が開 発 、 製造 、 販 売 に係 る 各
段階 に お いて 、 企 業 がも つ 製 造の 技 術 、 商品 の ブ ラン ド 力 等 をさ す 。  
3 2 2
 輸 出 入に お い て、 免税 あ る いは 減 税 と いう 港 の こと で あ る 。  
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に独 立 取 引原 則 に 違 反し て い る企 業 （ 実 施 弁 法  第 29 条 ）。  
実施 弁 法第 29 条の 第 2、第 3、第 4 の 項目 の 内 容か ら 、 移 転価 格 調 査
は主 に 企 業の 利 益 水 準に 注 目 して い る こ とが わ か る。 し た が って 関 連企
業取 引 に おい て 、 利 益水 準 が 低い と き は 移転 価 格 調査 を 受 け やす い 場合
があ る こ とが わ か る 。  
また 、 移 転価 格 調 査 を受 け や すい 企 業 に は、 伏 見 ・成 立 （ 2 0 05） は以
下 の 4 つ の特 徴 3 2 3が あ ると 指 摘 され て い る 。１つ 目 に は 、親 会 社の リ ー
ダー シ ッ プが と れ て いな い 企 業で あ る 。 ２つ 目 に は、 内 部 管 理が 弱 い企
業で あ る。３ つ 目に は、取 引の 資 料 が十 分保 管 さ れて い な い 企業 で あ る。
４つ 目 に は、 価 格 が 適正 で あ るこ と を 十 分に 説 明 でき な い 企 業で あ る。  
日系 企 業 の場 合 、 中 国へ の 進 出は ど ち ら かと い え ば事 業 部 単 位で 行わ
れて い る ケー ス が 多 い。 そ の ため 、 事 業 部に よ っ ては 十 分 な 利益 が 上が
って い な い場 合 が あ る 3 2 4。上 記 の ４つ の 特 徴は 、日 系 企業 が 中 国の 移 転
価格 調 査 を受 け や す い原 因 だ と言 わ れ て いる 。  
今 後 、 中 国 国 家 税 務 総 局 に よ る 移 転 価 格 調 査 が ま す ま す 厳 し く な り 、
「 中 国 で の 移 転 価 格 課 税 は 数 的 な 拡 大 と と も に 課 税 規 模 の 拡 大 も 予 想
3 2 5」され る 。一方 、日 系企 業 が 移転 価 格 調 査へ の 取 り組 み の 遅 れを 考 え
ると 、 中 国に 進 出 す る日 系 企 業に と っ て 移転 価 格 問題 は 避 け て通 れ ない
重大 な 問 題に な っ て いく も の と考 え ら れ る。  
 し た が って 、 中 国 での 移 転 価格 調 査 が ます ま す 強化 し て い くな か 、中
国に 進 出 企業 に と っ て、 中 国 の課 税 当 局 の移 転 価 格調 査 に 対 する 取 りこ
み姿 勢 を （重 点 調 査 対象 ） に 注意 し 、 対 策を と っ てい く 必 要 があ る と筆
                                                   
3 2 3
 前 掲 書， 伏 見 俊之 ・成 立 『 日中 移 転 価 格税 制 』 p p . 144 -1 46  
3 2 4
 川 田 剛『 国 際 課税 の理 論 と 実務  〔 第 5 巻 〕 移転 価 格 税 制』 税 務 経
理協 会 ， 2 010 年 ， p . 248  
3 2 5
 前 掲 書， 伏 見 俊之 ・成 立『 日 中 移転 価 格税 制 』税 制 研究 会 出版 ， 200 5
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者は 考 え る。  
(3 )  遡 及 調 査 及 び 追 跡 管 理 に 関 す る 問 題 点  
『実 施 弁 法』 で は 、 遡及 調 査 つい て は 触 れて い な いが 、 企 業 所得 税法
実施 条 例 にお い て 規 定し て い る。「 税 務 機関 は 、独 立 企業 間 原則 に 従 わな
い関 連 者 取引 に 対 し て、当 該取 引 が 発生 した 納 税 年度 か ら 1 0 年 間所 得 調
整を 行 う 権利 を 有 す る。（ 企 業 所 得 税 法 実 施 条 例 第 123 条 ）。」  
すな わ ち 、移 転 価 格 調査 は 、 過 去 1 0 年 間を 遡 っ て実 施 す る こと がで
きる 。 こ の更 正 時 効 期間 は 各 国の 中 で も 最も 長 い （日 本 6 年 、ア メ リカ
3 年 、イギ リ ス 6 年 、ドイ ツ 4 年 、フラ ン ス 3 年 と なっ て い る ）。よ っ て、
中国 で 移 転価 格 税 制 によ る 更 正金 額 が よ り大 き く なる 可 能 性 があ る 。  
ま た 、『 実 施 弁 法 』 で は 移 転 価 格 調 査 に つ い て 追 跡 管 理 を 実 施 す る と
規定 し て いる 。「 税 務機 関 は、企 業に 対 して 移 転 価格 調 整 を 行っ た 後、調
整 を 受 け た 最 終 年 度 の 翌 年 か ら 5 年 間 に わ た り 追 跡 管 理 を 実 施 す る 。
（『 実 施弁 法 』  45 条）」  
追跡 管 理 期間 中 、 企 業は 、 追 跡年 度 の 翌 年の 6 月 20 日 ま で に税 務機
関に 追 跡 年度 に 係 る 同時 文 書 を提 出 し な けれ ば な らな い 。 税 務機 関 は、
同期 資 料 と納 税 申 告 書類 に 基 づき 、 以 下 の内 容 を 重点 的 に 分 析、 評 価す
る 。① 企 業 の投 資 、経営 状 況 及び そ の 変 化 、② 企 業 の納 税 申 告額 の 変 化、
③ 企 業 の 経営 成 績 の 変化 、 ④ 関連 者 取 引 の変 化 等 を重 点 的 に 分析 、 評価
する（『 実 施弁 法』 第 45 条）。独 立企 業 間価 格 の 算定 等 に 問 題が 発 見 さ
れし だ い 、随 時 指 摘 と指 導 を する こ と と して い る 。  
中国 の 課 税当 局 の 立 場か ら 、 この 追 跡 管 理は 移 転 価格 税 制 の 執行 上に
おい て 効 果的 手 段 で ある 。 一 方、 企 業 に とっ て は 追跡 管 理 の 5 年 間 は、
大き な 移 転価 格 調 査 リス ク に さら さ れ る こと に な る。 し た が って 、 企業
                                                                                                                                                       
年 ， p . 6  
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にと っ て 移転 価 格 税 制へ の 十 分な 対 応 が 非常 に 重 要で あ る と 指摘 で き る。 
（ 4） 中 国 に お け る 同 期 資 料 の 文 書 化 及 び 挙 証 責 任 に お け る 問 題 点  
移 転 価 格 納 税 調 整 は 実 質 的 に 納 税 者 の 課 税 所 得 金 額 に つ い て 計 算 し
直し 、 納 税額 を 調 整 する こ と であ る 。 納 税者 は 移 転価 格 を 通 して 利 益の
移転 を 行 って い る と 認め ら れ たと き に 、 納税 負 担 の拡 大 に つ なが る とな
る 。結 果 的 に、移 転 価格 納 税 調整 は 納 税 者の 経 営 自由（ 価 格 決定 の 事 由）
を介 入 す るこ と と な る 3 2 6。  
移 転 価格 課 税 の 挙 証 責 任 につ い て 、 劉 天 永 （ 20 11） は 、納 税 者 は 挙証
責任 を 負 うと 納 税 者 の権 利 の 保護 に 不 利 であ る と 指摘 し て い る。し かし、
納税 者 が 関連 取 引 に 関連 す る 情報 を 提 供 する こ と は挙 証 責 任 行為 で はな
い。 な ぜ なら ば 、 企 業は 提 供 する 情 報 の 真実 性 と 正確 性 は 移 転価 格 調査
にお け る 確認 ポ イ ン ト で あ る から で あ る 。  
中 国 は 現 在 移 転 価 格 調 査 と 移 転 価 格 に よ る 納 税 額 の 更 正 に 係 る 挙 証
責任 に つ いて 明 文 規 定を 設 け てい な い 。 しか し 、 租税 法 律 主 義（ 税 収法
定原 則 ） のも と で 、 中国 の 行 政法 律 、 法 規の 規 定 にお い て は 、具 体 的な
行政 行 為 の挙 証 責 任 は特 殊 な 規定 が な い 限り 、 一 般的 に 行 政 機関 が その
挙証 責 任 を負 う べ き であ る 。課 税 当 局は 調査 に お いて 優 勢 な 立場 に あ り、
納 税 者 は 挙 証 責 任 を 負 う と 納 税 者 の 権 利 の 保 護 に 不 利 で あ る 3 2 7と 指 摘
され て い る。 ま た 、 納税 者 が 関連 取 引 に 関連 す る 情報 を 提 供 する こ とは
挙証 責 任 行為 で は な い 3 2 8。  
移 転 価 格 調 査 に お い て 関 連 者 間 取 引 に 係 る 価 格 の 妥 当 性 を 立 証 す る
                                                   
3 2 6
 刘 天 永「转让定价调查与调查中 的举证责任 （ 移 転価 格 調 査 及び 調 査
にお け る 挙証 責 任）」『税务研 究』 N o.3 08， 20 11 年 ， p .6 9  
3 2 7
 前 掲 書， 刘 天 永「转让定 价调查与调查中的举证责任 」『税务研 究 』
pp . 70 -71  
3 2 8
 前 掲 書， 刘 天 永「转让定 价调查与调查中的举证责任 」『税务研 究 』  
pp . 70 -71  
245 
 
責任 は 納 税者 側 に 課 され て お り、 納 税 者 がそ の 挙 証責 任 を 果 たす た めに
作成 す る もの が 同 期 資料 （ 同 期文 書 化 資 料） で あ る 3 2 9。  
『実 施 弁 法』 が 求 め る同 期 資 料の 記 載 内 容は 極 め て広 範 に 規 定さ れて
いる 。そ の 内 容は 、①組 織 機 構、②生 産 経営 状 況（ 文 末資 料 表 1 の 記 入）、
③ 関 連 取 引の 状 況（ 文末 資 料表 2 の 記 入 ）、④ 比 較 可能 性 分 析、⑤ 移転 価
格算 定 方 法の 選 択 と 使用 と な って い る 。  
企業 は 同 期資 料 に 関 する 準 備 上の 問 題 点 につ い て 、劉 氏 （ 2 0 09） は以
下の よ う に指 摘 し て いる 。「 その 内 容 は 全面 的 、詳 細 かつ 正 確で な け れば
なら な い 。実 践 上 、 これ ら の 資料 は 企 業 財務 決 算 時に 統 計 で きな い もの
が存 在 し 、企 業 内 部 の多 数 の 部門 の 協 力 を得 て 作 成す る 必 要 があ る 。  
資料 の 準 備は 普 段 か ら取 り 組 まな い と 、 決算 を 迎 える 時 期 、 また は税
務機 関 に 資料 の 提 出 を求 め ら れた と き に その 準 備 に多 大 の 手 間が か か り、
それ に 人 員の 移 動 、 時間 の 推 移の 影 響 で 、正 確 に 資料 を 全 部 用意 す るこ
とは 困 難 であ る 。 そ のほ か グ ルー プ 企 業 間、 企 業 内部 各 部 門 間の 協 力、
こ の 中 の あら ゆ る 段 階で 資 料 の提 供 の 不 備が あ っ ても 、 企 業 に と っ て移
転価 格 課 税の リ ス ク を招 く こ とを 避 け ら れな い こ とに な る 。 グル ー プ内
に関 連 企 業間 取 引 企 業が 多 い 場合 に 、 特 に各 企 業 間の 同 期 資 料の 繋 がり
とそ の そ の資 料 の 完 成度 が 求 めら れ る で あろ う 3 3 0」。  
ま た 、「 新 関 連 者 間 取 引 申 告 は 個 々 の 納 税 企 業 を 対 象 と し て い る 。 グ
ルー プ 企 業ご と の 申 告及 び 同 期資 料 の 準 備は 認 め ない 3 3 1」こ と から 、グ
ルー プ 企 業に 所 属 す るす べ て の会 社 に そ れぞ れ 煩 雑な 同 期 資 料の 準 備が
強い ら れ る。  
同期 資 料 管理 規 程 は 納税 者 に 挙証 責 任 と 負担 を 負 わせ て い る 。多 くの
                                                   
3 2 9
 前 掲 書， 監 査 法人 トー マ ツ 『中 国 の 投 資・ 会 計 ・税 務 Q & A』 p . 54 9  
3 3 0
 前 掲 書， 刘 天 永『 中国转让定价实务与 案例 』 p .8 8  
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企業 は 自 ら規 定 に 沿 って 同 期 資料 の 準 備 する こ と がで き な い ので 、 実務
的に 力 の ある 仲 介 機 構（ 税 理 士や 会 計 士 の専 門 的 な機 構 を 指 す ） に 頼ら
ざる を 得 ない 3 3 2。内 部 で資 料 を 用意 す る 手 間と 専 門 家に 依 頼 す る費 用 を
考慮 す る なら ば 、 同 期資 料 の 準備 は 企 業 の大 き な 負担 と な る こと が わか
る 。  
しか し 、 同期 資 料 の 作成 は 企 業に と っ て 、大 き な 負担 を 負 わ せる こと
にな る が 、移 転 価 格 調査 を 避 ける た め の 有用 な 手 段で あ る 。  
なぜ な ら ば、 同 期 資 料の 提 出 によ り 企 業 の関 連 取 引情 報 が 中 国の 課税
当局 と 企 業の 間 で 共 有さ れ る よう に な る 。「 その た め 、中 国の 課税 当 局 は、
移転 価 格 調査 上 の 諸 判断 を 行 う際 、 企 業 から 提 供 され た 情 報 に大 き く 依
存す る こ とと な る 。 その 結 果 、両 者 間 で 事実 関 係 の認 定 に 係 る紛 糾 が大
きく 減 少 する 可 能 性 があ る 3 3 3」 と思 わ れ る 。  
 『 実 施弁 法』第 14 条生 産 経 営状 況 部 分 につ い て、企 業の 業 務概 況 の 詳
細等 の 資 料の 提 示 を 求め て い る。 企 業 の 経営 活 動 の分 析 を 通 して 、 課税
当局 は 企 業の 利 益 水 準、 関 連 取引 金 額 等 の状 況 を 把握 す る こ とが で き、
これ ら の 資料 を 通 し て、 各 指 標に 異 常 （ 独立 企 業 間価 格 原 則 との 相 違）
があ る か 否か を 確 認 し、 租 税 回避 の 税 務 調査 を 行 うか ど う か を決 め る。
提出 資 料 のう ち、最 も重 要 な のは 図 表  7 -7 の「 企業 の 機能 及 びリ ス ク 分
析」で ある 。な ぜ な らば 、図表  7 -7 の分 析は 企 業 が関 連 取 引 にお け る 位
置づ け 、 企業 の 関 連 取引 は 独 立企 業 間 価 格原 則 を 遵守 し て い るか 否 か及
び企 業 の 利益 水 準 は 正常 で あ るか ど う か を判 断 す るに あ た り 、重 要 なポ
                                                                                                                                                       
3 3 1  前 掲 書， 刘 天 永『 中国转让定价实务与 案例 』 p .8 4   
3 3 2  杨桂 松 ·饶戈军（扬州税务进修学 院 ）「 完善 同 期资料 管 理 提 高反 避 税
水 平 」『 涉 外 税务（ In t e rna t i ona l  Ta xa t io n  in  C h i na）』 N o . 5， 20 09 年 ， p . 33  
3 3 3  前 掲 書 ，あ ず さ 監 査法 人 中 国事 業 室・ KP MG『 中 国 移転 価 格税 制 の 実
務 』 p . 35  
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イン ト で ある か ら で ある 3 3 4。  
し た が っ て 、『 実 施 弁 法 』 の 同 期 資 料 に 関 す る 条 文 は 課 税 庁 が 租 税 回
避を 防 ぐ ため の 管 理 効率 を 上 げる こ と と 、納 税 者 が税 務 調 査 リス ク を避
ける こ と とに 、 積 極 的な 働 き をか け て い ると い え る 3 3 5。  
最後 に 、 現在 中 国 の 事前 確 認 を行 う 上 、 同期 資 料 の提 出 は 必 須条 件で
ある た め 、移 転 価 格 調査 を 避 ける た め に 、企 業 は 積極 的 に 同 期資 料 の用
意を す べ きで あ る と 指 摘 し た い。   
                                                   
3 3 4  前 掲 書，杨桂 松 ·饶戈军（扬州税务进修 学院 ）「完 善 同 期资料管 理 提
高反 避 税 水平 」 p .3 2  
3 3 5  前 掲 書，杨桂 松 ·饶戈军（扬州税务进修 学院 ）「完 善 同 期资料管 理 提
高反 避 税 水平 」 p .3 3  
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図 表  7 - 1 4 中 国 に お け る 移 転 価 格 調 査  
内容 詳細 条文番号
移転価格による税
収管理を強化する
要因
●中央税源の縮小及びインフラ整備資金調達がもたらす財
政事情の必要性
●外資企業に欠損会社が60％を占めている。不正に外国の
関連会社に移転価格をもって、利益の流出をしている可能
性が高いとの指摘がある。
●移転価格の税収管理業務の推進は国際税収管理の重要な
内容であることを認識すべきであり、中国の渉外税収管理
の重点である
[1998]25
●租税回避を取り巻く法律体系を健全化するとともに、国
際の歩調に合わせ、中国の徴税権限を確保する
企業所得税法
移転価格調査の
重点調査対象
●関連取引金額が大きいか関連取引種類が多い企業
●長期欠損企業及び利益金賞或は利益変動の大きい企業
●同業企業に比べ利益水準の低い企業
●企業が果たす機能及び負うリスクに比べて、利益水準が
不釣り合いな企業
●租税回避港にいる関連者と取引している企業
●関連申告または同期書類文書化をしていない企業
●その他、明らかに独立取引原則に違反している企業
実施弁法
　　29条
●当該取引が発生した納税年度から10年間、所得調整を行
う権利を有する
実施条例
　　123条
追跡管理は5年間
●企業の投資、経営状況及びその変化
●企業の納税申告額の変化
●企業の経営成績の変化
●関連者取引の変化等を重点的に分析、評価する
実施弁法
　　45条
記載内容が極めて広範である。
●組織機構
●生産経営状況
●関連取引の状況
●比較可能性分析
●移転価格算定方法の選択と使用
企業側が挙証責任を負う
中国における調査
の強化
遡及調査
  及び
追跡管理
同時書類文書化
及び
挙証責任
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
3 .中 国 に お け る 事 前 確 認 制 度 （ A PA） の 問 題 点  
図 表  7 -1 2（ 中 国 A PA の状 況）で 示 した よう に 、中国 に お い て 20 05 年
か ら 20 10 年 に かけ て、 年 間 A PA（ 一か 国 A PA と 二か 国 A PA）の 合 意件
数は １ ０ 件前 後 を 推 移し て い る。ま た、 2005 年 4 月 に 、中 国 にと っ て 初
めて の 二 国間 事 前 確 認が 中 国 と日 本 の 間 で成 立 し たほ か 、20 08 年 末 まで
に米 国 、 韓国 を 相 手 国と す る 案件 を 含 め 、複 数 二 国間 事 前 確 認が 成 立し
てい る 3 3 6。こ れら の 数 字を 、制 度 先行 国 、例え ば 日 本な ど に お ける そ れ
と比 べ る と桁 違 い に 低い 水 準 にと ど ま っ てい る 3 3 7こ とが わ か る 。中 国に
                                                   
3 3 6  前 掲 書，監 査 法人 ト ーマ ツ『 中 国の 投 資・会計・税務 Q＆ A 第４ 版 』
p .5 71  
3 3 7  前 掲 書 ，あ ず さ 監 査法 人 中 国事 業 室・ KP MG『 中 国 移転 価 格税 制 の 実
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おけ る 事 前確 認 制 度 の執 行 は まだ 初 期 段 階に あ る とい わ ざ る を得 な い。  
(1 )  中 国 に お け る 事 前 確 認 制 度 の 合 意 に 必 要 と す る 時 間 及 び 提 出 資 料 の
機 密 性  
一般 的 に 、中 国 の 課 税当 局 の 目標 と し て 、相 互 協 議を 伴 わ な い事 前確
認制 度 は 1 年以 内 審 査及 び 協 議を 終 え る とし 、 相 互協 議 を 伴 う事 前 確認
制度 は 2 年 以 内に 審 査及 び 協 議を 終 え る とし て い る 3 3 8。そ の原 因と し て 、
中国 に お いて 、 中 国 の国 家 税 務総 局 に お ける 相 互 協議 を 伴 う 事前 確 認制
度の 担 当 者は 8 人 3 3 9に とど ま っ てお り 、申 請 件 数 の 多さ に 比 較 し 、こ の
担当 者 の 人数 は 少 な すぎ る こ とが 一 因 で ある と い える 。  
結果 的 に 、 締 結 に 至 らな か っ た事 前 確 認 事案 で 中 国の 課 税 当 局が 入手
した 情 報 は、 事 実 情 報を 除 き 、将 来 の 移 転価 格 調 査で の 使 用 が禁 止 され
た。 予 備 会談 の 段 階 で必 要 と され る 情 報 の大 幅 な 削減 に よ り 、事 前 確認
申請 に 関 する 奨 励 が なさ れ て いる 3 4 0。  
中国 に お ける 事 前 確 認制 度 は 事務 的 に 煩 雑さ か ら 、プ ロ セ ス 的に 長期
間に わ た るこ と に な る。 中 国 では 、 現 在 また 事 前 確認 制 度 の 効率 を 上げ
るた め の 関連 す る 組 織体 系 は 整え ら れ て いな い 。 事前 確 認 の プロ セ スに
おけ る 提 示資 料 は 納 税 者 の 重 要な 商 業 機 密が 含 ま れて い る 可 能性 が あ り、
これ ら の 資料 の 機 密 性を 確 保 する 規 定 は 公布 さ れ てい る も の の、 こ れら
の規 定 は 曖昧 で あ り 、実 務 上 納税 者 の 商 業機 密 を 有効 に 保 護 する 規 定に
なっ て い ない 、納 税 者は 提 出 資料 の 漏 え いに 懸 念 をも つ 3 4 1。郭 柃以（ 20 12）
によ れ ば 、中 国 の 課 税当 局 に おい て は 、 企業 が 提 出す る 書 類 の機 密 性を
                                                                                                                                                       
務 』 p . 102  
3 3 8  艺阳 「首 份 中国 A PA 年度报告 」『 新 理财 (C o rpo r a t e  F i na nc e )』 N o. 4，
p .8 1  
3 3 9  前 掲 書，『中 国 事 前 確認 制 度 年度 報 告 （ 2012）』 p . 2  
3 4 0  新 日 本有 限 責 任監 査法 人 ・ 新日 本 ア ー ンス ト ア ンド ヤ ン グ 税理 士 法
人『 必 携  中 国 の 会 計・ 税 務 詳解 』 税 務 経理 協 会 ， 20 09 年 ， p .52 1  
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保た せ る こと に 関 す る規 定 は 未だ に 十 分 に指 導 教 育を 行 い 、 遵守 で きる
よう な 状 況に な っ て いな い と 指摘 し て い る 3 4 2。  
(2 )  中 国 に お け る 事 前 確 認 制 度 の 活 用 に み ら れ る 地 域 性  
「相 互 協 議を 伴 う 事 前確 認 制 度は 、 納 税 者で あ る 企業 に と っ て事 前確
認が も た らす 諸 費 用 （費 用 と リス ク ） と 利益 （ 移 転価 格 課 税 を受 け る可
能性 を 回 避で き る ） を考 慮 し た企 業 の 意 思決 定 で ある 。 事 前 確認 の 申出
を行 う 納 税者 の 大 半 は会 計 処 理の 優 良 企 業で あ り 、納 税 信 用 度の 良 い納
税者 で あ ると の 指 摘 し、 事 前 確認 の プ ロ セス に お いて 、 こ の よう な 納税
者に 多 く の時 間 と 人 力を か け るこ と は 合 理的 配 分 方法 で は な い。し かし、
租税 回 避 の目 的 を 持 って 、 管 理を 怠 り 、 経営 は 規 範的 で な い 企業 は 事前
確認 の 申 出も し な い まま 、う ま く 税務 調 査を 逃 れ るケ ー ス が みら れ る 3 4 3。 
図 表  7 -15 で 示 さ れ て い る よ う に 、 国 際 的 二 重 課 税 を 受 け る 可 能 性 が
大き い 企 業ほ ど 、 事 前確 認 制 度を 利 用 す るメ リ ッ トが 大 き い ため 、 事前
確認 を 申 し出 る 確 率 が大 き い と考 え ら れ る。 こ の よう な 企 業 の特 徴 とし
て、 優 良 な納 税 者 （ 企業 ） が 多く 、 関 連 取引 の 金 額が 大 き く 、取 引 類型
が多 い 特 徴を 持 つ 。 また 、 中 国に お い て 経済 発 展 が十 分 で な い地 域 の企
業に 対 し ては 、 地 方 政府 が 多 くの 優 遇 税 制 等 を 持 ちか け 、 中 国に お ける
移転 価 格 調査 を 受 け られ る 可 能性 が 小 さ く、 事 前 確認 を 利 用 する 確 率が
低い 傾 向 がみ ら れ る 。  
現在 の よ うに 、 多 く の制 約 を 設け 、 事 前 確認 に 係 る協 議 期 間 の長 期化
は企 業 が 事前 確 認 制 度を 活 用 する こ と 妨 げて い る と指 摘 で き る。 し たが
                                                                                                                                                       
3 4 1  边江 峰「 我 国预约定价 安 排 法律问题研 究」『法 制 与 社会 』N o. 2 9，p .3 2  
3 4 2  刘 瑾 「预约定 价中 的逆 向选择」『 涉外 税务（ In t e r na t io na l  Taxa t io n  i n  
C h i na）』 N o .2， 2 009 年， p . 30  
3 4 3  郭 柃 以「预约定 价 制度 的 中 美比较」『 G ui de  to  B u s in es s』 N o . 12， 20 1 2
年 ， p .11  
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って 、 事 前確 認 に 関 する 手 続 きを 簡 略 化 し、 各 国 の課 税 当 局 間に お ける
事前 確 認 に関 す る 協 議の 合 意 が達 成 し や すい 積 極 的な 体 制 の 構築 を すべ
きで あ る 。  
図 表  7 - 1 5 事 前 確 認 の 申 出 確 率 及 び そ の 原 因  
事由(原因） 確率 事前確認を申し出る確率
①
国際的二重課
税の可能性
大き
い
ほど
事前確認制度をも
たらすメリットが
大きい
大きい
関連取引の金額
が大きく、取引
パターンが多い
場合
②
事前確認制度
に係る費用
小さ
くす
る
ほど
二重課税の可能性
が大きく
大きい
優良納税者の場
合が多い
①
経済発展は十
分にできてい
ない場合
労働力は安価
であり、政府
は外資企業を
融資するため
に様々な優遇
条件を設け
る。
経済発展できてい
ない地域は二重課
税を受けるリスク
が少ない
事前確認を申し出る可能性
が少なく、地方政府も事前
確認を積極的に引き受けよ
うとしない。
　企業は事前確認の申出を
しなければ、税務機関も対
応するための費用を省くこ
とができ、財政的に出費を
抑えることとなる。
中国の地方政府
（出 所：刘 瑾「预约定价 中 的 逆向选择」『 涉 外税务』知 网 、2 009 年 2 月 、
pp . 30 -33 を 参考 に し 、筆 者 が 作成 し た。）  
(3 )  独 立 企 業 間 価 格 に 関 す る 重 要 な 設 定 条 件 の 内 容  
重要 な 設 定条 件 は 事 前確 認 制 度の 重 要 内 容で あ り 、同 時 に 事 前確 認が
合意 に 至 るか 否 か を 決定 的 な 要因 で あ る 。重 要 な 設定 条 件 （ 価格 を 決定
する 際 の 決定 要 因 ） には 、 関 連取 引 の 産 業環 境 、 市場 の 変 化 、第 三 者の
取引 、 原 価、 利 益 等 の要 因 が 含ま れ 、 こ れら の 要 因は 企 業 に 独立 企 業間
価格 の 算 定方 法 の 選 択を 決 め させ る 。 中 国の 事 前 確認 に 関 連 する 法 律に
おい て 、 重要 な 設 定 条件 が 設 けら れ て い るも の の 、詳 細 に 列 挙例 示 を行
って い な い。 こ の 設 定条 件 は 広範 性 と 弾 力性 と も に備 え 、 企 業は 経 済情
勢の 変 動 がも た ら す 影響 に よ り、 事 前 確 認の 実 行 を妨 げ な い よう に すべ
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き で あ る 3 4 4。  
( 4 )  事 前 確 認 制 度 の 適 用 を 撤 回 す る 規 定  
郭柃 以（ 201 2）は 、A PA を撤 廃す る 条 件に 関す る 規 定を 設 け て いな い 。
中国 の 関 連す る 法 令 のな か で 、納 税 者 は 事前 確 認 を異 な る 行 為を 行 った
場合 、 税 務機 関 は 状 況に 合 わ せ修 正 と 処 理す る 権 利を 有 す る と規 定 して
いる が 、 どの よ う な 状況 に お いて 事 前 確 認の 執 行 を中 止 さ せ るか に つい
て明 文 化 され て い な い 3 4 5こと を 指摘 し て い る。  
一国 の み の事 前 確 認 では 、 納 税者 と 所 在 国の 課 税 当局 の み が 合意 する
こと か ら 、事 前 確 認 を行 っ た 国で の 移 転 価格 リ ス クは 回 避 で きる が 、相
手国 に お ける 移 転 価 格リ ス ク まで 回 避 す るこ と は でき な い 。 一方 、 二国
間事 前 確 認で は 、 関 連す る 両 国の 課 税 当 局が そ れ ぞれ 納 税 者 と合 意 する
とと も に 、 課 税 当 局 間で も 合 意す る こ と から 、 移 転価 格 に よ って 生 じる
二重 課 税 のリ ス ク を 両国 に お いて 排 除 す るこ と と がで き る 。 当然 、 二国
間事 前 確 認の 事 務 的 、時 間 的 コス ト は 一 国の み の 事前 確 認 に 比較 し て大
きく な る が、 こ れ は 移転 価 格 リス ク を 確 実に 排 除 する た め の コス ト とし
てと ら え るこ と が で きる 。  
事 前 確 認 は 税 務 機 関 に と っ て も 手 間 の か か る 調 査 が 避 け ら れ る う え 、
将来 機 関 の税 収 を 予 測で き る とい っ た 利 点が あ る 。そ の た め 、国 家 税務
総局 は 事 前確 認 の 申 請を 奨 励 して い る 。  
この よ う に、 移 転 価 格問 題 へ の対 応 策 と して 、 中 国の 国 家 税 務総 局は
積極 的 に 事前 確 認 に 取り 込 ん でい る と と もに 、 企 業の 利 用 も 増え て いく
傾向 に あ る。  
                                                   
3 4 4  前 掲 書， 郭 柃 以「预约定 价 制度 的 中 美 比较」『涉 外 税务』 p .11  
3 4 5  前 掲 書， 郭 柃 以「预约定 价 制度 的 中 美 比较」『涉 外 税务』 p .11  
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4 .行 政 訴 訟  
中 国 で は 、 移 転 価 格 調 整 に 関 し て の 行 政 訴 訟 を 認 め て い る 。「 一 般 の
税務 問 題 と同 様 、企 業が 移 転 価格 調 整 に 対し て 異 議が あ る 場 合、陳 述権 、
抗弁 権 を 有す る 。 企 業は 法 に 従い 、 行 政 再審 査 を 請求 す る 、 また は 人民
法院 に 行 政訴 訟 を 提 起す る 権 利を 有 す る 。（ 税 収徴 収 管 理法 第 8 条 ）」  
しか し 、 実際 問 題 と して 、 こ のよ う な 行 政・ 司 法 手続 き の 利 用に は多
くの 困 難 が予 想 さ れ る。  
まず 、 中 国で は 独 立 第三 者 に よる 再 審 査 制度 を 設 けて お ら ず 、行 政再
審査 に つ いて は 、 異 議申 立 先 が移 転 価 格 調整 を 行 った 地 方 国 家税 務 局の
上の 省 級 国家 税 務 局 が担 当 し てい る 。 も とも と 当 該省 級 国 家 税務 局 が承
認し た も ので あ る た め、自 らそ れ を 覆す こと は 期 待で き な い 。そ の ため 、
中国 で は 行政 訴 訟 に 期待 は で きな い と い える 。  
また 、「過 去 に おい て 、移 転 価 格調 整 に 関す る 人 民法 院 あ て の提 訴 は 1
件し か な い。 そ の 事 案に お い て、 人 民 法 院は 主 に 税務 機 関 の 調査 ・ 調整
手続 き の 妥当 性 を 議 論し 、「 調整 」の 妥 当 性に つ い て直 接 的 に 議論 し なか
った 。ま た 、そ の 事 案に お い て国 家 税 務 局が 勝 訴 して い る 3 4 6」とい わ れ
る 。  
した が っ て、 中 国 に 進出 す る 企業 は 、 こ のよ う な 状況 を 踏 ま えて 中国
では 移 転 価格 税 制 へ の対 策 を 積極 的 に 取 り込 む こ とが 重 要 で ある 。  
  
                                                   
3 4 6
 前 掲 書， あ ず さ監 査法 人 中 国事 業 室 ・ KP MG『 中 国移 転 価 格税 制 の 実
務 』 p . 75  
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図 表  7 - 1 6 移 転 価 格 税 制 の 問 題 点 及 び 対 応 策  
 
 （ 出 所 ：『 実 施 弁 法』 及 び 有識 者 の 見 解を も と に筆 者 が 作 成し た 。）  
 
 
小 括  
本章 に お いて 、 現 行 条文 を 中 心に 中 国 の 移転 価 格 税制 に 関 す る特 徴を
独立 企 業 間価 格 の 算 定、 移 転 価格 調 査 及 び事 前 確 認制 度 の 3 つの 側 面か
ら検 討 し、最 後 に有 識者 の 見 解を 基 に 本 制度 の 問 題点 に つ い て論 究 し た。 
第 1 節 に おい て 、 中 国の 移 転 価格 税 制 に 係る 現 行 条文 及 び 中 国に おけ
る事 前 確 認報 告 書 の デー タ を 基に 、 中 国 の移 転 価 格税 制 に 関 する 特 徴は
検証項目 問題点 期待する解決方法
算定方法
　実務上では原価基準法、
利益比準法の利用が中心で
ある。
　利益比準法が規定されて
いない、原価基準法は単純
な組み立て作業に重点的適
用するとの規定になってい
ない。
　企業が利用しやすい規定の改
正が必要である。
比較対象の選択
　企業が公開情報の入手難
しい、税務総局は大きな
データベースの購入を図っ
ているが、企業が不利な立
場にある。
　内部資料による分析の容認。
　税務総局より公表データの提
示。
対象範囲
株式保有割合25％超
範囲が広い、企業のリスク
が高まる。
遡及調査及び追跡管理
更正時効10年　追跡管理　5
年
　更正金額が大きい可能
性。
　追跡管理は企業の移転価
格調査リスクが高まる。
　早急に企業の移転価格調査へ
の取り込み。
　同期資料の必要性。
同期資料
　義務化されている
　資料の範囲が広く、準備
に手間がかかる。
　外部専門家に頼ることが
多い、費用が掛かる。
　税務当局に対して、取引価格
を説明する重要な手段。
　事前確認制度の必須資料のた
め、いずれ必要となる資料。
事前確認制度
一国、二国、多国事前確認
　関連取引に係った企業の
移転価格によるリスクを回
避するため二国及び多国事
前確認が有用。
　二国、多国事前確認が時間が
かかる。
　同期資料が必要とする。煩雑
な手続きの簡略化を望む。
相互協議
必ずしも合意されないた
め、相互協議する両国の税
務当局の会談結果次第。
　各国が相互協議への積極な姿
勢を望む。
行政訴訟
独立第三者による再審査は
レベル一つ上の国家税務総
局となるため、期待できな
い
　より行政訴訟が公平にできる
ようにすべきである。現段階、
行政訴訟という手段が取れない
状況。
独
立
企
業
間
価
格
の
計
算
移
転
価
格
調
査
及
び
企
業
の
取
る
対
策
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以下 の 4 点に ま と め た。  
 1 点目 は 、中国 の 移転 価 格 税制 に 係 る 取引 パ タ ーン に つ い て、『 実 施弁
法』の 第 10 条に 規 定さ れ 、有形 資 産 取 引、無 形 資産 取 引 、資金 融 資 、役
務提 供 の 4 つ の 類 型 の取 引 が 含ま れ て い るこ と 。  
 2 点 目 は、 現 行 の 中国 の 移 転価 格 税 制 （『 実 施弁 法』） に お いて は 、独
立企 業 間 価格 の 算 定 方法 に は 独立 価 格 比 準法 、 再 販売 基 準 法 、原 価 基準
法（ この 三 つ の方 法 を合 わ せ て基 準 三 法 と呼 ば れ る）、取 引 単位 営 業 利益
法、利 益分 割 法、そ の 他独 立 企 業間 原 則 に 合致 す る 方法 が 含 ま れて い る。
2008 年 まで に は 、基 準三 法 が 優先 に 適 用 され て い た 。2 008 年 の税 制 改正
に伴 い 、 優先 順 位 を 設け な く なっ た こ と 。  
 3 点 目 は、 中 国 に おい て は 移転 価 格 税 制が 導 入 され て か ら 、原 価 基準
法の 適 用 が課 税 当 局 の独 立 企 業間 価 格 の 算定 に よ く用 い ら れ る方 法 であ
った こ と。統 計デ ー タか ら み ると 2 003 年ま で に は、原価 基 準法 は 2 6％ 、
利益 比 準 法は 4 割 強（ 46％ ）を 占 めて い るこ と が わか っ た。 2012 年 中国
課税 総 局 が公 布 し た 『事 前 確 認報 告 』 に よる と 、 最も 利 用 率 が高 い のは
取引 単 位 営業 利 益 法 （ 64％ ） であ り 、 そ の次 は 原 価基 準 法 （ 17％ ） 利益
比準 法 の 説明 が な い であ っ た 。な お 、 そ の他 の 独 立企 業 間 原 則合 致 する
方法 と し て利 益 比 準 法が 適 用 され る 可 能 性が 否 め ない 。  
4 点 目 は 、中 国 の 独 立企 業 間 価格 の 算 定 にお い て は、 各 算 定 方法 に用
いる 利 益 率は 以 下 の とお り で ある 。 再 販 売価 格 基 準法 と 原 価 基準 法 で は
売上 総 利 益率 が 使 用 され 、 利 益分 割 法 で は営 業 利 益率 が 使 用 され 、 取引
単位 営 業 利益 法 で は 売上 総 利 益率 、営 業 利益 率 、R O A 率 と ベ リー 率 の４
つが 使 用 され て い る 。  
第 2 節 に おい て 、 中 国の 移 転 価格 税 制 に おい て 、 税務 調 査 及 び移 転価
格税 制 に よる 更 正 に 関す る 重 要な 現 行 条 文を 文 書 化、 課 税 当 局の 権 限、
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更正 期 間 、罰 則 規 定 につ い て 取り ま と め た。（ 図表  7 -1 7）  
図 表  7 - 1 7 中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 税 務 調 査 及 び 移 転 価 格 の 税 務 更
正  
内容 条文関連内容 条文番号
●書類内容
1.組織機構　2.生産経営状況　3.関連取引状況　4.比較可能性分
析　5.独立企業間価格の算定方法の選択及び適用
実施弁法　第14条
●義務付けられない企業
   1.該当年度の取引金額は2億人民元（約32億7千万円）以下、
その他関連取引金額4000万元（約5億4千万円）
2.関連取引は事前確認制度の範疇に属する
3.外資持株率は50％以下、国内関連会社のみ取引している
実施弁法　第15条
●企業機能とリスク分析表
   1.研究開発　2.生産　3.卸売　4.販売及び小売
   5.管理及びその他のサービス
実施弁法　証憑単表1
企業年度関連取引財務状況分析表 実施弁法　証憑単表2
課
税
当
局
の
権
限
●課税当局が同種事業者に質問・検査権を有する
企業所得税法
　　　　　第43条-2
実施条例　第114条
実施弁法　第33条
●納税年度から10年間以内に調整を行う権利がある 実施条例　第123条
●税務更正を受けた場合、5年間にわたって、以下の内容を重
点的に分析し、提出の義務を課す
   1.企業の投資、経営状況及びその変化状況
   2.納税申告額の変化状況
   3.企業の経営成績の変化
   4.関連者取引の変化等
実施弁法　第45条
●徴管法第60条と第62条に従って処分
　2000元以下の罰金に処する。
　厳重な場合には2000元以上10,000元以下の罰金に処する。
実施弁法　第105条
●更正に従い税務調整を行っていない場合は、配当金の配分と
して所得税を徴収する。所得税の免税の優遇を受けることがで
きない。
国税函［2006］901号
罰
則
規
定
文
書
化
更
正
期
間
（出 所：筆 者が 作 成 した 。な お 、2 014 年 5 月 24 日 の 為替 レー ト： 1 元 は
16 . 35 円 ）  
 
第 3 節 に おい て 、 中 国の 事 前 確認 制 度 の 定義 及 び その 手 続 き につ いて
概観 し た 。  
中国 に お ける 事 前 確 認制 度 と は、 企 業 の 将来 事 業 年度 の 関 連 取引 に係
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る価 格 を 決め る 原 則 及び 計 算 方法 に 対 し て審 査 及 び評 価 し 、 企業 と 協議
の上 、 事 前確 認 を 結 ぶこ と を いう 。 事 前 確認 の 種 類は 、 相 互 協議 を 伴わ
ない 事 前 確認 と 、 相 互協 議 を 伴う 事 前 確 認と に よ って 異 な っ てい る 。  
中国 に お ける 事 前 確 認に は 申 出条 件 が 設 けら れ て いる 。 重 要 な条 件と
して 、該 当 年度 の 取 引金 額 は ２億 人 民 元 超 、そ の 他 関連 取 引 金額 は 4 000
万元 超 、及 び 同 時文 書化 書 類 の準 備 及 び 保存 が 行 われ て い る こと で あ る。
また 、 事 前確 認 申 出 が優 先 的 に受 理 さ れ る条 件 と して 、 申 請 の質 （ 高度
な無 形 資 産等 ） 及 び 案件 は 業 界及 び 地 域 等の 特 殊 性を 有 す る かい な いか
等が 挙 げ られ る 。  
なお 、 中 国に お け る 事前 確 認は 6 段 階 に 分け ら れ 、 ① 予 備 会 談、 ②正
式申 請 、 ③ 審 査 検 討 、 ④ 会 談 、⑤ 事 前 確 認を 結 ぶ 、 ⑥ 執 行 と 監督 と いう
6 段 階に 分 けら れ る 。  
図 表  7 - 1 8 中 国 の 事 前 確 認 制 度 に 係 る 条 文  
内容 詳細 条文番号
事前確認制度の定義
企業の将来事業年度の関連取引に係る価格を決める原則及び計算
方法に対して審査及び評価し、企業と協議の上、事前確認を結ぶ
こと
実施弁法
　　第4条
事前確認の方法
関与する国家税務所轄当局の数によって、一か国、二か国と多国
の三種類
本論文では、事前確認において相互協議を伴うかどうかをの視点
から、相互協議を伴う事前確認制度（二か国と多国）と相互協議
を伴わない事前確認制度（一か国）に分類する
中国事前確認
年度報告書
2012
事前確認制度の
申出条件
1.当該年度の関連取引金額は4000万元以上
2.法規定に従い申告義務を履行している
3.同時文書化書類を準備、保存及び提供する
実施弁法
　　　第48条
事前確認申出が優先的
に受理される条件
1.申請の提出した時間的順位
2.申請の質（最も重要な要素である。例え：高度な無形資産、原
価の節約もしくは株価の時価変動の量的分析を有する等）
3.案件は業界及び地域等の特殊性を有するか否か
4.相互協議に係る相手国の協議意欲及び本案件に対する重視度
中国事前確認
年度報告書
2012
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
 
第 4 節 に おい て 、 有 識者 の 見 解に よ る 分 析を も と に、 中 国 の 移転 価格
税制 に お ける 問 題 点 につ い て 以下 の 4 つ の側 面 か ら考 察 し た 。  
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 一 つ 目 は、 独 立 企 業間 価 格 の算 定 の 問 題点 に つ いて 以 下 の 4 点 が 挙げ
られ る 。  
まず 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 方法 に 関 す る規 定 は 具体 性 に 欠 け、 価格
を算 定 す る時 に 利 用 しに く い こと で あ る 。特 に 、 価格 の 算 定 に用 い る売
上総 利 益 率等 の 指 標 の判 断 に は主 観 性 が 強く 、 よ って 算 定 さ れる 価 格は
恣意 性 が 高い と 考 え られ る 。さ ら に、独 立 企業 間 価 格の 算 定 に あた っ て、
企業 に と って 参 考 と なる 外 部 デー タ の 入 手が 極 め て難 し い こ とで あ る。
一方 、 中 国の 税 務 総 局は デ ー タベ ー ス に よる 非 公 開デ ー タ を 用い て 価格
の算 定 さ れる ケ ー ス が多 く あ るた め 、 企 業は 情 報 の公 平 性 に おい て 不利
な立 場 に 立た さ れ て いる と い える 。 最 後 に、 中 国 にお け る 独 立企 業 間価
格の 算 定 は原 則 と し て、 合 理 的な 方 法 で あれ ば い かな る 方 法 も排 除 しな
いと い う 原則 が あ る ため 、 こ のこ と が 移 転価 格 の 算定 に あ た って 不 透明
性が 高 く し、 企 業 に 対し て の 移転 価 格 課 税の リ ス クが 増 し て いる と いえ
る 。  
二 つ 目 は 、 移 転 価 格 調 査 に 関 す る 特 徴 及 び 問 題 点 に つ い て 検 討 し た 。 
まず 、 中 国に お け る 移転 価 格 調査 の 強 化 した 理 由 とし て 、 中 国に おけ
る財 政 の 切迫 に 応 じ て、 中 央 税収 を 確 報 する 必 要 性が 高 ま る 一方 、 中国
に 進 出 さ れ た 外 資 企 業 が 60％ を 占 め る 割 合 で 赤 字 の 状 態 で あ る こ と に
鑑み 、 外 資企 業 に 対 し、 移 転 価格 に よ る 税収 管 理 を強 化 し て きた と いわ
れて い る 。  
次に 、 中 国に お け る 移転 価 格 調査 の 重 点 調査 対 象 は明 文 化 さ れて い る。
この う ち、関 連 企業 との 取 引 金額 が 多 い 企業 、長期 に 欠 損し てい る 会 社、
利益 変 動 の大 き い 会 社な ど が 挙げ ら れ て いる 。  
さら に 、 中国 に お け る移 転 価 格の 遡 及 期 間は 、 納 税年 度 か ら 1 0 年間
まで 税 務 更正 を か け るこ と が でき る 。 そ の上 、 更 正を 受 け た 場合 、 5 年
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間に わ た って 課 税 当 局か ら 追 跡管 理 を 受 けな け れ ばな ら な い 。こ の 期間
にお い て 、所 定 の 申 告書 類 を 出す 必 要 が ある 。 し たが っ て 、 企業 に とっ
ては 、 書 類準 備 の 事 務期 間 が 要す る こ と と、 移 転 価格 課 税 の リス ク が高
くな る と 予想 さ れ る 。  
最後 に 、 中国 に お け る挙 証 責 任及 び 同 時 書類 文 書 化に つ い て 論究 し た。 
中国 に お いて 挙 証 責 任は 企 業 側に あ る と され て い る。 し た が って 、企
業は 移 転 価格 課 税 を 避け る た めに 、 同 時 書類 文 書 化の 準 備 し なけ れ ばな
らな い 。 その た め 、 事務 的 な 費用 が か か る。 な お 、専 門 家 の 指導 を なく
して は 準 備で き な い 状況 で あ り、 企 業 の 負担 が 大 きく な っ て いる と 指摘
でき る 。  
三 つ 目 は 、 事 前 確 認 制 度 の 問 題 点 に つ い て 有 識 者 の 見 解 を 整 理 し た 。 
まず 、中 国 にお け る 事前 確 認 制度 は ま だ 執行 の 初 期段 階 で あ る 。また、
相互 協 議 を伴 う 事 前 確認（ B A PA）の 担当 者は 8 人 のみ で あ る ため 、そ の
ため 、 合 意に 至 る 件 数も 限 ら れ、 合 意 す るま で の 時間 も 長 い と考 え られ
る。 ま た 、事 前 確 認 制度 に 用 いら れ る 企 業の 商 業 機密 に 係 る 資料 の 機密
性を 保 た せら れ る た めの 保 証 がな い と 指 摘さ れ て いる 。  
次に 、 中 国に お け る 事前 確 認 制度 の 活 用 には 地 域 性が み ら れ る。 事前
確認 の 申 出を さ れ て いる 企 業 の大 半 は 会 計処 理 の 優良 企 業 で ある 。一方、
十分 に 経 済発 展 し て いな い 地 域に お い て 、地 方 政 府が 多 く の 優遇 税 制を
持ち か け て い る た め 、移 転 価 格調 査 を 受 けら れ る 可能 性 も 低 く、 事 前確
認の 必 要 もな い と 指 摘さ れ て いる 。 し た がっ て 、 中国 に 進 出 する 企 業は
事前 確 認 がス ム ー ズ に合 意 に 達成 で き る よう な 準 備を 整 え る のが 望 まれ
る 。  
さら に 、 事前 確 認 に おけ る 独 立企 業 間 価 格を 決 定 する 要 因 が 詳細 に例
示 さ れ て い な い 。 企 業 に お け る 移 転 価 格 を 決 定 す る 重 要 な 要 素 （ ×や ×）
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とし て の 例示 が あ る もの の 、 事前 確 認 が 順調 に 実 行で き る 鍵 とし て 、価
格 の 決 定 要 因 と し て ×や ×の よ う な を も っ と 詳 細 に 例 示 を す べ き で あ る 。 
最後 に 、 事前 確 認 制 度の 適 用 を撤 回 す る 規定 も 設 ける べ き で ある 。中
国に お け る移 転 価 格 税制 の 現 行条 文 に お いて 、 事 前確 認 制 度 はど の よう
な条 件 を 満た せ ば 事 前確 認 の 対象 か ら 撤 回さ れ る かに つ い て 明文 化 して
いな い 。  
四つ 目 は 、中 国 に お ける 行 政 訴訟 に つ い ての 問 題 点で あ る 。 中国 にお
いて 、 移 転価 格 課 税 によ る 更 正を 受 け た 場合 に 、 行政 訴 訟 を 行う こ とが
でき る 。し か し、中 国 では 第 三 者に よ る 再 審査 制 度 を設 け ら れ てい な い。
異議 申 立 は移 転 価 格 調整 を 行 った 地 方 課 税当 局 を 管轄 す る 国 家税 務 局と
なる た め 、国 家 税 務 局自 ら 承 認し た 移 転 価格 課 税 に関 す る 更 正を 覆 すこ
とは な い とい わ れ て いる 。 し たが っ て 、 現段 階 で 行政 訴 訟 に 期待 で きな
いと 指 摘 され て い る 。  
その た め 、行 政 訴 訟 に至 ら な いよ う に 事 前確 認 、 相互 協 議 の 活用 が推
奨さ れ る 。  
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第 8章  現行の日中移転価格税制に関する比較  
 
移 転 価 格 税 制 と は 日 本 も 中 国 も 国 外 関 連 取 引 を 対 象 に そ の 取 引 価 格
（移 転 価 格） に 着 目 する 税 制 度で あ り 、 要す る に 企業 が 用 い る移 転 価格
と課 税 庁 が主 張 す る 非関 連 間 取引 に 使 用 され る で あろ う 独 立 企業 間 価格
と相 違 が ある 場 合 に 、当 該 国 外関 連 取 引 は独 立 企 業間 価 格 を もっ て 行っ
たも の と し、 所 得 金 額を 計 算 する 制 度 で ある 。  
しか し 、 厳し い 市 場 競争 に 勝 ち抜 く た め に、 利 益 の最 大 化 を 追求 する
企業 側 と 課税 権 を 確 保す る 課 税当 局 の 立 場の 違 い から 、 独 立 企業 間 価格
の算 定 に あた る 意 見 の食 い 違 いが 生 じ や すい と 筆 者は 考 え る 。さ ら に、
条文 が 不 明確 で あ る こと か ら 、企 業 の 二 重課 税 の リス ク が 大 きい と いえ
る。 こ の よう に 問 題 があ る 移 転価 格 税 制 につ い て 、 本 章 で は 日本 と 中国
の移 転 価 格税 制 を 比 較す る こ とに よ り 、 明ら か に した 。 研 究 方法 と して
は、 現 行 条文 、 有 識 者の 見 解 によ る 理 論 研究 及 び 事前 確 認 報 告書 の 実証
デー タ の 分析 の 2 つ 方法 を 用 いて い る 。 また 、 第 6 章 及 び 第 7 章 で 論究
した 日 中 移転 価 格 税 制の 特 徴 及び 問 題 点 の比 較 研 究を 行 う 。  
1 .日 中 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に 関 す る 比 較  
日本 の 移 転価 格 税 制 にお い て も、 中 国 の 移転 価 格 税制 に お い ても 、前
章に お い て独 立 企 業 間価 格 の 算定 （ 中 国 では 「 独 立企 業 間 原 則 」 と もい
う） は 中 心的 課 題 で ある と 指 摘し た 。 し たが っ て 、本 章 に お いて 、 第 6
章と 第 7 章 で述 べ た 日中 両 国 移転 価 格 税 制に 関 す る現 行 条 文 を中 心 に検
討し た 内 容を 基 に 比 較し 、 日 中移 転 価 格 税制 の 相 違点 を 明 ら かに し た。  
その 一 つ 目に 、 日 本 の移 転 価 格税 制 に お ける 独 立 企業 間 価 格 の算 定方
法は 基 本 三法 と い わ れる 独 立 価格 比 準 法 、再 販 売 基準 法 、 原 価基 準 法と
その 他 政 令で 定 め ら れる 方 法 とい わ れ る 利益 分 割 法、 取 引 単 位営 業 利益
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法が 含 ま れる 。 さ ら に、 利 益 分割 法 に は 、比 較 利 益分 割 法 、 寄与 度 利益
分割 法 、 残余 利 益 分 割法 に 分 けら れ る 。 中国 の 移 転価 格 税 制 にお け る独
立企 業 間 価格 の 算 定 方法 に は 日本 同 様 に 基本 三 法 であ る 独 立 価格 比 準 法、
再販 売 基 準法 、 原 価 基準 法 と 利益 分 割 法 、取 引 単 位営 業 利 益 法と そ の他
独立 企 業 間原 則 に 合 致す る 方 法（ 利 益 比 準法 等 ） が含 ま れ て いる 。  
独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 に 関す る 日 中 の相 違 点 とし て は 、 中国 の利
益分 割 法 には 、 寄 与 度利 益 分 割法 、 残 余 度利 益 分 割法 の み 規 定さ れ 、比
較利 益 分 割法 は 規 定 され て い ない 。 さ ら に、 現 行 条文 に 利 益 比準 法 は規
定さ れ い ない が 、『 特別 納 税 実施 弁 法 』 第 21 条に お い て、 中国 に お ける
独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 と して 、 独 立 企業 間 原 則に 準 じ た 計算 方 法と
され て い るた め 、合 理 的 で あ れば ど ん な 方法 で も 排除 し な い と 理 解 で き、
今後 利 益 比準 法 が 適 用さ れ る 可能 性 が 否 めな い 。  
二つ 目 は 、独 立 価 格 比準 法 を 除く 、 各 算 定方 法 に は国 外 関 連 取引 にお
ける 利 益 率に 焦 点 を 当て て い る。 い わ ば 、国 外 関 連取 引 の 利 益率 と 非関
連者 間 取 引の 利 益 率 は同 じ レ ベル に な け れば な ら ない か ら で ある 。 ここ
でい う 利 益率 は 、① 売上 総 利 益率（ 販 管 費を 除 く）、② 売上 総利 益 率（ 販
管費 を 含 む）、 ③営 業利 益 率 （重 要 な 無 形資 産 を 含ま な い）、 ④ 営 業 利益
率（ 重 要 な無 形 資 産 を含 む ）の 4 種 類 に 分け ら れ る。 な お 、 中国 で の取
引単 位 営 業利 益 法 に 用い ら れ る利 益 率 は 多様 で あ る（ 図 表  8 - 1）。し たが
って 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 には 企 業 と 関連 会 社 （日 本 に お いて は 国外
関連 会 社 であ り 、 中 国で は 国 内と 国 外 の 関連 会 社 を含 む ） と の取 引 から
生じ る 利 益率 は 適 正 であ る か 否か が 重 要 であ る 。  
 
 
 
263 
 
図 表  8 - 1 日中移転価格税制に係る独立企業間価格算定方法に関する比較  
日本 中国 比較
基本三法 基本三法 適用順位
●独立価格比準法 ●独立価格比準法
●再販売基準法
　・売上総利益率
●再販売基準法
　・売上総利益率
●原価基準法 ●原価基準法 用いる利益率
　・売上総利益率 　・売上総利益率
その他政令で定められる方法
その他独立企業原則に合致す
る方法
●利益分割法 ●利益分割法
比較利益分割法
　・営業利益率
　・重要な無形資産を有しない
寄与度利益分割法 寄与度利益分割法
  ・営業利益率
　・重要な無形資産を有しない
　・営業利益率、重要な
　・無形資産を有しない
残余利益分割法 残余利益分割法
  ・営業利益率
　・重要な無形資産を有する①
　・営業利益率
　・重要な無形資産を有する
①
事前確認制度を中心にみら
れる算定方法の使用確率
取引単位営業利益法 取引単位営業利益法
　・売上高営業利益率
　・総費用営業利益率
　・ベリー比率
  ・資産収益率
  ・売上利益率
  ・フルコストマークアップ
率
  ・ベリー比率
　・利益比準法
　（明文化されていない）
適
用
対
象
有形資産取引
無形資産取引
資金融資
役務提供
算
定
方
法
・
算
定
に
用
い
る
利
益
率
　日本と中国とも独立企業原
則に一致した最も適切な方法
を選定するとことである。
　独立企業間価格の算定は当
該取引の利益率が独立企業原
則に達すことが必要である。
　日本と中国における算定方
法の分類は大きくは変わらな
い。
相違点として、
①中国において比較利益分割
法を設けていない。
②取引単位営業利益法に用い
られる利益率は中国において
は多様である。
③中国において、利益比準法
の適用があることに注意が必
要である。
　日本と中国とも取引単位営
業利益法の利用率が高い。中
国において、次によく使われ
る方法として原価基準法が挙
げられる。
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
 
三つ 目 は 、日 本 の 独 立価 格 比 準法 、 再 販 売基 準 法 、原 価 基 準 法は 、 棚
卸資 産 に 係る 取 引 を 中心 に 規 定さ れ て い るこ と は 現行 条 文 か ら読 み 取れ
る 。 ま た 、そ の 他 の 取引 は こ れら の 方 法 に準 じ る こと と し て いる 。 その
他の 取 引 につ い て の 範囲 は 、 別個 に 規 定 され て い る。 中 国 に おけ る 関連
者間 取 引 の類 型 は『 実施 弁 法 』第 10 条 にお い て 、有形 資 産 取引 、無 形 資
産取 引 、 資金 の 貸 付 、役 務 提 供の 四 項 目 と明 記 し てい る 。  
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四つ 目 は 、日 本 に お いて も 、 中国 に お い ても 移 転 価格 課 税 問 題の 解決
には 相 互 協議 を 伴 う 事前 確 認 制度（ 以 下 、「 A PA」とい う ）を 推奨 し てい
る。日 中 両国 の い ず れに お い ても 、 A PA で一 番 よ く使 わ れ る 独立 企 業間
価格 の 算 定方 法 は 、 取引 単 位 営業 利 益 法 であ る 。 日本 の 国 税 庁が 交 付し
た 2 01 3 年 A PA レ ポ ート に よ れば 、 B A PA にお け る 利用 件 数 は取 引 単 位
営業 利 益 法が 全 体 の 6 割 強 を占 め て い る 。日 本 の A PA にお いて 、次 によ
く使 わ れ る計 算 方 法 は利 益 分 割法 で あ る 。一方 、中 国の A PA レポ ー トを
分析 し た 結果 、2 011 年に お い て最 も 使 わ れて い る 計算 方 法 は 中国 も 取引
単位 営 業 利益 法 で あ り、 次 に 、よ く 使 わ れて い る 計算 方 法 は 原価 基 準法
であ る 。 企業 の 移 転 価格 税 制 によ る 経 済 的国 際 二 重課 税 を 避 ける 方 法と
して 、 取 引単 位 営 業 利益 法 は 独立 企 業 間 価格 の 算 定に 重 要 な 役割 を 占め
るも の で あり 、 無 視 する こ と がで き な い と筆 者 は 考え る 。  
 
2 .日 中 移 転 価 格 調 査 に 関 す る 諸 条 文 の 比 較  
移転 価 格 調査 に 係 る 現行 条 文 を挙 証 責 任 、同 時 書 類文 書 化 、 第三 者に
対す る 質 問・ 検 査 権 、遡 及 期 間、 罰 則 規 定の 5 つ の 側面 か ら 、日 中 両国
にお け る 移転 価 格 調 査に 係 る 相違 点 を 比 較分 析 す る。  
一 つ 目 は 、 移 転 価 格 設 定 の 合 理 性 を 証 明 す る 挙 証 責 任 の 帰 属 で あ る 。
日本 に お いて は 、 移 転価 格 課 税に 係 る 挙 証責 任 は 課税 当 局 に ある が 、中
国に お い て は 、 移 転 価格 設 定 の合 理 性 に 係る 挙 証 責任 に つ い て 企 業 側に
ある と さ れて い る。しか し 、日 本 に おい て は 、2 012 年 の税 制 改正 で 企 業
側に 移 転 価格 に 関 す る同 時 書 類文 書 化 が 義務 付 け られ た 。 す なわ ち 、納
税者 で あ る企 業 は 国 外関 連 者 間取 引 に 係 る契 約 や 取引 に 係 る 各企 業 の機
能や リ ス クの 分 析 に 基づ い た 移転 価 格 の 決定 等 の 「同 時 書 類 文書 化 」を
しな け れ ばい け な い 。こ の 条 文規 定 の 導 入に よ り 、 実 質 的 に 移転 価 格税
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制に お け る 挙 証 責 任 は企 業 側 に 移 転 れ て いる と 理 解で き る 。  
その 二 つ 目に 、 同 時 書類 文 書 化に つ い て の規 定 で は、 日 中 両 国と も企
業に 義 務 化し て い る 。日 中 の 相違 点 と し ては 、 2 つ挙 げ ら れ る。 ① 中国
に お い て 、 具 体 的 に 義 務 化 さ れ な い 対 象 が 設 け ら れ て い る （ a .該 当 年 度
の取 引 金 額は 2 億 人 民元（ 32 億 7 千万 に 相当 す る）以 下、そ の他 関 連 取
引金 額 4 000 万 元（ 5 億 4 千 万 ）以下 。 b .関連 取 引 は事 前 確 認 制度 の 範 疇
に属 す る 。c .外 資 持 株率 は 5 0％ 以 下、国 内関 連 会 社の み 取 引 して い る。）
した が っ て、 義 務 化 の対 象 は 大手 の 外 資 企業 で あ ると い え る 。 ② 中 国に
おけ る 同 時書 類 文 書 化に お い て、 申 告 時 に記 載 す る別 表 を み ると 日 本よ
り詳 細 に 内容 が 決 め られ て い る。  
三つ 目 に は、 第 三 者 企業 に 対 する 質 問 ・ 検査 権 に つい て 、 日 中両 国と
も類 似 の 内容 が 規 定 され て い る。図表  8 -2 で 示 さ れて い る の に、日 本は
措 法 66 条 ‐ 4② 、中 国は『 実 施 弁法 』第 33 条 に おい て 、企業 及び 関 連 企
業、 並 び に関 連 取 引 を調 査 に 関連 す る そ の他 の 企 業 第 三 者 企 業に 質 問・
検査 権 を 有す る と 規 定さ れ て いる 。  
四つ 目 に は、 遡 及 期 間に つ い てで あ る 。 日本 で は 遡及 期 間 は 7 年 とし
てい る 。  
一方 、 中 国は 最長 1 0 年間 と し 、日 本 よ り 3 年 間も 多 い た め、 移 転価
格課 税 に よる 金 額 が 多額 に 上 るリ ス ク が 高い 。 さ らに 、 中 国 にお い て、
移転 価 格 課税 を 受 け た場 合 、 5 年 間 追 跡 管理 を 受 けな け れ ば なら な い。
この 追 跡 管理 期 間 中 にお い て 所定 の 書 類 を提 出 す る必 要 が あ るた め 、移
転価 格 課 税を 受 け る リス ク は さら に 高 く 、書 類 作 成に は か な り事 務 的手
間が 必 要 とさ れ る 。  
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図 表  8 - 2 日 中 移 転 価 格 調 査 に お け る 現 行 条 文 に よ る 比 較  
 
（出 所 ： 日中 両 国 の 移転 価 格 税制 に 関 す る諸 条 文 に基 づ い て 、 筆 者 が作
成し た ）  
 
五つ 目 に は、 移 転 価 格税 制 に 係る 罰 則 規 定に つ い てで あ る 。 日本 にお
いて 、 移 転価 格 税 制 に係 る 罰 則規 定 が 設 けら れ て いな い 。 第 三者 企 業は
課税 当 局 の質 問 及 び 帳簿 提 出 の要 求 に 応 じな い 場 合 に 3 0 万 円以 下 を罰
すこ と と され て い る 。  
一方 、 中 国に お い て は罰 則 規 定を 設 け て いる 。 企 業は 義 務 化 され た書
類の 準 備 をし て い な い、 又 は 課税 当 局 の 要求 に 応 じ提 出 し て いな い 場合
に 20 00 元 以 下 の罰 金に 処 す る。 厳 重 な 場合 に 2 000 元 以上 1000 0 元 以 下
内容 日本 中国
比較
同様の規定である時“○”で表示
挙証
責任
基本、課税庁に挙証責任を負う。
企業が帳簿書類等の入手に努める義務を負う。（措
法66条‐4⑦）
取引に関する文書化の義務付けにより、日本では挙
証責任は企業に転換されたといわれる。
企業側にある。
●日本は課税当局にあるが、文書化の義務付
けにより挙証責任は企業側が負わされたと指
摘されている。
●中国における挙証責任が企業側にある。
同時
書類
文書化
日本A社と国外関連会社B社に関する書類
●A社及びB社に関する書類
　①資産の明細及び役務内容②果たす機能及び負う
リスク
　③無形資産の内容④取引に係る契約書⑤価格設定
の方法及び交渉内容⑥取引に係る損益の明細⑦市場
分析に係る内容⑧事業方針⑧関連取引に密接に関連
する他の取引の有無
●A社のみに関する書類
　①独立企業間価格を選定する理由
  ②比較対象取引の選定事由
  ③利益分割法、取引単位営業利益法を用いるとき国
外関連者に帰属するものについて計算書類
  ④複数関連取引を一の取引とした理由及び書類（同
一価格）
  ⑤再調整についての書類
（措規22-10①、措規22-10②）（措法66条-4⑥）
●内容（実施便法　第14条）
①組織機構、②生産経営状況、③関
連取引状況、④比較可能性分析、⑤
独立企業間価格の算定方法の選択及
び適用
●義務付けされない企業
1.該当年度の取引金額は2億人民元
（32億7千万）以下、その他関連取引
金額4000万元（5億4千万）
2.関連取引は事前確認制度の範疇に
属する
3.外資持株率は50％以下、国内関連会
社のみ取引している
（実施弁法　第15条）
●日本では措規22－10①、②において、文書
化についての項目を羅列しているのみであ
る。
●中国では、実施弁法第15条について関連項
目を明確し、企業機能とリスクの分析表（特
別納税実施弁法-証憑単表1において研究開発
から商品のアフターサービスまで詳細な項目
を設定）の提出を求めている。
○日本の別表17（4）と中国の特別納税実施弁
法-証憑単表2企業年度関連取引財務状況分析
表は類似している。
質問と
検査
権等
第三者企業に質問・検査権を有する
　　　　　　　　　　　　　（措法66条‐4⑧）
第三者企業に質問・検査権を有する
（実施弁法第33条）
○
遡及期間
等
●遡及期間
　7年間
●遡及期間  　10年間
●追跡管理
　更正を受けた場合、5年間追跡管
理、追跡管理期間中経営変化等に係
る書類の提出が求められる。
　中国の移転価格課税の遡及期間は日本より
長く、移転価格による更正を受けると追跡管
理期間が設けられ、特定書類の準備等の事務
的に煩雑な処理が強いられ、移転価格課税を
受ける可能性も増す。
罰則規定
次のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰
金に処する。
措法66条‐4⑧による当該職員の質問に対して答弁せ
ず(中略)した場合 （措法66-4⑫　一）
措法66条‐4⑧の規定による帳簿書類の提示に正当な
理由がなくこれに応じずの場合（措法66の４⑫
二）
　企業年度関連取引往来報告書を提
出していない場合、若しくは同時書
類文書化又は関連書類を保存してい
ない場合、2000元以下を罰する。厳
重な場合に2000元以上10000元以下を
罰することができる。
留意事項
推定規定又は同業者に対する質問検査規定の適用に
当たっての留意事項(移転価格事務運営要領2-5)
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の罰 金 に 処す る と さ れて い る 。  
 
3 .日 中 移 転 価 格 に 関 す る 事 前 確 認 制 度 に 関 す る 比 較  
移転 価 格 課税 を 避 け る方 法 と して 、 日 中 両国 の 課 税当 局 が 推 奨し てい
る事 前 確 認制 度 に つ いて 、 そ の創 設 背 景 、定 義 及 び日 本 に お ける 事 前確
認制 度 の 変遷 及 び 手 続の 側 面 から 日 中 比 較を 試 み る。 事 前 確 認制 度 は、
企業 側 が 国際 取 引 に おい て 、 あら か じ め 課税 当 局 に取 引 価 格 が適 正 な価
格（ 独 立 企業 間 価 格 ）で あ る かど う か を 確認 す る 制度 で あ る 。定 義 につ
いて は 、 日中 両 国 は 類似 し て いる 。  
しか し 、 事前 確 認 制 度の 創 設 背景 、 制 度 の変 遷 及 び手 続 に は 日中 両国
に相 違 が みら れ る 。 中国 は 事 前確 認 に 携 わる 専 門 税務 担 当 の 人数 と 組織
体 制 は 制 限を 受 け 、 まだ 制 度 執行 の 初 期 段階 に あ ると い え る 。一 方 、日
本 は 成 熟 段階 で あ る 。こ の よ うに 、 日 中 では 段 階 が異 な っ て いる 。  
この よ う なこ と を 踏 まえ 、 日 中の 事 前 確 認制 度 の 創設 背 景 及 び制 度の
変遷 に つ いて 検 討 し た。  
日本 の 事 前確 認 制 度 は、 課 税 当局 の 移 転 価格 課 税 の円 滑 な 執 行及 び企
業の 課 税 の予 測 可 能 性を 確 保 する た め に 、1987 年 に 事前 確 認 制度 の 前身
で あ る 確 認 方 式 が 創 設 さ れ た 。 当 時 の 確 認 方 式 は 現 行 制 度 で あ る ユ ニ
A PA（一か 国 A PA） とし て の 役割 を 中 心 に考 慮 し た制 度 で あ った 。 その
後、世 界各 国 の 事前 確認 制 度 の導 入 を 受 け、A PA レポ ー トに よる と 、B A PA
（二 か 国 A PA）の 活 用の 環 境 が整 え た こ とに よ り 、日 本 に お け る B A PA
の申 込 件 数の 増 加 も みら れ 、 年間 処 理 件 数は 100 件 を超 え る こと に なっ
た 。  
一方 、 中 国で は 19 9 8 年 か ら 独立 企 業 間 価格 の 算 定に 関 す る 詳細 な明
文規 定 が ない ま ま 、各地 の 地 方税 務 局 は ユニ A PA の試 み を なさ れ 、した
268 
 
がっ て 、 中国 に お い ては 、 当 初大 き な 地 方性 が み られ る と い える 。 2004
年に 国 家 税務 総 局 は 事前 確 認 制度 の 処 理 等の プ ロ セス を 統 一 化す る ため
に 、『 関 連 企業 間 業 務往 来 事 前確 認 実 施 規則（試 行 ）』（ 国 税 発［ 2 004］118
号 ）を公 布 した 。そ の後 、 20 05 年 は 中 国 にお い て 、初の B A PA が日 中両
国 の 課 税 当局 間 で 合 意に 至 っ た 。中 国の A PA 制度は 、租 税 回 避を 防 止 す
る体 系 の 構築 の 一 環 であ る 一 方、 納 税 者 に対 す る サー ビ ス の 向上 を 図る
目 的 で 導 入さ れ た 3 4 7。 しか し 、 現在 、 中 国 の B A PA は未 だに 年 間 10 件
にも 及 ば ない 。  
した が っ て、 日 本 の 事前 確 認 制度 は 世 界 的に も 成 熟段 階 に あ るが 、中
国の 事 前 確認 制 度 は また 初 期 段階 に あ る とい え る 。  
次に 、 日 中事 前 確 認 制度 の 手 続き の 相 違 につ い て 検討 し た 。  
日中 両 国 につ い て 、 手続 き の 流れ は 大 ま かに 類 似 して い る 。 まず 、企
業が 書 類 を提 出 し 、 課税 当 局 に事 前 相 談 をし 、 そ の後 、 事 前 確認 制 度の
申し 出 を 行い 、さ ら に 、課 税 当 局に よ る 事前 確 認 の審 査 を 経 て 、最 後 に、
合意 に 至 るか ど う か の結 果 通 知と な る 。  
しか し 、 中国 の 事 前 確認 制 度 にお い て は 、企 業 が 提出 し た 関 連取 引に
係る 書 類 文書 化 の 完 成度 及 び 取引 の 特 殊 性に よ っ て、 事 前 確 認の 受 理・
審査 の 順 番が 決 ま る 。こ の 事 前確 認 に 基 づい て 、 企業 が 設 定 した 取 引価
格の 適 否 につ い て 、 監督 執 行 を行 な う 規 定が 設 け られ て い る 。  
この よ う に、 中 国 の 事前 確 認 制度 は 企 業 の関 連 取 引に 係 る 書 類文 書化
等の 準 備 の完 成 度 に よっ て 、 課税 当 局 の 受理 順 番 が違 っ て く るこ と があ
る。こ の規 定 か らも 中国 の 事 前確 認 制 度 に係 る 課 税当 局 の 対 応の 限 界（ 経
験及 び 担 当人 員 な ど の不 足 ） が見 受 け ら れる 。   
                                                   
3 4 7
 前 掲 書，中 国 国家 税務 総 局『中国预约定价安排年度报告（ 2012）』序
文 pp .1 -2 を参 考 にし た。  
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図 表  8 - 3 日 中 事 前 確 認 制 度 に 関 す る 比 較  
内
容 日本 中国
比較
類似は“○”
相違は“●”
定
義
○
方
法
○本論文では①相互協議を伴わな
い事前確認制度（ユニAPA)、②相
互協議を伴う事前確認制度
（BAPA）に分類する。
創
設
背
景
　企業側が国際取引におい
て、あらかじめ課税当局に
取引価格が適正な価格（独
立企業間価格）であるかど
うかを確認する制度であ
る。
①税収の確保管理を強化すると
同時に、納税者への質問応答や
サービスの重要性を図り、租税
回避を防止する体系の構築する
ためにあった。
②事前確認制度はこの体系にお
いてサービス向上が中心的内容
である。
●日本では、移転価格税制を投入
した初期には、課税当局の業務執
行を円滑に行うことが目的であっ
た。
●租税回避を防止する体系の構築
を目的とし、納税者に対するサー
ビス向上を図るためであった。
変
遷
第1段階
1987年　確認方式導入
(ユニAPAの前身）
第2段階
1999年　BAPA導入
（諸外国におけるBAPAの導
入を受け、BAPAを行う国際
的環境が整え、外国におけ
るAPA制度の活用の影響を大
きく受けた）
第1段階　独立企業間価格の
算定方法であった。
・各地方で異なるプロセスで事
前確認を行う時期であった。
・1998年　国税発[1998」59号
第28条に規定された。
・2002年　徴管法実施細則に規
定し、制度化された。
第2段階　事前確認制度のプ
ロセス等の明文化
・2004年　関連企業間業務往来
事前確認実施規則（試行）に事
前確認のプロセス、実施要件を
明文化。
・2005年　事前確認制度の監
査・管理制度を実施。
・2009年　『実施弁法』第6章
に事前確認制度及び課税当局の
事務運営要領を明文化
●　日本では、確認方式が導入し
た後、12年後に諸外国BAPAによる
制度化の整備の影響を受け、BAPA
を導入した。APAの活用もBAPAが導
入してからである。
●　中国では、ユニAPAに係る関連
通達は1998年公布され、同年ユニ
APAが結ばれた。なお、ユニAPAは
独立企業間価格の算定方法の1つに
過ぎなかった。2004年に、初めて
事前確認係るプロセス、実施条件
等について明文された。現在『実
施弁法』の第6章に総括に条文が設
けられている。2010年に公布した
APA報告書によればBAPAの件数は10
件以下であり、まだ初期段階にあ
るといわざるをえない。
手
続
き
①事前相談
　企業が提出した資料に応
じて相談を受ける。必要な
書類（事務運営要領5-3）が
不足している場合、十分な
相談に応じることができな
い。
②事前確認を申出
③相互協議を伴う事前確認
　a.日本企業と国外関連会
社によるBAPAの申出
　b.外国課税当局による
BAPAの申出
　c.相互協議による協議結
果を企業へ通知
　d.企業がBAPAの協議結果
に同意した場合、課税当局
による合意文書作成
①予備会談（1か月）
　企業の提出した書類に基づい
てAPA申請について会談を行う
②正式APA申請（3か月）
　提出された書類の完成度及び
取引の特殊性（特殊な無形資産
の有無等）により、受理の順番
が決められる。
③審査・評価（5か月）
④事前確認を結ぶ
⑤監督執行
●中国では、企業が行う書類文書
化の完成度及び取引の特殊性に
よって、事前確認の受理・審査の
順番が決められる。
●中国において企業と課税当局の
間で事前確認が合意に至った場
合、その後企業は事前確認で合意
された取引価格を用いて取引され
ているかどうかの監督執行も行わ
れる。（日本においても、条文上
において規定されていない）。
　企業側が国際取引において、あらかじめ課税当局に取引価
格が適正な価格（独立企業間価格）であるかどうかを確認す
る制度である。
一か国事前確認制度(ユニAPA)、二か国事前確認制度
（BAPA）、多国事前確認制度（事前確認に係る国の数によっ
て、分類される）
(出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。 )  
270 
 
4 .有 識 者 の 見 解 か ら み ら れ る 日 中 移 転 価 格 税 制 の 問 題 点 の 比 較  
本章 に お いて 、 第 6 章と 第 7 章で 論 究 し た有 識 者 の見 解 を も とに 、日
中の 移 転 価格 税 制 に つい て 、 立法 の 本 質 から み た 制度 上 の 問 題点 、 独立
企業 間 価 格の 算 定 方 法 の 問 題 点、 移 転 価 格調 査 （ 課税 当 局 の 執行 ） 及び
事前 確 認 制度 の 問 題 点で あ る 4 つ の 側 面 から 論 述 した 。  
その ひ と つ目 に は 、 日中 の 移 転価 格 税 制 の本 質 的 な相 違 で あ る。  
日本 の 移 転価 格 税 制 は 、 法 人 と国 外 関 連 者の 取 引 を通 じ た 所 得の 国外
移転 を 規 制す る 税 制 度で あ る 。要 す る に 、移 転 価 格税 制 は 自 国の 課 税 権
を確 保 す るた め に あ って 、 独 立企 業 間 価 格 を 満 た さな い と 移 転価 格 税制
の調 査 対 象と な る こ とで あ る 。  
一方 、 企 業側 （ 納 税 者） の 立 場か ら い う と、 取 引 価格 は 本 来 自由 な市
場競 争 を 勝ち 抜 く た めに 企 業 側が 柔 軟 性 を持 っ て 設定 す る も ので あ る。
これ は 移 転価 格 税 制 の本 質 が もた ら す 課 税当 局 と 企業 側 の 立 場の 違 いで
ある 。  
日本 の 移 転価 格 税 制 は米 国 及び O E C D ガ イド ラ イ ンの 影 響 を 受け 、創
設さ れ て いる 。国 際 的な 規 範 とし て 利 用 され る O E C D ガ イド ライ ン は 各
国の 移 転 価格 税 制 の 模範 的 な 存在 で あ る が、 規 制 でき る よ う な機 能 を も
って い な いこ と が わ かっ た 。 日本 の 移 転 価格 税 制 は、 租 税 特 別措 置 法で
は規 定 さ れて い な い 部分 が 多 く、 課 税 当 局は 移 転 価格 通 達 に 頼っ て いる
現状 で あ るこ と が わ かっ た 。  
中国 に お ける 移 転 価 格税 制 は 199 1 年 に 初め て 規 定さ れ た 。 中国 の移
転価 格 税 制の 導 入 も 日本 と 同 様に 、 自 国 の課 税 権 の保 護 の た めに 導 入さ
れた と い える 。  
また 、 当 時の 外 資 企 業は 欠 損 会社 が 大 半 であ り 、 中国 の 投 資 環境 に負
の影 響 を 与え る こ と を懸 念 し 、中 国 は 移 転価 格 税 制の 導 入 に 踏み 込 んだ
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と考 え ら れる 。 こ れ は、 移 転 価格 税 制 が 導入 さ れ た趣 旨 で も ある 。  
中国 は 、 移転 価 格 税 制が 導 入 され る 前 に 外資 企 業 に対 し 、 脱 税防 止を
重点 に 税 務調 査 が 行 われ 、19 85 年に 初 め て深 圳 税 務局 に よ る 移転 価 課税
が実 施 さ れた と い わ れて い る 。  
移 転 価 格 税 制 が 導 入 さ れ る 前 に す で に 移 転 価 格 税 制 へ の 取 り 組 み が
実行 さ れ てい る と こ ろか ら 見 ると 、 中 国 の移 転 価 格税 制 の 執 行へ の 積極
的な 取 り 組み 姿 勢 が 窺え る 。  
した が っ て、 中 国 の 移転 価 格 税制 は 自 国 の課 税 権 より も 、 外 資企 業の
脱税 防 止 のた め の 国 策の 一 環 であ る た め 、日 本 よ り厳 格 な も ので あ る。
なお 、 外 資企 業 が 多 く集 ま る 経済 が 発 展 して い た 地域 か ら 、 いち 早 く導
入さ れ て いる こ と も あり 、 地 域性 が み ら れる と 指 摘さ れ て い る。  
二つ 目 は 、独 立 企 業 間価 格 に 関す る 算 定 方法 の 問 題点 に つ い ての 日中
比較 で あ る。  
日本 の 独 立企 業 間 価 格の 算 定 は、 基 本 三 法に 関 す る問 題 点 と され てお
り 、 第 一 に、 独 立 企 業間 価 格 の算 定 方 法 は、 明 確 な算 定 基 準 が規 定 され
てい な い こと で あ る 。こ れ によ り 、企 業 側 は明 確 な 算定 基 準 が ない ま ま、
取引 価 格 を自 ら 算 定 しな け れ ばな ら な い ため 、 取 引市 場 の 状 況等 を 考慮
した 合 理 的な 価 格 設 定は 課 税 当局 に 否 定 され る 可 能性 も あ る こと 。  
第二 に 、 比較 対 象 取 引の 選 定 は容 易 で は ない こ と 。国 際 取 引 の多 様性
から 、 同 様な 比 較 対 象取 引 は 存在 し 得 な いと 考 え られ る か ら であ る 。第
三に 、 類 似し た 取 引 を比 較 対 象取 引 に す る場 合 は 、は っ き り した 差 異調
整の 判 断 基準 が な い こと 。 最 後に 、 比 較 対象 取 引 の選 定 及 び 差異 調 整は
煩雑 な 計 算が 必 要 で あり 、 企 業の 事 務 負 担が か か るこ と が あ げら れ る。  
 そ の 他 の方 法 （ 利 益分 割 法 と単 位 取 引 利益 法 ） に関 す る 問 題点 は 次の
とお り で ある 。  
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 第 1 に 、 利益 分 割 法は 、 あ る時 点 で の 利益 を 企 業と 国 外 関 連会 社 の両
者 の 帰 属 分に 分 け る 必要 が あ る。 両 者 の 帰属 分 の 計算 に 当 た って 、 費用
及び 利 益 に影 響 を も たら す 要 因分 析 が 必 要で あ り 、こ れ ら の 分析 は 明確
な判 断 基 準が な く 、 また 煩 雑 な計 算 が 必 要と な る こと で あ る 。そ し て、
取引 単 位 利益 法 も 費 用分 析 が 必要 で あ り 、利 益 分 割法 の 計 算 上の 問 題と
類似 す る とこ ろ が あ るこ と で ある 。  
 全 て の 算定 方 法 に 共通 す る のは 、 独 立 企業 間 価 格の 算 定 に あた っ て、
どの 方 法 もは っ き り とし た 判 断基 準 が 規 定さ れ て いな い た め 、ど う して
も煩 雑 な デー タ 分 析 が必 要 で あり 、 企 業 に対 し て 過大 な 事 務 負担 が 必要
とな る こ とで あ る 。 さら に 、 比較 対 象 取 引の 比 較 可能 性 の 判 断（ 基 本三
法 ） や 、 費用 と 利 益 の分 割 時 点の 判 断 （ その 他 政 令で 定 め る 方法 ） など
は客 観 的 なも の で な く、 課 税 当局 と 企 業 側の 意 見 が分 か れ や すく 、 国際
的な 二 重 課税 の リ ス クが 大 き いと 考 え ら れる 。  
一方 、 中 国の 独 立 企 業間 価 格 の算 定 に 関 する 問 題 点に つ い て 有識 者の
指摘 は 以 下の よ う に まと め る こと が で き る。  
まず 、 立 法上 に お い て合 理 的 な方 法 で あ れば い か なる 方 法 も 排除 しな
いと い う 原則 に た っ てい る た め、 課 税 当 局に よ る 独立 企 業 間 価格 の 算定
の不 明 確 さを 拡 大 さ せ、 調 整 方法 の 妥 当 性に つ い て考 慮 し な いと い った
ケー ス も ある と 懸 念 され る 。  
第 2 に 、 比較 可 能 な 取 引 の 選 定判 断 は 主 観性 が 強 く、 そ の 正 確性 を保
つす る こ とが で き な い。 さ ら に、 国 家 税 務総 局 は デー タ ベ ー スに よ る情
報の 収 集 を行 う こ と が多 く 、 企業 と 課 税 当局 が 入 手で き る 情 報は 質 的、
量的 に 相 違が み ら れ 、企 業 が 不利 な 立 場 にあ る 。  
第 3 に、 中 国 に計 算方 法 に 関す る 有 識 者の 検 討 はま だ 少 な く、 特 に、
利益 分 割 法と 取 引 単 位営 業 利 益法 に つ い ては わ ず かで あ る 。  
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三つ 目 は 、移 転 価 格 調査 に 係 る問 題 点 の 日中 比 較 を試 み る 。  
日本 の 移 転価 格 調 査 に係 る 問 題点 は 大 き く 2 つ あ げら れ る 。  
第 1 に は 、独 立 企 業 間価 格 は 公開 デ ー タ によ る 算 定が 不 可 能 であ ると
き 、課 税 当局 は 措法 66 -4⑧ 第 三 者 企業 に 検査 権 の 行使 に よ る デー タ 収 集
がで き る が、 こ の デ ータ に つ いて は 、 課 税当 局 が 守秘 義 務 に 基づ き 、デ
ータ を 公 開す る こ と がで き な い。 し た が って 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定過
程は 不 透 明で あ り 、 曖昧 概 念 であ る と 指 摘さ れ て いる 。  
第 2 に は 、企 業 側 は 自分 の 設 定し た 価 格 の正 当 性 を証 明 で き る書 類の
提示 が な い時 に は 、 課税 当 局 の調 べ た デ ータ に よ る計 算 さ れ た独 立 企業
間価 格 を もっ て 、 シ ーク レ ッ ト・ コ ン パ ラブ ル 課 税（ 推 定 課 税） に より
執行 さ れ る。 こ の シ ーク レ ッ ト・ コ ン パ ラブ ル 課 税は 企 業 側 が入 手 でき
ない デ ー タを 使 用 す るた め 、 課税 の 公 平 と課 税 の 予測 可 能 性 から み て、
企業 側 は 不利 な 立 場 にあ る 。  
一方 、 中 国に お い て も、 日 本 と同 様 に 上 記 の 2 つ の 問 題が 存在 す る。
さら に 、 中国 の 課 税 当局 は 独 立企 業 間 価 格を 算 定 する と き に 、第 三 者企
業に 検 査 権を 行 使 し 、デ ー タ を集 め る 以 外に 、 多 く使 わ れ る のは デ ータ
ベー ス 情 報に 基 づ き 独立 企 業 間価 格 を 算 定す る ケ ース が 多 い とい わ れて
いる 。 し たが っ て 、 企業 と 課 税当 局 が 独 立 企 業 間 価格 の 算 定 に使 用 でき
る公 開 資 料は 格 段 に 違い 、 企 業側 が 不 利 の立 場 に ある と い え る。 な お、
中国 で は 、移 転 価 格 によ る 税 務更 正 を 受 けた 場 合 に、 税 務 訴 訟に 係 る法
制度 が 設 けら れ た の は近 年 で ある が ゆ え に、 税 務 訴訟 は 制 度 上の 不 備が
ある 。 そ のた め 、 税 務更 正 の 取り 消 し を 受け ら れ る可 能 性 が ない と いえ
る。 し た がっ て 、 中 国に お け る移 転 価 格 課税 の リ スク は 日 本 より も 高い
とい え る 。  
四つ 目 に 、日 中 の 事 前確 認 制 度に 関 す る 問題 点 の 比較 で あ る 。  
274 
 
日中 の 事 前確 認 制 度 に関 す る 定義 及 び 手 続は 類 似 して い る 。 まず 、日
中両 国 に おけ る 事 前 確認 制 度 にお け る 類 似問 題 点 につ い て 、 事前 相 談、
ユ ニ A PA 及び B A PA の 3 つ の観 点 か らそ れぞ れ 抱 える 問 題 点 につ い て 検
討す る 。  
まず 、 事 前相 談 に 次 の 2 つ の 問題 点 を 抱 えて い る 。一 つ 目 は 、企 業は
事前 相 談 に関 し て 、 課税 当 局 の指 導 の 下 で必 要 な 書類 を 提 出 する 必 要が
あり 、 従 来公 表 資 料 での 独 立 企業 間 価 格 の設 定 が かな り 難 し い点 に つい
て、 今 後 、改 善 す べ き点 は 残 ると 考 え ら れる 。  
二つ 目 は 、資 料 の 提 出が 不 足 して い る 場 合は 猶 予 期間 を 与 え られ る が、
その 猶 予 期間 内 に 書 類を 準 備 でき な い 場 合は 、 こ の事 前 相 談 は予 期 の機
能を 果 た せな く な る 可能 性 さ えあ る と い える 。  
次に 、 ユニ A PA と B A PA の問題点 は 次 の とお り で ある 。  
一つ 目 に は、事 前 確 認制 度 は 、企 業 と 課 税当 局（ ユニ A PA）若し くは
移転 価 格 課税 に 係 る 企業 を 所 轄す る 各 国 間の 課 税 当局 間 が 協 議を 重 ね、
合意 に 至 るも の が 初 めて 効 力 をも つ も の であ る 。 すな わ ち 、 事前 確 認は
協議 の 結 果次 第 で あ る。 必 ず 移転 価 格 課 税の リ ス クを 回 避 で きる と は限
らな い 。 その 不 確 実 性が 高 い とい わ ざ る を得 な い 。  
 二 つ 目 には 、 移 転 価格 に よ る国 際 二 重 課税 を 回 避す る た め に、 課 税当
局 は B A PA の利 用 を 推奨 し て いる が 、 B A PA につい て 、 以下 の問 題 点 を
抱 え て い る。 ① B A PA は国 際 間 に お け る 課 税 当 局 同士 の 協 議 に 頼 っ てい
るた め 、 この 協 議 に は国 間 に おい て 租 税 条約 を 結 んで い る こ とが 前 提条
件と し て いる 。 ② B A PA に係 る相 互 協 議 は長 期 間 （現 在 2 年 間前 後 ） 要
する こ と から 、 企 業 の経 営 戦 略に 多 大 な 影響 を 与 えう る 。  
 日 中 の 事前 確 認 制 度に 関 す る問 題 点 の 相違 点 と して 、 以 下 の 2 点 が挙
げら れ る 。  
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第 1 に 、 日本 の 事 前 確認 制 度 は課 税 当 局 の運 営 の 仕方 に あ た る事 務運
営要 領 に 載せ ら れ て いる こ と から 、 本 制 度は 企 業 側の 立 場 に なっ て いる
かと い う 疑問 を 抱 か ざる を え ない 。  
第 2 に 、 中国 の 事 前 確認 制 度 はま だ 初 期 段階 に あ り、 各 地 の 経済 発展
段階 に よ って 事 前 確 認制 度 の 執行 も 地 域 性が み ら れる 。 事 前 確認 の 案件
を受 理 す る優 先 順 位 の条 件 が 設け ら れ て いる た め 、納 税 者 の 公平 性 に欠
ける と 指 摘し た い 。  
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図 表  8 - 4 中 国 と 日 本 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 問 題 点 の 比 較  
分類  内容  日本  中国  
移
転
価
格
税
制
に
関
す
る
中
心
問
題
： 
独
立
企
業
間
価
格
の
算
定 
基
本
三
法 
①  まったく同じ条件の比較対象取引が存
在し得ない。  
②  差異調整に関する調整上内容の基準値
を規定していないため、企業側と課税当局
との判断のずれによる二重課税のリスクが
存在する  
①  利益比準法について明文化す
べきである。  
②  比較対象の選択及び差異調整
に当たって、税務総局は外国デー
タベースを参考できるが、企業が
他の企業の情報の入手不可  
利
益
分
割
法 
①  寄与度利益分割法  
・無形資産を伴う取引に適用できない  
・国内企業と国外関連会社が各取引に対し
て寄与度の按分計算をする必要がある。煩
雑な作業が必要である  
②  残余利益分割法  
無形資産を伴う取引に適用されるが、重
要無形資産を特定し、評価するのが困難  
2009 年『特別納税調整実施弁法』
を導入してから、事前確認におい
て、原価基準法と取引単位利益法
が活用され、全体 80％を超えてい
るが、またこれらの問題点につい
てほとんど検討されていない。  
取
引
単
位
利
益
法 
無形資産の価値を測定する必要があるた
め、寄与度利益分割法と同様な問題点が存
在する  
課
税
当
局
が
移
転
価
格
調
査
に
関
す
る 
実
情
及
び
規
定
に
関
す
る
検
討 
移
転
価
格
税
制
の
本
質 
国外関連会社との取引はいかなる理由で
あっても、独立企業間価格で行わなければ
ならない。日本の課税権を確保し、国外へ
の利益流出を防ぐためにある  
租税回避を防止規定として、移転
価格税制が導入されている。  
同
時
文
書
化 
租規 22－⑩において明確化  
一 国外関連取引の内容を記載した書類  
二 独立企業間価格を算定するための書類  
 
『特別納税調整実施弁法』により
明確にしている。①組織構造、②
生産経営状況、③関連取引状況、
④比較可能性分析、⑤独立企業間
価格算定方法の選択と適用  
 『実施弁法』までには、「外商
投資企業及び外国企業とその関
連企業業務往来状況年度申告表」
を記入する必要がある。  
行
政 
訴
訟 
不服審への審査請求、さらには、地方裁
判、最高裁等で訴訟を起こすことができる
（近年、更正税額の一部取消し等の不服審
や裁判もある）  
 
独立第三者による再審査はレベ
ル１つ上、国家税務総局であるた
め、期待できない  
事
前
確
認
制
度 
①ユニ APA と BAPA、多国事前確認できる  
②BAPA には時間がかかる、通常 2～3 年と
されていた。日本においては、2011 年事務
運営指針において仲裁に関する内容が盛り
込まれた注１。  
事前確認の問題点は日本と同じ  
中国には仲裁制度が導入されて
いない。  
（出 所：筆 者が 作 成 した 。注 1：オランダとの租税条約と香港との租税協定で
は、2 年以内に相互協議が合意に至らない場合に、要請によって、仲裁決定が２年以
内に実施されることになっている）  
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第Ⅳ部  日本の裁決・判例と中国事例の 分析による日中移転価
格税制比較  
 
第 9章  日本の移転価格税制に関する判例 ・裁決の分析  
は じ め に   
日 本 に お け る 移 転 価 格 課 税 に 関 す る 判 例 ・ 裁 決 （ 以 下 、「 裁 判 例 」 と
いう ）を、【 LE X /D B  文献 】で入 手 で きた 12 件 の 裁判 例 を 研 究対 象 に し、
判示 に お いて 示 さ れ た移 転 価 格課 税 に 関 する 基 準 につ い て 検 討を 行 う。  
第 6 章 で 述べ て き た よう に 、 国外 関 連 者 間取 引 に 用い る 取 引 価格 （移
転価 格 ） が独 立 企 業 間価 格 で ある か ど う かに よ り 、移 転 価 格 課税 の 対象
にな る か 否か が 決 め られ る た め、 独 立 企 業間 価 格 を明 ら か に する こ とが
移転 価 格 税制 の 核 心 的な 問 題 であ る 。し たが っ て 、本 章で は 12 件 の 裁判
例を 事 件 の概 要 、 争 点及 び 争 点に 対 す る 判示 を 分 析し 、 判 示 から 示 され
た移 転 価 格税 制 の 基 準を 、 ① 移転 価 格 課 税の 対 象 とな る 取 引 種類 、 ②こ
れら の 取 引種 類 に 対 応す る 独 立企 業 間 価 格の 算 定 方法 、 ③ 独 立企 業 間価
格を 算 定 する 際 に 用 いる 比 較 対象 法 人 と 比較 対 象 取引 の 判 定 （機 能 とリ
スク の 分 析） の ３ つ の側 面 か ら検 討 を 行 う。  
日本 に お いて 、 判 例 法も 法 源 の一 つ と な るた め 、 判示 で 示 さ れた 移転
価格 課 税 に係 る 判 定 基準 は 、 納税 者 で あ る企 業 が 取引 価 格 を 決定 す る際
の重 要 な 判断 要 素 と なる 。 し たが っ て 、 より 広 範 的に 判 例 に よる デ ータ
の収 集 も 欠か せ な い とい え る 。  
なお 、本 論 文の よ う に数 多 く（【 LE X /D B  文 献 】で 入 手 でき た検 討 し う
る 12 件）の移 転 価 格課 税 に 係る 判 例・裁決 を 対 象に し、詳 細に 分 析 して
いる 研 究 は 、筆 者 の 知る 限 り ない 。12 件 の裁 判 例 から 移 転 価 格課 税 に係
る一 定 の 基準 を 明 ら かに す る こと が で き ると 筆 者 は考 え る 。  
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第 1 節  基 本 三 法 が 適 用 さ れ た 裁 判 例 に つ い て の 検 討  
1 .治 造 船 事 件  
高松 高 裁  20 06 年 1 0 月 13 日判 決 3 4 8  
【 LE X /D B  文 献 番 号 】 28 13 180 5  
（棄 却 ）  
(1 )今 治 造 船 事 件 の 概 要  
本件 は、控 訴 人が 船 舶の 製 造 およ び 修 繕 等を 営 む 株式 会 社（ 以下 、「 本
件内 国 法 人」 と い う ）で あ り 、無 税 国 で ある パ ナ マ共 和 国 に 所在 す る国
外関 連 者 (以 下 、「 本 件国 外 関 連者 」と い う )と の 船舶 建 造 請 負取 引 に つい
て、被 控 訴人 で あ る 課税 当 局（以 下、「 課税 当 局 」と い う ）は移 転 価 格税
制を 適 用 し、 更 正 処 分を 行 っ たと こ ろ 、 本件 内 国 法人 が そ の 取り 消 しを
求め た 事 件で あ る 。  
本件 船 舶 造船 請 負 取 引は 移 転 価格 税 制 に 関す る 判 例で 、 最 初 に言 い渡
され た 税 務訴 訟 の 判 決 3 4 9であ る 。  
(2 )  本 件 の 争 点  
本 件 に お け る 争 点 は 、 ①  独 立 価 格 比 準 法 を 採 用 す る こ と の 可 否 、 ②  
独立 企 業 間価 格 算 定 にお け る 調整 項 目 （ 投下 費 用 、取 引 数 量 、契 約 の締
結時 期 と 思惑 や タ イ ミン グ の ずれ ）に つ いて 、③  比 較 対 象 取引 の 選 択及
                                                   
3 4 8
 今 治 造船 事 件 に関 する 裁 決 ・判 決 は 以 下の よ う にな る 。  
①  審査 請 求 ，19 99 年 (平成 11 年 )7 月 5 日 国税 不 服 審判 所 裁 決 ，【 LE X /D B  
文献 番 号 】 26 10 003 8 (差 異 調 整方 法 に よ る一 部 修 正を 容 認 し ，一 部 取
り消 し )，  
②  第一 審 ， 2 004 年 (平 成 16 年 )4 月 14 日 高 松地 裁 判 決，【 LE X / D B  文 献
番号 】 280 928 37 (棄 却 )，  
③  控訴 審 ， 2 006 年 (平 成 18 年 ) 10 月 13 日 高松 高 裁 判決 ，【 LE X /D B  文献
番号 】 281 318 05 (棄 却 )，  
④  最高 裁 ， 2 007 年 (平 成 19 年 )4 月 10 日 判 決 (上 告 破棄 及 び 不 受理 決 定 )  
北村 導 人「 裁 判 例・裁 決 事 例 の 分 析 と 検 討  訴 訟事 案 か ら探 る移 転 価 格税
制の 実 務 上の 留 意 点 」『 経 理情 報 』中 央 経 済社 ， N o .1 353（ 増大 号 ）， 201 3
年 ， pp .16 -1 7 を 参 考 に、 一 部 筆者 が 加 筆 した 。   
3 4 9
 大 淵 博義 「 法 人税 法解 釈 の 判例 論 議 の 検証 と そ の実 践 的 展 開  国 際
課税 を 巡 る税 務 訴 訟 の実 際 と 課題（ 3）～ 移転 価 格 税制 を 巡 る 税務 訴 訟の
検証 」『税 経 通 信』 Vol .6 7， N o .6， 2 012 年， p . 32  
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び調 整 の 適否 、 ④ 「 独立 企 業 間価 格 」 の 「幅 」 に つい て 争 わ れた 。  
図 表  9 -1 今 治 造 船 事 件 の 概 要  
 
(出 所 ： LE X /D B【 文 献番 号 】 2 813 18 05 を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。 )  
(3 )  本 件 に お け る 高 松 高 裁 の 判 示  
争点 ① で ある 独 立 価 格比 準 法 を採 用 す る こと の 可 否に つ い て 、高 松高
裁は 次 の 3 つの 理 由 をも っ て 、課 税 当 局 が用 い た 独立 企 業 間 価格 の 計算
方法 （ 独 立価 格 比 準 法） を 容 認し た 。  
1 つ 目 は 、船 舶 建 造 請負 取 引 が個 別 性 の 強い も の であ る と し ても 、船
舶建 造 請 負取 引 に つ いて は 国 際的 な 取 引 相場 が 存 在し て お り 、一 定 の価
格水 準 な るも の を 観 念す る こ とが で き る から で あ る。  
2 つ 目 は 、課 税 当 局 は比 較 対 象取 引 を 本 件内 国 法 人と 非 関 連 者間 の取
引 に 限 定 し （ 内 部 取 引 価 格 比 準 法 3 5 0）、 こ れ は 、 純 粋 に 第 三 者 間 の 取 引
を対 象 と する 方 法 （ 外部 取 引 価格 比 準 法 ）に 比 べ て調 整 す べ き項 目 が少
                                                   
3 5 0
 独 立 企業 間 価 格の 算定 に お いて 、 移 転 価格 課 税 の調 査 対 象 とな っ た
企業 の 内 部取 引 を 比 較対 象 取 引に す る 場 合と 、 調 査対 象 と な った 企 業と
関係 の な い外 部 取 引 を比 較 対 象取 引 に す る場 合 が ある 。  
本件 に お いて は 、 内 部取 引 を 基に 独 立 価 格比 準 法 で独 立 企 業 間価 格を
算定 す る 方法 を 、「 内部 取 引 価格 比 準 法 」と呼 ん で いる 。ま た 、外 部 取 引
を基 に 独 立企 業 間 価 格を 算 定 する 方 法 を 「 外 部 取 引価 格 比 準 法 」 と 呼ん
でい る 。  
 
高松高裁
28131805
1992
1994
1996 2006 棄却 船舶建造
 請負取引○
① 独立価格比準法を採用することの可否
② 独立企業間価格算定における調整項目
について
　（投下費用、取引数量、契約の締結時期
と思惑やタイミングのずれ）
③ 比較対象取引の選択及び調整の適否
④「独立企業間価格」の「幅」について
主たる争点裁判所・
LEX/DB
文献番号
更正対象
取引年度
更正事業
年度
判決
年度
判決
取引
種類
日本
控訴人（内国法人）
船舶の製造及び修繕を
営む株式会社
外国
国外関連者
パナマ共和国(無税国)
船舶建造
請負取引
判示
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なく 、 基 本的 に 優 れ てい る か らで あ る 。  
3 つ 目 は 、本 件 内 国 法人 に よ り、 そ の 他 の方 法 が より 適 切 で あり 、優
れて い る との 主 張 と 立証 を し てい な い か らで あ る 。  
した が っ て、 課 税 当 局の 主 張 （内 部 取 引 によ る 独 立価 格 比 準 法） に合
理性 が あ ると 高 松 高 裁は 判 示 した 。  
 争 点 ②  で あ る独 立企 業 間 価格 算 定 に おけ る 調 整項 目 に つ いて 、本件 内
国法 人 は 投下 費 用 、 取引 数 量 及び 契 約 の 締結 時 期 と思 惑 や タ イミ ン グの
ずれ に 関 する 調 整 が 必要 で あ ると 主 張 し たが 、 高 松高 裁 は そ の主 張 をす
べて 排 斥 した 。  
本件 内 国 法人 の 主 張 を排 斥 し た理 由 に は 、本 件 内 国法 人 と 本 件国 外関
連者 の 間 にお け る 取 引は 継 続 的な 契 約 に 基づ く 取 引数 量 が 多 い取 引 であ
るが 、 取 引数 量 の 多 さと 投 下 費用 の 節 約 と取 引 対 価の 値 引 き との 客 観的
な対 応 関 係は 不 明 で あり 、 取 引対 価 に 影 響を 与 え るこ と が 客 観的 に 明ら
かで あ る とは 言 え な いか ら で ある 。 具 体 的に い う と、 高 松 高 裁は 、 本件
各取 引 も 各比 較 対 象 取引 も 、 いず れ も 1 隻の 船 舶 に係 る 建 造 請負 取 引で
あっ て 、 個別 ・ 具 体 的事 情 に 応じ て 値 引 きの 可 否 及び 程 度 が 判断 さ れて
いる も の と認 め る の が相 当 で ある と 判 断 し、 前 述 の原 価 の 節 約が 値 引き
の 一 要 因 とな り う る とし て も 、単 に 投 下 費用 が 少 ない と い う 一般 的 な事
情の み で は、取 引価 格へ の 影 響が 客 観 的 に明 ら か であ る と い えな い と し、
取引 数 量 及び 投 下 費 用に よ る 調整 の 必 要 性が な い と判 示 し た 。  
さら に 、 本件 内 国 法 人は 海 外 船主 か ら の 注文 に つ いて は マ ー ケッ トク
レー ム の 危険 性 等 （ その 他 の 項目 を 省 略 ）に よ っ て船 価 が 高 くな る 可能
性が あ る と指 摘 す る が、 こ れ らの 指 摘 は 抽象 的 に すぎ る た め 、い さ さか
説得 力 に 欠け る と し 、「 タ イ ミン グ の ズ レ 」やマ ー ケ ット ク レー ム な どの
危険 性 に よっ て 、 船 価が ど の 程度 変 動 す るの か に つい て は 、 本件 全 証拠
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によ っ て も、 な お 明 らか に な って い な い 。そ の 上 で、 高 松 高 裁は 前 述の
項目 を 調 整項 目 と し て認 め る こと は で き ない と 判 示し た 。  
争点 ③ で ある 独 立 価 格比 準 法 によ る 本 件 取引 へ の 適用 （ 比 較 対象 取引
の選 択 及 び調 整 ） の 適否 に つ いて は 、 高 松高 裁 は 次に 掲 げ る 理由 で 課税
当局 の 選 択し た 比 較 対象 取 引 に何 ら 問 題 がな い と 判示 し た 。 課税 当 局が
選択 し た 比較 対 象 取 引は 、 ま ず、 本 件 各 取引 に か かわ る 船 舶 と同 種 の棚
卸資 産 に 関す る 取 引 であ っ て 、そ れ ぞ れ スペ ッ ク を同 じ く し 、か つ 契約
時期 が 最 も近 接 す る 取引 と な って い る で ある 。 次 に、 課 税 当 局が 主 張す
る決 済 条 件や 契 約 時 期等 を 除 いて 、 取 引 対価 の 額 に影 響 す る よう な 差異
は認 め ら れな い か ら であ る 。  
争点 ④ で ある 「 独 立 企業 間 価 格」 の 「 幅 」に つ い て、 高 松 高 裁は 独立
企業 間 価 格を 算 定 す るに あ た り、 比 較 可 能性 が 同 等に 認 め ら れる 取 引は
複数 存 在 する た め 、 比較 対 象 取引 を １ つ に絞 り 込 むこ と が 困 難で 、 あえ
て 1 つ に 絞 り込 む こ とが か え って 課 税 の 合理 性 を 損ね る と 判 断さ れ るよ
うな 場 合 には 「 幅 」 の概 念 が 採用 さ れ る べき と 判 示し た 。 そ のう え で、
一般 的 に「 幅」の 概 念の 適 用 を容 認 し て いる 3 5 1が 、本 件に お け る船 舶 建
造請 負 取 引の よ う に 、比 較 対 象取 引 と な りう る 取 引が 限 定 さ れ 、 あ るい
は、 比 較 対象 取 引 の 候補 と な りう る 取 引 が複 数 存 在し て も 、 その 比 較取
引可 能 性 に明 ら か な 差が あ っ て容 易 に 1 つに 絞 り 込む こ と が 可能 で ある
場合 に は 、上 記 「 幅 」の 概 念 を用 い る ま でも な い とし 、 本 件 内国 法 人の
主張 を 排 斥し た 。  
(4 )  私 見  
本件 に お いて は 、 高 松高 裁 が 「船 舶 造 船 請負 取 引 」の 個 別 性 ・特 殊性
                                                   
3 5 1
 一 般 論と し て 「幅 」が 認 め られ る 余 地 を示 し た 。前 掲 書 ， 北村 導 人
「 裁 判 例・裁 決 事 例 の 分 析 と 検 討  訴 訟 事 案か ら 探 る移 転 価 格 税制 の 実務
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を認 め た もの の 、 船 舶に は 国 際的 な 取 引 相場 が あ り、 内 部 取 引価 格 比準
法を 用 い た課 税 当 局 の主 張 を 容認 し た 。 その う え で、 独 立 企 業間 価 格の
計算 に 際 し、 本 件 関 連者 の 一 取引 相 手 あ たり の 建 造数 が 、 非 関連 者 の一
取引 相 手 あた り の 建 造数 よ り 多く 、 投 下 費用 の 節 約が 取 引 価 格へ の 影響
によ る 差 異調 整 に つ いて 、 投 下費 用 の 節 約お よ び 取引 数 量 に 起因 す る差
異が 明 ら かで な い と 判示 し た 。  
しか し 、 大淵 博 義 氏 （ 20 12） は、 数 十 億 円の 非 関 連者 船 の 受 注（ 比較
対象 取 引 ）に 要 す る 受注 活 動 等の 販 売 費 、一 般 管 理費 の 投 下 費用 を 要し
ない 取 引 （関 連 者 船 、本 件 関 連者 間 取 引 ）で あ れ ば、 そ れ を 要す る 船舶
に比 べ れ ば、 そ の 船 価が 低 額 に設 定 さ れ るこ と に 合理 性 が あ り、 一 般論
と し て の 本 件 の 判 示 の 論 旨 は 不 適 切 と い う べ き で あ る 3 5 2と 指 摘 し て い
る 。  
本件 に お いて 、 高 松 高裁 の 判 示に よ れ ば 、本 件 内 国法 人 が 国 外関 連者
間取 引 の 取引 価 格 の 決定 に お ける 、 投 下 費用 （ 総 原価 に 占 め る販 売 費一
般管 理 費 ）お よ び取 引数 量（ 関連 者 船の 建造 数 の 多さ ）が、取引 ご と（１
隻） に あ たる 影 響 を 詳細 に 分 析し 、 十 分 に反 証 に たる 資 料 の 提出 が なさ
れて い な いこ と が 、 本件 内 国 法人 の 主 張 が否 認 さ れた 重 要 な 要因 で ある
と筆 者 は 推察 で き た 。  
 
 
 
                                                                                                                                                     
上の 留 意 点」 p . 18  
3 5 2
 前 掲 書， 大 淵 博義 大淵 博 義 「法 人 税 法 解釈 の 判 例論 議 の 検 証と そ の
実践 的 展 開  国 際 課 税を 巡 る 税務 訴 訟 の 実際 と 課 題（ 3）～ 移 転価 格 税制
を巡 る 税 務訴 訟 の 検 証」 p . 40 を 参 考 にし た。  
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2 .日 本 圧 着 端 子 製 造 輸 出 事 件  
大阪 高 裁  20 10 年 1 月 27 日判 決 3 5 3  
【 LE X D B  文献 番 号 】 25 50 088 5  
（棄 却 ）  
(1 )  日 本 圧 着 端 子 製 造 輸 出 事 件 の 概 要  
本件 に お ける 控 訴 人 は 、電 気 、電 子接 続 部品 の 製 造卸 業 3 5 4を 営 む株 式
会社 で あ る（以 下 、本件 内 国 法人 を い う ）。本 件は 、本 件 内 国法 人 は シン
ガポ ー ル 及び 香 港 に ある 国 外 関連 者 と の 取引 に 対 し、 課 税 当 局が 移 転価
格税 制 を 適用 し 、原 価基 準 法 3 5 5の下 で 、台 湾法 人 グ ルー プ と の 取引 を 比
較対 象 取 引と し た 適 格性 が 認 めら れ た 事 件 3 5 6であ る 。  
図 表  9 - 2 日 本 圧 着 端 子 製 造 輸 出 事 件 の 概 要  
 
                                                   
3 5 3
 日 本 圧着 端 子 製造 事件 に 関 する 裁 決 ・ 判決 以 下 のよ う に な る。  
①  審査 請 求 ，2 004 年 (平成 16 年 )7 月 5 日 国税 不 服 審判 所 裁 決 ，【 LE X D B  
文献 番 号 】 26 10 010 8 (一 部 取 り消 し )，  
②  第一 審 ，2 008 年 (平 成 20 年 )7 月 11 日大 阪地 裁 判 決，【 LE X D B  文 献 番
号 】 25 450 463 (一 部 訴え 却 下 、一 部 棄 却 )，  
③  控訴 審 ，20 10 年 (平 成 22 年）1 月 27 日 大阪 高 裁 判決（ 確定 ），【 LE X D B  
文献 番 号 】 25 50 088 5 (棄 却 )  
前掲 書 ，北 村導 人「 裁 判 例・裁 決 事 例 の 分 析 と 検 討  訴 訟 事 案か ら 探 る移
転価 格 税 制の 実 務 上 の留 意 点 」pp .1 6 -17 を参 考 に 、一 部 筆 者 が加 筆 し た。  
3 5 4
 電 線 の取 付 や 部品 の組 立 等 、仕 入 れ た 部品 に 新 たな 機 能 を 付与 す る
こと （ ハ ーネ ス 加 工 ）を 業 と する も の 。  
3 5 5
 原 価 基準 法 は 、比 較対 象 取 引選 定 の 基 準が 独 立 価格 比 準 法 ほど 厳 密
では な く 、製 造 業 の 棚卸 資 産 取引 、 サ ー ビス 業 の 役務 提 供 取 引等 に 多く
適用 さ れ る。  
前掲 書 ， 税理 士 法 人 トー マ ツ 『日 中 移 転 価格 税 制 ガイ ド ブ ッ ク』 p . 16  
3 5 6
 判 例 タイ ム ズ 社『 判例 タ イ ムズ 』海 口 書店 ， № 128 9， pp .15 5 -1 89（ 筆
者が 各 争 点に 分 け て 引用 し た 。）  
大阪高裁
25500885
1995
1998
2000 2010 棄却 棚卸資産
輸出
1 比較対象取引としての適格性について
2 独立企業間価格算定の合理性について
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象
取引年度
更正
事業年度
判決年度 判決
取引
種類
日本
控訴人(内国法人)
電気、電子接続部品の
製造卸業
国外 （国外関連者）
シンガポール及び香港
本件関連者間取引
国外 （国外非関連者）
台湾法人グル―る
本件比較対象取引
1．複数の非関連者をまとめて比較対象取引の相手方にすることで、各法人ないし事業者に存在する差異が相殺されて利益率が平準
化され、より適切な比較を行うことができることが想定しうるのであって、合理性があると判示した。
2．台湾法人グループのH社とのとの取引商社向け取引であるため、台湾法人グループとの取引は純粋たるハーネスメーカー向けの取
引と認められず、商社向け取引メーカー向け取引による取引段階による差異調整を認められない。また、台湾法人グループとの取引と
の取引数量が少なくても、本件関連者間取引と「類似の棚卸資産」であるため、取引数量による差異調整も認められないと判示した。
判示
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(出 所 ： LE X /D B【 文 献番 号 】 2 550 08 85 を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。 )  
(2 )  本 件 の 争 点   
日本 圧 着 端子 製 造 輸 出事 件 の 大阪 高 裁 に おけ る 争 点は 、 以 下 の 2 点が
挙げ ら れ る。第 1 の 争点 は 比 較対 象 取 引 とし て の 適格 性 に つ いて で あ る。
第 2 の 争 点は 独 立 企 業間 価 格 算定 の 合 理 性に つ い てで あ る 。  
 ( 3 )  本 件 に お け る 大 阪 高 裁 の 判 示  
 第 1 の 争 点は 比 較 対象 取 引 とし て の 適 格性 に つ いて 、 大阪 高裁 の 判 示
では 次 に 挙げ ら れ る 4 つ の 側 面か ら 全 面的 に 本 件内 国 法 人 であ る 控 訴人
の主 張 を 排斥 し た 。  
 ま ず 、 本件 に お け る独 立 企 業間 価 格 の 計算 に お いて 、 課 税 当局 が 選択
した 比 較 対象 取 引 は 単独 の 非 関連 者 と の 取引 で は なく 、 台 湾 法人 グ ルー
プで あ る 複数 の 非 関 連者 と の 取引 を 一 ま とめ に し て独 立 企 業 間価 格 を算
出す る 方 法に つ い て 争わ れ て いる 。 こ の 点に つ い て、 大 阪 高 裁は 、 より
合理 的 で ある か が 比 較対 象 取 引を 選 定 す る基 準 で あり 、 本 件 にお い て、
複数 の 非 関連 者 を ま とめ て 比 較対 象 取 引 の相 手 方 にす る こ と で、 各 法人
ない し 事 業者 に 存 在 する 差 異 が相 殺 さ れ て利 益 率 が平 準 化 さ れ、 よ り適
切な 比 較 を行 う こ と がで き る こと が 想 定 しう る の であ っ て 、 合理 性 があ
り、 公 平 ・公 正 な 移 転価 格 税 制の 趣 旨 に もな ん ら 反す る も の では な いと
いう べ き であ る と 判 示し た 。  
 次 に 、 本件 内 国 法 人は 、 台 湾法 人 グ ル ープ （ H グル ー プ と i グ ル ープ
を含 む ） との 契 約 書 （独 占 的 な販 売 代 理 店契 約 ） は販 売 手 数 料の 支 払い
を約 す る 趣旨 で 作 成 した も の と主 張 す る が、 大 阪 高裁 は 、 当 該契 約 書は
台湾 法 人 グル ー プ に 属す る 各 グル ー プ の 代表 者 及 び本 件 内 国 法人 の 代表
者が 署 名 され て い る ため 、 独 占的 な 販 売 代理 店 契 約書 と し て 有効 で ある
と認 め ら れ、 本 件 内 国法 人 で ある 控 訴 人 の主 張 が 大阪 高 裁 に て認 め られ
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なか っ た 。  
 さ ら に 、本 件 内 国 法人 は 、 本件 国 外 関 連者 取 引 と比 較 対 象 取引 に 係る
輸出 商 品 種類 （ 圧 着 端子 類 と コネ ク タ 類 ）及 び 取 引数 量 に 相 違が あ るた
め、 比 較 の対 象 取 引 とな り 得 ない と 主 張 す る 。 大 阪高 裁 は 、 販売 代 理店
契約 に よ れば 、 取 扱 商品 を 「 裸圧 着 端 子 及び そ の 他電 子 コ ネ クタ 製 品」
とし 、 台 湾法 人 グ ル ープ 各 社 が購 入 す る べき 最 低 購入 数 量 も この よ うな
製品 合 計 額に つ き 定 めら れ て いる た め 、 取引 規 模 の比 較 は 取 引全 体 で行
うべ き も のと 判 断 し た。  
 第 2 の 争点 は 独 立 企業 間 価 格算 定 の 合 理性 に つ いて で あ る 。  
 本 件 内 国法 人 は 、 本件 関 連 者間 取 引 が 商社 向 け 取引 で あ り 、一 方 台湾
法人 グ ル ープ と の 取 引が ハ ー ネス メ ー カ ー向 け 取 引で あ る た め、 取 引段
階の 相 違 によ る 差 異 を考 慮 す べき で あ る と主 張 す る。 し か し なが ら 、大
阪高 裁 は 、本 件 内 国 法 人 が 、 いず れ の 取 引に お い ても 、 メ ー カー と して
の販 売 機 能が 変 わ ら ず 、また 、台 湾 法人 グル ー プ 各社 向 け 価 格と H 社 向
け価 格 と ぼぼ 同 一 で ある か ら 、台 湾 法 人 グル ー プ 向け 価 格 が 純然 た るハ
ーネ ス メ ーカ ー 向 け に設 定 さ れた 価 格 で ある と 直 ちに い う こ とが で きな
いと し 、 取引 段 階 に よる 差 異 は認 め ら れ ない と 判 示し た 。  
 さ ら に 、取 引 数 量 にお い て 、台 湾 法 人 グル ー プ に販 売 し て いた 製 品は
少量 多 品 種で 短 納 期 の発 注 を 不定 期 に 行 うも の で あり 、 一 方 、本 件 関連
者間 取 引 は計 画 生 産 に基 づ く もの で あ る 。し た がっ て 、本 件 内 国法 人 は、
両取 引 （ 本件 関 連 者 間取 引 と 比 較 対 象 取 引で あ る 台湾 法 人 グ ルー プ との
取引 を 指 す） に お け る販 売 単 価は 著 し く 差異 が あ ると 主 張 す る。 し かし
なが ら 、 大阪 高 裁 は 、本 件 内 国法 人 が 両 取引 に 販 売さ れ た 製 品は 「 同種
また は 類 似の 棚 卸 資 産」 に 該 当す る た め 、台 湾 法 人グ ル ー プ 向け 単 価が
廉価 に な る理 由 は 明 らか で な いと し 、 本 件内 国 法 人の 主 張 を 排斥 し た。  
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(4 )  私 見  
 本 件 は、製 造 卸業 を営 む 内 国法 人 が 国 外子 会 社 への 輸 出 取 引に 対 し て、
課税 当 局 は移 転 価 格 課税 を 適 用し 、 企 業 内部 の 非 関連 会 社 の 輸出 価 格を
基に 、 原 価基 準 法 を 用い た 事 件で あ っ た 。  
本 件 国 外 関 連 者 間 取 引 に お け る 輸 出 先 国 の 相 違 や 輸 出 先 の 業 種 の 相
違 （ 商 社 と製 造 業 者 との 違 い ）は 、 あ く まで も 買 手の 機 能 の 差異 に 過ぎ
ず 、 こ れ らの 差 異 が 通常 の 利 益率 に 影 響 を与 え て いる と は 考 えに く く、
移転 価 格 に影 響 を 及 ぼし に く いと 、大阪 高裁 は 課 税当 局 の 判 断 を 認 め た。 
しか し 、 国を ま た が る取 引 価 格は 、 そ の 国の 消 費 者の 購 買 能 力に よっ
て変 わ っ てく る 。 要 する に 、 輸出 さ れ る 国の 違 い によ っ て 、 価格 が 違っ
てく る 。 この よ う な 考え 方 か ら、 輸 出 先 国の 違 い によ っ て 、 移転 価 格に
影響 を 及 ぼし に く い とい う 課 税当 局 の 主 張に 疑 問 は残 る 3 5 7。  
さら に 、 取引 数 量 に よる 差 異 の調 整 に お いて 、 比 較対 象 法 人 であ る 台
湾グ ル ー プに 対 し て 、時 に 少 量の 注 文 に よる 取 引 価格 へ の 影 響を 考 慮す
べき で あ ると 本 件 内 国法 人 が 主張 す る 。 しか し 、 この 主 張 に 対し て 、本
件内 国 法 人に よ る 具 体的 な 立 証な ど が 必 要 で あ る と、 大 阪 高 裁が 判 決し
た 。  
本件 内 国 法人 が 行 っ た差 異 調 整に 対 し て 、課 税 当 局が 合 理 的 な立 証を
求め る こ とは 理 解 で きる 3 5 8。し か し、納 税 者で あ る 企業 は 、具 体的 な 立
                                                   
3 5 7
 『 D H C 会 社 税務 釈 義』 に お いて 販 売 市 場は 重 要 な判 定 要 素 であ る と
次の よ う に指 摘 し て いる 。 「 ある 取 引 の 価格 を 国 外関 連 取 引 の独 立 企業
間価 格 と する た め に は、 両 者 の類 似 性 に つい て 十 分吟 味 す る 必要 が ある
が、 い ず れに し て も 、こ の 方 法を 適 用 す る場 合 に は、 資 産 の 同一 性 が最
も重 要 で あり 、 次 に 契約 条 件 、機 能 ま た は販 売 市 場の 状 況 が 重要 な 判定
要素 と な る」  
武田 昌 輔 ・後 藤 喜 一 『 D H C 会社 税 務 釈義 』第 一 法 規， p . 3199 の 23  
この よ う に、 販 売 市 場や 販 売 する 製 品 の 違い と い うの は 独 立 企業 間
価格 を 決 定 す る 重 要 な要 素 で ある と 筆 者 は考 え る 。  
3 5 8
 『 詳 解会 社 税 務事 例』 に お いて 、 本 件 と同 じ よ うな 事 例 （ 国外 関 連
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証方 法 が 明確 に 示 さ れて い な い 限 り 、 企 業側 か ら の立 証 は 難 しい よ うに
思わ れ る 。な ぜ な ら ば、 差 異 調整 の 具 体 的な 立 証 は必 要 で あ ると 課 税 当
局側 か ら 主張 さ れ て も、 企 業 側に 類 似 取 引の 範 囲 や差 異 調 整 が認 め られ
てい る 企 業の デ ー タ を手 に 入 れる こ と が 難し く 、 差異 調 整 の 基準 と して
利用 す る こと が で き ない た め であ る 。 つ まり 、 納 税者 で あ る 企業 側 にと
って は 、 差異 調 整 に あた り 、 類似 取 引 の 企業 デ ー タを 入 手 す るこ と が極
めて 大 切 であ る 。  
した が っ て、 本 事 案 にお け る 大阪 高 裁 の 判示 か ら いえ る こ と は、 ①企
業 が 課 税 当局 に 対 し て 納 税 者 であ る 企 業 側は 反 証 する （ 自 ら の取 引 価格
の妥 当 性 を証 明 す る ） の に 必 要な 類 似 取 引の デ ー タの 明 示 及 び調 整 方法
の明 確 な 基準 が 、 課 税当 局 か ら企 業 側 に 示さ れ る こ と 。 ② 類 似取 引 デー
タの 入 手 の機 会 を 企 業側 に 与 える こ と 。 以上 の 2 つ が確 立 さ れれ ば 、企
業側 は 立 証が 容 易 と なり 、 望 まし い と 筆 者は 考 え る。  
 
3 .2 002 年 原 価 基 準 法 審 査 請 求 事 件  
国税 不 服 審判 所  2 0 02 年 6 月 28 日 裁 決  
【 LE X D B  文献 番 号 】 26 10 0111  
（一 部 取 消し ）  
 
(1 )  200 2 年 原 価 基 準 法 審 査 請 求 事 件 の 概 要  
                                                                                                                                                     
会社 に 対 する 差 益 率 に国 外 非 関連 会 社 の 差益 率 を 適用 さ せ た 事例 ） に関
して 武 田 （ 19 98） は 以下 の よ うに 指 摘 さ れた 。 「 仮に 、 A .B . C 国に お け
る子 会 社 に対 し て D 国の 非 関 連会 社 と 同 様の 販 売 価格 に よ っ た場 合 にお
いて 、 子 会社 は 極 端 に欠 損 が 生ず る と い うこ と で あれ ば 、 こ のよ う な価
格で は 販 売で き な い はず で あ る。 言 い 換 えれ ば 、 仮に 、 A .B . C 国各 国 の
子会 社 で ない 会 社 に 販売 す る とし た 場 合 にい か な る価 格 で 販 売さ れ るべ
きか な ど のデ ー タ を 添え て 、 この 点 に つ いて 企 業 側が 立 証 す べき で あ
る 。  
 い ず れ にし て も 、 しく 、 親 会社 の 利 益 をそ の A .B . C 国 の 子 会社 に 与え
たと い う よう な 場 合 は別 と し て、 画 一 的 に、 こ の 規定 を 適 用 する こ と は、
妥当 で な いと 考 え る 。 」  
武田 昌 輔 『詳 解 会 社 税務 事 例 』第 一 法 規 ， p .19 98  
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本件 は 、本 件 審査 請 求人（ 以下 、「 本件 内国 法 人 A」と い う ）が 棚 卸資
産（ 製 品 ）の 製 造 及 び販 売 を 行う 業 者 で ある 。 課 税当 局 は 本 件内 国 法人
A の国 内 関連 者 A 2 と本 件 内 国法 人 の 国 外関 連 者 であ る 海 外 販社 B との
取引 に 対 し、 移 転 価 格税 制 に よる 更 正 処 分を 行 っ たと こ ろ 、 本件 内 国法
人は 各 更 正処 分 の 取 消を 求 め た。  
図 表  9 - 3 2 0 0 2 年 原 価 基 準 法 審 査 請 求 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 26 10 0111 を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。  
A 1    ： 本件 内 国 法 人 A 社の 国 内 製造 関 連者  
A の○：本件 内 国法 人 A の国 内 関 連者 、下記 の B が 担 当す る 販売 国 の
以外 の 国 や地 域 に 向 け 、A の 製 品の 販 売 をし て い る（ 本件 比 較
対象 取 引）。  
B    ： 本 件内 国 法 人 A の 外 国販 社 。 A、 A 2、 B 1 か ら本 件 棚 卸資産を
購入 し 、 独占 販 売 権 契約 の も と、 ○ ○ 国 にお け る A の 製品 の
販売 を 行 って い る 。 この う ち 、 A 2 と B との 取 引 は本 件 比 較 対
象取 引 で ある 。）  
 
( 2 )  本 件 の 争 点  
2002 年 原価 基 準 法 審査 事 件 にお い て は 、本 件移 転 価格 課 税 の適 否 につ
いて 争 わ れた 。 本 件 の裁 決 に おい て 以 下 の 3 点 に つ いて 判 示 され た 。争
点 1 は、 原 価 基準 法 によ る 独 立企 業 間 価 格の 算 定 の適 否 で あ る。 争 点 2
国税不服審判所
26100111
不明 不明 2002 一部取消 棚卸資産取引 1 本件移転価格課税の適否
1‐1　原価基準法による独立企業間価格の算定
の適否
1‐2　比較対象取引の範囲について
1‐3　比較対象取引との差異調整について
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象取引
事業年度
更正
事業年度
裁決年度 判決 取引種類
1.本件A1、A、A2の間で行った一連の取引を一体化とみなすことができる。本件国外関連取引は輸出取引に係る棚卸資産の販売に該当する
ため、A2と非関連者の間の取引を比較対象取引として、原価基準法による独立企業間価格の算定を行った合理性がある。
2．αへ向け取引とαへ向け取引以外の取引とのCP率の割合では、最大値と最小値の開差は、大きくなく、かつ年々低下していることから、比較
対象取引から除外することが認めがたい。また、Zに向け取引は、取引形態の特殊性は本件全資料によっても明らかでないため、本件比較対
象取引から除外することがと認められない。
3.本件国外関連取引は小売りであり、比較対象取引は小売りと卸売機能を複合的に有しているため、取引段階による差異調整の必要性を認
めた。
半製品を販売
海外販社（卸売）
国外関連者 海外直販社 B
製造者
国外製造関連者 B1
海外販社Bが担当する地域以外の地域の
取引先等
非関連者（小売と典型的大口卸売）
国外非関連者α、β
本件内国法人 A
製品を購入
国内製造関連者 A1
本件内国法人
Aの○（A2）
製品取引を示す
半製品取引を示す
裁決
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は、 比 較 対象 取 引 の 範囲 で あ る。 争 点 3 は、 比 較 対象 取 引 と の差 異 調整
であ る 。  
 ( 3 )  本 件 に お け る 国 税 不 服 審 判 所 の 審 理  
 争 点 1 で ある 原 価 基準 法 に よる 独 立 企 業間 価 格 の算 定 の 適 否に つ いて
検討 す る 。   
本件 内 国 法人 は 、 昭 和 57 年以 来 各種 製 品に X 価 格 を 設定 し、 本 件 国
外関 連 取 引の み な ら ず、 不 特 定多 数 の 取 引先 と 取 引を 行 っ て いる 。 海外
販社 が 直 接顧 客 に 販 売す る 場 合も X 価 格 を取 引 価 格と し て い る。し たが
って 、 X 価 格 は 独立 企業 間 価 格で あ る 3 5 9と 主張 し た 。  
しか し 、 本審 判 所 の 判断 に お いて は 、 本 件国 外 関 連取 引 は 輸 出取 引に
よる 棚 卸 資産 の 販 売 に該 当 す ると し 、 移 転価 格 課 税の 適 用 を 認め た 。本
件内 国 法 人が 主 張 す る X 価格 は 、独 立 企 業間 価 格 の算 定 方 法 によ っ て算
定さ れ た もの で な い ため 、 独 立企 業 間 価 格と し て 認め る こ と でき な いこ
とを 明 ら かに し た 。さら に 、本 件内 国 法 人 A と非 関 連 者の 間 の取 引 を 比
較対 象 取 引と し 、 原 価基 準 法 によ る 独 立 企業 間 価 格の 算 定 を 行っ た 合理
性を 認 容 した 。  
 こ の よ うに 、 本 審 判所 の 判 断で は 、 国 外関 連 取 引に お い て 、企 業 の商
慣習 で 用 いる 取 引 価 格の 正 当 性を 否 定 し 、客 観 的 な指 標 を 用 いた 独 立企
業間 価 格 の算 定 方 法 であ る 原 価基 準 法 の 適用 を 支 持し て い る こと が わか
る 。  
 次 に 、 争点 2 で あ る比 較 対 象取 引 の 範 囲に つ い て検 討 す る 。  
                                                   
3 5 9
 本 件 内国 法人 A ま たは 海 外 販社 B が 顧 客に 製 品 を販 売 す る 場合 の 価
格す な わ ち一 種 の 小 売価 格 に 対し て 、 本 件海 外 販 社と の 取 引 （国 外 関連
取引 ） は 一種 の 卸 売 価格 で あ る。 本 件 国 外関 連 取 引の 販 売 価 格は 、 小売
価格 （ X 価 格 ） を踏 まえ て 、 大口 取 引 で ある 海 外 販社 に 相 応 す る 販 管 費
及び 営 業 利益 を 勘 案 して 算 出 した 価 格 と して い る 。当 該 販 売 価格 も 独立
企業 間 価 格に あ た る 。  
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本件 内 国 法人 は 、 本 件比 較 対 象取 引 と さ れて い る αへ 向 け た 取引 は同
国の 輸 入 規制 と い う 特殊 事 情 から 、 α 向 けた 取 引 の以 外 の 取 引よ り 売上
総利 益 率（ 以下 は 、C P 率をい う ）が若 干高 く 、比 較対 象 取 引に 含 め るべ
きで は な いと 主 張 す る。ま た、○及 び ○ ○（ 以 下、本件 対 象 取引 Z をい
う） に 向 けた 取 引 は 、販 売 数 量が 少 量 の ため 、 取 引形 態 が 異 なる た め、
本件 比 較 対象 取 引 に 含め る の は適 当 で な いと 主 張 した 。  
 し か し 、本 件 内 国 法人 が 主 張す る α 向 け取 引 の C P 率と α 向け 取 引以
外の 取 引 に係 る C P 率の 割 合 では 、 最 大 値と 最 小 値の 開 差 は 、大 き くな
く、 か つ 年々 低 下 し てい る こ とか ら 、 比 較対 象 取 引か ら 除 外 する こ とが
認め が た いと 、 本 審 判所 が 判 断を 下 し た 。ま た 、 Z に向 け た 取引 は 、取
引形 態 の 特殊 性 は 本 件全 資 料 によ っ て も 明ら か で ない た め 、 本件 比 較対
象取 引 か ら除 外 す る こと は 認 めら れ な い とし た 。  
この よ う に、 比 較 対 象取 引 の 選定 に お い て、 取 引 形態 の 相 違 に係 る資
料の 準 備 、又 は 売 上 総利 益 率 に与 え る 影 響に お い て、 単 年 度 の開 差 のみ
でな く 、 長年 の そ の 開差 の 変 化の 傾 向 を 見る こ と も必 要 で あ るこ と がわ
かる 。  
最後 に 、 争点 3 の 独 立企 業 間 価格 の 算 定 に係 る 差 異調 整 に つ いて 検討
する 。  
 具 体 的 には 、本件 国外 関 連 取引 と 比 較 対象 取 引 との 差 異 調 整に お い て、
次に 挙 げ られ る 3 点 を巡 っ て 争わ れ た 。 １つ 目 は 、大 口 売 り 上げ に よる
売価 逓 減 の調 整 で あ る 。2 つ目 は 販 売機 能に よ る 差異 調 整 で ある 。3 つ 目
は相 互 協 議に よ り 合 意さ れ た 内容 に よ る 計算 方 法 の準 用 に つ いて の 判断
であ る 。  
a 大 口 売 り 上 げ に よ る 売 価 逓 減 に 係 る 差 異 調 整  
本件 内 国 法人 は 、 本 件国 外 関 連取 引 （ 格 段に 大 き な売 り 上 げ 規模 の典
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型的 な 大 口取 引 ） と 比較 対 象 取引 （ 小 売 価格 を 用 いる ） は 取 引形 態 の差
異に よ る 売上 逓 減 の 調整 が さ れて い な い 3 6 0と主 張 し てい る 。な お 、大 口
売価 逓 減 に係 る 調 整 は、 小 売 販売 レ ベ ル での 調 整 （第 1 段 階 、小 売 りと
卸売 の 差 異調 整 ）、卸売 販 売 にあ た る 海 外販 社 向 け価 格（ 卸 売に お け る大
量卸 売 ） への 調 整 を 行う 必 要 があ る 3 6 1と 主 張し て い る。  
 本 審 判 所で は 、 本 件内 国 法 人が 提 出 し た資 料 （ 最主 力 商 品 の生 産 ロッ
ト別 の 製 造原 価 の 推 移） に よ って 、 製 品 の生 産 数 量の 増 加 に 伴っ て その
製造 コ ス トが 逓 減 し てい る こ とを 認 め た 。ま た 、 逓減 し た 製 造原 価 に相
応し て 当 該製 品 の 販 売価 格 も 低下 す る こ とを 現 し てい る と い える 。 した
がっ て 、 小売 価 格 に おけ る 調 整と し て 大 口取 引 に よる 売 価 逓 減を 考 慮す
る必 要 が ある と い う べき で あ る。 一 方 、 国外 内 の 市場 を 通 じ て同 一 製品
につ い て は同 一 価 格 で販 売 す るこ と を 約 定し て い る多 国 籍 企 業と の 取引
を除 く と した 3 6 2。  
 b 販 売 機 能 の 差 異 に つ い て の 差 異 調 整  
本件 国 外 関連 取 引 は 、本 件 内 国法 人 が そ の海 外 販 社へ の 卸 売 販売 であ
るが 、 本 件比 較 対 象 取引 は 、 本件 内 国 法 人が 直 接 海外 の 取 引 先に 販 売す
                                                   
3 6 0
 本 件 内国 法 人 は 主 とな る 1 0 種類 の 製 品の 粗 利 益率 と 販 売 数量 と の 回
帰分 析 の 結果 を 提 出 して お り 、こ の 結 果 も大 口 取 引に よ る 売 価逓 減 の傾
向を 示 す 傍証 と な る 。  
3 6 1
 ① 一 定の 方 法 で本 件国 外 関 連取 引 と 比 較対 象 取 引の 販 管 費 に係 る 調
整を 行 い 、 ② 海 外 販 社全 体 を 一体 と し て とら え 、 両取 引 が 獲 得す べ き通
算の 営 業 利益 に つ い て、 利 益 分割 法 に よ り、 請 求 人（本 件 内 国法 人 )およ
び海 外 販 社に 帰 属 す る営 業 利 益を 算 出 。 請求 人 （ 本件 内 国 法 人） に 帰属
すべ き 営 業利 益 及 び 販管 費 に 一定 の 調 整 を加 え 、 売上 原 価 に に加 算 し、
独立 企 業 間価 格 を 算 定す る 。  
 請 求 人 （本 件 内 国 法人 ） は また は 海 外 販社 が 顧 客に 製 品 を 販売 す る場
合の 価 格 すな わ ち 一 種の 小 売 価格 に 対 し て、 本 件 海外 販 社 と の取 引 （国
外関 連 取 引） は 一 種 の卸 売 価 格で あ る 。 本件 国 外 関連 取 引 の 販売 価 格 は、
小売 価 格 （ X 価 格） を踏 ま え て、 大 口 取 引で あ る 海外 販 社 に 相応 す る 販
管費 及 び 営業 利 益 を 勘案 し て 算出 し た 価 格と し て いる 。 当 該 販売 価 格も
独立 企 業 間価 格 に あ たる 。  
3 6 2
 多 国 籍企 業 と の取 引に お い て、 こ の よ うな 約 定 する こ と が 多い 。  
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るも の で 、小 売 販 売 と卸 売 販 売の 機 能 を 複合 的 に 有し て い る 。そ こ で、
両者 を 比 較し て 本 件 比較 対 象 取引 の 小 売 販売 と し ての 機 能 か ら生 ず る差
異を 除 去 する 調 整 を 行う 必 要 があ る 。 こ の調 整 は 、小 売 販 売 と卸 売 販売
の両 機 能 の調 整 の 基 礎と な る 販 管 費 （ 図 表  9 -4） に つい て 検 討さ れ た 。  
図 表  9 - 4 2 0 0 2 年 原 価 基 準 法 審 査 請 求 事 件 に お け る 差 異 調 整 （ 販 管 費 ）  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 26 10 0111 を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。）  
本審 判 所 にお い て は 、相 互協 議 3 6 3に おい て 認め ら れ た販 管 費 に 係る 差
異調 整 項 目と し て 、 ①技 術 サ ポー ト 等 の 業務 の 費 用、 ② 売 掛 金の 回 収業
務の 費 用 、③ 一 般 管 理費 の 3 項目 に 係 る 差異 調 整 を認 め た 。  
さら に 、 小売 販 売 と 卸売 販 売 の両 機 能 の 調整 の 基 礎と な る 利 益の 額に
つい て 、 比較 対 象 法 人に よ る ベリ ー 比 を 用い た 。 ベリ ー 比 を 用い る に、
比較 対 象 法人 の 比 較 可能 性 に つい て 検 討 され た 。 比較 対 象 法 人と 本 件内
国法 人 の 連結 営 業 利 益率 に か なり の 開 差 があ っ た こと を 鑑 み 、課 税 当局
が選 択 し た比 較 対 象 取引 の う ち、 甲 社 一 社の み を 比較 対 象 法 人と し て認
めた 。  
 ( 4 )  私 見  
 本 事 件 にお け る 裁 決か ら 示 唆さ れ た ポ イン ト と して 以 下 の 3 点 挙 げら
れる 。  
まず 、 本 件内 国 法 人 が長 年 に おい て 用 い てい た 取 引価 格 は あ くま でも
経験 則 等 に基 づ い て 随時 改 訂 を行 っ て き たも の で あり 、 主 観 的な 水 準に
                                                   
3 6 3
 本 件 内国 法 人 は、 本件 国 外 関連 者 間 取 引と 関 係 ない 、 別 件 の国 外 関
連者 間 取 引に 係 る 相 互協 議 に おい て 、 相 互協 議 に 係わ っ た 両 国の 課 税当
果たす機能 差異調整
本件関連者間取引 卸売
小売による売上総利益の除去
本件取引に係る売上総利益　‐　小売りに係る売上総利益
売上総利益率＝販管費＋営業利益
　　　　　　　　　➡基礎となる販管費の額
本件比較対象取引 小売と卸売
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過ぎ ず 、独 立 企 業間 価格 と は 認め ら れ ず 、国 外 関連 者 間 取引 にお い て は、
独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 に 基づ い た 計 算を 行 わ なけ れ ば な らな い こと
を明 ら か にし た 。  
次に 、 比 較対 象 取 引 の選 定 に おい て 、 原 価基 準 法 を用 い る 際 に、 国外
関連 者 間 取引 と 比 較 対象 取 引 にお け る 売 上総 利 益 率に 相 違 が あっ た 場合
に、 単 年 度の 相 違 の 額で は な く、 長 年 の 開差 率 を 大き さ 及 び 開差 率 の変
動に よ っ て判 断 さ れ るこ と を 明ら か に し た。  
さら に 、 原価 基 準 法 を用 い た 際に 、 関 連 者間 取 引 と比 較 対 象 取引 との
果た す 機 能に 相 違 が あっ た 場 合の 取 引 段 階、 費 用 調整 に 関 す る一 定 の基
準を 明 確 にし た 。  
 
第 2 節  基 本 三 法 に 準 ず る 方 法 （ と 同 等 の 方 法 ） が 適 用 さ れ た 裁 判 例  
1 .タ イ バ ー ツ 貸 付 金 利 子 事 件  
東京 地 裁  20 06 年 1 0 月 26 日判 決 3 6 4  
【 LE X D B  文献 番 号 】 28 14 141 4  
（棄 却 ）  
(1 ) タ イ バ ー ツ 貸 付 金 利 子 事 件 の 概 要  
本 件 は 、 原 告 （ 以 下 、「 本 件 内 国 法 人 」 と い う ） が タ イ で 設 立 さ れ た
外国 子 会 社に 金 銭 の 貸付 （ 本 件国 外 関 連 者間 取 引 であ り 、 以 下「 本 件各
貸付 け 」 とい う ） を し、 そ の 受け 取 る べ き受 取 利 息の 計 算 に あた っ て、
課税 当 局 が移 転 価 格 税制 を 適 用し た 。 本 件内 国 法 人が 受 け 取 るべ き 利息
                                                                                                                                                     
局に よ る 合意 が 結 ば れて い た 。  
3 6 4
 タ イ バー ツ 貸 付金 利子 事 件 に関 す る 裁 決・ 判 決 以下 の よ う にな る 。  
①  審査 請 求 ，200 3 年 (平 成 1 5 年 ) 7 月 9 日 国 税不 服 審 判所 裁 決【 L E X D B  文
献番 号 】 不明 (棄 却 )，  
②  第一 審 ，20 06 年 (平成 18 年 )10 月 26 日 東 京 地裁 判 決 (確 定 )，【 LE X D B  文
献番 号 】 2 814 14 14 (棄却 )，  
前掲 書 ，北 村導 人「 裁 判 例・裁 決 事 例 の 分 析 と 検 討  訴 訟 事 案か ら 探 る
移転 価 格 税制 の 実 務 上の 留 意 点」 pp .16 -1 7 を 参考 に ，一 部 筆 者が 加 筆 し
た 。  
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の額 （ 独 立企 業 間 価 格） に つ いて は 、 課 税当 局 が ロン ド ン 金 融市 場 での
同 時 期 に タ イ バ ー ツ に よ る 金 融 機 関 等 か ら ス プ レ ッ ド 融 資 3 6 5を 受 け た
取引 を 想 定し 、 そ の 利息 （ 仮 想取 引 に よ る利 息 ） を求 め 、 更 正処 分 を行
った と こ ろ、 本 件 内 国法 人 は 本件 に 関 す る更 正 処 分の 取 り 消 しを 求 めた
事件 で あ る。  
図 表  9 - 5 タ イ バ ー ツ 事 件 の 概 要  
 
(出 所 ： LE X /D B【 文 献番 号 】 2 814 14 を 参考 に 筆 者が 作 成 し た。 )  
注 ： 金 利 ス ワ ッ プ レ ー ト と は 、 金 融 市 場 （ マ ー ケ ッ ト ） で 取 引 さ れ て い る
プ レ ー ン ・ バ ニ ラ ・ ス ワ ッ プ の 固 定 金 利 の 交 換 レ ー ト の こ と を い う 。 プ レ
ー ン ・ バ ニ ラ ・ ス ワ ッ プ と は 、 同 一 通 貨 の 固 定 金 利 と 変 動 金 利 と の 交 換 を
行 う ス ワ ッ プ 取 引 を い い 、 一 般 に 日 本 で は「 6 ヶ 月 L I B O R」や「 6 ヶ 月 T I B O R」
な ど 代 表 的 な 変 動 金 利 と 交 換 対 象 に な る 固 定 金 利 の こ と を 指 し 、 マ ー ケ ッ
ト の 市 場 金 利 の 一 つ の 基 準 と な っ て い る 。  
（ h t tp : / / w w w. i f in an c e .n e . j p / g lo s s a r y / d e r i v a t i ve s /d e r 049 .h t ml ）  
(2 )  本 件 の 争 点  
本件 に 係 る東 京 地 裁 にお け る 主要 な 争 点 は、以 下の 3 点 があ げら れ る。
                                                   
3 6 5
 ス プ レッ ド 融 資は 、「 スプ レ ッ ド貸 出 」とも 呼 ば れ 、市 場 金 利連 動 型
融資 の 一 つで 、 市 場 金利 に 一 定の 利 鞘 （ スプ レ ッ ド） を 乗 せ た金 利 での
融資 の こ とを い う 。 これ は 、 主に 法 人 （ 企業 ） 向 け融 資 で 採 用さ れ てお
り、 ユ ー ロ円 市 場 や C D 市場 、 コ ール 市場 な ど の短 期 金 融 市場 で 調 達し
た資 金 の 金利 に 一 定 の利 鞘 （ スプ レ ッ ド ）を 上 乗 せし て 、 融 資金 利 を決
定す る 仕 組み に な っ てい る 。  
（ h t tp s : / / ww w.g oog l e . co . jp / ? gws _ r d= s s l# q = %E 3% 82 %B 9 %E 3% 8 3%9 7%E 3%
83%A C %E 3% 83 %83 % E 3%8 3% 89%E 8% 9E % 8D %E 8 %B 3% 87）  
東京地裁
28141414
1992
1994
1996 2006 棄却 貸付金
金利
1 国外関連取引該当性
2 課税当局が主張する独立企業間価格の算定方法
　が適法であるか
3 租税法律主義適合性
さらに,争点2には、以下の4点に分けられる。
2-① 比較対象取引の要実在性、
2-② 本件各取引との比較可能性、
2-③ 融資形態としての合理性、
2-④ 被告主張の金利によることの経済的合理性
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象
取引年度
更正
事業年度
判決年度 判決
取引
種類
貸付金
内国法人：タイバーツ建てによ
る貸付金金利の計算
外国
タイの外国子会社
（国外関連者）
日本
原告
(内国法人)
課税当局：ロンドン金融市場における同時期・同通貨による資金調達をした場合の金利
スワップによる利率（スワップレート）を用いて、利息の計算を行った。
1．本件各貸付けにあたり「ローン契約書」と題する契約書に基づく取引で、契約後に、元本の繰り上げ返済により訴外子会社の生産
設備の取得に充てられ、資本金に振り替えられたとしても、その性質（貸付金）が取引当初に遡って投資に変じるものではない。また、
本件貸付金利子が低いと判示した。国外関連者への低利による本件貸付取引が移転価格課税の対象となる。
2．本件課税当局が用いた仮想取引は、ロンドン金融市場での金利スワップ取引で用いられる利率（金利スワップレート）を想定した取
引である。銀行間での各種通貨の調達金利はいずれの金融市場においてもほぼ同一水準となっているものと認められることからする
と、課税当局がタイバーツの調達金利として上記スワップレートを採用した合理性が認められる。
判示
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第 1 の 争 点は 国 外 関 連取 引 の 該当 性 に つ いて で あ る。 第 2 の 争点 は 仮想
取引 を 比 較対 象 取 引 とす る こ との 該 当 性 、第 3 の 争 点は 本 件 各更 正 処分
が租 税 法 律主 義 の 適 合性 に 反 する か 否 か つい て で ある 。  
さら に 、第 2 の 争 点 には 、 ① 比較 対 象 取 引の 要 実 在性 に つ い て、 ②本
件各 取 引 との 比 較 可 能性 に つ いて 、③融 資形 態 と して の 合 理 性に つ い て、
④課 税 当 局主 張 の 金 利に よ る こと の 経 済 的合 理 性 につ い て の 4 点 が 含ま
れる 。  
 ( 3 )  本 件 に お け る 東 京 地 裁 の 判 示  
第 1 の 争 点で あ る 国 外関 連 取 引 の 該 当 性 につ い て 、東 京 地 裁 は、 本件
各貸 付 け にあ た り 「 ロー ン 契 約書 」 と 題 する 契 約 書を 作 成 し てあ り 、そ
の中 で 返 済や 利 息 の 支払 い 等 につ い て 明 確な 合 意 をし て い る こと が 認め
られ る 。 その う え で 、契 約 後 に、 元 本 の 繰り 上 げ 返済 に よ り 訴外 子 会社
の生 産 設 備の 取 得 に 充て ら れ 、資 本 金 に 振り 替 え られ た と し ても 、 その
性質 が 取 引当 初 に 遡 って 投 資 に変 じ る も ので は な いと 判 示 し た。  
また 、 本 件貸 付 が あ った 同 時 期に お い て 、タ イ 国 内企 業 の 長 期資 金需
要へ の 対 応は 、短期 資金 へ の 借り 換 え に より 延 長 する 方 法 が 主流 で あ り、
実質 的 に バー ツ の 固 定金 利 長 期資 金 調 達 とす る 事 例も 存 在 す る。 本 件各
貸付 は 、 タイ 国 内 企 業に 対 す る長 期 固 定 金利 貸 付 がお よ そ 経 済的 合 理性
のな い 行 為で あ っ た とい う こ とは で き な いと 判 示 し、 本 件 各 貸付 は タイ
国内 企 業 に対 す る 固 定金 利 長 期貸 付 で あ ると み な され た 。 し たが っ て、
本件 各 貸 付は 国 外 関 連者 へ の 無利 息 貸 付 とみ な さ れる べ き で ある と 判示
した 。  
第 2 の 争 点で あ る 仮 想取 引 が 比較 対 象 取 引と し て の該 当 性 に つい て は、
2－ ① 比較 対 象 取引 の要 実 在 性に つ い て 、 2－ ②本 件 各 取引 との 比 較 可能
性に つ い て、 2－③ 融資 形 態 とし て の 合 理性 、 2－ ④ 被 告主 張の 金 利 によ
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るこ と の 経済 的 合 理 性に つ い て、 争 わ れ てい た 。  
東京 地 裁 は 、本 件 各 貸付 の 利 率は 年 2 .5％な い し 3 . 0％で あ り 、同 時 期
タイ バ ー ツ建 て の タ イ国 内 定 期預 金 の 利 率は 年 6 .0％ ない し 10 . 0％ であ
った 。 こ のこ と か ら して も 、 本件 各 貸 付 の利 率 が 経済 的 合 理 性を 欠 いた
極め て 低 率な も の で ある こ と が伺 う こ と がで き（争 点 2－ ①、争点 2－ ④）、
移転 価 格 税制 を 適 用 すべ き で ある と 判 示 した 。  
次に 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 にお け る 比 較対 象 取 引の 選 定 に つい て次
のよ う に 判示 し た 。 比較 対 象 取引 の 選 定 にお い て は、 市 場 に 参加 す る不
特定 多 数 の非 関 連 者 間で 現 実 に売 買 取 引 が成 立 し う る 際 に 、 用い ら れる
市場 価 格 を基 礎 と す る取 引 を 想定 し た 取 引も 、 実 在す る 非 関 連者 間 の取
引と 同 様 に、 有 用 か つ相 当 な もの と 認 め られ る 。 その た め に 、本 件 仮想
取引 を 比 較対 象 取 引 とし た 適 合性（ 争 点 2－ ① にお け る 課税 当局 の 主 張）
を容 認 し た。  
さら に 、 一般 企 業 の 「手 持 資 金」 に よ る 融資 取 引 であ っ て も 、金 融機
関の 行 う 貸付 で あ っ ても 、 調 達コ ス ト に よる 差 異 調整 は 必 要 がな い とさ
れ、 比 較 対象 取 引 と して 独 立 企業 間 価 格 の算 定 を 行う こ と （ 争 点 2－③
にお け る 課税 当 局 の 主張 ） が 許容 で き る 。  
 最 後 に 、争 点 2－ ③の 比 較 対象 取 引 の 融資 形 態 の合 理 性 つ い て 、 以下
の理 由 を もっ て 課 税 当局 の 主 張を 容 認 し た。平 成 11 年頃 に は 、ス ワ ップ
レー ト は スプ レ ッ ド 貸付 の 調 達金 利 と な ると の 認 識が 、 金 融 関係 者 の間
で一 般 的 とな っ て い たこ と が 認め ら れ る 。課 税 当 局が 主 張 す るス ワ ップ
レー ト 3 6 6は 、実 際に 金 融市 場 に 提示 さ れ て 金利 ス ワ ップ 取 引 の 対象 と さ
                                                   
3 6 6本 件 課 税 当 局 が 用 い る 金 利 ス ワ ッ プ レ ー ト の 計 算 式  ① ＋ ② で あ る 。 
①  （ ロン ド ン 金融 市場 ）  
タイ バ ー ツの 調 達 す る短 期 変 動金 利 ＋ ス ワッ プ レ ート に よ る 金利  
②  日 本の 都 市 銀行 が発 表 し た新 短 期 プ ライ ム レ ート か ら ロ ンド ン 金 融
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れて い る レー ト で あ り、 銀 行 間で の 各 種 通貨 の 調 達金 利 は い ずれ の 金融
市場 に お いて も ほ ぼ 同一 水 準 とな っ て い るも の と 認め ら れ る こと か らす
ると 、 課 税庁 が タ イ バー ツ の 調達 金 利 と して 上 記 スワ ッ プ レ ート を 採用
した こ と には 合 理 性 が認 め ら れる 。  
第 3 の 争 点で あ る 、 本 件 各 更 正処 分 が 租 税法 律 主 義の 適 合 性 につ いて
は、 原 告 は、 措 法 6 6‐ 4② は 、租 税 法 律 主義 に 違 反す る 抽 象 的で 不 明確
な条 文 で ある と 主 張 し、 さ ら に本 件 課 税 処分 は 、 比較 可 能 性 や比 較 対象
取引 の 実 在性 そ の 他 の課 税 要 件か ら 逸 脱 し、 租 税 法律 主 義 に 反す る 課税
処分 で あ ると 主 張 す るが 、 東 京地 裁 は 、 規定 内 容 から 措 法 6 6‐ 4② の文
言は 明 確 に読 み 取 る こと が で き、 こ の 主 張は こ の 規定 の 解 釈 適用 の 誤り
であ る と 判決 し た 。  
(4 )  私 見  
本件 に お いて は 、 仮 想取 引 を 比較 対 象 取 引と し て 独立 企 業 間 価格 の算
定を 行 っ た事 件 で あ る。 比 較 対象 取 引 の 実在 性 に つい て 、『 判例 租 税 法』
では 次 の よう に 解 釈 して い る。「 実 質 的 にみ て も 、国 外関 連 取引 と 比 較可
能な 比 較 関連 者 の 取 引を 実 在 の取 引 の 中 から 見 出 すこ と は 、 当該 国 外関
連取 引 の 当事 者 自 身 が非 関 連 者と の 間 で 同種 の 取 引を 行 っ て いた 場 合で
あれ ば と もか く 、 そ うで な い 限り 通 常 は 困難 で あ ると 考 え ら れる 。  
しか し な がら 、 親 子 会社 間 等 特殊 関 係 企 業間 の 取 引を 通 じ て 行う 所得
の海 外 移 転に 対 処 し 適正 な 国 際課 税 を 実 現す る こ とを 目 的 と する 移 転価
格税 制 の 趣旨 に 照 ら し、 こ の よう な 場 合 に実 在 の 取引 を 見 出 せな い から
とい っ て 直ち に 移 転 価格 税 制 の対 象 外 と する こ と が措 置 法 6 6 の 4 の 立法
                                                                                                                                                     
市場 に お ける 円 の 短 期調 達 金 利で あ る ラ イボ ー を 差し 引 い て 算出 し
たス プ レ ッド  
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趣旨 と は 考え ら れ な い 3 6 7。」とし 、よ っ て、「 市場 価 格 との 客 観 的か つ 現
実的 な 指 標に よ り 国 外関 連 取 引と 比 較 的 な取 引 を 想定 す る こ とが で きる
3 6 8」と な っ てい る 。  
つま り 、 関連 会 社 と の同 種 の 取引 を 見 出 せな い 時 は、 想 定 す る仮 想取
引を 認 め ると い う こ とで あ る 。  
ま た 、『 会 社 税 務 釈 義 』 に よ る と 「 金 銭 の 貸 付 が 、 手 持 ち 資 金 に よ る
もの か 、 借入 資 金 に よる も の かの 違 い に よる 取 り 扱い の 差 は ない 。 同一
通貨 の 同 一条 件 に よ る金 融 取 引で あ る 場 合に は 、 各金 融 市 場 にお け る金
利水 準 は ほぼ 同 一 と 考え ら れ るこ と か ら 、基 本 的 に市 場 の 違 いに よ る差
異を 考 慮 する 必 要 は ない 3 6 9。」と 記 述 され てい る 。  
し た が っ て 、『 判 例 租 税 法 』 に よ れ ば 、 金 銭 貸 付 に お い て は 、 仮 想 の
取引 に よ る独 立 企 業 間価 格 の 算定 を 認 め るこ と と なる 。し か も、『 会 社税
務釈 義 』に よ れ ば、同 一通 貨 の 同一 条 件 に よる 金 融 取引 で あ る 場合 に は、
差異 調 整 は認 め ら れ る必 要 が ない と い う こと に な る。  
し か し 、 本 件 の よ う に 、 子 会 社 支 援 等 の 目 的 で 行 う 貸 付 に つ い て は 、
子会 社 の 発展 に つ な がる た め の無 利 息 ま では い か ない が 、 低 利率 で の貸
付等 の 融 資取 引 に お いて も 、 それ が 企 業 の合 理 的 な戦 略 の も とで 行 われ
るな ら ば 、認 め る べ きで は な いか と 筆 者 は考 え る 。そ の 際 、 移転 価 格税
制に お い て合 理 的 な 戦略 に つ いて 具 体 的 な条 件 付 けの 優 遇 制 度を 検 討す
べき で あ ろう 3 7 0。  
                                                   
3 6 7
 租 税 法判 例 研 究会 編『 判 例 租税 法  直 接税 』 新 日本 法 規 出 版株 式 会
社， 判 租 168 号 ， p p .35 94 の 7 -8  
3 6 8
 前 掲 書， 租 税 法判 例研 究 会 編『 判 例 租 税法  直 接税 』 p .  35 94 の 7  
3 6 9
 前 掲 書， 武 田 昌輔 ・後 藤 喜 一著 『 D H C 会社 税 務 釈義 』 p .3 1 99 の 7 1
の 47  
3 7 0
 岡 氏 は次 の よ うに 述べ ら れ てい る 。 「 企業 関 係 者は 、 類 似 取引 と の
比較 に お いて 、 グ ル ープ 経 営 戦略 と し て の合 理 性 とい う 主 張 があ ま り意
味を 持 た ない こ と に つい て 十 分認 識 し て おく こ と が得 策 で あ る。 同 一法
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2 .ア ド ビ シ ス テ ム ズ 事 件  
東京 高 裁  20 10 年 1 月 27 日判 決 3 7 1  
【 LE X D B  文献 番 号 】 25 50 088 5  
（ 全 額 取 消）  
(1 )  ア ド ビ シ ス テ ム ズ 事 件 の 概 要  
本件 は ， 控訴 人 （ 以 下「 本 件 内国 法 人 」 をい う ） と本 件 内 国 法人 の国
外関 連 者 との 間 で 行 われ た 役 務提 供 取 引 につ い て ，課 税 当 局 は本 件 内国
法人 が 国 外関 連 者 か ら支 払 を 受け た 対 価 の額（ 以下 、本件 手 数 料を い う）
が独 立 企 業間 価 格 に 満た な い とし て ， 移 転価 格 税 制を 適 用 し 、更 正 処分
を行 っ た とこ ろ 、 本 件内 国 法 人が 各 取 消 しを 求 め た事 案 で あ る。  
(2 )  本 件 の 争 点  
 ア ド ビ シス テ ム ズ 事件 に お ける 争 点 は 、本 件 手 数料 の 額 が 独立 企 業間
価格 に 満 たな い も の であ る か につ い て で ある 。  
                                                                                                                                                     
人内 の 異 なっ た 部 署 の間 の 取 引で あ れ ば 、管 理 会 計の 目 的 で 原価 に 一定
の利 益 を 加算 等 し た 「仕 打 値 」が 用 い ら れる こ と があ る 。 我 が国 で は国
内取 引 に は移 転 価 格 税制 の 適 用は な い こ と、 大 企 業の 場 合 仮 に寄 付 金と
され て も 損金 算 入 限 度枠 の 枠 内に な る ケ ース が 多 いこ と 、 な どか ら 、グ
ルー プ 企 業間 の 取 引 価格 を 「 仕打 値 」 に 基づ い て 設定 し て も 課税 上 問題
と さ れ る 例は そ れ ほ ど多 く な いか も し れ ない 。 し かし 、 国 家 間の 課 税権
の配 分 と いう 問 題 が 関係 す る クロ ス ボ ー ダの 場 面 では こ う し た甘 さ は通
用し な い 。企 業 関 係 者は 「 独 立企 業 間 価 格」 に つ いて の 認 識 が甘 く なら
ない よ う 、十 分 注 意 する 必 要 があ る と 考 える 。 」  
前掲 書 「 移転 価 格 税 制に お け る情 報 義 務 と独 立 企 業間 価 格 の 証明 方 法に
関す る 考 察 ―納税 者 ・課 税 庁 双方 の 利 益 を目 指 し て ―」『 税務 大学 校 論 叢』
p .6 07  
つま り 、 寄附 金 に お いて は 、 国内 で は 限 度額 内 で 損金 算 入 で きる が 、国
外子 会 社 に対 し て の 寄付 金 は 、全 額 損 金 不算 入 と され て い る ため 、 岡氏
は上 記 の よう に 指 摘 され て い る。  
3 7 1
 ア ド ビシ ス テ ムズ 事件 に 関 する 裁 決 ・ 判決 以 下 のよ う に な る。  
①  審査 請 求 ，2005 年 (平成 17 年 )12 月 9 日 国税 不 服 審判 所 裁 決 ，【 LE X D B 
文献 番 号 】 不 明 (棄 却 )，  
②  第一 審 ，2007 年 (平 成 19 年 ) 12 月 7 日 東 京地 裁 判 決，【 LE X D B  文 献番
号 】 28 140 385 (棄 却 )，  
③  控訴 審 ，20 08 年 (平成 20 年 )10 月 30 日 東 京 高裁 判 決 (確 定 )，【 LE X D B  文
献番 号 】 2 545 0511 (全部 取 消 )  
前掲 書 ，北 村導 人「 裁 判 例・裁 決 事 例 の 分 析 と 検 討  訴 訟 事 案か ら 探 る移
転価 格 税 制の 実 務 上 の留 意 点 」 pp .1 6 -17，【 LE X D B  文献 番 号 】 28 14 038 5
別表 「 本 件各 処 分 の 経緯 」 を 参考 に し た 。  
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図 表  9 - 6 ア ド ビ シ ス テ ム ズ 事 件 の 概 要
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 25 45 0511 を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。  
エン ド ユ ーザ と は 、 再販 売 の 目的 で は な く、 通 常 の業 務 用 と 又は 個 人用
との た め に、 製 品 を 取得 し た 最終 の 購 入 者又 は ラ イセ ン シ ー をい う 。）  
(3 )  本 件 に お け る 東 京 高 裁 の 判 示  
本 件 手 数 料 の 額 が 独 立 企 業 間 価 格 に 満 た な い も の で あ る か の 判 断 に
おい て 、 東京 高 裁 は 、以 下 の よう に 判 示 した 。 本 件国 外 関 連 者間 取 引に
おけ る 本 件内 国 法 人（控 訴 人）と 比較 対 象 取引 に お ける 比 較 対 象法 人 が、
果た す 機 能 と 負 担 す るリ ス ク の類 似 性 に つい て 検 討さ れ 、 本 件比 較 対象
法人 と し ての 適 合 性 はな い も のと し 、 課 税当 局 の 独立 企 業 間 価格 の 計算
過程 に 違 法が あ る 。  
まず 、 果 たす 機 能 の 比較 可 能 性に つ い て 検討 し た 結果 は 以 下 のよ うに
なる 。図表  9 -6 で 示 した よ う に、本件 国 外関 連 者 は日 本 に あ る特 殊 の 関
係な い デ ィス ト リ ビ ュー タ （ 以下 、 卸 売 業者 を い う） に P 3 を輸 出 し、
本件 内 国 法人 （ 控 訴 人） が 、 日本 の 卸 売 業者 に 対 して 販 売 促 進等 の サー
ビス を 行 って い る 3 7 2。一方 、本 件 比較 対 象 法人 が 対 象製 品 で あ るグ ラ フ
                                                   
3 7 2
 本 件 内国 法 人 （ 控 訴人 ） は 、本 件 各 業 務委 託 契 約に 基 づ き 、 ① 既 存
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件
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間
取
引
東京高裁
25450511
2000
2003
2004 2007 全額取消 役務提供 1  本 件 手 数 料 の 額 が 独 立 企 業 間 価 格 に 満 た な い も の
であるか
課
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当
局
用
い
た
比
較
対
象
取
引
裁判所・
LEX/DBの文献番号
争点更正対象
取引年度
更正
事業年度
判決年度 判決
取引
種類
販売 販売
マ ー テ ィン グ 支 援
宣伝広告 を 支 援 等
（役務 提 供 ）
ト レ ー ニ ン グ コ ー ス の 提
供
サ ポ ー ト サ ー ビ ス の 提 供
(役 務 提 供)
純 売 上 高1．5%及 び 直 接 費 、
間 接 費 、 及 び 一 般 管 理 費 い の
全 額 （ 役 務 提 供 の 対 価 ）
日 本
（内 国非 関 連 者 ）
Ｐ3の小 売orエ ン ド ユ ー
日 本
(内 国非 関 連 者)
Ｐ3の卸 売 業 者
国 外
(本 件国 外 関 連 者)
P3製 造 輸 出
日本
控訴人
（本件内国法人）
役 務 提 供
販売国外
（ 国 外 関 連 者 ）
ソ フ ト ウ ェ ア
製 造 輸 出
販 売 日本
（内国非関連者）
ソ フ ト ウ ェ ア の 小 売
or
エ ン ド ユ ー ザ
日本
控 訴 人 の 類 似 法 人
（内国法人）
仕 入 販 売 お よ び
エ ン ド ユ ー ザ へ
の 役 務 提 供
東京高裁：
1．果 た す 機 能 の 比 較：本 件 内 国 法 人 （ 控 訴 人 ）がリ
セ ラ ー （ 小 売 業 者 ） に 対 し て販 売 促 進 と う の 役 務 提
供を 行 い 、 卸 売 業 者 は 再 販 売 利 益 を 得 て い る 。 本
件内国法人は国外関連者より、役務提供の対価を
受 け て い る 。 一 方 、本 件 比 較 対 象 法 人 は、 グ ラ
フ ィ ッ ク ソ フ ト の 輸 入 再 販 売 者 で あ り 、再 販 売 取 引 お
よ び 販 売 促 進 等の 役 務 提 供 を 行 い 、 こ れ ら の 取 引
に 見 合 っ た 利 益 を 獲 得 し て い る 。 両 社 の 果 た す 機
能 に 捨 象 で き な い 差 異 が あ る 。
2．負 担 リ ス ク の 比 較：本 件 内 国 法 人 （ 控 訴 人 ）が受
け 取 る 報 酬 額 が必 要 経 費 の 額 を 割 り 込 む リ ス ク を
負 担 し て い な い。 一 方 、比 較 対 象 法 人は、損益分
岐 点 を 下 回 れ ば 損 失 を 被 る。 こ の 負 担 リ ス ク が 捨
象 で き る 程 軽 微 で あ っ た こ と に つ い て は 、 こ れ を 認
め る に 足 り る 的 確 な 証 拠 が な い 。
本 件 内 国 法 人 （ 控 訴 人 ） と本 件 比 較 対 象法 人 が果
た す 機 能 と 負 担 す る リ ス ク は 、 同 一 ま た は 類 似 で あ
る と い う こ と は 困 難 で あ る 。 本 件 課 税 処 分 に お け る
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ィッ ク ソ フト を 国 外 から 仕 入 れて こ れ を 販売 し て いる 。 し た がっ て 、本
件内 国 法 人は 法 的 に も経 済 実 質に お い て も役 務 提 供取 引 と 解 する こ とが
でき る の に対 し 、 本 件比 較 対 象法 人 は 再 販売 取 引 を中 核 と し 、本 件 内国
法人 と 本 件比 較 対 象 法人 と が その 果 た す 機能 に お いて 看 過 し 難い 差 異が
ある こ と が明 ら か で ある と 、 東京 高 裁 が 判示 し た 。  
本 件 内 国 法 人 と 比 較 対 象 法 人 が 負 担 す る リ ス ク に つ い て 検 討 し た 結
果は 以 下 のよ う に な る。 本 件 内国 法 人 （ 控訴 人 ） の受 け る 報 酬額 が 必要
経費 の 額 を割 り 込 む リス ク を 負担 し て い ない 。 一 方、 本 件 比 較対 象 法人
はそ の 売 上高 が 損 益 分岐 点 を 上回 れ ば 利 益を 取 得 する が 、 下 回れ ば 損失
を被 む る こと で あ っ て、 本 件 比較 対 象 法 人は こ の リス ク を 想 定し た うえ
で行 わ れ てい る の で あり 、 本 件内 国 法 人 と本 件 比 較対 象 法 人 とは そ の負
担す る リ スク の 有 無 にお い て も基 本 的 な 差異 が あ り、 こ れ は 受注 販 売式
をと っ て いた と し て も変 わ り がな い 。 両 者に お い て、 こ の 負 担リ ス クが
捨象 で き る程 軽 微 で あっ た こ とに つ い て は、 こ れ を認 め る に 足り る 的確
な証 拠 は ない 。  
した が っ て、 本 件 に おい て 、 本件 算 定 方 法を 用 い て独 立 企 業 間価 格を
算定 し た 過程 に は 違 法が あ り、本 件 各賦 課決 定 も 違法 で あ る と判 決 し た。 
(4 )  私 見  
本件 に お いて 、 本 件 内国 法 人 であ る 控 訴 人と 課 税 当局 が 選 定 した 比較
対象 取 引 の果 た す 機 能及 び 負 担す る リ ス クが 異 な るこ と が 東 京高 裁 に認
                                                                                                                                                     
の P 3 製品 の 販 売促 進お よ び 新規 の P 3 製品 の 紹 介及 び 説 明 のた め に 、卸
売業 者 を 訪問 し て 顧 客を 誘 導 し、 ② P 3 製品 の マ ーケ テ ィ ン グの 費 用 を
負担 し 、 マー ケ テ ィ ング 資 料 を作 成 し 、 マー ケ テ ィン グ を 行 い、 そ の費
用を 負 担 、 ③ 日 本 で の P 3 製品 の 販売 促 進及 び 宣 伝宣 告 を 支 援、 ④ ユ ー
ザに ト レ ーニ ン グ コ ース を 提 供、 ⑤ 顧 客 に対 し サ ポ ー ト サ ー ビス を 提供
する こ と に対 し 、 控 訴人 の 報 酬は 、 契 約 に基 づ き 純売 上 1 .5％及 び サ ー
ビス 提 供 する 際 に 生 じた 直 接 費、 間 接 費 及び 一 般 管理 費 配 賦 額の 一 切に
等し い 金 額と 定 め ら れて い る こと が 認 め られ る 。  
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めら れ 、 本件 に 係 る 課税 当 局 が行 っ た 各 賦課 決 定 がす べ て 取 り消 す こと
とな っ た 。本 件 判 決 は日 本 に おけ る 初 め ての 移 転 価格 に よ る 更正 税 額が
全 額 取 消 され た 事 案 であ る 。  
第 1 審 に おい て 、 本 件内 国 法 人は 第 1 次 卸で あ る に対 し 、 比 較対 象法
人は い わ ゆる 2 次 卸 であ る こ とを 主 張 し てい た 。 この 主 張 に 対し 、 東京
地裁 、 両 者と も エ ン ドユ ー ザ へ役 務 提 供 を行 っ て いる 。 こ の 活動 は 売り
上げ の 増 大の た め の 活動 で あ ると 認 め ら れ、取 引形 態 の 相違 点を も っ て、
比較 対 象 可能 性 が な いと い う こと は で き ない と し た。  
控訴 審 に おい て 、 本 件内 国 法 人（ 役 務 提 供） と 比 較対 象 法 人 （再 販売
及び 役 務 提供 ） と は 、そ れ ぞ れ果 た す 機 能が 異 な り、 し た が って 比 較対
象可 能 性 がな い と 判 断さ れ 、本 件 内 国法 人の 勝 訴 につ な が っ た と い え る。
なお 、 本 件に お け る 内国 法 人 と国 外 関 連 会社 と の 間の 各 業 務 委託 契 約書
に基 づ き 、卸 売 業 者 等に 対 す る役 務 を 提 供し 、 そ の対 価 と し て本 件 国外
関連 者 か ら手 数 料 の 額が 明 確 であ り 、 こ の点 か ら 、本 件 内 国 法人 の 果た
す機 能 も 明ら か で あ るこ と が 指摘 で き る 。  
 
3 .債 務 保 証 取 引 事 件  
 国 税 不 服審 判 所  2002 年 5 月 24 日 裁 決  
【 LE X D B  文献 番 号 】 26 011 656  
（棄 却 ）  
(1 )  債 務 保 証 取 引 事 件 の 概 要  
 Ｇ 社 は 本件 審 査 請 求人 （ 以 下、 本 件 内 国法 人 を いう ） が 全 額出 資 によ
り、 オ ラ ンダ ン 王 国 に設 立 し た法 人 （ 本 件国 外 関 連者 ） で あ る。 Ｇ 社は
債券 の 発 行及 び 銀 行 等か ら の 借入 れ に よ り資 金 を 調達 し 、 良 質の 債 権の
購入 及 び 融資 に よ り 、そ の 資 金を 運 用 す るこ と を 業と し て い る。 本 件内
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国法 人 は、Ｇ 社 の各 債券 の 発 行に あ た り 、「 本件 各 キー プ ウ ェル 契 約 」3 7 3
に基 づ き 、そ の 債 務 を保 証 し た。 課 税 当 局は 、 本 件に お け る 債務 褒 賞取
引に 対 し て、 独 立 価 格比 準 法 を用 い て 独 立企 業 間 価格 の 算 定 を行 い 、更
正処 分 を 行っ た と こ ろ、 本 件 内国 法 人 は その 全 額 の取 り 消 し を求 め た 。  
図 表  9 - 7 債 務 保 証 取 引 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 26 011 656 を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。）  
(2 )  本 件 の 争 点  
 本 件 に おい て は 、 争点 ① は 、本 件 各 保 証取 引 に 対し て 移 転 価格 税 制を
適用 す る こと の 適 否 であ り 、 争点 ② は 、 本件 各 保 証類 似 取 引 を保 証 取引
とみ な し 、移 転 価 格 税制 を 適 用す る こ と の適 否 で あり 、 争 点 ③独 立 企業
間価 格 の 算定 方 法 の 適否 に つ いて 争 わ れ た。  
(3 )  不 服 審 判 所 に お け る 審 理  
 ま ず 、 争点 ① で あ る本 件 各 保証 類 似 取 引に 対 し て移 転 価 格 税制 を 適用
する こ と の適 否 に つ いて 、 次 のよ う な 審 理が 行 わ れた 。  
国内 の 保 証取 引 に お いて 、 保 証料 を 徴 収 しな い こ とに よ り 実 質的 に贈
与又 は 無 償の 供 与 を した と 認 めら れ る 場 合に は 、法 人 税 法第 37 条 ≪ 寄付
                                                   
3 7 3
 本 件 内国 法 人 とＧ 社と の 間 で、「 本件 内国 法 人 は 、Ｇ 社 が 債務 を 返 済
する に 足 りる 流 動 性 資産 を 持 たな い 場 合 には Ｇ に 十分 な 資 金 を供 与 す る」
国税不服審判所
26011656
1991年
1995年
1997 2002 一部取消 役務提供
(債務保証)
1 本件各保証取引に対して移転価格税制を適用
　することの適否
2 本件各保証類似取引を保証取引とみなし、移
　転価格税制を適用することの適否
3 独立企業間価格の算定方法の適否
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象取引
事業年度
更正
事業年度
裁決年度 判決 取引種類
キープウェル契約に基づき、
Ｇ社の各債券の発行にあたり、本件内
国法人がその債務を保証する
日本
請求人
(本件内国
法人)
外国 Ｇ社
オランダ（国外関連者）
良質債券の購入及び融資により、
その資金を運用することを業とし
ている
1．本件各国外関連者に対し、無償の保証取引を行ったことが認められ、移転価格課税を適用する合理性がある。
2．本件キープウェル契約に基づき、Ｇ社を発行債券の償還ができない場合に、本件内国法人がその償還資金の供与はしなければ
ならない。本件内国法人が行う保証類似取引に、保証取引を比較対象取引とすることは相当であると認められる。
3．1991年までの本件各保証取引に対し、ユーロ市場で発行する債券に係る保証取引を比較対象取引とし、そのの保証料率(0.1%)
を採用した(独立価格比準法)合理性がある。また、1991年以降の本件保証取引について、ユーロ市場における保証取引の保証料
率が急上昇し、かつ、比較対象取引とした場合の差異調整の要否及びその計量化のために足りる資料を入手することができな
かったため、1991年以降の本件各保証取引をいずれの独立企業間価格の計算方法を採用する余地もないとした。
裁決
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金の 損 金 不算 入 ≫ が 適用 さ れ るこ と か ら 、「 役 務 の提 供 取 引 」であ る 本件
内国 法 人 と国 外 関 連 者と の 間 で行 わ れ た 、本 件 各 保証 取 引 に 対し て 移転
価格 税 制 を適 用 す る こと が 認 めら れ た 。  
次に 、 争 点② で あ る 本件 保 証 取引 を 保 証 取引 と み なし 、 移 転 価格 税制
を適 用 す るこ と の 適 否に つ い て、 次 の よ う な 審 理 が行 わ れ た 。  
本件 内 国 法人 か ら 提 出さ れ た 本件 各 キ ー プウ ェ ル 契約 書 に よ れば 、①
Ｇ社 は そ の発 行 に 係 る債 権 を 償還 す る こ とが で き ない 場 合 に は、 本 件内
国法 人 に 対し て 償 還 資金 の 提 供を 求 め る 契約 上 の 権利 を 有 し 、さ ら に、
本件 キ ー プウ ェ ル 契 約が Ｇ 社 は、 同 社 の 発行 す る 債券 の 購 入 者に 債 券発
行目 論 見 書を 交 付 し て、 本 件 各キ ー プ ウ ェル 契 約 の内 容 及 び 同社 が 債券
を償 還 す るこ と が で きな い 場 合に は 清 算 人等 を 通 じて 同 社 の 本件 内 国法
人に 対 す る本 件 各 キ ープ ウ ェ ル契 約 上 の 権利 を 行 使で き る こ とを 周 知し
てい る こ とが 認 め ら れる 。 し たが っ て 、 本件 各 キ ー プ ウ ェ ル 契約 の 締結
等は 、 保 証取 引 と は 契約 形 状 は異 な る も のの 、 同 程度 の 法 的 責任 を 負う
こと か ら 、本 件 各 保 証類 似 取 引を 保 証 取 引と み な すこ と が 相 当で あ ると
認め ら れ ると し た 。  
さら に 、 争点 ③ で あ る独 立 企 業間 価 格 の 算定 方 法 の適 否 に つ いて 、以
下の よ う に審 理 さ れ た。  
本件 に お いて 、 課 税 当局 は 独 立価 格 比 準 法に 準 ず る方 法 と し て、 その
算式 は 「 金融 市 場 で コン セ ン サス を 得 ら れて い る 」算 式 を 用 いて い ると
主張 す る が、 不 服 審 判所 は 課 税当 局 に よ り証 拠 資 料の 提 示 は なく 、 審判
所が 、 金 融市 場 の 主 要な 参 加 者で あ る 銀 行、 証 券 会社 及 び 損 害保 険 会社
の複 数 を 対象 に 調 査 した と こ ろに よ っ て も、 本 件 算式 を 保 証 料の 算 定に
用い た と の答 述 が 得 られ な か った た め に 、課 税 当 局が 主 張 す る算 定 式は
                                                                                                                                                     
こと 等 を 内容 と す る 英文 の 書 面に よ る 契 約で あ る 。  
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否認 さ れ た。  
一方 、 本 件内 国 法 人 が主 張 す る原 価 基 準 法の 適 用 も否 認 さ れ た。 なぜ
なら ば 、 保証 を 引 き 受け る こ とに よ る リ スク の 額 を計 量 化 す るこ と によ
り、 原 価 の額 を 算 定 し、 こ れ に通 常 の 利 潤額 を 加 算し て 算 定 しな け れば
なら な い とこ ろ 、 現 実に 、 そ のよ う な リ スク の 額 及び 適 正 な 利潤 の 額を
算定 す る こと は 困 難 であ る と 認め ら れ る から で あ る。  
本審 判 所 は、1 989 年 8 月 から 199 1 年 11 月 まで の 本件 各 保 証取 引 と を
把 握 し た（ 以 下、「 本 件各 銀 行 保証 取 引」をい う ）。「 本 件各 銀 行保 証 取 引」
の発 行 条 件は 、 ① す べて ユ ー ロ市 場 に お ける 保 証 取引 、 ② 保 証期 間 は 4
年か ら 10 年 の 範囲 にあ り 、③ 発 行 価格 は 3 百 万 ドル か ら 3 40 百 万 億ド ル
まで 区 々 であ る な ど 、そ の 態 様が 異 な っ てい る が 、そ の 保 証 料率 は いず
れ も 0 .1 %であ る 。  
一方 、 G 社 の 19 90 年発 行 し た債 券 の 発 行条 件 3 7 4が 本件 各 銀 行 保証 取
引の 発 行 条件 の 範 囲 に含 ま れ るた め 、 本 件各 銀 行 保証 取 引 を 本件 比 較対
象取 引 と する こ と が 認め ら れ る。 ま た 、 本件 各 保 証取 引 の 保 証人 は 一般
事業 会 社 の本 件 内 国 法人 で あ り、 他 方 、 本件 各 銀 行保 証 取 引 の保 証 人は
金融 業 の 付随 業 務 と して 保 証 取引 を 行 う 銀行 で あ ると い う 違 いは あ るも
のの 、 そ の果 た す 機 能は 全 く 同等 で あ る と認 め ら れる 。 し た がっ て 、そ
の保 証 料 率（ 0 . 1%） を採 用 し た（ 独 立 価 格比 準 法）。  
また 、199 1 年 以 降の 本件 保 証 取引 に つ い て 、ユ ー ロ 市場 に お ける 保 証
取引 の 保 証料 率 が 急 上昇 し 、 かつ 、 比 較 対象 取 引 とし た 場 合 の差 異 調整
の要 否 及 びそ の 計 量 化の た め に足 り る 資 料を 入 手 する こ と が でき な かっ
たた め 、199 1 年 以 降 の本 件 各 保証 取 引 を 独立 価 格 比準 法 及 び その 他 政令
                                                   
3 7 4
 G 社の 1 990 年 に発 行債 券 の 発行 条 件： ①発 行 市 場は ユ ー ロ 市場 、 ②
償還 期 間 は 2 年 か ら 8 年、③ 発 行価 格 は 5 0 億 から 400 億 円の 範囲 で あ る。  
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で定 め る 方法 を 採 用 する 余 地 もな い と し た 。  
(4 )  私 見  
本件 の 債 務保 証 取 引 事件 に お いて 、 国 税 不服 審 判 所は 、 課 税 当局 が主
張し た 独 立価 格 比 準 法を 用 い た算 定 式 の 適用 を 否 認し た 3 7 5。そ の理 由 は 、
課税 当 局 が主 張 す る デフ ォ ル ト（ 債 務 不 履行 ） は 多発 す る 米 国企 業 の過
去の 実 績 を基 に 算 定 され て い る米 国 格 付 会社 の デ フォ ル ト 確 率で あ り、
デフ ォ ル トを ほ と ん ど起 こ し たこ と が な い日 系 企 業の デ フ ォ ルト 確 率と
して 適 用 する こ と は 不合 理 で ある と 、 同 審判 所 は 審決 を 下 し た。  
また 、 本 件各 保 証 取 引は 、 同 審判 所 が 調 べた 本 件 各銀 行 保 証 取引 の発
行条 件 が 一致 す る た め、 同 審 判所 は 、 本 件各 銀 行 保証 取 引 を 比較 対 象取
引と し て の合 理 性 を 認め た 。 さら に 、 一 般事 業 会 社で あ る 本 件内 国 法人
と、 金 融 業の 付 随 業 務と し て 保証 取 引 を 行う 銀 行 とが 、 保 証 委託 者 とし
ての 保 証 取引 に お け る果 た す 機能 が 同 等 であ る と し、 本 件 各 銀行 保 証取
引が 用 い る保 証 料 率（ 0 . 1％）を 差異 調 整 の必 要 性 がな い と、同審 判 所 は
審決 を 下 した 。  
しか し 、1 991 年 以降 の保 証 取 引等 に 関 し て 、本 件 各 銀行 保 証 取引 が 行
われ た ユ ーロ 市 場 の 保証 料 率 が急 上 昇 し 、し か も 保証 に 係 る リス ク の調
整が 難 し いと し 、 独 立企 業 間 価格 の 算 定 方法 の い ずれ の 方 法 を採 用 する
こと が で きな い と し た。  
した が っ て、 保 証 取 引に お い ては 、 同 一 条件 で 行 われ た 保 証 取引 を比
較対 象 取 引に さ れ る こと が 明 らか と な っ た。ま た、同 一条 件 で なけ れ ば、
著し く 保 証取 引 の 条 件に 相 違 があ っ た 場 合は 、 比 較対 象 取 引 とし て 適用
され な い こと が わ か った 。  
                                                   
3 7 5
 課 税 当局 は 米 国格 付け 会 社 が発 表 す る 債権 の 累 積デ フ ォ ル ト確 率 の
デー タ を 基に 、 本 件 各保 証 取 引期 間 を 通 じて 均 等 とな る よ う なデ フ ォル
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4 .モ ー タ ー 輸 入 販 売 事 件  
東京 高 裁  20 13 年 3 月 14 日判 決 3 7 6  
【 LE X D B  文献 番 号 】 25 44 594 2  
（棄 却 ）  
(1 )  モ ー タ ー 輸 入 販 売 事 件 の 概 要  
図 表  9 - 8 モ ー タ ー 輸 入 販 売 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 25 49 002 2 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
本 件 は 、 所 轄 税 務 署 長 （ 以 下 、「 課 税 当 局 」 と い う ） が 、 控 訴 人 （ 以
下、「 本件 内 国 法人 」と い う ）と そ の 国 外関 連 者 であ る A 社と の 間 にお
ける 本 件 モー タ ー の 仕入 れ 取 引に 関 し 、 移転 価 格 税制 に 基 づ いて 算 定し
た価 格 を 本件 取 引 の 独立 企 業 間価 格 と 推 定し て 、 本件 各 事 業 年度 の 法人
税に つ い ての 更 正 処 分及 び 過 少申 告 加 算 税賦 課 決 定処 分 を し たこ と か ら、
                                                                                                                                                     
ト確 率 を 計算 し た 。  
3 7 6
 モ ー ター 輸 入 販売 事件 に 関 する 裁 決 ・ 判決 以 下 のよ う に な る。  
①  審査 請 求 ，200 6 年 (平 成 1 8 年 ) 9 月 4 日 国 税不 服 審 判所 裁 決【 L E X D B  文
献番 号 】 2 601 20 54（ 棄却 ），  
②  第一 審 ，2 011 年 (平 成 23 年 ) 12 月 1 日 東 京地 裁 判 決，【 LE X D B  文 献 番
号 】 25 490 022 (棄 却 )，  
③  控訴 審 ，2013 年 (平 成 25 年 )3 月 14 日 東 京高 裁 判 決，【 LE X D B  文 献番
号 】 25 445 942 (棄 却 )，  
前掲 書 ，北 村導 人「 裁 判 例・裁 決 事 例 の 分 析 と 検 討  訴 訟 事 案か ら 探 る移
東京高裁
25445942
1999～
2003
2005 2013 棄却 棚卸資産取引
（モーター）
1 推定課税の適用の可否
2 課税当局が推定した独立企業間価格が適法
　かどうか
3 本件内国法人が提示し取引価格が独立企業
　間価格に基づくものといえるかどうか
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象
取引
事業年度
更正
事業年度
裁決年度 判決 取引種類
パチスロメーカー向けコイン
ホッパー用モーターを輸入
ユニメタリシス社
（香港）
本件内国法人が全株保有子会
本件内国法人
1．本件において、課税当局は本件内国法人に対して、ユニメタリシス社の財務諸表の提出を求めたが、本件内国法人は提出しなかった。
（前記財務諸表は新たに入手できないものと認められないため、）推定課税の課税要件が充足したと判断でき、推定課税の適用に違法性がな
いとされた。
2．本件内国法人は、推定課税において同種事業類似法人を選定する場合に、関連者取引を行っている法人を除外すべきと主張するが、移転
価格税制においてはどのような規定されていないため、本件内国法人の主張が失当であるとされた。
さらに、推定課税に伴うシークレット・コンパラブルの問題においては、推定課税による更正処分等を受けた納税者は、自ら独立企業間価
格を立証して推定を破る方法をとることができることからすれば、このような制度になっていることが納税者にとって過酷であるとはいえな
いとし、推定課税に係るシークレット・コンパラブル制度の正当性を容認した。。
3．本件内国法人が提出した取引価格については、東京高裁では、製造業者であるフジマイクロ社から数えれば、本件国外関連者取引におけ
る内国法人は第2次卸売業者であり、一方、本件内国法人が提出した比較対象法人は第3次卸売業者である。このように、取引段階が異なるた
め、本件内国法人が提出した取引価格を本件独立企業間取引価格にすることは認められないと判断した。
裁決
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本件 内 国 法人 が 、 そ の取 消 し を求 め た 事 件で あ る 。  
 ( 2 )  本 件 の 争 点  
 本 件 に おけ る 争 点 は 3 つ 挙 げら れ る 。 争点 1 は 、推 定 課 税 の適 用 の可
否で あ る 。争 点 2 は 、課 税 当 局が 推 定 し た独 立 企 業間 価 格 が 適法 か どう
かで あ る 。争 点 3 は 、本 件 内 国法 人 が 提 示し 取 引 価格 が 独 立 企業 間 価格
に基 づ く もの と い え るか ど う かで あ る 。  
図 表  9 - 9 モ ー タ ー 輸 入 販 売 事 件 に お け る 比 較 対 象 取 引  
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 25 49 002 2 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
 ( 3 )  本 件 に お け る 東 京 高 裁 の 判 示  
 争 点 1 の 推定 課 税 の適 用 の 可否 に つ い て、 本 件 内国 法 人 が 独立 企 業間
価格 を 算 定す る た め に必 要 と 認め ら れ る 帳簿 書 類 等を 遅 滞 な く提 示 又は
提 出 し て い な い こ と か ら 、 措 法 66 -４ ⑦ 所 定 の 推 定 課 税 の 要 件 を 満 た し
てい る と 判示 し た 。  
 一 方 で 、本 件 内 国 法人 は 有 する 書 類 は すべ て 提 出し て お り 、推 定 課税
の要 件 を 満た さ な い 旨を 主 張 する （ 争 点 3 に つ い て、 本 件 内国 法 人 が用
いる 取 引 価格 は 独 立 企業 間 価 格に 基 づ く もの で あ ると 主 張 し 、係 る 資料
                                                                                                                                                     
転価 格 税 制の 実 務 上 の留 意 点 」pp .1 6 -17 を参 考 に 、一 部 筆 者 が加 筆 し た。  
フジマイクロ社
中国工場
非関連会社
本件内国法人が主張する比較対象取引
モータ輸入
モータ輸入
本件国外
関連取引
三洋工業所 ハイメックス社
課税当局が用いた比較対象取引
売上規模大きく異
なる法人を除去※
類似性ない企業
を除去※
類似3法人を抽出
※:1 中国に委託工場を持ち、本子の子会社の財務諸表に当該中国の委託製造工場の製造原価を含めて計上し、香港での卸事業に係る損益のみを抽出することができなかった子会社
2 小型モーター以外に付加価値の高い電子機器用部品等の卸売業を営んでいる子会社
3 小型モータその他の製造事業を行う子会社
公開データベースによる
同種事業類似法人の抽
取扱製品や取引段階などBureau van Dijd社が提供する世界中の上場会社、未上場企
Bureau van Dijd社が提供する日本企業の財務情報を収録した
香港関連法人と取引を行っ
ている国内メーカ11法人を
抽出した
小型モーターの取引業者に関する情報
誌である小型モータ需給動向報告書
類似法人5
社を抽出
ユニメタリシス社
香港
（本件国外関連者）
本件内国法人
本件内国法人
フジマイクロ社
中国工場
非関連会社
ユニメタリシス社を介在させ、
仕入価格は２倍強に高騰した。
従来
取引
課税当局：ユニメタリシス社の財務諸表の提出を求
めたが、本件内国法人より提出がなかったため、推
定課税を行った。
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の提 出 も して い る）。  
 措 法 6 6 -４ ⑦ に い う 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に 必 要 な 書 類 と は 、 納 税 者
が現 に 所 持し た り 、 作成 し た りし て い る 書類 に 限 られ る も の では な いの
であ っ て 、独 立 企 業 間価 格 の 算定 に 必 要 と認 め ら れる 書 類 は 特段 の 事情
がな い 限 り、 提 出 さ れな け れ ばな ら な い 。課 税 当 局が 本 件 内 国法 人 に対
して 求 め た書 類 の う ち、 本 件 国外 関 連 者 の財 務 諸 表等 は 入 手 可能 で あっ
たと 認 め られ る 。 し たが っ て 、本 件 に お いて は 推 定課 税 を 行 う要 件 が満
たさ れ た と判 断 す べ きで あ る とさ れ た 。  
争 点 2 は 、課 税 当 局 が推 定 し た独 立 企 業 間価 格 は 適法 な も の かど うか
であ る 。 本件 内 国 法 人は 、 推 定課 税 に お いて 、 関 連者 取 引 を 主と し て行
って い る 企業 を 同 種 事業 類 似 法人 と す る こと は 許 され な い と 主張 す る。
しか し 、 移転 価 格 税 制に お け る「 独 立 企 業間 価 格 」を 算 定 す る際 に 同種
事業 類 似 法人 の 行 う 取引 が 非 関連 者 取 引 でな け れ ばな ら な い とは さ れて
いな い と し、 本 件 内 国法 人 の 主張 を 退 け た。  
さら に 、 本件 内 国 法 人は 課 税 当局 が シ ー クレ ッ ト ・コ ン パ ラ ブル を用
いた こ と で、 本 件 類 似 3 法 人 に 係る 事 業 内容 や 財 務状 況 等 を 開示 し てい
ない 。 こ のよ う に 事 業内 容 や 財務 状 況 等 の同 種 性 、類 似 性 に つい て 検証
する こ と がで き な い 法人 を 用 いて 推 定 課 税を 行 う こと は ， 納 税者 側 の防
御の 機 会 を奪 う も の であ り 、 相当 で は な い旨 主 張 する 。  
この 点 に つい て 、 東 京高 裁 は 、ま ず 、 推 定課 税 に よる 更 正 処 分等 を受
けた 納 税 者は 、 自 ら 独立 企 業 間価 格 を 立 証し て 推 定を 破 る 方 法を 採 るこ
とが で き るこ と か ら すれ ば 、 この よ う な 制度 に な って い る こ とが 納 税者
にと っ て 過酷 で あ る とは い え ない 。 次 に 、課 税 当 局は 、 守 秘 義務 に 反し
ない 限 り で本 件 類 似 3 法 人 に 関す る 情 報 を 開 示 して い る た め、 本 件 類似
3 法 人 の 事業 内 容 や 財務 状 況 等の 詳 細 が 開示 さ れ てい な い こ とを も っ て、
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本件 各 更 正処 分 等 が 違法 と な るも の で は ない と 判 示し た 。  
争 点 3 は 、本 件 内 国 法人 が 提 示し た 取 引 価格 は 独 立企 業 間 価 格に 基づ
くも の と いえ る か ど うか で あ る。  
図 表  9 -9 で示 し た よ うに 、本 件 内国 法 人 が主 張 す る比 較 対 象 取引 は取
引段 階 が 異な る （ フ ジマ イ ク ロ社 か ら 数 える と 、 ユニ メ タ リ シス 社 は一
次卸 業 者 であ る に 対 して 、三洋 工 業 所は 三次 卸 業 者で あ る）。した が っ て、
三洋 工 業 所と ハ イ メ ック ス 社 との 取 引 価 格を も っ て本 件 取 引 の独 立 企業
間価 格 を 算定 す る こ とは で き ない と さ れ た。  
（ 4） 私 見  
  本 件 にお い て 、 内国 法 人 は課 税 当 局 が求 め る 独立 企 業 間 価格 を 計算
に必 要 と され る 国 外 関連 者 の 財務 諸 表 を 提出 し て いな か っ た ため 、 推定
課税 が 適 用さ れ た 事 件で あ っ た。  
 本 件 は 独立 企 業 間 価格 の 算 定に お い て 、比 較 対 象法 人 （ 同 種類 事 業類
法人 ） と して 関 連 者 間取 引 を 行っ て い る 法人 を 適 用す る こ と の可 否 につ
いて 争 わ れた 。 東 京 高裁 は 、 本件 内 国 法 人が 提 出 すべ き 資 料 とし て 、本
件内 国 法 人が す で に 保有 す る 本件 関 連 取 引に 関 す る資 料 の み なら ず 、新
たに 入 手 でき る も の を含 む と 明記 し た 。 さら に 、 本件 に お い て課 税 当局
が求 め る 本件 国 外 関 連者 の 財 務諸 表 は 本 件内 国 法 人が 新 た に 入手 で きな
いも の と は認 め ら れ ない と し た。  
 さ ら に 、本 件 の 判 示に お い て、 公 開 デ ータ ベ ー スに よ る 比 較対 象 取引
の抽 出 に つい て の 考 え方 を 明 らか に し た 。課 税 当 局が 用 い た 公開 デ ータ
ベー ス は ① B u re au van D i jk 社 が 提 供 する 世 界 中の 上 場 企 業 、未 上 場企
業及 び 上 場廃 止 企 業 約 3 万 70 00 社の 財 務 デー タ 等 の情 報 を 収 録す る デー
タ ベ ー ス で あ る 「 O S IR IS」 と ② B ur ea u  van D i jk 社 が 提 供 す る 日 本 企
業の 財 務 情報 を 収 録 した デ ー タベ ー ス で ある 「 J A D E」 で あ った 。  
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 「パ チ ン コ・娯 楽 機械・同 付 属品 卸 売 業」（ 帝国 デ ー タバ ンク 産 業 分類
コー ド 40 823） に よ る絞 り 込 みを 行 っ た が、 そ の 結果 、 取 扱 製品 や 取引
段階 な ど が本 件 国 外 関連 者 と 大き く 異 な るた め 、 同種 事 業 類 似法 人 を選
定す る こ とが で き な かっ た 。  
した が っ て 、 公 開 デ ータ に よ る類 似 法 人 の抽 出 結 果が 採 用 さ れな い場
合 も あ る こ と が 明 ら か と な っ た が 、 本 件 に お い て は 、 課 税 当 局 が B V D
社の デ ー タベ ー ス に よる 類 似 法人 の 抽 出 の過 程 を 初め て 明 ら かに し たこ
とも 注 目 すべ き 点 で あっ た 。  
 
第 3 節  利 益 分 割 法 が 適 用 さ れ た 裁 判 例  
1 .バ ナ ナ 輸 入 販 売 事 件  
東京 高 裁  20 13 年 3 月 28 日判 決 3 7 7  
【 LE X D B  文献 番 号 】 25 44 657 4  
（棄 却 ）  
(1 )  バ ナ ナ 輸 入 販 売 事 件 の 概 要  
 本 件 は 、控 訴 人 （ 以下 、「本 件 内 国法 人」 と い う） が 国 外 関連 者 A と
エク ア ド ル産 バ ナ ナ の輸 入 取 引（以 下、「 本件 国 外 関連 取 引 」とい う ）を
行い 、 A に 支 払 った 対価 の 額 が移 転 価 格 税制 に お ける 独 立 企 業間 価 格 を
超え て い ると し て 、 課税 当 局 が更 正 処 分 を行 っ た とこ ろ 、 本 件内 国 法人
が、 こ れ を不 服 と し て、 本 件 各賦 課 決 定 処分 の 取 消し を 求 め た事 件 であ
る 。  
                                                   
3 7 7
 バ ナ ナ輸 入 事 件に 関す る 裁 決・ 判 決 以 下の よ う にな る 。  
①  審査 請 求 ，2009 年 (平成 21 年 )5 月 28 日 国税 不 服 審判 所 裁 決 ，【 LE X D B 
文献 番 号 】 不 明 (棄 却 )，  
②  第一 審 ，2012 年 (平 成 24 年 )4 月 27 日 東 京地 裁 判 決，【 LE X D B  文 献番
号 】 25 493 919 (棄 却 )，  
③  控訴 審 ，2 013 年 (平 成 25 年 )3 月 28 日 東 京高 裁 判 決（ 確 定），【 LE X D B  
文献 番 号 】 25 44 657 4 (棄 却 )，  
前掲 書 ，北 村導 人「 裁 判 例・裁 決 事 例 の 分 析 と 検 討  訴 訟 事 案か ら 探 る移
転価 格 税 制の 実 務 上 の留 意 点 」pp .1 6 -17 を参 考 に 、一 部 筆 者 が加 筆 し た。  
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(2 )  本 件 の 争 点  
 本 件 に おけ る 争 点 は 3 つ 挙 げら れ る 。 争点 1 は 、本 件 独 立 企業 間 価格
を算 定 す るに 当 た り 、寄 与 度 利益 分 割 法 を用 い た こと の 違 法 性に つ いて
であ る 。 争点 2 は 、 寄与 度 利 益分 割 法 を 用い る 際 に、 本 件 内 国法 人 が計
上し た 営 業損 失 の 全 額を 分 割 対象 利 益 と した こ と の違 法 性 に つい て であ
る。 争 点 3 は 、 寄 与 度利 益 分 割法 を 用 い る際 に 、 販管 費 を 分 割要 因 とし
た違 法 性 につ い て で ある 。  
図 表  9 - 1 0 バ ナ ナ 輸 入 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 25 44 657 4 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
 
(3 )  本 件 に お け る 東 京 高 裁 の 判 決  
 争 点 1 の独 立 企 業 間価 格 の 算定 に あ た り、 寄 与 度利 益 分 割 法を 用 いた
こと の 違 法性 に つ い て、 東 京 高裁 は 以 下 のよ う に 判示 し た 。  
本件 内 国 法人 が 、 バ ナナ 輸 入 業者 と し て エク ア ド ル産 バ ナ ナ を輸 入す
る本 件 国 外関 連 者 間 取引 に お いて 、 課 税 当局 は フ ィリ ビ ン 産 バナ ナ に係
る輸 入 取 引を 比 較 対 象取 引 と した 。 エ ク アド ル 産 バナ ナ に つ いて は 、ア
クア ド ル 政府 規 制 に より 、 輸 出業 者 に よ るバ ナ ナ 生産 者 か ら の回 収 価格
及び バ ナ ナの 輸 出 価 格に は 、 それ ぞ れ 最 低回 収 価 格及 び 最 低 輸出 価 格が
東京高裁
25446574
1999
2004
2005 2013 棄却 バナナ
輸入取引
① 本件独立企業間価格を算定に当たり、寄与度利益
   分割法を用いたことの違法性についてである。
② 寄与度利益分割法を用いる際に、本件内国法人が
　 計上した営業損失の全額を分割対象利益としたこ
　 との違法性についてである。
③ 寄与度利益分割法を用いる際に、販管費を分割要
　 因とした違法性についてである。
主たる争点
裁判所・
LEX/DB
文献番号
更正対象
取引年度
更正事業
年度
判決
年度
判決
取引
種類
日本
控訴人（内国法人）
外国
国外関連者（エクアドル）
バナナ
輸入取引
判示
1．エクアドル政府によるバナナの最低輸出価格に関する規制があることを受け、比較可能性のある取引が存在しないため、
本件における独立企業間価格の計算は、基本三法んによる計算ができない。従って、寄与度利益法による計算が認められた。
2．一般的に、市場における需給等の状況変化により，一方の当事者のみに多額の営業損失が生じるような場合，取引価格を
改定するか，又は取引自体を終了させるなどすることなく，従前の条件のままで漫然と取引を継続することは通常は考え難い。
したがって、本件関連者間取引に係る日本内国法人の損失を分割対象利益としての合法性がある。
3．本件バナナの輸入取引において、本件内国法人と本件国外関連者とも単純にバナナ輸出又は輸入する機能のみであるた
め、取引に係る販管費をもって機能分析し、販管費を分割要因としたするのは適宜であると判示した。
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定期 的 に 設定 さ れ 、 さら に 、 最低 回 収 価 格を 不 正 に支 払 わ な かっ た 者に
は懲 役 刑 も含 め た 刑 罰が 科 さ れる な ど 、 法的 に 最 低輸 出 価 格 を遵 守 しな
けれ ば な らな い こ と にな っ て いる 。  
した が っ て、 エ ク ア ドル 政 府 規制 は 日 本 の輸 入 価 格を 上 昇 さ せる 方向
に作 用 す る要 因 で あ ると 認 め るこ と が で き、 日 本 の輸 入 業 者 の再 販 売価
格に 影 響 を及 ぼ さ な いと し て も、「 通 常 利益 率 」そ の もの に 影響 を 及 ぼす
こと に な る。  
しか し 、 エク ア ド ル 産バ ナ ナ の最 低 回 収 価格 及 び 最低 輸 出 価 格の 具体
的な 算 出 方法 や 根 拠 とな る 数 値等 が 不 明 であ る た め、 エ ク ア ドル 政 府規
制の 有 無 の影 響 を 具 体的 に 数 値化 し て 特 定す る こ とは 不 可 能 であ る 。し
たが っ て 、政 府 規 制 とい う 差 異に よ り 「 通常 利 益 率」 の 差 を 調整 で きな
いと し 、 再販 売 価 格 基準 法 の 適用 は で き ず、 寄 与 度利 益 分 割 法を 用 いた
こと に 違 法性 は な い と し た 。  
争 点 2 は 、寄 与 度 利 益分 割 法 を用 い る こ とに よ り 、本 件 内 国 法人 が計
上し た 営 業損 失 の 全 額を 分 割 対象 利 益 と した こ と の違 法 性 に つい て は、
以下 の よ うに 判 示 し た。  
本件 内 国 法人 は 、 計 上し た 営 業損 失 が 日 本市 場 に おけ る エ ク アド ル産
バナ ナ の 市場 価 格 の 下落 等 、 当事 者 の 支 配で き な い日 本 市 場 の特 殊 要因
によ り 生 じた も の で あっ て 、 本件 国 外 関 連取 引 係 る対 価 の 設 定と は 無関
係で あ る から 、 こ れ を分 割 対 象利 益 か ら 除外 す べ きで あ る と 主張 し た。  
 し か し 、そ も そ も 市場 に お ける 需 給 の 増減 や 競 合品 と の 競 争等 に よる
市場 価 格 の変 動 や そ れに 伴 う 損益 の 発 生 は、 市 場 主義 経 済 の 下で は 常に
生じ 得 る もの で あ る から 、 そ のよ う な 損 失を も っ て、 直 ち に 市場 の 特殊
要因 に よ り生 じ た 損 失と は い い難 い 。  
 ま ず 、 一般 的 に 、 取引 に 係 る一 方 の 市 場に お け る需 給 等 の 状況 に 大き
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な変 化 が 生じ た こ と によ り 、 一方 の 当 事 者の み に 多額 の 営 業 損失 が 生じ
るよ う な 場合 、 取 引 価格 を 改 定し 、 取 引 量を 減 少 させ 又 は 取 引自 体 を終
了さ せ る など す る は ずで あ る 。し か し 、 本件 内 国 法人 は そ う する こ とな
く、 従 前 の条 件 の ま まで 漫 然 と取 引 を 継 続す る こ とは 通 常 は 考え 難 い。
した が っ て、 本 件 国 外関 連 取 引に お い て 生じ た 損 失を 専 ら 日 本側 の 輸 入
業者 で あ る本 件 内 国 法人 に 帰 属さ せ る べ きと す る 合理 的 根 拠 も不 明 であ
ると い わ ざる を 得 な い。  
した が っ て、 本 件 に おい て 、 寄与 度 利 益 分割 法 を 用い る 際 に 、本 件内
国法 人 が 計上 し た 営 業損 失 の 全額 を 分 割 対象 利 益 とし た こ と に違 法 性が
ない 。  
 争 点 3 は、 寄 与 度 利益 分 割 法を 用 い る 際に 、 販 管費 を 分 割 要因 と した
違法 性 に つい て で あ る。  
本件 内 国 法人 は 、 エ クア ド ル 産バ ナ ナ に よる 営 業 損失 は 、 エ クア ドル
産バ ナ ナ の浜 値 が の 大幅 な 下 落等 の 日 本 市場 の 特 殊要 因 に よ り生 じ たも
ので あ り 、内 国 法 人 と国 外 関 連者 お け る 販管 費 と の間 に 関 連 性が な いと
主張 し て い る 。  
しか し 、 販管 費 は 一 般的 に 企 業の 営 業 利 益の 獲 得 に寄 与 す る 性質 を有
する も の とし て 認 め られ 、 か つ、 本 件 国 外関 連 取 引に 関 し て は、 仕 入販
売業 務 及 びこ れ を 支 える 一 般 管理 業 務 の であ り 、 した が っ て 、販 管 費は
本件 国 外 関連 取 引 に 係る 営 業 利益 の 獲 得 に寄 与 し た相 対 的 な 程度 を 推測
する に 足 る要 因 と 認 めら れ る とい う べ き であ る 。  
また 、本 件 に おい て 、国 外関 連 者 であ る A は顧 客の 維 持、開 拓等 の 必
要は 一 切 なか っ た た め、 本 件 内国 法 人 と 国外 関 連 者が 行 う 業 務又 は 負担
する リ ス クに 差 異 が ある と し ても 、 販 管 費の 金 額 の多 寡 に 反 映さ れ てい
るの で あ るか ら 、 販 管費 を 分 割要 因 と す るこ と に より 、 本 件 国外 関 連取
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引に 係 る 分割 対 象 利 益の 発 生 に対 す る 寄 与度 と し て反 映 さ れ ると い うべ
きで あ る 。  
(4 )  私 見  
本件 に 関 する 東 京 高 裁の 判 示 は、 棚 卸 資 産取 引 に おい て 寄 与 度利 益分
割法 を 適 用す る 際 の いく つ か の基 準 を 示 して い る 。  
寄与 度 利 益分 割 法 を 適用 す る 際の 営 業 利 益の 分 割 にお い て 、 営業 損失
も含 ま れ るこ と を 明 らか に し た。 さ ら に 、分 割 要 因と し て 、 棚卸 資 産取
引に お い ては 、 営 業 利益 を 獲 得す る た め の販 管 費 は重 要 な 分 割要 因 であ
るこ と を 示唆 し て い る。  
 
2 .T D K 事 件  
国税 不 服 審判 所  2 0 10 年 1 月 27 日 裁 決  
  【 LE X D B  文献 番 号 】 26 10 001 2  
（一 部 取 消し ）  
(1 )  T D K 事 件 の 概 要  
 本 件 は、審 査請 求 人（ 以 下、「 本 件内 国法 人 」と い う）が 国外 関 連者 A
社 と B 社 （ 以 下、「 本件 国 外 関連 者 」 と いう ） と の間 で 行 っ た本 件 電子
部 品 ・ 製 品 3 7 8の 販 売 又 は 購 入 取 引 、 無 形 資 産 を 供 与 す る 取 引 に つ い て 、
課税 当 局 が残 余 利 益 分割 法 を 適用 し て 更 正処 分 を 行っ た と こ ろ、 本 件内
国法 人 が これ ら の 処 分の 全 部 の取 消 し を 求め た 事 案で あ る 。  
(2 )  本 件 の 争 点  
 本 件 に おけ る 争 点 は以 下 の 2 点 に ま と めら れ る 。争 点 1 は 、独 立 企業
間価 格 の 算定 に お い て、 残 余 利益 分 割 法 を適 用 し たこ と の 適 否で あ る。
                                                   
3 7 8
  T D K 事 件 に係 る 製 品 は【 LE X D B  文 献 番 号】 26 100 012 に お いて 明 確
にさ れ て いな い た め 、日 本 に 係る 製 品 は 電子 部 品 ・製 品 で あ った こ とは
手塚 崇 史 氏（ 20 15） を参 考 に した 。 手 塚 崇史 「 国 際税 務 の 裁 判例 ・ 裁決
例と 課 税 ロジ ッ ク  移転 価 格 税制 」『 税 務 弘報 』中 央 経 済社 ，Vo l . 63，N o.1，
p .6 4  
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争 点 2 は 、残余 利 益 分割 法 の 適用 に お け る問 題 点（ 基本 利 益 、部品 調 達、
研究 開 発 費、 マ ー ケ ティ ン グ 費用 等 の 独 立企 業 間 価格 の 計 算 にお け る認
定） で あ る。  
図 表  9 - 11 T D K 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 26 10 001 2 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
 
 ( 3 )  本 件 に お け る 国 税 不 服 審 判 所 の 審 理  
 ま ず 、 争点 1 の 独 立企 業 間 価格 の 算 定 にお い て 、残 余 利 益 分割 法 を適
用し た こ との 適 否 に つい て 、 本審 判 所 は 次の よ う に判 断 を 下 した 。  
 本 件 内 国法 人 と 本 件国 外 関 連者 は 、 そ れぞ れ が 有す る 無 形 資産 （ 図表  
9 -12） を 活 用し 、 本 件内 国 法 人が 主 要 部 品の 製 造 にあ た っ て 、研 究 開発
等に 係 る 無形 資 産 を 形成 し 、 一方 、 本 件 国外 関 連 者が 主 要 分 品を 素 材に
し、 最 終 製品 の 製 造 の過 程 に おい て 付 加 価値 を 創 出し た こ と は認 め られ
た。 さ ら に、 本 件 内 国法 人 と 本件 国 外 関 連者 は そ れぞ れ 受 注 販売 活 動を
行っ て お り、 販 売 先 の棲 み 分 けが は っ き りし て い るた め 、 両 社の 販 売に
国税不服
審判所
26100012
1999
2003
2005 2010 全額取消 棚卸資産取引
無形資産取引
1 独立企業間価格の算定において、残余利益分割法を
適用したことの適否
2 残余利益分割法の適用における問題点
2ｰ① 基本利益の計算、
2ｰ② 部品調達に帰属利益は営業利益から除外すべき
であるか、
 下記の内容に係る費用を残余利益の分割指標として
含めることの適否であるか
2-③ 研究開発に係わったA社が負担した費用
2-④ 部品の加工委託業者における製造費用
2-⑤ 補助部門の経費
主たる争点裁判所・
LEX/DB
文献番号
更正対象
取引年度
更正事業
年度
判決
年度
判決
取引
種類
①電子部品販売
②無形資産を供与
1.本件国外関連取引における内国法人と国外関連者は、それぞれ価値の高い重要な無形資産を有し、製造された最
終製品と同種又は類似の製品に係る取引を把握することは極めて困難であるため、残余利益分割法に基づく独立企
業間価格の計算が合理的であると、本審判所は判断を下した。
2-① 基本利益を算出するための比較対象法人と比較対象取引においては、課税当局が市販データベースから抽出
した。しかし、対象となった法人のうち、連結営業利益率は明らかに異常な数値を示す事業年度があった。これらの法
人は比較対象法人から除くべきであるとされた。
2-② 部品調達による売上利益への貢献が認められ、部品調達による利益は基本利益から外すべきである。
2-③④⑤ 研究開発に係ったAの活動は製品の競争力への影響を及ぼすことが認められ、分割指標として含めるべき
とし、一方、加工委託及び補助部門の活動は業務内容の不明確化であるか、又は、業務内容は重要な無形資産の
形成に貢献がないとされ、分割指標として認められなかった。
③最終電子製品の購入
外国
国外関連者
日本TDK社
審査請求人 （内国法人）
電子部品・製品
判示
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係る 無 形 資産 (販 売 網の 管 理 )も 容 認 さ れた 。  
図 表  9 - 1 2 T D K 事 件 に お け る 基 本 利 益 と 残 余 利 益 (無 形 資 産 に よ る 利 益 )  
 
 
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 26 10 001 2 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
 本 件 の 電子 製 品 に 係る 販 売 また は 購 入 取引 に つ いて は 、 本 件内 国 法人
が主 張 す る比 較 対 象 取引 の 製 品の 性 能 及 び用 途 な どに 相 違 が あり 、 さら
に単 価 も 大き く 相 違 する た め 、独 立 価 格 比準 法 を 用い る こ と がで き ない
と、 国 税 不服 審 判 所 は判 断 を 下し た 。 さ らに 、 本 件無 形 資 産 取引 に おけ
る技 術 移 転契 約 に 係 る無 形 資 産が 同 種 で あり 、 か つ、 無 形 資 産供 与 の取
引条 件 が 同様 で あ る こと を 認 める に 足 る 具体 的 な 事実 を 示 す もの が ない
ため 、 本 件は 基 本 三 法を 用 い る こ と は で きな い と した 。  
本 件 内 国 法 人 及 び 本 件 国 外 関 連 者 が 価 値 の 高 い 重 要 な 無 形 資 産 を 使
用し て 製 造し た 製 品 と同 種 又 は類 似 の 製 品に 係 る 取引 を そ れ ぞれ の 取引
の相 互 関 係と 同 様 の 関係 の 下 で把 握 す る こと は 現 実的 に 極 め て困 難 であ
った と い える 。  
した が っ て、 本 件 内 国法 人 と 本件 国 外 関 連者 の 双 方が 重 要 な 無形 資産
を有 す る 場合 に は 、 残余 利 益 分割 法 を 用 いて 、 関 連取 引 全 体 を対 象 に適
①電子部品販売
②無形資産を供与
③最終電子製品の購入
外国
国外関連者
日本TDK社
審査請求人 （内国法人）
電子部品・製品
取引①～③を一の取引と考え、
この一連の取引から生じた営業利益
無形資産による営業利益
基本利益
無形資産による営業利益を含まない利益
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用し た こ とに 違 法 性 は認 め ら れな い と し た。  
争 点 2 で あ る 残余 利 益分 割 法 3 7 9の適 用 に お ける 争 点 は次 の よ う に分 類
する こ と がで き る 。 第 1 に は 、基 本 利 益 の計 算 の 適否 、 第 2 には 、 部品
調達 に 営 業利 益 へ の 貢献 が あ るか 否 か 、 さら に 、第 3 に は 、 研究 開 発に
係わ っ た A 社 が負 担 した 費 用 を研 究 開 発 費に 含 め たこ と の 適 否、第 4 に
は、 部 品 の加 工 委 託 業者 に お ける 製 造 費 用を 残 余 利益 の 分 割 指標 と して
のマ ー ケ ティ ン グ 費 用に 含 め るこ と の 適 否、 第 5 に は、 補 助 部門 の 経費
を残 余 利 益の 分 割 指 標と し て のマ ー ケ テ ィン グ 費 用に 含 め る こと の 適否
であ る 。  
 争 点 の第 1 に つ い ては 、 本 件取 引 に お いて 課 税 当局 が 市 販 デー タ ベー
スを 用 い て、 比 較 対 象法 人 と 比較 対 象 取 引の 抽 出 を行 っ た が 、抽 出 され
た比 較 対 象法 人 の う ち、 Y 社 の 連結 売 上 高、 及 び 連結 営 業 利 益率 は 明ら
かに 異 常 な数 値 を 示 す事 業 年 度が あ っ た 。し た が って 、 Y 社 が行 っ た取
引を 比 較 対象 取 引 に 含め る こ とは 認 め ら れな い と して 、 課 税 当局 の 主張
を否 認 し た。  
 争 点 の第 2 に つ い ては 、 本 件国 外 関 連 者が 行 っ た部 品 調 達 によ る 売上
への 貢 献 （営 業 利 益 のア ッ プ ）は 認 め ら れ、 本 件 国外 関 連 取 引に 係 る営
業利 益 に 含ま れ る べ きと し 、 部品 調 達 に 帰属 す る 利益 は 本 件 電子 製 品の
製造 ・ 販 売に 係 る 営 業利 益 か ら除 外 す る こと は で きな い と し た。  
争点 の 第 3 に つ い て は、 本 件 内国 法 人 に 属す る 一 部の 研 究 開 発を 行っ
た A が 負 担 した 費 用 を分 割 指 標と し て の 研究 開 発 費の 金 額 に 含め る べき
                                                   
3 7 9
 残 余 利益 分 割 法を 適用 す る にあ た っ て 、内 国 法 人と 国 外 関 連者 の 双
方に お い て重 要 な 無 形資 産 を 有す る 場 合 に、 残 余 利益 分 割 法 が適 用 され
る。 残 余 利益 分 割 法 を適 用 す る際 に 、 ま ず、 当 該 国外 関 連 取 引に 係 る内
国法 人 と 国外 関 連 者 が計 上 し た営 業 総 利 益を 一 般 利益 と 無 形 資産 に よる
利益 を は っき り さ せ 、次 に 、 無形 資 産 に よる 利 益 を内 国 法 人 と国 外 関連
者が 果 た す機 能 に よ って 、 分 割要 因 （ か かる 費 用 ）を 決 め 、 それ ぞ れに
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ある と 、 本審 判 所 は 判断 し た 。そ の 理 由 とし て は 、本 件 内 国 法人 の 研究
開発 部 門 は本 研 究 開 発の 進 捗 度を 管 理 し 、提 案 を 行っ て い る 。さ ら に、
加工 業 者 とし て 、 主 要部 品 に 係る 加 工 条 件の 改 善 に働 き か け たこ と は、
製造 歩 留 を維 持 ・ 向 上さ せ る 効果 が あ り 、製 品 の 競争 力 に も 影響 を 及ぼ
した か ら であ る 。  
争点 の 第 4 に つ い て は、 部 品 の加 工 委 託 によ る 製 造費 用 が は 、加 工委
託先 の 業 務内 容 が 明 らか で は ない た め 、 重要 な 無 形資 産 の 形 成等 の 貢献
に対 す る もの と は 認 めら れ な いこ と か ら 、分 割 指 標と し て の マー ケ ティ
ング 費 用 とす べ き で はな い と され た 。  
争点 の 第 5 に つ い て は、補 助部 門 と して 位置 づ け られ る 部 門 の経 費 は、
本件 各 部 門は 窓 口 業 務、ス ケジ ュ ー ル等 の作 成 等 を主 な 業 務 とし て お り、
重要 な 資 産の 形 成 に は貢 献 が ない た め 、 分割 指 標 とし て は 除 外す べ きで
ある と さ れた 。  
 
(4 )  私 見  
 本 審 判 所の 審 理 に よっ て 、示 さ れ た移 転価 格 課 税に お け る 判断 基 準 は、
次の よ う にま と め ら れる 。  
ま ず 、 本 件 関 連 者 間 取 引 は 、 本 件 内 国 法 人 は 半 製 品 を 製 造 ・ 輸 出 し 、
次に 、 国 外関 連 者 が 再加 工 を 行い 、 最 後 に、 内 国 法人 は 再 加 工さ れ た製
品を 日 本 に再 輸 入 と いっ た 一 連の 取 引 （ 棚卸 資 産 に係 る 内 国 ➡国 外 ➡内
国を 介 す る一 連 の 取 引） は 、 法人 グ ル ー プが 行 わ れる 一 の 取 引と し て認
識さ れ 、 移転 価 格 課 税さ れ る 。  
次に 、T D K 事 件 に お いて 、研 究開 発 に 係 る各 部 門（本 件 に お いて は○
○材 料 開 発部 、国 外 関連 者 で ある G 社 ）がそ れ ぞ れ無 形 資 産 の形 成 に 果
                                                                                                                                                     
帰属 す る 利益 を 計 算 され る 。  
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たす 機 能 は、 ① 研 究 開発 に お ける テ ー マ の提 言 、 研究 開 発 過 程の ミ ーテ
ィン グ に おけ る 貢 献 的な 意 見 、② 製 造 に おけ る 部 品調 達 が 利 益ア ッ プに
与え る 影 響、 ③ 販 売 にお け る 販売 先 の 管 理が 無 形 資産 と し て 認め ら れ、
これ ら の 無形 資 産 の 形成 に 係 る費 用 が 残 余利 益 （ 無形 資 産 に よる 利 益）
の分 割 要 因と し て 容 認さ れ る こと が 明 ら かに な っ た。  
一方 、 業 務内 容 が 明 らか で な い加 工 委 託 先に よ る 費用 と 無 形 資産 の形
成 に は 直 接 貢 献 が な い 補 助 部 門 (全 社 の ス ケ ジ ュ ー ル 管 理 等 )の 費 用 が 、
残余 利 益 の分 割 要 因 とし て 認 めら れ な い とさ れ た 。  
 
3 .2 010 年 利 益 分 割 法 審 査 請 求 事 件  
国税 不 服 審判 所  2 0 10 年 6 月 28 日 裁 決  
【 LE X D B  文献 番 号 】 26 01 236 8  
（一 部 取 消し ）  
(1 )  201 0 年 原 価 基 準 法 審 査 請 求 事 件 の 概 要  
本件 は 、 審査 請 求 人 （以 下 、「 本 件 内国 法人 」 と いう 。）が 国外 関 連 者
に対 し 独 占的 ○ ○ の 製造 ・ 販 売権 を 許 諾 し、 そ の 対価 と し て ロイ ヤ ルテ
ィを 収 受 する 取 引 に つい て 、 原処 分 庁 （ 以下 、「課 税 当 局」 とい う ）、 が
移転 価 格 税制 を 適 用 して 更 正 処分 を 行 っ たの に 対 し、 本 件 内 国法 人 が当
該取 引 の 価格 は 独 立 企業 間 価 格で あ る か ら原 処 分 は違 法 で あ るな ど とし
て、 そ の 全部 の 取 消 しを 求 め た事 件 で あ る。  
(2 )  本 件 の 争 点  
本件 に お ける 争 点 は 次の 3 つが 挙 げ ら れる 。 争点 1 は 、  独立 企 業間
価 格 の 算 定方 法 と し て残 余 利 益分 割 法 を 適用 し た こと の 適 否 であ る 。争
点 2 は 、 残 余利 益 分 割法 の 適 用に お い て 、本 件 内 国法 人 の 分 割指 標 に○
○材 料 開 発部 の 人 件 費等 を 含 めた こ と の 適否 で あ る 。争点 3 は 、 残 余利
益分 割 法 の適 用 に お いて G 社 の 人 件費（ 対象 者 の 範囲 ）を 分 割指 標 と し
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たこ と の 適否 で あ る 。  
図 表  9 - 1 3 2 0 1 0 年 残 余 利 益 分 割 法 審 査 請 求 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 26 01 236 8 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
 
(3 )  本 件 に お け る 国 税 不 服 審 判 所 の 審 理  
争 点 1 は 、独 立 企 業 間価 格 の 算定 方 法 と して 残 余 利益 分 割 法 を適 用し
たこ と の 適否 に つ い てで あ る 。本 件 内 国 法人 は 製 品の 品 質 管 理、 開 発等
を通 じ 、ま た、本 件 国外 関 連 者は 製 品 の 製造 及 び 販売 3 8 0を 通 じ 、それ ぞ
れ無 形 資 産の 形 成 等 に貢 献 し てい る と 認 めら れ る 。こ の こ と から 、 双方
に重 要 な 無形 資 産 が 存在 す る と認 め ら れ るた め 、 課税 当 局 が 残余 利 益分
割法 を 適 用し て 独 立 企業 間 価 格を 算 定 し たこ と の 合理 性 が 認 めら れ る と、
本審 判 所 は判 断 を し た 3 8 1。  
争 点 2 は 、残 余 利 益 分割 法 の 適用 に お い て本 件 内 国法 人 の 分 割指 標 に
○○ 材 料 開発 部 の 人 件費 等 を 含め た こ と の適 否 で ある 。「 年 度 別開 発 テー
                                                   
3 8 0
 本 件 にお い て 、 大 口顧 客 網 の維 持 拡 大 に貢 献 し た、 ① Ｇ 社 が独 自 に
醸成 し た 生産 管 理 ノ ウハ ウ 、 ②販 売 促 進 企画 ノ ウ ハウ 及 び ③ 販売 価 格低
減実 現 の 無形 資 産 の 形成 等 に 貢献 し て い ると 認 め られ る 。  
3 8 1
 田 中 元気 『 げ んき とは 』 経 済出 版 社 ， 2000 年 ， pp .2 3 -24  
国税不服審判所
26012368
2002年
2006年
2008 2010 一部取消 無形資産取引 1 独立企業間価格の算定方法として残余利益
　分割法を適用したことの適否
2 残余利益分割法の適用において本件内国法
　人の分割指標に○○材料開発部の人件費等
　を含めたことの適否
3 残余利益分割法の適用においてG社の人件費
　（対象者の範囲）を分割指標としたことの適
否
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象取引
事業年度
更正
事業年度
裁決年度 判決 取引種類
1．本件国内法人と本件国外関連者であるＧ社はそれぞれ重要な無形資産の形成をし、独占的技術ラインセンス及び販売権の供与
による無形資産取引と類似する比較対象取引が存在しないため、残余利益分割法を適用するのが合理的である。
2．○○材料開発部は本件関連者間取引に係る研究開発及びトラブルへの対策に対し、提言を行ったり、顧客等に対し説明を行っ
たりし、さらに、○○材料開発部の所属するものがＰ国の出張中はＧ社の営業マンに同行し、顧客訪問を行っており、その活動
は無形資産の形成するため、分割指標に○○材料開発部の人件費等を含めるべきである。
3．Ｇ社の分割指標とした人件費（営業二課のｇ、ｎ、ｈ、Ｐ国事務所のｉ、Ｖ工場総務課のｊ、ｋ及びｍの７名）、Ｐ国事務所
の実際担当者はｎであり、Ｐ国事務所及びＶ工場総務課の規模が小さく、担当者として1名ずつ分割指標として認定するのが相当
であるため、ｎ、ｍのみの人件費が認められる。
裁決
P国法人 G社
（P国法人）
G社の70%株を保有
本件内国法人
G社の30％株を保有
P国法人 H社
Ｐ国での独占的
製造・販売権の供与
ロイヤルティ料の支払
請求人
(本件内国法人)
○○の製造・
販売業を営む
製造の委託
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マ設 定 」 と題 す る 書 面に よ り 、○ ○ 材 料 開発 部 が 行う 主 な 業 務が 明 確に
され て い る。 ま た 、 ○○ 材 料 開発 部 に お いて は 、 製造 用 原 材 料や 製 造工
程の ト ラ ブル や 問 題 点に つ い ての 評 価 を 行う と と もに 、 そ の 対策 方 法や
改善 方 法 を研 究 し、顧客 や ユ ーザ ー に 対 して 説 明 する 業 務 も 行っ て い る。
さら に 、○ ○ 材料 開 発部 に 所 属す る 者（ 以下 、「 A さ ん」と いう ）がＰ 国
に出 張 し た際 の 「 出 張報 告 書 」に よ れ ば 、 A さ ん は、 G 社 の 営業 担 当者
に同 行 し て顧 客 等 を 訪問 し 、 共同 で 製 品 のト ラ ブ ル等 に 対 す る 評 価 や対
策・ 改 善 を行 っ て い たこ と が 認め ら れ る 。上 記 の 理由 を も っ て、 本 件内
国法 人 の ○○ 材 料 開 発部 の 人 件費 等 の 一 部を 残 余 利益 と し 、 分割 指 標と
して 用 い たこ と に は 合理 性 が 認め ら れ る とし た 。  
争 点 3 は、残 余利 益 分割 法 の 適用 に お い て G 社の 分 割 指標 と した 人 件
費（ 対 象 者の 範 囲 ） の適 否 に つい て で あ る。 無 形 資産 の 形 成 等に 貢 献し
てい る と 認定 し た 者 以外 に 、 営業 二 課 、 Ｐ国 事 務 所及 び Ｖ 工 場総 務 課の
７名 （ 営 業二 課 の ｇ 、ｎ 、 ｈ 、Ｐ 国 事 務 所の ｉ 、 Ｖ工 場 総 務 課の ｊ 、ｋ
及び ｍ の ７名 ） の 超 過人 件 費 もＧ 社 の 分 割指 標 に 加え る べ き か否 か の判
断で あ る 。  
○○ の 営 業業 務 及 び 製造 業 務 に直 接 携 わ るこ れ ら の部 署 が 、 G 社の重
要な 無 形 資産 の 形 成 等に 貢 献 して い る と 認め ら れ る。 そ し て 、 V 工 場総
務課 は 、 品質 管 理 、 物流 及 び 生産 管 理 業 務を 行 っ てお り 、 こ れら の 業務
を通 じ て 品質 の 維 持 ・向 上 、 物流 コ ス ト の低 減 等 に寄 与 し て いる こ とか
ら、 重 要 な無 形 資 産 であ る 「 G 社が 独 自 に醸 成 し た生 産 管 理 ノウ ハ ウ」
の形 成 等 に貢 献 し て いる と 認 めら れ る 。  
しか し 、 本件 に お い て、 V 工 場 総 務課 （ 最 大 6 名 ） と 営業 二 課（ 最 大
3 名 ） は 小さ な 組 織 であ る た め、 所 属 す る社 員 す べて で は な く、 責 任者
とし て の 立場 の 1 名 を分 割 指 標の 対 象 と する こ と が相 当 で あ ると さ れ た。
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本件 関 連 者間 取 引 の 営業 年 度 にお け る、本件 国 外 関連 者 の V 工場 総 務 課
には 役 職 者（ 主 任 以 上） と し ては ｍ し か 勤務 し て いな か っ た 。又 、 2004
年 3 月 か ら ｎの 実 際 の勤 務 地 はＰ 国 事 務 所で あ り 、同 所 の 営 業担 当 の実
質的 な 責 任者 と し て ○○ の 営 業活 動 に も 従事 し て いた 。  
した が っ て、 本 件 内 国法 人 が 主張 す る 分 割指 標 に 加え る べ き 営業 二 課、
Ｐ国 事 務 所及 び Ｖ 工 場総 務 課 の７ 名 の 超 過人 件 費 のう ち 、 Ｖ 工場 総 務課
と営 業 二 課と の 責 任 者 1 名 の みが 認 め ら れた の で ある 。  
 ( 4 )  私 見  
 本 件 は 、本 件 内 国 法人 は 本 件国 外 関 連 者に ○ ○ の独 占 的 な 製造 ・ 販売
権許 諾 に 係る 役 務 提 供取 引 に おい て 、 残 余利 益 分 割法 が 適 用 され た 事件
であ る 。  
 本 件 内 国法 人 と 本 件国 外 関 連者 と は 独 占的 技 術 的ラ イ セ ン ス契 約 に基
づき 、 製 造及 び 販 売 権の 供 与 によ る 無 形 資産 取 引 を行 い 、 一 方、 本 件内
国法 人 が 主張 す る 内 部比 較 取 引は 本 件 国 外関 連 者 間取 引 と 違 って 、 独占
的技 術 的 ライ セ ン ス 契約 に よ るも の で は ない た め 、取 引 条 件 の相 違 によ
って 、 比 較対 象 取 引 とし て の 比較 可 能 性 がな い と され た 。 し たが っ て、
本件 に お いて は 、 契 約の 内 容 に伴 っ て 、 取引 実 態 の相 違 が 比 較対 象 取引
の適 否 が 判断 さ れ る こと を 、 本審 判 所 の 判断 に よ って 明 示 さ れた 。  
 ま た 、 残余 利 益 分 割法 の 適 用に あ た っ て、 分 割 指標 と し て 、本 件 内国
法人 は 各 部門（ 本 件 内国 法 人 の○ ○ 材 料 開発 部 、国 外関 連 者 G 社の 各部
門７ 名 ） の人 件 費 を 含め る べ きか ど う か につ い て は、 次 の よ うに 裁 決し
た。 ま ず 、○ ○ 材 料 開発 部 の 研究 開 発 に 係る 作 業 内容 の 実 態 に鑑 み 、そ
の活 動 は 本件 関 連 者 間取 引 の 研究 開 発 に 密接 す る ため 、 ○ ○ 材料 開 発部
に係 る 人 件費 は 分 割 指標 と し ての 合 理 性 を認 め た 。一 方 、 Ｇ 社の 各 部門
にお い て は、 無 形 資 産の 形 成 への 貢 献 を 認め た も のの 、 各 部 門の 規 模が
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小さ く 、 実質 的 な 責 任者 （ 2 名） の み の 人件 費 を 分割 指 標 と する こ とが
合理 性 で ある と し た 。  
した が っ て、 本 件 の 裁決 を 通 して 、 無 形 資産 取 引 に係 る 移 転 価格 課税
の判 断 基 準に は 、 契 約の 内 容 （独 占 的 技 術的 ラ イ セン ス 契 約 の有 無 ）と
取引 実 態 （製 造 及 び 販売 権 の 供与 の 有 無 ）が 挙 げ られ る 。  
 さ ら に 、国 外 関 連 者取 引 に 係る 無 形 資 産は 、 無 形資 産 の 形 成に 係 る各
部門 の 果 たす 機 能 （ 研究 開 発 に密 接 す る ）に よ っ て、 当 該 部 門の 費 用を
独立 企 業 間価 格 の 算 定す る 際 の分 割 指 標 に含 め ら れる か 否 か が決 ま る。
さら に 、 当該 部 門 の 規模 も 判 断要 因 の 一 つと さ れ るこ と に 注 意す る 必要
があ る （ 小規 模 の 場 合は 当 該 部門 の 費 用 を分 割 指 標に す る 割 合も 少 なく
なる ）。  
  
4 .2 007 年 利 益 分 割 法 審 査 請 求 事 件  
国税 不 服 審判 所  2 0 07 年 2 月 27 日  裁 決  
【 LE X D B  文献 番 号 】 26 01 212 1  
（一 部 取 消し ）  
(1 )  200 7 年 利 益 分 割 法 審 査 請 求 事 件 の 概 要  
 本 件 に おい て は 、 課税 当 局 は 本 件 内 国 法人 が 国 外子 会 社 か ら ○ ○ 用器
具を 購 入 する 取 引 に 対し 、 利 益分 割 法 を 用い て 独 立企 業 間 価 格を 算 定す
る際 に 営 業損 失 を 利 益分 割 対 象に 含 め た 。こ れ に対 し 、本 件 内 国法 人 は、
各更 正 処 分等 は 違 法 であ る と 主張 し 、 そ の全 部 の 取り 消 し を 求め た 事件
であ る 。  
本件 審 査 請求 人 （ 以 下、「 本件 内 国 法人 」と い う ）は P 県 p 市に C 研
究所 及 び D 研 究所 とい う 2 つ の研 究 開発 機 関 を設 置 す る など し て 、 ○ ○
用器 具 及 び × ×用 品 の 製造・販 売等 を 営 む 法人 で あ る。そ の 子 会社 及 び関
連会 社 で 構成 さ れ る 企業 グ ル ープ （ E グ ルー プ ） の 中 核 と な す企 業 であ
327 
 
る。  
本件 国 外 関連 者 で あ る J 社 は、 Q 国 に 本 店を 有 し 、 ○ ○ 用 器 具の 製造
業を 営 む 企業 で あ る 。本 件 内国 法 人 は J 社の 発 行 済み 株 式 の 総数 の 10 0％
を直 接 に 保有 し て い た。  
本件 の 取 引の 流 れ は 、① 本件 内 国 法人 は 毎年 10 月 ご ろ に翌 年の 4 月 1
日に 開 始 する 事 業 年 度に お け る本 件 内 国 法人 及 び E グル ー プ の予 算 の策
定を し 、事 業 計 画を 立て て い た。 そ の際 に外 貨 建 て取 引 を 円 貨に 換 算 す
る た め の レ ー ト （ 予 定 レ ー ト ） を あ ら か じ め 決 定 し 、 J 社 と の 間 で 、 同
レ ー ト に 基 づ き 、 米 ド ル 建 て で ○ ○ 用 器 具 の 購 入 価 格 を 決 定 し て い た 。 
そし て 、 本件 内 国 法 人が 、 外 貨建 て 取 引 を会 計 帳 簿に 記 録 す る際 の円
貨換 算 レ ート（社 内 レー ト）と し ては 、取引 銀 行 であ る K 銀 行の 当 該 外
貨建 て 取 引日 の 前 月 末日 に お ける 公 示 相 場の 仲 値 の円 未 満 を 四捨 五 入し
たも の を 使用 し て い た。  
②本 件 内 国法 人は J 社か ら 本件 4 製 品（ a、 b、 c、 d）を 購 入 し、 国 内
市場 に お いて 販 売 し てい た 。  
図 表  9 - 1 4 2 0 0 7 年 利 益 分 割 法 審 査 請 求 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 26 01 212 1 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
国税不服審判所
26012121
2001年
2002年
2005注１ 2007 一部取消 棚卸資産取引 1 営業損失が移転価格課税の「所得」に含ま
　れるか否か
2 予算レートと社内レートとの差により算出
　される金額は移転価格課税の「所得」に含
　まれるか否か
3 C研究所及びD研究所の販売費及び一般管理
　費は利益分割法の適用にあたり、本件国外
　関連取引に関連して支出された費用とみる
　べきか
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象取引
事業年度
更正
事業年度
裁決年度 判決 取引種類
1．利益分割法における分割の対象は、国外関連取引に参加したすべての関連者に生じた当該取引に係る損益（原則として営業損益）の
総和をいうと解するのが相当であり、移転価格課税の「所得」には、営業損失も含まれるべきであるとされた。
2．予算レートと社内レートとの差により算出される金額は、営業外損益となる為替差損益などではなく、移転価格課税の「所得」に含まれるも
のというべきであるとされた。
3．C研究所の業務内容は××用品の研究開発にあたるものであって、証拠資料等によっては、本件国外関連取引から発生した利益との関
連性が認められないとされた。 一方、D研究所で研究開発対象は、○○用器具であり、これらの製品は本件関連取引の４製品と同じく、D
研究所の販売費及び一般管理費は、利益分割法の適用にあたっては、本件国外関連取引に関連して支出された費用とみて、分割対象利
益及び分割要因を計算することが相当である。
請求人 (本件内国法人)
○○用器具・××用品
製造・販売業を営む
C研究所
本件内国法人の子会社
D研究所
○○用器具である
a,b,c,dの4製品を購入
Q国法人 J社
（本件国外関連者）
本件内国法人の
100％持ち株子会社
裁決
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 ( 2 )  本 事 件 の 争 点  
本件 に お ける 主 要 な 争点 は 、 以下 の 3 点 が挙 げ ら れる 。 第 1 の争 点は
営業 損 失 が移 転 価 格 課税 （ 利 益分 割 法 ） の「 所 得 」に 含 ま れ るか 否 かで
ある 。 第 2 の争 点 は 予算 レ ー トと 社 内 レ ート と の 差に よ り 算 出さ れ る金
額は 移 転 価格 課 税 の 「所 得 」 に含 ま れ る か否 か で ある 。 第 3 の争 点 は C
研究 所 及 び D 研 究 所 の販 売 費 及び 一 般 管 理費 は 利 益分 割 法 の 適用 に あた
り、 本 件 国外 関 連 取 引に 関 連 して 支 出 さ れた 費 用 とみ る べ き かに つ いて
であ る 。  
 ( 3 )  本 件 に お け る 国 税 不 服 審 判 所 の 審 理  
 ま ず 、第 1 の 争 点 であ る 営 業損 失 が 移 転価 格 課 税 の 「 所 得 」に 含ま
れる か 否 かに つ い て 、以 下 の よう に 本 審 判所 は 裁 決し た 。  
利益 分 割 法 は 、 国 外 関連 取 引 に関 与 し た 各関 連 者 の当 該 取 引 にお いて
果た し た 機能 の 相 対 的価 値 （ 寄与 度 ） に 基づ き 、 当該 取 引 か ら発 生 した
全て の 利 益を 各 関 連 者に 分 割 する こ と に より 、 独 立企 業 間 価 格を 算 定す
る方 法 で ある こ と か ら、措 法通 達 66 -4 の ④一 は 、利 益 分 割法 にお け る 分
割の 対 象 は、 原 則 と して 売 上 総利 益 や 当 期純 利 益 では な く 、 事業 活 動の
直接 の 結 果を 示 す 営 業利 益 を 用い る こ と が合 理 的 であ る こ と を明 ら かに
した も の であ っ て 、 その 取 り 扱い 自 体 は 相当 と 認 める が 、 営 業損 失 を分
割 の 対 象 か ら 排 除 す べ き か 否 か に つ い て 直 接 言 及 し た も の で は な い 3 8 2。 
利 益 分 割 法 に よ り 独 立 企 業 間 価 格 を 算 定 せ ざ る を 得 な い 国 外 関 連 取
引に つ い て、 単 に 損 失が 生 じ てい る と い うだ け で 、 移 転 価 格 課税 の 適用
を除 外 し 、そ の 結 果 とし て 、 移転 価 格 税 制の 適 用 自体 を 排 除 され る とす
れば 、 納 税者 間 （ 企 業間 ） の 課税 の 公 平 を著 し く 損な う こ と とな る 。そ
して 、 そ れは 、 企 業 グル ー プ 内の 価 格 操 作に よ り 、国 外 関 連 者に 過 分の
                                                   
3 8 2
 平 成 21 年に お い て 、利 益 分 割法 の 規 定  
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利益 が 生 じ、 日 本 に おい て 法 人税 の 納 税 義務 を 負 う法 人 に 損 失が 生 じて
いる 場 合 にお い て 、特に 顕 著 であ る と 、本審 判 所 は判 断 し 、上記「 所 得 」
には 、 営 業損 失 も 含 まれ る 。  
次に 、 第 2 の 争 点 で ある 予 算 レー ト と 社 内レ ー ト との 差 に よ り算 出さ
れる 金 額 は措 置 法 施 行令 第 39 条 の 12 第 8 項 の 「所 得 」 に 含ま れ る か否
かに つ い ては 、 以 下 のよ う に 本審 判 所 は 裁決 し た 。  
本件 内 国 法人 が 使 用 して い た 予算 レ ー ト は、 あ く まで 本 件 内 国法 人及
び E グ ルー プ の 予算 の策 定 や 事業 計 画 の 立案 等 を 目的 と し 、対象 事 業 年
度開 始 の 日の お よ そ 6 ヶ 月 前 に決 定 さ れる も の であ る か ら 、た と え 、対
象事 業 年 度に お い て 為替 相 場 に変 動 が あ った と し ても 、 こ れ が変 更 され
るわ け で はな い 。 よ って 、 財 務会 計 上 こ れが 認 識 され る こ と はあ り えな
い 。  
した が っ て、 本 件 に おけ る 予 算レ ー ト と 社内 レ ー トと の 差 に より 算出
さ れ る 金 額 は 、 営 業 外 損 益 と な る 為 替 差 損 益 な ど で は な く 、 措 令 3 9 -12
⑧に 規 定 する 「 所 得 」に 含 ま れる も の と いう べ き であ る と さ れた 。  
最後 に 、第 3 の 争 点 は C 研 究所 及び D 研究 所 の 販売 費 及 び 一般 管 理費
（以 下 、「 販 売 管理 費 」と い う ）は利 益 分割 法 の 適用 に あ た り 、本 件 国 外
関連 取 引 に関 連 し て 支出 さ れ た費 用 と み るべ き か につ い て は 、以 下 のよ
う に 本 審 判所 は 裁 決 した 。  
本件 ４ 製 品（ ａ 製 品 、ｂ 製 品 、ｃ 製 品 及 びｄ 製 品 ）は 、 い ず れも ○○
用器 具 で あり 、 本 件 国外 関 連 取引 は 、 本 件内 国 法 人が 海 外 子 会社 か らこ
れを 購 入 する 取 引 で ある か ら 、 本 件 Ｅ グ ルー プ の Ｌ部 門 の 事 業（ ○ ○用
器具 事 業 ）に 属 す る もの と 認 めら れ る 。 これ に 対 し、 Ｃ 研 究 所は 、 本件
各 事 業 年 度 に お い て 、 ××用 品 の 試 験 、 開 発 、 研 究 な ど 、 も っ ぱ ら ××
用品 の 研 究開 発 業 務 を行 っ て いた の で あ るか ら 、 その 業 務 内 容か ら 見れ
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ば 、 E グ ル ー プの M 部門 の 事 業（ ××用 品事 業 ） に属 す る も のと 認 め ら
れる 。そ う する と 、本件 国 外 関連 取 引 と C 研 究所 の 業務 内 容と は 、事 業
セグ メ ン トを 異 に す るも の と いう べ き で ある 。  
した が っ て 、本件 各 事業 年 度 にお け る C 研究 所 の 業務 内 容 と 本件 国 外
関連 取 引 から 発 生 し た利 益 と の関 連 性 に つい て は 、当 審 判 所 に提 出 され
た証 拠 資 料等 に よ っ ては 、 本 件国 外 関 連 取引 か ら 発生 し た 利 益と の 関連
性を 認 め るこ と は で きな い こ とか ら 、 課 税当 局 の 主張 は 採 用 でき な い と
し 、 C 研 究 所が 支 出 した 販 売 管理 費 は 、 本件 国 外 関連 取 引 に 関連 し た費
用と み る べき で は な いと し た 。  
一 方 、 D 研 究所 は は 、 ○ ○用 器 具 や××用 品 事業 の 研 究 開 発 を 行 って
おり 、 こ れら の 製 品 は、 本 件 ４製 品 と 同 じく 、 L 部 門 の 事 業 に係 る 製品
であ る か ら、 D 研 究 所の 研 究 開発 業 務 に は、 同 部 門に 属 す る 業務 が 含ま
れて い た もの と 認 め られ る 。 以上 に よ れ ば、 D 研 究 所の 販 売 管理 費 は、
利益 分 割 法の 適 用 に あた っ て は、 本 件 国 外関 連 取 引に 関 連 し て支 出 され
た費 用 と みて 、 分 割 対象 利 益 及び 分 割 要 因を 計 算 する こ と が 相当 で ある
から 、 本 件内 国 法 人 の主 張 は 採用 で き な い と し た 。  
した が っ て 、本 件 内 国法 人 が 負担 し た D 研究 所 の 販売 管 理 費 は 、本 件
国外 関 連 取引 に 関 連 して 支 出 され た 費 用 とし て 、 利益 分 割 法 の適 用 にお
ける 分 割 対象 利 益 及 び分 割 要 因の 寄 与 度 に応 じ て 計算 す る こ とが 相 当で
ある と 、 本審 判 所 は 裁決 を 下 した 。  
(4 )  私 見  
 本 件 に おい て 、 利 益分 割 法 によ り 移 転 価格 の 計 算を す る こ とは 本件
内国 法 人 であ る 企 業 及び 課 税 当局 双 方 が 認め て い た。 争 点 の 1 は 、 その
利益 分 割 法に よ る 利 益の 配 分 の仕 方 で あ る。 な ぜ なら ば 、 利 益の 配 分方
法の 違 い によ り 、 本 来、 営 業 損失 に な る 商品 も 実 は営 業 利 益 を生 み 出す
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こと も あ る か ら で あ る。  
本件 内 国 法人 は 予 算 レー ト に より 為 替 差 損益 を 捉 えて い た 。 一方 、課
税当 局 は 社内 レ ー ト によ っ て 、為 替 差 損 益を 捉 え てい た 。 利 益分 割 法に
おい て は 、為 替 差 損 益は 営 業 利益 か ら 除 かれ る の で、 前 述 し た本 件 内国
法人 と 課 税当 局 と の 捉え 方 の 違い で 、 利 益分 割 法 の基 準 と な る営 業 利益
が 変 動 す る。 結 果 と して は 、 本件 内 国 法 人 の 主 張 する 予 算 レ ート で 赤字
の営 業 損 失に な る 商 品も 課 税 当局 の 主 張 する 社 内 レー ト で 計 算す る と、
実は 営 業 利益 と な る もの で あ った 。  
した が っ て、 レ ー ト の違 い に よっ て 配 分 すべ き 営 業利 益 に 違 いが 生じ
るこ と と なり 、 レ ー トの 選 択 は慎 重 に す べき で あ る。 本 件 に おい て 、課
税当 局 は 為替 レ ー ト を基 準 と した 社 内 レ ート を 採 用し た 。 こ の為 替 レー
トは 極 め て客 観 的 な 相場 が あ るの で 、 そ の面 で は 筆者 は 課 税 当局 の 意見
を支 持 す る。  
争点 の 2 は、 利 益 分 割す る う えで 、 基 準 とな る 販 売管 理 費 の 取扱 にあ
った 。 本 件で は 、 D 研究 所 の 販売 管 理 費 の取 扱 に つい て 、 課 税当 局 と本
件内 国 法 人と の 見 解 の相 違 が 見ら れ た 。  
本件 内 国 法人 は D 研究 所 の 販売 管 理 費 を全 額 本 店負 担 と 考 えて い た。
一方 、課税 当 局は D 研究 所 の 販売 管 理 費 を本 店 と 子会 社 の 双 方の 負 担と
考え 、 販 売管 理 費 を 本店 と 子 会社 の 利 益 （一 括 営 業利 益 ） を 販売 管 理費
の負 担 割 合に 応 じ て 、本 店 と 子会 社 に 利 益の 配 分 を 行 っ た 。  
 な ぜ な らば 、 課 税 当局 は 研 究開 発 の 成 果が 活 か され て い る のは 、 本店
だけ で な く、 そ の 成 果は 国 外 の子 会 社 に も活 か さ れ、 販 売 活 動は ス ムー
ズに 行 な われ る と 捉 えて い る から で あ る 。ま た 、 筆者 が 考 え るに 、 販売
活動 は 本 店も 行 な っ てい る か もし れ な い が、 直 接 的に 国 外 の 消費 者 に対
して 、 販 売活 動 を 行 って い る のは 子 会 社 であ る か らで あ る 。  
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以上 の 二 つの 点 か ら 、筆 者 は 販売 管 理 費 を本 店 と 子会 社 の 双 方の 負担
にし た と いう 課 税 当 局の 見 解 に同 意 す る 。  
本 件 に お い て 、 本 件 内 国 法 人 は 営 業 損 失 と な る 商 品 だ と 主 張 し た が 、
課税 当 局 の処 分 で は 営業 利 益 とな っ た も ので あ っ た。 利 益 配 分の も とに
なる 販 売 管理 費 の 負 担の 違 い がこ の よ う な 結 果 の 違い を も た らし て い る。
この 見 解 の相 違 は 、 利益 配 分 の明 確 な 基 準が な い ため に 発 生 する も ので
あ る 。  
しか し 、 現状 で は 明 確な 基 準 を 条 文 で 設 ける の が まだ 難 し い かも しれ
ない 。 し たが っ て 、 利益 配 分 法の 例 示 な いし は 利 益分 割 法 に おい て 基礎
とな る 費 用の 配 分 の 例示 等 が あれ ば 、 企 業が 計 算 しや す く な ると 筆 者は
考え る 。  
 
5 .ホ ン ダ 事 件  
東京 地 裁  20 14 年 8 月 28 日判 決  
【 LE X D B  文献 番 号 】 25 50 471 6  
（一 部 取 消し ）  
(1 )  ホ ン ダ 事 件 の 概 要  
 本 件 は 自動 二 輪 車 、四 輪 車 の製 造 及 び 販売 を 主 たる 事 業 と する 内 国法
人で あ る 原告（ 以 下 、本 件内 国 法人 を い う ）が 、そ の 間 接子 会社 で あ り、
ブ ラ ジ ル 連 邦 共 和 国 ア マ ゾ ナ ス 州 に 設 置 さ れ た マ ナ ウ ス 自 由 貿 易 地 域
（以 下 「 マナ ウ ス フ リー ゾ ー ン  」 とい う。） で自 動 二 輪車 の製 造 及 び販
売事 業 を 行っ て い る 外国 法 人 であ る H D A 社及 び その 子 会 社 との 間 で、
自動 二 輪 車の 部 品 等 の販 売 及 び技 術 支 援 の役 務 提 供取 引 （ 以 下「 本 件国
外関 連 取 引」とい う 。）を 行 い、そ れに よ り支 払 を 受け た 対 価 の額 を 収 益
の額 に 対 し、 課 税 当 局が 移 転 価格 税 制 を 適用 し 、 更正 処 分 を 行っ た とこ
ろ、 本 件 内国 法 人 が 不服 し 、 本件 各 更 正 等の 一 部 又は 全 部 の 取消 し を求
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める 事 案 であ る 。  
図 表  9 - 1 5 ホ ン ダ 事 件 に お け る 本 件 内 国 法 人 と 関 連 会 社  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 25 50 471 6 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。）  
 
(2 )  本 事 件 の 争 点  
 本 件 に おけ る 争 点 は， 利 益 分割 法 の 一 つで あ る 残余 利 益 分 割法 を 用い
てし た 本 件独 立 企 業 間価 格 の 算定 の 適 否 であ る 。 この 争 点 は ，次 の とお
り細 分 化 する こ と が でき る 。  
 図 表  9 - 1 6 ホ ン ダ 事 件 の 概 要  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 25 50 471 6 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。  
マナ ウ ス 税恩 典 に よ る減 免 の 対象 税 目 等 は， 輸 入 税， 工 業 製 品税 ， 法人
東京地裁
25504716
1997～
2002
2006 2014 一部取消し
棚卸資産取引
役務提供取引
無形資産取引
本件における争点は，利益分割法の一つである
残余利益分割法を用いてした本件独立企業間価
格の算定の適否である。この争点は，次のとお
り細分化することができる。
　
1 独立企業間価格の算定方法の選択の適否
2 独立企業間価格の算定単位の設定の適否
3 基本的利益の算定の適否
4 残余利益の分割の適否
争点裁判所・
LEX/DBの文献番号
更正対象取引
事業年度
更正
事業年度
裁決年度 判決 取引種類
対価の支払い
HDA社等
国外製造関連者
①製造設備等の販売取引
②自動二輪車の部品・完成車販売
③技術支援の役務提供取引
④無形資産の使用に係る取引
本件内国法人
1．本件内国国法人とHDA社は、いずれも重要な無形資産を有し、類似取引を見いだせないため、本件内国法人とHDA社等との一連の取引
を一の取引とみなし、残余利益分割法を適用することが相当である。
2．HDA社等が受けるマナウス税恩典による利益は、原告及びＨＤＡ社等の有する重要な無形資産の貢献と極めて密接な関係にあるとい
うことはできないが、基本利益の計算の上で、課税当局は何らの差異調整も行っていない本件各更正処分が失当であると判示した。
判示
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所得 税（ 以 上 ，連 邦 税）， IC M S（ 州 税），社会 統 合 基金 及 び 社 会保 険 融 資
負担 金 （ 連邦 の 負 担 金） で あ ると こ ろ ， これ ら の うち 進 出 企 業の 営 業利
益に 大 き な影 響 を 及 ぼす の は，輸 入 税と IC MS で ある 。LE X / D B【文 献番
号 】 25 504 716 に よ って 抜 粋 した 。）  
争 点 1 は 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 の 選 択の 適 否 であ る 。 争 点 2 は  
独立 企 業 間価 格 の 算 定単 位 の 設定 の 適 否 であ る 。 争点 3 は 、 基本 的 利益
の算 定 の 適否 で あ る 。争 点 4 は、 残 余 利 益の 分 割 の適 否 で あ る。  
(3 )  本 件 に お け る 東 京 地 裁 の 判 示  
 ま ず 、 争点 1 で あ る独 立 企 業間 価 格 の 算定 方 法 の選 択 の 適 否と 争 点 2
であ る 独 立企 業 間 価 格の 算 定 単位 の 設 定 の適 否 に つい て は 次 のと お りで
ある 。  
図 表  9 - 1 7 本 件 内 国 法 人 ・ H D A 社 有 す る 無 形 資 産 の 内 訳  
 
（出 所 ： LE X /D B【 文献 番 号 】 25 50 471 6 を 参考 に 筆者 が 作 成し た 。  
コン ソ ル シオ 販 売 と は、 あ る 商品 の 購 入 希望 者 が 講（ コ ン ソ ルシ オ ）を
構成 し ， 毎月 ， 掛 金 を出 し 合 い， 購 入 可 能な 数 の 商品 を 購 入 し， 抽 選で
当た っ た 参加 者 か ら 順次 商 品 の引 渡 し を 受け る 仕 組み で あ る 。）  
  
本件 内 国 法人 及 び 本 件国 外 関 連者 で あ る H D A 社は 、図表  9 -17 で 示さ
れて い る よう に 、 い ずれ も 重 要な 無 形 資 産を 有 し 、そ の 貢 献 によ り 重要
な無 形 資 産を 有 し な い非 関 連 者間 取 引 に おい て 通 常得 ら れ る 利益 （ 基本
的利 益 ） を超 え る 利 益（ 超 過 利益 ） を 得 てい た と 東京 高 裁 に て認 め られ
無形資産
本件内国法人
現状
ＨＤＡ社➡ブラジルの自動二輪車市場の約９０％高い販売シェアを有し、多額の営業利益を得ている
① 製造及び販売に関する技術情報
②ノウハウの供与（部品及び製造設備の供給
メーカー網を含む量 体制の確立及び生産
体質の改革）
③ 本件内国法人の商標
④ ブランド等の市場に関する無形資産の使用の許
諾
HDA社
① 自動二輪車の製造に関する独自の技術，ノウハ
ウを形成し，維持，発展させた。
② ＨＤＡ社の販売網の形成
（数百店を超える数多くのディーラー及び各ディー
ラーが雇用し又は委託契約を締結しているコンソル
シオ販売員によるコンソルシオ販売網によりブラジ
ルの大部分をカバーしていた）
③ マナウス税恩典利益
無形資産
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た 。  
した が っ て、 本 件 国 外関 連 取 引に 係 る 独 立企 業 間 価格 の 算 定 につ いて
は、 基 本 三法 に 準 ず る方 法 そ の他 政 令 で 定め る 方 法の う ち 、 残余 利 益分
割法 を 用 いて 行 う の が最 も 適 切で あ る と いう べ き であ る 。 そ して ， 残余
利益 分 割 法を 適 用 す るに 当 た って は 、 H C A 社及 び H TA 社 との 取 引 を含
めて 本 件 国外 関 連 取 引を 一 の 取引 と み て 独立 企 業 間価 格 を 算 定す る のが
相当 で あ る。  
争 点 3 で ある 基 本 的 利益 の 算 定の 適 否 及 び争 点 4 であ る 残 余 利益 の分
割の 適 否 につ い て 、 東京 地 裁 は、 課 税 当 局が ブ ラ ジル 側 に 帰 属す べ き基
本的 利 益 を算 定 す る 際に 、 差 異調 整 に 誤 りが あ る と判 示 し 、 本件 各 処分
が違 法 で ある と し た 。  
本件 に お いて 、課 税 当局 は 市 販 の デ ー タ ベ ー ス で あ る ① B U R E A U  VA N 
D I J K 社 の 「 O S I R I S」、 ② M E R G E N T 社 の 「 M E R G E N T  O N L I N E」 及 び  
③ レ ク シ ス － ネ ク シ ス ジ ャ パ ン 株 式 会 社 の「 L E X I S・ N E X I S」に 掲 載 さ れ て
い る ブ ラ ジ ル 企 業 か ら 比 較 対 象 取 引 を 選 出 し 、 基 本 利 益 の 計 算 を 行 っ た 。   
し か し 、課 税 当 局 が H D A 社 等 の 比 較 対 象 法 人 を 選 定 す る た め に 用 い る 除 外
基 準 と し て 設 定 し た 基 準 の 中 に 「 マ ナ ウ ス フ リ ー ゾ ー ン 外 で 事 業 活 動 を 行
い 、 マ ナ ウ ス 税 恩 典 利 益 を 享 受 し て い な い 企 業 で あ る こ と 」 と い う 基 準 は
な か っ た 。  
なぜ な ら ば、 課 税 当 局は ， 重 要な 無 形 資 産を 有 し ない 法 人 が マナ ウス
税恩 典 利 益を 享 受 し たと し て も， そ の 効 果は 限 定 的な も の に とど ま るか
ら， マ ナ ウス 税 恩 典 利益 の 享 受の 有 無 は 比較 対 象 法人 の 比 較 可能 性 に重
大な 影 響 を及 ぼ す 有 意な 差 異 では な い と 主張 す る から で あ る 。  
一方 、 東 京地 裁 は H D A 社等 がマ ナ ウ ス 税恩 典 利 益の 享 受 に よっ て得
た利 益 は ，本 件 内 国 法人 及 び H D A 社 等 の有 す る 重要 な 無 形 資産 の 貢献
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によ っ て 初め て 得 ら れた も の であ る か ら ，本 件 内 国法 人 及 び H D A 社等
の有 す る 重要 な 無 形 資産 の 貢 献と 極 め て 密接 な 関 係に あ る と いう こ とは
でき な い 。し た が っ て、 マ ナ ウス 税 恩 典 利益 を 基 本的 利 益 の 算定 に おい
て考 慮 せ ずに ， こ れ を残 余 利 益と し て 認 識し ， 本 件国 外 関 連 取引 に 係る
独立 企 業 間価 格 を 算 定す る の は， 残 余 利 益分 割 法 の適 用 を 誤 るも の とい
うべ き で ある 。  
(4 )  私 見  
 本 件 に おい て は 、 本件 内 国 法人 と ブ ラ ジル に あ る子 会 社 と の二 輪 自動
車に 係 る 各取 引 に 対 し、 課 税 当局 は 移 転 価格 課 税 を適 用 し た 本件 各 更正
処分 に は 、独 立 企 業 間価 格 の 算定 に 違 法 があ っ た ため 、 一 部 取消 し をさ
れた 事 件 であ っ た 。  
 本 件 内 国法 人 は 、 国外 関 連 者で あ る H A D 社等 はブ ラ ジ ル のマ ナ ウス
税恩 典 利 益の 享 受 に よっ て 得 た利 益 は 、 本件 内 国 法人 と H A D 社等 に帰
属す べ き 無形 資 産 に よる 利 益 でな い と い って も 、 基本 利 益 の 計算 に おい
てな ん ら の差 異 調 整 も行 っ て いな い こ と が失 当 で ある と の 主 張が 、 東京
地裁 に お いて 認 容 さ れ、 本 件 の更 正 処 分 の一 部 取 引に 至 っ た 。  
 ま た 、 本件 に お い て、 課 税 当局 が 比 較 対象 取 引 の選 出 に お いて 、 3 社
の 公 開 デ ー タ ベ ー ス を 用 い た こ と が 明 ら か に な っ た 。 ① B U R E A U VAN 
D IJ K 社 の「 O S IR IS」、② ME R G E N T 社 の 「 ME R G E N T O N LI N E」及 び ③
レク シ ス －ネ ク シ ス ジャ パ ン 株式 会 社 の「 LE X IS・ N E X IS」。これ ま での
裁判 例 で 用い ら れ た 公開 デ ー タベ ー ス の 数が 最 も 多か っ た 。  
 
小 括  
本章 で は 日本 に お け る移 転 価 格課 税 に 係 る 7 件の 判 例 と 5 件の 裁決
（ 計 12 件 ） を 対象 に、 各 事 件の 概 要 、 争点 及 び 判示 （ 又 は 不服 審 判 所、
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以下 、「 判 示」と いう ）が示 し た 移転 価 格 課 税の 判 断 基準 を 明 ら かに し た。
本章 に お いて 、12 件 の判 例・裁 決（ 以 下 、「 裁 判例 」と い う ）を対 象 に 、
判示 の 内 容を も っ て 、次 の 3 点に 関 す る 分析 を 試 みる 。  
1 点 目は 、日 本 にお ける 移 転 価格 課 税 の 対象 と な った 取 引 種 類で あ る。
2 点 目は 、判 示 に お いて 認 容 され た 独 立 企業 間 価 格の 算 定 方 法。3 点 目は、
独立 企 業 間価 格 の 算 定に お け る選 定 さ れ た比 較 対 象取 引 の 合 理性 の 判断
基準 に つ いて で あ る 。  
まず 、12 件 の 裁判 例 は大 別 し て棚 卸 資 産 取引 、貸付 金 金 利取 引、役 務
提供 取 引 、無 形 資 産 取引 に 分 ける こ と が でき る 。 図表  9 -18 で示 さ れて
いる よ う に、 棚 卸 資 産取 引 が 含ま れ る 裁 判例 は 8 件 、貸 付 金 金利 取 引が
含ま れ る もの は 1 件 、役 務 提 供取 引 が 含 まれ る も のは 2 件 、 無形 資 産取
引が 含 ま れる 取 引 は 3 件 で あっ た 。（ 1 件の 裁 判 例に 複 数 の 取引 種 類 が含
まれ て い る場 合 が あ るた め 、 取引 種 類 の 件数 は 1 2 件 を 超 え るこ と とな
る。）  
こ の よ う に 、 移 転 価 格 課 税 に 係 る 裁 判 例 は 本 税 制 度 （ 移 転 価 格 税 制 ）
に規 定 さ れて い る 取 引種 類 は すべ て （ 棚 卸資 産 取 引 、 役 務 提 供取 引 、無
形資 産 取 引） 含 ま れ てい る 。 した が っ て 、日 本 の 移転 価 格 課 税の 裁 判例
に係 る 取 引種 類 は 広 範囲 に わ たっ て い る こと が 指 摘で き る 。   
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図 表  9 - 1 8 取 引 種 類 か ら 見 る 日 本 の 移 転 価 格 課 税 の 裁 決 例 の 内 訳  
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
 
次に 、 2 点目 で あ る 判示 に お いて 認 容 さ れた 独 立 企業 間 価 格 の算 定方
法に つ い て検 討 す る 。  
図 表  9 -18 で 示さ れ てい る よ うに 、 1 2 件の 判 例 ・裁 決 （ 裁 判例 ） のう
ち、 基 本 三法 が 用 い られ た のは 3 件 で あ り、 基 本 三法 に 準 ず る方 法 を用
いら れ た の は 4 件、残り の 5 件は 利 益 分 割法 が 用 いら れ た。1 2 件 の うち 、
取引 単 位 営業 利 益 法 が用 い ら れた の は な かっ た 。 独立 企 業 間 価格 の 算定
方法 と し て、 12 件 の 判例・裁 決 の う ち、最も 多 く 使わ れ た の は利 益 分 割
法で あ っ た。 そ の う ち、 残 余 利益 分 割 法 が適 用 さ れた 4 件 の うち 、 モー
タ ー 輸 入 販売 事 件 （ 推定 課 税 ）以 外 は す べて 一 部 取消 し と な って い る。  
独立 企 業 間価 格 の 算 定方 法 か ら見 る 日 本 の裁 判 例 の内 訳 に お いて 、取
引単 位 営 業利 益 法 が 用い ら れ たも の は な かっ た こ とか ら 、 こ れら の 裁判
例は 日 本 の移 転 価 格 課税 の 全 貌を 現 せ て いな い こ とが 指 摘 で きる 。また、
残余 利 益 分割 法 を 用 いら れ た 際に 課 税 当 局に よ る 移転 価 格 課 税の 更 正税
額の 一 部 取消 し を さ れた 裁 判 例が 多 い こ とが 明 ら かに な っ た 。   
取引種類 件数 細目
棚卸資産取引 8件
①船舶
②電子圧着端子
③バナナ
④電子部品・製品
⑤モーター
⑥○部品・製品
⑦○用器具
⑧自動二輪車の部品・製品
貸付金金利取引 1件 ①タイへの貸付金
役務提供取引 2件
①システムの技術指導（アドビシステムズ事件）
②債務保証
無形資産取引 3件
①生産ライン・技術の供与及び販売先の棲み分け等
②独占的製造・販売権の供与等
③生産技術・商標権の供与、販売網の構築、優遇税制等
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図 表  9 - 1 9 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 方 法 か ら 見 る 日 本 の 裁 判 例 の 内 訳  
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
最後 に 、 3 点 目 で あ る独 立 企 業間 価 格 の 算定 に お いて 選 定 さ れた 比較
対象 取 引 の合 理 性 の 判断 基 準 につ い て で ある 。  
図 表  9 -19 に おい て 、 12 件の 裁 決 例の 独立 企 業 間価 格 の 算 定に お け る
判示 で 示 され た 比 較 対象 法 人 と比 較 対 象 取引 の 選 定方 法 の 代 表的 な 取引
をま と め た。  
まず 、 船 舶建 造 請 負 取引 に お ける 国 際 的 な船 価 相 場が 用 い ら れた こと
が挙 げ ら れる 。 内 国 法人 は 国 外関 連 者 と 長年 契 約 に基 づ く 取 引を 行 って
いる が 、 船舶 の 特 殊 性を 考 慮 し、 船 は 一 隻ず つ そ の構 造 等 が 違い 、 連続
的な 取 引 によ る 差 異 調整 が 認 めら れ な い こと か ら 、内 国 法 人 が主 張 す る
取引 数 量 によ る 船 価 への 影 響 が全 面 的 に 排斥 さ れ た。  
件数 細目
基本三法 3件
①独立価格比準法
　　（●今治造船事件、棄却）
②原価基準法
　　（●日本圧着端子製造輸出事件、棄却）
　　（●2002年原価基準法審査請求事件、一部取消 ）
基本三法
に準ずる方法
4件
①仮想取引を用いた独立価格比準法
　　（●タイバーツ貸付金利子事件、棄却）
②全額取消
　　（●アドビシステムズ事件、
　　課税当局：再販売基準法）
③独立価格比準法
　　（●債務保証取引事件
　　同時期・同条件のユーロ市場の保証債務
　　取引を用いたことを認容、一部取消）
④推定課税
　 （●モーター輸入販売事件、棄却）
利益分割法 5件
①寄与度利益分割法
　　（●バナナ輸入販売事件、棄却）
　　（●2007年利益分割法審査請求事件、一部取消 ）
②残余利益分割法
　　（●TDK事件、一部取消）
　　（●2010年利益分割法審査請求事件、一部取消 ）
　　（●ホンダ事件、一部取消）
取引単位
営業利益法
0件
日本独立企業間価格
の算定方法
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また 、 債 務保 証 取 引 にお い て は、 無 償 の 債務 保 証 が認 め ら れ ず、 同条
件・ 同 時 期の 債 務 保 証取 引 に 用い ら れ る 債務 保 証 率が 用 い ら れ、 移 転価
格課 税 を する こ と と なる（ タイ バ ー ツ貸 付金 利 事 件も 同 様 な 考え で あ る）。 
次に 、B V D 社 に よ る 公開 デ ー タベ ー ス を 用い て 、比較 対 象 取 引の 選出
を行 っ た 取引 は モ ー ター 取 引 （推 定 課 税 ）が 挙 げ られ る 。 本 件に お いて
公開 デ ー タベ ー ス に よっ て 、 比較 対 象 取 引を 見 い だす こ と が でき な かっ
たと し て いる も の の 、課 税 当局 が B V D 社 デー タ ベ ース を 用 い る方 法 を明
ら か に し て い る の は モ ー タ ー 輸 入 販 売 事 件 と ホ ン ダ 事 件 （ ① B V D 社 の
「 O S I R I S」、② M E R G E N T 社 の「 M E R G E N T  O N L I N E」及 び ③ レ ク シ ス － ネ
ク シ ス ジ ャ パ ン 株 式 会 社 の 「 L E X I S・ N E X I S」） が 挙げ ら れ る 。  
さ ら に 、 T D K 事 件 に お い て は 、 課 税 当 局 は 比 較 対 象 法 人 及 び 取 引 を 明 ら
か に し 、 そ の 正 当 性 を 主 張 し た 。 し か し 、 本 件 内 国 法 人 は 課 税 当 局 が 選 出
し た 比 較 対 象 法 人 の う ち 、 財 務 諸 表 に 異 常 な 数 値 を 示 す 事 業 年 度 が あ り 、
そ の 比 較 可 能 性 に 問 題 が あ る と す る 主 張 が 国 税 不 服 審 判 所 の 審 理 に お い て
容 認 さ れ た 。 さ ら に 、 本 件 内 国 法 人 は 、 国 外 関 連 者 に 帰 属 す べ き 無 形 資 産
が あ る と の 主 張 も 提 出 さ れ た 証 明 書 類 に よ っ て 容 認 さ れ 、 更 正 税 額 の 取 り
消 し に つ な が っ た 。 し た が っ て 、 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に お け る 比 較 対 象
法 人 と 比 較 対 象 取 引 の 選 定 に お い て 、 証 明 書 類 （ 取 引 に 係 る 書 類 文 書 化 ）
の 重 要 性 が 伺 え る 。  
最 後 に 、 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定 に お け る 相 互 協 議 に 用 い ら れ た 差 異 調 整
（ 同 内 国 法 人 に お け る 別 件 の 国 外 関 連 者 間 取 引 に 用 い ら れ た 計 算 方 法 ） の
適 用 が 認 め ら れ た こ と で あ る 。 2 0 0 2 年 原 価 基 準 法 審 査 請 求 事 件 に お い て 、
課 税 当 局 は 同 内 国 法 人 が 相 互 協 議 に 用 い ら れ た 計 算 方 法 の 差 異 調 整 項 目 を
他 の 国 外 関 連 者 取 引 に 適 用 す る こ と は 認 め ら れ な い と し た が 、 国 税 不 服 審
判 所 は そ の 主 張 を 排 斥 し た 。   
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図 表  9 - 2 0 移 転 価 格 課 税 に お け る 比 較 対 象 法 人 及 び 比 較 対 象 取 引 の 選 定  
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
   
取引 判示に用いられた比較対象取引及び差異調整の項目 内国法人の主張
　
船
舶
建
造
請
負
取
引
世界有数の著名な保険会社や船舶ブローカーにより公表されて
きた「平均船価」があり、このような国際的な船価相場の区分
に従い、対象船舶の性状・構造・機能等の物理的・科学的要因
に着目して判断し、これに加えて販売管理費、一般管理費等、
各取引相手方ごとに変動する要素を考慮すべきである。かかる
差異を調整し、およそ独立価格比準法をとりえないというもの
ではない。
　　　　　　　　　　　　　（課税当局の主張を容認）
本件内国法人が分析したとする標本データ（過去23年にわ
たる船舶の契約金額）は、標本データ自体は提出されず
乱数に基づく仮番号が割り当てられており、標本デー
タについて検証をすることができない。そのような標
本データに基づいて算定される金額は独立企業間価格の幅
とすることもできない。
　　　　　　　（本件内国法人の主張を排斥した）
債
務
保
証
取
引
同時期・同条件（発行価格・保証機関）・同市場（ユーロ市
場）で行われた債務保証取引を比較対象取引にした。
　　　　　　　　　　（国税不服審判所の調査による）
モ
ー
タ
ー
取
引
課税当局が用いたデータベース
①Bureau　van　Dijk社が提供する「OSIRIS」
②Bureau　van　Dijk社が「JADE」であった。（該当比較対象
法人なし）
③小型モーターの取引業者に関する情報誌である小型モータ需
給動向報告書による該当比較対象法人を選出
比較対象法人の選出基準
① 従業員数、② 売上高、③ 同種の事業活動の判断、④ 一般
管理費の推移
比較対象取引の選出基準
① 取扱製品の用途、② 販売先、③ 市場の地理的条件
　　　　　　　　　　　　（課税当局の主張を容認）
取引段階の異なる法人を比較対象法人としていた。
　
　
　　　　　　　　（本件内国法人の主張を排斥した）
ホ
ン
ダ
事
件
課税当局が用いるデータベース
　①BUREAU　VAN　DIJK社の「OSIRIS」
　②MERGENT社の「MERGENT　ONLINE」
　③レクシス－ネクシスジャパン株式会社の「LEXIS・NEXIS」
本件内国法人はタイにおける税恩恵を受ける(優遇税制)地
域「マナウスフリーゾーン」にある子会社である本件国外
関連取引に対し、税恩恵を受けていない比較対象取引を用
いて独立企業間価格の計算に問題がある。
　　　　　　　　（本件内国法人の主張が容認され、
　　　 本件における更正税額が一部取り消された）
③
T
D
K
事
件
比較対象法人の選出基準
① 301社から、取扱製品として請求人と同関連製品の記載があ
る法人17社を抽出した。
② 本件内国法人と売り上げ規模の小さい1社を場外し、15社を
とした。
③ 上記15社に本件内国法人から聴取した3社を追加し18社とし
た。
④ この18社について、2社に対し臨場し、残り18社に対しては
文書照会を行い、取引内容を把握した。
内国法人はこれらの比較対象法人のうち、財務諸表の数値が著
しく変動しているため、比較対象取引としてふさわしくないと
すべきである。
　　　　　　　　　　   （本件内国法人の主張を容認）
①「機種ごとに関する取引価格の明細」
②「○部門の販管費及び販管費中の研究開発費の状況」
③「②の研究開発費の合計金額のうち、課税当局に除外さ
れた差額が該当する分割要因」
④ 損益が著しく伸長した背景
⑤ 損益が著しく伸長し価格に重大な影響を及ぼした書面
　
国外関連者に帰属すべき無形資産による利益が上記の書類
によって認容された。
　　　　　　　　（本件内国法人の主張を容認）
④
2
0
0
2
年
原
価
基
準
法
審
査
請
求
事
件
大口取引に売価逓減の調整
① 請求人が提出資料の分析から、製品の生産数量の増加に
伴ってその製造コストが逓減することが認められる。
　　　　　　　　　　　　（本件内国法人の主張を容認）
本件国外関連取引に係る相互協議 において採用された方法
の適用（販管費の計算）
① 技術サポート等の業務の費用
② 売掛金の回収業務の費用
③ 小売販売と卸売販売の両機能の調整の基礎となる利益の額
（ベリー比を用いる）
　比較対象として国内法人を●抽出し、そのベリー比を求め
て、レンジ内の最高値を使用すべきとされた。
　　　　（③については
　　　 本件内国法人及び課税当局の両者の主張を排斥し
　　　 国税不服審判所の調査による）
①
②
342 
 
第 10章  中国の移転価格税制に関する事例の分析  
 
は じ め に  
中国 に お ける 移 転 価 格課 税 に 係る 判 例 ・ 裁決 は な い。 さ ら に 、中 国の
国家 税 務 当局（ 以 下 、「 中 国の 課 税 当局 」とい う ）に よる 詳 細な デ ー タが
含ま れ た 事例 の 公 表 例も 筆 者 の調 べ る 限 り把 握 で きな か っ た 。  
上記 の 理 由に よ り 、 中国 に お ける 移 転 価 格課 税 の 対象 取 引 及 び課 税当
局に よ る 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 に 係 る実 態 を 把握 す る こ とは 非 常に
難し い と いう の が 現 状で あ る 。こ の こ と は、 納 税 者で あ る 企 業の 納 税の
予見 性 の 見地 か ら 、 懸念 す べ き問 題 点 と いえ よ う 。従 来 、 独 立企 業 間価
格の 算 定 にお い て は 、繁 雑 な 計算 を 伴 い 、さ ら に 、納 税 者 で ある 企 業と
中国 の 課 税当 局 と の 見解 の 相 違か ら 、 移 転価 格 課 税を 受 け る ケー ス が多
いと 指 摘 され て い る 。  
本章 に お いて 、 4 つ の事 例 を 対象 に 中 国 の移 転 価 格課 税 に 関 する 取引
対象 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 にお け る 検 証ポ イ ン ト（ 算 定 方 法及 び 非握
対象 法 人 の選 出 ） に つい て 検 討す る 。  
第 １ 節  空 調 製 造 輸 出 事 例 3 8 3  
1 .本 事 例 の 概 要  
（ 1） 日 本 の A 社 の 出 資 状 況 及 び 経 営 状 況  
上 海 の a 有限 会 社 は 、日 本 の 株 式 会社 A 社が 全 額 出資 し た 中 国に おけ
る外 商 独 資企 業 で あ る。 20 00 年 5 月 に 開業 し 、 投資 総 額 7 500 万 ド ル、
登録 資 金 3 , 000 万 ド ル、 経 営 許可 の 有 効 期限 は 50 年 で ある 。  
a 社 は各 種 空 調製 品 及び 部 品 の生 産 及 び 販売 に 従 事し 、年 間 55 万 台を
                                                   
3 8 3
 刘 偉 『在 華 跨 国公 司转让定 价税 收规制 的研 究 』 2 009 年 、 東北 財 経 大
学博 士 論文 101 73， pp . 163 -1 71  
343 
 
生産 す る こと で き る 。製 品 の 70％ 以 上 を輸 出 し てい る 。  
（ 2） 納 税 状 況  
 A 社は 1 月 1 日 か ら 12 月 31 日 ま で が 会計 期 間 であ り 、外 商投 資 企 業
会計 制 度 の適 用 が あ る。 当 期 純利 益 を 計 上す る 年 度に お い て 、税 務 機関
の許 可 を 受け お り 、 減免 税 の 優遇 税 制 及 び製 品 輸 出企 業 の 優 遇を 受 ける
こと が で きる 。 製 品 輸出 は 「 免除 、 繰 り 延べ 、 還 付」 等 の 優 遇税 制 の税
収政 策 対 象で あ る 。2005 年 まで 欠 損 累 計額 は 1 5 ,9 23 ,375 元 であ る 。現 在
は純 利 益 を計 上 す る 年度 で も 繰越 欠 損 金 の影 響 で 赤字 状 態 で ある 。  
図 表  1 0 - 1 上 海 の a 社 と 日 本 の A 社 と の 出 資 関 係 及 び a 社 の 計 上 利 益  
 
（出 所 ： 前掲 書 ， 劉 偉『 在 華 跨国 公 司转让定 价 税 收规制 的 研 究』 に 基づ
いて 、 筆 者が 作 成 し た。）  
（ 3） 上 海 の a 社 と 国 外 関 連 会 社 （ 日 本 の A 社 ） と の 取 引 （ 受 託 生 産
業 者 の 認 定 ）  
上 海 の a 社 は 日 本 の A 社が 中 国 に設 立 し た生 産 を 中心 と し た 子会 社 で
あり 、 主 要管 理 責 任 者は 全 員 日本 か ら 派 遣し 、 原 材料 の 仕 入 、製 品 の販
売（ 売上 ）は 主 に上 海 の a 社 と日 本 の A 社と の 間 で行 わ れ 、購入・販 売
数量 及 び 価格 は 全 て 日本 の A 社 が 決定 し てい る 。   
日本株式会社A社
税引前利益 欠損繰延額
中国上海a社 2001年 ▲ 3,113,623
2002年 ▲ 54,625,679 ▲ 57,739,302
2003年 ▲ 44,588,299 ▲ 102,327,601
2004年 86,404,017 ▲ 15,923,584
(単位：人民元)
全額出資、2000年5月開業
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図 表  1 0 - 2 上 海 の a 社 と 関 連 会 社 日 本 の A 社 と の 関 連 者 間 取 引 金 額 分 析   
（ 単 位 ： 人 民 元 ）  
 
（出 所：劉偉『 在 華 跨国 公 司转让定 价 税 收规制 的 研究 』 2009 年 、東 北
財経 大 学 博士 論 文 1 0173、 p .1 64 を参 考 に筆 者 が 作成 し た。）  
上記 の 販 売実 績 に よ り 、上海 の a 社は 日 本の A 社 の 中 国に お ける 委 託
生産 業 者 （す べ て の 原材 料 を 日本 か ら 輸 入し 、 製 造の み 行 う 業務 を 営む
企 業 、 中 国で は こ の よう な 業 者を 「 来 料 加工 業 者 」と い う ） であ り 、営
業収 入 は 加工 費 に よ る収 入 で ある 。また 、 20 03 年 に お いて 、一部 中 国 国
内に て 販 売し て い る こと が 推 察で き る 。  
図 表  1 0 - 3 上 海 の a 社 か ら 日 本 の A 社 へ の 輸 出 商 品 の 取 引 価 格 変 動 表  
                         （ 単 位 ： ド ル ）  
 
（出 所：劉偉『 在 華 跨国 公 司转让定 价 税 收规制 的 研究 』 2009 年 、東 北
財経 大 学 博士 論 文 1 0173、p . 165 を 参考 に筆 者 が 作成 し た 。ここ の 取 引価
格 は 当 該 年度 の 取 引 価格 の 平 均値 で あ る 。）  
（ 4） 企 業 の 欠 損 状 態 が 続 く 原 因 の 分 析  
図 表  10 -3 から わ か るよ う に 、上 海の a 社の 輸 出 商品 の 取 引 価格 は 年
2001 2002 2003 2001 2002 2003
関連会社間
取引金額
5,483,878,773 134,796,599 161,561,948 242,997,678 336,892,478 466,365,308
総仕入・売上
に占める割合
38.53% 43.46% 34.77% 100.00% 99.09% 79.57%
仕入　（A社から部品調達） 売上　（A社へ製品販売）
番号 機種 2001年
（輸出価格）
333.51 276.50 277.50
332.67 276.00 277.00
322.43 269.50 270.50
324.00 269.50 270.50
364.93 310.00 311.00
345.09 281.75 282.75
(▲16.25%)
(▲17.10%)
(▲17.04%)
(▲16.43%)
(▲16.83%)
(▲15.06%)
(▲16.26%)
(▲17.09%)
(▲17.03%)
(▲16.42%)
(▲16.82%)
(▲15.05%)
2003年
（対2001年価格増減率）
ASG12ASECW
ASHQWASECW 
ASH9ASECW
ASY9ASECW
2002年
（対2001年価格増減率）
ASY9RSECW
1
2
3
4
6
5 ASY12RSEW
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間 20％ 弱の 下 落 を して お り 、さ ら に 、 下落 商 品 の範 囲 も 広 い。  
この よ う な状 況 を 受 け、 税 務 機関 は 商 品 の全 面 的 な売 上 利 益 率に 関す
る財 務 調 査を 行 っ た 。取 調 べ商 品 の 種類 は 27 機 種で 、販 売 台 数は 297 ,6 01
台（ 内機 +外 機）、売 上総 金 額は 336 ,7 42 , 285 人民 元 、平 均販 売価 格 は 2 , 27 6
人民 元 /セ ット 、平 均 原価 は 2 ,55 0 人 民 元 /セッ ト 、平 均 総 売上 利益 は ▲ 27 4
人民 元 、 総売 上 利 益 率は ▲12 .0 6％ 、 平 均 営業 利 益 は ▲3 37 人 民元 、 営業
利益 率 は ▲ 16. 57％ で ある 。財 務調 査 の 結 果で は 、上海 の a 社 は輸 出 商品
のう ち 、 販売 数 量 が 多い 機 種 ほど 、 損 失 が大 き い 。同 時 に 、 税務 機 関は
損 失 率 （ 赤 字 率 ） の 最 大 機 種 （ A SG 9 A SE C W ） と 収 益 率 の 最 大 機 種
（ A S F9R SE C W）に 対し 調 査 を行 っ た。赤字 機 種 の販 売 管 理 費は 1 ,6 10 人
民元 で 、 営業 利 益 は ▲593 人 民 元 /機 、 黒 字機 種 の 販売 管 理 費 は 8 75 人民
元 、営 業 利益 は 3 99 人民 元 /機 であ る 。２ 機種 指 標 を比 較 す る と 、１ 機あ
た り 販 売 管 理 費 が 黒 字 機 種 よ り 赤 字 機 種 は 8 3 .9 3％ 高 く 、 営 業 利 益 が 黒
字機 種 よ り赤 字 機 種 は 24 8 .3 5％ 低 い 。両 指標 は 比 例的 で は な く 、大 きな
差が あ り 、し た が っ て、 赤 字 機種 が 損 失 を出 し て いる 原 因 は 販売 管 理費
のみ で は ない と 判 断 でき る 。  
 企 業 が 提 出 し た 報 告 書 に よ る と 、 企 業 の 損 益 分 岐 点 は 販 売 数 量 が 1 6
万セ ッ ト であ っ た が 、 20 03 年に 1 9 万 セ ット に 修 正し た 。 2 0 03 年 に は実
際販 売 数 量は 2 49 ,08 1 セ ット に 達し て い たが 、 企 業は 赤 字 状 態が 改 善 さ
れず 、 企 業も 合 理 的 な説 明 が でき な い ま まで あ っ た。  
 
2 .独 立 企 業 間 価 格 の 算 定  
（ 1） 移 転 価 格 調 整 の 対 象 （ 受 託 加 工 料 調 整 対 象 の 検 討 ）   
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図 表  1 0 - 4 輸 出 製 品 に お け る 受 け 取 る べ き 受 託 加 工 費 の 計 算  
 
（ 出 所 ： 前 掲 書 ， 劉 偉 『 在 華 跨 国 公 司转让定 价 税 收规制 的 研 究 』 p .167
を参 考 に 筆者 が 作 成 した 。 な お、 元 デ ー タに 2002 年の 製 造 原価 数 値に
つい て 誤 りが あ り 、 推定 額 を 用い て 計 算 し直 し て いる 。）  
 
（ 2） 独 立 企 業 間 価 格 の 算 定  
 本 事 例 では 、上 海 の a 社 は 日本 の A 社 への 商 品 の独 立 企 業 間価 格 の 算
定方 法 に つい て 、 企 業側 と 中 国課 税 庁 側 は原 価 基 準法 の 適 用 に意 見 が一
致し た と され て い る 。  
 原 価 基 準法 は 関 連 企業 間 に おい て 行 わ れた 商 品 取引 に 関 し て、 商 品の
原価 に 営 業利 益 を プ ラス し て 、独 立 企 業 間価 格 と する 方 法 で ある 。 原価
基準 法 は 関連 企 業 間 にお い て サー ビ ス の 提供 及 び 半製 品 の 販 売に 適 合す
る。上 海の a 社 と日 本の A 社 と は 日本 輸 出商 品 業 務に お け る 機能 分 析 か
ら判 定 で きる よ う に 、日 本の A 社は 上 海 の a 社 の 委託 主 で あ り、上 海の
a 社 は 受 託加 工 業 者 で あ る 。し た が っ て 、 両 社 の取 引 に お け る 独 立 企業
間価 格 の 算定 方 法 と して 原 価 基準 法 が 適 切で あ る 。原 価 基 準 法の 適 用に
つい て 、 企業 側 と 中 国課 税 庁 側は 原 価 基 準法 の 適 用に 意 見 が 一致 し た。  
（ 3） 機 能 分 析 及 び 調 整 項 目 の 検 討  
 ① 従 業 員 に お け る 人 件 費 の 過 大 支 払 額  
ⅰ  外 国 籍 従 業 員 に お け る 人 件 費 の 過 大 支 払 額  
 上 海 の a 社は 創 業 して か ら 日が 浅 く 、 事業 を ま だ十 分 に 展 開で き てお
らず 、企 業 の運 営 が 継続 で き るこ と を 確 保す る た めに 、日 本 の A 社は 幾
2001年 2002年 2003年 合計
① 直接材料 127,497,411.50 305,852,411.40 449,465,061.54 882,814,884.44
② 製造原価 151,673,645.46 353,107,434.41 501,616,912.08 1,006,397,991.95
a.　製造原価に占める直接材料の割合（①/②） 84.06% 86.62% 89.60%
③ 販売管理費を含む総原価　　(輸出商品) 26,942,235.08 377,560,157.98 474,931,593.89 879,433,986.95
b.　総原価に占める直接材料の金額　（③×a） 22,647,642.81 327,042,608.84 425,538,708.13 775,228,959.78
④　売上原価（輸出商品） 24,299,767.30 336,892,478.13 463,365,308.81 824,557,554.24
ｃ.　受託加工費の計算　　　　（④-b） 1,652,124.49 9,849,869.29 37,826,600.68 49,328,594.46
（単位：人民元、小数点以下2単位は人民元の角、分である。）
347 
 
つか の 部 門に お い て 多数 の 経 験が あ る 従 業員 を 派 遣し 、 生 産 及び 企 業管
理に 従 事 する こ と と した 。 こ れら の 従 業 員の 給 料 及び 福 利 厚 生費 （ 人件
費） は 高 い水 準 に あ る。  
 原 価 基 準法 を 用 い る場 合 に 、高 額 で 不 必要 で あ る外 国 籍 従 業員 の 給料
及び 福 利 厚生 費（ 人 件費 ）を 除 くべ き で ある 。 2004 年 度（ 経 営が 相 対的
に正 常 で ある 年 度 、初黒 字 に なっ た 年 度 であ る 。）に 勤 め た 外国 籍 従 業員
の人 数 15 人 を 基準 に、 20 01 年 ～ 2 003 年ま で の 必要 外 の 人 件費 （ 労 務費
等 ）を 過 大 計上 し た 額は そ れ ぞれ 図 表  10 -5 の⑥ 項 で 、総額 は 3 , 482 ,2 70
人民 元 で ある 。  
図 表  1 0 - 5 外 国 籍 従 業 員 の 過 大 人 件 費 の 支 払 額        
 
（出 所：前 掲書 ，劉 偉『在 華 跨 国公 司转让定 价 税 收规制 的 研 究 』p . 168
を参 考 に ，筆 者 が 作 成し た 。）  
 
ⅱ  中 国 人 従 業 員 の 人 件 費 の 過 大 支 払 額  
上海 の a 社は 創 業 し てか ら 日 が浅 く 、 従 業員 の 操 業度 に 限 界 があ る の
で 、生 産 量 を確 保 す るた め に 、従業 員 に よる 残 業 が強 い ら れ た 。同 時 に、
少人 数 の アル バ イ ト を雇 用 し たた め に 、 不必 要 な 労働 力 に よ る人 件 費 の
浪 費（ 人 件 費の 過 大 計上 ）が 生 じた 。独 立企 業 間 価格 の 計 算 をす る 際 に、
こ の 不 必 要な 労 働 力 は除 く べ きで あ る。中国 の 課 税当 局 が 検 証し た 結 果、
これ ら の 過大 と 認 め られ る 部 分の 金 額 は 図表  10 -6 の とお り であ る 。   
2001年 2002年 2003年 合計
①雇用人数（名） 19 17 16 52
②適切雇用人数（名） 15 15 15 45
③過大雇用人数（名） 4 2 1 7
④当年度支払人件費総額（人民元） 6,618,937.15 11,527,412.90 11,730,304.03 29,876,654.08
⑤当年度平均人件額(④/①)（人民元） 348,365.11 678,083.11 733,144.00 1,759,592.23
⑥外国籍従業員過大給料支払額（⑤×③） 1,393,460.45 1,356,166.22 733,144.00 3,482,770.68
（単位：人民元、小数点以下2単位は人民元の角、分である。）
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図 表  1 0 - 6 中 国 人 従 業 員 の 人 件 費 の 過 大 支 払 額  
 
 
②  製 造 費 用 の 過 大 計 上  
 上 海 の a 社は 設 立 初期 で あ り、 一 定 の 生産 量 に 達す る た め に、 初 期投
資総 額 は 多額 で あ る 。一 方 、 市場 需 要 等 の要 因 の 影響 を 受 け 、生 産 量は
予算 に 達 して お ら ず 、 20 03 年は 2 002 年 に比 べ 、 生産 量 は 5 7％ ア ップ し
たに も か かわ ら ず、予算 の 5 0％ に 過 ぎ なか っ た。こ の ため に、生 産ラ イ
ンが 十 分 に稼 働 し て いな い 状 況が も た ら す損 失 は 独立 企 業 間 価格 を 算定
する と き の調 節 対 象 とす る 。 この 損 失 額 は年 度 に よっ て 異 な る。  
 損 失 額 の算 定 方 法 は 、2 004 年 にお け る 製造 原 価 に含 ま れ る 製造 費 用が
製造 原 価 に占 め る 割 合 に 売 上 原価 を 乗 じ て 、さら に 50 万 セ ット で（ 企業
が設 定 す る予 算 生 産 セッ ト 数 ）で 割 っ た 額は 、正 常な 商 品 製 造費 用 / 1 セ
ット（ 中国 課 税当 局 が設 定 す る目 標 商 品 製造 費 用 であ り 、以 下 、「 目 標 製
造費 用 」と いう ）と する 。 1 セ ッ トの 目 標製 造 費 用 に 、 2001 年か ら 2 003
年ま で の それ ぞ れ の 輸出 製 品 数量 を 乗 じ て 、 輸 出 商品 の 目 標 製造 総 費用
（ ① ） が 計算 で き る 。企 業 が 申告 し た 実 際の 発 生 額（ ② ） と 比較 し 、 ②
－ ① で 過 大に 計 上 す る製 造 費 用を 計 算 す るこ と が でき る 。   
2001年 2002年 2003年 合計
①残業代 100,079.60 218,479.60 303,722.00 622,281.20
②臨時雇用従業員の人件費 573,567.70 1,072,091.00 1,645,658.70
③中国人従業員過大人件費支払額（①＋②） 100,079.60 792,047.30 1,375,813.00 2,267,939.90
（出所：前掲書，劉偉『在華跨国公司转让定价税收规制的研究』p.168を参考に，筆者が作成した。）
（単位：人民元、小数点以下2単位は人民元の角、分である。）
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図 表  1 0 - 7 中 国 課 税 当 局 が 算 定 す る 各 年 度 製 造 費 用   
 
図 表  1 0 - 8 上 海 の a 社 の 売 上 原 価 に 占 め る 製 造 費 用 の 計 算 及 び 調 整 額  
 
 
（ 4） 商 品 輸 出 に 関 す る 「 免 税 、 相 殺 、 税 額 還 付 」 に よ る 売 上 原 価 の 過
大 計 上  
 上 海 の a 社 が 行 う 商品 輸 出 に対 し て 、2 002 年か ら 上海 の「 免税 、相 殺 、
税額 還 付 」の 税 制 度 の適 用 対 象と な る 。 上海 の a 社 の納 付 税 率と 輸 出税
額還 付 率 には 格 差（ 納付 税 率は 17％。輸 出税 額 還 付率 は 、20 02 年 が 9％
であ り 、20 03 年 が 11％ に、2004 年 が 17％は 妥 当 であ る と さ れた ）。過 大
計上 の 額 につ い て は 、免 税 及 び相 殺 な ど が認 め ら れな い 。 原 価基 準 法を
用い て 移 転価 格 課 税 額を 計 算 する 際 に 、 過大 計 上 額を 除 く べ きで あ る。
加え て 、上 海の a 社 は 20 02 年 の 輸 出商 品は「 2 項 目 は ０納 税 」の認 定 許
可が 受 け られ 、そ の ため 、2 003 年 の輸 出 商品 に 関 する 過 大 計 上費 用 は「免
税、 相 殺 、税 額 還 付 」の 対 象 外と す る 。 対象 と な る過 大 計 上 した 売 上原
2004年製造費用
a
2004年製造原価
b
2004年売上原価
c
50万セット
d
中国税務当局が認める
2001年度製造費用
中国税務当局が認める
2002年度製造費用
中国税務当局が認める
2003年度製造費用
｛（63,177,673.85÷1,070,311,316.60）×1,086,002,005.05｝÷50万セット
（出所：前掲書，劉偉『在華跨国公司转让定价税收规制的研究』p.169を参考に，筆者が作成し
た。）
e×9,008セット＝1,154,915.68人民元
e×147,944セット＝18,967,900.24人民元
e×210,064セット＝26,932,305.24人民元
｛ (a÷ｂ）×ｃ｝÷d
基数の計算
（2004年を基準に）
=128.21人民元/セット　（e）
中国税務当局の算定による
目標単位製造費用
2001年 2002年 2003年 合計
①製造原価 151,673,645.45 353,107,434.41 501,616,912.08 1,006,397,991.94
②製造費用 23,364,394.79 44,786,269.09 48,708,038.49 116,858,702.37
③製造費用が製造原価に占める割合（②/①） 15.41% 12.68% 9.71% 11.61%
④輸出商品売上原価 26,942,235.08 377,560,157.98 474,931,593.89 879,433,986.95
⑤輸出商品売上原価に含まれる製造費用(④×①) 4,151,798.43 478,747,628.03 46,115,857.77 102,116,176.06
調整後 ⑥輸出商品売上原価に含まれる製造費用(④×①) 1,154,915.68 18,967,900.24 26,932,305.24 47,055,121.16
2,996,882.75 459,779,727.79 19,183,552.53 55,061,054.90
実際発生
過大計上輸出商品の製造費用（⑤-⑥）
（単位：人民元、小数点以下は人民元の角、分である。）
（出所：前掲書，劉偉『在華跨国公司转让定价税收规制的研究』p.169を参考に，筆者が作成した。）
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価 は 15 , 908 ,2 81 .35 人民 元 で あり 、適 切 な税 務 処 理が 行 わ れ てい る 金 額は
10 , 582 ,3 77 . 01 人 民 元 で あ る 。 企 業 の 申 請 し た 「 免 税 、 相 殺 、 税 額 還 付 」
の額 か ら 過大 計 上 し た売 上 原価 5 , 000 ,0 0 0 人 民元 を 減額 す る 。  
（ 5） 移 転 価 格 に よ る 更 正 税 額 の 計 算 過 程  
 ① 調 整 対 象 事 業 年 度  
上海 の a 社 は、2 00 1 年 5 月 に 正 式に 生 産 ライ ン が 稼働 し 、20 0 1 年 に は、
非正 常 要 因が 多 く 存 在 し て い る 。そ の た め 、20 01 年に つ い て 独立 企 業間
価格 に よ る調 整 は 行 わな い と され た 。  
 ② 加 算 す る 通 常 の 利 益 率  
 上 海 の a 社 の 2 00 4 年 度（ 初 黒字 と な った 年 度）の 通 常の 利益 率 を 正常
利益 率 と して 使 用 す る。  
 ⅰ 材 料 が製 造 原 価 に占 め る 割合 =材 料 ÷製造 原 価  
     ＝ 99 8 ,0 8 0 ,4 27 . 54 ÷1 ,07 0 , 311 ,3 16 . 60＝ 93 .2 5％  
 ⅱ 輸 出 商品 の 売 上 原価 に 含 まれ る 材 料 原価 ＝ 輸 出商 品 売 上 原価 ×ⅰ  
     ＝ 86 6 ,3 6 4 ,7 78× 9 3 . 25％＝ 807 , 885 ,15 5 . 49 人 民 元  
 ⅲ 輸 出 加工 費 収 入 ＝輸 出 売 上－ ⅱ  
     ＝ 92 1 ,2 7 4 ,2 92 . 22－ 8 07 ,88 5 ,1 5 5 .4 9＝ 113 ,38 8 , 936 .7 3 人 民元  
 ⅳ 輸 出 加工 原 価 ＝ 輸出 売 上 原価 － ⅱ  
     ＝ 86 6 ,3 6 4 ,7 78 . 00－ 8 07 ,88 5 ,1 5 5 .4 9＝ 58 ,47 9 , 622 .51 人民 元  
 ⅴ 輸 出 通常 利 益 率 ＝（ ⅲ － ⅳ） ÷ⅳ  
      ＝（ 113 , 388 ,93 6 . 73－ 58 ,4 79 , 6 22 . 51） ÷58 ,47 9 , 622 .5 1＝ 9 3 . 88％  
 中 国 課 税当 局 は 上 海の a 社 が開 業 初 期 から 2004 年 ま では 、生産 能 力は
年々 向 上 しつ つ あ り 、通常 利 益 率も 向 上 しつ つ あ るこ と に 鑑 み 、20 04 年
の利 益 率 を考 慮 し 、 2002 年 の利 益 率を 2 5％ 、 2 003 年度 の 利 益率 を 6 5％
とし た 。  
③ 移 転 価 格 に よ る 調 整 税 額 の 計 算  
 上 海 の a 社が 従 来 計上 し た 輸出 原 価 か ら 、 上 記 非正 常 要 素 （通 常 稼働
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する 場 合 に発 生 し な いで あ ろ う費 用 ） と 材料 （ 原 価） を 除 い た金 額 に、
2004 年 を参 考 に 算 出し た 利 益率（ 1+利 益率 ）を 乗じ て 、輸 出商 品 に お い
て 受 け 取 るべ き 加 工 収入 （ 調 整後 加 工 収 入 と は 、 調整 後 加 工 費 収 入 であ
る ） を 計 算す る 。  
最後 に 、 輸出 商 品 の 加工 に 伴 う 従 来 企 業 が計 上 し た加 工 費 収 入と 調整
後加 工 費 収入 の 差 額 を算 出 す れば 、 移 転 価格 に よ る追 加 徴 税 額で あ る。  
図 表  1 0 - 9 移 転 価 格 に よ る 更 正 税 額 の 計 算  
 
第 2 節  靴 の 製 造 輸 出 事 例 ① （ C X 社 ） 3 8 4  
中 国 P 市の C X 社 は 靴を 製 造 、輸 出 業者 であ る 。製造 す る靴 の種 類 は 、
N K と い う メ ー カ ー の も の と 、 そ れ 以 外 の メ ー カ ー で な い 一 般 運 動 靴 で
ある 。C X 社 は 香港 WO 社が 設 立し た 外 国の 資 本 によ る「 外 商独 資 企 業」
であ り 、製 造に 使 用 する 原 材 料も 香 港 W O 社が 指定 し て 仕入 先か ら 調 達
する こ と とな っ て い る。香港 WO 社は 、N K 社 本 部が 承 認 した N K 社 製 品
                                                   
3 8 4
 朱 青 ・汤坚・ 宋兴义『 企业转让定 价 税务管 理 操 作实务』 中 国税务出
版 社 ， 2003 年 ， p p .1 79 -18 1  
2001年 2002年 2003年 合計
一、輸出収入 24,299,767.30 336,892,478.13 463,365,308.81 824,557,554.24
　　　減：材料注1 22,647,642.81 327,155,876.89 425,538,708.13 775,342,227.83
                  輸出加工収入 1,652,124.49 9,736,601.24 37,826,600.68 49,215,326.41
二、輸出原価 26,942,235.08 377,560,157.98 474,931,593.89 879,433,986.95
　　　減：材料 22,647,642.81 327,155,876.89 425,538,708.13 775,342,227.83
　　　減：過大計上給料（外国籍）注2 1,393,460.44 1,356,166.22 733,144.00 3,482,770.66
　　　減：過大計上給料（中国籍）注2 100,079.60 792047.3 1,375,813.10 2,267,940.00
　　　減：過大計上製造費用 2,996,882.75 28,906,727.79 19,183,552.33 51,087,162.87
　　　減：輸出売上に含まれる
　　　　免税、相殺、還付できな
い部分注2
－ － 5,000,000.00 5,000,000.00
輸出加工原価 -195,830.52 19,349,339.78 23,100,376.33 42,253,885.59
三、調整後利益率注2 － 25% 65% －
四、調整後輸出加工収入 － 241,816,647.73 38,115,620.94 279,932,268.67
　　　減：計上輸出加工収入 － 9,736,601.24 37,826,600.68 47,563,201.92
五、移転価格による追加徴税額 － 14,450,073.49 289,020.26 14,739,093.75
注： 1．2001年度の材料は調整対象から外す。
　  　 2．正常輸出加工原価の額は2002年と2003年の合計額である。
（出所：前掲書，劉偉『在華跨国公司转让定价税收规制的研究』p.169を参考に，筆者が作成した。）
（単位：人民元、小数点以下は人民元の角、分である。）
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の国 外 仕 入先 で あ る 。  
本件 に 係 る移 転 価 格 調査 に お いて 、 中 国 の課 税 当 局に 指 摘 さ れた 問題
点 は 3 つ あっ た 。  
1 つ 目 は 、 C X 社 が N K 社に 商 品 を提 供 し、 そ の 売上 の 振 込 先 は C X 社
の国 内 の 銀行 口 座 で はな く 、 中国 の 課 税 当局 は 振 込先 で あ る 銀行 口 座の
情 報 の 提 示 を 求 め た が 、 C X 社 は 当 該 銀 行 口 座 の 情 報 を 中 国 の 課 税 当 局
に対 し 、 説明 を 行 っ てい な い 。  
2 つ 目は 、N K 社 で あ る同 一 メ ーカ ー の 靴 はデ ザ イ ン及 び 規 格 が異 なっ
ても 、売上 総 利 益率 に相 違 が ない と 中 国 の課 税 当 局は 主 張 し た。し かし 、
N K 社 は中 国 にお け る中 外 合 資企 業 で あ るそ の ほ か の 2 社 と比 較 し た結
果 、 C X 社 の 売 上 総 利 益 率 は 著 し く 低 い こ と は 中 国 の 課 税 当 局 が 問 題 で
ある と し た（ 図 表  10 -10）。  
図 表  1 0 - 1 0 C X 社 と 比 較 関 連 者 と の 売 上 総 利 益 率 の 比 較  
（ 単 位 ： ％ ）  
1995年 1996年 1997年
CX社 1.7 2 3.4
比較対象取引　１ 10 13 11
比較対象取引　2 19 20 13  
（出 所：前掲 書、朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理操 作实务』
p .1 79 を 基 に 、筆 者 が作 成 し た。）  
 
中国 の 課 税当 局 は 、 企業 に 対 し以 下 の 4 つの 書 類 の提 示 を 求 めた 。①
C X 社 と N K 社 中 国 代理 事 務 所と の 契 約 書と 価 格 決定 書 、 ② C X 社 は N K
社本 部 に 対し 提 示 し た口 座 番 号、 ③ 香 港 WO 社 の N K ブ ラ ンド で な い一
般靴 の 再 販売 価 格 、 ④香 港 WO 社 19 95－ 19 97 年登 録 会 計 士の 監 査 報告
書 。 し か し 、 C X 社 は 税 務 機 関 が 要 求 し た 上 記 の 資 料 を 提 出 ぜ ず 、 税 務
機関 か ら 会社 の 取 締 役と の 面 談に 係 る 要 求に も 応 じな か っ た 。  
中 国 の 課 税 当 局 は ま ず 、 独 立 価 格 比 準 法 の 適 用 で き な い こ と と し た 。
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なぜ な ら ば、 ① C X 社は N K 社 と の契 約 書の 提 示 をし て い な い。 ② N K 社
の中 国 代 理事 務 所 は 中国 の 課 税当 局 に 対 し、 仕 入 価格 に 関 す るデ ー タを
提 示 し て い な い 。 ③ N K の ブ ラ ン ド の 運 動 靴 は デ ザ イ ン が 多 種 で あ り 、
デザ イ ン の更 新 も 早 い、 デ ザ イン に よ っ て生 産 業 者（ 企 業 ） も違 う 。し
た が っ て 、 比 較 可 能 価 格 は 見 出 す の は 容 易 で は な い 。 ④ N K の ブ ラ ン ド
では な い 靴も 材 料 の 原価 、 管 理水 準 、 作 業者 の 熟 練度 等 の 要 因の 影 響を
受け 、 各 企業 の 比 較 可能 性 も 高く な い 。  
そ の た め 、 C X 社 は 製 品 の 輸 出 先 国 で の 再 販 売 価 格 を 用 い て 、 調 整 を
する こ と に反 対 し て いる 。  
最後 に 、 税務 機 関 の 調査 に よ ると 、 中 国 にお け る その 他 の N K の 運動
靴の 生 産 業者 に お け る靴 の 売 上総 利 益 率 は 10％ ～ 15％ で あ り 、ま た 、CX
社が 生 産 する 靴 は、同じ メ ー カー で あ っ ても 、高品 質 高 価格 製品 で な く、
中低 レ ベ ルの 製 品 で ある た め 、売 上総 利 益率 は 1 0％ を 用 い て 、1 995 年～
199 8 年 の 関 連 者 間 取 引 に 対 し て 調 整 を 行 う 。 ま だ 、 開 業 の 初 期 で あ る
1995 年 にお け る 損 失を 認 め 、当 該年 度 の関 連 者 間取 引 に 対 して 調 整 を行
わな い こ とと す る 。 また 、 1996 年 、 1 99 7 年 は『 2 年 間 免税 、 3 年間 半 額
免税 』 優 遇税 制 の 規 定に 基 づ いて 、 199 6 年 1 997 年 は 免税 期間 で あ り、
1998 年 は半 額 免 税 に基 づ き 、 12％ の 減 免税 率 を もっ て 徴 税 し、 41 8 .8 万
元と す る 。  
中国 の 課 税当 局 は 比 較可 能 性 の選 定 す る 時に 次 の 4 点 を 判 断 基準 とし
てい た 。 ①企 業 の 生 産す る 製 品の 類 似 性 があ る こ と、 ② 企 業 の原 材 料は
国外 関 連 会社 か ら 購 入し て い るこ と 。 ③ 下請 け 内 容に 従 い 生 産し 、 製品
はす べ て 外資 企 業 に 販売 し 、 製品 が 売 れ ない リ ス クを 持 た な いこ と 、④
製品 の 価 格は 製 品 の 輸出 量 に よっ て 変 動 しな い こ とが 挙 げ ら れる 。  
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第 3 節  靴 の 製 造 輸 出 事 例 3 8 5② （ C 社 ）  
1． 事 例 の 概 要  
某都 市 の C 社 は N 国 D 社 が 19 95 年 に 設立 し た 全額 出 資 法 人で あ り、
登記 資 本 金は 6 00 万 ドル 、 総 投資 額 は 1 600 万ド ル であ る 。 D 社は 19 98
年追 加 投資 200 万 ド ル。 C 社は 世 界 に有 名な 運 動 靴法 人 K 社 の中 国 に お
ける 製 造 業者 の 一 つ で、 C 社は 主に K メ ーカ の ス ニー カ の 製 品及 び 半製
品を 製 造 し、 年 間 生 産量 は 4 00 万 足 、 その う ち 99 %以上 は 輸出 さ れ る。
C 社 は 1 99 5 年 11 月 生産 開 始 、 19 97 年 まで 累 計 損失 額 574 0 万 元 、 まだ
黒字 を 出 して い な い 。  
2． 関 連 者 間 取 引 に 関 す る 情 報  
N 国の D 社が C 社 の 100 %の発 行 済 み 株式 を 保 有し 、 C 社 の管 理 者 も
すべ て D 社 よ り派 遣 し 、D 社は C 社 の生 産及 び 販 売数 量 及 び 販売 価 格 を
決定 し て いる 。 C 社 は K 社 よ り 請 負 注文 を受 け 、 C 社 に 必要 の直 接 材 料
及び 間 接 材料 を D 社 より 仕 入、C 社で 製 造す る 。 C 社 の製 品 は D 社に 販
売し 、D 社は C 社 か らの 仕 入 価格 よ り 高 い金 額 で K 社 に輸 出 する（ 実 際
には 、 C 社の 製 品 が 直接 K 社 の 指 定し た 納品 先 に 輸出 さ れ て いる 。）   
                                                   
3 8 5前掲 書 ， 朱青 ・汤坚・宋兴义『企业转让定价 税务管理 操 作实务』
pp . 182 -1 84  
355 
 
図 表  1 0 - 11 C 社 各 年 度 経 営 状 況 略 表      
（ 単 位 ： 万 元 ）  
1995年
（11月-12月）
1996年 1997年
売上 400 21000 38000
うち：輸出額 400 20060 37800
売上原価 720 21315 38760
売上総利益 ▲ 320 ▲ 315 ▲ 760
売上総利益率 -80% -1.50% -2%
売上費用 1 80 230
管理費用 260 1400 1500
財務費用 6 260 930
営業利益 ▲ 600 ▲ 2100 ▲ 3040
売上高利益率 -150% -10% -8%  
（出 所 ： 前掲 書 、 朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理操 作实
务』 p . 1 81 を 基に 、 筆者 が 作 成し た 。）  
3． 移 転 価 格 調 査 及 び 分 析  
所轄 の 中 国の 課 税 当 局は C 社 の 予 算試 算 報告 3 8 6と 実 際経 営 状 況 の差 異
につ い て 分析 し た 。 そこ で 、 製品 の 予 算 原価 と 予 算の 平 均 単 価は 実 際と
大き く 違 って い る こ とを 判 明 した 。 予 算 資産 報 告 によ る と 平 均単 価 と売
上原 価 は 、 30 元と 2 5 元で あ る が、 実 際 は 105 元と 106 元で ある 。 企 業
は生 産 に 入っ て か ら 、実 際 の 生産 量 と 設 備の 稼 働 率は い ず れ も予 算 値よ
り高 い 。  
第 2 に 、中 国 の課 税 当局 は K メ ー カ の 請 負生 産 業 者と し て 、 C 社は D
社に 生 産 依頼 を 受 け 、製 品は D 社を 通 し て K 社に 販 売 され る 。K 社は 調
査、 計 算 及び 請 負 製 造業 者 の 原材 料 、 人 件費 を 調 査、 計 算 、 コン ト ロー
ル し 、 こ れ ら の 原 価 の 形 成 要 素 を 把 握 し 、 一 定 の 利 益 率 （ 一 般 的 に 3%
の売 上 総 利益 率 ） を 賦課 し 、 購入 価 格 を 決定 し て いる 。 し た がっ て 、請
負製 造 業 者は 開 発 及 び販 売 に よる リ ス ク を負 わ な いた め 、 一 定の 安 定し
                                                   
3 8 6
 会 社 の予 算 原 価と 予定 利 益 を報 告 し 、 企業 が 将 来的 に 運 営 し続 け ら
れる に つ いて の 報 告 書を い う 。  
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た売 上 総 利益 率 を 保 つべ き で ある 。  
第 3 に 、 C 社 は、一 部製 品 を K 社 が指 定 した 中 国 の国 内 販 売 先に 販 売
して い る こと を 考 慮 し 、こ の 部分 は D 社 と C 社 の関 連 者間 取 引に 含 ま れ
な い 。 非 関 連 者 間 取 引 と み な す こ と が で き る 。 中 国 の 課 税 当 局 は 19 97
年の 輸 出 と国 内 販 売 の状 況 に つい て 調 査 を行 っ た 結果 、 6 種 類の 製 品の
国内 販 売 価格 は 輸 出 価格 よ り 30 %～ 40 %高い こ と が判 明 し た 。  
第 4 に 、中 国 に おい て C 社 と類 似 した 靴 の製 造 業 者は 多 数 あ る。こ れ
らの 製 造 業者 も N 国 の親 会 社 の子 会 社 で あり 、同 じく K 社 の 製造 業 者 で
あり 、 製 造数 量 及 び 原材 料 の 輸入 も す べ て親 会 社 の指 示 と お りで あ り、
生産 方 式も C 社と 同 様で あ る 。こ れら の 企業 も 移 転価 格 操 作 の疑 い が あ
るが 、 し かし 、 こ れ らの 企 業 と比 べ て 、 C 社は 唯 一 売上 原 価 が売 上 単価
より 高 く、売 上 総利 益が マ イ ナス と な っ てい る 企 業で あ る。した が っ て、
移転 価 格 に対 す る 調 整が 必 要 であ る 。  
4． 移 転 価 格 課 税 に 係 る 調 整 方 法  
図 表  1 0 - 1 2 C 社 が 提 示 し た 原 価 基 準 法 に よ る 調 整 提 案  
（ 単 位 ： 万 元 ）  
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年
（予定）
調整前　売上 400 21000 38000 43000 50000
移転価格による調整幅 0% 4% 6% 3% 0%
　　 売上アップ額 0 840 2280 1290 0
調整前　営業利益額 ▲ 600 ▲ 2100 ▲ 3040 100 1500
調整前　売上高営業利益率 -150% -10% -8% 0.23% 3%
　　調整後　売上営業利益　　 ▲ 600 ▲ 1260 ▲ 760 1390 1500
　　調整後　売上営業利益率 -150% -6% -2% 3.20% 3%
　　調整後　営業利益 -600 -1860 -2620 -1230 270  
（出 所：前掲 書、朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理操 作实务』
p .1 87 を 基 に 、筆 者 が作 成 し た。）  
 
中国 の 課 税当 局 は C 社と 会 談 後 、 C 社 は 移転 価 格 に対 す る 税 務更 正 に
同意 し 、原価 基 準法 によ る 調 整提 案（ 図 表  10 -12）を 提 示し 、 19 99 年 度
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は営 利 事 業年 度 と な るこ と を 保証 す る 。  
 
中国 の 課 税当 局 は 上 記の 移 転 価格 に 対 す る調 整 提 案に 同 意 で きず 、利
益率 を 用 いた 調 整 方 法に す べ きで あ る と 主張 し た 。そ の 理 由 はい か のど
おり で あ る。  
①価 格 の 情報 は 不 十 分の た め であ る 。 C 社は 国 外 関連 会 社 で ある D 社
と K 社 の 商品 再 販 売 価格 及 び D 社 の 売 上 価格 と 利 益率 に 関 す る書 類 の提
示を し な かっ た 。 C 社が 原 価 基準 法 に 用 いる 際 に 、原 価 に か ける 売 上総
利益 率 の アッ プ 率 を 認め る こ とが で き な いと し た 。  
② K 社 に 認め ら れ た K メ ー カ の靴 の 製 造 原価 計 算 から み る と 、原 材 料、
付属 品 、包装 費 用 、人件 費 の 諸原 価 を 除 いて 、加 工 利益 率 は 一般 的 に 3%
くら い で ある 。 企 業 は積 極 的 に仕 入 原 価 及び 製 造 原価 を 下 げ られ る よう
に努 力 す れば 、 よ り 大き い 利 益の 確 保 が でき る 。  
③ N 国 の経 済 統 計デ ータ を 見 れば 、19 97 年国 内 靴 の製 造 業 者 の平 均 利
益率 は 約 0 .9 7%で あ り、 平 均 営業 利 益 率 は 3 .52％ で ある （ 中 国の 現 状と
相違 が あ る）。  
④中 国 の 課税 当 局 の 収集 し た 類似 企 業 の デー タ を 見る と 、 一 部の 企 業
の営 業 総 利益 率 は 2 0%前後 で あ り、 売 上高 利 益 率は 1 0%で ある 。  
⑤靴 の 製 造業 は 労 働 密集 型 業 界で あ り 、 企業 の 管 理手 法 は 非 常に 重要
であ り 、 売上 高 利 益 率は あ ま り高 く な い 、か つ 、 開業 の 初 期 から 軌 道に
乗せ る の に、 一 定 の 期間 を 要 する 。 生 産 効率 の 向 上に 伴 い 、 利益 は 上が
って く る 。  
以上 の 要 素を 考 慮 し 、中 国 の 課税 当 局 は 各年 度 に 異な る 利 益 率を 設定
し、 調 整 結果 は 以 下 のと お り であ る 。  
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図 表  1 0 - 1 3 中 国 の 課 税 当 局 に よ る 移 転 価 格 に 対 す る 調 整 提 案     
（ 単 位 ： 万 元 ）  
1995年 1996年 1997年 1998年
調整前　売上 400 21000 38000 43000
移転価格による調整幅 75% 5.24% 8.68% 3.26%
　　 売上アップ額 300 1100 3300 1400
調整前　営業利益額 -600 -2100 -3040 100
調整前　売上高営業利益率 -150% -10% -8% 0.23%
　　　調整後　売上営業利益 -300 -1000 260 1500
　　　調整後　売上営業利益率 -75% -4.80% 0.70% 3.50%
　　　　　調整後　営業利益 -300 -1300 -1040 460
1995年 1996年 1997年 1998年
元　売上 400 21000 38000 43000
移転価格に対する調整幅 75% 5.24% 8.68% 3.26%
　　 売上アップ額 300 1100 3300 1400
元　営業利益額 -600 -2100 -3040 100
元　売上高営業利益率 -150% -10% -8% 0.23%
調整後　売上営業利益 -300 -1000 260 1500
調整後　売上営業利益率
-75% -4.80% 0.70% 3.50%
調整後　営業利益 -300 -1300 -1040 460
 
（出 所：前掲 書、朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理操 作实务』
p .1 88 を 基 に 、筆 者 が作 成 し た。）  
 
5． 事 例 分 析  
第一 、 本 事例 は 各 地 税務 機 関 （中 国 の 課 税当 局 ） が移 転 価 格 調査 にお
いて 、 お 互い に 情 報 提供 に か んす る 協 力 の重 要 性 を示 唆 し て いる 。 K 社
は中 国 で は多 数 の 製 造業 者 を 有し 、 沿 岸 の多 数 の 都市 に あ り 、こ れ らの
製造 業 者 は生 産 及 び 経営 方 式 にお い て の 類似 性 が 高い 。 税 務 機関 の 互い
の協 力 に より 、 本 事 例に お け る重 要 な 情 報源 の 獲 得の み な ら ず、 そ の他
の製 造 業 者に も 移 転 価格 操 作 があ る か 否 かの 証 拠 を把 握 で き た。  
第二 、 本 事例 に お い て、 中 国 の課 税 当 局 と納 税 者 の企 業 は 各 自移 転価
格に 対 す る調 整 の 提 案を 提 示 した こ と は 非常 に ユ ニー ク な と ころ で あ る。
しか し 、 それ ぞ れ の 提案 に 至 る詳 細 な 資 料の 提 示 がな か っ た 。し た がっ
て、 ど の 提案 が も っ とも 独 立 企業 間 原 則 に沿 っ た もの で あ る かの 判 断が
難 し い 。 両提 案 を 比 較す れ ば 、企 業 と 中 国の 課 税 当局 の 立 場 の相 違 が鮮
明で あ り 、双 方 の 利 益に 係 る 見解 の 相 違 が明 ら か であ る 。 移 転価 格 に対
する 調 整 額は 、 少 な すぎ る か それ と も 多 すぎ る か は、 ど ち ら も望 ま しい
こと で は ない 。 中 国 の課 税 当 局と 企 業 と の両 者 は 、移 転 価 格 調整 に 関す
る間 違 っ た理 解 を 持 って は い けな い 、 例 えば 、 企 業は 租 税 回 避を 意 図し
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た移 転 価 格操 作 の 先 入観 を 持 った 調 査 、 又は 、 税 務調 査 が 行 われ る と罰
則的 な 追 加徴 税 が 必 ず発 生 す るな ど の 考 え方 で あ る。 中 国 の 課税 当 局と
企業 の 両 者は 積 極 的 な態 度 を 持ち 、 互 い の意 見 を 尊重 し 、 迅 速か つ 有効
で 、 調 査 コス ト 又 は 調査 に 対 応す る コ ス トを 抑 え られ る よ う に努 力 すべ
きで あ る 。  
 
第 4 節  縫 い ぐ る み の 製 造 輸 出 事 例 3 8 7  
1． 事 件 の 概 要  
A 社は ハイ テ ク 技術 地域 に あ り（ 優 遇 税 制の 適 用 対象 企 業）、H 国の B
社が 中 国 に設 立 し た 10 0％ 持 ち株 会 社 。 A 社 は製 造 す るの みで あ り 、開
発及 び 販 売先 の 開 拓 、原 材 料の 調 達 はす べて B 社が 担 当す る 。生 産 量の
決定 権 も B 社 にあ り 、一 部の 原 材 料も B 者か ら 購 入し て い る 。A 社は 縫
いぐ る み の製 造 業 者 であ る 。  
2 .本 件 に お け る 移 転 価 格 調 査  
A 社と B 社 は 大量 の 関連 者 間 取引 が 発 生 して お り、移 転 価格 を用 い る
租税 回 避 の可 能 性 が ある 。  
図 表  1 0 - 1 4 A 社 各 年 度 経 営 簡 略 表     (単 位 ： 万 元 )  
1996年 1997年 1998年 1999年 2000年
売上 1,300 4,500 12,000 11,000 15,000
売上原価 1,400 4,700 9,000 9,600 12,000
売上費用 80 140 1,100 200 900
管理費用 100 250 500 500 600
財務費用 ▲ 60 ▲ 250 200 250 300
売上利益 ▲ 220 ▲ 340 1,200 450 1,200
税引前利益 ▲ 230 ▲ 345 1,100 100 1,200  
（出 所：前掲 書、朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理操 作实务』
p .1 82 を 基 に 、筆 者 が作 成 し た。）  
 
図 表  10 -15 と 図表  10 -16 で 示 され て い るよ う に 、 A 社 が A 社 と B 社
                                                   
3 8 7
 （ 出 所 ： 前 掲 書 、 朱 青 ・汤坚・ 宋兴义『 企业转让定 价 税务管 理 操 作
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の合 計 税 引前 利 益 に 占め る 割 合が 、19 99 年は 著 し く低 い 。19 99 年 が 移転
価格 に よ る調 整 対 象 とさ れ た 。企 業 も こ の事 実 を 承認 し 、 調 査の 結 果と
黙認 し た 。  
図 表  1 0 - 1 5 A 社 1 9 9 6 年 ～ 2 0 0 0 年 の 売 上 に 関 す る 比 率  
1996年 1997年 1998年 199年 2000年
売上総利益率（%） ▲ 8 ▲ 4 25 12.73 20
売上高利益率（%） 17.69 7.67 9.17 0.9 8  
（出 所：前掲 書、朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理操 作实务』
p .1 83 を 基 に 、筆 者 が作 成 し た。）  
図 表  1 0 - 1 6 A 社 と B 社 の 利 益 配 分 割 合         (単 位 ： 万 元 )  
1996年 1997年 1998年 1999年 2000年
A社税引前利益 -230 -345 1100 100 1200
B社税引前利益 -300 -340 500 450 550
AB社合計税引前利益 -530 -685 1600 550 1750
A社が占める割合(%) 43.40% 50.36% 68.75% 18.18% 68.57%  
（出 所：前掲 書、朱 青・汤坚・宋兴义『 企业转让定价 税务管 理操 作实务』
p .1 83 を 基 に 、筆 者 が作 成 し た。）  
 
A 社の 製 品種 類 、 製 品規 格 が 多品 種 で あ り、 製 品 の種 類 と 規 格ご とに
製品 の 価 格調 整 を 行 うこ と は 非常 に 困 難 であ る 。 そこ で 利 益 率に 基 づい
た計 算 を 行う 。  
しか し 、本 件 に おい て、 1999 年 の 売上 が 下落 し 、売 上 原 価は 逆に 上 昇
した 。19 99 年 の 費 用 項目 で あ る売 上 費 用 、財務 費 用 と管 理 費 用と 売 上原
価に 変 化 はそ の 他 の 形式 の 関 連者 間 取 引 （役 務 提 供又 は 無 形 資産 取 引）
が含 ま れ た可 能 性 が ある 。 こ れら の 費 用 も注 意 す べき で あ る とい う べき
であ る 。  
本事 例 に おい て 、 B 社は ど の よう に 移 転 価格 の 操 作を 行 っ た かが 明確
にさ れ て いな い 。  
 
                                                                                                                                                     
实务』 pp . 1 8 1 -183 を 基に 、 筆 者が 作 成 し た。）  
361 
 
小 括  
本章 に お いて 、 中 国 にお け る 移転 価 格 課 税に 係 る 4 つ の 事 例 を対 象に
検討 し た。検 討し た 結果 に 基 づい て 課 税 対象 と な る企 業 の 収 益（ 率）、取
引種 類 、 独立 企 業 間 価格 の 計 算に お け る 計算 方 法 と比 較 対 象 取引 の 選定
につ い て 分析 を 試 み る（ 図 表  10 -17）。  
図 表  1 0 - 1 7 中 国 の 移 転 価 格 事 例 に 係 る 判 断 ポ イ ン ト の 検 討  
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
 
まず 、 4 つの 事 例 に おけ る 企 業の 収 益 （ 率） に つ いて 検 討 す る。 4 つ
の判 例 の うち 、最終 事業 年 度 の利 益 は 赤 字に な っ てい る の は 2 社 あ った 。
課税 当 局 が移 転 価 格 調査 す る 際に 着 目 す るポ イ ン トの は 、 売 上価 格 の大
幅な 下 落 した こ と（ 空調 製 造・輸出 事 例 ）、売 上総 利 益 率（ 又は 営 業 利益
率）が 低い こ と（ 靴 製造 輸 出 事件 :C X 社 、靴 製 造輸 出 事件 :C 社）と 中国
企業 が グ ルー プ 企 業 にお け る 合計 税 引 前 利益 に 占 める 割 合 の 急減 （ 縫い
ぐる み 製 造輸 出 事 件 ）で あ っ た。  
企業の収益（率） 移転価格調査のポイント 細目
空調
製造・輸出
事例
赤字経営
　4年目に利益を計上したが、開
業後3年間の繰越欠損金額が高
く、実質赤字であった。
取引価格の下落と販売管理費
　2年目と3年目では、年間の関連者
間取引価格は20%下落し、課税当局は
27機種のうち、営業利益が黒字で
あった機種よりも、営業利益が赤字
であった機種の販売管理費は
248.35％低い。
調整項目
①輸入した材料価格（不当に高
額）
②従業員における人件費の過大支
払額（外国従業員・中国従業員）
③製造費用の過大計上
④輸出売上げに係る免税等の金額
（減額）
靴
製造・輸出
事例
（CX社）
①香港親会社の下請け生産業者
である。
②中国で製造された商品は外国
のメーカーNK社に直接販売さ
れ、売り上げの振り込みは中国
の口座でなく、不明な口座に振
込みされている。
売上総利益率が低すぎる
　比較対象取引の売上率は10%～20%
に対し、本件法人は1.7%～3.4%で
あった。
比較対象取引の選定
（税関調査データを用いる）
　中国にあるNKメーカー靴の下請
け業者の売上総利益率を基に、売
上総利益率は10%であることが
妥当 であると判断した。
靴
製造・輸出
事例
（C社）
赤字経営（開業より3年間）
①N国のD社の下請け生産業者で
ある。
②世界的に有名な運動靴K社の靴
を製造し、D社に販売した。
③D社は輸入価格より高くK社に
販売した。
売上総利益率は著しく低い
　N国の997年国内靴の製造業者の平
均営業利益率は3.52％であるが、中
国における同製造業者の営業利益率
は20％前後である。
比較対象取引の選定
　税務当局の収集した類似企業
のデータ（税務当局内部資料）
調整対象：売上高営業利益率
　　　調整前　　調整後
初年度　-150% ➡－75%
2年目　  -10% ➡－4.8%
3年目　   -8% ➡  0.7%
4年目　 0.23% ➡  3.5%
縫いぐるみ
製造・輸出
事例
①A社はH国のB社が中国に設立し
た100%持ち株会社である。
合計税引利益に占める割合の配分
単年度のみA・B社の合計税引前利益
に占めるA社が占める割合が低い。
具体的な調整割合を明らかにされ
ていない。
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次に 、 4 つの 事 例 に おい て 、 いず れ も 中 国の 企 業 （子 会 社 ） が国 外関
連者 （ 親 会社 ） と の 取引 を 対 象と さ れ 、 取引 種 類 もす べ て 棚 卸資 産 取引
であ っ た 。こ れ ら の 企業 の 特 徴と し て は 、国 外 に ある 親 会 社 の下 請 け業
（取 引 価 格の 決 定 権 を有 し て いな い ） で あり 、 原 材料 は 直 接 親会 社 又は
親会 社 が 指定 し た 業 者よ り 仕 入し 、 簡 単 な組 立 ・ 製造 を 行 い 、重 要 な無
形資 産 を 有し て い な い。 製 造 した 製 品 ・ 半製 品 は 親会 社 に 輸 出す る か、
国外 の 業 者に 直 接 納 品を し て いる 。 し た がっ て 、 これ ら の 企 業は 単 純な
組立 ・ 製 造作 業 を 中 心と す る 機能 し か 果 たし て い ない 。  
さら に 、 独立 企 業 間 価格 の 算 定方 法 に お いて は 、 4 つ の 事 例 はそ れぞ
れ次 の 計 算方 式 が と られ た 。 空調 製 造 輸 出事 例 に おい て は 、 本件 中 国の
会社 が 営 利年 度 （ 営 業 4 年 目 ） に転 じ た 事業 年 度 の営 業 利 益 率を 基 に、
営 業 1 年 目は 移 転 価 格課 税 の 調整 対 象 と せず 、 営業 2 年 目 の 営業 利 益率
は営 業 4 年目 の 営 業 利益 率 の 25 %を適 用 し、 3 年 目は 65 %を 適用 し 、 中
国の 課 税 当局 が 当 該 関連 者 間 取引 の 独 立 企業 間 価 格の 算 定 を 行つ た 。  
靴製 造 輸 出に 係 る 2 事例 は い ずれ も 国 内 の同 メ ー カー を 製 造 して いる
類似 比 較 対象 法 人 の 利益 率 が 用い ら れ 、 中国 の 課 税当 局 は 独 立企 業 間価
格の 算 定 を行 っ た 。 比較 対 象 取引 の 選 定 にお い て それ ぞ れ 税 関が 有 する
デー タ と 全国 に あ る 中国 の 課 税当 局 か ら 収集 し た 類似 企 業 に 関す る デー
タ （ 中 国 の課 税 当 局 の内 部 デ ータ ） が 用 いら れ た こと が わ か った 。  
縫い ぐ る み製 造 輸 出 事例 に お いて は 、 利 益分 割 法 が適 用 さ れ 、中 国企
業の 税 引 前利 益 が グ ルー プ 会 社の 合 計 税 引前 利 益 に占 め る 割 合が 単 年度
の み 著 し く 低 い こ と （ 多 年 度 は 4 0%超 ～ 70%弱 で あ る が 、 単 年 度 の み
18 . 8%で あ っ た ） が 移 転 価 格 課 税 の 的 と さ れ た 、 又 適 正 な 割 合 が 明 確 に
され て い なか っ た 。  
この よ う に、空 調 製 造・輸 出 取引 は 内 部 比較 対 象 取引（ 営 利 事業 年 度）
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の売 上 利 益率 を 基 に 更正 さ れ 、縫 い ぐ る みの 製 造 輸出 に お い ては 内 部比
較対 象 取 引の 税 引 前 利益 率 を 用い て 独 立 企業 間 価 格の 算 定 が 行わ れ た。
靴製 造 輸 出事 例 （ 2 件） に お いて も 類 似 比較 対 象 法人 の デ ー タが 用 いて
独立 企 業 間価 格 の 算 定が 行 わ れた 。 し か し、 空 調 製造 輸 出 事 例、 靴 製造
輸出 事 例 （ C 社 ） と 縫い ぐ る み製 造 輸 出 事例 に お いて は 、 独 立企 業 間価
格の 算 定 に用 い た 利 益率 の 調 整幅（ 図 表  10 -17）の 決 める 基 準は い ず れ
もは っ き りさ れ て い ない 。 い わゆ る 、 中 国の 課 税 当局 の 裁 量 権に 委 ねる
状態 に な って い る 。 この よ う な事 態 は 納 税者 で あ る企 業 の 納 税予 測 可能
性を 妨 げ るこ と に な る。  
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第 11章  日本の裁決・判例と中国事例の 分析による日中移転
価格税制比較  
 
本章 は 第 4 部 の ま と めで あ り 、第 9 章 に おけ る 日 本の 裁 決 ・ 判例 （以
下 、裁判 例 を いう ）の分 析 と第 10 章に おけ る 中 国の 事 例 の 分析 に 基 づい
て、 比 較 検討 を 行 う 。  
日本 で は 判例 法 が 法 源の 一 つ にな る た め 、第 9 章 にお い て 日 本の 裁 判
例 に お け る裁 判 決 の 判断 を 通 して 、 移 転 価格 課 税 を巡 る 法 人 と課 税 当局
の争 い に 当た っ て 、 課税 対 象 とな っ た 取 引種 類 、 法人 と 裁 判 例の 争 点お
よび そ の 裁判 決 に お いて 示 さ れた 比 較 対 象取 引 の 基準 に つ い て検 討 し た。
一方 、 中 国に お い て 、移 転 価 格課 税 に 関 する 裁 決 例・ 判 例 が なく 、 さら
に 、 移 転 価 格 課 税 に 関 す る 事 例 の 公 表 も 筆 者 の 知 る 限 り 少 な い 。 第 1 0
章で は 、 筆者 が 入 手 でき た 中 国の 4 事 例 を対 象 に を、 中 国 に おけ る 移転
価格 課 税 に係 る 企 業 の営 業 状 況、 取 引 種 類、 独 立 企業 間 価 格 の算 定 につ
いて 論 究 した 。  
本章 に お いて 、 移 転 価格 課 税 に係 る 日 本 の 裁 判 例 と中 国 の 事 例の 分析
に基 づ い て、日 本 の 裁判 決 の 判断 で 示 さ れた 移 転 価格 課 税 の 基準（ 特徴 ）
と中 国 の 事例 か ら 見 られ た 中 国に お け る 移転 価 格 課税 の 特 徴 をま と め、
移転 価 格 課税 の 対 象 とな る 取 引種 類 、 適 用さ れ た 独立 企 業 間 価格 の 計算
方法 の 内 訳、 移 転 価 格課 税 に おけ る 比 較 対象 法 人 又は 比 較 対 象取 引 の選
定に つ い て、 比 較 検 討し 、 そ の相 違 点 に つい て 言 及す る 。  
まず 、 日 中両 国 に お ける 移 転 価格 課 税 の 対象 と な る取 引 種 類 の比 較に
つい て 検 討す る 。  
図 表  11 -1 で示 さ れ て い る よう に 、 日 本 の 裁 判 例に 係 る 取 引 種 類 は複
雑化 し 、 多種 類 取 引 が移 転 価 格課 税 の 対 象と さ れ てい る 。 一 方、 中 国に
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おけ る 移 転価 格 課 税 の更 正 事 例の 公 表 が 少な く 、 本件 対 象 と なっ た 4 事
例は す べ て棚 卸 資 産 取引 に な って い る こ とが わ か る。 し た が って 、 日本
にお け る 移転 価 格 課 税の 裁 判 例は 中 国 の 事例 よ り は多 国 籍 企 業の 複 雑化
した 取 引 に対 応 し た 移転 価 格 課税 が 行 わ れて い る こと が 言 え る。 日 本の
移転 価 格 課税 は 中 国 より 進 ん でい る と 推 察で き る 。  
図 表  11 - 1 移 転 価 格 課 税 に 係 る 取 引 種 類 の 日 中 比 較  
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
次に 、 日 本（ 裁 判 例 の判 示 ） と中 国 （ 課 税当 局 ） の移 転 価 格 課税 に適
用さ れ た 独立 企 業 間 価格 の 計 算方 法 の 内 訳に つ い て検 討 す る 。  
図 表  11 -2 で示 さ れ て い る よう に 、 日 本 の 裁 判 例に お い て は 、 多 種類
取引 が 課 税対 象 と な って い る ため 、 独 立 企業 間 価 格の 算 定 方 法も 取 引単
位営 業 利 益法 を 除 く すべ て の 計算 方 法 が 適用 さ れ てい る 。 一 方、 中 国は
取引 種 類 が単 一 化 （ 製造 輸 出 ）し て い る ため 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定も
原価 基 準 法の み 適 用 され て い る。  
しか し 、 取引 単 位 営 業利 益 法 は移 転 価 格 課税 に お いて 、 も っ とも よく
件数 細目 件数 細目
棚卸資産
取引
8件
①船舶
②電子圧着端子
③バナナ
④電子部品・製品
⑤モーター
⑥○部品・製品
⑦○用器具
⑧自動二輪車の部品・製品
4件
①空調
②靴
③縫いぐるみ
貸付金金利
取引
1件 ①タイへの貸付金 0件
役務提供
取引
2件
①システムの技術指導
②債務保証
0件
無形資産
取引
3件
①生産ライン・技術の供与及
　販売先の棲み分け等
②独占的製造・販売権の供与等
③生産技術・商標権の供与、
販売網の構築、優遇税制等
0件
日中比較
日本 中国
取引種類
・日本 の移転価格課税の対象となる取引種類は広範的 にわたっている。
・中国 の移転価格課税の対象となる取引種類は単一化（棚卸資産取引のみ）している。
366 
 
使わ れ て いる 計 算 方 法で あ る との 指 摘 が ある が 、 本論 の 検 討 対象 と なっ
た日 本 の 裁判 例 （ 1 2 件 ）と 中 国 の事 例 （ 4 件） に お いて 、 取引 単 位 営業
利益 法 が 適用 さ れ た のは 1 件 も 含ま れ て いな い こ とか ら 、 日 本の 裁 判例
と中 国 の 事例 の 公 表 にお い て 、不 十 分 で ある こ と を示 唆 し て いる 。  
図 表  11 - 2 日 本 の 裁 判 例 に お け る 認 め ら れ た  
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
最後 に 、 移転 価 格 課 税に お け る比 較 対 象 法人 又 は 比較 対 象 取 引の 選定
につ い て 日中 比 較 検 討に つ い て試 み る 。  
図 表 11－ 3 で 示 さ れ てい る よ うに 、日 本 では 一 つ 目に 、特 殊 性の 高い
製品（ 船舶 に おい て ）、国 際 的 な取 引 相 場を 基 に、船 舶に 係 る一 隻 ず つの
性能 の 相 違か ら 取 引 価格 の 個 別検 討 が 必 要と さ れ た。  
二 つ 目 に 、 特 殊 な 取 引 （ 債 務 保 証 取 引 、 貸 付 金 利 子 取 引 ） の 場 合 は 、
同時 期 ・ 同一 条 件 ・ 同一 市 場 に行 わ れ る 取引 を 比 較対 象 取 引 にす る こと
が妥 当 で ある と 日 本 の裁 判 例 にお い て 判 示が 下 さ れて い る 。  
件数 細目 件数 細目
基本三法 3件
①独立価格比準法
　　（●今治造船事件、棄却）
②原価基準法
　　（●日本圧着端子製造輸出事件、棄却）
　　（●2002年原価基準法審査請求事件、一部取消 ）
4件
②原価基準法
（●空調製造輸出事例）
（●靴製造輸出事例・2件）
（●縫いぐるみ製造輸出事例）
基本三法
に準ずる方法
4件
①仮想取引を用いた独立価格比準法
　　（●タイバーツ貸付金利子事件、棄却）
②全額取消
　　（●アドビシステムズ事件、
　　課税当局：再販売基準法）
③独立価格比準法
　　（●債務保証取引事件
　　同時期・同条件のユーロ市場の保証債務
　　取引を用いたことを認容、一部取消）
④推定課税
　 （●モーター輸入販売事件、棄却）
0件
利益分割法 5件
①寄与度利益分割法
　　（●バナナ輸入販売事件、棄却）
　　（●2007年利益分割法審査請求事件、一部取消 ）
②残余利益分割法
　　（●TDK事件、一部取消）
　　（●2010年利益分割法審査請求事件、一部取消 ）
　　（●ホンダ事件、一部取消）
0件
取引単位
営業利益法
0件 0件
日中比較
日本 中国独立企業間価格
の算定方法
・日本 における独立企業間価格の算定は利益分割が用いられたのは最も多い。一方、取引単位営
業利益法のが適用された裁判例はなかった。
・中国 における独立企業間価格の算定は原価基準法のみが適用されている。
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三 つ 目 に 、 日 本 の 裁 判 例 に お い て 、 公 開 デ ー タ ベ ー ス で あ る ①
BUREAU VAN DIJK 社の「 OSIRIS」、② MERGENT 社 の「 MERGENT 
ONLINE」 及 び ③ レ ク シ ス － ネ ク シ ス ジ ャ パ ン 株 式 会 社 の 「 LEXIS・
NEXIS」を 活 用 し、比較 対 象 取引 の 選 定 を行 っ た こと が 明 ら かに な っ た。 
四つ 目 に 、比 較 対 象 法人 の 妥 当性 の 検 討 にお い て 、多 く の 裁 判例 にお
いて 棚 卸 資産 取 引 に おい て は 、取 引 段 階 、取 引 数 量に よ る 差 異調 整 が行
われ て い る。 一 方 、 無形 資 産 取引 に お い ては 、 独 占的 な 製 造 技術 ・ 販売
権の 供 与 、製 造 に お ける 独 自 な技 術 開 発 、販 売 網 の開 拓 及 び 維持 は 検討
対象 と さ れて い る こ とが わ か った 。  
五つ 目 に 、法 人 が 国 外関 連 者 取引 に つ い て、 両 国 の課 税 当 局 によ る相
互協 議 が 合意 に 至 っ た際 に 、 合理 で あ る 認め ら れ た計 算 手 法 が別 件 の関
連者 間 取 引に 用 い る 場合 が あ ると の 判 示 もあ っ た 。  
一方 、 中 国の 事 例 に よる 比 較 対象 法 人 は 、中 国 の 課税 当 局 は 内部 情報
（税 関 取 引情 報 、 各 地の 税 務 機関 の 協 力 を通 し て 得た 企 業 デ ータ ） を用
いて 、中 国 の 製造 業 者（ 靴製 造 輸 出に 係 る 2 事 例 ）と類 似 比 較対 象 法 の
選出 を 行 って い る こ とが わ か った 。 そ の 他の 事 例 は、 調 査 対 象法 人 の内
部取 引 （ 他年 度 ） デ ータ を 用 いて 、 独 立 企業 間 価 格の 計 算 を 行っ た 。  
中国 の 事 例に お い て もう 一 つ の特 徴 と し て、 課 税 対象 取 引 は すべ て低
い利 益 率 を示 し て い るこ と が 明ら か に な った 。 財 務デ ー タ か ら 見 る と、
連年 赤 字 経営 を 続 く 状態 に あ るか 、 単 年 度の 利 益 率が 異 常 に 低い 数 値を
示し て い るか が 特 徴 であ る 。 この よ う な 特徴 を 持 つ企 業 は 中 国に お いて
いて 価 格 課税 を 受 け やす い こ とが わ か る 。  
さら に 、 適正 な 利 益 率の 判 断 基準 に お い て、 1 事 例（ 靴 の 製 造輸 出事
例 :C 社）の み はは っ きり し て いる が 、そ の他 の 3 事例 は 適 正 な利 益 率 の
判断 基 準 を明 確 に し てい な い 。  
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図 表  11 - 3 移 転 価 格 課 税 に お け る 比 較 対 象 法 人 及 び  
比 較 対 象 取 引 の 選 定 に 関 す る 日 中 比 較  
 
（出 所 ： 筆者 が 作 成 した 。）  
取引
判示に用いられた比較対象取引及び
差異調整の項目
内国法人の主張 取引 移転価格調査のポイント 細目
　
船
舶
建
造
請
負
取
引
国際的な船価相場の区分に従い、対象船舶の性状・構
造・機能等の物理的・科学的要因に着目して判断し、
これに加えて販売管理費、一般管理費等、各取引相手
方ごとに変動する要素を考慮すべきである。かかる差
異を調整し、およそ独立価格比準法をとりえないとい
うものではない。
          （課税当局の主張を容認）
本件内国法人が分析したとする標本データ
（過去23年にわたり船舶の契約金額）は、
標本データ自体は提出されず乱数に基づく
仮番号が割り当てられており、標本デー
タについて検証をすることができな
い 。そのような標本データに基づいて算
定される金額は独立企業間価格の幅とする
こともできない。
（内国法人の主張を排斥した）
空
調
製
造
輸
出
事
例
赤字経営開（開業よ
り3年間）
取引価格の下落と販
売管理費
　2年目と3年目では、
年間の関連者間取引価
格は20%下落し、課税
当局は27機種のうち、
営業利益が黒字であっ
た機種よりも、営業利
益が赤字であった機種
の販売管理費は
248.35％低い。
調整項目
①輸入した材料価格（不当に
高額）
②従業員における人件費の過
大支払額（外国従業員・中国
従業員）
③製造費用の過大計上
④輸出売上げに係る免税等の
金額（減額）
⑤4年目の営利事業年度の営
業利益率を基に、各年度の独
立企業間価格の算定を行っ
た。
債
務
保
証
取
引
同時期・同条件（発行価格・保証機関）・同市場
（ユーロ市場）で行われた債務保証取引を比較対象取
引にした（国税不服審判所の調査）。
靴
製
造
輸
出
事
例
（
C
X
社
）
売上総利益率が低す
ぎる
　比較対象取引の売上
率は10%～20%に対し、
本件法人は1.7%～3.4%
であった。
比較対象取引の選定
（税関調査データを用い
る）
　中国にあるNKメーカー靴
の下請け業者の売上総利益
率を基に、売上総利益率は
10%であることが妥当 であ
ると判断した。
モ
ー
タ
ー
取
引
①データベース ①Bureau　van　Dijk社が提供する
「OSIRIS」と②Bureau　van　Dijk社が提供する
「JADE」（該当比較対象法人ない）
②小型モーターの取引業者に関する情報誌である
小型モータ需給動向報告書 による該当比較対象法人
を選出
比較対象法人の選出基準
① 従業員数、② 売上高、③ 同種の事業活動の判
断、④ 一般管理費の推移
比較対象取引の選出基準
① 取扱製品の用途、② 販売先、③ 市場の地理的条
件　　（課税当局の主張を容認）
取引段階の異なる法人を比較対象法人とし
ていた。
　
（内国法人の主張を排斥した）
ホ
ン
ダ
事
件
データベース①BUREAU　VAN　DIJK社の
「OSIRIS」、②MERGENT社の「MERGENT　ONLINE」及
び③レクシス－ネクシスジャパン株式会社の
「LEXIS・NEXIS」
T
D
K
事
件
① 301社から、取扱製品として請求人と同関連製品の
記載がある法人17社を抽出した。
② 請求人と売り上げ規模の小さい1社を場外し、15社
をとした。
③ 上記15社に請求人から聴取した3社を追加し18社と
した。
④ この18社について、2社に対し臨場し、残り18社に
対しては文書照会を行い、取引内容を把握した。
内国法人はこれらの比較対象法人のうち、財務諸表の
数値が著しく変動しているため、比較対象取引として
ふさわしくないとすべきである。
  （内国法人の主張を認容された）
①「機種ごとに関する取引価格の明細」
②「◎の販管費及び販管費中の研究開発費
の状況」
③「②の研究開発費の合計金額のうち、課
税当局に除外された差額が該当する分割要
因」
④ 損益が著しく伸長した背景
⑤  損益が著しく伸長したことにより、価
格に重大な影響を及ぼす書面
　
国外関連者に帰属すべき無形資産による利
益が上記の書類によって認容された。
 （内国法人の主張を認容された）
縫
い
ぐ
る
み
製
造
輸
出
事
例
合計税引利益に占め
る割合の配分
単年度のみA・B社の合
計税引前利益に占める
A社が占める割合が低
い。
具体的な調整割合を明らかに
されていない。
2
0
0
2
年
原
価
基
準
法
審
査
請
求
事
件
大口取引に売価逓減の調整
① 請求人が提出資料の分析から、製品の生産数量の
増加に伴ってその製造コストが逓減することが認めら
れる。（請求人の主張を容認）
本件国外関連取引に係る相互協議 において採用さ
れた方法の適用（販管費の計算）
① 技術サポート等の業務の費用
② 売掛金の回収業務の費用
③ 小売販売と卸売販売の両機能の調整の基礎とな
る利益の額（ベリー比を用いる）
　比較対象として国内法人を●抽出し、そのベリー比
を求めて、レンジ内の最高値 を使用すべきとされ
た。
靴
製
造
輸
出
事
例
（
C
社
）
赤字経営（開業より3
年間）
売上総利益率は著し
く低い
　N国の997年国内靴の
製造業者の平均営業利
益率は3.52％である
が、中国における同製
造業者の営業利益率は
20％前後である。
比較対象取引の選定
　税務当局の収集した類似
企業のデータ（税務当局内
部資料）
調整対象：売上高営業利益
率
　　　調整前　　調整後
初年度　-150%➡－75%
2年目　 -10% ➡－4.8%
3年目　  -8% ➡ 0.7%
4年目　 0.23%➡ 3.5%
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した が っ て、 以 上 の 日本 の 裁 判例 と 中 国 の事 例 に 関す る 比 較 研究 から
いえ る 問 題点 と し て は、 中 国 にお け る 事 例の 公 開 が非 常 に 少 ない 。 移転
価格 課 税 は繁 雑 な 計 算を 要 す るた め 、 課 税当 局 に よる 一 定 の 課税 基 準の
公表 が 必 要で あ る と 考え れ ば 、納 税 者 で ある 企 業 の納 税 者 の 課税 予 測可
能性 の 見 地か ら 、 よ り多 く の 事例 の 公 開 が必 要 不 可欠 で あ る と指 摘 でき
る 。  
日本 の 裁 判例 は 中 国 より 多 く 公表 さ れ て いる も の の、 現 在 移 転価 格課
税に よ く 使わ れ る 単 位営 業 利 益法 が 適 用 され た 裁 判例 は 含 ま れて い なか
った 。 し たが っ て 、 日本 に お いて も 、 裁 判例 及 び 事例 の 公 開 をさ ら に増
やす べ き であ ろ う と 指摘 し た い。  
さら に 、日 中に お け る課 税 当 局は 公 開 デ ータ ベ ー ス 、税 関 の 通関 情 報、
税務 省 の 内部 調 査 に よる 情 報 をも と に 、 移転 価 格 課税 の 比 較 対象 取 引を
選定 し 、 独立 企 業 間 価格 の 計 算を 行 っ て いる 。 し かし 、 納 税 者で あ る企
業側 は こ れら の 情 報 を一 切 有 して い な い ため 、 納 税者 が 把 握 でき る 情報
に差 が 生 じう る 。 そ の結 果 、 納税 者 で あ る企 業 と 課税 当 局 と が独 立 企業
間価 格 の 計算 が 異 な って く る 可能 性 が 高 い。 こ の よう な 状 況 を改 善 する
ため に も 、こ れ ま で 課税 当 局 が持 つ 業 種 ごと ・ 商 品ご と に 関 する 経 験 値
デー タ の 公開 を す べ きで あ ろ うと 考 え る 。  
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終章  本研究の総括と提言  
 
本研 究 は 、日 中 両 国 の税 制 の 体系 と 沿 革 、日 中 の 移転 価 格 税 制 を 取り
巻 く 税 制 体系 と 制 度 の 沿 革（ 第 Ⅱ部 ）及 び現 行 税 制度（ 第 Ⅲ 部）、並び に
移転 価 格 課税 に 係 る 日本 の 裁 決・判 例 と 中国 の 事 例（第 Ⅳ 部 ）を通 し て、
日中 の 移 転価 格 税 制 を総 合 的 に比 較 す る 研究 で あ った 。 こ の よう に 総合
的な 比 較 研究 を す る こと で 、 移転 価 格 税 制に 関 す る両 国 の 制 度及 び 課税
当局 の 執 行の 相 違 点 ・問 題 点 を明 ら か に し、 日 中 両国 の 移 転 価格 税 制の
改善 点 を 納税 者 で あ る企 業 の 立場 か ら 提 言す る こ とを 研 究 目 的と し た。  
移転 価 格 税制 と は 、 法人 （ 以 下、 企 業 を いう ） が 国外 関 連 者 との 取引
（輸 出 ・ 輸入 ） を す る際 に 、 支払 ま た は 支払 い を 受け る 対 価 の額 （ 取引
価格 ） は 、特 殊 な 関 係を 持 た ない 企 業 間 での 取 引 に用 い る 取 引価 格 （独
立企 業 間 価格 ） よ り 低く （ 輸 出） 又 は 高 く（ 輸 入 ）に 設 定 さ れて い ると
きに 、 企 業が 行 っ た 取引 は 、 独立 企 業 間 価格 を も って 再 計 算 する 税 制度
であ る 。  
グロ ー バ ル化 の 浸 透 に伴 い 、 企業 と 国 外 関連 者 と の取 引 に お いて 、適
正な 価 格 に設 定 し て いる か ど うか の 判 断 につ い て は、 グ ル ー プ利 益 の最
大化 を 目 指す 企 業 と 納税 権 を 確保 す る 課 税当 局 と の 立 場 の 相 違か ら 、見
解が 分 か れる こ と は 多い た め 、移 転 価 格 課税 が 発 生し て い る 。さ ら に、
移転 価 格 税制 は 法 人 と国 外 関 連者 と の 取 引を 対 象 にし て い る ため 、 取引
に係 る 日 本の 法 人 と 国外 関 連 者（ 法 人 ） が所 在 す る両 方 の 国 にお け る移
転価 格 税 制に 相 違 が ある 場 合 に、 両 方 の 国に お い て移 転 価 格 課税 を 受け
ない た め に、両 国の 税制 度 の 相違 を 考 慮 した 価 格 決定 を 行 う 必要 が あ る。 
そこ で 、 日中 の 輸 出 入に お け る関 連 者 間 取引 が 盛 んに 行 わ れ てい る 現
状を 鑑 み 、本 論 文 に おい て 日 中移 転 価 格 税制 の 比 較研 究 に 焦 点を 当 て、
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日中 移 転 価格 税 制 の 相違 点 及 び問 題 点 を 明ら か に する こ と は 、中 国 に進
出す る 日 本企 業 に の みな ら ず 、日 本 に 進 出す る 中 国企 業 に と って も 、移
転価 格 に よる 税 務 リ スク を 回 避す る た め の重 要 な 判断 基 準 と なろ う 。こ
こに 本 研 究の 意 義 が ある 。  
本章 の 終 章に お い て は、こ れま で の 研究 結果 を 3 つの 視 点 か ら総 括 し、
日中 両 国 の制 度 の 沿 革に 対 す る相 違 点 ・ 問題 点 を 明確 に し た 。ま ず 、日
中移 転 価 格税 制 に 係 る法 律 体 系と 沿 革 と から 見 え た相 違 点 ・ 問題 点 を明
確に し 、 これ ら の 問 題点 に 対 する 提 言 を 行っ た 。 次に 、 日 中 移転 価 格税
制の 現 行 条文 の 相 違 点・ 問 題 点を 総 ま と めし 、 現 行制 度 の 問 題点 に 対し
提言 を 行 った 。 さ ら に、 移 転 価格 税 制 に 係る 日 本 の裁 決 と 判 例（ 以 下、
裁判 例 を いう 。）と 中国 の 事 例と の 比 較 を通 し て 、日 本の 裁 判例 に お ける
判示 に 示 され る 移 転 価格 課 税 に関 す る 判 断 基 準 と 中国 の 事 例 をも っ て中
国に お け る移 転 価 格 課税 の 判 断基 準 に つ いて 言 及 した 。  
1 . 日 中 移 転 価 格 税 制 の 沿 革 か ら 見 ら れ た 相 違 点  
日中 の 税 制体 系 と 税 制の 沿 革 及び 日 中 移 転価 格 税 制の 沿 革 に つい て 6
つの 観 点 から の 比 較 研究 を 行 い 、日 中 の 相違 点 を 明ら か に し 、提言（ イ）
を 行 っ た 。  
1 つ 目 に は、 日 中 の 租税 原 則 に関 す る 比 較研 究 か らみ ら れ る 相違 点で
あ る 。  
日本 は 憲 法 第 3 0 条 と第 84 条 、 中 国は 憲法 56 条 を も って 、「租 税 法 律
主義 」 の 原則 を 明 ら かに し て いる 。 そ の ほか 、 日 本に お け る 租税 原 則と
して 、「公 平」「 中 立 」「 簡 素」「国 際 的 整 合性 」 の 4 項目 が 挙 げら れ る。
一方 、中国 に お ける 税収 の 基 本原 則 に つ いて 、「 税 収負 担 の 公 平 性 の 原 則」、
「 税 収 の 効率 化 原 則 が」 挙 げ られ る 。  
中国 で は 租税 原 則 で はな く 、 一般 的 に 税 収に 関 す る基 本 原 則 とい われ
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てい る 。 一般 的 に 税 収が 国 の 経済 発 展 に 与え る 影 響が 大 き い ため に 税収
確保 に 重 点を 置 い て いる と 理 解で き る 。 また 、 効 率化 原 則 と は経 済 発展
の効 率 性 と徴 税 の 過 程の 効 率 性を 指 す 。 この 効 率 化原 則 は 日 本の 租 税原
則に は な い原 則 で あ る。 納 税 者か ら 税 金 を徴 収 す る過 程 に お いて 効 率化
を高 め る ため に は 、 簡素 化 し てい く 必 要 があ る 。 その 意 味 で 、法 律 の整
備を 行 っ てい く べ き であ る よ うに と 思 わ れる 。  
この よ う に、「 公 平 」の原 則 に つい て は 、両国 に 共 通し て い る 。「 簡 素」
とい う 原 則は 中 国 に はな い が 、中 国 の 税 収徴 収 過 程に お け る 効率 性 の中
に 、 税 法 の簡 素 化 を 求め 、 徴 税し や す く する と い う意 味 合 い が含 ま れて
いる よ う に思 わ れ る 。日本 は 租 税原 則 の 1 つ であ る「 簡素 」と いう の は 、
税金 の 計 算の 簡 素 化 、条 文 の 簡素 化 を 指 して い る 。さ ら に 、 企業 に 経済
活動 を 租 税が 妨 げ て はな ら な い「 中立 の 原則 」、グロ ー バ ル 化経 済 に 対応
して い く ため の 「 国 際的 整 合 性」、 これ らは 中 国 にな い 租 税 原則 で あ る。
「中 立 の 原則 」「 国 際的 整 合 性 」は企 業 活動 の 視 点か ら 設 け られ て い る原
則で あ ろ う 。納 税 者 の視 点 か らみ る と 、この「 中 立 の原 則」「 国際 的 整 合
性の 原 則 」を 中 国 に も入 れ て いく 必 要 が ある と 思 われ る 。  
 
2 つ 目 に は、 日 中 に おけ る 税 制の 体 系 に 関す る 比 較研 究 か ら みら れる
相違 点 で ある 。  
日本 の 税 制に 係 る 法 律体 系 は 法源 と し て 法律 ・ 法 令・ 条 例 ・ 規則 が挙
げら れ る 。ま た 、 判 例も 租 税 法の 法 源 の 一種 で あ る。  
一方 、 中 国に お い て は、 法 律 、行 政 法 規 、規 章 ・ 通達 の 4 つ のレ ベル
に分 け ら れ、 こ れ ら すべ て が 法源 と な る 。  
この よ う に、 日 本 に おい て は 、通 達 は 法 源で な い ため 、 法 的 拘束 力を
持た な い 。一 方 で 、 中国 に お いて は 、 通 達も 法 源 とな る 。 し かし 、 日本
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では 判 例 から 蓄 積 し た理 論 が 法律 の 形 を もっ て 立 法さ れ る 流 れが 見 受け
られ る た め、 判 例 法 は法 源 の 一つ で あ る 。中 国 は 、ま だ 税 務 訴訟 に 係る
判例 の 蓄 積は な い 。 した が っ て、 日 中 両 国に お い て、 通 達 が もた ら す法
的 拘 束 力 の有 無 及 び 判例 法 の 有無 の 違 い がみ ら れ た。  
 
3 つ 目 に は、 日 中 の 移転 価 格 税制 を 取 り 巻く 法 律 体系 に 関 す る日 中の
相違 点 で ある 。  
日本 は 、 時限 性 の あ る『 租 税 特別 措 置 法 』に 移 転 価格 税 制 の 主要 な規
定を 置 い てあ り 、 本 法の 法 人 税法 に 規 定 を置 い て いな い 。 ま た、 詳 細な
規定 は 法 源で な い 通 達、 事 務 運営 指 針 に おい て 解 釈が 行 わ れ てい る 。  
一方 、中 国は 企 業 所 得税 法（ 日本 の 本 法 に相 当 す る）に 規 定 して い る 。
さら に 、 通達 で あ る 『特 別 納 税調 整 実 施 弁法 』 を 公布 し 、 移 転価 格 税制
に係 る 詳 細 を 規 定 し てい る た め、 納 税 者 にと っ て は利 用 し や すい よ うに
思わ れ る 。  
した が っ て、 法 律 の レベ ル か らみ る 日 中 移転 価 格 税制 の 取 り 巻く 法 整
備 に 相 違 があ る 。 中 国 に お け る移 転 価 格 税制 に 関 する 法 整 備 は日 本 より
も 本 法 に 規定 を 設 け 、よ り 整 備さ れ て い るよ う に 思わ れ る 。  
 
4 つ 目 に は、 日 中 税 制の 沿 革 から み ら れ る日 中 移 転価 格 税 制 が導 入さ
れた 背 景 の相 違 点 で ある 。  
日本 の 税 法の 沿 革 に つい て 、抜本 的 な 税 制改 革 期 にお い て 、「 公平 」「 公
正 」「簡 素」「 選択 」「活 力」「 中立 性」「 国際 性 」等 の 視 点を 考慮 す る 姿勢
が見 受 け られ 、 国 際 的協 調 等 、国 際 課 税 の面 の 税 制改 正 を 視 野に 入 れた
税制 改 正 期で あ る 。  
また 、 日 本に お け る 移転 価 格 税制 の 導 入 され た 背 景に は 、 当 時の 諸外
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国に お け る移 転 価 格 課税 が 強 化さ れ た 実 情（ 米 国 にお け る 日 本の 自 動車
メー カ ー 等が 多 額 の 移転 価 格 課税 を 受 け た ）へ の 対 抗策 と O E C D におけ
る移 転 価 格税 制 の 導 入に 関 す る勧 告 を 受 けて い た こと で あ っ た。 次 に、
日本 で は 国際 課 税 の 調 和 化 及 び課 税 権 の 確保 の た めに 、 移 転 価格 税 制の
創設 を 図 った 。  
一方 、 中 国で は 、 社 会主 義 を もと に 、 経 済発 展 の 3 段 階 （ 社 会 計 画経
済体 制 、 計画 性 商 品 経済 体 制 社会 主 義 市 場経 済 体 制 ） に 応 じ て、 大 きな
税制 改 正 が行 わ れ た 。  
経済 発 展 とと も に 、 中国 で は 長年 （ 198 0～ 20 08） にわ た っ て 、企 業所
得税 法 の 整備 が 行 わ れて き た 。し か も 、 企業 所 得 税法 を 整 備 する 過 程の
中で 、 内 資企 業 よ り も早 く 外 資企 業 対 策 とし て 外 資企 業 に 適 用す る 企業
所得 税 法 の整 備 が 行 われ て い った 。 こ の 段階 で 行 われ た 企 業 所得 税 法の
整備 の 中 で、 外 資 企 業の 海 外 取引 対 策 と して 移 転 価格 税 制 の 導入 及 び改
正が 行 わ れた の で あ る。  
中国 に お ける 移 転 価 格税 制 が 導入 し た 背 景は 、 中 国で は 外 資 企業 の赤
字の 割 合 が多 い た め 、中 国 国税 庁 は 税収 の確 保 が でき な い 状 況に 陥 っ た。
この 状 況 をも た ら し た原 因 は 、中 国 に あ る大 手 の 外資 企 業 が 輸出 入 取引
を行 う 場 合に 移 転 価 格を 用 い た租 税 回 避 を行 っ て いる こ と で あっ た 。  
この よ う に、 日 本 の 移転 価 格 税制 は 国 際 的な 協 調 を図 る た め に創 設さ
れた 。 一 方、 中 国 で は外 資 企 業に 対 す る 税制 度 を 整備 す る と とも に 、外
資企 業 の 租税 回 避 を 防止 す る ため に で き た制 度 と して 認 識 で きる 。 なぜ
なら ば 、 中国 に お い て外 資 企 業は 中 国 の 経済 を 支 える 重 要 な 役割 を 果た
し て い る ばか り で な く、 中 国 の税 収 に お いて 外 資 企業 に 対 す る課 税 が重
要な 位 置 づけ を 占 め てい る た めで あ る と 理解 で き る。 こ の よ うに 、 中国
の移 転 価 格課 税 と 日 本の 移 転 価格 課 税 の 創設 理 由 に違 い が み られ る 。  
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5 つ 目 に は、 日 中 の 移転 価 格 税制 に 関 す る沿 革 の 特徴 か ら み られ る相
違点 で あ る。  
第 3 章 で は、 日 本 の 移転 価 格 税制 に 関 す る改 正 は 大き く 「 模 作期 （生
成期 ） 198 6～ 20 01」、「発 展 期 20 02～ 2 00 6」「 成 熟期 200 2～ 2 006」の 3 段
階 に わ け るこ と が で きる と 指 摘し た 。  
まず 、 日 本に お け る 移転 価 格 税制 の 「 模 作期 」 で は国 際 課 税 との 調和
を図 る こ とと 執 行 上 の煩 雑 さ に伴 う 長 期 化 を 考 慮 した 改 正 が 行わ れ た 。
次に 、「 発 展期 」で は 、関 連 会社 と の取 引 の複 雑 化 に応 じ た 改 正が 行 わ れ
た 。さ ら に 、「 成 熟 期 」で は 、さ らに 国 際標 準 と の整 合 性 を 確保 す る ため
の改 正 が 行わ れ た 。  
一 方 、 中 国 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 変 遷 は 、「 モ デ ル 的 実 験 期
（ 19 87~ 199 0）」、「 創 設初 期（ 1 99 1～ 199 7）」、「 発展 期（ 1 99 8～ 2006）」、「 成
熟 期 （ 200 7～ 20 13）」の 4 段 階に 分 け る こと が で きる 。  
ま ず 、「 モ デ ル 的 実 験 期 」 に お い て 、 中 国 の 深 圳 経 済 特 区 に 限 定 し た
『深 圳 経 済特 区 関 連 企業 間 取 引暫 定 弁 法 』 が 実 施 され 、 移 転 価格 課 税が
行わ れ た 。次 に、「 創 設初 期 」に お いて 、『 外資 企 業 所得 税 法（ 1991 年）』
と『企 業 所 得暫 定 条 例実 施 細 則（ 19 94、内資 企 業 に適 用 ）』に 移 転 価 格税
制に 関 す る規 定 を 導 入し た も のの 、 詳 細 な規 定 が 公布 に 至 ら なか っ た。
さら に 、「 発 展 期 」で は移 転 価 格調 査 に 関 する 制 度 の整 備 及 び 調査 方 法の
統一 化 を 目指 し 、 調 査の 質 と 効率 を 向 上 させ る た めに 、 中 国 移転 価 格税
制 に 関 す る改 正 の 集 大成 と な る通 達 が 公 布さ れ た 。そ の 後 の 「 成 熟 期」
にお い て は 、 中 国 の 国際 課 税 に係 る 全 面 改正 と と もに 、 通 達 であ る 『中
国特 別 納 税 実 施 弁 法 』が 公 布 され 、 現 行 の 移 転 価 格税 制 に 係 るす べ ての
解釈 が な され て い る 。  
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日本 の 移 転価 格 税 制 の沿 革 か ら見 ら れ た 特徴 と し て、 日 本 税 制の 国際
的整 合 性 を図 る こ と 、企 業 の 取引 の 複 雑 化に 伴 う 移転 価 格 調 査の 長 期化
を配 慮 し たこ と が 挙 げら れ る 。  
一方 、 中 国の 移 転 価 格課 税 の 沿革 か ら 見 られ た 特 徴は 、 移 転 価格 課税
の円 滑 に 実施 で き る こと に 重 点を 置 い て いる こ と であ る 。 詳 細的 に 説明
する と 、 まず 、 中 国 では 移 転 価格 課 税 の 実施 可 能 性を 試 す 「 モデ ル 実験
期」 か ら 「創 設 初 期 」ま で 、 明文 解 釈 が ない ま ま 移転 価 格 課 税を 行 って
きた 。そ の 後、「 発 展期 」に お ける 移 転 価格 税 制 の改 正 は 、移転 価 格 調査
が効 率 的 かつ 調 査 に 係る 税 制 体制 の 整 備 を目 的 と して い た。「 成 熟期 」の
改正 に お いて も 税 制 度の 明 文 化と 移 転 価 格調 査 を 強化 す る た めの 改 正で
あっ た 。  
 
6 つ 目 に は、 日 中 移 転価 格 税 制の 沿 革 か らみ た の 他の 点 に お ける 相違
点に 関 する 4 つ 検 討 であ る 。  
①  移 転 価 格 税 制 の 導 入 時 期 に お い て は 、 中 国 の モ デ ル 実 験 期 に お け
る限 定 地 域に お け る 移転 価 格 税制 の 適 用（ 19 87 年 ）を考 慮 す れば 、日本
（ 19 86 年）とは 、移 転価 格 問 題へ の 取 り 込む 時 期 はほ と ん ど 変わ り な い 。 
②課 税 対 象と そ の 範 囲に お い ては 、 日 本 の移 転 価 格課 税 の 課 税対 象は
法人 が 行 った 国 外 関 連者 と の 取引 と な っ てい る 。一 方 、中 国 に おい て は、
法人 の み なら ず 、 個 人も 移 転 価格 課 税 の 対象 と な る。 さ ら に 、優 遇 税制
が適 用 さ れて い る 地 域に あ る 企業 と そ の 他の 地 域 にあ る 国 内 の関 連 者企
業と の 取 引も 対 象 と なる 。  
移転 価 格 税制 の 適 用 範囲 （ 関 係会 社 の 範 囲） に お いて 、 中 国 は日 本よ
り詳 細 に 決め ら れ て いて 、 そ の適 用 範 囲 も中 国 （ 企業 が 他 方 の企 業 の持
ち株 関 係は 25％、） は日 本 （ 持ち 株 割 合 が 50％ ）よ り 広 範 であ る こ とが
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わか っ た 。日 本は 1 9 86 年 に 移転 価 格 税 制の 導 入 と同 時 に 、同規 定 を 設け
てい る 。 中国 は 1 99 2 年 の 国 税 発 ［ 1 9 9 2］ 2 3 7 号 を も っ て 明 文 し て い る 。 
③独 立 企 業間 価 格 の 算定 方 法 にお い て は 、 日 中 両 国の 現 行 規 定は 、独
立企 業 間 価格 の 算 定 方法 と し て、 基 本 三 法（ 独 立 価格 比 準 法 、再 販 売価
格基 準 法、原 価 基準 法）利 益分 割 法 と取 引単 位 営 業利 益 法 が 挙げ ら れ る。  
中国 に お いて は 、 利 益分 割 法 及び 取 引 単 位営 業 利 益法 の 条 文 化 （ 19 98
年 ）が日 本（ 2004 年 以降 ）よ り 早 かっ た 。さ らに 、中 国 にお いて 、そ の
他の 方 法 とし て 独 立 企業 間 原 則に 合 致 す る方 法 と 規定 さ れ （ 現在 条 文に
明記 さ れ てい な い 利 益比 準 法 の適 用 が 考 えら れ る）、課税 当 局 に過 大 の裁
量権 を 与 えう る 。  
④同 時 文 書化 と レ ン ジの 概 念 にお い て も 、中 国（ 20 09 年 ）は 日本（ 20 10
年） よ り 1 年 早 く 導 入さ れ て いる 。  
また 、 同 時文 書 化 の 義務 化 に 伴う 企 業 が 提出 す る 書類 は 中 国 にお ける
項目 の ほ うが 、 よ り 詳細 で あ る。 レ ン ジ の概 念 に おい て は 、 中国 で は企
業が 決 め る取 引 価 格 はレ ン ジ の中 位 値 を 超え な け れば な ら な いと 規 定さ
れて い る 。日 本 は レ ンジ の 幅 の中 に に 抑 えれ ば 、 更正 対 象 に なら な いこ
とと な っ てい る 。 し たが っ て 、中 国 は 日 本よ り 1 年 早く こ れ らの 規 定の
明文 化 が 図 ら れ 、 し かも レ ン ジの 概 念 は 中国 の ほ うが 日 本 よ り厳 格 な内
容と な っ てい る と い える 。  
（ ア ）  日 中 の 移 転 価 格 の 沿 革 等 に 対 す る 提 言  
前 述 の よ う な 日 中 の 税 制 の 体 系 と 歴 史 及 び 日 中 移 転 税 制 の 税 制 体 系
と沿 革 か ら見 ら れ た 相違 点 に 対し 、 以 下 4 点 の 提言 を 行 う 。  
1 点 目 に は、 日 本 の 移転 価 格 税制 に 係 る 条文 の 構 成に つ い て であ る。
日本 の 移 転価 格 税 制 は措 置 法 66 -4 に 規 定さ れ て いる が 、重 要な 解 釈 は通
達や 事 務 運営 指 針 ・ 事例 集 等 をも っ て 解 釈さ れ て いる 。 そ の ため 税 理士
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や会 計 士 とい っ た 専 門家 で な けれ ば 、 そ の制 度 の 全貌 を 理 解 する に はか
なり 難 し い。 し た が って 、 日 本に お い て は、 移 転 価格 課 税 に 対す る 本法
にお い て 全文 を 取 り まと め る 規定 し て い くこ と を 提言 す る 。  
一方 、 中 国に お い て は、 年 間 数多 く の 通 達が 出 さ れ、 中 に 公 表さ れな
いも の あ る。 納 税 者 の納 税 予 測性 を 確 保 する と い う見 地 か ら 、中 国 にお
いて は 通 達を 交 付 す ると と も に公 式 的 な 公表 を 行 うべ き で あ ると 提 言し
たい 。  
2 点 目 に は、 日 本 の 移転 価 格 税制 は 国 際 課税 の 重 要な 項 目 で あり 、現
行で は 措 置法 に 規 定 され て い るが 、 法 人 税法 の 本 法に も 条 文 を置 く べき
で あ る 。  
3 点 目 に は、 中 国 に おい て は 法制 度 の 整 備よ り も 、先 に 実 務 上に おけ
る移 転 価 格調 査 が 先 走る 傾 向 があ る 。 し かも 、 課 税当 局 に よ る情 報 公開
が少 な い ため 、 企 業 にと っ て 、納 税 の 予 測可 能 性 が図 ら れ な いと 考 えら
れる 。 し たが っ て 、 中国 の 課 税当 局 に よ る情 報 公 開を 強 く 求 めた い と考
える 。  
４点 目 に は、 日 本 と 中国 に お ける 国 際 課 税へ の 取 り組 み 方 の 相違 点と
して 、 日 本は 国 際 的 な整 合 性 を考 慮 し た 改正 を 行 って き た 。  
一方 、 中 国は 対 外 開 放の 政 策 の下 に 、 外 資企 業 の 誘致 を 優 先 に、 多く
の優 遇 税 制を 打 ち 出 た。 し か し、 こ の 外 資企 業 が 中国 進 出 し やす い 環境
を作 る 時 代は す で に 終っ た が 、優 遇 税 制 の期 間 を 終え て も 、 中国 に 設立
され た 外 資企 業 の 収 益率 が 悪 く 、赤字 企 業は 全 体の 60％ を 超え て い ると
の指 摘 を 受け て い る 。そ の た め、 外 資 企 業を タ ー ゲッ ト と し た租 税 回避
（移 転 価 格税 制 ） に 関す る 税 務調 査 が 中 国の 大 き な課 題 と な った 。 この
こと が 、 中国 に お け る移 転 価 格税 制 の 制 度整 備 に 拍車 を か け 、中 国 の移
転価 格 調 査は よ り 厳 しく 執 行 され て い た との 指 摘 （諸 外 国 か らの 批 判）
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が相 次 い だ。  
しか し 、 企業 の グ ロ ーバ ル 化 の浸 透 に 伴 い、 多 国 籍企 業 の 継 続的 な発
展の 視 点 に立 て ば 、 適正 な 国 際課 税 （ 移 転価 格 税 制に よ る 国 際的 な 二重
課税 の 排 除） が で き るよ う な 課税 環 境 を 構築 す る ため に 、 各 国の 移 転価
格調 査 へ の取 り 組 み 方の 相 違 を最 小 限 に する 国 際 的協 力 的 な 姿勢 が 必要
不可 欠 で ある と 筆 者 が考 え る 。  
 
2 . 日 中 移 転 価 格 税 制 の 現 行 条 文 に 関 す る 比 較 か ら 見 ら れ た 相 違 点  
有識 者 の 見解 及 び 両 国の A PA レポ ー ト の実 証 デ ータ を 踏 ま え 、日 中移
転価 格 税 制に 関 す る 原文 条 文 の相 違 点 ・ 問題 点 に つい て 、 独 立企 業 間価
格の 計 算 方法 、 移 転 価格 調 査 、事 前 確 認 制度 の 3 つ の側 面 か ら論 究 し 、
提言 （ イ ）を 行 う 。  
1 つ 目 に 、日 中 の 移 転価 格 税 制に お け る 独立 企 業 間価 格 の 算 定に 関す
る相 違 点 につ い て 論 述し た 。  
まず 、 独 立企 業 間 価 格の 算 定 に用 い る 利 益率 の 分 析に つ い て 検討 し た。
日中 両 国 の 移 転 価 格 税制 に お いて 、 独 立 企業 間 価 格の 算 定 （ 中国 で は独
立企 業 間 原則 と も い う） は 中 心問 題 で あ る。 ま た 、日 中 両 国 の移 転 価格
算定 方 法 は概 ね 類 似 して い る 。  
両国 の 移 転価 格 算 定 にお い て 、 各 算 定 方 法に は 国 外関 連 取 引 の利 益率
と 非 関 連 者間 取 引 の 利益 率 は 同じ レ ベ ル であ る こ とを 要 求 し てい る 。こ
こで い う 利益 率 は 、売上 総 利 益率 ①（ 販 管費 を 除 く）、売 上総 利益 率 ②（ 販
管費 を 含 む）、 営業 利益 率 ① （重 要 な 無 形資 産 を 含ま な い）、営 業 利 益率
② （ 重 要 な無 形 資 産 を含 む ）の 4 種 類 に 分け ら れ る。  
中国 に お いて は 、 そ の他 の 方 法と し て 、 独立 企 業 間原 則 に 合 致す る方
法と 曖 昧 な表 現 を 用 いら れ て いる た め 、 中国 の 課 税当 局 が ど のよ う な計
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算方 法 を 適用 す る か の不 確 実 性は よ り 高 いと い え る。  
次に 、事 前確 認 制 度 に用 い る 算定 方 法 の 傾向 性（ A PA レポ ー トに よる
分析 ） に つい て は 、 一番 よ く 使わ れ る 独 立企 業 間 価格 の 算 定 方法 は 、 両
国と も 取 引単 位 営 業 利益 法 に なっ て い た 。二 番 目 によ く 使 わ れる 計 算方
法 は 、 日 本が 利 益 分 割法 で あ り、 中 国 が 原価 基 準 法と な っ て い た 。 その
ため に 、 企業 に と っ て 移 転 価 格税 制 に よ る経 済 的 国際 二 重 課 税を 避 ける
方法 と し て、 取 引 単 位営 業 利 益法 は 独 立 企 業 間 価 格の 算 定 に 占め る 重要
な役 割 を 無視 す る こ とが で き ない と 筆 者 は考 え る 。  
最後 に 、 有識 者 の 指 摘に 基 づ いて 、 両 国 の計 算 上 にお け る 問 題点 につ
いて の 検 討を 行 っ た 。  
日本 に お ける 有 識 者 によ る 指 摘を ま と め ると 、 全 ての 算 定 方 法に 共通
す る 問 題 点と し て は 、独 立 企 業間 価 格 の 算定 に あ たっ て 、 ど の方 法 もは
っき り と した 判 断 基 準が 規 定 され て い な いた め 、 どう し て も 煩雑 な デー
タ分 析 が 必要 で あ り 、企 業 に 対し て 過 大 な事 務 負 担が 必 要 と なる こ とで
ある 。 さ らに 、 比 較 対象 取 引 の比 較 可 能 性の 判 断 （基 本 三 法 ）や 、 費用
と利 益 の 分割 時 点 の 判断 （ そ の他 政 令 で 定め る 方 法） な ど は 客観 的 なも
ので な い ため 、 課 税 当局 と 企 業側 の 意 見 が分 か れ やす く 、 国 際的 な 二重
課税 の リ スク が 大 き いと 考 え られ る 。  
一方 、 中 国の 独 立 企 業間 価 格 の算 定 に 関 する 問 題 点 と し て 、 まず 、立
法上 に お いて 合 理 的 な方 法 で あれ ば い か なる 方 法 も排 除 し な いと い う原
則 に 立 っ てい る た め 、課 税 当 局に よ る 独 立企 業 間 価格 の 算 定 の不 明 確さ
が挙 げ ら れる 。 次 に 、比 較 可 能な 取 引 の 選定 判 断 は主 観 性 が 強く 、 その
正確 性 を 保つ こ と が でき な い 。さ ら に 、 課税 当 局 はデ ー タ ベ ース に よる
情報 の 収 集を 行 っ て いる と の 指摘 が 多 く 、企 業 と 課税 当 局 が 入手 で きる
情報 は 質 的、 量 的 に 相違 が み られ 、 企 業 が不 利 な 立場 に あ る 。最 後 に、
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中国 に は 計算 方 法 に 関す る 有 識者 の 見 解 はま だ 少 ない 。 特 に 、利 益 分割
法と 取 引 単位 営 業 利 益法 に つ いて の 論 文 はわ ず か であ る と 伺 える 。  
以上 か ら 分か る こ と は 、 日 中 両国 に お け る独 立 企 業間 価 格 の 算定 にお
いて 、 問 題点 は 類 似 して い る こと で あ る 。独 立 企 業間 価 格 は 不確 定 的な
概念 で あ るた め 、 企 業と 課 税 当局 の 意 見 が分 か れ やす い 。 ま た、 そ の価
格の 算 定 にお い て 、 主観 性 が 強く 、 そ の 根拠 と な る比 較 対 象 取引 に 関す
る情 報 の 入手 に つ い て、 課 税 当局 と 納 税 者が 量 的 、質 的 に 違 うた め 、 日
中両 国 と も 納 税 者 で ある 企 業 が不 利 な 立 場に 立 た され て い る 。  
 
2 つ 目 に 、日 中 移 転 価格 調 査 に関 す る 条 文の 比 較 分析 を 行 っ た。 この
項目 に お いて 、 移 転 価格 調 査 に係 る 現 行 条文 を 挙 証責 任 、 同 時書 類 文書
化、 第 三 者に 対 す る 質問 ・ 検 査権 、 遡 及 期間 、 罰 則規 定 の 5 つの 観 点か
ら 検 討 し た。  
第 1 に 、 移転 価 格 設 定の 合 理 化 に つ い て の挙 証 責 任は 、 日 本 にお いて
課税 当 局 にあ る が 、 中国 に お いて 企 業 に ある と さ れて い る 。 しか し 、日
本に お い て 2 01 2 年 の税 制 改 正で 企 業 に 移転 価 格 に関 す る 同 時書 類 文書
化が 義 務 付け ら れ た こと を 受 け、 実 質 的 に挙 証 責 任は 企 業 に 転換 さ れて
いる と 指 摘さ れ て い る。  
第 2 に 、 同時 書 類 文 書化 に つ いて の 規 定 では 、 日 中両 国 と も 企業 に義
務化 し て いる 。 中 国 が 義 務 化 して い る 対 象は 大 手 の外 資 企 業 であ っ た。
さら に 、 中国 に お け る同 時 書 類文 書 化 の 内容 は 、 申告 時 に 記 載す る 別表
をみ る と 日本 よ り 詳 細に 決 め られ て い る 。  
第 3 に 、 日中 両 国 に おい て 、 課税 当 局 は 税務 調 査 にお い て 、 第三 者企
業に 対 す る質 問 ・ 検 査権 を 有 する と 規 定 され 、 こ の点 に つ い ては 類 似し
た 内 容 と なっ て い る 。  
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第 4 に 、 両国 の 移 転 価格 課 税 の 遡 及 期 間 に お い て は、 日 本 で は遡 及期
間 は 7 年 であ り、中 国で は 最長 10 年間 であ っ た。さ らに 、中国 で は 移転
価格 課 税 を受 け た 場 合、 5 年 間追 跡 管 理 を受 け な けれ ば な ら ない 。 この
追跡 管 理 期間 中 に お いて 所 定 の書 類 を 提 出す る 必 要が あ る 。した が っ て 、
中国 は 日 本よ り 遡 及 期間 が 長 く、 さ ら に 追跡 管 理 を設 け て い るた め 、 移
転価 格 課 税を 受 け る リス ク が 高く 、 更 正 を受 け た 場合 に よ り 高額 に なる
可能 性 が ある 。  
第 5 に 、 移転 価 格 税 制に 係 る 罰則 規 定 に 、中 国 と 日本 は 罰 金 制度 を設
けて お り 、類 似 し て いる 。 第 三者 企 業 は 課税 当 局 の質 問 及 び 帳簿 提 出の
要求 に 応 じな い 場 合 に 30 万円 以 下 を罰 すこ と と され て い る 。  
一方 、 企 業は 義 務 化 され た 書 類の 準 備 を して い な い、 又 は 課 税当 局 の要
求に 応 じ 提出 し て い ない 場 合に 200 0 元 以下 の 罰 金に 処 す る 、厳 重 な場 合
に 20 00 元 以上 10 00 0 元 以下 の 罰金 に 処 する と さ れて い る 。  
し た が っ て 、（ 第 三 者 企 業 に 対 す る ） 質 問 ・ 検 査 権 と （ 企 業 に 求 め る
書類 の 提 示が さ れ な い場 合 の ）罰 則 規 定 にお い て 、日 中 両 国 は類 似 規定
を設 け て いる が 、 そ の他 の 項 目、 挙 証 責 任、 同 時 書類 文 書 化 と課 税 の遡
及期 間 に 関す る 規 定 は中 国 が より 厳 格 な 内容 と な って い る こ とが わ か る。
中国 に お ける 移 転 価 格課 税 の 税務 リ ス ク がよ り 高 いこ と を 示 唆し て い る。 
 
3 つ 目 に 、日 中 移 転 価格 に 関 する 事 前 確 認制 度 に 関す る 比 較 を通 し、
事前 確 認 制度 に お け る相 違 点・問 題 点を 明ら か に し、解 決策 を提 言 し た。  
日中 両 国 に お い て 、事前 確 認 制度 に お け る種 類（ 一 カ国 事 前 確 認 制 度、
二カ 国 事 前確 認 制 度 と多 国 事 前確 認 制 度 ）と 手 続 きの 流 れ は 大ま か に類
似 し て い た。 処 理 す る期 間 も 受理 か ら 決 着が つ く まで の 期 間 も、 両 国同
様に 最 低 2 年 間 を 要 する と な って い た 。  
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そこ で 、 事前 確 認 制 度 は 、 各 国の 企 業 を 所轄 す る 課税 当 局 間 のよ る協
議 の 結 果 次第 に 頼 る もの で あ るた め 、 必 ず し も 移 転価 格 課 税 のリ ス クを
回避 で き ると は 限 ら ない 。 そ の 理 由 は 、 不確 実 性 が高 さ と 、 事前 確 認を
伴う 課 税 当局 間 に よ る協 議 が 合意 に 至 る まで に 長 期間 を 要 す るた め であ
る 。  
さら に 、 中国 で の 事 前確 認 制 度に お い て は、 企 業 が提 出 し た 関連 取引
に 係 る 書 類 文 書 化 の 完 成 度 及 び 取 引 の 特 殊 性 に よ っ て 、 事 前 確 認 の 受
理・ 審 査 の順 番 が 決 めら れ る 。そ の 後 の 事前 確 認 に基 づ い て 、企 業 の取
引価 格 の 設定 の 適 否 の監 督 執 行も 行 わ れ る。 こ こ に日 本 と 異 なる 中 国の
執行 上 の 特殊 性 が 見 られ る 。そ の 上、年 間 処理 件 数 を日 中 で 比 較す る と、
日本 は 世 界の ト ッ プ レベ ル （ 年間 100 件 を越 え る ）に あ り 、 中国 の 事前
確 認 に か かわ る 処 理 能力（ 年 間 10 件 程 度 ）はま た 初 期段 階 にあ る と いう
違い が あ る。中 国に おけ る 事 前確 認 に 係 る処 理 能 力の 低 さ に 問題 が 残 る。
納税 者 の 予測 可 能 性 確保 す る ため に 、 処 理能 力 を 高め る 必 要 があ ろ う。  
日中 両 国 にお い て 、 移転 価 格 税制 に よ る 経済 的 な 二重 課 税 を 避け るた
めに 、 事 前確 認 を 伴 う相 互 協 議を 推 薦 さ れて い る 。し か し 、 相互 協 議の
合意 が 至 るま で に は 、長 期 間 が必 要 と い う問 題 が ある 。 こ の 点に お いて
は、 租 税 条約 に お い ては 再 検 討を 行 う べ きで あ る と考 え る 。  
 
（ イ ） 日 中 の 移 転 価 格 税 制 に 関 す る 現 行 条 文 に 対 す る 提 言  
原 本 条 文 か ら み ら れ る 日 中 の 移 転 価 格 税 制 の 相 違 点 に 関 す る 比 較 研
究が 有 識 者に よ っ て 行わ れ て いる 。 筆 者 は有 識 者 の意 見 を 参 考に し 、以
下の よ う に提 言 を 行 う。  
1 点 目 に は、 日 本 の 移転 価 格 に関 す る 計 算方 法 は 国際 的 な 流 れに 乗っ
て、 慎 重 な姿 勢 を 持 ち改 正 が 行わ れ て き た。  
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一方 、中 国は 国 税発 59 号 [1 998 ]に おい て 、利 益 比 準法 の 適 用 を認 め て
いた 。（ この 計 算 方 法は ア メ リカ に お い て認 め ら れ多 計 算 方 法で あ り 、そ
の他 の 国 批判 的 に あ った 。）ア メ リカ の 計 算方 法 を 参考 し た 税 制改 正 を経
て、 現 行 の中 国 の 移 転価 格 税 制は 、 算 定 方法 に お いて は 日 本 と類 似 した
内容 に な って い る が 、そ の 他 の方 法 と し て、 独 立 企業 間 原 則 に合 致 した
方法 と さ れい る 。 こ れで は 計 算方 法 が 不 明確 で あ り、 課 税 要 件明 確 主義
に反 す る 。結 果 、 課 税当 局 に 過大 な 裁 量 権を 与 え うる こ と と なる 。 この
問題 を 解 決す る た め に、 詳 細 な計 算 方 法 につ い て の明 確 な 解 釈を 加 える
こと が 必 要で あ ろ う 。  
2 点 目 に 、日 本 の 独 立企 業 間 価格 の 計 算 方法 と し て用 い ら れ る利 益率
は条 文 上 、中 国 よ り 少な い 。 税務 調 査 に おい て 、 諸外 国 の 移 転価 格 調査
の実 情 に 合わ せ 柔 軟 な対 応 が 求め ら れ る ため 、 諸 外国 に 用 い られ る 計算
方法 の 検 討を 通 達 又 は事 務 運 営指 針 に お いて 、解釈 を 加 える べき で あ る。
この よ う な対 応 に よ って 、 諸 外国 の 移 転 価格 税 制 の事 情 に 合 わせ 、 事前
な対 応 で きる よ う に なる と 考 える か ら で ある 。  
3 点 目 に は、 中 国 に おけ る 相 互協 議 を 伴 う事 前 確 認制 度 は 、 一定 条件
を基 に 、 受理 順 番 が 変わ る こ とが あ る 。 これ は 、 納税 者 を 混 乱さ せ る。
原因 は 、中 国 に おけ る相 互 協 議に 係 る 専 門要 員 の 不足 に 起 因 して い る が、
相互 協 議 を伴 う 事 前 確認 制 度 の執 行 に 係 る経 験 豊 富の 国 と の 交流 を 盛ん
に行 う こ とや 専 門 要 員の 育 成 を急 ぐ 必 要 があ ろ う 。  
 
3 . 日 本 の 判 例 ・ 裁 決 と 中 国 の 事 例 に 関 す る 比 較 か ら 見 ら れ た 相 違 点  
 第 Ⅳ 部 にお い て は 、日 本 の移 転 価 格課 税に 係 る 12 の 判例・裁決（ 以下 、
裁判 例 を いう 。）と 中 国の 課 税 当局 が 行 っ た移 転 価 格課 税 4 事 例を 研 究対
象に し 、 両国 に お け る 移 転 価 格課 税 の 基 準を 明 確 にし 、 提 言 （ウ ） を行
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った 。  
 ま ず 、日 本 の 移転 価格 課 税 に係 る 裁 判 例は 棚 卸 資産 取 引（ 8 件）、役 務
提供 取 引（ 2 件）、貸 付金 利 子 取引（ 1 件 ）、無 形資 産 取 引（ 3 件 ）が含 ま
れ、 対 象 とな る 取 引 対象 が 広 く、 一 方 、 中国 の 事 例は 、 無 形 資産 を 要し
ない 単 純 は組 み 立 て 又は 製 造 に係 る 棚 卸 資産 取 引 に係 る 事 例 がの み であ
った 。  
次に 、12 件の 日 本 の 裁判 例 に おい て 認 め られ た 独 立企 業 間 価 格の 計算
方法 の 内 訳は 、 基 本 三法 の 適 用に 係 る も のが 3 件 で あり 、 基 本三 法 に準
ずる 方 法 に係 る も の は 4 件 、利 益 分 割法 の適 用 に 係る も の は 5 件 。一 方 、
中国 の 4 件 の事 例 は 、す べ て 基本 三 法 で ある 原 価 基準 法 の 適 用さ れ る事
例で あ っ た。  
この よ う に、 日 本 と 中国 で は 、移 転 価 格 調査 の 対 象と な っ た 取引 種類
及び 適 用 され る 独 立 企業 間 価 格の 算 定 方 法に 大 き な相 違 が み られ る 。中
国で は 移 転価 格 調 査 の対 象 が 単純 な 組 立 又は 製 造 に係 る 棚 卸 資産 取 引 で、
まだ 調 査 が初 期 段 階 にあ る こ とが 推 察 で きる 。  
 さ ら に 、日 本 の 裁 判例 を 用 いて 、 移 転 価格 課 税 に対 す る 争 点及 び 判示
につ い て 検討 す る 。 中国 の 4 事 例に お け る中 国 の 課税 当 局 に よる 移 転価
格課 税 に おけ る 比 較 対象 取 引 の選 定 及 び 独立 企 業 間価 格 の 算 定手 法 につ
い て 検 証 する 。  
 ま ず 、 基本 三 法 が 適用 さ れた 3 つ の 事 件と は 、 今治 船 舶 造 船事 件 と日
本圧 着 製 造事 件 、 2 0 02 年 原 価基 準 法 審 査請 求 事 件で あ っ た 。  
 こ れ ら の全 て の 事 件に お い て、 争 点 は 比較 対 象 取引 の 適 格 性及 び 当該
事件 に お ける 関 連 者 間取 引 と 比較 対 象 取 引の 差 異 調整 の 適 否 につ い て争
われ た 。 対象 取 引 の 種類 は 棚 卸資 産 取 引 （船 と 圧 着端 子 と ○ ○製 品 ）に
つい て で あっ た 。  
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 次 に 、 基本 三 法 に 準ず る 方 法が 認 め ら れた 4 つ の 事件 と は 、タ イ バー
ツ貸 付 金 金利 事 件 、 アド ビ シ ステ ム ズ 事 件と 債 務 保証 取 引 事 件 、 モ ータ
ー輸 入 取 引事 件 で あ った 。 こ れら の 3 つ の事 件 に おけ る 争 点 は、 独 立企
業間 価 格 の算 定 方 法 が適 用 さ れた こ と に 対す る 適 法性 に つ い てで あ る。
また 、 対 象取 引 の 種 類は 特 殊 性が み ら れ た。 こ れ らの う ち 、 3 つ の 事件
は棚 卸 資 産取 引 と 異 なる タ イ バー ツ の 金 銭消 費 貸 借取 引 、役 務提 供 取 引、
債務 保 証 取引 と い う 特殊 性 を 持っ た も の であ っ た 。 ま た 、 モ ータ ー 輸入
取引 事 件 は推 定 課 税 が適 用 さ れて い る 。  
 利 益 分 割法 が 認 め られ た 5 つの 事 件 と して は 、 バナ ナ 輸 入 事件 、 T D K
事件 、20 07 年 度 利 益 分割 法 審 査請 求 事 件 、2 010 年 度利 益 分 割 法審 査 請求
事件 、 ホ ンダ 事 件 が 挙げ ら れ る。 こ れ ら の事 件 の うち 、 2 つ は寄 与 度利
益分 割 法 の適 用 で あ り、残 りの 3 つ は残 余利 益 分 割法 が 適 用 され て い た。
いず れ の 事件 に お い ても 、 適 用さ れ た 計 算方 法 の 適否 及 び 利 益分 割 法の
適用 に あ たっ て の 利 益の 分 割 指標 の 適 否 につ い て 争わ れ て い た。  
また 、利益 分 割 法が 認め ら れ たこ の 5 つ の事 件 の うち 、対象 取引 種 類 、
2 つ の 事件 の みは 棚 卸資 産 で あり 、 そ の 1 つは バ ナ ナの 輸 入取 引 で ある
が、 関 連 者間 取 引 の 取引 相 手 国に お い て 取引 価 格 の規 制 が あ るた め 、比
較対 象 取 引が 存 在 し ない た め 、利 益 分 割 法の 適 用 が合 法 で あ るこ と が指
摘さ れ た 。も う 1 つ は（ ホ ン ダ事 件 ） は 、国 外 関 連者 は 相 手 国の 優 遇税
制地 域 に あり 、 残 余 利益 分 割 法を 適 用 さ れる 際 に 、優 遇 税 制 によ る 差異
調整 を 考 慮す べ き で ない と い う課 税 当 局 の主 張 が 判示 に お い て排 斥 され
た。 無 形 資産 と 認 識 し、 そ の 収益 が 認 め られ た も ので あ る 。 残り の 4 つ
の事 件 は 、無 形 資 産 の供 与 取 引で あ っ た 。  
 前 述 の 争点 及 び 取 引対 象 種 類か ら 見 れ ば、 棚 卸 資産 取 引 に おい て 、特
殊な 取 引 条件 （ 政 府 によ る 取 引価 格 の 規 制、 国 外 の関 連 者 が 外国 の 優遇
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税制 の 適 用有 無 ） が なく 、 無 形資 産 を 含 まれ な い 取引 の 場 合 は、 比 較対
象取 引 が 比較 的 に 見 つか り や すい た め 、 基本 三 法 適用 さ れ る こと が わか
った 。  
一方 、 特 殊な 取 引 条 件（ 政 府 によ る 取 引 価格 の 規 制、 関 連 者 間取 引は
外国 の 優 遇税 制 の 適 用有 無 ） があ り 、 又 は無 形 資 産（ 技 術 開 発、 独 占的
販売 権 ） が含 ま れ る 棚卸 資 産 取引 に お い ては 、 比 較対 象 取 引 が見 つ けに
くく 、 利 益分 割 法 が 適用 さ れ たこ と が わ かっ た 。  
また 、そ の 他の 取 引（ 金 銭消 費 賃借 取 引 、債 務保 証 取引 ）に つい て は 、
関連 者 間 取引 と 同 時 期、 同 条 件、 金 融 市 場市 場 の 類似 し た 取 引等 が 比較
対象 取 引 とさ れ 、 独 立企 業 間 価格 の 計 算 がな さ れ るこ と が 裁 判例 の 判示
か ら わ か った 。 本 論 文の 裁 判 例に お い て は、 独 立 企業 間 価 格 の計 算 に お
いて 、 最 も使 わ れ て い る 取 引 単位 営 業 利 益法 が 適 用さ れ た も のは 存 在し
なか っ た 。  
さら に 、 類似 し た 比 較対 象 取 引が あ る 場 合に は 、 関連 者 間 取 引と 比較
対象 取 引 の差 異 に よ る調 整 は 主に 取 引 段 階（ 卸 売 又は 小 売 に よる 差 異）、
取引 数 量 によ る 差 異 の調 査 が 適切 に さ れ てい る か につ い て 争 われ て い る。 
また 、 残 余利 益 分 割 法を 用 い る裁 判 例 で は、 国 外 関連 取 引 に 係っ た双
方の 法 人 が、 重 要 な 無形 資 産 （本 論 文 に おい て は 、独 占 的 製 造及 び 販売
権、 特 許 権、 新 製 品 の開 発 、 販売 に 係 る 販売 網 の 管理 、 割 安 の原 材 料の
輸入 等 の 内容 が 含 ま れる ） を 有し て い た 。独 立 企 業間 価 格 の 計算 に あた
って は 、 取引 か ら 生 じた 営 業 利益 は ま ず 、基 本 利 益と 無 形 資 産に よ る利
益（ 残 余 利益 ） に 分 け、 さ ら に、 残 余 利 益は 、 無 形資 産 の 形 成に 係 った
部門 （ 研 究開 発 部 門 など ） が 生じ た 費 用 をも っ て 各法 人 に 帰 属す べ き残
余利 益 を 決め る 。 し たが っ て 、残 余 利 益 分割 法 に おい て は 、 無形 資 産の
形成 過 程 にか か る 費 用が 利 益 分割 指 標 と なる た め 、各 研 究 開 発部 門 や担
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当者 の 該 当性 に つ い て争 わ れ た。  
一方 、 中 国の 4 つ の 事例 に つ いて 検 討 し た結 果 、 それ ぞ れ は 空調 の製
造輸 出 事 件、靴 の製 造輸 出 事 件（ 2 件）、縫い ぐ る み製 造 輸 出 事件 で あ っ
た 。  
これ ら の 事例 に お い て、 す べ て中 国 に お ける 単 純 な棚 卸 資 産 の製 造輸
出に 係 る 取引 で あ り 、中 国 の 法人 企 業 は 国外 の 親 会社 に よ る 支配 の もと
で、 単 純 の組 み 立 て 製造 作 業 し、 輸 出 し てい る 。 した が っ て 全て の 事例
にお い て 原価 基 準 法 が用 い ら れた 。  
移転 価 格 調査 を 受 け た理 由 と して 、 共 通 して 売 上 総利 益 率 に 焦点 を当
てら れ 、 これ ら の 法 人の 売 上 総利 益 率 の 低さ と 不 規則 に 変 動 して い るか
どう か が 問題 視 さ れ た。さ らに 、4 つ の 事例 の う ち、2 つ の 事例 は 赤 字経
営を 続 い たこ と も 中 国の 課 税 当局 に よ る 移転 価 格 課税 を 受 け た理 由 であ
る 。  
比較 対 象 取引 の 選 定 にお い て 、靴 製 造 輸 出に 係 る 2 事 例 は 税 関取 引デ
ータ 又 は 中国 の 課 税 当局 間 に よる 類 似 取 引法 人 の テー タ 共 有 によ り 、類
似比 較 対 象法 人 が 選 定さ れ た 。ほ か の 2 件は 、 内 部取 引 （ 他 年度 の 企業
内部 取 引 ）を 判 断 基 準と さ れ た。 し か し 、具 体 的 に独 立 企 業 間価 格 の計
算に お い て、 適 正 な 利益 率 の 決定 に お い て、 1 件 のみ は 比 較 対象 取 引デ
ータ に 基 づい て い る が、 残 りの 3 件 は 詳 細 な 利 益 率は 中 国 の 課税 当 局の
恣意 的 な 判断 に 基 づ いて 調 整 を行 わ れ 、 課税 当 局 の指 摘 し た ‘適 切 な利
益率 ’ が 適用 さ れ た 。  
 
（ ウ ） 日 本 の 裁 判 例 と 中 国 の 事 例 に 対 す る 提 言  
まず 、 中 国に お い て は、 移 転 価格 に 関 す る裁 判 例 がな く 、 事 例に 関す
る公 表 も 筆者 の 調 べ る限 り 少 なか っ た 。 しか し 、 裁判 例 や 事 例は 移 転価
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格税 制 を 解釈 す る 上 で納 税 者 の重 要 な 指 針で あ る がゆ え に 、 中国 に おけ
る移 転 価 格課 税 に 関 する 事 例 の公 表 を す べき で あ ると 考 え る 。中 国 では
移転 価 格 調査 の 対 象 が単 純 な 組立 又 は 製 造に 係 る もの で 、 ま だ調 査 が初
期段 階 に ある こ と が 推察 で き る。  
 ま た 、 日本 に お い て は 昨 今 独立 企 業 間 価格 の 算 定に 一 番 よ く使 わ れる
取引 単 位 営業 利 益 法 によ る 裁 判例 が 含 ま れて い な いこ と か ら 、取 引 単位
営業 利 益 法に 係 る 裁 決・ 判 例 の公 表 又 は その 他 の 情報 に つ い ての 情 報を
公表 す べ きで あ る と 提言 し た い。  
さら に 、 比較 対 象 取 引の 適 否 の判 断 に お いて 、 課 税当 局 と 法 人が 提出
され た 証 明書 類 の 適 格性 が 裁 判例 の 勝 敗 を決 め る 重要 な 要 因 であ る こと
が指 摘 で きた 。 棚 卸 資産 取 引 にお い て は 、取 引 段 階及 び 取 引 数量 に おけ
る差 異 調 整に よ る 更 正税 額 の 一部 取 消 し が認 め ら れた 裁 判 例 があ っ た。
また 、 無 形資 産 取 引 にお い て は、 独 占 的 製造 ・ 販 売権 の 供 与 、技 術 的開
発（ 研 究開 発 を行 う 部門 の 費 用分 析 ）、販売 網 の 維持 及 び 拡 大、原 価割 安
の部 品 の 調達 、 優 遇 税制 に よ る利 益 な ど が検 討 対 象と な る こ と を 判 例分
析 か ら 明 確に し た 。 さら に 、 比較 対 象 法 人の 財 務 デー タ の 健 全性 （ 明ら
かに 異 常 な数 値 を 示 す事 業 年 度の 有 無 ） も判 断 要 因に 含 ま れ る。  
日 本 の 課 税当 局 は 公 開デ ー タ ベー ス 、 業 界専 門 誌 によ る 情 報 をも って
比較 対 象 取引 の 選 定 を行 っ て いる こ と が 判示 か ら 明ら か に な った 。 しか
し、 膨 大 な情 報 か ら 絞ら れ た 比較 対 象 取 引は 、 そ の基 準 と な る選 定 条件
（比 較 可 能性 の 有 無 ）に 巡 っ て、 納 税 者 であ る 企 業が 反 証 し なけ れ ばな
らな い 。 した が っ て 、企 業 が 反証 す る に あた っ て 比較 対 象 取 引に 係 る情
報の 公 開 は必 要 不 可 欠で あ る ため 、 こ れ らの 情 報 の開 示 を 強 く求 め たい
と提 言 す る。  
一方 、 中 国 で は 、 課 税当 局 は 課税 当 局 が 持つ 内 部 デー タ 及 び 税関 が提
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供す る デ ータ に よ る 比較 対 象 取引 に 係 る 情報 の 選 定が 行 わ れ たこ と が明
らか に な った 。 具 体 的な 適 正 な利 益 率 の 計算 に お いて 、 課 税 当局 の 判断
によ る も ので あ り 、 客観 性 を 欠け て い る こと が わ かる 。  
した が っ て、 納 税 者 の法 的 安 定性 と 納 税 の予 測 可 能性 の 見 地 から 、 日
中両 国 に おけ る 移 転 価格 課 税 に係 る 比 較 対象 法 人 及び 比 較 対 象取 引 の選
定基 準 に 係る 情 報 の 公開 を 求 めた い と 考 える 。  
本研 究 は 日中 移 転 価 格税 制 に 関す る 歴 史 的変 遷 、 現行 条 文 及 び日 本の
事例 ・ 判 例・ 裁 決 と 中国 に お ける 事 例 を 通し て 、 日中 の 移 転 価格 税 制を
総合 的 に 比較 研 究 を する こ と によ り 、 日 中両 国 の 制度 上 の 傾 向性 と 問題
点を ま と め、 そ れ ら の 問 題 点 につ い て 提 言を 行 っ てき た 。 し かし 、 本研
究は 諸 外 国の 制 度 及 び O E C D ガ イド ラ イ ンを 踏 ま えた 研 究 と なっ て いな
い。 こ れ らの 研 究 を 踏ま え た 研究 は 今 後 の研 究 課 題と し た い 。  
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成清隼人さん、荒木佑未香さん）に、常に刺激的な意見を頂き、精神的にも支えていただ
きました。心より感謝いたします。また、砂川寛之さん、百済一さん、坂本秀明さん、小
田敦斗さん、中島徳和さん、細川時代さん、山中和雄さん、高武芳美さんには、論文の添
削をしていただきました。皆様からご協力いただいた全てのことが、留学生である私の勇
気となり、常に心の支えとなりました。皆様には心より感謝を申し上げます。 
最後に、これまで 11 年間の留学生活を後押ししていただいた両親に、言葉で伝えきれな
いほどの、ありがとうという気持ちをと伝えたいです。さらに、長年に渡り、私の代わり
に両親を支えてくれた兄の鮑航さんと義姉の張中美さんに、この論文を捧げ、ここに深く
感謝する次第である。 
 
 
                          2015 年 9 月 1 日 
 
